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序文 
 
本書は、海軍の陸上施設および海軍以外の施設に設置された、海軍所有のクレーン等搬

送装置（以下 WHE）について、その管理、保守、検査、試験、認証、改造、修理およ

び運用に関する海軍の統一的な方針を定めたものである。その目的は、当該機器の安全

な運用を確保し、荷役作業を安全かつ効率的に行い、機器の耐用年数を最大限に延ばす

ことにある。 
 
SECNAVINST 11260.2 は、Naval Facilities Engineering Command 
(COMNAVFACENGSYSCOM) 司令官に対し、陸上における WHE に関する海軍全体の

管理責任を付与し、海軍クレーンセンター (NCC) の設立を承認している。海軍クレー

ンセンターディレクターは、海軍 WHE の安全かつ信頼性の高い運用に関する事項につ

いて海軍司令長官およびエネルギー・軍事施設・環境担当の海軍次官補に直接報告する

ことができる。SECNAVINST 11260.2 は、各部隊に対し、COMNAVFACENGSYSCOM 
が発する方針および指示に従って WHE プログラムを策定・維持管理することを義務付

けている。 
 
海軍クレーンセンターの責務には、以下の事項が含まれる。NAVCRANECENINST 
11450.1 に従って所定形式の WHE を調達すること。WHE の設計、保守、試験、認証、

および運転に関する方針を策定すること。WHE 関係者の訓練および資格要件を確立す

ること。WHE を所有または運用する部隊を評価すること。特別プログラムのクレーン

の部隊認証を検証すること。OSHA 規則に基づき公認の認証が求められる WHE および

関連機器を認証すること。機器の不具合傾向を追跡し、クレーン安全勧告および不具合

報告を発行すること。クレーン事故のデータを収集し、重大事故の調査および事故から

得た教訓を共有すること。クレーンの改造申請を審査・承認すること。所定の WHE の

構成管理を維持管理すること。運用中の WHE に対して技術的支援を提供すること。 
 
本書は、SECNAV および COMNAVFACENGSYSCOM 方針の指示に従い、必要に応じ

て工業規格を採用している。海軍クレーンセンターの事前承認を得ることなく、これら

の基準から逸脱してはならない。 
 
本書は、2016 年 6 月版 NAVFAC P-307 に代わるものである。改正点については、該当ペ

ージに注釈を付すとともに、改正の概要にて説明している。特段の指示がない限り、海

軍の陸上部隊は、示された改正点に対し、１年以内に完全に準拠しなければならない。 
 
 
 

B.J. MUILENBURG 
Rear Admiral, CEC, U.S. Navy 
Commander 
Naval Facilities Engineering Command 
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許諾承認 
 
以下の文献の一部複製許可を米国機械技師協会 (The American Society of Mechanical 
Engineers) から受けている。 
 

ASME B1.1, Unified Inch Screw Threads 
 
ASME B30.1, Jacks, Industrial Rollers, Air Casters, and Hydraulic Gantries 
 
ASME B30.2, Overhead and Gantry Cranes (Top Running Bridge, Single or 
Multiple Girder, Top Running Trolley Hoist) 
 
ASME B30.3, Tower Cranes 

 
ASME B30.4, Portal and Pedestal Cranes 

 
ASME B30.5, Mobile and Locomotive Cranes 

 
ASME B30.6, Derricks 
 
ASME B30.7, Winches 
 
ASME B30.8, Floating Cranes and Floating Derricks 
 
ASME B30.9, Slings 
 
ASME B30.10, Hooks 
 
ASME B30.11, Monorails and Underhung Cranes 
 
ASME B30.13, Storage/Retrieval (S/R) Machines and Associated Equipment 
 
ASME B30.16, Overhead, Underhung, and Stationary Hoists 
 
ASME B30.17, Cranes and Monorails (With Underhung Trolley or Bridge) 
 
ASME B30.18, Stacker Cranes (Top or Under Running Bridge, Multiple Girder 
with Top or Under Running Trolley Hoist) 
 
ASME B30.20, Below-the-Hook Lifting Devices 
 
ASME B30.21, Lever Hoists 
 
ASME B30.22, Articulating Boom Cranes  
 
ASME B30.23, Personnel Lifting Systems 
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ASME B30.24, Container Cranes 
 
ASME B30.26, Rigging Hardware 
 
ASME B30.29, Self-Erecting Tower Cranes 
 
ASME B30.30, Ropes 
 
ASME BTH-1, Design of Below-the-Hook Lifting Devices 
 
ASME HST-4, Performance Standard for Overhead Electric Wire Rope Hoists 
 
ASME PASE, Safety Standard for Portable Automotive Servicing Equipment 
 
ASME P30.1, Planning for Load Handling Activities 
 
 

米国機械技師協会の許可を受け ASME B30.1-2020, B30.2-2022, B30.3-2019, B30.4-
2020, B30.5-2021, B30.6-2020, B30.7-2021, B30.8-2020, B30.9-2021, B30.11-2010, 
B30.13-2022, B30.16-2022, B30.17-2020, B30.18-2021, B30.21-2019, B30.22-2023, 
B30.23-2022, B30.24-2018, B30.26-2020, B30.29-2018, B30.30-2023, P30.1-2019, 
BTH-1-2022, HST-4-2021, および PASE-2019 から複製。 
 

無断転載を禁ず。 
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改正内容の記録 

 

このページは、本版 P-307 に対する今後の改正内容を記録するためのものである。英語

版と外国語版の間に矛盾や誤りが発見された場合、外国語版は英語版とは独立して修正

または変更されることがある。英語版と外国語版の間に不一致がある場合には、英語版

が正式版となる。 
 

改正番号 日付 タイトルまたは 
改正内容の概要 記録者名 
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改正の概要 
 

この改正概要は、利用者が旧版のNAVFAC P-307との変更点を把握する際の参考となる

よう作成されたものである。本文の変更箇所は、外側余白の変更線によって示される。

段落番号、ページ番号、句読点、または軽微な編集上の変更（例、the の追加、that の
削除、「provided that」を「if」に変更など）は、本改正概要には記載されず、変更線で

も示されない場合がある。利用者は改正された段落全体を注意深く読む必要がある。 
 
全体 ウェブアドレス、電子メールアドレス、および電話番号を更新した。 
 

目次 文書の変更を反映して更新した。 

 

1.1 項および 1.1.1 項 PHIBCB および契約業者への適用範囲を明確にした。 
 

1.3.1 項 特定の構造に応じて、カテゴリー４クレーンをカテゴリー１クレーンまたは

カテゴリー３クレーンに再分類するように変更した。カテゴリー２またはカテゴリー３

クレーンとしてスタッカークレーンおよび特定の保管・取出し機械が含まれる。 
 

1.3.3 項 上下方向のつり上げに使用するポータブルウインチまたは基盤設置形ドラムホ

イストが対象であることと、特定のB30.1 装置は、ポータブルガントリーであることを

明確にした。 
 

1.3.4 項 VTE の管理文書を更新するために変更した。 
 

1.5 項 海外の軍事部隊と政府機関に関わる方針を採り入れるために変更し、保守検査

試験および認証に関する現状の方針を明確にした。 
 

1.7 項 段落のタイトルを修正した。 
 
1.8 項 電子署名やデジタル署名に関する現状の方針を明確にした。 
 

1.9 項 RCDR の適用範囲を明確にした。 
 

図 1-1、２ページ中１ページ 「対応が必要」を追加した。 
 

図 1-1、２ページ中２ページ 署名の方針を明確にした。 
 

2.1項 免許交付の責務を採り入れるために明確にした。 
 

2.4.2項 自己評価の重点を明確にした。 
 

2.5 項 指標として正確な保有台数を追加し、明確にした。 
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2.6 項 監視計画の優先順位と重点を明確にした。 
 
2.7 項 付則 G の導入、NAVCRANECENINST 11450.1 を参照として追加、およびプロ

ジェクト開始の事前通知を追加した。 
 
2.8.1 項および 2.8.2 項 現状の要件を明確にし、再編成した。 
 
2.9 項 荷役作業計画広報および機器不具合報告に関する推奨事項を追加した。 
 

3.1.1 項 想定外の出来事やニアミス報告書を利用した保守関連の不具合に関する新し

い要件である。 
 

3.2、3.2.1、3.2.2、および 3.2.3項 不具合の検出と是正に関する現状の要件と望まれる

対応を明確にし、発令した。 
 

3.3 項 該当のクレーン OEM が要求する検査項目を採り入れるために現状の方針を明

確にした。 
 

3.4.1 項 作業指示書を例として追加した。 
 

3.4.2 項 クレーンの操作時に監視員や合図員を追加する要、挟まれる危険箇所に関す

る注意事項を定める要件を追加した。蓄積エネルギーに関する例を追加した。 
 

3.4.3 項 重要なクレーンの交換部品に関わる推奨事項を追加した。 
 

3.4.5 項 例を追加した。 
 

3.5.1.1 項 現状の方針を文書化するために注２を追加し、明確にした。 
 

3.6 項 部隊の経験による推奨、環境条件を追加した。 
 

3.6.3 項 運転士による潤滑の記録に関する現状の要件を明確にした。 
 

3.8 項 明確にした。 
 

3.10 項 検査に対する補助に関する現状の方針を明確にし、発令した。 
 

図 3-1、２ページ中の１ページ 「調達方法の変更」を追加した。 
 

図 3-1、２ページ中の２ページ 明確にした。 
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4.2 項 使用許可認証担当官が試験監督官および状態検査担当者を指名するという要件

を削除した。 
 
4.3 項 無負荷試験に関する試験監督官の要件は2016 年に改正された。再分類による編

集上の変更を反映して更新した。 
 
4.4 項 明確にした。 
 
4.4.1 項 現行方針を明確にし、公表した。計画を立てる上での問題点に対応するた

め、フローティングクレーンの認証をINSURV検査前に実施することを新たに認めた。 
 
4.4.3.c (1) 項 バッテリーの交換を追加して明確にした。 
 
4.4.3.d 項 現行方針を明確にし、公表した。 
 
4.5.1 項 注記 建設現場で使用されるクレーンに対する要件の追加。 
 
4.5.2 項 海軍クレーンセンターによる承認を必要とする管理分解再組立手順の要件を

削除した。改正後の要件は、海軍クレーンセンターの精査を経て部隊が承認するものと

した。 
 
4.5.3 項 補助機器または巻掛け変更手順には海軍クレーンセンターの承認が必要とい

う要件を削除した。改正後の要件は、海軍クレーンセンターの精査を経て部隊が承認す

るものとした。 
 
4.5.3.1.2 項 再分類による編集上の変更を反映して更新した。 
 
4.5.3.1.4 項 明確にした。 
 
4.5.4 項および補助項 現状の方針を明確にするために改正した。 
 
4.5.5 項 再分類したことによる変更。 
 
4.5.6 項 明確にした。 
 
4.5.7 項 明確にした。再分類による編集上の変更を反映して更新した。 
 
4.6 項 年次認証の無負荷試験には、試験監督官は必要ではない（この変更は2016 年に

実施）ことを明確にした。 
 
4.6.1 項 変更した。 
 
4.7 項 変更した。 
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4.7.1 項 明確にした。再分類による編集上の変更を反映して更新した。 
 

4.7.1.1 項 積み重ね可能な試験荷重に関する要件を明確にした。再分類による編集上の

変更を反映して更新した。 
 
4.7.2 項 特定の機器を備えたホイストに関して明確にし、新しい要件である。 
 
4.7.2.1 項 明確にした。 
 
4.8 項 注記 現状の要件を明確にした。 
 
4.8.1 項 明確にした。 
 
4.8.2 項 貨物運搬に使われるスリングおよび他の玉掛用具に関する要件を明確にし

た。これは新しい要件ではない。表14-1に既にその注記がある。 
 
4.9.3 項 他の種類の敷板などに対する許可である。 
 
4.9.7 項 風とは、持続的または突風であることを明確にした。 
 
図 4-1 状態検査および試験の証明書 変更した。 
 
図 4-2 状態検査および試験の証明書（補足） 変更した。 
 
図 4-3 クレーン状態検査記録 
 
 項目 (20)  再分類による編集上の変更を反映して更新した。 
 
図 4-3 クレーン状態検査記録 不良項目 新書式 
 
5.1 項 機器経歴ファイルが紛失または破損した場合、使用許可認証担当官が認証の可

能性の判断を行うことを明確にした。 
 
表 5-1 
 
項目 (2)  明確にした（フローティングクレーンの検査について2016年の改正版の第９

章で更新した。現在は、表5-1でも更新してある）。 
 
項目 (3)  作業指示書（WO）を追加した。 
 
項目 (6)  変更した。 
 
項目 (10)  明確にした。 
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項目 (11)  明確にした。 
 
項目 (12)  損傷を招いた想定外の事態の報告を追加した。 
 
項目 (19a)  明確にした。 
 
項目 (31)  明確にした。 
 
前の項目 (32)  項目34と重複するため、削除した。 
 
項目 (33)  変更 
 
項目 (37)  現状の要件を文書化するための新しい項目である。 
 
項目 (38)  現状の要件を文書化するための新しい項目である。 
 
6.2 項 作業指示書を追加した。 
 
6.3.1 項 現状の方針を公表した。 
 
6.4.3.i 項 既定のCARに従った現状の方針を公表した。 
 
6.4.5.1項 明確にした。 
 
6.4.5.2項 ホイスト駆動装置の交換後の荷重試験と再認証に関する現状の方針を公表し

た。 
 
6.4.6.1 項 明確にした。 
 
6.6 項 明確にした。 
 
6.9.6 項 長さを縮めた「ボタン形」金具の能力に関して明確にした。 
 
6.10 項 明確にした。 
 
6.13 項 現状の方針を公表した。文書内の再配置を修正した。 
 
図6-1 変更、明確にした。 
 
7.1 項および 7.2.2 項 兵器・弾薬取扱者の例外を7.1 項から7.2.2 項に移動した。 
  
7.2 項 現在、講習はJoint Knowledge Online (JKO) から受講できるようになっている。 
 

7.2.1 項 JKO 講習を追加した。 
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7.2.5 項 明確にした。 
 
表 7-1 明確にした。再分類による編集上の変更を反映して更新した。 
 
8.1 項 明確にした。 
 
8.1.1 項 明確にした。 
 
8.1.2 項 明確にした。 
 
8.2.2 項 運転士の年齢に関する現行の OSHA 要件を追加した。 
 
8.2.4 項および補助項 特定のクレーンの評価に関する詳細を追加した。 
 
8.2.5 項 明確にした。 
 
8.3 項 免許交付制度担当者の任命を明確にした。免許交付担当者、講師、および実技

試験官の任命要件を削除した。 
 
8.4.1 項 ペンダント操作式および遠隔操作式カテゴリー２クレーンに関する身体要件

を削除した。 
 
8.4.1.2項 明確にした。 
 
8.4.1.3 項 明確にした。 
 
8.7 項 明確にした。 
 
8.7.1 項 変更。 
 
8.7.2 項 明確にした。再分類による編集上の変更を反映して更新した。 
 
8.7.2.1 項 明確にした。 
 
8.7.3 項 訓練中の運転士に関する新しい指針 
 
8.7.4 項 明確にした。 
 
8.7.4.1 項 再分類による編集上の変更を反映して更新した。 
 
8.7.4.2 項および 8.7.4.3 項 明確にした。 
 
8.7.4.5 項 明確にした。 
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8.9.2 項 明確にした。例を追加した。 
 
8.9.2.1 項 明確にした。 
 
8.9.2.2 項 明確にした。 
 
8.9.2.5 項 実技試験に代わる運転の記録に基づく免許更新の文書化について明確にし

た。 
 
8.9.6 項 明確にした。 
 
8.10 項 明確にした。 
 
8.11 項 変更。 
 
8.11.1.1 項 明確にした。 
 
8.11.1.1.c 項 明確にした。 
 
8.11.1.1.d 項 明確にした。 
 
8.11.2 項 要件に関して要件から推奨事項に変更した。 
 
8.11.3 項 明確にした。 
 
8.12.e 、f、およびg 項 明確にした。 
 
8.12.h 項 特定のクレーンの評価を文書化する要件。 
 
図 8-1、8-2、および 8-3 表示要件を更新し、明確にした。 
 
9.1 項 再分類を反映した変更をするために更新した。 
 
9.1.1 項 クレーン OEM が要求する日常の点検を ODCL に追加する必要があるという

要件を追加した。 
 
9.1.2.1.1 項 再分類による編集上の変更を反映して更新した。 
 
9.1.2.1.1.e 項 明確にした。 
 
9.1.2.1.1.o 項 潤滑の点検と文書化を明確にした。 
 

9.1.2.1.1.r 項 フェストゥーン/導体バーの点検を追加した。 
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9.1.2.1.2.d 項 潤滑に関する文書について明確にした。 
 
9.1.2.1.4.e 項 チェーンバケットとチェーンの終端の点検を追加した。 
 
9.1.2.1.4.g 項 明確にした。 
 
9.1.2.1.4.h 項 明確にした。 
 
9.1.2.1.4.j 項 明確にした。 
 
9.1.2.1.4.m 項 ペンダントコントローラの点検を追加した。 
 
9.1.2.1.4.n 項 フェストゥーン/導体バーの点検を追加した。 
 
9.3.1 項 明確にした。 
 
図 9-1 第９章の変更に合わせて明確にし、点検項目を追加した。 
 
10.2 項 クレーン運転士監督者が RIC を指定できる新しい許可である。RIC の最低要

件を追加した。 
 
10.2.1.1 項 産業界で利用している RIC に関する説明である。 
 
10.2.1.6 項 混合クレーン チームに関する新しい要件を公表した。 
 
10.4 項および全体 業界で使われている用語をより適切に反映し、第11章との一貫性を

保つために「コンプレックス」および「非コンプレックス」をそれぞれ「クリティカル

（危険度の高い）」および「標準的な」に変更した。 
 
10.4.1.j 項 人がいる建物や構造物の上でのつり上げをクリティカルリフトとして追加

した。 
 
10.4.1.1 項 クリティカルリフトの指針としてASME P30.1 を追加した。 
 
10.4.2 項 作成するつり上げ計画に関する推奨事項を追加した。 
 
10.5 項 つり上げ前の打合せの要件を詳述する。 
 
10.5.1 項 明確にした。建設の要件を追加した。 
 
10.5.2 項 所属部隊の較正計画を認めることを追加した。 
 
10.5.3 項 明確にした。 
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10.6 項 明確にした。 
 
10.8 項 挟まれる危険に対する注意を記述する場所を移動し、明確にした。人がいる建

物や構造物の上でのつり上げの要件を追加した。 
 
10.8 項から 10.8.4 項 明確にするためにこの項を修正し、番号を付け直し、題名を変更

した。挟まれる危険に対する注意を記述する位置を変更した。ASME B30.2 に従い、特

定の対策を講じてつり荷を宙づりの状態にしておけるクレーンのリストに天井走行ブリ

ッジクレーンを追加した。 
 
10.8.2 項 つり荷の下への立ち入りに関する制限を増やした。建設現場における落下区

域での玉掛け作業では、有資格の玉掛作業員がOSHA要件を満たすように更新した。 
 
10.8.3 項 人がいる建物の上でのつり上げに関する要件を詳述する新しい項である。 
 
10.8.5 項 挟まれる危険に対する注意を記述する場所を変更した。 
 
10.8.5 項 明確にした。 
 
10.8.7 項 建設現場の組立や解体作業では、有資格の玉掛作業員がOSHA要件を満たす

ように更新した。 
 
10.8.7.2.a 項 アウトリガを完全に張り出す代わりに、OEM の指示に従ってアウトリガ

を張り出ることを認める。 
 
10.8.9 項 つり上げ作業後の報告を推奨する。 
 
10.9.2 項 OEMの指示に従ってアウトリガを均等に伸ばすことを認める。 
 
10.9.2.1 項および 10.9.2.2 項 造船所は、海軍の他のすべての部隊と同様に作業員のつ

り上げを行うには、これらの要件が義務付けられている。 
 
10.9.2.3 項 作業員のつり上げに関する最新の OSHA の表現に合わせて更新した。 
 
10.10 項 風が持続的であるか突風であるかを明確にした。 
 
10.10.2 項 壊滅的な事態の後に WHE を使用に戻すための新しい要件と指針である。 
 
10.11 項 地盤の状態とアウトリガの配置、敷板、盤木に関する追加情報と指針を示

す。 
 
10.13.1 項 送配電線が1000 kVを超える可能性が低い場合の追加要件である。 
 
10.15 項 明確にした。 
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10.17 項 明確にした。 
 
10.20 項 明確にするためにこの項を分けた。追加の説明を加えた。 
 
10.21 項 明確にするために前の項から分離した。 
 
10.22 項 編集上の変更である。 
 
10.22.1 項 明確にするためにこの項を分けた。追加の説明を加えた。 
 
10.22.2 項 明確にするためにこの項を分けた。追加の説明を加えた。 
 
図10-3 1000 kVを超える送配電線に関する注記を追加した。 
 
11.1.a 項 地盤の状態に関する追加の指針を明確にした。 
 
11.1.b 項 他国の業界標準規格の使用を認めることを明確にした。 
 
11.1.d 項 ASME/ANSI 規格（標準規格）に対する物理的な資格が必要であることを追

加または明確にした（EM-385 要件）。 
 
11.1.g 項 明確にした。 
 
11.1.g 項 明確にした。 
 
11.1.h 項 明確にした。軽微な接触のみを伴うクレーン事故について述べる。 
 
11.2.a 項 明確にした。曝露が伴わないことにより監視を軽減することを認める。11.1 
項の要件を反映するために変更した。 
 
11.2.b 項 明確にした。11.1 項の要件を反映するために変更した。特定の重大事故につ

いて4時間以内に通知することと口頭による追加の通知の要件に関する変更である。他

の事故については、１就業日以内に通知するように変更した。 
 
11.2.c 項 PII に関する要件である。11.1 項の要件を反映するために変更した。 
 
11.2.d 項 編集上の変更である。 
 
11.4.1 項 NAVSEA OP-5 の冗長な要件を削除し、明確にした。 
 
11.4.2 項 OP-5 運用に関する現状の要件に対する新しい説明である。 
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11.4.3 項 BOS 契約業者が運転士付きで短期間借りるクレーンに関してこれまで文書化

していなかった方針を扱う新しい要件である。 
 
12.2 項 再分類による編集上の変更を反映して更新した。 
 
12.3 項および12.4.1.g 項 クレーンの転倒を重大な事故として追加した。 
 
12.4.a 項 編集上の変更（冗長な記述を削除）。 
 
12.4.1.a 項および12.5.1.a 項 負傷に関する説明である。 
 
12.4.1 項 注１ 軽微な接触のみを伴うクレーン事故の分類を新たに認める。 
 
12.4.1 項 注２ 品物の落下に関する説明である。 
 
12.4.1 項 注３ 機器の故障に起因する事故も報告対象の不具合となる場合があること

を注記した。 
 
12.4.2.a および 12.5.2 項 不具合および想定外の事態の報告に関する説明を追加した。 
 
12.5.1.e 項 明確にした。 
 
12.5.1 項 注１ 品物の落下に関する説明である。 
 
12.5.1 項 注２ 機器の故障に起因する事故も報告対象の不具合となる場合があること

を注記した。 
 
12.6 項 軽微な接触のみを伴うクレーン事故が発生した後の対応を新たに認める。 
 
12.6.1 項 特定の重大事故について４時間以内に通知することと口頭による追加の通知

の要件に関する変更である。他の事故については、１就業日以内に通知するように変更

した。c 項に時間を追加した。 
 
12.6.2 項 明確にした。事故報告の責任に関する MOU/MOA の声明を追加した。 
 
12.7.1 項 明確にした。 
 
12.7.2 項 調査と報告に関する追加情報を明確にした。 
 
12.7.3 項 報告要件を明確にするために変更した。 
 
図 12-1 記入方法の要件について更新し、明確にした。重大事故のチェックボックス

を追加した。 
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図 12-2 記入方法の要件について更新し、明確にした。ニアミスと想定外の事態を分

けて、二つの構成にした。 
 
図 12-3 想定外の事態のための新しい書式である。 
 
14.1 項 参照する項を追加した。 
 
14.1.1 項 対象機器に特定の種類の玉掛用具を追加した。 
 
14.1.2 項 明確にした。適切な受け入れ国の適切な統一規格の使用を認める。 
 
14.4 項 タイダウン用具に関する要件を追加した。 
 
14.4.1 項 説明。 
 
14.4.1.2 項 明確にした。 
 
14.4.1.4.c 項 明確にした。 
 
14.4.2 項 特定の機器の使用前点検に関する追加の指針である。 
 
14.4.4 項 題名を明確にした。 
 
14.5、14.5.1、および 14.5.2 項 不具合の発見および解決の要件を明確にするために変

更した。 
 
14.6 項 明確にした。 
 
14.7 項 明確にした。 
 
表14-1 明確にし、OSHAおよびASME の要件に合わせた。ポータブル荷重表示計に対

する注記 (5) の適用を明確にした、ASME B30.20の変更による永磁式マグネットリフタ

ーを追加した、電磁式マグネットリフターと永磁式マグネットリフターの要件を分け

た。注記1を明確にした。 
 
14.7.1.3 項 明確にした。 
 
14.7.2.3 項 明確にした。 
 
表14-3 角度値に対する一部の変更を反映して変更した。メタルメッシュと高性能ラウ

ンドスリングを追加した。注記１および注記５を追加した。 
 
14.7.2.3.2 項 編集上の変更である。 
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14.7.4.1 項 明確にするために変更した。 
 
14.7.4.2.2 項 明確にした。 
 
14.7.4.2.3 項 明確にした。 
 
14.7.4.3.3 項 FIBC および貨物ネットを追加して明確にした。 
 
14.7.4.4.3 項 WSTDA-RS-1-HPに該当する高性能繊維ラウンドスリングを追加して明確

にした。 
 
14.7.4.4.4 項 HPラウンドスリングに対する角部の半径要件を追加した。 
 
14.8.1.c 項 明確にした。 
 
14.8.3 項 明確にした。 
 
14.8.4 項 明確にした。 
 
14.8.5 項 明確にした。 
 
14.8.6 項 明確にした。 
 
14.8.7 項 明確にした。 
 
14.8.8 項 明確にした。 
 
14.8.9 項 明確にした。 
 
14.9 項 明確にした。 
 
14.9.1 項 複数の設定での試験に関して明確にした。 
 
14.9.2 項 明確にした。 
 
14.10 項 明確にした。 
 
14.11 項 明確にした。 
 
14.12.g 項 明確にした。 
 
14.13 項 明確にし、新しい参考規格を追加した。 
 
14.15.b 項 品物の調査に関する新しい指針を追加した。 
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14.15.c 項 明確にした。 
 
14.15.g 項 追加の指針である。 
 
14.15.i 項 明確にした。 
 
14.15.m 項 チェーンブロックの点検に関する追加の指針である。 
 
14.15.n 項 ビームクランプに関する新しい指針を追加した。 
 
14.15.o 項 ISO コンテナに関する新しい指針を追加した。 
 
14.16 項 つり荷の下での作業に関する制限を強化し、明確にした。建設現場の落下危

険区域で玉掛作業をする有資格の玉掛作業員に対して OSHA 要件を満たすように更新

した。 
 
14.17 項 明確にした。 
 
14.18 項 玉掛段取り図に関する新しい指針を追加した。 
 
14.19 項 玉掛用具および他の機器に対する不注意による過荷重に関する新しい要件で

ある。 
 
付則 A 以下の定義を追加した。部隊の技術部門、ブレーキセンサースイッチ、不具

合、有効化スイッチ、一般作業用、ハイブリッド動力クレーン、損傷を伴わない回避可

能なクレーン事故、小型クレーン、最低破断力、軽微な不具合、自転性ワイヤロープ、

ピックキャリークレーン、挟まれる危険箇所、報告対象の不具合、非自転性ワイヤロー

プ、セルフロックウォームギア、特殊作業用、スタッカークレーン、入出庫クレーン、

捨巻確保装置、およびタイダウン用具 
 
容量、貨物運搬、使用許可認証担当官、当て物、チェーンブロック、重要なクレーン、

D/d 比、ジブクレーン、荷重支持部品、荷重制御部品、重大な不具合、資材運搬機器、

多用途型機械、ポータブルフロアクレーン、船舶用品、スキップ、移動、認証の定義を

明確にした。 
 
付則 B さまざまなクレーンの説明を明確にし、図を改善した。また、入出庫機械とス

タッカークレーンの図を追加した。 
 
付則 C 再分類により、多数の編集上の変更を反映して更新した。全体を通して、締結

具の緩みおよび欠落の確認に「腐食と損傷」を追加した。 
 
注記 1および注記 3 明確にした。環境条件を追加した。 
 
注記 4 作業指示書 (WO) を追加した。P-300 の注記を削除した。 
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注記 9 第３章の現状の追加検査要件を明確にした。 
 
注記 11 この検査の実施担当者を明確にした。 
 
1、2、12、13、17、19、20、21、38、44、49、59、63、67、68、74、および74 項目 

機械系整備担当者または電気系整備担当者による検査が認められていることを示す小文

字のシグマを追加した。 
 
1 項目 頻度を明確にした。適切な温度設定の検査を追加した。 
 
2 項目 ヒーターと温度設定の検査を追加した。 
 
8a 項目 ハイブリッドおよび電動クレーンの検査項目を追加した。 
 
13 項目 電子ガバナーの電子エンジン制御に適用する項目を明確にし、追加した。 
 
17 項目 頻度を明確にした。 
 
20 項目 OEM の推奨事項に従うためにエンジンアラームの検査要件が削減され、セン

サーの取り外しと工場試験を削除した。 
 
24、25a 、 25b 、 26、27、および27b 項目 緩みのある締付具の検査を含めるように明

確にした。25b に例を追加した。 
 
28 項目 コンポーネントを移動するときに調整が確実に確認されるように明確にし、

調整確認中にソフトフット（隙間やガタつき）をチェックすることを推奨した。 
 
29b 項目 シールやガスケット検査を採り入れるために明確にした。 
 
29c 項目 スプリッターギヤボックスを採り入れるために明確にした。 
 
31 項目 追加の詳細を採り入れるために明確にした。 
 
33 項目 適用範囲を明確にした。 
 
35 項目 アキュムレータを追加した。 
 
40 項目 ガジョンベアリングやブッシングの検査を追加した。 

 

42 項目 バッファブロックの検査を明確にした。ボイドの適用範囲を明確にした。 
 
48 項目 検査を追加した。フェノールリング検査と追加の詳細を追加した。 
 
49a 項目 OEM に関する注記を追加した。 
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49b 項目 明確にした。隙間の確認におけるRCDRの許容範囲を追加した。 
 
50 項目 明確にした。 
 
51 項目 検査の詳細を追加した。ポリマーシーブの検査を追加した。 
 
52 項目 新しい ASME B30.30 Rope に適合するように、素線切れの大幅な変更と直径

の減少基準の軽減、他の部分での廃棄基準の追加変更、移動式クレーンのブーム起伏装

置の新しい検査頻度。 
 
62 項目 ブレーキセンサーや近接スイッチを追加した。 
 
63 項目 変圧器を追加した。技術部門の見解によって頻度を減らせるようにした。 
 
64 項目 明確にした。 
 
65 項目 有効化スイッチの検査を追加した。 
 
66 項目 検査の詳細と陸上用電源ケーブルおよび接続箱を追加した。 
 
67 項目 明確にした。 
 
69 項目 モーターエンコーダを追加した。 
 
75 項目 防火用の新しい項目である。 
 
付則 D 全体を通して、締結具の緩みおよび欠落の確認に「腐食と損傷」を追加した。 
 
注記 1および注記 3 明確にした。環境条件を追加した。 
 
注記 4 作業指示書 (WO) を追加した。P-300 の注記を削除した。 
 
注記 9 第３章の現状の追加検査要件を明確にした。 
 
注記 11 この検査の実施担当者を明確にした。 
 
3、4、26、および 33 項目 機械系整備担当者または電気系整備担当者による検査が認

められていることを示す小文字のシグマを追加した。 
 
2 項目 レール検査の承認を追加した。「逆山形鋼」レールの適用を明確にした。 
 
6 項目 該当する構成部品を明確にした。検査の詳細を追加した。 
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7 項目 構成部品を動かすときに調整を確実に確認するように明確にした。調整の確認

中に脚のがたを確認することを推奨した。 
 
8b 項目 シール/ガスケットの検査を含めて明確にした。 
 
10、11、12、13a 、および13b 項目 緩みのある締付具の検査を含めるように明確にし

た。13c に例を追加した。 
 
14 項目 明確にした。 
 
15 項目 明確にした。 
 
16 項目 新しい ASME B30.30 Rope に適合するように、素線切れの大幅な変更と直径

の減少基準の軽減、他の部分での廃棄基準を追加した。 
 
17 項目 終端接続の検査を追加して明確にした。 
 
21 項目 クリーニングシューの詳しい説明を追加した。 
 
21a 項目 確認の頻度を上げ、追加要件、および報告を含めて明確にした。 
 
23 項目 明確にした。 
 
24 項目 ブレーキセンサー/近接スイッチを追加した。 
 
25 項目 張力緩和用ワイヤを追加した。 
 
26 項目 変圧器を追加した。技術部門の見解によって周期性を削減できるようにし

た。 
 
27 項目 モーターエンコーダを追加した。 
 
29 項目 減速リミットスイッチを含めて明確にした。 
 
31 項目 有効化スイッチの検査を追加した。 
 

36 項目 過荷重クラッチの代替試験を追加した。 
 
38 項目および 38a 項目 ホイスト/クレーンおよび建物の空調装置の保守記録（存在す

る場合）を確認するための新しい項目である。 
 
不良項目シート レール検査の承認を追加した。 
 
付則 E 再分類により、多数の編集上の変更を反映して更新した。 
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1.1 項 多層ドラムと試験監督官の権限に関して現状の望まれることを反映して明確に

した。追加の例を加えた。 
 
1.3 項 たわみ量に関して明確にした。 
 
1.4 項 注記 シャンク延長部、クレビス、およびフック相当の部品を含めて明確にし

た。 
 
1.4.1 項 明確にした。 
 
1.4.4.1 項 明確にした。 
 
1.4.2 項 新たに２点間距離の推奨許容範囲を追加した。 
 
1.5.1 項および 1.5.5 項 新しい参考規格である。 
 
1.7 項 追加の安全対策である。 
 
2.1.1.g 項と2.1.1.h 項 下限リミットスイッチのバイパス試験と非常用下限リミットスイ

ッチの試験を追加した。 
 
2.1.2.h 項 非常用下限リミットスイッチの試験を追加した。 
 
2.2.3.a 項、2.2.4.a 項、2.2.5.a 項 最大試験荷重で任意の時期に試験を実施可能であるこ

とを認める 
 
2.2.3.c 、2.2.4.c 、2.2.5.c 項 特定の状況下での試験に認められたことである。 
 
2.2.3.1.a、2.2.4.1.a、 2.2.5.1.a 、および6.2.1.1.a 項 特定の要件を伴うテストボタンまた

は他の代替手順に対して認められたことを追加した。 
 
2.3.5 項 クレーンが管理資産からなくなったため、この項を削除した。 
 
5.3.1.e 項 特定のクレーンには適用外であることを表す注記を追加した。 
 

5.3.1.f 項 油圧シリンダーの収縮（または他の条件）に関する新しい補助項である。 
 
5.4.2.2 項の注記 SPSクレーンに関する注記４を追加した。 
 
5.4.2.3 項 明確にした。 
 
5.5.2.2 項の注記 SPSクレーンに関する注記３を追加した。 
 
5.5.2.4.a 項 注記 明確にした。 
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5.7 項 特定の状況での試験の例外を認める。 
 
5.8 項 最大能力および荷重モーメント試験による移動式クレーンの試験を模擬するた

めに屈曲形ブームクレーンの荷重試験をすべて変更した。 
 
6.1.1.f 項および6.1.1.g 項 下限リミットスイッチバイパス試験と非常用下限リミットス

イッチ試験を追加した。 
  
6.2.1.d 項 メカニカルロードブレーキの修理、総点検、または分解後の新しい試験であ

る。この試験は、特定のセルフロックを備えるウォームギヤにも適用されることを記載

した。注記を明確にした。 
 
6.2.1.e 項 補助項７の巻上装置と同様の停止距離の評価を明確にした要件である。 
 
7.2.1.a 項および b 項 一次ブレーキの試験と二次ブレーキの試験が誤って省略されてい

た旧版の誤りを訂正した。 
 
7.2.1.d 項 メカニカルロードブレーキの修理、総点検、または分解後の新しい試験であ

る。この試験は、特定のセルフロックを備えるウォームギヤにも適用されることを記載

した。注記を明確にした。 
 
7.2.1.e 項 停止距離を評価するための技術的な許容を明確にした。 
 
8.2.1.c 項 注意事項 明確にした。 
 
付則 F 足踏み操作式ホイストブレーキを荷重支持部品に追加（既存の意味）、マイク

ロプロセッサー制御ホイスト駆動装置を荷重制御部品に追加、移動式クレーンの水平器

を運転安全装置に追加し、明確にした。 
 
付則 G クレーンの耐用年数に関する情報を追加した。 
 
付則 H 状態に基づくメンテナンス/信頼性に基づくメンテナンスの要件を追加した。 
 
付則 I つり上げ後の報告シートを追加した。 
 
付則 J ブーム用架台の試験を追加し、編集上の変更をした。 
 
付則 N 
 
1.1.b 項 蓄えられたエネルギーの要件に関する詳細を追加した。 
 
1.1.f項 溶接の能力を追加した。 
 
1.3 項 玉掛用具検査員の能力を追加した。 
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1.4.i 、 1.5.n 、および1.6.p 項 つり上げ前の打ち合わせをする能力を追加した。 
 
1.6.q 項 担当のクレーンチームを指揮する能力を追加した。 
 
1.7.c 項 障害物がないことを確認または動きを停止する能力を追加した。 
 
1.8、1.8.a -d 項 明確にするために編集上の書き換えをした。 
 
付則 O 
 
13 項目 明確にした。 
 
14 項目 明確にした。 
 
15 項目 NAVFAC P-300 は、関連する要件を提供しないため、方針を変更した。 
 
16 項目 適用される国際規格を明確にし、追加した。特殊なつり上げや環境のための

認証方針を明確にした。日本政府の調達に特化した要件を明確にした。 
 
17 項目 仮設エンドストッパーの改造に関わる方針を明確にした。 
 
付則 P、図P-1 運転安全装置の説明を明確にした。#2の確認（11.1.1.d 項に対応）には

ASME/ANSI規格（標準規格）に準拠した身体的認定が必要であることを明確にし、追
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付則 P、図 P-2 つり上げ前およびつり上げ中の項目の順序を変更した。チェックリス
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第１章 
概要 

 
1.1 序文 本書は、海軍の所有または Naval Facilities Engineering Systems Command 
(NAVFAC) の技術管理下にあるクレーン等搬送装置・玉掛用具 (WHE) のプログラム管

理、保守、検査、試験、認証、修理、改造、運転、および使用に関する要件を定めたも

のである。対象となる部隊には、海軍の陸上部隊、the Naval Construction Force (NCF)、
Amphibious Construction Battalions (PHIBCB)、および Naval Special Operating Units (SOU) が
含まれる。さらに、陸上の WHE を運転する海軍艦隊および分隊、共同基地および他の

軍事施設や機関の基地に駐留する海軍部隊が含まれる。これらの基準は、すべての該当

機器に対する最低要件である。本書は、ここに規定する機器の保守、検査、試験、認

証、修理、改造、および操作に関する OSHAの適用要件を満たすか、またはそれを上回

っている。また、契約業者および海軍の敷地内で運用する非海軍所有の WHE に関する

要件も含む。WHE の調達および既設の WHE の分解修理は、NAVCRANECENINST 
11450. 1 に従って行われなければならない。その指示書は、海軍クレーンセンターのウ

ェブサイト https://ncc.navfac.navy.mil から入手できる。 
 
1.1.1. 例外 NCF、SOU および PHIBCB は、軍事的に特有の行動において戦時任務の

遂行を妨げると判断される部分については、本書の適用から免除される。この中には、

高架桟橋「モジュラー」(ELCAS “M”)、高架桟橋「海軍艀」(ELCAS “NL”) および緊急

の出港作業と演習が含まれる。これらの部隊の司令官は、これら本質的に危険を伴う作

業が可能な限り安全な方法で実施されるよう、最大限の努力を払わなければならない。

十分な訓練と標準作業手順を確立し、これらを毎年見直すものとする。NAVFAC P-307
は、平常時の作業を前提に作成されているが、緊急時（負傷、死亡、または重大な物的

損害が差し迫っている状況）には、管理者および使用許可認証担当官は、あらゆる必要

な予防措置を講じ、既定の緊急手順を使用しなければならない。 
 
1.2. 目的 本書の目的は、以下のとおりである。 
 

a. 該当機器の各ユニットに製造者 (OEM) が設けた安全性および信頼性の水準を

維持すること。 
 
b. 最適な耐用年数を確保すること。 
 
c. WHE の保守、検査、試験、認証、技術管理、玉掛け、および作業に従事する

すべての者に対する訓練および資格基準を提供すること。 
 
d. WHE の安全なつり上げおよび制御能力を確保し、本書に定める技術管理、検

査、試験、認証、資格、運転、および玉掛けの要件を通じて安全な作業方法を普

及すること。 
 

e. 荷役作業全体のプログラム管理に関する指針を提供すること。 
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1.3. 該当機器 
 
1.3.1. 該当章 第１章から第 10 章および第 12 章は、以下の種類の機器に適用される。

対象機器には、陸上部隊のバージ搭載形クレーン（カテゴリー１からカテゴリー３ま

で）も含まれる。 
 
カテゴリー１クレーン 
 
ポータルクレーン 
ハンマーヘッドクレーン 
ロコクレーン 
デリック 
フローティングクレーン（YD のみ、浮遊式架台または基礎に設置の非 YD クレーン

は、その基となるクレーン単体のカテゴリーによる。例、認証

荷重 5,000ポンドのバージに搭載のモノレールは、カテゴリー３

クレーンである） 
タワークレーン 
コンテナクレーン 
移動式クレーントラック、トラック、ラフテレーン、オールテレーン、クローラ、

NAVSUP P-538 に定義する倉庫または産業用クレーンまたは移動式カーゴクレーン、お

よびドラグライン、杭打ち、クラムシェル、マグネットまたはバケット作業用クレーン

を含む 
航空機用クラッシュクレーン（陸上に常時配備） 
自走式または牽引式を含む移動式ボートホイスト 
小型クレーン 
つり荷走行クレーン 
タイヤ式ガントリークレーン 
汎用トラック積載形クレーン（ASME B30.5 に記述） 
屈曲形ブームクレーン（ASME B30.22 に記述）移動式または常置式、NAVFAC P-300
のマスター機器コード 0704 を持つ弾薬運搬用トラックまたはクレーンを含む。 
油圧式伸縮形または屈曲形ブームクレーンなど（常置式またはバージに搭載） 
 
カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン（認証荷重が 20,000 ポンド以上のクレーン

はカテゴリー２である。認証荷重が 20,000 ポンド未満のクレーンは、カテゴリー３で

ある） 
 
天井走行クレーン（懸垂形クレーンの軌道とつり下げ部材を含む） 
ガントリークレーン（レール設置式または「ジャッキアップと油圧横送り」走行） 
壁クレーン 
ジブクレーン 
ダビット 
塔形クレーン 
ポスト形ジブクレーン 
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スタッカークレーン（ASME B30.18 に記述) （注記を参照） 
上下方向のつり上げ用のホイストを備える場合、保管・取出し機械（ASME B30.13 に記

述) （注記を参照） 
上下方向のつり上げに使用するウインチまたは基盤設置形ドラムホイスト（ASME B30.7
にて扱う） 
モノレールおよび付属ホイスト（軌道、スイッチ、およびつり下げ部材を含む） 
固定式天上ホイスト（トロリまたはブリッジ機能無し） 
一つの場所で専用に使われるポータブルホイスト（６箇月以上、艦船の修理期間では 12
箇月） 
常置形ホストを備えるポータブル A フレームおよびポータブルガントリー（ASME 
B30.17 に記述） 
汎用ジブクレーン装置（長さ固定形および伸縮形）で固定トラック、トレーラー、平台

形トラック、または鉄道車両に搭載あるいは埠頭に据付 
 
第１章から第６章、第８章から第 10章、第 12 章、および第 14 章は、艦船上作業の訓練

目的で陸上に設置したクレーンにも適用される。ただし、当該機器が海軍の代替基準に

基づいて管理されている場合を除く。 
 
注記： 
スタッカークレーンおよび保管・取出し機械のホイスト部は、以前は NAVFAC MO-118 
または NAVFAC BMS B15.12 垂直搬送装置により管理されていた。これらの文書は、こ

れらの機械を対象としていない（NAVFAC MO-118 は取り消された）。 
本書をこれらの機械の保守、検査、試験、認証、および操作の指針として使用しなけれ

ばならない。ただし、ASME B30.13/B30.18 および OEM 要件を満たす既存の運用プログ

ラムを持つ部隊は、海軍クレーンセンターの承認を得ることでプログラムを引き続き使

用できる。この選択肢を行使する部隊は、現行のプログラムを書面にし、説明、逸脱、

または改正の要求 (RCDR) により海軍クレーンセンターに承認を申請しなければならな

い。 
 
1.3.2. 第 13 章 第 13 章は、付則 A に定義する娯楽施設用ホイストに適用される。 
 
1.3.3. 第 14 章 第 14 章は、荷役作業に使われる以下の機器に適用される。 
 
玉掛用具（スリング、シャックル、アイボルト、スイベルホイストリング、リンク、リ

ング、ターンバックル、絶縁リンク等） 
クレーン構造物 
コンテナスプレッダ 
作業員をつり上げる搭乗設備 
上下方向のつり上げに使用するポータブルウインチまたは基礎設置形ドラムホイスト

（ASME B30.7に記述）を含むポータブル手動式ホイストおよびポータブル動力式ホイ

スト 
一つの場所で専用に使われる使用するポータブルホイスト（６箇月以上、艦船の修理期

間では 12 箇月）は、カテゴリー２またはカテゴリー３クレーンとして扱われる。 
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ポータブル荷重表示計（ダイナモメータ、ロードセル、クレーン秤等） 
ASME B30.20 に規定のフックに取り付けるつり具 
ポータブル A フレーム、ポータブルフロアクレーン、およびポータブルガントリー

（ASME B30.1 に記述の油圧伸縮形ガントリー装置を含む） 
常置型ホスト（同じ A フレームまたはガントリー上で使用）を備えるポータブル A フ

レームおよびポータブルガントリーは、カテゴリー２またはカテゴリー３クレーンであ

る。 
 
クレーンおよびホイストで大型機械装置（フライス盤、プレスブレーキ、ショアパワー

ブーム等）と併せて調達され、同装置に組み込まれ、かつ同装置の補助専用に使われる

物。当該部隊は、この機器をカテゴリー２またはカテゴリー３クレーンとして指定する

ことが可能である。 
 
注記： 
1. 第２章から第 12 章の要件は、明示的に示された場合を除き、第 14 章の機器に対し

て適用されない。 
 
2. 対象機器の NAVFAC P-307 への該当の有無、またはカテゴリー区分については、海

軍クレーンセンター（コード 03）に問い合わせること。 
 
1.3.4. 適用外機器 本書は、浮き乾ドックに設置されたクレーンを含む海軍艦艇に設置

された WHEには適用されない。艦船上の WHE に関する要件は、該当する NAVSEA技

術資料に規定されている。NAVFAC P-300 のマスター機器コード 0723 および 0735 に該

当する機器は、電気設備専用として利用されない限り、クレーンとして扱われなければ

ならない。マスター機器コード 0725、0729、および 5460 の機器は、NAVFAC P-300の
対象であるが、該当機器のフック用いたつり上げ作業中に発生した事故は、海軍クレー

ンセンターに報告しなければならない。また、以下の機器は、本書の適用対象外とす

る。NAVFAC P-300 に該当する人員搭乗用昇降装置、NAVFAC BMS B15.12 垂直搬送装

置（または他の NAVFAC 規程）に定める垂直搬送装置（エレベーター、コンベアー、

車両用リフト等）、キャプスタン（MIL-STD-1625 を参照）、ラインハンドリングおよ

び品物の水平運搬などに使われる基盤据付型のドラムホイストやウィンチ、Naval Supply 
Systems Command 基準（ただし、倉庫用または産業用クレーンおよび移動式カーゴクレ

ーンは、本書の対象外とする）に該当する資材運搬機器 (MHE)、NAVAIR 00-80T-119 ま

たは Naval Air Systems Command基準に該当する WHE、地上支援機器、または航空兵器

支援機器、Strategic Systems Program Ordnance Data プログラム基準に従う軍事部隊にある

ホイストおよびクレーン。陸上部隊にあるクレーンを使い艦船に設置した同一型クレー

ンについての訓練を要員にする場合、該当する艦船のクレーン保守、検査、運転、およ

び認証プログラム（例、NAVAIR、NAVSEA等）を本書の代わりに利用できる。天井走

行クレーン、ガントリークレーン、および壁クレーン用の地上に敷設のレールおよび高

架走行レール、ならびに関連する支持具および基礎については、NAVFACINST 11230.1
が適用される。 
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1.4. 要員の資格 WHE の保守、改造、修理、点検、試験、および作業に従事する要員

は、担当業務を遂行するための訓練を受け、かつ資格を有していなければならない。資

格認定に先立ち、該当部隊が定めた追加の要件（該当する場合）を満たさなければなら

ない。海軍所有の陸上にある WHE を操作するすべての者は、本書の要件を満たさなけ

ればならない。クレーン運転者（オペレーター）の資格および免許に関する詳しい要件

は、第８章に定められている。WHE プログラムに携わる他の要員については、第 7 章

および付則 N に定める教育および資格要件を参照すること。 
 
1.5. 他の軍事部隊および他の政府機関（海外の軍事部隊と政府機関を含む）所有の

WHE 海軍の要員が海軍の部隊（他の軍事部隊または機関の基地にある海軍部隊を含

む）で他の軍事部隊または機関が所有する WHE を操作する場合、本書の訓練、免許発

行および操作要件が適用される。他の軍事部隊または政府機関が保守、検査、試験、認

証を実施する場合、該当部隊または機関の要件に従わなければならない。海軍は、保

守、検査、試験、認証を実施する際に、本書の要件に従わなければならない。 
 
他の軍事部隊または機関が所有かつ操作する WHE を海軍の軍事行動の支援に利用する

場合、該当部隊の司令官は、機器の安全な運転を確保するための方針を策定し、公布し

なければならない。この方針には、少なくとも第 11 章に定める契約業者が運転するクレ

ーンに関する要件が含まれていなければならない。 
 
1.6. 共同基地の WHE 他の軍事部隊が所有する WHE を海軍の要員が操作する場合、

本書の訓練、免許発行、および運用要件が適用される。別の軍事部隊によって運用され

ている WHE を海軍に引き渡した場合または海軍が検査、保守、試験、および認証をす

る場合、そのような WHE には、本書に従った検査、保守、試験、および認証を実施し

なければならない。海軍が維持および認証した WHE を操作する、またはそれに玉掛け

を行う他の軍事部隊の要員は、本規定に従って教育を受け、資格を有するものとし、本

書の運用要件にも従わなければならない。本項は、陸軍または空軍の移動型戦術用

WHE には適用されない。 
 
他の軍事部隊や機関が所有かつ運転する WHE が支援機器として海軍の軍事行動を支援

するために使用される場合、該当支援機器側の部隊の司令官は、機器の安全な運用を保

証する方針を策定し、公布しなければならない。この方針には、最低限、第 11 章に記載

の契約業者が運転するクレーンの要件が含まれていなければならない。この方針の趣旨

は、機器が使用目的に対して技術的に良好な状態に維持されること、安全な運用が確保

されること、そしてこれらの要件に対する順守状況が適切に監視されることである。 
 
1.7. 海軍または Bas Operating Service (BOS) 契約要員による非海軍所有・運用する WHE
の検査、保守、試験または認証 海軍または BOS契約要員が非海軍所有かつ運用する

WHE の検査、保守、試験、および認証を行う場合、最低限として第１章、第３章、第４

章、第５章、第６章（クレーンの改造を除く）、第７章、第 12 章、第 14 章、および該

当する付則の要件を順守しなければならない。 
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1.8. 記録書式 本書に示される記録書式見本は、記録として保持すべき最低限の情報

を示している。必要な情報をすべて含んでいる限り、部隊で独自に作成した書式を使用

することができる。部隊は、対象機器に該当しない項目は、記載を省略してもよい。こ

れらの書式は部隊内で複製して使用することが認められている。すべての署名について

は、電子署名およびデジタル署名が認められている。 
 
1.9. 説明、逸脱、または改正の要請 本書に対する説明、逸脱、または改正の要請

は、図 1-1「説明、逸脱、または改正の要請」（RCDR）書式を使用して文書化しなけ

ればならない。要請には、関連する参考資料、添付文書、背景情報、および理由を提供

しなければならない。この書式は、海軍クレーンセンターが発行したクレーン安全勧

告、機器不具合通知、海軍クレーンセンター指示書、他の通達（公式文書は除く）等に

対する説明、逸脱、または改正の要請にも使用できる。NAVFAC P-307 の本改正版の発

行日以前に発行された RCDR のうち、説明または一般的解釈を示すものは、海軍クレ

ーンセンターのウェブサイト（https://ncc.navfac.navy.mil）に引き続き掲載されているも

のを除き、失効したものとみなす。一回限りの逸脱や特定機器に関する過去の RCDR
は有効であり、必要に応じて、過去の RCDR の内容が本書に組み込まれている。海軍

クレーンセンターのウェブサイトに掲載されている RCDR は、すべての部隊に適用さ

れる。 
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説明、逸脱または改正の要請書 (RCDR) 

該当個所をチェックする □ 説明 □ 一部変更 □ 改正 
部隊 部隊の依頼番号 

WHE 番号 製造者 SPS クレーン 
YES_______ 
NO  _______ 

表題 

作成者 電話 FAX 日付 

E メール 

承認者 電話 FAX 日付 

E メール 

契約担当官の代表者（契約業者が要請

書を用意し、承認した場合） 
電話 FAX 日付 

E メール 

参考文献 

添付 

目的 

背景 

検討内容 

要請事項 

海軍クレーンセンターの対応が必要な日付 
海軍クレーンセンター回答 

海軍クレーンセンター管理番号 

作成者 電話 FAX 日付 

承認者 電話 
軍電 

FAX 日付 

図 1-1 (1/2)
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説明、逸脱、または改正の要請方法 
 
この書類は、カバーページ不要のファクス送信用または電子メール送信用のものである。署名およ

び添付書類付きの書類は正式文書とみなす。署名のない電子的な方法による提出を認めないが、デ

ジタル署名は認められる。電子メールアドレスは NAVFAC_NCC_RCDR@us.navy.mil である。ファ

クス番号は (757) 396-1772 である。 
 
1. 説明、一部変更、または改正：該当する項目の欄をチェックする。 
 
2. 部隊：所属部隊の標準海軍配布リスト (SNDL)、平易な表現で書かれた住所 (PLA) およびユニ

ット識別コード (UIC) を記入する。 
 
3. 部隊要求番号：所属部隊からの要求番号を以下の書式のとおりに記入する。 
 
例、UIC-FY-000 とは、所属部隊の識別コード、ダッシュ (-)、現会計年度、ダッシュ (-)、所属部隊

の要求番号（4 桁の数字を使用）を順に記入する。 
 
4. WHE 番号：説明省略、WHE に関連していない場合は「N/A」と記入する。 
 
5. 製造者：説明省略、WHE に関連していない場合は「N/A」と記入する。 
 
6. SPS クレーン：NAVSEA 0989-030-7000 で定義する SPS。WHE と関連がない場合は「N/A」と

記入する。 
 
7. 表題：段落または取り扱うマニュアルの他の部分を記入する。 
 
8. 作成者：説明省略 
 
9. 承認者：承認は、チーフクレーンエンジニア、使用許可認証担当官、または荷役作業プログラ

ム管理者の職位であるべきである。 
 
10. 契約担当官の代表者：契約業者が要請書を用意し、その要請書を承認した場合には、契約担当

官の代表者の同意を記す。 
 
11. 参考文献等：使用した参考文献を記入する。 
 
12. 添付書類等：使用した同封物のリストを記入する。 
 
13. 目的：要請書の目的を一行から二行の文章で簡潔に説明する。 
 
14. 背景：要請をした背景および理由を記入する。 
 
15. 論考：要請をした論理的根拠を記入する。 
 
16. 要請事項：具体的な要請内容を記入する。 
 
17. NCC の回答等：NCC 使用欄のため記入不用である。別紙を使用する場合、署名を最初のペー

ジに記載しておかなければならない。 
 

図 1-1 (2/2) 
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第２章 
プログラム管理 

 
2.1 荷役作業プログラム管理者 司令官は、所属部隊における安全の確保の責任を負

うものとする。100台以上のクレーンを運用または保守管理（保守、検査、認証を他の

部隊に対して行う）する部隊の場合、該当部隊は、荷役作業、玉掛け、クレーンの検

査、保守、認証、教育、免許交付、事故およびニアミスまたは他の想定外などの事象の

報告、ならびにその他すべての荷役関連業務を含む荷役作業プログラム全般を統括する

荷役作業プログラム管理者（またはそれに相当する役職）を任命しなければならない。

荷役作業プログラム管理者は、部隊の任務遂行を支援するために必要な機器の適正な保

有を確保するとともに、荷役作業プログラムの運用および継続に必要な人員を適切に確

保する責任も負う。荷役作業プログラム管理者は、使用許可認証担当官を兼務すること

ができるが、他の職務を兼務する場合でも、荷役作業プログラム管理者としての責務が

損なわれてはならない。 

 

一方の部隊が100台以上のクレーンを運用し、他の部隊がそれらの保守を担当する場

合、両部隊で共通の荷役作業プログラム管理者を1名任命することができる。両部隊間

で締結する覚書(MOUおよびMOA)には、本章の要件を遂行する上での各部隊の責任範

囲が明確に定められていなければならない。 

 

2.2 荷役作業プログラム管理者の任命 荷役作業プログラム管理者は、所属部隊の司

令官の書面または部隊・地域の指令書により書面で任命されなければならない。この任

命は、任命は、個人名ではなく職位や役職名によって行うこともでき、その場合は任命

が取り消されるか改訂されるまで有効と見なされる。 

 

2.3 指示書の導入 部隊は、本書に定める要件を実施するための荷役作業プログラム

を管理する指示書を作成しなければならない。指示書には、荷役作業およびその管理の

導入と実施に関する責任分担が明確に規制されていなければならない。当該部隊は、必

要な手順など（例、ロックアウト、荒天、移動式機器の屋内運転）を実施指示書に取り

入れることが可能である。2.8 項および 2.10 項に基づく手順書が他の指示書（例、部隊

の安全指示書）に記載されており、それらが当該要件を満たしている場合は、荷役作業

プログラムの指示書に重複して記載する必要はない。 

 

2.4 評価および自己評価  
 
2.4.1 評価 SECNAVINST 11260.2 の指示に基づき、海軍の陸上部隊における荷役作

業プログラムの監査は、海軍クレーンセンターにより定期的に行われる。各部隊は、そ

れらの評価の準備に海軍クレーンセンター指示書11200.33を指針として利用しなければ

ならない。 
 
2.4.2 自己評価 各部隊は、年に一度、荷役作業プログラムについて自己評価を実施し

なければならない。最新の自己評価結果を要請に応じて海軍クレーンセンターに提出し
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なければならない。最終の自己評価が予定されている評価の４箇月以上前に実施されて

いた場合は、書面または口頭により最新の状況を報告する必要がある。自己評価には、

荷役作業プログラム全体の精査、問題点、想定される原因、ならびに実施済みまたは計

画中の是正措置が含まれていなければならない。自己評価には、荷役作業プログラムに

影響を及ぼす外部の問題（例、サービス提供者の問題）が含まれる場合があるが、自己

評価の重点は、部隊の管理下にある内部的な問題に置くべきである。その自己評価は、

以下を含むすべての利用可能なデータと指標に基づいているべきである。 
 

a. 監視プログラムにおける観察結果および傾向。2.6 項を参照する。 
 

b. 荷役作業プログラムの担当者または該当部隊の関係者による内部監査または

評価が行われた場合、その内部監査または評価 
 

c. 指標および関連する分析。2.5 項を参照する。 
 

d. 外部または上位組織（OSHA、造船の監督者、システムコマンド、海軍クレ

ーンセンター）によるプログラムの精査から得られた情報 
 

e. 部隊の任務または作業負荷量の変化と、それらに対応する荷役作業プログラ

ムの能力 
 
2.5 指標 部隊は、荷役作業プログラムの総合的な実績の評価および調査を補助する

ために利用する指標を設定しなければならない。最低限必要な指標には、正確なWHE
保有台数、クレーンおよび玉掛事故ならいにニアミスや想定外の事態、カテゴリー１お

よび２クレーン、ならびに重要なカテゴリー３クレーンの信頼性、カテゴリー１および

２クレーンの保守費用と期間、および監視プログラム（2.6 項）を含むものとする。所

有するクレーンの保守、検査、試験、または認証を行わない部隊は、WHE の保守担当

部門にクレーンの信頼性ならびに保守費用および期間に関わる指標の管理を委託してよ

い。上述の最低限の指標をすべての部隊が管理しなければならないが、それらの指標を

継続的な改善を促すために荷役作業プログラムの発展に合わせて定められた指標で補完

する必要がある。 
 
2.6 監視（観察）プログラム 部隊は、進行中の荷役作業の工程（玉掛作業を含む）

および他の作業（例、保守、検査、荷重試験、および技術管理）などを適宜監視して不

具合および不適切な作業方法を特定し、改善が可能あるいはより安全に実施可能な作業

手順を特定し、最も重要なこととして、軽度または低レベルの問題を事故または機器の

損傷や故障につながる前に特定して是正しなければならない。荷役作業プログラムの管

理者および荷役作業プログラムを担当する監督者は、進行中の作業および業務を監視し

なければならないが、荷役作業プログラムに携わるすべての関係者が参加する必要があ

る。各部隊の監視件数は、行われる作業の量と種類に見合っていなければならない。特

定した不具合、不適切な作業方法、および改善の提案を記録しなければならない。ま

た、傾向の把握と当該部隊が適切な是正措置の実施ができるように、それらの結果を定

期的に分析しなければならない。 
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あらゆる不具合、不適切な作業方法、および工程の改善点を特定すべきではあるが、監

視プログラムの重点は、明らかな不具合の特定にすべきである。作業の明らかな不具合

とは、不適切な品物の制御、指示に従わないクレーン操作、不注意なクレーンチームメ

ンバー、スリングの保護が不足または不適切、玉掛責任者 (RIC) が一連の荷役作業を指

揮監督していないことなど、それらを是正しなければクレーンまたは玉掛事故につなが

る恐れがある行為のことである。機器・保守・検査に関連した明らかな不具合とは、結

線図が必要なときに不使用、異物の混入、技量に関する問題（例、トルクレンチが必要

なときに不使用、作業に不適切な工具、整備技量不足）、検査中の不具合の見落とし、

手順の違反や不明確な手順、ロックアウトやタグアウトの違反、または誤った種類の材

料や部品の使用などのことで、それらを是正しなければ、負傷、機器の損傷、事故、ニ

アミスの事態、またはクレーンの故障や信頼性の低下につながる恐れがある行為であ

る。 
 
2.7 クレーン更新および近代化計画 各部隊は、業務負荷の見通しと任務要件に応じ

てクレーン保有状況を評価し、クレーン（最低でもカテゴリー１およびカテゴリー２ク

レーンならびに重要なカテゴリー３クレーン）の更新および近代化の計画を策定し、さ

らに管理しなければならない。海軍クレーンセンターは、クレーンの耐用年数を推定す

るために付則 G の利用を推奨する。この計画を年１回更新し、策定時には保守を行う

部隊と調整しなければならない。各部隊は、上位機関やSYSCOMが義務付けた更新・

近代化の指示がある場合は、それらも反映させる。WHE の調達または既存のWHE の
オーバーホールは、NAVCRANECENINST 11450.1 に準拠しなければならない。海軍ク

レーンセンターの調達を必要とするクレーンについては、部隊は、プロジェクト開始の

３年前に海軍クレーンセンターに通知しなければならない。 
 
部隊は、3.4.3 項に従って重要なクレーンの交換部品計画を策定する必要がある。 
 
2.8 ロックアウトおよびタグアウトならびにタグを取付ける手順 
 
2.8.1 危険なエネルギーを制御するロックアウトおよびタグアウトの手順 WHEの修

理、保守、および試験中に危険なエネルギーを制御するため、各部隊はロックアウトお

よびタグアウトの手順を定めなければならない。ロックアウトおよびタグアウト手順

は、OPNAVINST 5100.23に準拠し、部隊の安全担当部署の承認を得なければならな

い。可変周波数駆動装置（インバーター装置）を利用するWHE のキャパシタの放電手

順、蓄えられた油圧または空気圧エネルギー、または宙づりのブロックとブームによる

位置エネルギーなど、該当すると考えられる具体的な手順については、WHE の OEM 
保守および整備マニュアル（または、必要に応じてOEM あるいは部隊の技術担当者）

を参照する。 
 
WHE のエネルギー制御を効果的に行うには、ロックアウトおよびタグアウト装置（タ

グを含む）を予期せぬ動力供給や始動、または蓄積エネルギーの放出による作業員の負

傷や機器が損傷する可能性があるWHE の修理や保守にのみ使用しなければならない。 
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2.8.2 機器にタグを取付ける手順 部隊は、安全な操作を妨げると見られる不具合がす

でに明らかなWHE および認証が切れた機器にタグを取付けるための手順書を作成しな

ければならない。ロックアウトおよびタグアウト装置が伝える使用に関する指示を常に

示すため、ロックアウトおよびタグアウト装置の外観は、認識が容易でなければならな

い。 
 
WHE が使用不可であることや操作制限などの説明を伝えるために使われるタグは、そ

の外観が目立たなければならない（つまり、危険なエネルギー制御装置と同一の札や色

ではない）。 
 
2.9 クレーン安全勧告、機器の不具合報告、安全通達、および荷役作業プログラム広

報 海軍クレーンセンターは、機器の不具合、構成部品の故障、クレーンや玉掛け事

故、ならびに潜在的な不安全状況や作業方法などに関する報告を受理している。他部隊

にも関係があると判断される事案については、海軍クレーンセンターは、クレーン安全

勧告 (CSA)、機器不具合報告 (EDM)、安全通達 (SM)、または荷役作業プログラム広報

を発行する。原則として、CSA は、指示的内容であり、対象部隊に対応報告が求めら

れることがよくある。EDM は、情報提供が目的で、非荷重支持部品または非荷重制御

部品に関する不具合が含まれる。EDM は、追跡および評価されるべきである。SM 
は、指令ではないが、WHE に関する具体的または一般的な安全情報を提供する。

WHPB は、重大な事象の発生後や傾向把握後に発行され、実務に有益な情報を提供す

る。WHPB は、指令ではないが、推奨事項を含むことが多い。 
 
部隊は、該当するCSA およびSM ごとに指示に従い、その是正措置、試験、検査、測定

等を実施し、さらに海軍クレーンセンターに報告しなければならない。部隊は、CSA 
およびSM に関わる是正措置を追跡調査しなければならない。最新の CSA、EDM、

SM、および WHPB の一覧については、次の海軍クレーンセンターのウエブサイト

(https://ncc.navfac.navy.mil) から入手できる。  
 
2.10 移動式機器の屋内運転に関する環境上の注意点 部隊は、屋外運転専用の内燃機

関を利用する移動式WHE の屋内運転から発する有害な排気を確実に制御する手順書を

作成しなければならない。それらの手順には、該当安全衛生部門の同意を得て実施され

る必要がある。 
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第３章 
保守および検査 

 
3.1 保守検査 保守検査は、本章に定める頻度と実施細目で実施されなければならな

い。保守検査の担当員は、第７章および付則N に記述の検査員に関する教育および能力

要件を満たさなければならない。ただし、機械担当または電気担当作業員は、付則Cお
よび付則 Dに記述する項目の中でシグマ (σ) が付き項目の検査を行うことができる。通

常、検査は特定の構成部品および部品の作動を操作前、操作中、および操作後に観察す

ることで構成されることとする。検査は、目視、聴音、触診により、必要に応じて計測

器、非破壊検査、および分解を用いて実施しなければならない。 

 

検査における主な重点は、荷重支持部品、荷重制御部品、および運転安全装置が、すべ

て安全で正常に作動する状態に維持されていることを確認することである。担当の検査

員は、不具合が重大な不具合（付則A に定義）に該当するかどうかを判断しなければな

らない。検査員は、問題があるとみられる部品の状態に疑問がある場合に、想定される

危険をあえて受け入れることや、自己の判断にのみ頼ってはならない。荷重支持部品、

荷重制御部品、または運転安全装置の問題あると見られる状態について部隊の担当技術

部門にただちに問い合わせ、必要に応じて使用許可認証担当官に解決策を問い合わせな

ければならない。部隊の技術部門がない場合、該当の検査部門が該当の不具合を評価

し、さらに使用許可認証担当官が継続な運用を承認しなければならない。 

 

フローティングクレーンのクレーン部分の保守は、本章に従い実施されなければならな

い。そのバージ（台船）の保守は、OPNAVINST 4790.4 またはバージ製造者 (OEM) の
保守要領もしくは推奨事項に従って実施されなければならない。バージの保守に関する

文書は必須であり、それを最低２年間(当年度と前年度)保管しなければならない。 
 
3.1.1 報告義務のある保守関連の事態 これらは、クレーンまたはその構成部品の保守

や検査中に発生する重大な事態であり、負傷や損傷を引き起こす、またはその可能性が

高いものである。これらの事態については、実際に負傷または損傷が発生した場合は

12.7.2 項に従って「想定外の事態」として、負傷や損傷が発生しなかった場合は12.7.1
項に従って「ニアミス」として報告しなければならない。 

 

3.2 不具合の検出と是正 不具合とは、不良、欠陥、異常、故障、省略、作業の中

断、または仕様や図面との不適合を含む、あらゆる性質の問題を指す。不具合は、「重

大」「軽微」「報告義務あり」の３つに分類され、それぞれに応じた対応が求められ

る。（定義については付則Aを参照） 

 

3.2.1 重大な不具合 重大な不具合が判明した場合には、該当のクレーンが継続して運

転されることのないよう、直ちに使用を停止しなければならない。その不具合の診断お

よび、必要に応じて技術的解決を含む是正修理対応を開始するため、当該不具合をクレ

ーン検査部門に報告しなければならない。該当のクレーン（または複数の巻上装置を備

えるクレーンの場合は、影響を受ける巻上装置）は、不具合が是正されるか、部隊の技
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術部門によって継続運用に問題がないと評価されるまでは、運転を再開してはならな

い。部隊に技術部門がない場合は、当該の検査部門が不具合を評価し、使用許可認証担

当官が継続運用を承認しなければならない。特殊用途向け (SPS) クレーンの場合、文

書化された技術的解決策が必要である。 

 

注記:  運転安全装置の不具合がある場合、同等の保護手段（例えば、移動式クレーン

の水平器の代わりにポータブル水平器、または車載LIDの代わりにクレーン運転者と通

信可能なポータブルLIDと所定の表示装置）が提供されており、かつ、その安全装置が

できるだけ早く（1週間以内に修理または部品が発注されること）修理されることを条

件に、継続運用において問題がないと評価される。ただし、作業員のつり上げ作業は、

正常に作動する過巻防止装置がない場合、実施してはならない。 

 

3.2.2 軽微な不具合 軽微な不具合がある場合は、該当するクレーンの使用を継続する

ことができる。その不具合は診断され、必要に応じて技術的な解決策を含む是正措置の

実施を開始するために、クレーン検査部門に報告されなければならない。 

SPSクレーンについては、文書化された技術的な解決策が必要である。定められた技術

手順は、SPSクレーンに関わる軽微な不具合の是正および文書化に使用することができ

る。 

 

3.2.3 報告義務のある不具合 この分類に該当する不具合が発見された場合は、海軍ク

レーンセンターに対して、発見から５日以内のできる限り速やかに報告しなければなら

ない。さらに、実施または推奨される是正措置を含む不具合の概要報告を、21日以内に

海軍クレーンセンターへ提出しなければならない。この報告書には、クレーンまたは構

成部品のOEMとの対応も含めるべきである。また、問題のある部品または構成部品

は、該当部隊が海軍クレーンセンターと問題について協議を完了するまで廃棄してはな

らない。報告の際には、図3-1を用いて記載しなければならない。 

 

3.3 検査仕様 保守検査の仕様は、付則 C および付則 D に記載されており、検査の

種類（タイプA、B、Cまたは年次）、検査対象となる構成部品および箇所、検査内容

が定められている。分解の範囲は、それぞれの記載に準じるものとする。各部隊は、付

則Cおよび付則Dに示された書式見本に従って、保守検査仕様および記録 (MISR) を作

成しなければならない。検査対象に含まれていない特殊な項目や、該当クレーンの

OEMによって要求された追加項目については、必要に応じて検査項目に追加しなけれ

ばならない。ただし、部隊の検査部門または技術部門が該当項目を実施不可能または非

現実的であると判断し、その判断が使用許可認証担当官によって承認された場合、この

限りではない。年次保守検査記録は、使用許可認証担当官に提出する認証申請書に添付

しなければならない。保守検査は、初回認証時の新規クレーンには適用されない。 

 

3.3.1 仕様データシート 各部隊は、前項に記載の検査仕様を仕様データシートで補完

するものとする。これらには、検査中に摩耗、調整、設定、許容範囲を確認するために

検査員が必要とするすべての指針および技術情報を記載しなければならない。この情報

は、OEMの技術マニュアル、保守経験、および信頼がおける技術資料などから引用さ
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れていなければならない。仕様データシートは、クレーンの安全かつ信頼性の高い操作

に不可欠な情報を検査員が迅速に探せるようにするためにある。仕様データシートに

は、ブレーキの仕様に加えて、ブレーキのインターロック検出スイッチの設定、油圧回

路圧力、またはリミットスイッチの設定などの詳しい情報を記載する必要がある。設定

確認用の測定位置は、明確に識別されていなければならない。 

 

3.3.2 OEM の整備情報の補足 特に移動式クレーンの OEM は、当該クレーンに添付

された整備マニュアルよりも新しく、補足的な内容を含む情報（例、整備情報）を頻繁

に発行している。これらの情報の多くは、クレーンの保守に関するものである。したが

って、各部隊は自部隊が所有するクレーンに該当する最新の技術情報について、OEM
または指定された販売代理店に問い合わせなければならない。可能であれば、これらの

整備情報が配布される OEM の通知先リストに登録するよう努めることが望ましい。ま

た、新しい部品や構成部品がクレーンに追加された場合、または既存の部品・構成部品

が更新された場合には、各部隊は、最新の保守、検査、または技術情報が存在するかど

うかを確認し、存在する場合にはそれを入手するために、当該部品または構成部品の製

造業者に問い合わせなければならない。加えて、それらの情報を基に、対象クレーンの

機器経歴ファイルおよび整備マニュアルを適宜更新しなければならない。 
 
3.4 検査および是正措置 各検査の実施にあたっては、MISR 記録を用いて、クレーン

の状態を記録しなければならない。さらに、これらの記録は所定の機器経歴ファイルに

保存しなければならない。 
 
3.4.1 作業指示書 構成部品の分解および再組立てを含むすべての作業（付則 C およ

び付則 D に基づく検査のための分解および再組立てを含む）は、工場修理指令 
(SRO)、技術作業文書 (TWD)、ワークオーダー (WO)、またはその他の正式な作業指示

書に記録しなければならない。ただし、点検用カバーの取外しおよび取付けは、この対

象には含まれない。荷重支持部品、荷重制御部品、または運転安全装置の修理、交換、

分解、改造、または調整を行う作業については、担当検査員またはエンジニアが当該作

業指示書を精査し、作業開始前にその内容を確認しなければならない。作業指示書に

は、使用する交換部品、作業完了後に検査が困難となる箇所に対する中間検査の内容、

実施する作業内容の詳細、必要な試験の条件・要件、改造を行う場合は、所定の改造番

号および改造内容、修理または交換の対象部品について、具体的なサブシステム（例、

主巻モーターのギアボックスカップリング）または部位（例、左後部アウトリガージャ

ッキ戻り側油圧ホース）を明示しなければならない。さらに、年次検査中または荷重試

験中のクレーンを除き、作業指示書には当該作業が再使用許可認証を要するか否かにつ

いても明記しなければならない。 
 
3.4.2 保守における安全対策 クレーンに対する保守または修理の前および実施中に

は、安全確保のため、以下の措置を講じなければならない（ロックアウトまたはタグア

ウトに関する要件については第２章を参照のこと）。 
 

a. 修理対象のクレーンは、修理区域内の他のクレーンおよび作業との干渉を最小

限に抑えられる場所に配置し、作業員の安全な通行を確保しなければならない。 
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b. すべてのコントローラを｢オフ｣の位置にしなければならない。 

 
c. 蓄えられたエネルギー源については、該当部隊のロックアウトまたはタグアウ

ト手順に従って制御しなければならない。対象となるエネルギーには、油圧、電

気、バネの力、さらにつり荷、ロープ、ブロック、ブームなどによる重力による

位置エネルギーが含まれる。 
 

d. 保守作業が行われている区域では、作業員に注意を促すために適切な注意標識

や囲いを設置しなければならない。 
 

e. 転落落下防止対策については、OPNAVINST 5100.23 に定められた要件に準拠

しなければならない。 

 

f. 同一のレール上で他のクレーンが稼働している場合には、レールストッパー、

車輪止め、または他の適切な方法を用いて、運転を休止中のクレーンとの衝突を

防止しなければならない。 

 

g. 検査員、機械系整備員、または他の要員は、クレーンの搭乗用梯子を昇降する

際に、手に物を持ったり、大きな物をポケットの中に入れたりしてはならない。 

 

h. すべてのカテゴリー１、２、３のクレーンで歩道を備えているものの近くに

は、適切な消火器を常時備え付けておかなければならない。検査および保守担当

者は、該当のクレーンに備え付けられている消火器の使用方法および手入れ方法

について十分な理解を有していることが求められる。 

 

i. 携行缶によるクレーンへの給油は、自閉式の蓋および着火防止機構を備えた安

全認証済みの容器を使用して行わなければならない。 

 

j. エンジンを運転中に給油を行ってはならない。 

 

k. クレーンに対して溶接作業を行う場合には、溶接電流が転がり軸受、ワイヤロ

ープ、チェーン、電子機器などの損傷を受けやすい構成部品に流れないよう、適

切な対策を講じなければならない。そのためには、溶接の接地を施工物の近くで

確実に取り、溶接機が正常に作動することを確認する必要がある。 

 

l. 試験や保守のために安全装置（過巻防止装置や減速リミットなど）が解除され

ることがあるため、必要に応じて監視員や合図員を追加し、細心の注意を払って

クレーンを操作しなければならない。 

 

m. 要員は、身体が挟まれる恐れのある箇所に十分注意し、保護対策（ロックアウ

ト、タグアウト、ブロッキングなど）が講じられていない限り、そのような箇所

に身体の一部を入れてはならない。 
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調整や修理が完了した後、すべての保護カバー類を元どおりに取り付け、安全装置を復

帰させ、保守用機材を片付けるまで、クレーンを使用してはならない。 
 
3.4.3 交換部品 荷重支持部品、荷重制御部品、および運転安全装置に使用される交換

部品は、元の設計と同一のものであること、または 6.4.2 項の要件に適合しなければな

らない。材料や設計上の仕様に代替が必要な場合には、その代替に関する問題を部隊の

技術部門に付託し、解決を依頼しなければならない。重要なクレーンの継続運用に必要

な予備部品の一覧は、調達に時間がかかる部品や交換の可能性が高い部品・構成部品に

重点を置いて作成するべきである。 
 
3.4.4 作業の検査 荷重支持部品、荷重制御部品、または運転安全装置の調整、修理、

または交換については、必要に応じて中間検査を含めた検査を実施しなければならな

い。検査には、必要に応じて操作試験を取り入れること。担当検査員は、作業が適切に

実施されたことを確認し、作業指示書に署名して承認しなければならない。 
 
3.4.5 保守検査または認証中の作業の延期 特定の装置が休止中であるか、または今後

使用される予定がない場合（例、主巻装置および補巻装置の両方を備えたブリッジクレ

ーンにおいて、補巻装置の認証を実施しない予定である場合など）を除き、重大な不具

合については、年次認証または使用再開前に是正しなければならない。荷重支持部品、

荷重制御部品、または運転安全装置に関する作業などで、点検や修理の完了が困難な場

合、その作業は以下の条件下で延期が認められる。使用許可認証担当官による精査と承

認を受けること。延期の技術的理由が文書で提出されていること（例、腐食の進行が緩

慢であり、好天時に塗装を完了させるといった場合）ただし、延期が承認された作業

は、次回の年次認証までに完了させなければならない。該当装置が引き続き休止状態に

ある場合に限り、その作業を次回の年次認証までに完了させる必要はない。 
 
3.5 保守検査の種類と頻度 定期検査は、さまざまなカテゴリーのクレーンに対して

以下のとおり計画し、実施しなければならない（年次保守検査およびタイプ B 保守検

査は、該当の年次認証と併せて実施しなければならない）。 
 
3.5.1 カテゴリー１クレーン 各部隊は、メインエンジンまたは主動力源のアワーメー

ターに記録されるエンジン運転時間、または（メインエンジンを持たないクレーンで

は）通電による動力供給時間、もしくは暦月の経過期間のいずれかを基準として、保守

検査を策定することができる。ただし、日程計画の基準は、同形式のクレーン間でも異

なる場合がある。日程計画は、これらの基準のうち遅くならない方を採用して策定しな

ければならない。使用する基準（アワーメーターまたは暦月）は、該当クレーンの機器

経歴ファイルに記載しなければならない。タイプ B 検査は、検査基準の変更前に完了

している必要がある。エンジンを２基搭載しているクレーンでは、路上走行用エンジン

以外のエンジン運転時間が該当する。制御装置または過負荷防止装置 (LMI) が運転時

間を記録する場合は、それらの時間をエンジン時間の代替として使用することができ

る。 
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3.5.1.1 タイプの指定と頻度 
 

a. タイプ A 検査（付則 C） 暦月基準－使用許可認証後から起算して４箇月ご

と（プラス 10 日)。アワーメーター基準－500 エンジン運転時間ごと(プラス 50
運転時間) 

 
b. タイプ B 検査（付則 C） 暦月基準－第３回目のタイプ A 検査（暦月基準）

ごと アワーメーター基準－2000 エンジン運転時間ごと（プラス 200 運転時

間）または第４回目（運転時間）のタイプ A 検査。タイプ B 検査は、日程計画

方式に関わらず、少なくとも年１回実施しなければならない。 
 

c. タイプ C 検査（付則 C） 暦月基準－第３回目のタイプ B 検査ごと アワー

メーター基準－8000 エンジン運転時間ごと（プラス 800 運転時間)。ただし、タ

イプ C 検査は、少なくとも第６回目の年次認証時に実施しなければならない。 
 

注記：1. アワーメーターが故障した場合、部隊は、運転時間を基準とする保守が必要

なクレーンに対して代替的な時間概算の手順を定めなければならない。 
 
 2. いかなる検査も、スケジュールより前倒しで実施することは可能である。た

だし、前倒しで実施しても、その次回の検査期限が延びることはない。 
 
3.5.2 カテゴリー２クレーンおよびカテゴリー３クレーン これらのクレーンについて

は、付則 D の年次 MISR に指示する項目に基づく年次検査を実施しなければならな

い。 
 
3.6 潤滑および整備または保守 各部隊は、3.3 項に定める検査仕様に加えて、潤滑お

よび整備または保守に関する独自の手順および計画を策定し、これに従って作業を実施

しなければならない。これらの計画は、部隊および海軍での経験、運用環境条件、なら

びにクレーンの使用状況に基づいており、OEM の推奨計画を変更する際の参考として

利用できる。さらに、部隊はこれまでの経験を活用して、保守作業と機器の稼働時間お

よび信頼性の向上を図るべきである。たとえば、特定の電気・電子部品が定期的かつ繰

り返し故障しているという履歴を把握している場合には、想定される故障が発生する前

に予防的な交換を計画する必要がある。OEM が推奨する計画に対して変更を加える場

合は、当該部隊の技術部門、OEM または海軍クレーンセンターの承認を得なければな

らない。陸上専用クレーンに対して海軍の 3M 計画（OPNAVINST 4790.4）を採用する

場合、その計画にはすべての OEM 要件を、該当クレーンの保守要求カードに反映させ

なければならない。 
 
3.6.1 潤滑 潤滑に関する作業手順は、可能な限り OEM の取扱説明書および手順書を

参照して作成しなければならない。特に、潤滑油の補充を所定の間隔で行う箇所や、ガ

ジョンピン、水平イコライザーピンなどの小さな揺動が見込まれる箇所、旋回輪ベアリ

ングなどの大径軸受部に潤滑油が確実に行き渡るよう、特別な注意を払う必要がある。 
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過度の潤滑は逆効果となることがあるため、避けなければならない。新品の機器は、

OEM によって適切に潤滑されていると想定されるが、実際に使用する前に、潤滑状態

が適正であることを確認しなければならない。新品機器または修理後の機器に対して

は、潤滑箇所を確認し、潤滑油の分布状況と組立ての適正さを点検することが求められ

る。潤滑作業の指示は、使用する潤滑油の種類をできる限り少なく抑えるよう配慮し、

現行の在庫品を有効活用することが望ましい。また、長期間使用しないクレーンに関し

ては、密閉部の損傷、構成部品の固着または腐食を防止するために、すべての可動部品

を定期的に作動させることを検討しなければならない。 
 
3.6.2 整備または保守 ブレーキ、クラッチ、エンジン、電気制御装置、電子制御装置

などの機器、またはそれらに類する個別機器・構成部品の定期的な調整・整備・微調整

については、OEM の取扱説明書および指示書を参照し、適切な整備・保守要領を作成

しなければならない。OEM のマニュアルや取扱説明書を入手できない場合、またはそ

れらが採用している要求事項・基準が公開されていない場合には、代替として工業規格

または団体規格が最低限の要件として用いられる。 

 

3.6.3 文書化 潤滑および整備の実施内容は、SRO、運転者日常点検表（潤滑のみ）、

TWD、またはその他の適切な記録媒体に記録しなければならない。これらの記録は、

所定の機器経歴ファイルに保管することとする。運転者の日常点検表を運転者による潤

滑作業の記録に使用する場合、第 5 章に定める文書保管要件が適用される。また、記

録内容は SRO、TWD、WO、またはその他の適切な文書に転記して保管することも可

能である。 
 
3.6.4 検査の対応 検査員は、潤滑および整備が手順どおりに適切に実施されているか

どうかを確認するために、所定の検査中に機器と保守記録を詳細に精査しなければなら

ない。 
 
3.6.5 ブレーキの整備または保守に関する特別要件 マイクロプロセッサ制御方式クレ

ーンに使用されている特定のブレーキのうち、操作を停止させるのではなく、操作停止

後にのみ作動するタイプのブレーキについては、通常のブレーキ整備に加えて、清掃、

磨き、慣らし運転などの追加的な保守が必要である。このため、当該部隊は対象クレー

ンの運転特性を確認し、ブレーキおよびクレーンの OEM が定める保守および整備要領

を精査する必要がある。そして、当該ブレーキが適切に保守または整備されており、所

定の性能を発揮し、適正なトルクが得られていることを確認しなければならない。 
 
3.7 保守検査、給油、整備または修理もしくは保守の延期 所定の保守検査、潤滑、

整備または保守を、既定の計画どおりに完了することが困難な緊急または不測の事態が

生じた場合、使用許可認証担当官は、保守検査（またはその一部）、潤滑、整備または

保守の延期を認めることができる。この場合、延期に関する正当な技術的理由を提出し

なければならない。特に SPS クレーンについては、部隊の技術部門がその正当性を文

書で示さなければならない。すべての延期およびその理由は書面で記録し、機器経歴フ

ァイルに保管しなければならない。なお、該当する使用許可認証が 4.5.1.a 項に基づい

て延長された場合には、延期に関する文書は不要である。緊急または不測の事態が解消
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された後は、延期されていた保守検査、潤滑、整備または保守を速やかに完了しなけれ

ばならない。 

 

3.8 マイクロプロセッサ制御方式クレーン装置の維持管理手順 ユーザープログラム

可能なソフトウェア、交換可能なファームウェア、またはプログラム可能なパラメータ

ーを採用しているマイクロプロセッサ制御方式のクレーン装置を使用する部隊は、これ

らを適切に管理するための文書化された手順を作成しなければならない。この手順に

は、以下の内容を含めなければならない。この手順には、ファイルの管理方法、ファイ

ル名の指定やラベル付けを含む変更管理、使用されているパラメーターのリスト化、プ

ログラム可能なパラメーターの現行設定、パラメーターに関するクレーン設計上の許容

範囲、ファイルのアップロードおよびダウンロードの方法、プログラム可能なパラメー

ターの変更手順、ならびにセキュリティ管理に関する手順が含まれていなければならな

い。 
 
3.9 使用停止となったデリックのブームの固定に関する特別要件 デリックが 30 日以

上使用停止となっている場合、該当のブームを次の方法のうちの一つで固定しなければ

ならない。伏せて置く、固定部材に固定する（可能な限りそのヘッドの下付近でロード

ブロックにスリングを取付けて固定）、垂直位置まで起こしてメインマストに固定す

る、スチフレッグデリックの場合には、スチフレッグに固定する。この要件は、船の建

造、修理、または解体に使用するデリックには適用外とする。 
 
3.10 検査に対する視覚的および技術的補助 内視鏡、双眼鏡、カメラ付きドローン

（海軍および FAA の規則が認める場合）などの機器は、検査の補助とみなされてお

り、その解像度が対面での目視検査と同等であるならば、海軍クレーンセンターの追加

の許可は必要ない。訓練を受けた検査員は（本書の第７章に従い）映像とデータを精査

し、検査対象物に対する最終的な判定を下さなければならない。 
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クレーン等搬送装置・玉掛用具の報告義務のある不具合 

部隊名： 不具合報告書番号： 

件名： 

作成者名: 電話番号: FAX または E メール 日付: 

承認者名: 電話番号: FAX または E メール 日付: 

クレーンまたは機器識別 
番号： 

製造者/製造年： SPS クレーン 
Yes  No   
 

型式/製造番号： つり上げ能力/形式： 

事故を引き起こしたか： 事故の種類: 
□ は い 

□ いいえ 
報告書作成理由: 

□ 荷重支持部/荷重制御部/運転安全装置/ディーゼルエンジン－発電機装置の故障または不具合 

□ 第 14 章の項目で安全に影響を及ぼす故障または不具合 

□ 図面または設計上の不具合 

□ 重大と思われる他の故障または不具合 
不具合に関する詳細（製造者の部品番号、連邦在庫番号、その他を含む） 

不具合の要因： 

実施済み是正処置/推奨した是正処置： 

海軍クレーンセンター 記入欄  海軍クレーンセンター管理番号： 
  

  
□ CSA 発行 □ 処置の必要なし □  

□ EDM 発行 □ クレーン必須改造を発行 □ 限定的な範囲（問い合わせた部隊） 

□ セーフティブリーフまたはクレーンコーナー、もしくは他の発行物 
備考欄 （上述の箱にチェックした理由を記入する）： 

図 3-1 (1 of 2)
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クレーン等搬送装置・玉掛用具の報告義務のある不具合報告記入方法 
 
この書類は、カバーページ不要のファクス送付用または電子メール送付用である。署名のない電子提出は受け付けら

れないが、デジタル署名がある場合は受け付けられる。電子メールアドレスはNAVFAC_NCC_CRANEALT@navy.mil 
である。ファクス番号は (757) 396-1772である。 
 

1. 部隊：所属部隊の標準海軍送付先リスト(SNDL)、平易な表現で書かれた住所 (PLA) およびユニット

識別コード (UIC) を記入する。 

2. 不具合報告書番号：所属部隊からの不具合報告書番号を以下の書式のとおりに記入する。 

例、UIC-FY-0000とは、所属部隊の識別コード、ダッシュ (-)、現行の会計年度、ダッシュ (-)、所属部隊

の要求番号（４桁の数字を使用）を順に示す。 

3. 件名：該当する機器の箇所または構成部品を記入する。 

4. 作成者名：この報告書作成者の氏名と所属部署コードを記入する。 

5. 電話番号：この報告書作成者の電話番号(DSNと一般用)を記入する。 

6. ファックス番号：この報告書作成者のファックス用内線番号の4桁の数字または電子メールを記入す

る。 

7. 日付：この報告書の作成日を記入する。 

8. 報告書承認者名：この報告書の承認者の氏名と所属部署コードを記入する。 

9. 電話番号：この報告書の承認者の電話番号（DSNと一般用）を記入する。 

10. ファックス番号：この報告書の承認者のファックス用内線番号の４桁の数字または電子メールを記

入する。 

11. 日付:この報告書が承認された日付を記入する。 

12. クレーンまたは機器番号：該当の部隊で使用する番号方式からクレーンまたは機器の番号を記入す

る。 

13. 製造者名/製造年：該当のクレーンまたは他の機器の製造者名と製造年を記入する。 

14. SPSクレーン：NAVSEA 0989-030-7000 により定義するSPS 

15. 型式/製造番号：該当するクレーンまたは他の機器の型式、製造番号を記入する。 

16. つり上げ能力/形式：クレーンまたはその他の機器の認証荷重と形式を記入する。 

17. 不具合によって事故を引き起こしたか：該当する枠にチェックマークを入れる。 

18. 事故の種類：該当する場合、事故の種類を記入する。（例、人身事故、つり荷の衝突、クレーンの

衝突、過荷重、ツーブロッキング、つり荷の損傷、脱線、つり荷の落下、玉掛用具の損傷、クレーンの

損傷、その他（具体的な内容を書く） 

19. 報告書作成理由：該当する枠内にチェックする。 

20. 不具合に関する詳細：不具合の内容を記入。必要であれば状況説明の写真や図を添付する。 

21. 不具合の要因：調査結果から推測される不具合の要因を記入する。 

22. 実施した是正措置/推奨する措置：実施した是正措置内容と海軍クレーンセンターの対応のための推

奨事項を記入する。 

23. 海軍クレーンセンター使用欄：海軍クレーンセンター使用のため記入不用。別紙が使われる場合、こ

の欄を最初のページに残さなければならない。 

図3-1(2 of 2) 
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第４章 
使用許可認証 

 
4.1. 使用許可認証プログラム 使用許可認証担当官は、本章に基づき担当部隊のクレ

ーンが検査・試験・認証を受けるよう周知しなければならない。使用許可認証は、本章

に規定の状態検査および試験に基づいて実施されなければならない。その状態検査は、

機器の構造系、機械系、および電気系構成部品が安全かつ使用可能な状態に維持され、

正常に作動することを保証するためにある。その荷重試験の目的は、所定の試験荷重で

規定の操作を行い、該当の機器が設計上のすべての動作において定格荷重を安全につり

上げて移動する能力を確認することである。それらの検査および試験は、担当の試験監

督者の指揮の下で技術的に適格な能力を有する検査および試験員によって実施されなけ

ればならない。荷重試験が実施されない年には、試験監督官は必要ない。 
 
4.2. 使用許可認証担当官の任命 使用許可認証担当官および代理は、所属部隊の司令

官の書面または部隊もしくは地域の指令書により任命されなければならない。使用許可

認証担当官は、氏名に代えて職位または役職名で任命される場合がある。この任命は、

取消しまたは見直されるまで有効である。 
 
4.3. 使用許可認証手続き 状態検査および試験証明の書式は、図 4-1 に示す書式と同

様でなければならない。移動式クレーン、ロコクレーン、航空機用クラッシュクレー

ン、および常置形屈曲形・伸縮形ブームクレーンの場合、図 4-2 と同様の別紙を用意し

なければならない。クレーン識別番号、認証荷重、および使用許可証の有効期限日を記

載したカードまたはタグは、周囲から見える場所または該当のクレーンの付近（例、コ

ントローラ、電源、運転室、またはジブの柱）に取付けられていなければならない。使

用許可認証担当官の署名は、正式な認証日であり、そこから使用許可証の有効期限日が

決められている。該当のクレーンは、4.5.4 項に該当する場合を除き使用許可認証担当

官の署名を得る前に使用可能な状態に戻してはならない。使用許可認証担当官は、荷重

試験後に検査で判明している不具合が不安全状態を引き起こす恐れがあると判断した

ら、それらがすべて是正されるまで使用許可認証を保留するものとする。その状態検査

および試験が無事に完了した後、該当の証明書には、該当の荷重試験（または無負荷試

験）状態検査の実施から起算して 60 日以内に試験監督官、検査員、および使用許可認

証担当官が署名しなければならない。さらに、荷重試験または無負荷試験が該当するな

らば、それを再度実施しなければならない。荷重試験を実施しない場合、担当の試験監

督官は、該当の使用許可証に署名する必要はない。 
 
4.4 使用許可認証に関する要件 有効な使用許可認証のないクレーンを使用に供して

はならない。ただし、使用許可認証担当官、部隊の技術部門、または現場の担当検査員

が書面で安全であると判断した場合、保守作業のつり上げ、無負荷での訓練、または位

置変更のための移動に限り行う。特定の機能（例、補巻があっても主巻のみ）のみを認

証するとき、この条件を該当の使用許可証に注釈しなければならない。未許可の機能に

は、所定のタグを取付けるとともに、可能であれば操作不能な状態にしておかなければ

ならない。 
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4.4.1 年次使用許可認証 この使用許可認証は、使用許可認証担当官が署名をした日か

ら１年間有効である。この使用許可認証の有効期限は、該当の使用許可認証の満了日の

１日前までとする。該当のクレーンは、有効期限当日も引き続き使用可能である。例え

ば、クレーンが６月 30 日に使用許可を取得した場合、その有効期限日は、翌年の６月

29 日とする。 
 
使用許可認証手続きには、状態検査および所定の試験が含まれていなければならない。

カテゴリー１クレーンの場合、年次試験は、荷重試験を含むものとする。カテゴリー２

およびカテゴリー３クレーンは、毎年検査を受け、操作試験（無負荷）を受け、さらに

認証を取得しなければならない。ただし、荷重試験は、最低でも第４回目の年次認証ご

と実施されなければならない。該当の使用許可証は、クレーンが４年ごとの荷重試験計

画に組み入れられた時期を示さなければならない。その４年ごとの荷重試験計画の目的

は、一回の荷重試験認証の後に無負荷試験認証を３回行うためである。１年または４年

ごと以外の頻度で荷重試験を行う部隊は、該当の使用許可証にその試験頻度を記すもの

とする。フローティングクレーン（バージに搭載した移動式クレーンを含む）の場合、

使用許可認証の条件として該当のバージは、OPNAINST 4780.6 に定めるように最新の

材質検査報告書および最新の定期オーバーホール (ROH) または承認済み ROH の免除を

根拠として継続的な使用に適合していることを証明しなければならない。該当のバージ

が最新の ROH（または承認された逸脱）を有しており、その材料検査が使用許可認証

の 120 日以内に予定されているとき、該当のフローティングクレーンは、そのバージが

「今後の使用に適合している」と判定される前に使用許可認証を受ける場合がある。 
 
海軍クレーンセンターの承認を得るためのクレーン改造申請（CAR）は、認証取得前

に承認され、改造が完了していなければならない。これは、将来の改善のために提出し

た CAR に不備がなく、該当のクレーンに対する実際の作業がまだ開始されていない状

況には適用されない。 
 
4.4.2 仮再使用許可認証に関する要件（運転中に偶発的に認証荷重を超える荷重が負荷

された後の仮再使用許可認証に関する要件については 4.5.7 項を参照） 
 
4.4.2.1 荷重試験を必要とするとき 荷重支持部品、荷重制御部品、および運転安全装

置の調整、修理、分解、改造、または交換によって、良好な作業が行われたことを確認

するための荷重試験が要求されるとき、再使用許可認証が必要である。荷重試験の必要

性を判断するには、該当する構成部品の保持能力に及ぼす影響を調査しなければならな

い。保持能力が行われた作業の影響（調整不良や整備不良などがつり荷の落下または制

御不能な降下を招く可能性がある）を受ける可能性がある場合、選択検査、荷重試験、

および再使用許可認証を行わなければならない。これには、旋回機能や走行機能が傾斜

面で操作されるときの旋回構成部品と走行構成部品が含まれる。たとえば、フローティ

ングクレーンやバージに搭載したクレーンの回転機能や、ラッフィングブームのトロリ

などである。荷重試験が行われるとき、荷重試験は、付則 E の静荷重試験および動荷

重試験の該当部分を取り入れなければならない。検査および試験の実施範囲は、限定さ

れるが、可能ならば、影響を受けた部品および構成部品に加えて、調整、修理、分解、
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交換、または改造が適切に行われていたか、さらに該当のクレーンが正常に作動するこ

とを確実に保証しなければならない。 
 
4.4.2.2 荷重試験を必要としないとき 荷重支持部品、荷重制御部品、または運転安全

装置の調整や修理などで良好な作業が行われたことを確認するための荷重試験が要求さ

れないとき、該当のクレーンを使用可能状態に戻す前に以下のいずれかが必要である

（各部隊の選択による）。 
 

a. あらゆる作業の後に第３章に要求する検査および操作試験を完了させる。

該当の作業指示書には、担当チーフエンジニアまたは使用許可認証担当官が署名

しなければならない。仮使用許可認証は、必要ない。 
 
b. 選択検査、操作試験、および再使用許可認証を行わなければならない。こ

れは、第 3 章の検査に関する要件を補足するものである。 
 
4.4.2.2.1 水平動作機能に対して行われた作業 旋回および走行ブレーキ、摩擦式クラ

ッチ、ならびに荷重が水平面を移動する非荷重支持走行部品に対する作業後には、荷重

試験は必要ない。 
 
4.4.2.2.2 巻上装置のブレーキを既定の範囲または許容限度内に戻すための調整 ブレ

ーキ設定が既定の範囲または許容限度から外れたとき、そのブレーキの設定を既定の範

囲または許容限度内に再調整した際の荷重試験は、以下のすべての条件を満たすならば

必要ない。 
 

a. 該当部隊の技術部門は、そのブレーキが範囲または許容限度内から外れた

原因を特定し、記録していること。さらに、是正措置を実施し、記録しているこ

と。必要に応じて該当のブレーキまたはクレーンの OEM に問い合わせること。 
 
b. 該当のブレーキに検査および調査が行われており、ブレーキライニングま

たはディスクの磨耗以外の損傷または劣化がないこと。その磨耗量は最小厚みを

下回っていないこと。 
 
c. 該当のブレーキまたはクレーンの OEM もしくは部隊の技術部門の手順に基

づいた定期的な再調整を除いて、該当のブレーキに対して作業または分解が全く

行われていないこと。これらの調整は、作業指示書に詳述され、検査員による確

認と署名を得て、さらに技師長または使用許可認証担当官による精査を受けなけ

ればならない。 
 
d. ブレーキライニング、ディスク、またはトルクスプリングなどの荷重支持

部品の交換がまったく行われていないこと。 
 
4.4.3 再使用許可認証が不要な場合 以下の場合には、仮の再使用許可認証は必要な

い。 
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a. 多重化してあるポータルクレーンの走行ブレーキおよび走行装置部品の調

整、修理等 
 

b. ブレーキまたは摩擦クラッチの設定が既定の範囲または許容限度内にあり、

かつ、その設定をこの範囲または許容限度内に再調整したとき 
 

c. 電気回路、ディーゼルエンジン、および発電機に対する以下の作業 
 

(1) 電気制御回路および動力伝達回路 
 
焼損したヒューズおよび密閉またはモジュール形差し込み式リレーを同一

の物と交換およびトリップした漏電遮断機の再復帰（技術部門が不具合の

原因を特定していた場合、技術部門を持たない部隊の場合、4.4.2 項の要件

に従う）。再発する不具合と不具合傾向の場合、担当のチーフエンジニア

または使用許可認証担当官は、該当の作業指示書に署名を付けて是正措置

を承認するものとする。 
 
点検のためのヒューズの取外しと再取付け 
 
電気接点の微調整（分解せずに行なう） 
 
電気的接続部（同じ場所での）の締め付けまたは切り離しおよび再接続 

酸化物の除去や電線の再被覆剥がしなどの軽微な接続部の清掃作業を含

む。これには、該当の接続部に通電部品の追加または取外しをともなう作

業は含まれない。 
 
差し込み式コネクタを持つ電気装置の構成部品またはカードの差し直し

（ソフトウェアの再読み込みをしないこと） 
 
モータおよび発電機のブラシの、差し直し、取外し、および再取付け（切

り離さずに） 
 
計器およびゲージ類の修理または交換 
 
冷却ファン類の修理または交換 
 
表示灯や取付け具類の交換 
 
｢プラグイン｣コントローラまたは構成部品（マルチロケーション式ペンダ

ントコントローラまたはレゾルバなど）の取外し、取付け、または位置変

え。ただし、それらを年次認証時にすべての位置で試験を行なっているこ

とを条件とする。 
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バッテリの交換 ただし、ソフトウェアまたはパラメーターが再ロードさ

れておらず、かつ荷重支持部品、荷重制御部品、または運転安全装置が分

解されていないことを条件とする（荷重支持部品または荷重制御部品以外

のカバー、ハウジングなどは分解や再組立てが可能である）。バッテリ電

源の復旧を確認しなければならない。 
 

(2) クレーンに搭載のディーゼルエンジンおよび発電機 
 

定期予防保全 
 
以下の修理または交換 

 
バッテリおよびケーブル類 
 
計器および表示計類 
 
排気系統 
 
始動および充電装置 
 
液体ホースおよび接続部類 
 
ベルトおよびフィルター類 

 
d. 巻上用または走行用油圧回路の油圧ホースアセンブリの交換 ただし、該当

油圧回路にホースやホースアセンブリの破裂時に作動を停止する保持弁また

はカウンターバランス弁（または同等の弁）を具備している場合を条件とす

る（つまり、ホースやホースアセンブリが荷重支持または荷重制御の定義に

該当しないこと）。ホースの交換については、6.4.3.i 項に従う。 
 
第 3 章の検査および操作試験に関する要件がそれらの対応に適用される。 
 
4.4.4 新規調達のクレーンの使用許可認証 該当のクレーンを認証するには、本章の該

当する要件すべてを満たさなければならないる。これは、契約業者が行う受け入れ試験

に参加かつ立ち会う該当部隊の状態検査担当者および荷重試験担当官によって行われれ

る場合がある（その受け入れ試験が付則 E の要件を満たすことを最低条件とする）。

新しいクレーンを認証するための保守検査は、必要ない。 
 
4.5 使用許可認証の失効 すべての使用許可認証証は、１年後、使用中に認証荷重を

超えた後、または、良好な作業結果かどうかを確認するための荷重試験を要する荷重支

持部品、荷重制御部品またはは運転安全装置の調整、修理、分解、交換あるいは改造の

後に自動的に失効する（例外については、以下および 4.4.3 項を参照）。一つの機能

（例、ホイップホイストなど）に対する不具合、調整、改造などには、影響を受けた機

能に適切にタグを取付け、可能ならば機能を無効化することを条件に、クレーンの使用
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許可認証すべてを取り消さなくてよい。海軍クレーンセンターによる WHE プログラム

の評価中の荷重試験でサンプルクレーンが認証荷重を超える、または第三者認証中に認

証荷重を超えても現行の使用許可証や認証は、失効しない。 
 
4.5.1 緊急事態に対応した使用許可の延長に関する例外 適切な時期でのクレーン使用

許可認証の実施を妨げる緊急または不測の事態などが発生したとき、該当のクレーンを

使用する部隊の司令官は、使用許可認証担当官の同意を以って使用許可の延長を認める

ことが可能である。この延長許可は、書面にて行なわれなければならない。ばた、所定

の保守検査をさらに延期することを要求しない。使用許可の延長は、該当の年次使用許

可有効期限日から起算して 60 暦日を越えてはならない。使用許可延長の権限を委譲し

てはならない。使用許可を延長する前に、該当のクレーンは、定格運転速度ですべての

作動領域で行う操作試験を含む状態検査にすべて合格しなければならない。さらに、必

要に応じてシャフト故障検知装置、ブームラッチングまたは固定および多段伸長モード

装置の無負荷試験を行わなければならない。その使用許可認証は、本項の全ての条件を

満たすことを条件に現行の使用許可証が期限切れていなくても延長される場合がある。

各使用許可延長の許可証を該当のクレーンの機器経歴ファイルに保管しなければならな

い。 
 
注記：１ 第三者認証を必要とするクレーンの場合、海軍クレーンセンターは、良好な

状態検査の結果および一部の荷重量（例、認証荷重の 25 パーセント）による操作試験

を参考にして新しい第三者認証を発行する。この認証は、該当部隊の使用許可の延長が

切れるまでの間、有効となる。 
 
 ２ 使用許可が延長されたクレーンを建設に使用してはならない。 
 
4.5.2 管理分解と管理再組立てに関する例外 検査および非荷重支持部品または非荷重

制御部品の修理のための荷重支持部品または荷重制御部品の管理分解と管理再組立て

は、以下の条件の下で使用許可認証を無効にしない。 
 

a. 手順書を採用し、該当の部隊が作成し、さらに参考としてその写しを海軍

クレーンセンターに転送するとともに、使用許可認証担当官が承認する。この手

順書は、工順ごとの分解および再組立て手順に加えて中間検査と検査箇所の署名

確認および所定の試験要件を義務付けるものとする。作業手順書に対する編集上

の小さな変更以外の変更は、使用許可認証担当官の承認を得た上で、海軍クレー

ンセンターに参考としてその写しを転送する必要がある。 
 
b. ピン、ボルト、袋ねじなどの締付具のみを含む構成部品を分解し、再組み

立てしなければならない。該当の構成部品のあらゆる部品は、再組立てが適切で

あることを確認するために検査員から目視できること。 
 
c. 割ピンまたは留ワイヤーなどの消耗品の交換を除き、荷重支持部品または

荷重制御部品の交換または修理をしてはならない。非荷重支持部品または非荷重

制御部品の交換や修理は、該当の手順に従って認められる。 
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d. 分解済み部品の検査では、それらが引き続き使用可能であることが認めら

れなければならない。すなわち、それらには、有害な劣化がまったくないことで

ある。 
 
注記 本項に詳述する管理手順は、4.5.4 項に定めるクレーンの年次状態点検には必要

ない。海軍クレーンセンターは、本項の要件を満たしていない部隊承認済みの手順書を

差し戻す。差し戻された手順書には、追加書類または必要な措置が記載されている。 
 
4.5.3 移動式クレーンの巻き替えおよび補助機器の取付けに関する例外 移動式クレー

ンは、補助装置（ジブ、ブームの伸縮および伸張、振出式ジブブーム、くい打ち機等）

が装備していることが多く、いくつかの異なる設定（異なるフックブロック、異なる巻

掛け数等）に巻き替えが可能である。一部のカテゴリー３基盤据え付け形ブーム装置お

よび屈曲形ブームクレーンは、複数のフック接続箇所を備えている。以下の条件を満た

していれば、該当の OEM の補助装置の設定またはクレーンの巻掛けの変更は、該当の

クレーンの年次使用許可認証を無効にしない。 
 

a. 使用前に OEM の補助機器または巻掛けには、該当のクレーンの年次認証の

一部として検査および試験が行われていなければならない。これは、その後の年

次認証ごとに適用される。 
 

b. 該当機器の年次使用許可証は、有効でなければならない。 
 

c. 補助機器の取付けと取外しおよびクレーンの巻掛け変更のための補助機器の

手順書（以下 AEP と略す）を該当の部隊が作成しなければならない。その AEP
は、OEM の取扱説明書、本規則、および該当する指示などを参考に作成されな

ければならない。その AEP は、該当の各設定の変更、該当の取付けと取外しの

正確な順序、および該当の補助装置を組立ておよび分解した後に必要な選択検査

と操作試験を定めなければならない。該当の AEP および編集上の小さな変更以

外の変更には、該当の使用許可認証担当官を得るものとし、それを海軍クレーン

センター(NAVFAC_NCC_AEPs@us.navy.mil).に参考として転送しなければならな

い。その AEP には、ピンの取付け、巻掛けの設定、および荷重支持部品、荷重

制御部品、運転安全装置の取付けを含んだ重要な工程を確実に完了させるための

適切な署名合意欄を設けなければならない。該当の AEP の最終確認を行い、

個々の手順の進行が適切であることを確認してから承認を得なければならない。

承認済の AEP を該当の機器経歴ファイルおよびクレーンオペレーター用の手順

書に保管しなければならない。その AEP を年次または４年毎の荷重試験および

認証の間を含めて OEM の補助機器を交換したり、クレーンの巻掛けを変えたり

する度に利用しなければならない。 
 

d. すべての構成部品（ピン、へデックボール、フック等）には、その装置の取

付け位置を示す合マークを明確に表示しなければならない。それらの使用は、該

mailto:NAVFAC_NCC_AEPs@us.navy.mil
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当の移動式クレーンに限定しなければならない。該当 OEM の許可なく構成部品

の入れ替えをしてはならない。 
 

e. ワイヤロープ端末接続用楔ソケット使用の注意事項については第 6 章を参照

のこと。 
 

f. 使用ごとに、記入済の手順書または署名合意シートを該当クレーンの機器経

歴ファイルに保存しなければならない。 
 

g. 初期承認後、海軍クレーンセンターが承認した AEP なしで補助機器をクレ

ーンから取り外したり、クレーンに取り付けたりすることは、クレーンの改造と

みなされ、第６章に従い処理しなければならない。 
 

h. クレーンの分解および再組立てにおける作業ならびに玉掛の追加要件につい

ては 10.8.7 項を参照のこと。 
 

i. 主巻および補巻の巻上げ装置の OEM が入れ替えを認め、対象の巻上げ装置

が同一の引張り力を有し、前述の内容が文書化され、かつ、入れ替えが AEP に

従い実施されるならば、主巻および補巻の巻上げ装置は、入れ替えが可能であ

る。 
 

j. クレーン改造申請で承認かつ取付けられた OEM 純正以外の構成部品は、

AEP によって扱われる構成部品として見なされる場合がある。 
 
注記：AEP は、年次認証および荷重試験中の補助機器のさまざまな設定に対して必要

ない。ただし、AEP を利用しない場合、該当するクレーンは、その年次認証および荷

重試験後に設定が変更されると、その使用許可認証は、無効となる。海軍クレーンセン

ターは、本項の要件を満たしていない部隊承認済みの AEP を差し戻す。差し戻された

AEP には、追加書類または必要な措置が記載されている。 
 
4.5.3.1 4.5.3 項および AEP の他への使用に関する例外 
 
4.5.3.1.1 移動式クレーンの取外し可能なアウトリガパッド、カウンターウエイト、お

よびアウトリガ伸長ピンに関する例外 移動式クレーンのアウトリガパッド、カウンタ

ーウエイト、およびアウトリガ伸長ピンで移動のために取外し可能な構造、さらに、さ

まざまなクレーンつり上げ荷重に合わせて組み換えが可能なカウンターウエイトは、手

順書なしでかつ、その使用許可証を取り消さずに取外しおよび再取付けが可能である。

取外し可能なアウトリガパッド、カウンターウエイト、および伸長ピンには、特定のク

レーンまたはクレーンのグループを示す固有の表示を付けなければならない。さらに、

それらの使用をそれらのクレーンに限定しなければならない。アトリガパッド、カウン

ターウエイト、およびアウトリガ伸長ピンの取外しおよび取付けのとき、OEM の指示

に従わなければならない。すべてのアトリガパッド、カウンターウエイト、および伸長

ピン（荷重支持の場合）には、年次認証において荷重試験を行わなければならない。す
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べてのカウンターウエイトおよび試験を行ったカウンターウエイトの設定を該当のクレ

ーンの使用許可証に記載しなければならない。 
 
4.5.3.1.2 カテゴリー３汎用ジブ装置、常置形屈曲形・伸縮形ブームクレーンのブーム

角度ピンおよび伸長ピン カテゴリー３汎用ジブ装置、常置形屈曲・伸縮形ブームクレ

ーンのブーム角度ピンおよび伸長ピンは、AEP なしで、かつ、その使用許可証を取り

消さずに取外しおよび再取付けが可能である。該当のピンには、特定のクレーンおよび

位置所（ブーム角度または伸長）を示す固有の表示を付けなければならない。さらに、

それらの使用は、それらのクレーンに限定されていなければならない。ブーム角度ピン

および伸長ピンの取外しおよび取付けのとき、OEM の指示に従わなければならない。

すべてのブーム角度ピンおよび伸長ピンには、年次荷重試験（または４年毎）において

荷重試験を行わなければならない。 
 
4.5.3.1.3 カテゴリー２およびカテゴリー３ガントリークレーンのガントリーフレーム

伸長ピン カテゴリー２およびカテゴリー３ガントリークレーンの伸長および伸縮用の

取外し可能なピンは、手順書なしで、かつ、その使用許可証を取り消さずに取外しおよ

び再取付けが可能である。そのピンは、特定のクレーンを示す固有の表示を付け（また

はそれらのガントリーフレームから切り離されないような構造）、荷重試験を受け、さ

らに該当のクレーンと一緒に認証を受けなければならない。それらの使用を該当のクレ

ーンに限定しなければならない。伸長ピンの取外しと取付けは、OEM の指示に従わな

ければならない。該当のクレーンには、認証荷重試験中に使用予定条件の最も高い位置

で荷重試験を行わなければならない。 
 
4.5.3.1.4 AEP の他への使用 AEP は、移動式クレーンの補助装置の取付けおよび取外

し以外の特定の作業に使用が認められている。移動式クレーンに補助装置を取付けたり

取外したりする以外の作業にも利用される場合がある。AEP は、ポータブルガントリ

ークレーンの分解と再組立て、および同一の場所でホイストまたはホイストもしくはト

ロリの取外しと再取付け、およびさまざまな設定でフックの下に取付けるつり上げ装置

の分解および再組立や設定変更（14.9.1 項）に利用される場合がある。4.5.3 項の要件に

従う。AEP による巻上装置またはホイストやトロリの移動は、付則 O の要件を満たさ

なければならない。 
 
4.5.4 カテゴリー２およびカテゴリー３クレーンを引き続き使用可能にするための特別

措置 本項は、検査または荷重試験中に不安全状態を起こす可能性がある不具合が全く

発見されない事を条件として、認証前検査と荷重（または操作）試験の完了後にカテゴ

リー２およびカテゴリー３クレーンの稼働性を最大限引き上げて使用可能な状態にする

ためにある。クレーンの稼働性は、現行の年次使用許可証が引き続き有効ならば大幅に

向上する。使用許可証の継続は、現行の使用許可証の有効期限よりも前に使用許可認証

が行われるように保守および状態検査と試験の計画を立てることで可能となる。以下の

要件を適用しなければならない。 
 

a. 現行の使用許可証が引き続き有効であること。 
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b. 検査または荷重（または操作）試験中に不安全状態の原因となる重大な不

具合がまったくないこと。 
 
c. 現行の使用許可証は、次に行われる保守検査と状態検査（荷重支持部品、

荷重制御部品、または運転安全装置の調整と分解を含む）さらに荷重試験によっ

て失効しない。ただし、該当のクレーンは、荷重支持部、荷重制御部、または運

転安全装置の調整、修理、分解、改造、または交換を行った場合、使用を停止し

なければならない。該当のクレーンは、現行の使用許可認証の下で 4.4.2 項に従

い、または使用許可認証担当官が新しい使用許可認証に署名することで再び使用

できる。 
 

d. 試験監督官が該当のクレーンは、所定の検査および荷重（または操作）試

験（操作試験には、検査員のみ必要である）を無事に合格したと判断したとき

は、現行の使用許可認証の条件で引き続き使用可能な状態にしておくことができ

る。 
 
e. 新しい使用許可証には、新たな荷重（または操作）試験の完了日から 10 日

以内に使用許可認証担当官の署名が入らなければならない。署名がない場合、現

行の使用許可証が無効となり、該当のクレーンの使用を停止しなければならな

い。 
 
荷重支持部品または荷重制御部品の分解が行われておらず、かつ、重大な不具合がまっ

たくないことを条件に、保守および状態検査の一部を行なうために使用に供することを

一時的に中止し、そして生産業務に再び使用に供することを認める。ただし、全行程を

最初の検査の開始から起算して 45 日以内に完了させなければならない。または、現行

の使用許可証が無効となり、該当のクレーンを使用停止としなければならない。 
 
4.5.5 荷重またはモーメント表示装置、過荷重表示装置、作業半径表示装置、ブーム長

さ表示計、およびブーム角度計の再較正に関する例外 認証済試験荷重、測定した距

離、角度等と比較して行われる電気式の荷重またはモーメント表示装置、過荷重表示装

置、荷重停止装置、油圧 LID、作業半径表示装置、ブーム長さ表示計、およびブーム角

度計の再較正は、該当のクレーンの使用許可認証を無効にしない。この再較正は、該当

のクレーンの認証荷重の 110 パーセントを超えないことを条件に海軍クレーンセンター

の許可なしで行なうことが可能である（移動式クレーン、航空機用クラッシュクレー

ン、移動式ボートホイスト、タイヤ式ガントリークレーン、屈曲形ブームクレーン、お

よび伸縮形ブームクレーンなどの場合 105 パーセント）。 
 
4.5.6 移転可能な建屋内のクレーンまたは移転可能な建屋の間で移転されるクレーンに

関する仮再使用許可認証の要件（同じ部隊内） 移転可能な建屋または同様の建屋内に

同一のクレーン（例、造船所の SPS のクレーン）と共に設置した使用許可認証取得済

みのクレーンは、建屋の移設後および使用前に以下のとおり再認証を受けるものとす

る。 
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a. 該当のクレーンを建屋の移転中にその建屋内に設置した場合、そのクレー

ンは、状態検査、操作試験、および使用許可認証を受けなければならない。 
 
b. 該当のクレーンの取外しと再設置に荷重支持部品の分解を必要としない限

り、そのクレーンがそのクレーン軌道から降ろされ、再設置された場合に、該当

のクレーンには、状態検査、荷重試験、および使用許可認証を行わなければなら

ない。この場合、荷重試験の代わりに操作性試験が行なわれる場合がある。この

要件は、常設型建屋内に移設されるクレーンにも適用される。 
 
クレーンを修理または再認証のために取り外した場合、または代替のクレーンを設置す

る場合、該当のクレーンが認証を受けた後に荷重支持部品の分解がまったくないことを

条件に、操作性試験を該当のクレーンを設置した後に行うことが可能である。 
 
4.5.7 認証荷重を超える負荷 荷重試験および保守の間に計画した工程を除き、クレー

ンには、海軍クレーンセンターの許可なくその認証荷重を超える荷重を負荷する計画を

立ててはならない。生産業務のつり上げのために認証荷重を超える負荷をするには、海

軍クレーンセンターに正式文書で申請を提出しなければならない。その申請には、クレ

ーン作業を行なうためのより安全な手段（リースする機器を含めて）などが他にないこ

とを記述しなければならない。 
 
偶発的に過荷重が発生し、その過荷重量が認証荷重（荷重に相当する衝撃荷重量も含

む）の 125 パーセント（移動式クレーン、ロコクレーン、航空機用クラッシュクレー

ン、移動式ボートホイスト、タイヤ式ガントリークレーン、屈曲形ブームクレーン、お

よび伸縮形ブームクレーンなどの場合 105 パーセント）を超えていないことが明らかな

場合、その過荷重の影響を該当部隊の技術部門が調査するものとし、さらに必要に応じ

て是正措置を講じなければならない。最低でも影響を受けた部品に対して状態検査を行

わなければならない。さらに、該当のクレーンには、操作試験および再認証を行わなけ

ればならない。偶発的な過荷重が認証荷重の 125 パーセント（移動式クレーン、ロコク

レーン、航空機用クラッシュクレーン、移動式ボートホイスト、タイヤ式ガントリーク

レーン、屈曲形ブームクレーン、および伸縮形ブームクレーンなどの場合 105 パーセン

ト）を超える場合、またはその過荷重量が明らかな場合、再使用許可認証のための技術

的な調査、状態検査、および荷重試験が必要となる。該当機器の特定箇所（例、ホイッ

プホストの過荷重）のみが影響を受けた場合、それらの箇所にのみ検査と試験を行う必

要がある。 
 
認証試験中にクレーンの最大許容試験荷重を越えてしまい、その過荷重量が明らかなと

き、損傷に関する技術的な調査および状態検査が必要となる。該当の部隊は、該当の荷

重試験の免除を依頼するために海軍クレーンセンター（コード 03）に問い合わせなけ

ればならない。 
 
4.6 状態検査 状態検査は、荷重試験の前、試験中、および試験後に行わなければな

らない。図 4-3 に示す書式と同等のクレーン状態検査記録（以下 CCIR と略す）を該当

の検査結果の記録に使用しなければならない。一般に状態検査は、総合的な状態の確認
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に必要な範囲と実施細目に限られており、目視、聴音、および触診によって行われなけ

ればならない。この検査は、保守検査と同じ実施細目を意図したものではない（保守検

査から状態検査に移行した項目を除く）。該当の CCIR の各項目には、良 (S) または不

良 (U) の判定を付けなければならない。該当しない項目または検査があるとき、記号

｢N/A｣を記入するか、またはその該当欄を空白にしておかなければならない。不良状態

の概要を不良項目報告書に記述しなければならない。完成した CCIR には、使用許可認

証担当官に提出するクレーン使用許可認証明書を添付しなければならない。カテゴリー

２およびカテゴリー３クレーンを除き、この状態検査は、第３章に記述の保守点検とは

別の検査でなければならない。カテゴリー２およびカテゴリー３クレーンの場合、保守

検査で重大な不具合がなく、かつ、保守検査と荷重試験の間に作業が一切行なわれてい

なければ（潤滑と清掃は可能）、その保守検査は、状態検査の｢試験前｣部分の代わりと

なる場合がある。どちらの記録も完全に記入しなければならない。無負荷試験の年で

は、状態検査の試験前の項目部分のみと CCIR を完了する必要がある。この場合、｢試

験中｣および｢試験後｣の欄を空白とするか｢N/A｣と記入しなければならない。荷重試験

監督官は、無負荷試験の年の CCIR または荷重試験が要求されていないときの仮使用許

可認証（N/A と記入）に立ち会うことや、署名をする必要はない。運転者（オペレータ

ー）の使用前点検（第９章）の項目および付則 E の無負荷試験の部分と併せて状態試

験前の項目部分を同時に行うことが可能である。 
 
重大な不具合が判明した場合には、該当の構成部品や装置に対する荷重試験の開始前ま

たは完了前にその不具合を是正しなければならない。是正措置の内容を適切に文書化し

なければならない。荷重試験後に重大な不具合が判明した場合、その不具合を是正しな

ければならない。さらに 4.4.2.1 項により必要な場合、選択荷重試験を是正した構成部

品に対して行わなければならない。選択荷重試験が行われるとき、状態検査を CCIR 項

目の中で通常の負荷よりも大きな負荷を受けた項目すべてに対して行い、その選択荷重

試験によって何らかの損傷が発生していないことを確認しなければならない。再試験の

記録を該当の CCIR の一部である不良項目報告書中に記録（例、再試験が必要であった

ことを記入、詳細を記入、または詳細がある書類などを記入）しなければならない。オ

ペレーターの使用前点検の項目（第９章）および付則 E の試験の無負荷の部分をその

状態検査 R の｢試験前｣部分と同時に行うことが可能である。 

 
6 箇月以上稼動していないクレーンの場合、該当のクレーンに対して状態検査および操

作試験を行ってから、使用可能な状態に戻さなければならない。ただし、再認証は、必

要ない。CCIR をその検査結果の記録に使用しなければならない（これは、ジブクレー

ン、ピラークレーン、ピラージブクレーン、モノレール、ダビット、ポータブルガント

リーまたは A フレーム、あるいは固定式天井ホイストには適用外とする）。長期間休

止状態のクレーン、特にエアホイストの検査は、未使用によって制御部品（例、制御装

置、リミットスイッチ、バルブなど）が固着している可能性があるため、細心の注意払

い行われなければならない。 
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4.6.1 フローティングクレーンの追加検査 フローティングクレーン（および１年以上

バージに搭載された移動式クレーン）の場合、以下の項目を該当のバージの年次検査に

採り入れなければならない。 
 

a. 索止め、ビット、輪止め、防舷材、キャプスタン、はしご、および支柱の

本来の機能を損なう可能性がある腐食、摩耗、劣化、または変形 
 
b. 漏れおよび構造的な損傷の外的な兆候、喫水線より下の漏れおよび損傷の

兆候は、該当のバージの内部検査を通じて判断が可能である。 
 
c. 四隅で喫水の計測 
 
d. 消火設備が使用可能であること 
 
e. 救助用小型ボート（備わる場合）、命綱、作業用ベスト、非常食、および

救助用浮き輪の適正な状態 
 
4.7 荷重試験 荷重試験は、付則 E に定める手順および OEM または部隊の技術部問が

特定のクレーンに向けて指示した特別要件に従い行なわれなければならない。ポンド表

示による実際の試験荷重および実際の試験荷重の割合を付則 E の該当する試験段落

（該当する補助段落もすべて含む）の一覧と併せて状態検査および試験の証明書に記載

しなければならない。オペレーターの使用前点検の項目（第９章）、CCIR の｢荷重試

験前｣部分、および付則 E の無負荷試験の部分を同時に行うことが可能である。４年毎

の荷重試験計画に入れられたクレーンが無負荷試験の年に該当する場合、付則 E の無

負荷試験の部分のみを済ませなくてはならない。 
 
4.7.1 試験荷重 公称試験荷重は、つり上げ能力の 125 パーセントとする（移動式クレ

ーン、ロコクレーン、航空機用クラッシュクレーン、移動式ボートホイスト、タイヤ式

ガントリークレーン、屈曲形ブームクレーン、および伸縮形ブームクレーンなどの場合

100 パーセント、それらのクレーンが第三者認証を受けている場合 110 パーセント）。

実際の試験荷重は、公称試験荷重に対して+0 または-5 パーセントの誤差範囲内に入っ

ていなければならない。本章に定める限界値を超える荷重での荷重試験は、認められて

いない（例外については、4.5.5 項および付則 C の 56 項を参照）。移動式クレーン（常

置形やバージ搭載形屈曲形ブームおよび伸縮形ブームクレーンなど）の場合、実際の試

験荷重は、試験荷重、玉掛用具、および特定のクレーン構成機器の重量（すなわち、フ

ック、ブロック、補助装置等、さらに巻上げ用ワイヤロープ、クレーンの中には、それ

が定格総荷重表に含まれていないため）の組み合わせに基づくものとする。OEM 定格

総荷重表の指示に従うこと。移動式ボートホイスト、屈曲形ブームクレーン、および伸

縮形ブームクレーンなどの場合、構成部品の重量要件と数値に関して OEM 基準を参照

すること。他の形式のクレーンの場合、実際の試験荷重は、フックに掛ける玉掛用具の

質量を含んだ荷重量であるものとする。定期的な過荷重試験を妨げる OEM の制限また

は構造のために指定の過荷重の割合で荷重試験ができないクレーンの場合、該当のクレ

ーンは、その OEM の許容試験荷重量の 80 パーセント（第三者認証の移動式クレー
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ン、屈曲形ブームクレーン、および伸縮形ブームクレーンなどの場合、90 パーセン

ト）に引き下げ、さらに本書の要件で試験を受けなければならない。第６章に基づくク

レーンの改造で下方修正した認証荷重を記録する。 
 
4.7.1.1 試験荷重（テストウェイト） クレーンの試験は、試験荷重を利用して行われ

なければならない。ダイナモメーターの使用は、試験荷重をつり上げる代わりとして認

められない。クレーン試験用（および試験荷重が使われる玉掛用具の試験用）の各試験

荷重には、固有の識別番号およびポンドでの重量を表示しなければならない。表示重量

は、秤または他の計量器で計量した実際の重量でなければならない。固体重量は、国家

基準技術庁 (NlST) の追跡管理が可能な最少誤差精度±2 パーセントの較正済み計量器

で計量されなければならない（すなわち、表示重量は実際の重量に対して±2 パーセン

トの誤差範囲内にあるものとする）。移動式クレーン、屈曲形ブームクレーン、および

伸縮形ブームクレーンなどの試験を除いて、ウォーターバッグ型荷重の使用が可能であ

る。ウォーターバッグ型荷重は、OEM の推奨に従い使用かつ保管されなければならな

い。バッグ内の水量の計量に使われる計量装置または計器は、NlST の追跡管理が可能

な機器で毎年較正を受け、さらにその荷重が最少誤差精度±2 パーセントの精度を確保

しなければならない。上述の較正および精度に関する要件を満たす荷重表示計 (LID) 
は、計量装置の替わりに使用可能である。試験荷重の一覧表を識別番号および重量と一

緒に保管しなければならない。この一覧表は、試験荷重の質量を計量した計量器の形式

と識別番号（または他の表示形式）を含まなければならない。試験荷重またはつり具の

取付け位置が複数の試験荷重（例、積み重ねられた荷重またはアイプレートからつり下

げられた複数の荷重）を支えるとき、総使用荷重を該当の試験荷重またはつり具の取付

け位置に表示しなければならないる。積み重ね可能な試験荷重は、OEM または部隊の

技術部門の指示に従った玉掛けとつり上げが行われなければならない。 
 
4.7.2 巻上装置のロールバック クレーンが付則 A に定義する巻上装置のロールバッ

クを起こしたとき、該当のクレーンを使用中の部隊は、以下の項目を確実に実施しなけ

ればならない。 
 

a. そのロールバックの状態が該当のクレーン特有の状態かどうかを判断する。

特有の状態でない場合、適切な是正措置を講じなければならない。 
 
b. そのロールバックの特性は、該当の機器を現状の目的に継続して使用する妨

げとなっていないことを確認する。特有のロールバックの状況および継続使用に

関る決定の記録を該当のクレーンの機器経歴ファイルに保存しなければならな

い。 
 
注記：この状態の試験は、メカニカルロードブレーキを備えるクレーンには必要ない。

ただし、メカニカルロードブレーキ、マイクロプロセッサ制御式の駆動装置、およびブ

レーキセンサースイッチを備える巻上装置は、そのブレーキセンサースイッチを OEM
仕様に従って調整しなければならない（付則 D の 24 項目を参照）。 
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4.7.2.1 認証荷重以下での巻上装置のロールバック クレーンの認証荷重以下でロール

バックが発生したクレーンの場合、該当のクレーンを使用中の部隊は、以下の項目を確

実に行わなければならない。 
 

a. 各速度ノッチでロールバックが発生する最小荷重を調査する。これは、一度

だけの試験である。ロールバックが発生する荷重を該当のクレーンに明確に表示

しなければならない。さらにその荷重を該当のクレーン経歴ファイルに記録しな

ければならない。 
 
b. クレーンの玉掛作業員およびオペレーターは、その機器の特性に関する具体

的な教育を受ける。 
 
c. ロールバックの状態またはロールバックが起こる付近でつり荷を取り扱うた

めに、その付近でのつり荷の取り扱いまたは着地に関る特別な注意を要求する手

順を定める。 
 
4.8 貨物運搬に使用するクレーン、デリック、および他の装置ならびに船の建造、修

理、および解体に使用するフローティングクレーンおよびフローティングデリック（バ

ージに搭載した移動式クレーンを含む）の第三者認証 貨物運搬に使用するクレーン、

デリック、および特定の装置など（4.8.2 項を参照）ならびに船の建造、修理、および

解体に使用するフローティングクレーンおよびフローティングデリックは、OSHA 規則

に基づき OSHA 公認の認証機関による認証を受けなければならない。海軍クレーンセ

ンターは、本書の要件に基づき海軍が所有するクレーンの第三者認証機関として OSHA
の公認を受けている（海軍クレーンセンターは、契約業者またはベースオペレーティン

グサービス (BOS) 契約業者が所有するクレーンの第三者認証ができない）。第三者認

証に関する要件は、米国および米国領域内の海軍部隊のクレーンおよび他の装置に適用

される。 
 
注記：貨物運搬用に第三者認証が必要か否かを決定する要因は、場所ではなく、該当の

クレーンが行う作業の種類（つまり、貨物の運搬）である。第三者認証は、艦船の貯蔵

庫への積み込みには必要ない。ホース類および船用桟橋のつり上げには、第三者認証を

要しない。1998 年１月 21 日付け施行の 29 CFR 1918.1 に従い、陸上専用のクレーンお

よびデリックを利用する貨物の運搬には、29 CFR 1917 が適用される。貨物運搬用にバ

ージ（台船）に搭載した移動式クレーンには、引き続き 29 CFR 1918 が適用される。以

下は、これらの規定の認証要件の履行に関する海軍方針である。 
 
4.8.1 クレーンおよびデリック 本書に従い保守、検査、認証を受ける海軍所有のクレ

ーンおよびデリックの場合、第三者認証を海軍クレーンセンターが実施しなければなら

ない。この第三者認証は、4.1 項に記述の認証担当官による認証とは別に行われるもの

である。契約で運転または管理される（例、BOS 契約）海軍所有のクレーンおよびデ

リックの場合、部隊は、該当するクレーンの海軍クレーンセンターの第三者認証要件を

契約担当官が確実に契約に加えるようにさせなければならない。認証手順については、

付則 M を参照のこと。 
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上述の作業に使用する他のクレーンおよびデリック（レンタル、リース、および契約業

者が所有し運転するクレーンおよびデリックを含む）の場合、第三者認証は、OSHA 規

則に従い OSHA 公認の認証機関によって行われなければならない（または OSHA 公認

の州立プログラムを持った州に対する州立の公認機関からの第三者認証）。現在認定を

受けている機関の一覧は、OSHA の地区オフィスから入手可能である。11.4.1 項で要求

する認証とは異なる時期に第三者認証を受け、さらに本書の要件よりも高い試験荷重の

割合での荷重試験を受けた長期（４箇月を超える）BOS 契約業者がリースしたクレー

ンおよびデリックは、有資格者による状態検査を受け、さらに署名を得なければならな

い。NAVFAC P-307 の認証と異なる時期に行われた第三者認証荷重試験は、NAVFAC 
P-307 の認証を無効にしない。 
 
注記：貨物運搬に使用するクレーンおよびデリックは、OSHA 要件に適合した LID ま

たはそれに相当する装置を具備していなければならない。その LID は、クレーンに組

み込まれていたり、表示計がクレーンの運転室内に備わる場合にはフックに取付けられ

ていたりする。クレーンを貨物運搬に使用するとき、貨物の重量が 11,200 ポンド未満

であることが明確（すなわち、品物の重量が表示されている）となっており、この

11,200 ポンドが実際の使用条件下で可能な最大作業半径での該当のクレーンの認証荷重

を下回る場合、LID は必要ない。また、貨物運搬に使用するポータルクレーンおよび橋

形クレーンは、OSHA 要件に適合した風力指示計を具備しなければならない。 
 
4.8.2 貨物運搬に使用するクレーン用つり具装置および他の玉掛用具 （第三者認証を

要するクレーン用つり具装置の例として、コンテナスプレッダ、スプレッダビーム、特

殊貨物用つり具、および特別に製作した付属品を備えるバーパレット用つり具がある） 
 
1998 年１月 21 日以降に購入または製造したつり上げ荷重が 10,000 ポンド以上を持つク

レーン用つり具装置（すなわち、汎用の玉掛用具は含まれない）は、使用前に OSHA
公認機関による第三者認証を受けなければならない。該当のスプレッダまたは装置が荷

重試験を要する修理を受けない限り、これは一度限りの第三者認証である。荷重試験を

要する修理を受けた場合、第三者認証が別途必要となる。貨物運搬に使用する海軍所有

の装置の場合、第三者認証を海軍クレーンセンターが行うものとする、さらに第三者認

証には、検査および表 14-1 に記述の試験荷重の割合による荷重試験を取り入れなけれ

ばならない。該当の OEM による荷重試験の証明を該当の部隊による荷重試験の代わり

として認める。第三者認証を該当機器の機器経歴ファイルにその機器の寿命まで保管し

なければならない。貨物運搬に使用する契約業者所有の装置の場合、29 CFR 1917.50 (c) 
の要件が適用される。第三者認証は、1998 年１月 21 日以前に購入または製造したつり

上げ荷重が 10,000 ポンド以下のつり具装置には必要ない。貨物運搬に使用する他の玉

掛用具の場合、第三者認証は必要ないが、該当の OEM から初回の耐力試験が必要であ

る。 
 
貨物運搬に使用するスリングおよび 14.8 項に該当する用具については、該当の OEM か

ら耐力試験証明書が必要である。耐力試験の割合は、表 14-1 から得るか、表 14-1 に指

定がない場合、該当する ASME から得なければならない。 
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4.9 バージ（台船）または浮き構造物などに一時的に搭載した移動式クレーン 陸上

での使用許可を受けた移動式クレーンは、以下に詳述する要件を満たした後にバージま

たは浮き構造物等（浮き桟橋など）に搭載が可能である。 
 
4.9.1 搭載する移動式クレーンの選択およびつり上げ能力の引き下げ 該当部隊の技術

部門は、作業に適した能力の移動式クレーンを選択しなければならない。該当 OEM の

定格総荷重表および陸上での荷重試験に基づく使用許可認証は、移動式クレーンをバー

ジ（または浮き構造物など）に搭載するときに無効となる。バージの復元力の計算を行

い、必要に応じて以下に記述の最大横傾斜および最大縦傾斜量に基づいた下方修正した

定格総荷重表が該当部隊の技術部門によって定められ、該当の使用許可認証担当官から

その承認を得なければならない。技術的な解析には、該当のクレーンがバージのデッキ

上を移動するのかどうか（空フックまたは品物をつり上げ時）、移動が認められる具体

的な場所に、および必要となる敷板について含まれていなければならない。該当の部隊

は、品物の重量、品物の運搬範囲、および水中の潮流などの要素などを参考にして、さ

らなる下方修正の必要性を判断しなければならない。浮き構造物が UFC 4-152-01 また

は MIL-HDBK 1025/1 の要件を満たす場合、該当の移動式クレーンのつり上げ能力の引

き下げ、浮き桟橋の安定度の計算、または追加の荷重試験は、必要ない。 
 
4.9.2 荷重試験 該当のクレーンは、該当のバージ上で荷重試験を受け、再認証を受け

てから使用に供しなければならない。試験荷重は、下方修正した定格総荷重表中の値の

100 (+5,-0) パーセントでなければならない（これらのクレーンが第三者認証を受けてい

る場合、110 (+5,-0) パーセントでなければならない）。横傾斜および縦傾斜量は、荷重

試験中に３度以内、かつ、該当のクレーン製造者の要求範囲内でなければならない。さ

らに、荷重試験中に最低 12 インチの乾舷を保たなければならない。下方修正した定格

総荷重表での試験には、付則 E のアウトリガパッドおよび旋回ブレーキに最大荷重を

負荷する試験のみを取り入れる必要がある。ただし、部隊の技術部門が必要な試験がど

れか決定できない場合、付則 E の試験すべてを行わなければならない。該当のクレー

ンがバージから降ろされ、再びバージに搭載された場合、該当のクレーンまたはバージ

の設定に変更がなく、かつ、該当のバージに搭載したクレーンの積み降ろしに AEP と

同様の管理組立手順を利用するならば、上述の荷重試験を該当の年次認証期間中に再度

行う必要はない。該当のバージでの荷重試験を最低年１回行わなければならない。 
 
4.9.3 バージデッキの選定および解析 該当部隊の技術部門は、想定されるクレーンア

ウトリガ（またはクローラ）荷重およびタイダウン荷重に対するバージデッキ構造の解

析を行うものとする。アウトリガまたはスタビライザを具備しないクローラクレーンを

除き、該当のクレーンは、アウトリガまたはスタビライザを具備し、さらにアウトリガ

またはスタビライザを接地した状態で使われなければならない。アウトリガまたはスタ

ビライザを木製の敷板または防滑性複合材または合成ブロック材の上に設置しなければ

ならない。該当のクレーン車台を横方向の荷重を抑える固定用具でバージのデッキに固

定しなければならない。固定用具のサイズは、該当部隊の技術部門によって想定される

最大横方向荷重に基づいて求められていなければならない。その固定用具は、該当のク

レーンがアウトリガまたはスタビライザで完全に浮き上がったときにわずかな弛みがな
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ければならない。建設に使用するクレーンの場合、該当の部隊は、該当のバージまたは

浮き桟橋が複数の水密縦隔壁で細かく区切られた船体であることを確認しなければなら

ない。該当のバージは、検査および排水のために空所区画に立ち入りが可能でなければ

ならない。 
 
4.9.4 定格総荷重表の掲示 バージに搭載したクレーンの定格総荷重を示す定格総荷重

表が運転室内に掲示されていなければならない。さらに以下に記述する運転時の縦揺れ

と横揺れ、および風速制限が掲示されていなければならない。 
 
4.9.5 横傾斜計、縦傾斜計、風速計、および作業半径表示計 ２分の１度単位で読み取

り可能な船舶用横傾斜計と縦傾斜計が運転室内に具備されていなければならない。さら

に、風速計および作業半径表示計が具備されていなければならない。 
 
4.9.6 第三者認証に関する要件 アメリカ合衆国およびその管轄地域内の海軍部隊にお

いて船舶の建造、修理、解体、または貨物搬送のためにバージに搭載した移動式クレー

ンには、付則 M に基づく海軍クレーンセンターによる第三者認証が必要である。移動

式クレーンを陸上での使用に戻すとき、最大定格総荷重での再使用許可認証は、必要な

い。 
 
4.9.7 運転上の追加要件 つり上げを静穏な海上でのみ行わなければならない。バージ

の運転時の縦揺れおよび横揺れは、３度を超えてはならない。該当のクレーンは、バー

ジでの使用においてそのクレーン OEM が許可する風速または OEM の指針がない場合

15 ノット（持続的または突風）を超える風速下で運転してはならない。さらに、最低

12 インチの乾舷を確保しなければならない。下部全体があらゆるつり上げ操作の間水

中に沈んでいなければならない。 
 
4.9.8 再使用許可認証の要件に関する例外 部隊が特定のバージ上で同種のクレーンを

複数使用し、その部隊が該当のクレーンをそのバージに搭載および降ろすための管理手

順を作成したとき、特定のバージ上で行う１台の移動式クレーンの試験は、該当のバー

ジ上で同種のすべてのクレーンを試験する役割を果たすこととなる。搭載管理手順は、

特定のバージまたは同様の横傾斜および縦傾斜量を持つバージ上で旋回ブレーキの試験

を指示しなければならない。 
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状態検査および試験証明書 

部隊 建物/場所 
クレーン
No. 

形式 OEM 定格荷重 認証荷重 
OEM 定格荷重と異なる場合は理由を備考欄に記入 

主巻  lbs.  feet 主巻  lbs.  feet 
補巻  lbs.  feet 補巻  lbs.  feet 

ホイップ  lbs.  feet ホイップ  lbs.  feet 
                    

□ 年次使用許可認証 □ 
仮再使用許可認証 
（理由を記入）   付則 E中で該当する試験手順段落 

（該当する補助段落を含む） 

□ 
４年毎の荷重試験（クレーンが４年毎の計画に該当して荷重試験を

受けるとき、記入する） 
               

前回の荷重試験日  
 

               

                
カテゴリー１クレーン                

ブーム長 試験荷重 
% 

最小半径 ロードモ－メント 
または最大半径                

ホイスト Pounds Feet Pounds Feet                
主巻                          
補巻                          
ホイップ                          
その他                          
フックトラム測定値 基準寸法 試験前 試験後                
主巻用フック                     
補巻用フック      証明書 

本証明は、検査および試験が現行の NAVFAC P-307
に定める手順に準拠して行われた事を証明する。上

記のクレーンは、当該クレーンの認証荷重を問題な

くつり上げられることを証明する。 

ホイップ用フック       
その他       

カテゴリー２クレーン 

ホイスト 試験荷重% ポンド フックトラム測定値 
基準寸法 試験前 試験後  

主巻            
補巻           試験監督者（署名） 日付 
その他             

カテゴリー３クレーン 検査担当者（署名） 日付 

ホイスト 試験荷重% ポンド フックトラム測定値   
基準寸法 試験前 試験後 検査担当者（署名） 日付 

主巻        
補巻      使用許可認証担当官（署名） 日付 
その他        
フック NDT から起算した年次使用許可認証 有効期限日 
フックの材質および製造方法   

  
備考 

*移動式クレーンの場合、すべての試験荷重と設定を記入（例、側方荷重または後方荷重、ブーム伸張または格納、タイヤ接地でのつり

上げ、走行等）図 4-2 を使用 

図 4-1  
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状態検査および試験証明書 

（移動式クレーン試験の補足） 
 

認証を受けたクレーンの形式に該当する箇所を記入する。該当しない設定には N/A と記入する。 

クレーン No. 

ラティスブームクレーン 伸縮ブームクレーン 

ブーム長（フィート） 

アウトリガ設置 試験荷重 作業半径 アウトリガ設置 試験荷重 作業半径 ブーム長 

最大認証荷重   最大認証荷重    

ロードモーメント   ロードモーメント    

自由降下モード   自由降下モード    

タイヤ接地（静止状

態） 
試験荷重 作業半径 タイヤ接地（静止状

態） 試験荷重 作業半径 ブーム長 

最大認証荷重   最大認証荷重    

タイヤ接地またはクローラベルト（つり上げおよび走行） 
（設定について記述および試験荷重・作業半径を列挙す

る） 

タイヤ接地（つり上げおよび走行） 
（設定について記述および試験荷重・作業半径・ブーム長さを列挙す

る） 
 

 
該当する場合、補助機器を含むその他の設定について（設定について記述および試験荷重/作業半径を列挙する） 

 
図 4-2 
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クレーン状態検査記録 
注記：分解せずに容易に近づける構成部品を検査する 

クレーン番号： タイプ： 場所： オペレーター名： オペラーター免許証番号： 

検査の目的 凡例 

A：荷重試験後 

B：荷重試験前 

D： 荷重試験中 

検査開始日： 検査完了日： 

項目 

番号 
状態検査項目 B D A 検査員 

ｲﾆｼｬﾙ 

1 構造部品に損傷や劣化した部材がないか調べる。締付具に緩みや欠落

がないか、溶接部に亀裂がないか調べる。 

    

2 
ワイヤロープに摩耗、素線切れ、腐食、キンク、損傷したストラン

ド、圧潰や偏平部がないか調べる。ソケットの状態、端末接続部、お

よび潤滑状態を調べる。 

    

3 フックに亀裂、鋭利な縁、当たり傷、変形がないか調べる。自由に旋

回するか調べる。 

    

4 

すべてのクレーンのホイストブレーキとクラッチ、フローティングク

レーンの旋回ブレーキについて、状態、摩耗、調整状況、作動を調べ

る。水平移動用ブレーキおよびクラッチについても抜き取りで状態、

摩耗、調整状況、作動を調べる。 

    

5 

コントローラおよびコントローラ構成部品の状態および正常な作動を

調べる。非常用またはバックアップコントローラを備えるクレーンの

場合は、保守検査または状態検査のいずれかで、すべてのコントロー

ラを操作試験しなければならない。保守検査で操作試験を実施した場

合は、備考欄にそのコントローラを記録する。 

    

6 モータの状態および正常な作動を調べる。 
    

7 

リミットスイッチの状態および正常な作動を調べる。フック下限リミットス

イッチ（ドライドックまたはピット作業用に設定されたもの）の検査または

確認、および非常用上限リミットスイッチの検査または確認は、状態検査に

代えて保守検査で実施することができる。保守検査で実施した場合は備考欄

に記録する。 

    

8 
認証時に荷重試験を行う場合は、付則 C または D に従い、LID、荷重

警報装置、荷重停止装置の状態および作動精度を調べる。これを保守

検査で実施した場合は備考欄に記録する。 

    

9 機械系部品（シャフト、カップリング、ギヤ、軸受けなど）の状態と

作動を調べる。 

    

10 シーブの状態、ベアリングの緩みや不整合の兆候を調べる。 
    

11 車輪、車軸、トロリレール（該当する場合）の偏磨耗、亀裂、状態を

調べる。ベアリングの緩みや不整合の兆候を調べる。 

    

12 ロードチェーンおよびスプロケットの状態と作動を調べる。 
    

13 能力表示またはフック荷重表示がオペレーターまたは玉掛作業員の視

認範囲にあることを確認する。 

    

図 4-3 (1 of 2)  
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項目 

番号 
状態検査項目 B D A 検査官 

ｲﾆｼｬﾙ 

14 運転室の清潔さおよび機器の作動を調べる。 
    

15 機械室や周辺の清潔さ、適切な安全ガード、警告標識、工具および機

器の保管状況を調べる。 

    

16 指示器、表示灯、計器、警告装置が正常に作動することを確認する。 
    

17 消火設備の検査が最新であることを確認する。 
    

18 圧力容器の検査証明書が掲示され、最新であることを確認する（UFC 
3-430-07 等の適用文書を参照）。 

    

19 アウトリガ、パッド、ボックス、楔、シリンダーマウント、水平器の

状態と作動を調べる。 

    

20 
タイヤ、クローラ、走行装置、操舵、ブレーキ、固定装置の状態と作

動を調べる（移動式クレーン、移動式ボートホイスト、タイヤ式ガン

トリークレーン、特定の屈曲形ブームクレーンに適用）。 

    

21 付則 C に従い、半径計またはブーム角度計の精度を確認する（保守検

査で実施した場合は備考欄に記録）。 

    

22 パウル、ラチェット、旋回ロックの係合状態を調べ、インターロック

の作動を調べる。 

    

23 エア装置のタンク、配管、バルブ、ドレン、フィルター、他の構成部

品の漏れおよび作動を調べる。 

    

24 油圧装置のタンク、ポンプ、モータ、バルブ、配管、シリンダーその

他構成部品の漏れおよび作動を調べる。 

    

25 エンジンおよびエンジン発電装置の状態と作動を調べる。 
    

26 カウンターウエイトおよびバラストの状態、締付具に緩みや欠落がな

いかを調べる。 

    

27 バージ区画（空所区画）のカバーボルトが取り付けられていることを

確認する。 

    

28 横傾斜計（リスト）および縦傾斜計（トリム）の精度を設計データま

たは過去の試験成績と照合して確認する。 

    

29 旋回ローラーパス組立、センターピン支持部の状態と作動を調べる。 
    

30 旋回輪ベアリングの状態と作動を調べる。 
    

31 走行台車、イコライザ、ガジョンの状態と作動を調べる。 
    

備考： 

検査員署名/日付 試験監督官署名/日付 

検査員署名/日付 検査員署名/日付 

図 4-3 (2 of 2) 
 
 



4-23 

 
クレーン状態検査記録 

不良項目 
シート____ OF _________ 

クレーン 

注記：不合格と判断した項目について説明し、是正措置のために発行された SRO/WO 番号を列記する。不合格項目の是正を済ま

せた、または現状の状態を容認したことを確認するための署名と日付を記入する。延期した項目について該当の SRO/WO 欄に

“D”と注釈を付けて識別する（修理の延期に関する要求事項は第 3 章を参照のこと）。 
項目

番号 不具合内容 SRO/WO 
番号 

是正措置の確認 
（署名と日付） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

機械系検査担当員（署名） 日付 電気系検査担当員（署名） 日付 

機械系検査担当員（署名） 日付 電気系検査担当員（署名） 日付 

機械系担当保守員（署名） 日付 電気系担当保守員（署名） 日付 
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第５章 
機器経歴ファイル 

 
5.1 機器経歴ファイル 各部隊は、クレーン毎に専用の機器経歴ファイルを設け、そ

れを管理しなければならない。この機器経歴ファイルは、表 5-1 に示す書類を記述の保

管期間のとおり保管しなければならない。この機器経歴ファイルを政府監査機関（例、

アメリカ労働省労働安全保健局、海軍クレーンセンター）の要求に応じて提供できなけ

ればならない。便宜上、そのファイル類を一つの保管場所にまとめて保管する場合があ

るが、機器経歴の一部を要求に応じて提供できるならば、それらを分けて保管すること

が可能である。機器経歴ファイルの電子版も認める。 
 
該当の使用許可認証担当官は、機器経歴ファイルが紛失または破損した場合に、クレー

ンが引き続き認証可能かどうかを判断しなければならない。 
 

表 5-1 
機器経歴ファイル 

 書類 最低保管期間 
1 MISR 類（日程計画基準であること、エンジン稼動時間、また

は歴月であることを記す） 
 

1.1 タイプ｢A｣検査 最新と過去２年間（暦基準の

場合）または最新と過去２年

間（エンジン稼動時間基準の

場合） 
1.2 タイプ｢B｣検査 最新と一つ前の分 
1.3 タイプ｢C｣検査 最新と一つ前の分 
1.4 タイプ｢年次｣ 最新と一つ前の荷重試験年 
2 ODCL（運転室無カテゴリー３ブリッジ、ガントリー、および

壁クレーンの月例点検表）オペレーターが実施する潤滑を記録

するために利用する ODCL については 3.6.3 項を参照。 

当月と前月の点検表（建設に

使用するクレーンの場合、最

新月と過去２箇月）第三者認

証を取得したクレーンの場

合、最新月と過去５箇月分 
3 SRO、WO、または他の作業指示書  
3.1 荷重支持部品、荷重制御部品、および運転安全装置 ７年 
3.2 その他すべて １年 
3.3 クレーン改造を指示する作業指示書 クレーンの寿命 
4 非破壊検査報告書 最新（構成部品の場合） 
5 CCIR 現行（仮および延長を含む）

と一つ前の荷重試験年 
6 状態検査および試験の証書 最新（仮および延長を含む）

と一つ前の荷重試験証書 
7 第三者認証（該当するクレーンの場合） 最新の証書と一つ前の証書 
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表 5-1 
（続き） 

 書類 最低保管期間 
8 新規クレーンのワイヤロープおよび既設のクレーンの交換用ワ

イヤロープ（静索を含む）の破断荷重（強度）証明書 
該当のロープが最低公称破断荷重を満たすことを証明する該当

ロープ製造者の証明書または該当のリールから取り出した試料

で試験が行われた実際の破断荷重の証明書 
 
注記：貨物搬送に使用するクレーンの場合、動索のワイヤロー

プの証明書は、該当のクレーンの年数にかかわらず必須であ

る。その証明書は、実際の破断荷重の証明書とする） 

最新 

9 クレーンの改造 クレーンの寿命 
10 報告義務のある不具合 3.2.3項を参照 ７年 
11 該当する場合、購入契約書（入手可能な場合）、技術仕様、改

造、RCDR 類と例外、製品データ、原本図面、および竣工図 
クレーンの寿命 

12 事故報告書、損傷を招いた想定外の事態報告書 クレーンの寿命 
13 フックの２点間距離の基準寸法 クレーンの寿命 
14 認証荷重を超える運用上のつり上げ クレーンの寿命 
15 仕様明細書 フックの寿命 
16 クレーン受け入れ試験（入手可能な場合） クレーンの寿命 
17 AEP クレーンの寿命 
17.1 使用しているとき、記入済み AEP または署名シート  ７年 
18 クレーンローラーの隙間の許容基準値 クレーンの寿命 
19 旋回輪ベアリングの隙間の実測値 クレーンの寿命 
19 旋回輪ベアリングの締め付け確認、緩みのある締付具の記録、

MISR 検査オプション C49 b の記録 
締付具の寿命または任意 

20 オイル分析または振動解析記録 構成部品の寿命 
20.1 （代わりに、内部ギヤ検査報告書） 最新 
21 フローティングクレーンの材料検査報告書（OPNAVINST 4780.6

に基づく） 
最新、施設の利用可能時期の

免除を含む 
22 付則 Cおよび Dに基づくカップリング調整記録 最新 
23 潤滑記録（SRO、WO、TWD、ODCLなど） １年 
24 ホイストロールバックの記録 クレーンの寿命 
25 管理分解・再組立て手順 クレーンの寿命 
25.1 使用しているとき、手順書一式 7年 
26 ホイストブレーキアクチュエーター用皿バネの周期限界 構成部品の寿命 
27 単体のホイストブレーキアクチュエーター用皿バネの周期数 最新 
28 油圧型移動式クレーン OEM検査および巻上ドライブの交換間

隔。クレーンまたは構成部品の年代 
クレーンまたは構成部品の寿

命 
29 荷重停止装置の設定（6.10 項を参照） クレーンまたは構成部品の寿

命 
30 NAVFACINST 11230.1に基づくレール証明書の写し 現行の認証 
31 保守検査、潤滑、または保守の延期および理由（3.7 項参照） 最新 
32 フックの材質の種類およびフックの製造方法（入手可能な場

合） 
フックの寿命 
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33 3.3.2および 10.3.1項に基づき受け取った OEM保守および安全

情報 
クレーンまたは付属部品の寿

命 
34 フローティングクレーンのバージ保守の記録（OPNAVINST 

4790.4およびバージ OEM に基づく） 
現行年と前年 

35 巻上装置の非常用リミットスイッチ試験の記録（MISR 項目 C 
64または D 29に基づく） 

最新 

36 SPS ワイヤロープソケットのシャルピーVノッチ試験結果書類 クレーンまたはソケットの寿

命 
37 クレーン構成部品の設定調整（6.4.4 項を参照） クレーンまたは構成部品の寿

命 
38 CSA または調達契約により要求するサイバーセキュリティデー

タ 
クレーンまたは構成部品の寿

命 
 
 
 
  



5-4 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（余白） 



6-1 

第６章 
改造および技術管理 

 
6.1 クレーン改造申請書 改造は、海軍クレーンセンターが定めるクレーン改造申請

書 (CAR) を使用して記録しなければならない（図 6-1 参照）。 
 
6.2 海軍クレーンセンター承認の改造 特に記載のない限り、荷重支持部品、荷重制

御部品、または運転安全装置（第 14 章に記載されたホイスト、クレーン、およびその

構造物に含まれるこれらの部品・装置を含む）に対する改造は、海軍クレーンセンター

の承認を要する。荷重支持部品、荷重制御部品、および運転安全装置の定義と例につい

ては、それぞれ付則 A および付則 F を参照すること。改造の申請は、担当部隊が責任

を持って作成する。可能であれば、該当クレーンまたは構成部品の OEM からの同意も

得ることが望ましい。申請には、改造内容の詳細な説明に加え、必要に応じて仕様書、

設計計算書、図面、部品表などを含めること。海軍クレーンセンターにより承認された

改造については、機械加工の詳細や軽微な変更などの理由により、所属部隊の技術部門

の承認を得たうえで、SRO、TWD、WO、または他の作業指示書に変更内容を記録して

修正することができる。海軍クレーンセンターにより条件付きで承認された改造につい

ては、特に指示がない限り、再申請は不要である。再提出に関する海軍クレーンセンタ

ーからの見解や指示には従わなければならず、その受諾および反映状況はすべての作業

指示書に記録されなければならない。CAR および海軍クレーンセンターの審査方針に

関する詳細な手順については、付則 O を参照すること。 
 
注 海軍クレーンセンターは、すべての承認済クレーン改造の記録を保持している。改

造を計画している部隊は、要請に応じてこれらの記録の提供を受けることができる。 
 
6.2.1 必須改造 必須として指定された改造は、指定されたすべてのクレーンに対して

実施しなければならない。これらは次の４つの区分に分類される。 
 

a. 必須 - 即時 改造が完了するまで、当該クレーンを使用停止としなければな

らない 
 

b. 必須 – 期限付き 実施期限が定められている（例、90 日以内）。それまでの

間、当該クレーンの使用は可能である。 
 

c. 必須 - 必要時 この種の改造は、過去に特定のクレーンまたは構成部品に対

して欠陥を是正するために実施されたものであり、同様の不具合が同一機種で発

生した場合には、同様の改造を行わなければならない。 
 

d. 必須 - 特定の現場向け 特定の部隊またはクレーンに対して個別に承認され

た改造。これは、環境条件や特定の作業条件に起因する場合がある。 
 



6-2 

海軍クレーンセンターは、これらの必須改造を発行する際に図 6-2 を使用する。部隊

は、改造を完了した際に、図 6-2 を使用してその旨を海軍クレーンセンターに報告しな

ければならない。E-メールまたはファックスでの提出が認められる。 
 
6.2.2 クレーンの標準改造 海軍クレーンセンターが発行する標準改造は、適用範囲が

広く、任意であり、すべての WHE に該当する場合がある。例としては、締結部品の代

替、ワイヤロープの代替、ホイスト、ホイスト、トロリーアセンブリの交換などがあ

る。最新の標準改造一覧については、海軍クレーンセンターのウェブサイト 
(https://ncc.navfac.navy.mil) を参照すること。一部の標準改造では、個別のクレーン改造

を作成し、今後の参照のために機器履歴ファイルに保存する必要がある。各標準改造に

記載された指示に従うこと。 
 
6.2.3 海軍クレーンセンターが管理するクレーンの近代化または分解修理契約 改造が

契約に基づいて実施され、かつ海軍クレーンセンターが技術的な主担当機関である場

合、追加の改造承認は不要である。海軍クレーンセンターが承認した契約仕様書または

図面あるいは両方が、改造の承認として機能する。 
 
6.3 特定の部隊で承認するクレーンの改造 荷重支持部品、荷重制御部品、または運

転安全装置に関わらず、以下に示す制限事項に該当しない WHE の改造については、部

隊で承認することができる。部隊による承認改造は、該当する技術部門が作成するもの

とし、提案する改造内容を詳細に記述し、必要に応じて、仕様書、設計計算書、図面、

材料明細書などを添付しなければならない。これらの改造は、工場の作業指示書の形式

であってもよいが、海軍クレーンセンターの CAR のカバーシートを添付する必要があ

る。部隊で承認された改造は、承認後 14 日以内に、情報提供の目的で海軍クレーンセ

ンターに提出しなければならない。要件を満たさない場合、海軍クレーンセンターはこ

れらの CAR を再分類し、返送する。返送時には、追加で必要な書類や措置が記載され

る。部隊で承認された改造については、機械加工の詳細や軽微な変更などの理由で、作

業指示書等に記録し、技術部門の承認を得たうえで修正することができる。 
 
6.3.1 過去の海軍クレーンセンターの承認に基づく改造 海軍クレーンセンターが過去

に特定のクレーンに対して承認した荷重支持部品、荷重制御部品、または運転安全装置

の改造については、同一部隊内における同型のクレーンに同一の改造を行う場合に限

り、部隊によって承認することができる。ただし、海軍クレーンセンターは、

NAVCRANECENINST 11450.2 の最新版に適合しない部隊承認改造について、再分類ま

たは承認しないことがある。 
 
6.3.2 荷重支持部品、荷重制御部品、および運転安全装置に影響を与えない小規模の改

造 荷重支持部品、荷重制御部品、または運転安全装置ではない物を取り付ける改造で

あっても、それらが（クレーンブームを除く）荷重支持部品や荷重制御部品に取り付け

られる場合には、部隊によって承認することができる。このような取り付けには、アメ

リカ溶接協会 (AWS) の手順または海軍の同等基準に準拠した溶接方法や、締結具のた

めの小径穴の穿孔などが含まれる。これらの改造は、荷重支持部品または荷重制御部品

の強度を実質的に低下させたり、その機能を変更したりしてはならない。 
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6.4 追加要件および例外事項 
 
6.4.1 OEM のつり上げ能力の変更 OEM が公表または表示した定格荷重（つり上げ能

力）の変更は、以下のように改造として扱われる。 
 
6.4.1.1 機器に関連する変更 荷重支持部品、荷重制御部品、または安全装置の劣化や

不具合を理由に、OEM が設定した定格荷重を変更することは禁止される。原設計に起

因する誤りが判明したことによる定格荷重の引き下げについては、個別に海軍クレーン

センターが審査する。 
 
6.4.1.2 環境、運用、および操作に関連する変更 運用条件の悪化（例、基礎や支持構

造の制限、軌道や地盤の状態、バージ上での運用などの危険性）を理由に定格荷重およ

び巻上げ・旋回・走行速度を引き下げる場合は、部隊により承認することができる。 
また、運転効率の観点から、クレーンの最大能力や最高速度を必要としない場合に行う

管理上の定格引き下げについても、部隊による承認が可能である。この項に従って引き

下げられた定格荷重を、元の OEM 定格まで再引き上げることも、部隊による承認が可

能である。ただし、その再定格にあたって、現在の認証が引き下げ後の能力に基づいて

行われていた場合には、再定格後の能力で荷重試験および認証を実施する必要がある。 
OEM の元の定格荷重を上回る変更、または OEM が存在しない場合に新たに定格を設定

する場合は、海軍クレーンセンターの承認が必要である。構成部品の設定変更を伴う速

度の引き下げについては、6.4.4 項を参照のこと。マイクロプロセッサ制御のクレーンに

関しては、6.4.5 項を参照のこと。配線変更または図面変更を伴う場合には、海軍クレー

ンセンターの承認を要するクレーン改造申請となる。詳細な指針は付則 O を参照のこ

と。 
 
6.4.2 交換部品 以下は、交換部品の使用が改造に該当するかどうかを判断するための

基準である。6.4.2.a 項から 6.4.2.f 項に該当する交換部品の使用は、改造には該当しな

い。ただし、6.4.2.a 項から 6.4.2.e 項に該当する交換部品の使用は、機器履歴ファイル、

公的図面、またはクレーン技術マニュアルのいずれかに記録しなければならない。 
 

a. 互換性 国防後方支援情報サービスデータベースにおいて、単一のナショナ

ルストック番号 (NSN) に対応する OEMの部品番号で識別される交換部品は、同

一 NSN に登録された他の OEM 部品番号と互換品として承認される。 
 

 
b. 業界標準による同等品 業界の合意標準により互換性があると認められた交

換部品および機器類は、部隊の技術部門または検査部門の承認を得ることで使用

できる。例として以下が含まれる。 
 
業界基準と互換性があり、同等とみなした交換部品および機器は、該当部隊の技

術または検査部門の承認を得ていなければならない。たとえば、AIST ブレーキ

およびミルモータ、SAE 等級のボルト、NEMA 標準サイズの接触器、AGMA 標準
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のギアカップリング、ABMA 標準サイズのベアリングなどがある。合意基準を持

つ組織には、米国電機製造者協会 (NEMA)、米国鉄工協会 (AIST)、米国自動車技

術会 (SAE)、米国ベアリング工業会 (ABMA)、米国歯車製造者協会 (AGMA)、国

際標準化機構 (ISO)、工業用締め具協会 (IFI)、および米国規格協会 (ANSI) 等があ

る。部隊は、標準同等品が密閉性、取付け方法、潤滑方式を含む形状・取付け・

機能において、OEM部品と同等またはそれ以上であることを確認しなければなら

ない。ベアリングの動荷重および静荷重定格は、用途に必要な最小静荷重を上回

っており、かつ部隊の技術部門が承認する場合に限り、OEM より低くても使用可

能である。 
 

c. 技術広報 クレーンまたは構成部品の OEMが発行した技術通達、部品通達、

その他の正式通知により、元の部品の代替として特定の部品または構成部品の使

用を認めている場合には、部隊の技術または検査部門により使用が承認されなけ

ればならない。ただし、この例外は、巻上装置、ウインチ、モータ、ギアボック

ス、電気駆動回路、ブームなどの主要構成部品には適用されない。必要に応じ

て、海軍クレーンセンターコード 03に相談すること。 
 

d. 承認済みワイヤロープ端末接続 6.9.2項に記載載されている承認済の端末接

続への変更は、例外を除き、改造には該当しない。詳細は 6.9 項の要件に従うこ

と。 
 
e. リバースエンジニアリング 部隊は、既存部品と同一の形状・機能を有する

部品を製作するために、構成部品をリバースエンジニアリングすることができ

る。 
 

f. 原仕様に基づく製作 部隊がクレーンまたは構成部品の OEM の図面、仕様

書、部品表を保有している場合には、これらの仕様に基づき、当該部品を製作ま

たは外部委託して製作することができる。 
 
g. 改造の承認を要する OEM による変更 OEM による変更とは、クレーンまた

は構成部品の修理、分解点検、再製作の契約下で OEM または OEM 認定業者が

実施する変更を指す。公認業者が行う変更のことである。このうち、OEM によ

る荷重支持部品、荷重制御部品、運転安全装置に対する変更は、海軍クレーンセ

ンターの改造承認が必要となる。OEM によるそれ以外の部品に対する変更につ

いては、部隊の改造承認でよい。 
 
6.4.3 修理 以下に例を示す。 
技術的に認められた、かつ公的に受け入れられている手順により、クレーンの構成部品

または組立品を元の状態、または事実上元の状態、寸法、または機械的特性に復元する

ことは、修理に該当し、改造には該当しない。以下に例を示す。 
 

a. クレーンブーム以外の部品に対する溶接修理で、AWS の手順または海軍の同

等手順に従って実施されるもの。ただし、フックの溶接修理は禁止とする。 
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b. 表面仕上げおよびはめ合いの復元を目的とした電気メッキ処理 

 
c. 電気接点の再仕上げ 

 
d. 旧式の材料を海軍クレーンセンター`が承認した新材料に置き換え 

 
e. 同サイズのリベットまたはボルトを海軍クレーンセンター承認のボルトやナ

ットに置き換え 
 

f. 以下のような、部品の強度を実質的に低下させず、機能を変更しない小規模

な変更 
 
(1) 表面欠陥を除去するための機械加工または研削加工 
 
(2) 寸法が合わないブッシュに対応するための機械加工 
 
(3) ブームの構成材を除く荷重支持部品または荷重制御部品に対する穴開け

や清掃 
 

(4) 基礎を水平にするための材料の削り取り 
 

(5) 調整目的で行う構成部品の軽微な位置変更 
 

g. 円筒形部品（ハブおよびシャフト）とキーまたはキー溝の組立部における元

のしまりばめまたはすき間ばめの状態を、嫌気性接着剤を用いて復元すること。

これらの接着剤は、トルクがキーなどの別の手段で伝達されている場合に限り、

トルク伝達部の嵌合修復に使用可とする。元のしまりばめまたはすき間ばめの締

め代を嫌気性コンパウンドで修復する。 
 

h. 欠陥の除去やクロスオーバーポイントの変更を目的として、ワイヤロープの

短い長さを切除すること。ただし、必要な最小捨て巻数など、すべての要件を満

たしていることが条件である。 
 
i. 油圧ホースおよびホースアセンブリの交換は、以下のすべての条件を満たし

ている場合に限り実施してよい。すなわち、当該ホースまたはホースアセンブリ

が継手の OEM が定める手順に従って組立および検査されており、かつ、SAE 
J516/J517（またはそれと同等の ISO、EN、または JIS）に従って作動圧力の 2 倍

での耐力試験試験を含む試験を受けていること。 
 
注 クレーンの標準改造に関連して現在承認されている代替材料の一覧については、海

軍クレーンセンターウェブサイト (https://ncc.navfac.navy.mil) を参照のこと。 
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6.4.4 クレーン構成部品の設定調整 クレーン OEM が指定する許容範囲や公差内で構

成部品の設定を調整することは、改造には該当しない。また、たとえばより強力なブレ

ーキスプリングなど、OEM が認める交換部品を用いた調整は、部隊で承認可能な改造

である。一方で、ブレーキまたはクレーンの OEM が定める限界値を超えるブレーキ設

定範囲または許容範囲の新たな設定（または OEM による設定範囲または公差が存在し

ない場合）については、以下の条件を満たす限り、部隊で承認可能な改造とみなされ

る。部隊の技術部門が新しい設定範囲または許容範囲の設定を指示すること。必要に応

じてその設定値の妥当性を検証するため、該当構成部品に対して荷重試験または適切な

実証試験（部隊技術部門の定義による）を実施すること。該当部隊の技術部門は、可能

であればクレーン OEM の同意を得ることが望ましい。詳細については付則 O を参照の

こと。 
 
6.4.5 マイクロプロセッサ制御クレーンの改造および要件 使用者がプログラム可能な

ソフトウェアまたはファームウェアを組み込んだマイクロプロセッサ制御クレーンに対

する変更は、以下の要件に従うものとする。 
 

a. プログラム可能なパラメーターの上限または下限を新たに設定するためにク

レーン OEM の設定を変更する行為は、海軍クレーンセンターの承認を要する改

造である。特定のドライブ OEM によって設定されたパラメーター範囲は、必ず

しもクレーンの設計仕様として許容されるものではなく、それゆえクレーン設計

許容範囲とは見なされない。また、クレーン OEM が設計許容範囲を明示してい

ない場合に、その実装パラメーターを変更することも、改造として海軍クレーン

センターの承認が必要となる。改造の適切な実施を示すため、所定の試験要件を

含めること。なお、OEM が認める範囲内でのプログラム可能なパラメーターの

調整は改造とは見なされない。 
 

b. クレーン動作または運転安全装置に関する動作制御や故障検出に関連するコ

ードの一行を変更・追加・削除することは、海軍クレーンセンターの承認を要す

る改造である。この場合も、所定の試験要件を含めること。 
 

c. コードがクレーン動作または安全装置の動作または故障検出に関与しない場

合は、当該コードの一行の変更・追加・削除は、部隊で承認可能な改造である。

この場合も、所定の試験要件を含めること。 
 

d. 故障診断または緊急対応のために、一時的にコードやパラメーターを変更・

追加・削除する行為は、改造とは見なされない。ただし、使用再開前に、コード

やパラメーターを過去に荷重試験済みの状態へ戻すことが条件である。 
 

e. 海軍クレーンセンターが調達または評価を行っていない新たなマイクロプロ

セッサ制御クレーンを導入する場合、部隊は CAR を海軍クレーンセンターへ提

出しなければならない。CAR には、そのクレーンが CSA 121A にどのように適

合しているかの記述を含めること。初回の使用許可認証の前に海軍クレーンセン

ターの承認が必要である。 



6-7 

 
6.4.5.1 例外事項 以下は、6.4.5 項に対する例外である。 
 

a. 該当のドライブ OEM および該当のクレーン OEM が改造を認めている場

合、6.4.5 項に詳述する改造は、部隊で承認が可能である。 
 
b. 6.4.5.d 項に記載のように故障診断や修理と無関係な場合、マイクロプロセッ

サドライブの自動調整は、部隊での承認が可能である。この場合、新しいドライ

ブパラメーターは記録されなければならない。 
 
c. 該当機器（例、駆動装置、LMI, LID）の OEM が提供するファームウェアの

更新は、部隊の改造として承認可能である。 
 
6.4.5.2 試験 ブレーキ設定、トルク確認、モータートルク、電流制限に影響するソフ

トウェアやパラメーターの調整・変更（保存されているか否かにかかわらず）を行った

場合は、第４章に準拠してホイスト駆動装置に対する荷重試験を実施すること。ただ

し、パラメーターが以前に荷重試験済みの設定値と完全に一致して再設定された場合に

は、試験は不要である。この場合、パラメーターが元の荷重試験済みの状態に戻された

ことを示す文書による確認が必要である。また、新たなまたは代替のマイクロプロセッ

サ制御ホイスト駆動装置を設置した場合（以前のものと同一でも）、荷重試験および使

用許可の再認証が必要となる。 
 
6.4.5.2.1 荷重試験の例外事項 以下の改造は、荷重試験を要しない。 
 

a. ソフトウェアを再び読み込ませる。正規のソフトウェアが適用されているこ

とを確認しなければならない。 
 

b. ソフトウェアの調整または変更（保存の有無にかかわらず）。ただし、ブレ

ーキ設定、トルク確認、電流制限に影響を与えない場合に限る。また、正規のソ

フトウェアが使用されていることを確認すること。 
 

c. プログラム可能なパラメーターの変更（保存の有無にかかわらず）。ただ

し、ブレーキ設定、トルク確認、モータートルク、電流制限に影響を与えない場

合に限る。また、正規のパラメーター設定であることを確認すること。 
 
6.4.6 損傷したクレーンブーム 
 
6.4.6.1 主桁材、伸縮式ブーム、および屈曲形ブームの損傷 伸縮形ブームまたは屈曲

形ブームに損傷があるクレーン、またはラチス型ブームの主桁材が鋼管または形鋼材を

問わず恒久的な構造上の損傷があるクレーンは、直ちに使用停止としなければならな

い。トラッククレーン、ラフタークレーン、オールテレーンクレーン、クローラクレー

ンのブームの多くは、軽量、薄肉、低合金高張力鋼管または他の形状の構造材で作られ

ている。それらのブームの主桁材が軽度のへこみを含む何らかの理由による損傷を受け
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ると、それらは強度を著しく減少させるため、つり上げ能力を大幅に下回る荷重であっ

ても保持できない。以下に記述する ASTM A36 開放断面鋼材を除いて溶接修理は、該

当の OEM または OEM 指定の修理工場で OEM の仕様に従い行なわれなければならな

い。また、該当の OEM が手順および仕様を提供する場合、該当の部隊が修理を行なう

ことが可能である。それらの修理は、部隊が承認する改造として処理されるものとす

る。 
伸縮形または屈曲形ブームに損傷があるクレーン、またはラチス型ブームの主桁材（鋼

管または形鋼を問わない）に構造的損傷があるクレーンは、直ちに使用を中止しなけれ

ばならない。トラッククレーン、ラフテレーンクレーン、オールテレーンクレーン、ク

ローラクレーンのブームの多くは、軽量・薄肉の高張力低合金鋼管やその他の形鋼材で

構成されている。これらのブームの主構成材が、軽微なへこみを含むいかなる損傷を受

けた場合でも、著しく強度が低下し、定格荷重を大幅に下回る荷重で破損することがあ

る。以下に示す ASTM A36 開放断面鋼材の場合を除き、溶接修理は OEM または OEM
指定の修理施設において、OEM の仕様に従って実施しなければならない。 
ただし、OEM が修理手順および仕様を提供している場合は、該当部隊が修理を行うこ

とも可能であり、その場合は部隊承認の改造として扱う。該当部隊が有資格の溶接技術

者の承認を得た溶接修理手順を作成している。修理作業がその手順に基づき認定溶接士

によって実施されることが確認されている。 
 
OEM が修理手順を提供していない場合、部隊が作成した溶接修理手順を添えて、海軍

クレーンセンターの承認を要する改造申請を提出しなければならない。 
 
なお、ASTM A36 の開放断面鋼材（および同等の溶接可能な軟鋼）で構成されたブーム

主桁材の溶接修理については、部隊作成の溶接手順を使用し、部隊承認の改造として実

施することが可能である。 
 
6.4.6.2 ブーム補助桁の損傷 補助桁に損傷のあるブームは、構造検査が実施され、損

傷の程度が評価されるまで使用を中止しなければならない。検査の結果に基づき、該当

部隊の技術部門が、当該クレーンを使用可能とするか、修理完了まで使用禁止とするか

を判断する。補助桁の修理は、OEM の指示に従って行わなければならず、部隊承認の

改造として扱う。 
 
OEM のの修理指示が入手できない場合、部隊の技術部門は修理手順を作成し、それを

添えて海軍クレーンセンターへの改造申請を提出し、承認を得なければならない。 
 
ASTM A36 開放断面鋼材（および同等の溶接可能な軟鋼材）で構成された補助桁材の溶

接修理については、部隊作成の溶接手順を使用し、部隊承認の改造として実施すること

が可能である。 
 
6.4.6.3 試験および再使用許可認証 ブームの修理後は、修理作業に対する検査を実施

するとともに、第４章に従ってクレーンの試験および再使用許可認証を行わなければな

らない。 
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6.4.7 旧式または設計基準に適合しない WHE、クレーン構成部品、および機能 
 

a. 旧式または NAVCRANECENINST 11450.2 の最新版（または WHE 製造当時に

適用された設計基準）に適合しない、またはそれ以前に設計された WHE、クレ

ーンの構成部品および機能であっても、引き続き正常に運転でき、かつ損傷や異

常の兆候がない場合は、そのまま使用を継続してもよい。ただし、健全な工学原

理に反する不適合がある場合は、実施可能な範囲で是正しなければならない。元

の構成と異なる部品または構成部品への交換は、本章の規定に従って取り扱うこ

と。 
 

b. 改造申請で、明らかに設計や材料が改良された部品への交換を提案する場合

は、設計計算書を添付せずに提出してもよい。 
 

c. 提案された交換用シャフトが、無限寿命に対する安全率 1.5 を満たさない場

合、そのシャフトの使用寿命を（保守的な負荷サイクルに基づいて）安全率 1.5 
で評価しなければならない。 

 
6.5 改造の記録 部隊または海軍クレーンセンターの承認を受けた改造に関する書類

一式（承認・施工・認証の記録）は、当該クレーンの機器履歴ファイルに保存しなけれ

ばならない。必要に応じて、該当の技術図面も更新すること。 
 
6.6 つり上げ能力の表示、制限およびクレーン識別表示 各クレーンには、オペレー

ターから見える位置に、つり上げ能力をポンド単位で表示しなければならない。海外で

は、キログラム単位での併記も許容される。橋形クレーンの場合、つり上げ能力はクレ

ーンの両側面に表示し、床から視認できるようにするべきである。OEM が提供する全

構成での使用が認証されていない場合（例、タイヤ上でのつり上げが可能だが認証され

ていない移動式クレーン）、操作上の制限や注意事項をクレーンに掲示しなければなら

ない。クレーン使用許可証には、定格荷重および試験荷重をポンド単位で記載する。一

つの建屋に複数のクレーンがある場合、各クレーンには、床上から視認できる固有の識

別表示を設けなければならない。橋梁または走行トロリに複数のトロリがある場合、そ

の構造物には最大定格荷重（ポンド単位）を表示する。。走行レール、モノレール、そ

の他のクレーン構造に荷重制限や制約がある場合（例、最大荷重をつり上げる際、２台

のブリッジクレーンの間隔が 20 フィート未満では操作不可など）、その制限をクレー

ン上に明示しなければならない。 
 
6.7 安定度試験および定格荷重の決定（中古および改造したクレーン） 新規に調達

された中古のトラッククレーン、ラフテレーンクレーン、オールテレーンクレーン、ク

ラッシュクレーン、汎用トラック積載形クレーン、屈曲形ブームクレーン、およびクロ

ーラクレーンについては、次の条件に該当する場合、初期の安定度試験を実施しなけれ

ばならない。対象クレーンの OEM が提供する荷重および安定性に関するデータが入手

できない場合。取得部隊が、過去に実施された改造が安定度に影響を与えている可能性

があると判断した場合。さらに、クレーンの安定性に重大な影響を与える改造が行われ
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た場合には、安定度試験を実施すること。試験の要否は、部隊の技術部門が判断する。

安定度試験および定格荷重の評価は、以下の手順に従って行うこと。 
 
6.7.1 安定度の領域 安定度に基づくつり上げ能力の決定は、各種マウント形態ごとの

指定されたブーム長と作業半径において、ブームを最も不安定な方向に向けた際につり

合いが取れる荷重の何割を定格荷重とするかによって定められる。クレーンのつり上げ

能力は、6.7.2 項および 6.7.3 項の条件のもと、表 6-1 に記載された割合を超えてはなら

ない。 
 
6.7.2 トラッククレーン、ラフタークレーン、オールテレーンクレーン、およびクロー

ラクレーン 転倒限界荷重の評価は、SAE J765 に従って実施しなければならない。 
 
注 安定度試験を実施する前に SAE J765「制限事項」を参照すること。 
 

表 6-1 
設置形式に応じた負荷荷重 

（中古および改造したクレーン） 

クレーンの設置形式 
最大負荷荷重 

（転倒荷重パーセント） 
アウトリガを備えていないクローラ 75 
アウトリガを最大に伸長して使用するクローラ 85 
アウトリガまたはスタビライザを備えていないトラッ

クおよびホイール架装形 
75 

アウトリガまたはスタビライザを最大に伸長して使用

するトラックおよびホイール架装形 
85 

アウトリガまたはスタビライザを備えるトラックおよ

びホイール架装形で、アウトリガまたはスタビライザ

を縮めた状態 

 

前方または後方 (1)  75 
側方 (2) 50 

 
(1) それらのクレーンで該当の OEM が前方または後方領域のつり上げ能力でタイヤ接地での定格総荷

重を指示している 

(2)  それらのクレーンで該当の OEM が側方領域のつり上げ能力でタイヤ接地での定格総荷重を指示し

ている 

 
6.7.3 転倒支点荷重 定格が決定される転倒支点荷重は、巻上げ、巻下げ、旋回などの

動的影響のない静的状態でのみ設定されなければならない。転倒支点の決定には、

OEM が定めた基準を使用しなければならない。OEM の基準が入手できない場合は、ア

ウトリガまたはスタビライザを伸長したクレーンにおいて、アウトリガまたはスタビラ

イザのアームがグランドパッドの接続部で浮くか、固定式グラウンドパッドの場合はグ

ラウンドパッドが地面から浮き上がる点、または水平方向に伸長するアウトリガビーム

の場合は、固定アウトリガハウジングが可動式アウトリガビームの上面から離れる点を

転倒支点とする。 
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6.7.4 定格総荷重 移動式クレーンにおける定格総荷重には、フック、ブロック、スリ

ング、補助つり上げ装置の質量（またはまたは差し引き値）が含まれる（クレーンによ

っては、定格荷重表に巻上ワイヤロープの質量が含まれていない場合がある）。または

差し引き値については、OEM の定格荷重表の指示に従うこと。 
 
6.7.5 他の安定度要因 これらの安定要因の効果は、自由につり下げられたつり荷、軌

道条件、風または地盤状態、ゴムタイヤの状態および空気圧、ブームの長さ、現場状況

に応じた適切な運転速度、さらに一般的に慎重かつ熟練した操作など、追加的な要因に

より影響を受ける。使用者は、これらすべてを考慮しなければならない。後方安定性は

ASME B30.5 に準拠しなければならない。 
 
6.8 側方領域でのつり上げの制限（アウトリガまたはスタビライザ付き移動式クレー

ン） OEM が、アウトリガまたはスタビライザを使用せず（すなわちタイヤ接地）に

側方領域でのつり上げを許可しているクレーンについては、認証担当官がその使用荷重

を承認しなければならない。認証荷重は、OEM の定格荷重表に記載された値の 60 パー

セントを超えてはならない。または、SAE J765 に準拠した安定性試験が実施された場

合には、転倒支点荷重の 50 パーセントを超えてはならない。 
 
6.9 ワイヤロープの端末加工 ワイヤロープの端末加工は、以下に示す方法に限定さ

れ、かつ本項に定める追加的な制限事項に従わなければならない。 
 
6.9.1 合金止め用ソケットによる端末加工 鍛鋼製または鋳鋼製のソケットに溶融亜鉛

または樹脂を注入する端末加工（鋳込み加工）は、すべてのクレーンに対して使用が認

められている。鋳込みソケットの加工は、Naval Ships’ Technical Manual（NSTM）

S9086-UU-STM-010 に従って行わなければならない。NSTM S9086-UU-STM-010 第 613
章にて承認された樹脂ソケット用材料は、WHE での使用が認められている。その他の

樹脂を使用する場合は、海軍クレーンセンターの承認を受けなければならない。端末加

工は、使用する樹脂の OEM の手順に従って製作されなければならない。樹脂ソケット

は、OEM が推奨する上限運転温度を超える条件下で使用してはならない。取付けたソ

ケット接続部は、検査および荷重試験を実施しなければならない。取付けたソケットの

耐力試験は、6.9.6 項に従って行うものとし、クレーンから切り離した状態でワイヤロ

ープの基本使用荷重の 200 パーセントに相当する引張試験の実施が認められている。 
 
6.9.2 圧縮止めによる端末加工 圧縮止め（スウェージ）加工は、自転性ワイヤロープ

に対する端末処理として使用が認められている。非自転性ワイヤロープに対する圧縮止

めは、EN 13411 パート８の要件を満たさなければならない。非自転性ワイヤロープに

対しては、本項に定める個別のクレーン改造、または既定のクレーン改造として、圧縮

止めソケットが承認されていなければならない。圧縮止め端末は原則として鋼製とす

る。ただし、ループバック（ターンバックまたはリターンループとも呼ぶ）アイ加工の

場合に限り、EN 13411 パート３に準拠した材料および製作方法であることを条件とし

て、アルミ製フェルールの使用が認められる。圧縮止めは、専用の圧縮プレス機を使用

して製作しなければならず、使用する手順および部品は圧縮プレス機の OEM により承
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認されたものでなければならない。圧縮止め加工またはワイヤロープの OEM が推奨す

る場合は、試験片による破壊試験を含めた品質確認を行うこと。完成した圧縮止め端末

には、検査および荷重試験を実施しなければならない。耐力試験は 6.9.6 項に準拠して

行い、クレーンに取り付けない状態でワイヤロープの基本使用荷重の 200 パーセントを

負荷する引張試験が認められている。 
 
6.9.3 既存のワイヤロープに新設または再利用する端末金具を取付けるためのワイヤロ

ープの検査 既設（使用済み）ワイヤロープに対して新設または再使用の端末金具を取

付ける場合、加工対象端からロープ径の 60 倍の長さに相当する部分について、年次保

守点検またはタイプ B 保守点検（該当する方）を実施し、これに合格しなければなら

ない。加えて、当該部分におけるロープ径は、公称ロープ径未満であってはならない。 
 
6.9.4 楔形ソケット 楔形ソケットによる端末加工は、移動式クレーンに使用すること

が認められている。ただし、楔形ソケットはポータルクレーン、ガントリークレーン、

ブリッジクレーン、ハンマーヘッドクレーン、フローティングクレーンなど、移動式以

外のクレーンには使用してはならない。例外については、6.9.5 項を参照のこと。 
 
6.9.4.1 楔形ソケットによる端末加工の使用に関る特別注意事項 
 

a. 楔形ソケットは、楔の圧縮作用によりワイヤロープの破断強度の 70 パーセ

ントから 80 パーセントしか保持できない。そのため、楔形ソケットを使用し

たクレーンで定格荷重に相当するつり上げ作業を行う場合には、特に慎重な対

応が求められる。 
 

b. 楔形ソケットは、摩耗、不適切な部品の嵌合、頻繁な取外し・取付けによ

る損傷にさらされやすく、また過巻き（ツーブロッキング）状態における偶発

的な楔の抜け落ちや分解にも非常に脆弱である。使用時は、ワイヤロープの弛

みによって楔がソケット内で緩むことがないよう十分注意すること。 
 

c. ロープのデッドエンド（端末側）とライブロープ（荷重側）を同時に挟み

込む「シングルサドル型」ワイヤロープクリップは、楔形ソケットとの併用を

禁止する。この種のクリップは、楔の正しい位置への嵌合を妨げ、ワイヤロー

プを損傷する危険性がある。楔形ソケット用に設計されたダブルサドル型クリ

ップおよび OEM 独自設計の専用クリップは使用可能である。 
d. 楔形ソケットをソケット OEM の手順、ASME B30.26、および以下の実施事

項に従って取付けなければならない。 
 

(1) 切断前のシージングおよびソケット挿入前の端部固定については、ワ

イヤロープおよびソケットの OEM 要件に従うこと。特に自転性ワイヤロ

ープでは、心綱のズレやロープより戻りを防止するため、厳守が必要であ

る。 
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(2) 荷重が直接加わるよう、荷重を支えるロープがソケットのクレビスピ

ンと一直線になるように楔形ソケットを正しく取り付けること。 
 
(3) ソケットから突き出す終端部の最小長さは、ソケット OEM の指針に

従うこと。楔は、異なる OEM、形式、またはサイズのソケット間で流用

してはならない。 
 

(4) 荷重を保持する側のロープに荷重を徐々にかけることで、楔を確実に

初期嵌合させること。楔が完全に嵌合するまで徐々に荷重を増やし、定格

荷重の 95 パーセントから 100 パーセントに達するまで荷重をかけ続け

る。これはクリティカルリフトクリティカルリフト（危険度の高いつり上

げ）である。ただし、楔を固定するための締結具を備えた特殊設計ソケッ

トでは、この工程は省略可能である。急激な衝撃荷重をかけてはならな

い。 
 
(5) 終端部の固定は、ソケット OEM の指示に従って行うこと。プラスチ

ック被覆またはプラスチック含浸処理されたワイヤロープに楔形ソケット

を使用する場合は、事前にソケット OEM および所属部隊の技術部門に相

談することする。 
 
6.9.5 他の端末加工および例外 巻上装置のドラム側終端接続部における OEM の設計

構成は、当初の取付けおよび交換用途として使用が認められる。また、カテゴリー３ク

レーン（空圧式、電動式、油圧式）、移動式ボートホイスト、第 14 章で規定されるポ

ータブルホイストにおけるホイストブロックおよびフレームのデッドエンド接続部につ

いても、OEM 設計構成に基づくものは、当初の取付けおよび交換用途として使用が認

められる。ただし、これらにおいて自転性ワイヤロープを用いる圧縮止め端末加工は、

6.9.2 項の要件に適合しなければならない。 
 
6.9.6 新しい端末加工に関する耐力試験要件 新しいワイヤロープに対する圧縮止め加

工、鋳込み加工、およびループバックまたはターンバック圧縮止め加工によるアイ端末

接続部には、該当のワイヤロープの基本使用荷重（最大許容荷重）の 200 パーセントで

耐力試験を行わなければならない。また、捨て巻きと共にドラムのアンカーとして使用

される短縮された「フラットエンド型」の端末接続部については、その端末接続部の基

本使用荷重の 200 パーセントで耐力試験を行わなければならない。 
 
6.10 つり上げ能力を超える負荷の防止 移動式クレーンには、SAE J-159 を指針とし

て設定された、調整可能な独立型の荷重警報装置および／または停止装置を備えなけれ

ばならない（停止装置は定格荷重の 105 パーセントを超えないように設定すること。

4.5.5 項参照）。その他のすべてのクレーンにおいては、調整可能な独立型の荷重警報

装置または停止装置を、そのクレーンの定格荷重の 125 パーセント（移動式ボートホイ

ストおよびゴムタイヤ式ガントリークレーンについては 105 パーセント）を超えないよ

うに設定する必要がある。通常、クレーンに警報装置と停止装置の両方が備わっている

場合、警報装置は停止装置の設定値よりおおむね 10 パーセント低く設定されている。
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調整不可能な装置は、装置またはクレーンのパーセントが規定するとおりに作動し、停

止しなければならない。装置の設定荷重がクレーンの定格荷重に対して何パーセントに

相当するかについては、機器履歴ファイルに記録しておかなければならない。該当装置

は、装置 OEM の許容誤差範囲または付録 C または D に定める設定値の範囲内で、警報

を発するか、あるいはクレーンを停止しなければならない。 
 
荷重警報および停止機能としてマイクロプロセッサ制御ドライブを使用し、かつ、その

ドライブが過負荷防止装置とは別にトルク制限機能を備えている場合、このトルク制限

機能は荷重試験中に過負荷状態が発生するのを防止するために有効にし、試験荷重を超

える値に設定しなければならない。このトルク制限値は、100 パーセントの定格荷重を

巻上げるために必要なモータトルク（電流）の約 150 パーセントに初期設定すべきであ

る。この設定値は、以下のように調整できる。不要なトリップ（誤作動）を避けるため

には、上方に調整し、不要なトリップを避けつつ可能であれば下方に調整する。ただ

し、クレーンの巻上装置に過負荷クラッチ（例、マイクロプロセッサ制御による過負荷

クラッチ付きチェーンホイスト等）が備わっている場合、このトルク制限機能は、起動

させる必要はない。 
 
管理的措置によって定格荷重が引き下げられているクレーンについては、調整可能な荷

重停止装置もそれに応じて適切に再設定しなければならない。一方、調整不可能な装置

については、試験により引き下げ後の定格荷重の 125 パーセント（移動式クレーン、移

動式ボートホイスト、タイヤ式ガントリークレーンについては 105 パーセント）を超え

る場合には、試験を実施する必要はない。 
 
過負荷警報装置および停止装置またはそれに相当する機能を備えたクレーンについて

は、第４章で定められた荷重試験の割合を超える試験を実施してはならない。 
 
6.11 ブーム長さ表示計（伸縮ブームクレーン） クレーンが運転室内にブーム長さ表

示計を備えていない場合は、OEM の定格総荷重表に対応するブーム長さを示す印をブ

ームに表示しなければならない。 
 
6.12 クレーン離隔距離 地上に設置されたレール走行式クレーンの軌道周辺が、作業

員の通路または作業場所として使用される場合、クレーンの台車や構造物と他の構造物

または障害物との間に、３フィート以上の最小離隔距離を設けなければならない。少な

くともクレーンの片側に必要な離隔距離を確保できない場合は、その区域を作業員の通

路として使用してはならず、明示的に標示して識別しなければならない。また、クレー

ンを支持する構造物に通路または歩道が設けられている場合、作業員がクレーンの移動

によって危険にさらされないよう、障害物を設置してはならない。 
 
6.13 方向指示 各クレーンおよびその操作コントローラには、水平移動の方向を示す

表示を行わなければならない。クレーン本体とコントローラの表示方向は一致していな

ければならない。方向指示表示は、すべての操作位置から操作者が目視できる場合に限

り、施設の構造物に設置することも可能である。（MISR 検査項目 C 61 および D 25 を
参照のこと）。 
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クレーン改造申請書 枚目の 1 枚目 

部隊名 部隊作業指示番号 

クレーン改造件名 クレーン改造申請番号 

海軍クレーンセンター情報  (   ) 
海軍クレーンセンター許可 (   ) 

クレーンの概要 
つり上げ能力/形式 番号 製造元 SPS クレーン 

Yes  No   
兵器用クレーン 
Yes  No   
     

クレーン改造の概要 
アセンブリ サブアセンブリ 構成機器 部品名 

参考資料（図面、クレーン等搬送装置不具合報告書、その他） 

技術分野（該当するすべてに印を付ける） 電気系  機械系  構造系   
       

説明 

特定の部隊による承認/申請 
作成者 日付 電話番号 FAX または E メール 

審査担当者 日付 電話番号 FAX または E メール 

クレーン技師長 日付 電話番号 FAX または E メール 

契約担当官の代表者（契約業者が申請を用

意し、承認した場合） 
日付 電話番号 FAX または E メール 

海軍クレーンセンター承認必要日 海軍全体に該当するか はい (   ) いいえ (   ) 

海軍クレーンセンターの承認 
審査担当者 日付 電話番号 FAX または E メール 

軍電 
ディレクター、担当エンジニアリング 日付 電話番号 FAX または E メール 

軍電 
承認  (   ) 条件付き承認 (  ) 承認を認めない (   ) 
別紙に所見を記述の有無 はい (   ) いいえ (  ) 

図 6-1 (1/3)  
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クレーン改造申請書 クレーン改造申請 番号 枚目の 枚目 
   

説明（前頁の続き） 

図 6-1 (2/3)
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クレーン改造申請書の記入方法 
 
この書類は、カバーページ不要のファクス送付用または電子メール送付用である。署名および添付書類付きの書類は

正式文書とみなすものとする。署名がない電子的な提出方法では受領されないが、デジタル署名での提出方法は認め

られる。電子メールアドレスは、NAVFAC_NCC_CRANEALT@us.navy.mil である。ファクス番号は (757) 396-1772
である。 
 
1. クレーン改造の申請欄 – 総ページ数を記入する。 
 
2. 部隊名欄 – 部隊の固有名および所在地を使用する。参照：連絡用普通語所在地要覧 (USN PLAD 1) 

例：NAVSHIPYD PORTSMOUTH NH. 
 
3. 部隊作業指示番号欄 – 作業承認文書番号。同クラスのクレーンの改造の場合、最新の保留中の作業承認番号が必

要である。 
 
4. クレーン改造件名欄 – 改造対象の未分類の各装置には、統一した件名表記方法を使用しなければならない。例、

REPLACEMENT OF MAIN HOIST ELECTRIC BRAKE LININGS. 第一語/句 - Use "REPLACEMENT," "ADDITION," 
"REMOVAL," "REARRANGEMENT," “RELOCATION”, "ALTERATION," “DOCUMENTATION (AS-BUILT VARIANCE),” 
または “REPAIR OF CRANE BOOM” を使う。第二語 - "OF" または "TO" を使う。第三語/句  - 対象の組立品または補

助組立品を使う。第四語/句 - 対象の構成部品または部品を使う。 
 
5. クレーン改造の申請番号欄- 改造の申請はすべて、NCC または部隊の承認にかかわらす改造申請書には、連続番

号を付けなければならない。たとえば N00102-96-001 の N00102 は、６桁のアルファベット数字式部隊識別コード 
(UIC) で該当のクレーンの場所を示し、96 は会計年度 1996 年を示し、001 は、この部隊の FY96 の最初の改造の申請

であることを示す。UIC または改訂に対応しない追加の命名方法を使用してはならない。海軍クレーンセンター発行

のクレーン改造は、N3258Aの UIC を使用する。 
a. ALT（改造）が海軍クレーンセンターへの通知または承認の場合に記入する。 
b. 変更または修正した CAR を再提出する場合、変更を示す文字「A」または前回の変更に続く文字で識

別されなければならない。 
 
6. クレーンの概要欄 – つり上げ能力/形式、番号、製造元、説明省略 SPS クレーン（NAVSEA 0989-030-7000 によ

り定義する SPS）、兵器用クレーン – NAVSEA OP-5 で管理される弾薬および爆薬のつり上げに使用するクレーン 
 
7. クレーン改造の概要欄 – 例、上述の題名見本と一致するように ASSEMBLY - Main Hoist, SUB-ASSEMBLY - 
NA, COMPONENT - Electric Brake, PART – Linings と記入。 

a. 参考資料 – 改造の影響を受け、更新される図面または参考資料など 
b. 技術分野– 該当するすべてに印を付ける 
c. 説明 – 完全な改造申請書および参考資料または同封物を含む。CAR の変更では、前回の変更からの変

更点を明確に示す必要がある。 
 
8. 特定の部隊による承認/申請欄 – 部隊が承認する改造の場合、「申請」に線を引いて消す。NCC の承認について

は、「部隊による承認」に線を引いて消す。 
 

a. 作成者、日付、電話番号、ファックス番号 – 説明省略 
b. 審査担当者、日付、電話番号、ファックス番号 – 説明省略 
c. クレーン技師長、日付、電話番号、ファックス番号 –  使用許可認証官は、主任クレーン技術者の代わ

りに署名できる。 
d. 契約担当官の代表者、日付、電話番号、ファックス番号または電子メール－契約業者が申請を用意し、

承認した場合には、該当の契約担当官の代表者の同意を記す。 
e. 海軍クレーンセンター承認が必要な日付 - 実際の日付を示すべきである。３日以内で精査を必要とする 
CAR の場合は、事前に担当のエンジニアリングディレクターに電話で連絡すべきである。 
f. 海軍全体に該当 – この改造が他部隊のクレーンにも該当する場合には、その旨を記入する。 

注記 8.a、8.b、または 8.c 欄には最低２名分の署名が必要である。CAR の変更には、新たに署名が必要である。 
 
9. 海軍クレーンセンター承認欄 

a. 審査担当者、日付、電話番号、ファックス番号 – 説明省略 
b. ディレクター、担当のエンジニアリング、日付、電話番号、ファックス番号 –  説明省略 
c. 承認 – 説明省略 
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d. 条件付き承認 – 「承認した件には特記を加える」 
e. 承認を認めない – 「以下の理由のため、不許可とする」 
f. 別紙の見解 – 説明省略 

 
10. 継続ページ – 作成方法 #5 にしたがい、ページ数を記入する。別紙を使用する場合、署名は、最初のページに残

しておかなければならない。 
図 6-1 (3/3)  
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必須改造申請書 

N3258A- 
以下に記載かつ添付した改造を次のように分類する。 

   必須 – 即時：改造が完了するまで、該当のクレーンの使用を停止しなければならない。 
    
   必須 – 近日：改造を NAVFAC P-307に基づく次の(   ) タイプ A  (   ) タイプ B  (   ) タイプ C検査 

または ______ 以内に行う。 
    
   必須 – 必要時：不具合が生じたときに、改造で不具合を是正する。 
    
   必須 – 特定の状況：部隊または特定のクレーン特化した改造として承認する。 
    

改造の確認 
部隊 元の改造番号 

改造件名 改造は当初  
部隊で許可 (     ) 
海軍クレーンセンターの承認を得るた

めに提出 
(     ) 

クレーンの概要 
つり上げ能力/形式 製造元 SPS クレーン 

Yes  No   
 

改造内容 
アセンブリ サブアセンブリ 構成機器 部品 

説明 

COMNAVSEASYSCOM の同意： 受領   N/A   
      

海軍クレーンセンターの承認 
CONFIGURATION MANAGER 日付 電話 FAX 

軍電  
ディレクター・担当のエンジニアリング 日付 電話 FAX 

軍電  

完了通知 
該当の改造が完了したら、この申請書の写し（または E メールでの確認）を以下の情報と共に海軍クレーンセンタ

ーに返送しなければならない。 
クレーン識別番号  完了日   

   
配布先： 

図 6-2 
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（余白） 
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第７章 
訓練および資格 

 
7.1 序文 本章は、海軍の WHE の操作、保守、検査、試験、および認証に携わる軍

人、民間人従業員、および契約業者の従業員のための訓練および資格要件を定める。 
 
7.2 教育 表 7-1 は、海軍 WHE の職務に該当する講習を示す。これらの講習は、海軍

陸上部隊の WHE の操作、玉掛け、保守、検査、試験、および認証、さらに契約業者の

WHE 作業の監視に関する基本的な知識を提供するものである。これらの講習は、特定

の職務や仕事を行う要員の実地訓練や資格認定をするものではない。そのような構成か

ら、これらの講習は、熟練技能者に相応する要員が有する知識の強化と向上に加えて、

実地訓練と指導を通じて未習熟者の能力向上のための基礎を提供する。したがって、該

当の部隊は、荷役作業の役目と職務を安全かつ適確に行うために、未習熟者の能力をさ

らに向上させ、評価するための補完的な講習および審査を提供する責務を負う。クレー

ン運転者（オペレーター）に関する詳しい要件については、第 8 章に記述する。 
 
すべての講習科目は、インターネット上の海軍 E ラーニング (NeL) 
https://learning.nel.navy.mil から受講が可能である。共通アクセスカード (CAC) を持たな

い要員で NeL にアクセスできない場合は、Joint Knowledge Online (JKO) 
https://jkodirect.jten.mil/Atlas2/page/login/Login.jsf ですべての講習科目を受講できる。

JKO は、適切なスポンサーシップを持つ要員が CAC を使わずに講習科目にアクセスで

きる。講師による講習は、オンライン講習の代わりとして認められている。海軍クレー

ンセンター公認の講師は、海軍クレーンセンター認定の教材を利用して実施しなければ

ならない。海軍クレーンセンターのウェブサイト https://ncc.navfac.navy.mil には、講習

に関する追加の情報がある。 
 
専門知識の向上を図るための補足講習（例、実地訓練など）を奨励する。そのような講

習は海軍造船所、他の海軍部隊、および民間の教育機関で受講が可能である。部隊にお

いて特殊で重要な職務を担当する要員を認定するために追加の講習が必要な場合があ

る。部隊は、このような追加の講習要件が実施されるように周知する責務を負う。 
 
7.2.1 資格 表 7-1 に列記する必須の各講習に合格するための試験が義務付けられてい

る。ウェブサイトでの講習は、この要件を満たす。試験を課すのに NeL または JKO を

利用しない場合、筆記試験を実施しなければならない。最低合格点は、80 パーセント

とする。それらの講習は、表 7-1 に列記した職務を行う者の資格のために必須の条件で

ある。該当の部隊は、割り当てる荷役作業の職務遂行能力の最終判定をする。最低でも

本書に定める要件を満たさなければならない。資格の確認に先立ち、該当の部隊または

他の組織が定めた追加の能力要件を完全に完了しなければならない。要員は、知識豊富

な監督者、管理者、または指定を受けた部隊担当者が所定の講習および資格認定項目

（または契約業者の場合、該当する認定）が完了したことを確認するまで、WHE の保

守、検査、試験、操作、または玉掛けを行ってはならない。付則 N は、最低適正要件

である。 
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7.2.2 例外事項 新たな BOS 契約業者の要員は、表 7-1 に示された保守講習を受講す

るまでにその開始日から 90 日間の猶予が与えられる。この期間中、未受講者であって

も、以下の条件を満たす場合に限り、海軍 WHE に対する保守作業を実施することがで

きる。すなわち、本書に基づいて訓練および資格を有する者が、該当作業の手順書を作

成し、作業完了後、その者が作業内容を検査し、受け入れること。 
 
BOS 以外の契約業者の要員で、表 7-1 に示された保守講習を受講していない者も、以下

の条件を満たす場合に限り、海軍 WHE に対する保守作業を実施することができる。本

章に従って訓練および資格を有する者が、該当の契約業者のために作業内容書を作成

し、作業完了後、その者が作業内容を検査し、受け入れること。 
 
OEM の技術員および特定の構成部品（例、ディーゼルエンジンの修理、油圧機器の修

理、タイヤの修理や交換、モーターの修理）に関する作業の専門訓練を受けた者、工場

で訓練を受け、認定を受けた技術員（例、製造者または製造者認定業者により教育およ

び認定された者）は、本要件の適用を除外される。また、それらの者は、対象のクレー

ンが海軍部隊ではなく、工場認定の修理施設にある場合、当該修理の機能確認のための

操作要件についても対象外とする。 
 
海軍造船所の要員は、本章ではなく NAVSEA 04 クレーン品質マニュアル(NCQM) の要

件に従わなければならない（ただし、NCQM に記載がない項目については、本書の要

件が適用される）。造船所以外の要員であっても、過去５年以内に自信の職務に該当す

る海軍造船所の荷役作業訓練を修了している場合は、表 7-1 に示された同等の講習の受

講は不要である。修了記録は、保管されなければならない。 
 
兵器・弾薬取扱者は、本章に示されたクレーン玉掛技能および玉掛用具検査講習の代わ

りに NAVSEA OP-5 に示された訓練要件に従わなければならない。 
 
検査員、荷重試験監督官、クレーンオペレーター、玉掛作業員については、いかなるク

レーンのカテゴリーにおいても、上述以外の追加的な例外は認められない。 
 
7.2.3 運転免許取得志願者の訓練 クレーン運転免許の取得を志願する者は、クレーン

の操作に先立ち、表 7-1 に示される該当のクレーン安全講習を受講しなければならな

い。移動式ボートホイストおよびタイヤ式ガントリークレーンの運転免許志願者は、カ

テゴリー２および運転室付きカテゴリー３クレーン安全講習の両方を受講しなければな

らない。クレーンオペレーターに関する追加的な訓練および免許要件については、第８

章を参照すること。 
 
7.2.4 2001 年以前に免許を取得したクレーンオペレーター クレーン安全教育を運転

免許取得の一環として完全に修了しているオペレーターは、表 7-1 に示される同様の講

習を受講する必要はない。ただし、免許更新時には、クレーンオペレーター安全更新講

習を受講しなければならない。 
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7.2.5 更新講習 カテゴリー１、カテゴリー２、およびカテゴリー３（運転室付）クレ

ーンオペレーターは、初回のクレーン安全講習修了降、2 年ごとに該当するクレーン安

全更新講習（または初回講習）を再受講しなければならない。カテゴリー３（運転室な

し）オペレーターは、３年ごとにカテゴリー３（運転室なし）クレーンオペレーター安

全講習を再受講しなければならない（更新講習として認められるのはカテゴリー３クレ

ーン安全講習のみである。他の講習は代替不可である）。 
 
荷重試験監督官および使用許可認証担当官には、それぞれに該当する表 7-1 の講習を３

年から５年ごと、または講習内容が改訂された場合に再受講することが推奨される。 
 
7.2.6 ポータブル手動式および動力式ホイストならびにポータブルフロアクレーンの使

用者に対する訓練 クレーン構造物、ポータブルガントリー、ポータブル A フレー

ム、ポータブルフロアクレーン、および大型機械装置と一体化されたクレーンでポータ

ブル手動式および動力式ホイストを使用する者は、玉掛技能講習またはカテゴリー3
（運転室なし）クレーン安全講習を受講しなければならない。他の構造物や機器に取付

けられたポータブル手動式ホイストおよび動力式ホイスト（垂直方向の品物の移動）の

使用者は、玉掛技能講習を受講しなければならない。 
 
7.2.7 第 14 章該当のクレーン、動力ホイスト、およびクレーン構造物を担当する機械

系整備員、電気系整備員、検査員、および荷重試験監督官の訓練 第 14 章に該当する

クレーン、動力ホイスト、およびクレーン構造物を担当する機械系整備員、電気系整備

員、検査員、および荷重試験監督官は、それぞれの職務に該当する講習を受講してから

作業、検査、または試験を行わなければならない。 
 
7.2.8 玉掛用具および他の機器等を多用途型機械、MHE（フォークリフト）、および

NAVFAC P-300 機器に使用する者に対する訓練 多用途型機械、ウインチまたはクレー

ン補助装置を備える NAVFAC P-300 該当機器、またはクレーン装置を備える MHE に第

14 章に該当する玉掛用具または他の機器等を取付けて使用する者は、玉掛技能講習を

受講しなければならない。クレーン補助装置の例については、付則 A および B を参照

すること。 
 
第 14 章に該当する玉掛用具または他の機器等を MHE 等および NAVFAC P-300 該当機

器に取付けて使用する者は、玉掛技能講習またはカテゴリー３（運転室なし）クレーン

安全講習のいずれかを受講しなければならない。 
 
7.2.9 訓練環境下での操作または玉掛け作業 部隊の要員が、他の規定（例、

NAVSEA、NAVAIR 等）に従って管理される艦船や航空機で使用されるクレーンの操

作を模擬する目的で陸上のクレーンを運転する場合は、前述の規定に基づく訓練要件を

適用して差し支えない。 
 
7.3 監督者 監督者には、それぞれの担当職務において表 7-1 に示す講習を受講する

ように推奨する。 
 



7-4 

7.4 記録の管理 雇い入れ元の部隊は、各受講者の記録を管理しなければならない。

受講者名、受講日、試験結果を記載したコンピューター管理のファイルも有効とする。 
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表 7-1 WHE 職務に関連する講習 
 

 
講習名 
頻度 

クレーン 
一般安全 

 
初回 

クレーン 
一般安全 
更新 
２年毎 

（初回後） 

カテゴリー２ 
および運転室付

カテゴリー３ 
クレーン安全 

初回 

カテゴリー

２ 
クレーン 
安全更新 
２年毎 

（初回後） 

カテゴリー３ 
（運転室なし） 
クレーン安全 

初回 
３年毎繰り返す 

 玉掛技能 
 

１回 

玉掛用具

検査 
 

１回 

職務 

カテゴリー１ 
クレーン 
オペレーター 
注記 01 

X X    

 

  

移動式ボートホイ

ストまたはタイヤ

式ガントリークレ

ーン 
オペレーター 
注記 01 

  X 
注記 03 

X 
注記 07  

 

  

カテゴリー２ 
クレーン 
オペレーター 
注記 02 

  X 
注記 03 

X 
注記 07  

 

  

カテゴリー３ 
運転室付 
クレーン 
オペレーター 

  X 
注記 02, 03 

X 
注記 07  

 

  

カテゴリー３ 
運転室無 
クレーン 
オペレーター 
注記 04 および 05 

    X 
注記 06 

 

  

玉掛作業員 
注記 04      

 
X  

玉掛用具 
検査員 注記 04      

 
 X 

注記 08 

 
注記 
 
01   カテゴリー1クレーンオペレーターは、本章と第８章、さらに必要に応じて付則 J および付則 Lの要件を満たさなければならな

い。移動式ボートホイストおよびタイヤ式ガントリークレーンは、カテゴリー１クレーンであるが、それらのクレーンには、カ

テゴリー２および運転室付カテゴリー３クレーン安全が教育講習として指定されている。 
 
02   カテゴリー２および運転室付カテゴリー３クレーンオペレーターは、本章、第８章および付則 K の用件を満たさなければならな

い。 
 
03 クレーン一般安全を完全に修了すると、この講習の要件を満たす。 
 
04 要員は、さらに付則 N の該当する用件を満たさなければならない。 
 
05 カテゴリー３（運転室なし）クレーン安全を完全に修了した者および他のすべての資格要件を満たす者は、カテゴリー３での玉

掛作業を行うことが可能である。他のあらゆる玉掛作業には、玉掛技能を完全に修了することが必要である。 
 
06 クレーン一般安全、カテゴリー２クレーン安全、運転室付カテゴリー３クレーン安全を完全に修了すると、この講習の要件を満

たす。 
 
07 クレーン一般安全更新を完全に修了していると、この講習の要件を満たす。 
 
08 玉掛技能を完全に修了すると、この講習の要件を満たす。 
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表 7-11 WHE 職務に関連する講習（続き） 
 

 
講習名 
頻度 

クレーン 
機械系 
整備員 
１回 

移動式 
クレーン 
機械系 
整備員 
１回 

クレーン 
機械系 
検査員 
１回 

クレーン 
電気系 
整備員 
１回 

クレーン 
電気系 
検査員 
１回 

荷重試験 
監督官 
１回 

使用許可 
認証担当官 
１回 

契約業者 
クレーン 
重要事項 
１回 

職務 

クレーン 
機械系整備員 
注記 04 

X        

移動式クレーン

機械系整備員 
注記 04 

X X 
注記 09       

クレーン 
機械系検査員 
注記 04 および 11 

X X 
注記 09 

X 
注記 09, 10      

クレーン 
電気系整備員 
注記 04 

   X     

クレーン 
電気系検査員 
注記 04 および 11 

   X X 
注記 12    

クレーン 
検査員一般 
注記 04、11、お

よび 13 

X X 
注記 09 

X 
注記 10 X X 

注記 12    

荷重試験 
監督官 
注記 04 および 14 

     X   

使用許可認証 
担当官 
注記 04 

      X  

契約担当官 
契約業者の WHE
作業の監視を行

う担当者 
注記 15 

       X 

 
注記 
 
09   の講習を受講するには、クレーン機械系整備員を完全に修了することが前提となる。この講習は、移動式クレーンの検査を行わ

ない一般検査員には必須ではない。 
 
10   移動式クレーンの検査を担当する者には、移動式クレーン機械系整備員講習を完全に修了することが求められる。 
 
11   保守検査または状態検査を行なう者は、該当するクレーン機械系検査員またはクレーン電気系検査員を完全に修了することが求

められる。 
 
12   この講習を受講するには、クレーン電気系整備員を完全に修了することが求められる。 
 
13   機械部品および電気機器の検査を担当するクレーン検査員は、必ずそれらの要件を満たすこと。 
 
14   荷重試験監督官を受講するには、該当するクレーンの安全講習（申請者が検査をする形式のクレーン）を完全に修了することが

前提となる。カテゴリー１ クレーンを含む複数のクレーン形式の試験を担当する場合、クレーン一般安全講習を受けなければならな

い。 
 
15   NAVFAC 契約危険認識講習 （NAVFAC 提供）を完全に修了すると、この要件を満たす。 
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第８章 
運転免許交付手順 

 
8.1 適用範囲 海軍の陸上を拠点とするカテゴリー1、カテゴリー２、運転室操作式カ

テゴリー３クレーンの運転に携わるすべての要員（契約業者を除く）は、本章の規定に

基づいて資格を取得し、かつ免許を交付されなければならない。本規定に基づいて免許

を取得した運転者（オペレーター）は、8.2 項の要件をすべて満たしていれば、いかな

る海軍施設においてもクレーンの操作が可能である。本規定は、海軍施設で使用される

クレーンに適用される。なお、クレーンが海軍所有地外で使用される場合や、公道を移

動する場合には、州または現地国の操作者認証や免許交付要件が別途適用されることが

ある。 
 
8.1.1 契約業者の要員 海軍所有のクレーンを操作する契約業者の要員は、契約業者の

責任と費用負担により、完全な資格を持つ操作者として当該契約業者によって認証され

なければならない。オペレーターの資格要件は、最低でも本マニュアルの要件と同等で

ある必要があり、表 7-1 に記載の海軍クレーンセンターによるクレーン安全講習および

定期的な更新講習の受講を含む。免許の同等性を得るためには、本章に示すすべての手

続きを実施しなければならない。ただし、以下は例外とする。初回の免許申請手続きは

不要であり、記録の様式については本章で定められた情報をすべて含んでいる限り、契

約業者が独自に使用する書式を用いてよい。また、政府所有地以外に設置された契約業

者の試験施設の管理・運営は契約業者の責任である。契約業者は、操作者がクレーンを

操作する前に、その資格を証明する書類を契約責任者に提出しなければならず、契約責

任者はそれを契約書類として保管しなければならない。 
 
8.1.2 契約業者の認証追加要件 8.1.1 項にて要求する認証に加え、契約業者の要員

で、海軍所有の移動式クレーン、タワークレーン、市販のトラック搭載クレーン（ブー

ムトラック）、屈曲式ブームクレーンを操作する者は、29 CFR 1926.1427 に従って認証

（または資格）を取得しなければならない。この要件は、BOS 契約業者所有のクレー

ンを操作する者にも適用される。アメリカ合衆国外に駐留する海軍施設では、CFR に

代えて該当する現地国の要件に従うこと。なお、契約業者が当該クレーンを保守目的で

のみ操作し、実際の荷重を扱う作業を行わない場合は、この認証は必要ない 
 
8.1.3 運転室無カテゴリー３クレーンのオペレーター 運転室無カテゴリー３クレーン

のオペレーターについては、免許取得は必須ではない。ただし、第７章に基づく訓練を

受講し、かつ、許可されたクレーンごとに、その安全な操作に必要な知識・技能・能力

を、十分な知識を持つ監督者、管理者、または部隊の指定された担当者に対して実際に

示さなければならない。最小限の訓練および能力要件については、第７章および付録 N
を参照のこと。 
 
8.2 免許の使用と制限 
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8.2.1 有効性 クレーン運転免許証は正式な証明書であり、記載された氏名の人物が、

当該免許証に明記された形式のクレーンについて操作資格を有することを示すものであ

る。 
 
8.2.2 運転許可 免許証の所持のみではクレーン操作の許可を得たことにはならない。

クレーンの操作には、操作の責任を負う監督者から明示的な許可を得なければならな

い。オペレーターは、担当するクレーン形式ごとに必要な操作訓練を受けていなければ

ならない。動力式巻上機の操作者は、18 歳以上（軍人は 17 歳以上）でなければならな

い。 
 

8.2.3 免許証の携帯 オペレーターは、クレーンを操作する際に、当該免許証および政

府発行の顔写真付き身分証明書（例、コモンアクセスカード、運転免許証など）を携行

しなければならない。 

 

8.2.4 特定のクレーンの評価 海軍が保有するクレーンは、制御方式や運転特性に違い

のある多種多様な形式、製造者、形式で構成されている。このため、製造者、形式、ク

レーンの違いごとに試験を作成・実施し、免許を交付することは現実的ではない。本免

許制度の目的は、共通する基本的な操作機能を備えたクレーンを安全に操作できる資格

をオペレーターが有していることを確保することである。免許の所持は、その免許に記

載された種類および能力を有するクレーンについて、当該装置の運転にあたり、クレー

ン運転監督者または作業リーダー（WL として分類）による評価を受けたことを条件

に、そのクレーンの操作資格があることを示している。評価には、以下の内容を含めな

ければならない。 
 

a. 該当機器を安全に操作するオペレーターの能力には、特定の安全装置、操作

補助装置、操作に影響を及ぼす独自のソフトウェア機能（該当する場合）、およ

びサイズや構成（例、つり上げ能力、ブームの種類・長さ、補助機器の種類、カ

ウンターウェイトの量、巻上装置の数、定格総荷重表の種類など）に関する知識

が含まれる。 

 

b. 各評価は文書化し、当該オペレーターの免許ファイルに保管しなければなら

ない。文書には、オペレーターの氏名、評価者の氏名および署名、評価日、使用

したクレーンの USN 番号またはクレーン番号、製造者、形式、構成を記載しな

ければならない。 

 

c. オペレーターが評価に無事合格した場合、大きく異なる技能、知識、または

危険の認識・回避能力を必要としない類似のクレーンについて、操作が許可され

ることがある。これらの追加クレーンは、8.2.4.b 項で要求される評価文書に追記

されなければならない。 
 
8.2.5 保守、検査、技術管理、または荷役作業などの要員による運転のための無負荷免

許 保守または故障診断を目的として一時的にクレーンを操作する保守、検査、技術管
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理、またはその他の荷重取扱業務の要員は、本章の要件に基づき、所定の訓練と試験を

受け、免許を取得しなければならない。ただし、以下の例外を適用する： 
 

a. 免許実技試験は、該当の要員が体験すると見られる状況に合わせて変更が可能

である。 

 

b. 品物のつり上げは、禁止とする。 

 

c. 当該免許証には「品物のつり上げを一切禁止」と明記しなければならない。 
 
8.3 免許交付制度担当者の任命と資格 部隊の司令官は、海軍オペレーターの指導、

試験、免許交付に関するプログラムを管理・運営する責任者を、書面により任命しなけ

ればならない。この任命は、氏名ではなく役職や職位で指定することも可能であり、そ

の場合、任命は取消または改訂されるまで有効と見なされる。指導員および実技試験官

は、免許申請者に対して効果的な指導、評価、試験を行うための資格を有していなけれ

ばならない。これには、クレーンの運転および安全に関する各種項目について、教室形

式の正式な講習を企画・実施する能力も含まれる。実技試験官は、有資格オペレーター

の中から最も優秀な者を選出しなければならない。海軍の民間人職員および軍人の実技

試験官は、試験を実施するクレーンの特定形式に関する免許を所持していなければなら

ない。また、実技試験官は、対象クレーンの安全かつ効果的な運転に関するすべての側

面に精通していなければならない。 
 
8.4 個人資格および身体資格 
 
8.4.1 身体能力および健康状態 ペンダント操作式および遠隔操作式のカテゴリー２ク

レーンを除き、運転免許が必要なクレーンを操作する前には、有資格の医療専門者によ

る健康診断を受け、良好と判定されなければならない。この診断は、米国運輸省 連邦

道路管理局（Federal Highway Administration）の自動車運送業者安全規則（Motor Carrier 
Safety Regulation）である 49 CFR 391 の第 41 章から 43 章に定められた基準に準拠して

実施するものとする（なお、49 CFR 391 における「自動車」の表記は「クレーン」と

解釈する）。海軍要員においては、NMCPHC-TM OM 6260 に記載された 704 ストレッ

サー（荷役機器の管理）または 706 ストレッサー（自動車運転者 - DOT）を修了するこ

とで、この要件を満たす場合がある。海軍の医療担当者は、国家公認身体検査医登録簿

（National Registry of Certified Medical Examiners）への登録は不要である。要件への適

合または逸脱については、診断を行った医療専門者がその旨を記録し、クレーン運転免

許発行担当部門に提出して申請者記録に保管しなければならない。記録上の便宜のた

め、健康診断の有効期限は該当月の末日をもって記載してよい。海外の海軍施設におい

ては、CFR 章または 704 または 706 ストレッサーに相当する現地国の基準に従うこと。 
この健康診断は、運転室を有しないカテゴリー３クレーンのオペレーターには適用され

ない。 
 
8.4.1.1 身体資格要件からの逸脱 すでに免許を保有しているオペレーターに関して

は、身体的要件からの逸脱があっても、それが直ちに失格とされるとは限らない。ただ
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し、そのような逸脱がある場合には、所管の医療当局および管理当局が個別の事例ごと

に慎重な検討を行い、免除の可否を判断するものとする。免除は、該当部隊の司令官に

よって承認されなければならない。原則として、これまで一度も免許を取得したことの

ない者に対しては、免除は認められない。身体的理由により課せられた制限は、オペレ

ーターの免許証および免許記録に明記されなければならない。 
 
8.4.1.2 その他の資格 各部隊は、特定のクレーンの操作にあたり、申請者に対して追

加の個人的または身体的資格要件、あるいは専門的な試験を課すことができる。これら

の試験を実施する者は、当該試験の実施に十分な資格を有し、かつ、対象となる試験機

器の OEM が定める操作手順および推奨事項に従わなければならない。 
 
8.4.1.3 欠格事由 所定の健康診断の結果とは別に、申請者が自己または他者に危険を

及ぼすと見なされる身体的・精神的状態、または監督者、免許発行担当者、講師、実技

試験官などの判断により、安全かつ円滑に業務を遂行することが困難と判断される状況

が認められる場合、それは申請者を失格とするに足る正当な理由となる。失格の根拠

は、免許交付担当者による面接、申請者の医療記録・人事記録の確認、申請者が関与し

た事故報告書の分析、あるいは専門的な試験の結果などから得られるものとする。 
 
8.5 語学力 申請者は、英語または使用言語で読み書きおよび会話ができ、クレーン

の操作に関連する標識や指示を読解・理解できなければならない。 
 
8.6 試験結果報告書 健康診断の様式および診断証明書の書式は、8.4.1 項の規定を考

慮のうえ、診断を実施する医療部門が定めることができる。健康診断および専門的な試

験の結果は、所定の報告様式または図表形式により、部隊で適宜作成して報告してよ

い。 
 
8.7 必須の安全指導、筆記試験、および実技試験 以下の各項では、免許を取得する

ために必要な最低限の要件を定める。初回の免許取得は、NAVFAC P-307 の講習を最

初に受講した日、または最初の筆記試験を受けた日から 12 か月以内に完了しなければ

ならない。なお、初回免許の発行に伴い、複数の有効期限が重なる可能性があるため、

初回の免許更新は早めに行うことが推奨される。その後の免許更新は、より効率的に計

画できるようになる。 

 

8.7.1 クレーン安全講習 初めて免許を取得しようとする者は、第 7 章で規定されてい

る該当のクレーン安全講習を受講しなければならない。免許の更新を行う者は、第７章

で要求されている更新講習または再訓練講習を受講しなければならない。講師による対

面講習が実施される場合は、筆記試験を行うことが必須である。 
 
8.7.2 特定のクレーンに応じた筆記試験 免許を取得しようとする者は、該当するクレ

ーンの操作を開始する前に、免許を取得しようとする各型式およびカテゴリーのクレー

ンについて筆記試験に合格しなければならない。筆記試験は、部隊において作成された

ものでなければならず、当該部隊で使用されているクレーンの運転特性や機能、ならび

にその部隊に特有の任務要件に関する設問が含まれていなければならない。例、安全装
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置、操作補助装置、操作に影響を与える独自のソフトウェア機能（該当する場合）、つ

り上げ能力、構成、付属機器の使用および取付け方法、カウンターウェイトの取付けお

よび取外し、クリティカルリフト（危険度の高いつり上げ）など。また、移動式クレー

ン、屈曲式クレーン、その他の伸縮ブーム型クレーンを使用する部隊は、部隊で運用し

ている各クレーン型式に特化した荷重定格表の演習問題も作成し、実施しなければなら

ない。 
 
8.7.4.1 項に定める該当型式およびカテゴリーをすべて扱っていない既存の特定クレーン

用筆記試験については、該当するオペレーターが免許の更新時期にあわせて、新たに作

成・実施しなければならない。 
 
8.7.2.1 筆記試験の評価と採点 解答が概ね正しい内容である場合には、表現が不十分

であっても不正解とするべきではない。ただし、一部の設問は事実に関するものであ

り、解釈の余地は認められない。採点結果に異議がある場合は、免許交付責任者の判断

を最終決定とする。 
 
8.7.2.2 試験の合否 不正解の解答には解説を行うものとする。誤答には注釈を付けな

ければならない。合格のために必要な最低正答率は 80 パーセントである。各クレーン

の型式およびカテゴリーごとに、最新の採点済み試験用紙はオペレーターの免許ファイ

ルに保管し、受験者に返却してはならない。ただし、受験者には取得した点数を通知

し、誤答についてはすべて講評を行わなければならない。 
 
8.7.3 訓練中のオペレーター 健康診断（該当する場合）および筆記試験（該当するク

レーン安全講習および特定クレーンに関する筆記試験を含む）に合格しているが、まだ

免許を取得していない申請者は、訓練中のオペレーター（OIT）と見なされる。 
OIT は実技試験を受ける前に、免許の対象となるクレーンの操作について十分な訓練を

受けなければならない。また、OIT がその形式のクレーンを操作する際は、有資格のオ

ペレーター指導員（LOM）の直接の目視下（視認可能範囲）および継続的な監督のも

とでのみ操作を行うことが求められる。LOM は、OIT に対して機器の使用方法を指導

するために必要な知識、訓練、経験を有し、OIT の技能向上を支援する実践的な指導を

行う能力があるとともに、クレーンを安全に操作するうえでのリスクを認識し、それを

回避できる者でなければならない。また、LOM はクレーンの安全な操作に対して全面

的な責任を負い、OIT の監督を妨げるような他の業務を行ってはならない。 
クレーン作業領域内に作業員がいる状態でのつり上げ作業や操作を行う前に、OIT の監

督者は、OIT がクレーンに関する知識・技能・能力を有し、無負荷状態での安全な操作

を実演できることを確認しなければならない。そのうえで初めて、つり上げ作業を承認

するものとする。OIT は、クリティカルリフトを行ってはならない。 
 
クレーンシミュレーター、バーチャルリアリティ訓練、拡張現実（によるオペレーター

訓練の活用が推奨されている。これらの訓練方法は、比較的低リスクかつ低コストでオ

ペレーターに追加の経験と訓練を提供でき、有資格の LOM を必要としない。ただし、

シミュレーター訓練は、実機によるクレーン操作訓練の完全な代替にはならないことに

留意すること。 
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8.7.4 実技試験 免許を取得しようとする者は、8.7.4.1 項に記載されているクレーンの

カテゴリー、形式、および OEM が定めるつり上げ能力範囲ごとに、実技認定試験に合

格することにより運転技能を証明しなければならない。つり上げ能力に複数の範囲が設

定されているクレーン形式については、その範囲ごとに実技試験を受ける必要があり、

試験は当該範囲内の任意の能力のクレーンで実施してよい。ただし、より大きな能力範

囲のクレーンで実技試験に合格すれば、その形式におけるすべての小さい能力範囲のク

レーンに対する要件も満たすものとする。「全つり上げ能力」とされているクレーン形

式については、１回の実技試験で全範囲を対応するものとする。これらの試験の基本要

件は、該当クレーンのカテゴリー形式に応じて付則 J、K、L に定められている。付則

に記載のないクレーン形式に対する試験や、追加の試験要件については、各クレーンの

運転特性や機能、ならびに部隊特有の任務要件を踏まえて、個別に作成・実施されなけ

ればならない。 
 
過去に、つり上げ能力を問わず、あるいは以下に列挙されるクレーン形式以外の形式に

基づいて免許を取得していたオペレーターについては、各自の免許の更新時期までは再

度実技試験を受ける必要はない。ただし、免許更新時には、8.11.1.1.d 項の要件（運転

実績の文書記録または再試験の実施）を満たさなければならない。 
 
8.7.4.1 クレーンの形式およびつり上げ能力（カテゴリー１クレーンの OEM のつり上

げ能力ならびにカテゴリー２およびカテゴリー３クレーンの認証荷重） 
 

カテゴリー１クレーン 
 
ポータルクレーン – 全つり上げ能力 
 
タワークレーン – 全つり上げ能力 
 
コンテナクレーン – 全つり上げ能力 
 
フローティングクレーン – 全つり上げ能力 
 
ハンマーヘッドクレーン – 全つり上げ能力 
 
スチフレッグデリックまたは他の固定型デリック – 全つり上げ能力 
 
移動式ボートホイストおよびタイヤ式ガントリークレーン – 全つり上げ能力 
 
油圧式伸縮ブームを備える移動式クレーン 
 

- 最大つり上げ能力 100,000 ポンド以下 
- 最大つり上げ能力 200,000 ポンド以下 
- 最大つり上げ能力 200,000 ポンドを超える 
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油圧式巻上装置を備えるラチスブーム形移動式クレーン 
 

- 最大つり上げ能力 100,000 ポンド以下 
- 最大つり上げ能力 400,000 ポンド以下 
- 最大つり上げ能力 400,000 ポンドを超える 

 
摩擦式巻上装置を備えるラチスブーム形移動式クレーン 

- 最大つり上げ能力 100,000 ポンド以下 
- 最大つり上げ能力 400,000 ポンド以下 
- 最大つり上げ能力 400,000 ポンドを超える 

 
屈曲式ブームクレーン、移動式、フローチング、または常置式 

- 最大つり上げ能力 30,000 ポンド以下 
- 最大つり上げ能力 30,000 ポンドを超える 

 
伸縮式ブームクレーン、フローチング、または常置式 

- 最大つり上げ能力 70,000 ポンド以下 
- 最大つり上げ能力 70,000 ポンドを超える 

 
小型クレーン、つり荷走行クレーン – 全つり上げ能力 
 
クローラクレーン 上述の移動式クレーンの特定の形式およびつり上げ能力での

試験の一部としてクローラの走行モードで試験を実施する。 
 
つり荷走行クレーン 上述の移動式クレーンの特定の形式とつり上げ能力の試験の一環

として走行モードで試験を実施する。 
 
カテゴリー２クレーン（全種類） 

- 最大つり上げ能力 200,000 ポンド以下 
- 最大つり上げ能力 200,000 ポンドを超える 

 
カテゴリー３運転室付クレーン（全種類）– 全つり上げ能力 

 
8.7.4.2 実技試験の採点と評価 実技資格試験は、「合格」または「不合格」として

評価されなければならない。すべての試験項目を正確に完了することが求められる。追

試が認められた場合は、不合格となった項目のみを再試験の対象とする。評価にあたっ

て、実技試験官は受験者の経験、経歴、運転履歴ではなく、あくまで試験中の実際の操

作結果に基づいて判断しなければならない。最新の採点済み実技試験記録は、オペレー

ターの免許ファイルに保管しなければならない。 
 
8.7.4.3 試験用紙の表記 実技資格試験用紙の各項目の前には短い線が設けられてお

り、実技試験官は、受験者が正しく操作または解答したことを示すチェックマークを記

入しなければならない。受験者が操作を誤った、誤答した場合には、ゼロまたは丸印を

用いて示さなければならない。また、すべての不正解または不適切な操作については、
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簡潔な記述による説明を付記しなければならない。該当しない項目には、「NA」と明

記すること。 
 
8.7.4.4 試験施設 試験施設には、実際の作業条件を模擬するための試験コース、

旗、バリケード、その他の装置が含まれていなければならない。ただし、オペレーター

のミスにより機器の損傷や人身事故の恐れがある実際の作業環境において試験を実施し

てはならない。 
 
8.7.4.5 試験器材 試験に使用するクレーンは、免許申請書に記載されたクレーン

と、基本的な操作特性、付属装備、操作方式、（該当する場合）つり上げ能力、その他

類似の仕様が一致していなければならず、認証済みのクレーンでなければならない。 
 
8.8 クレーン運転免許の申請 
 
8.8.1 申請書の目的 申請書の標準書式例は図 8-1 に示す。本申請書は、免許の申請、

発行、または却下に関連する事実および経過を時系列で記録するためのものである。オ

ペレーターが免許の交付を受けようとする各クレーンの型式およびつり上げ能力ごと

に、個別の申請書が必要となる。 
 
8.8.2 申請書の利用 申請書のパート Iは、申請者および保証人が作成すること。パー

ト II は、申請者の監督者が承認を記入すること。パート III およびパート IV は、免許

担当部署が記入するものとする。 
 
8.8.3 試験および免許に関する申請の管理 個別の申請手続きの進行を円滑に進めるた

め、申請、試験、および免許取得に関する各段階の簡潔な記録を行う進行状況管理シー

トの使用が推奨される。このシートを活用することで、必要なフォローアップが可能と

なり、試験や審査の計画立案が容易になる。 
進行状況管理シートには、以下のような項目が含まれることがある。 
 

a. 申請者の氏名 
 

b. 免許申請対象のクレーンの詳細 
 

c. 監督者による試験および免許申請の依頼日 
 

d. 監督者への通知の日付および進行状況 
 

e. 健康診断および必要な専門検査の日付と結果 
 

f. 筆記試験の実施日および結果（必要に応じて要件確認情報を含む） 
 

g. 実技資格試験の実施日および結果 
 

h. 免許の発行または却下の日付および進行状況 
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8.9 クレーン運転免許の様式および記載事項 図 8-2 に示すクレーン運転免許証は、

記載されたオペレーターが運転を許可されたクレーンの型式およびつり上げ能力を明示

するためのものである。 
 
8.9.1 身分証明 免許証の主要な識別情報としては、オペレーターの氏名および免許証

番号がある。 
 
8.9.1.1 氏名 氏名は、正式な人事記録に記載されているとおりに記入すること。恒久

的な個人識別番号の記載は任意とする。 
 
8.9.1.2 免許証番号 この欄には、重複の可能性がなく、かついかなる海軍部隊でも発

行可能な連番を記入すること。免許証番号は２部構成とし、前半は部隊のユニット識別

コード（UIC）または当該免許を最初に発行した部隊の UIC とする。後半は、発行順に

従った連続番号とする。 
 
8.9.2 運転資格 この欄には、オペレーターが免許を付与されたクレーンの型式および

能力に関する機能的な特性を記載する。型式および能力は、該当する場合は 8.7.4.1 項

に記載された内容と一致させること。例、油圧式伸縮ブーム移動式クレーンを運用して

おり、150,000 ポンドと 200,000 ポンドの機種が存在する場合、8.7.4.1 項に従って

150,000 ポンドのクレーンで実技試験を実施したとしても、免許には「油圧式伸縮ブー

ム移動式クレーン」と記載し、最大能力である「200,000 ポンド」を表示する。 
 
8.9.2.1 クレーンの形式 オペレーターが運転資格を有するすべてのクレーン型式を記

載すること。型式の分類は 8.7.4.1 項に準拠する。 
 
8.9.2.2 つり上げ能力 各クレーン型式に対して、最大つり上げ能力を記載すること。

つり上げ能力は 8.7.4.1 項に従って記載する。 
 
8.9.2.3 付属品 基本的な運転資格はフック作業である。オペレーターが運転資格を有

するアタッチメント（例、クラムシェル、バケットなど）を記載すること。使用を認め

られた付属装置がない場合は「無」と記入する。 
 
8.9.2.4 制御方式 一般的な例として、電動 (E)、油圧 (H)、または機械 (M) がある。 
 
8.9.2.5 実技試験官 実技試験官は、オペレーターが各クレーン型式における実技要件

に合格したことを示すため、イニシャルを記入すること。 
ただし、免許更新が運転実績の文書による場合は、実技試験官のイニシャルは不要であ

り、免許発行担当者が当該文書の確認を行い、この欄にイニシャルを記入してもよい。 
 
8.9.3 制限事項 この欄には、身体的・医学的な制限事項（例、眼鏡の使用、日中のみ

の運転等）を記載する。制限がない場合は「無」と記載する。 
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8.9.4 免許発行担当者およびオペレーターの署名 免許発行担当者は、当該免許に必要

なすべての要件が満たされたことを確認した後にのみ、免許を発行する。オペレーター

は、発行された免許に署名しなければならない。 
 
8.9.5 交付日 この日付は、免許が最初に発行された日を記載する。ただし、後にクレ

ーンが追加された場合は、追加されたクレーンの免許発行日を別途記載すること。 
 
8.9.6 有効期限満了日 免許は停止または取消されない限り、記載された有効期限日の

午後 11 時 59 分まで有効である。ただし、有効期限は初回の免許交付日から 2 年を超え

てはならない。特定のクレーン形式に対する免許の一部が取消された場合でも、その他

の形式については、引き続き記載されたクレーンに対して有効である。免許が全面的に

取消された場合、オペレーターは当該免許を免許発行部隊に返納しなければならない。 
 
8.10 クレーンオペレーター免許記録 クレーンオペレーター免許記録（図 8-3）は、

オペレーターの免許資格に関する詳細かつ時系列の記録であり、オペレーターの免許フ

ァイル内に保管されるものとする。この記録には、免許番号、オペレーター氏名、クレ

ーンの型式およびつり上げ能力、使用を許可された付属装置、制御方式の種類、免許発

行部隊、実技試験管、免許の交付日、取消日（該当する場合）、有効期限満了日、免許

更新日、健康診断日、および特別な要件および医学的な制限事項（該当する場合）が含

まれている。 
 
8.11 免許の更新、停止、および取消し 
 
8.11.1 更新手続き 各部隊は、現在の免許の有効期限の 90 日前までに免許更新手続

きを開始するためのプロセスを整備しておかなければならない。更新に必要な試験およ

び検査については、有効期限までにすべての項目が確実に完了できるよう、十分な余裕

をもって手配すること。 
 
8.11.1.1 更新に関する要件 免許の更新には、以下の要件を満たすことが必要である。 
 

a. 健康診断（該当する場合） 健康診断は、免許の更新と同時に実施する必

要はないが、オペレーターが免許を所持している期間中は、２年ごとに健康診

断を受けなければならない。海軍医療システムの標準的な運用では、健康診断

は受診月の末日に有効期限が到来するとされており、本要件を満たしている。 
 
b. 部隊が求める場合、所定の専門的検査または試験を受けること。 

 
c. クレーン安全更新講習 オペレーターは、所定の安全更新講習を受講し、

合格しなければならない。この更新講習および関連試験は、免許更新の 90 日

以内に完了しなければならない。更新講習を更新期限の 90 日以内に完了した

場合、当該講習の有効期間は２年間とし、さらに最大 90 日未満の猶予期間が

与えられ、当該免許の有効期限日に満了となる。 
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d. 実技試験 オペレーターが免許の有効期間中に、免許を要する特定の形式

および定格荷重のクレーンを操作していない場合、実技試験の実施は必須であ

る。一方、操作実績がある場合には、実技試験の実施要否は部隊の裁量に委ね

られる。実技試験を免除するには、各形式（および該当する場合はつり上げ能

力）について操作実績を証明する書面を提出しなければならない。実技試験の

免除には、最低８時間の操作実績が推奨される。証明書類には、少なくともオ

ペレーターの氏名、クレーンの管理番号、クレーンの形式およびつり上げ能力、

操作日および操作時間数、承認者の署名を含める必要がある。この書類は、オ

ペレーターの免許記録ファイルに保管しなければならない。監督者の署名が記

入された ODCL の写しも、操作実績の証明として認められる。部隊は、特定の

オペレーターの操作時間を明示または補足するために、必要に応じて ODCL に
注記または修正を加えることができる。 

 
8.11.2 免許の停止 免許は、免許担当事務所の判断により、いつでも停止される場合

がある。事故が発生し、その事故調査の結果、オペレーターが適切な操作を行っていな

かったと判断された場合には、そのオペレーターの免許は停止されるべきである。免許

の再交付に必要な要件は、8.11.1.1 項に示される各要素および、当該事故またはその他

の停止事由に関して、調査および状況を踏まえて管理者が必要と判断する追加要件で構

成されるものとする。免許の停止、正当な理由、更新に関する処置（該当する場合は試

験結果を含む）に関する文書は、すべてオペレーターの免許ファイルに記録・保存しな

ければならない。 
 
8.11.3 免許の取消し 運転免許の全部または一部を取消さなければならない事由が生

じた場合、その正当な理由を示す文書をオペレーターの免許ファイルに保管しなければ

ならない。また、取消し日をクレーンオペレーター免許記録に明記しなければならな

い。免許取消しの根拠となった事情が変化し、該当のオペレーターが取消された操作を

再び行うことが妥当と判断された場合には、8.4 項から 8.8 項に定める免許交付手続き

に従い、新たに免許を取得する必要がある。 
 
8.12 オペレーター免許ファイル すべての関連書式および裏付け資料は、該当するオ

ペレーターの免許ファイルに保管しなければならない。申請者およびオペレーターごと

に、個別のファイルを作成・管理する必要がある。便宜上、ファイルは一箇所に集中管

理してもよく、またはその一部を別の場所に保管していても差し支えない。ただし、要

求があれば速やかに提出可能な状態でなければならない。電子ファイルでの管理も認め

られる。各オペレーターの免許ファイルには、少なくとも以下の項目を含めなければな

らない。 
 

a. クレーン運転免許申請書 
 

b. クレーン運転免許記録 
 

c. 現行の運転免許または一時的に運転するための免許（無負荷）の写し 
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d. 現行の健康診断証明書、および該当する場合は免除証明書および専門検査の

結果 
 

e. 特定のクレーンに関する筆記試験（採点済み、署名済み、かつ試験日または

表紙の記載があるもの） 
 

f. クレーンの各形式およびつり上げ能力に応じた最新の実技試験記録（実技試

験官による採点・署名・日付入り） 
 

g. 初回安全講習記録および最新の安全更新講習記録（採点済み、署名済み、か

つ試験日・表紙、または NeL/JKO によるオンライン修了証） 
 

h. 特定のクレーンに関する評価の記録（8.2.4.c 項に基づく） 
 

i. 免許の停止および更新に関する記録（更新における実技再試験要件の免除を

裏付ける文書を含む） 
 

j. 免許取消しの正当な理由を示す書類 
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CUI（記入後） 
本申請書を記入する前に裏面の個人情報保護法声明文を読むこと 
クレーン運転免許申請書 

パート I – 申請 
1. 海軍部隊 2. 申請者名 3. 階級・等級または民間人等級 

4. 所属部署、課、または工場 
 

5. 申請者の職種名 

6. 免許を申請する機器の詳細 
(a) クレーンの種類 (b) つり上げ能力 (c) 制御方式 (d) 付属品の種類 

7. 資格を満たす経歴の説明 
 

8. 申請者が現在所持するクレーン運転免許の種類 
 

9. 試験に向けた申請者の準備または準備教育に関する保証人の説明 
（注記：保証人は認定の講師または免許を取得したオペレーターのどちらでも可） 
 

署名   
 保証人  

パート II – 試験と検査の実施および免許発行の請求 
 

発信者：  

宛先：  

 
申請者が必須検査と試験に合格した後、上記 6 欄に記述する種類のクレーン免許を発行することを請求する。 
 

署名   

役職名   
 部署・課または工場監督者 

（完了） 

CUI（記入後） 
図 8-1 (1/2)  
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CUI（記入後） 
 

パート III – 本申請に関する指示 

発信者： 日付 

宛先： 

 要求の通りに検査と試験を進める準備を行なう。 

 以下の理由によりこの申請に関する手続きを何も行わない。 

 

署名   

役職名   
 

パート IV – 免許手続き 
 

発信者： 日付 

宛先： 

 申請をしたクレーンの種類の本免許を発行/注釈を追加した。 

 申請者は、本人の身体的検査で不合格となった。 

 申請者は、本免許の資格を得ることができなかった。 

  
本免許のための申請を新たに行なう前に必要な待機日数（設定した待機期間）。 

 

署名   

役職名   

 
個人情報保護法声明 

本声明は、個人情報保護法 1974 (PL 93-579) (N00011 CO2) の条項に従って用意したものであり、個人情報の提供

を要求する場合、その対象者に以下の事項について必ず通知するよう連邦行政機関に要求する。 

1. 関係法令：5 U.S.C. 301 部規則 

2. 主目的： 海軍のクレーンを運転する免許を申請するため。 

3. 利用目的：免許機関担当者が海軍のクレーンを操作する従業員の適正を判断するために利用する。 
安全および保安担当者が個人の資格を満たす経歴を確認するために利用する場合がある。 

4. 情報提供が義務か任意かの別：所定の情報の提供は、任意とする。ただし、申請書類に不備があると免

許発行を取り止めることとなる。 

 

CUI（記入後） 
図 8-1 (2/2)
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CUI（記入後） 
 
 

クレーンオペレーター免許 運転資格 
オペレーター名 交付日 クレーンの 

種類 つり上げ能力 付属品 制御方式 試験官名 

免許番号 有効期限満了日      

     

このカードの所持者は、このカードの裏面に示す米海軍のクレーンを操作す

る資格を有する 

     

     

免許交付官の署名      

     

オペレーターの署名      

     

海軍のクレーンを運転するときは必ずこのカードを携帯すること。 
他人に譲渡しないこと。 
注記：本免許の記載事項は、1974プライバシー法のセーフガードおよび情報開示条項の

対象である。 

制限事項（視力・聴力・その他） 

 
 表 裏 

図 8-2 
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CUI（記入後） 
  
  
クレーンオペレーター免許記録 特殊要件 

視力 聴力 その他 
免許番号 氏名     
   

運転を許可する機器 

機器の詳細 免許情報 

クレーン 
種類 

つり上げ 
能力 付属品 制御方式 交付部隊 免許交付 

担当官 交付日 免許取 
消し日 

有効期限 
満了日 更新日 身体検査 

実施日 

           

           

           

           

           

           

           

           

CUI（記入後） 

 
図 8-3 
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第９章 
運転士（オペレーター）が行う点検 

 
9.1. 使用前点検（カテゴリー１、２、クレーンおよび運転室付カテゴリー３クレー

ン） 毎日、最初にクレーンを使用する前に運転士（オペレーター）による完全な点検

を行わなければならない（クレーンが生産業務、保守、または試験に使用されている、

あるいは移動中にかかわらず）。この点検のためにクレーン運転士の日常点検表 
(ODCL) を使用するものとする。該当のオペレーターは、点検を完了した時点でその

ODCL に署名しなければならない。建設作業で使用されるクレーンを除いて、同日、次

の勤務時間帯の最初のオペレーターは、9.1.2.1.4 項の操作点検（ただし、ブームホイス

トのリミットスイッチを点検する必要はない）を行わなければならない。他のオペレー

ターはすべて、最初の ODCL を確認かつ署名し、さらに該当のクレーンに何らかの札

が取付けられているか確認しなければならない。建設作業で使用されるクレーンの場

合、勤務時間帯ごとに完全な点検を行わなければならない。 
 
クレーンチームは、必要に応じて操作点検を行うオペレーターを補助しなければならな

い。複数のホイストを備えるクレーンにおいて１台のホイストのみ使用する場合、使用

しないホイストには、ODCL を行う必要はない。この状況を該当の ODCL の「備考」

欄に記録しなければならない。毎日、クレーンを最後に使用した後に、その ODCL を

上司による確認と署名のために提出しなければならない。つり上げを行なう前に所定の

ODCL を済ませる行為の例外として、品物をフックからつり下げた状態が複数のオペレ

ーターの時間に及び、そのつり上げを実際または安全に中断できないとき、または次の

ODCL を実施するとクレーン作業の安全性と健全性に悪影響を及ぼすと見られる重要な

継続作業（例、船の入渠や出渠）に関わっているときがある。それらの状況において該

当の機器をそのオペレーターが再び運転しない限り、所定の点検をそのつり上げまたは

重要な継続作業の完了後に速やかに行うものとする。つり上げが関係しない作業（例、

新しい場所にクレーンを移動）の場合、そのオペレーターは、実際に行われる作業に利

用される機能を点検するものとする。 
 
9.1.1. 文書化 図 9-1 は、クレーンの一般的な型式に適用される項目を示すものであ

る。クレーンが図 9-1 に記載のない荷重支持部品、荷重制御部品、または安全装置を備

える場合、それらを該当のクレーン OEM が要求する追加の確認とともに該当の部隊の

ODCL に加えなければならない。クレーンの特定のカテゴリーに合わせて簡略化した書

式を使用することも可能であるが、それらの書式に該当のクレーンに適用される項目が

すべて含まれていることを条件とする。 
 
9.1.2. 手順 担当のオペレーターは、ODCL にて指示する項目を点検しなければならな

い。本節は、追加の作業員（電気工など）または追加の機器（高所作業者または墜落・

転落防止装置など）、あるいは安全用ロックアウトが必要と見られる項目の点検を要求

するものではない。操作点検には、品物がない状態で制御の適正な作動の確認に相応な

範囲を利用してすべての制御を使用することと、さらに安全装置類、計器類、メーター

類、警報類、リミットスイッチ類、他の装置等の適正な作動の確認をすることですべて

の作動を操作することが含まれていなければならない。 
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9.1.2.1. 具体的な指示 使用前点検は、４つの区分で構成されており、場所や領域を通

常見て回る流れに従って点検する項目を系統的に分類している。すべての項目と属性は

ODCL にとって重要である。点検した状態をその点検表に記録しなければならない。オ

ペレーターは、複数の分類を並行して点検してもよい。 
 
9.1.2.1.1. 見回り点検 オペレーターは、安全に近付ける方法を備えるクレーンに対

して以下に示すように見回り点検を行わなければならない。カテゴリー１クレーンの場

合、その見回り点検を地上、可能な場合には機械室内、運転室、さらに地上と機械室や

運転室との間にある通路やはしごから行わなければならない。ブームを通常の操作範囲

の位置にしておいて構わない。見回り点検は、ブームや A フレームに登って行われる

点検ではない。点検用はしごと通路を備える運転室付カテゴリー２およびカテゴリー３

クレーンの場合、その見回り点検を地上、通路、運転室、さらに安全に近付けるのであ

ればトロリから行わなければならない。運転室無クレーンの見回り点検は、地上から行

われる場合がある。担当のオペレーターは、該当のクレーンに最新の使用許可証がある

ことを確認しなければならない。該当の ODCL にその使用許可証の有効期限を記入す

る。該当のクレーンに最新の使用許可証がない場合、その事を上司に報告しなければな

らない。さらにそのクレーンを操作してはならない。その点検には、故障や異常などを

調べるためにクレーンの周囲またはクレーン上を見て回ることが含まれていなければな

らない。担当のオペレーターは、最低でも以下の状態を調べて報告しなければならな

い。 
 

a. 安全ガードとプレート 安全ガードやプレートが外れていないか確認す

る。 
 

b. キャリアフレームおよび旋回ベース プレートや溶接部の亀裂、曲がり、

変形などの明らかな物的損傷がないかキャリアフレームと旋回ベースを確認す

る。構造物の下層に亀裂や損傷の徴候を示す塗装のひびや剥離がないか確認す

る。フックローラ、ブルギア、および旋回ピニオンを確認する。 
 

c. 締付具等 締付具（ボルト、ナット、ブラケットなど）の脱落や緩みがな

いか確認する。 
 

d. ワイヤロープ ワイヤロープに異常な摩耗、摩損、籠状破損、腐食、キンク

がないか確認する。端末接続部を目視で確認できる場合、特に楔形ソケットの適

切な取付け、収まり具合、およびワイヤロープの状態を確認する。擦れ止めのロ

ープガイドが適切にロープを誘導しているか、さらに、著しい摩耗がないか確認

する。 
 

e. ワイヤロープの巻掛け ワイヤロープやロードチェーンの巻掛けの状態を

確認する。ワイヤロープがそのドラムに適切に巻かれていることを確認する。ワ

イヤロープやロードチェーンがフックブロックとブームポイントシーブ内を通っ

ていることを確認する。ワイヤロープやロードチェーンがドラムやスプロケット
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に適正に巻かれていることを確認する（クレーンチームの玉掛作業員がこの項目

を確認してよい）。 
 

f. ブロック ブロックの状態を点検し、すべてのスイベルが自由に回転する

ことを確認する（クレーンチームの玉掛作業員がこの項目を確認してよい）。 
 

g. フック フックの状態を点検し、亀裂、フックの開口部の著しい開き、ね

じれがないか確認する。玉掛用具がフックに掛けられていて、それを容易に取外

せない場合、その玉掛用具を取付けた状態で可能な限りフックを点検する（クレ

ーンチームの玉掛作業員がこの項目を確認してよい）。 
 

h. シーブまたはスプロケット 可能であればシーブやスプロケットの状態を

点検し、それらが自由に回転するか、さらに亀裂や破損がないか確認する。 
 

i. ブームおよびジブ ブームおよびジブの状態を点検し、真直度および鋼構

造材や溶接部に亀裂、曲がり、または変形などの外観上の損傷の形跡がないか確

認する。ラチス構造ブームを点検するとき、特にラチスの曲がりや主部材のへこ

みについて注意して確認する。 
 

j. ガントリー、ペンダント、およびブームストッパー ガントリー、ペンダ

ント、およびブームストッパーの状態を点検する。ガントリーに変形や損傷など

がないか確認する。ブームペンダントに弛みや不均等な長さの痕跡などがない

か、さらにアンカーピンが取付けられているか確認する。ブームストッパーを点

検し、損傷がないか、さらに伸縮ストラットに引っ掛かりがないか確認する。 
 

k. 通路、はしご、および手すり 通路、はしご、および手すりの状態を点検

する。取付部品の緩み、亀裂、著しい錆、踏ざんに緩み、または不安全な状態の

痕跡などがないか確認する。 
 

l. 旋回ロック、ストッパー、およびバンパー 旋回ロックが自由に動くか確

認する。クレーンのストッパーおよびバンパーに亀裂や他の損傷などがないか確

認する。 
 

m. タイヤ、ホイール、および履帯 タイヤの状態を点検し、空気圧、大きな

切り込み、著しい摩耗がないか確認する。タイヤを接地させた状態でのつり上げ

を予定している場合、タイヤゲージでタイヤの空気圧を測定して OEM の定格総

荷重表に従った適正な空気圧であるか確認する。ホイールに緩みや損傷がないか

確認する。履帯式機械では、過度の緩み、パッド破損や緩み、または明らかな不

具合などがないか確認する。 
 

n. 漏れ 機械フレーム上と機械下部の地面に燃料、潤滑油、作動油、エンジ

ン冷却水の漏れの痕跡がないか確認する。 
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o. 潤滑 点検窓、ディップスティック、または同様の装置を備えたギアケー

スでは、潤滑油量とクレーン構成部品の潤滑過多または潤滑過少の痕跡がないか

確認する。3.6.3 項に記載のとおり、クレーンの潤滑状態の記録に ODCL を利用

してよい。文書の保管については、3.6.3 項に従う。 
 
p. アウトリガおよびスタビライザ アウトリガおよびスタビライザに損傷が

ないかどうかを点検する。アウトリガまたはスタビライザにフロートまたはパッ

ドが常設型でない場合、それらが走行台車にあることと、損傷の有無を確認す

る。 
 

q. ロードチェーン 損傷や劣化したリンクがないか確認する。 
 

r. フェストゥーン／導体バー 損傷したフェストゥーンまたは導体バーがない

か確認する。集電子が所定の位置にあることを確認する。 
 
s. 周囲の安全性 作業現場を確認して、障害物や危険性の正確な位置を確実に

把握しておく。荷をつり上げたクレーンを支えられる堅固な地盤状態であること

を確認する。運転のために仮設の接続（例、仮設の陸上電源や非クレーン動力電

源など）が取外され、片付けられていることを確認する。 
 

t. 危険札および注意札 ペンダント操作式または無線操作式クレーンの場

合、危険札または注意札が掛けられていたら、その札の指示を読み、内容を理解

して、その指示に従うこと。ODCL の所定の欄に次のとおりに印をつける。 
「S」－ すべての札が正しく掛けられている。「U」－ 札が不適切に掛けら

れている、または不備がある。「NA」－ 札が掛けられていない。 
 

u. 手順書 ペンダント操作式または無線操作式クレーンの場合、所定の手順

書がすべてペンダントまたはリモコン上または付近にあるか確認する（非常用ま

たは予備のペンダントまたはリモコン）。例、操作手順書、荒天時の操作指示、

部隊独自の追加指示などがある。該当クレーンの電源遮断スイッチの近隣に掲示

することを認める。用意したすべての手順書を理解できることを確認する。 
 
9.1.2.1.2. 機械室または機械周囲の点検 担当のオペレーターは、安全に近付ける方

法を備えるクレーンおよびトロリの機械室または機械周囲の点検を行わなければならな

い。カテゴリー２クレーンおよび運転室付カテゴリー３クレーンの場合、機械周囲の点

検を地上、運転室、および通路から行わなければならない。機械室または周囲に入り、

機械点検パネルやカバーを取り外し以下の項目を点検する。 
 

a. 清掃状態 機械室や周囲および通路が汚れていないか確認する。工具およ

び認められた資材が適切に保管されているか、さらに廃棄物やごみ等が片付けら

れているか確認する。 
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b. ディーゼルエンジンおよび発電機 ディーゼルエンジンの潤滑油量、ラジ

エータのクーラント量、油圧オイル量、燃料の量を確認する。ファンベルト、ド

ライブベルトに損傷がないか確認する。締付具の緩み、オイルやグリースの飛

散、過熱の痕跡がないか確認する。 
 

c. 漏れ 潤滑油、燃料、グリース、油圧オイル、またはクーラントの漏れの

有無を確認する。 
 

d. 潤滑 点検窓、オイルレベルゲージ、または同様の装置を備えたギアケー

スでは、潤滑油量とクレーン構成部品の潤滑過多または潤滑過少の痕跡がないか

確認する。3.6.3 項に記載のとおり、クレーンの潤滑状態の記録に ODCL を利用

してよい。文書の保管については、3.6.3 項に従う。 
 

e. バッテリ 著しい腐食、漏れがないか確認する。 
 

f. 照明 機械室または周囲の照明が点灯することを確認する。 
 

g. ガラス 機械室または周囲のドアや窓ガラスの破損や欠落がないか確認す

る。 
 

h. クラッチおよびブレーキ 点検可能な部分のクラッチおよびブレーキを点

検し、過熱、摩耗、またはライニングにグリースやオイルの付着の痕跡がないか

確認する。締付具の緩みの痕跡および部品の損傷や欠落がないか確認する。ブレ

ーキが手動開放機構を備える場合、その開放機構が開放位置になっていないこと

を確認する。 
 

i. 電動機 すべてのモータを点検し、締付具に緩みの痕跡、オイルやグリー

スの飛散、および過熱の痕跡がないか確認する。 
 

j. 補助エンジンおよびコンプレッサ 潤滑油量、ラジエータのクーラント

量、作動油量、および燃料の量を点検する。ファンベルトおよびドライブベルト

に損傷がないかどうかを点検する。締付具の緩み、オイルやグリースの飛散、お

よび過熱の痕跡がないか確認する。 
 

k. 危険札および注意札 危険札または注意札が掛けられている場合、その札

の指示を読み、内容を理解して、その指示に従うこと。ODCL の所定の欄に次の

とおりに印をつける。「S」－ すべての札が正しく掛けられている。「U」－ 札
が不適切に掛けられている、または不備がある。「NA」－ 札が掛けられていな

い。 
 

l. 消火器 消火器は所定の位置に設置されているか、シールが破れていない

か、さらに点検札が最新であるか確認する。オペレーターは、備え付けの消火器

の設置場所、取扱い方、および管理について良く理解していなければならない。 
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m. ホイストドラムのパウルおよびラチェット 目視で確認きる場合、固定用

パウルとラチェットの損傷の有無、調整、および適正な掛り具合について確認す

る。 
 
9.1.2.1.3. 運転室の点検 運転室に入り、エンジンを始動する前にすべての操縦装置

がニュートラルまたは切りの位置にあることを確認する。エンジンを始動して以下の項

目を点検する。（注記 具体的な手順は、クレーンの型式によって異なる。オペレータ

ーは、クレーン搭乗用のはしごを昇るときに手に物を持ったり、ポケットの中に大きな

物を入れたりしてはならない） 
 

a. 計器類 計器類の損傷や脱落がないかどうか確認する。さらに、それらが

正常に作動することを確認する。 
 

b. 表示器および警告灯 表示器および警告灯に損傷または脱落がないか確認

する。さらに、該当する表示器および警告灯が点灯するかどうか確認する。 
 

c. 視界 視界を点検し、すべての窓とミラーに汚れや破損がないか確認す

る。盗難防止用カバー等が窓から取外されていることを確認する。 
 

d. つり上げ能力の表示 つり上げ能力の表示が運転室内に提示されているこ

とを確認する。さらに、それらが判読可能であるか確認する。 
 

e. リストおよびトリム表示計（フローティグクレーン） リストおよびトリ

ム表示計を点検して、クレーンの水平度が許容範囲内にあることを確認する。リ

ストおよびトリム表示器の気泡管が所定のホルダー内にあり、破損していないか

どうかを確認する。 
 

f. ブーム角度表示計および作業半径表示計 表示計に損傷がないか確認す

る。そのリンク機構が接続されているか確認する。電気式表示計を使用の場合に

は、電源が供給されていることを確認する。 
 

g. 消火器 消火器は、所定の位置に設置してあり、シールが破れていないこ

とを確認する。さらに、点検表が更新されていることを確認する。オペレーター

は、備え付けの消火器の設置場所、取扱い方、および管理について良く理解して

いなければならない。 
 

h. 水平器（移動式クレーン） 水平器に損傷がないか確認する。 
 

i. 危険札および注意札 危険札または注意札が掛けられている場合、その札

の指示を読み、内容を理解して、その指示に従うこと。ODCL の所定の欄に次の

とおりに印をつける。「S」－ すべての札が正しく掛けられている。「U」－ 札
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が不適切に掛けられている、または不備がある。「NA」－ 札が掛けられていな

い。 
j. 手順書 所定の手順書がすべて運転室内にあるか確認する。例、操作手順

書、OEM の取扱説明書、荒天時の操作指示、部隊独自の追加指示などがある。 
 
k. 清掃状態 機械室内が片付いているか、不必要な衣類がないか確認する。

さらに私物、工具、保守用の資材、ごみなどが適切に保管され、運転室に散乱し

ないようになっているか、また、操作の妨げになっていないか確認する。 
 
9.1.2.1.4. 操作点検 暖機運転を行う。操作点検の準備が整い次第、玉掛作業員に注

意を促し、以下の点検を行なう。 
 

a. 周囲の安全性 作業現場を確認する。障害物の正確な位置、危険性などが明

らかになっていることを確認する。荷をつり上げたクレーンを支持できる堅固な

地盤を確保する。この確認は、使用前点検中に走行可能なすべての領域を確認す

ることを意図していない。ただし、使用前点検中に確認していない走行領域を使

用する前には、障害物および潜在的な危険性に特に注意を払うべきである。 
 
b. アウトリガおよびスタビライザ 最初に設置する前にアウトリガやスタビ

ライザが自由に作動することを確認する。 
 
c. 異音 エンジン始動後、異音、液漏れ、動作不良、計器類の読み取り不

良、および電力損失がないか確認する。また、エンジンまたはモータの制御に対

する反応不良がないか確認する。 
 

d. 制御および制御動作 制御機構を点検し、構成部品の著しい摩耗および潤

滑油または異物などによる汚れがないか確認する。制御を起動したときに制御が

スムーズであること、制御動作に対応する機器の正常な作動を確認可能な範囲で

制御を確認する。全速度範囲を通してホイストの制御を確認する。 
 

e. ワイヤロープまたはチェーン ワイヤロープまたはチェーンが適切に送り

出されているかどうか確認、ワイヤロープまたはチェーンおよびフックブロック

にねじれや回転がないことを確認し、さらにワイヤロープまたはチェーンがシー

ブやスプロケットおよびブロックの中を円滑に動いていることを確認する。チェ

ーンバケットがいっぱいになっていないこと、さらにチェーンがチェーンバケッ

トに正しく出入りしていることを確認する。ブームおよびホイストドラムまたは

ロードスプロケットを運転台から目視で確認できる場合、ワイヤロープがそのド

ラムに適切に巻き取られているか、そのドラムから適切に送り出されているか、

またはチェーンがそのロードスプロケットに適切に巻き取られているか、そのロ

ードスプロケットから適切に送り出されているかどうかを確認する。リミットス

イッチの動作確認とフックの点検のためにフックブロックとブームを降下させた

ら、見回り点検のときにワイヤロープやチェーンを目視では確認が難しい箇所を
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点検する。チェーンの終端が見えない場合、チェーンがホイストの本体に接続さ

れていることを確認する。 
 

f. ブレーキおよびクラッチ ブレーキおよびクラッチの作動を点検し、それ

らが正常に作動すること。さらに、滑り、過度の遊び、または引きずりがないこ

とを確認する。ブレーキおよびクラッチを作動させ、それらに滑りがないことを

確認する。 
 

g. ブーム角度・作業半径・ブーム長さ表示計 ブーム角度、作業半径、およ

びブーム長さ表示計または表示の作動を確認する。 
 

h. リミットスイッチ類 リミットスイッチの点検は、低速で行われ、かつ、

各フックホイストの常用上限リミットスイッチおよびブームホイストの常用リミ

ットスイッチの上限側と下限側が含まれていなければならない（建設に使われる

クレーンを除き、ブームホイストの常用リミットスイッチの上限側と下限側の動

作確認は、毎日クレーンを最初に点検する時にのみ必要である）。フックが最下

限位置（例、最小作業半径で到達するドライドックの渠底または一般的な建屋内

のクレーンでは床面）まで下降できる場合、巻上ドラムにワイヤロープを最低 2
巻きまたはチェーンホイストの場合には余分なチェーンを残していれば、フック

ホイストの下限リミットスイッチの点検は、不要である。下限リミットスイッチ

の点検が不要なとき、この事を該当のクレーンのペンダント、マスタースイッ

チ、または操作上の指示に注釈を付けなければならない。必要な巻き数に満たな

いクレーンまたは十分なチェーンがない場合、フックホイストの下限リミットス

イッチは、操作上で可能な範囲で行われなければならない。すなわち、下限リミ

ットスイッチの点検が可能な位置にクレーンがある場合をいう（使用前点検中に

下限リミットスイッチを点検していない場合、このリミットスイッチを該当のク

レーンを下限リミットスイッチが点検可能な位置に移動した後に点検しなければ

ならない）。過荷重クラッチまたは過巻上防止機能を備えるクレーンの場合、そ

の過荷重クラッチまたは過巻上防止機能を点検してはならない。該当の ODCL
には、それらの機能を点検しないことを周知する注釈を付けなければならない。 
移動式クレーンには、残巻検出器と呼ばれる種類のホイスト下限リミットが装備

されている場合がある。上述のように確認する。 
 
常用リミットスイッチが解除される特別な操作を計画した場合を除き、非常用リ

ミットスイッチの点検は、必要ない（第 10 章の安全装置の解除の管理を参照） 
 

i. 緊急停止装置（例、電源遮断ボタン） 緊急停止装置を確認する。緊急停

止装置の位置を把握し、さらに、それが正常に作動することを確認する。動作が

行われている間に緊急停止装置を点検する場合には、低速で点検する（ポータル

クレーンおよびフローチングクレーンのディーゼルエンジン停止装置には該当し

ない）。 
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j. 運転安全装置など 該当の部隊の技術部門が指示する運転安全装置など、

デッドマンスイッチ、または有効化スイッチを点検する。 
 

k. 一般安全装置 一般安全装置を点検し、正常に作動することを確認する。 
 

l. フリーティングシーブ（動滑車） 目視で点検可能であれば、フリーティ

ングシーブが軸上を自由に移動することを確認する。 
 
m. ペンダントまたはリモートコントローラ 使用するペンダントまたはリモー

トコントローラでは、該当する場合、張力緩和ケーブルや機構の適切な位置を含

めて適切な作動か確認する。 
 

n. 電路 電路装置の作動、ケーブルハンガーまたは導体バー、集電子を確認

し、正常に機能していること、障害物がないことを確認する。 
 
9.1.2.1.5. バージに積載した移動式クレーンを含むフローティグクレーンに関する追加

の使用前点検  
 
上述の点検に加えて、次の項目を各勤務時間帯に点検し、さらにODCLに記録しなけれ

ばならない。 
 

a. 移動式クレーンをバージに固定する方法に磨耗、腐食、締付け具の緩みや

欠落、および溶接部の欠陥がないか 
 
b. 台船または浮揚装置には、浸水がないこと。 
 
c. デッキに積載した物を適切に固定していること。 
 
d. 台船または浮揚装置は、チェーンロッカー、船倉、燃料区画、およびハッ

チの状態を参考にして水密であること。 
 
e. 消火装置および救命装置が備わり、使用可能であること。 

 
9.2. 使用前点検（運転室無カテゴリー３クレーン） 
 

a. オペレーターは、すべてのクレーンに関して毎日最初に担当のクレーンを使

用する前に使用前点検を行わなければならない（担当のクレーンが生産業務、保

守、試験、または移動中にかかわらず）。さらに、当日の次の勤務時間帯毎に最

初のオペレーターは、該当するクレーンのホイストの上限リミットスイッチを含

む操作点検を行わなければならない。建設で使われるクレーンの場合、使用前点

検を各勤務時間帯でクレーンを使用する前に行うものとする。その使用前点検に

は、該当する点検項目および 9.1 項および 9.1.2.1 項の例外を指針として利用しな

ければならない。その使用前点検の結果を記録する必要はない。発見した不具合



9-10 

を上司に報告するものとする。SPS クレーンの場合、使用前点検を文書化しなけ

ればならない。 
 

b. ブリッジクレーン、壁クレーン、およびガントリークレーンについては、記

録を残す使用前点検をクレーンが使われている月ごとに最低１回実施するものと

する。その使用前点検は、9.1.2 項に従い行われるものとする。その点検表の記入

および署名は、有資格のオペレーターによって行われなければならない。オペレ

ーターは、その点検表を確認のために上司に提出しなければならない。本項は、

SPS クレーンには適用外である。すべての SPS クレーンには、文書化する日常使

用前点検が必須である。 
 
9.3. オペレーターが発見した不具合 
 
9.3.1. 荷重支持部品、荷重制御部品、および運転安全装置 オペレーターは、機器の日

常点検中または操作中に荷重支持部品、荷重制御部品、または運転安全装置（例、

ODCL の星印が付いた項目）の不具合を見つけたとき、または制御不能な動き、制御指

示の通りに動かない、あるいはクレーンが不安全となる恐れがある運転状態に気づいた

とき、直ちにクレーンの運転を中止し、その発見した不具合を上司に報告しなければな

らない。これには、通常の漏洩量を超える漏れや浸出の増加も含まれる。報告を受けた

監督者は、速やかにクレーンの検査部門に報告し、その不具合の診断と必要に応じて技

術的解決策を含めた修理作業の要請を行わなければならない。該当のクレーン（または

複数のホイストを備えるクレーンにおいて不具合があるホイスト）は、そのような不具

合を是正するまで、または、部隊の技術部門が調査を済ませて継続的な操作が認められ

るまで使用禁止とする。技術部門を持たない部隊の場合、検査を担当する組織は、その

不具合を調査しなければならない。さらに、使用許可認証担当官は、継続的な操作を承

認しなければならない。修理、検査、および認証に関する要件については、第 3 章およ

び第４章を参照のこと。該当する項目には、不合格と記さなければならない。備考欄に

は、具体的な構成部品を明記し、不良な状態を記述しなければならない。把握済みの

（および札が付いた）不具合の場合、オペレーターは、ODCL の所定の欄に（例、電動

機の項目に作動しないポータルクレーンの走行モータ、操作の項目にホイストの故障）

不合格の印を付けるものとし、さらに該当のクレーンが記述の条件下での操作が可能で

あることをその備考欄に説明しなければならない。この場合、オペレーターは直属の監

督者に問い合わせる必要はない。SPS クレーンの場合、文書化する技術的な解決策が必

須である。 
 
9.3.2. 他の不具合 ODCL に記述した他の不具合の場合、該当する項目に不合格と記す

ものとする。さらにオペレーターは、備考欄にその不具合について説明しなければなら

ない。そのオペレーターの監督者は、是正処置を担当する組織にそのODCLを提出しな

ければならない。運転室無カテゴリー３クレーンの場合、該当の部隊は、報告および是

正処置に関する手順を定めなければならない。SPS クレーンの場合、文書化する技術的

な解決策が必須である。 
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クレーンオペレーター日常点検表 
クレーン番号 形式/認証荷重 場所 使用許可認証有効期限 勤務時間 アワーメータ 運転時間 日付 

始動 停止 
1 2 3   

オペレーター 凡例 

 S = 良 U = 不良 NA = 適用外 
1 見回り点検 2 機械室点検 3 運転室点検 4 操作点検 

a 安全ガード・プレート 

S U NA 

a 清掃状態 

S U NA 

a 計器類 

S U NA 

a 周囲の安全性 * 
S U NA 

            
b キャリアフレーム・旋回ベ―ス *    b ディーゼルエンジン・発電機 *    b 表示器・警告灯     b アウトリガ・スタビライザ *    

c 締付具（ボルト・ナット等）     c 漏れ     c 視界 *    c 異音     

d ワイヤロープ *    d 潤滑     d つり上げ能力の表示 *    d 制御・制御動作 *    

e ワイヤロープの巻掛け状態 *    e バッテリ     e リスト計・トリム計（フローテ

ィングレーン） *    e ワイヤロープ・チェーン *    

f ブロック *    f 照明     f ブーム角度表示計・半径表示計 *    f ブレーキ・クラッチ *    

g フック *    g ガラス     g 消火器     g ブーム角度表示計・半径表示

計または表示 *    

h シーブまたはスプロケット *    h クラッチ・ブレーキ *    h 水平器（移動式クレーン） *    h リミットスイッチ類 *    

i ブームおよびジブ *    i 電動機 *    i 危険札・警告札 *    i 緊急停止装置（電源遮断） *    

j ガントリー・ペンダント・ブームス

トッパー *    j 補助エンジン・コンプレッサ     j 取扱説明書     j 他の安全操作装置 *    

k 通路・はしご・手すり     k 危険札および警告札 *    k 清掃状態     k 一般安全装置     

l 旋回ロック・ストッパー・バンパー *    l 消火器           l フリーティングシーブ     

m タイヤ・ホイール・走行台車 *    m ホイストドラムの爪・ラチェッ

ト *          m ペンダントコントローラ *    

n 漏れ                 n 電路（フェストゥーン・導体

バー）     

o 潤滑（非常に足りない場合は*）                       

P アウトリガ・スタビライザ *                      

q ロードチェーン *                      

r フェストゥーン・導体バー *                      

s 周囲の安全性 *                      

t 危険札・警告札 *                      

u 取扱説明書                       

記入方法 – 勤務毎に上記に該当する項目をすべて点検すること。星印 (*) の項目に不具合がある場合、クレーンの使用をただちに中止する

こと。ただし、所属部隊の技術部門が不具合の状態について調査を済ませ、かつ引き続き使用が認められている場合を除く。 
不安全状態を発見した場合には、クレーンの使用を中止し、ただちに監督者に報告すること。どのような不良項目であっても具体的な部

品名を示し、備考欄に具体的な構成部品を示し、さらに不具合の状態を備考欄に記入する。 

監督者署名 

日付 
最初のオペレーター署名 オペレーター署名 オペレーター署名 オペレーター署名 

日付 日付 日付 日付 
備考 
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第 10 章 
作業 

 
10.1. クレーン作業の安全手順 毎年、クレーン事故により人命、重傷、または物損を

伴う重大で悲惨な災害が起きている。クレーン事故の多くは、作業員の過失によるもの

であるため、未然に防ぐことができる。クレーン作業の安全は、クレーンチームの中で

の効果的な連携によって成り立っている。事故の多くは、チーム員の不安全行為や所定

の安全対策の不履行によるものである。チーム員が誤った行動をする状況とは、不注

意、判断ミス、過信、または作業を早く終えようと急ぐ行動が原因である。本章は、事

故を防ぐため、すべてのクレーンチームメンバーが十分に理解し、常に実践する必要が

ある基本的なクレーン安全手順を規定する。第 14 章は、玉掛に関する要件および方法

を定めている。 
 
10.1.1. 作業上の危機管理 OPNAVINST 3500.39 は、作戦能力と即応態勢を最適化す

るために、海軍の軍事行動、訓練、計画に必要不可欠な一部として定められた ORM の

目的と併せて作業上の危機管理 (ORM) の手順を説明している。この ORM 手順は、あ

らゆる地位の要員が意思決定手法として活用することを意図しており、危険性を予測

し、危険性を最小許容レベルに抑え、さらに、事故の可能性を引き下げるためにある。

ORM 訓練の目的の一つは、ORM を自発的あるいは直観的な意思決定方法の一部として

応用するための能力を育成することにある。その ORM 手順は、あらゆる WHE の作業

に適用できる。部隊は、ORM の手法をあらゆる WHE によるつり上げの計画と準備に

活用するよう奨励されている。 
 
10.2. クレーンチーム クレーンチームは、クレーン運転者（オペレーター）、玉掛作

業責任者 (RIC) 、玉掛作業員、合図員、および必要に応じて軌道監視員で構成される。

玉掛作業監督者またはクレーンオペレーター監督者は、RIC（チームリーダー）、クレ

ーン玉掛作業員、合図員、およびクレーン軌道監視員を指名しなければならない。チー

ムの規模は、該当の玉掛作業監督者の判断により担当する仕事に応じて変わる。ただ

し、すべてのカテゴリー１クレーンによるつり上げ作業では、最低でも RIC が必要で

ある。例外として、屈曲形ブームクレーン、ミニクレーン、つり荷走行クレーンなど、

一般に一人で行われる作業に使われるクレーンを除く。付則 N は、クレーンチームメ

ンバーの適正要件を定める。 
 
管理者は、効果的なチームワークの基本的な考えを周知しなければならない。チームメ

ンバーは、クレーン作業の安全を確保するために協力しなければならない。各チームメ

ンバーは、所定の役割を担当する一方で、潜在的な問題を認識し、その問題点をチーム

メンバー全員に知らせる責務を負う。いつでも不安全状態が明らかになったときは、ク

レーンチームメンバーの誰であっても作業を一旦中断しなければならない。該当のチー

ムで解決できない問題点については、監督者に報告しなければならない。 
 
10.2.1. 責務 
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10.2.1.1. 玉掛作業責任者 この RIC は次に掲げる役割を含む担当する作業を全体的に

統括する。つり上げに関わるあらゆる事を計画すること、つり上げる品物の重量を判定

すること、担当の運転士との適切な連絡合図方法を定めること、品物が適切に玉掛けさ

れていることを確認すること、クレーン作業領域に障害物がない状態を確保すること、

担当のオペレーターに合図を送ることや、別の玉掛作業員や合図を送るための合図員を

割り当てること、および安全な作業方法で作業すること。この RIC は、他のクレーン

チーム員との作業を調整しなければならない。この RIC は、クレーン作業全体の統括

を妨げると見られる役割を行ってはならない。この RIC は、ASME B30 および ASME 
P30 規格ではつり上げ指揮者と呼ばれている。 
 
10.2.1.2. 玉掛作業員 玉掛作業員は、担当するクレーンの使用前点検を行うクレーン

オペレーターの補助、適切な玉掛用具の選定と使用前点検、品物の安全な玉掛け、該当

の作業に関して疑問がある状況を該当の RIC に常に報告することを含め、該当の RIC
および玉掛作業監督者が指示した仕事を行う責務を負う。 
 
10.2.1.3. 軌道監視員 軌道監視員は、担当するクレーンの使用前点検を行う玉掛作業

員およびクレーンオペレーターを補助する、潜在的な障害物の監視によりクレーンの安

全走行を確保する、クレーン軌道スイッチを適切に切り替える、さらに、問題となりう

る状況が発生した時にオペレーターに速やかに操作停止を知らせられる位置に就く責務

を負う。該当のクレーンの大きさと周囲の混雑状況に応じて軌道監視員が複数必要とな

る場合がある。 
 
10.2.1.4. 合図員 合図員（または合図専任者）は、対象のクレーンオペレーターに対

しクレーンの動きを指示する責務を負う。この合図員は、RIC、玉掛作業員、または他

の有資格者が担当する場合がある。連絡合図方法は、10.7 項に従わなければならない。 
 
10.2.1.5. オペレーターの責務 オペレーターの最も重要な責務は、クレーンを安全に

運転することである。オペレーターの責務は、担当するクレーンの使用前点検を行なう

ことと、作業前の打ち合わせに参加する。作業全体を通して RIC または合図員との連

絡合図を絶やさない。操作の指示を受けた時にのみ操作する（そのような指示を受けた

とき。例えば、運転室付クレーンの場合など）。つり上げる品物の重量を把握または妥

当な概算重量を把握する。担当する作業の安全性に疑問がある場合にはクレーンの操作

を断ることを含め、作業開始前に担当するクレーン作業内容を十分に把握すること。 
 
10.2.1.5.1. オペレーターの状態 始めに最も重要なこととして、担当するオペレーター

は、クレーンの操作に体力的、精神的、および情緒的に適しているかどうかを自分で判

断しなければならない。多くの人命は、担当するオペレーターの行動に委ねられてい

る。オペレーターは、薬を服用している場合、医師に薬の影響について相談しなければ

ならない。毎日、オペレーターは、次の事を自分で確認しなければならない。気分は良

好か。運転のために身体を動かせるか。頭がさえているか。正しく考え、記憶できてい

るか。注意力は、十分か。今日の態度は、良好か。穏やかでいるか、冷静で落ち着いて

いるか。オペレーターは、これらの質問に正直に「はい」と答えられない場合、クレー
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ンの操作は、事故を引き起こす要因となる。オペレーターは、クレーンの操作を行って

はならない。 
 
10.2.1.5.2. 担当クレーンに関する理解 一般に海軍部隊のクレーンオペレーターには、

さまざまな種類、メーカー、形式のクレーンを運転することが求められている。このオ

ペレーターは、操作をすると見られるクレーンの種類、メーカー、形式で運転上の制限

や規制事項を含め、掲示してある該当の運転特性をよく理解していなければならない。 
 
マイクロプロセッサ制御を備える新型クレーンの多くは、電磁制御を備える旧型のクレ

ーンとは異なる操作をする。それらの操作上の違いには、ロードフロート、直接ブレー

キ制動に代わる減速時間、および個別の加速段階に代わる可変速度制御が含まれる。旧

型のクレーンを新しいクレーンに交換するとき、安全な操作環境を確保するために新た

にオペレーターの教育および操作上の特性の掲示が必要となる。 
 
10.2.1.6. 混成クレーンチーム 兵器以外のつり上げ作業において、本書に従って訓練

を受けた陸上のクレーンオペレーター、玉掛作業員、および RIC（乗組員または契約業

者）で構成されるクレーンチームと他の基準に従って訓練を受けた乗組員または契約業

者の玉掛作業員で構成される場合、該当の RIC が全作業員に説明をすること、該当の

玉掛作業員が説明を受けた所定の作業内容を把握しているか確認することを条件に、乗

組員または契約業者の玉掛作業員は、玉掛作業を行うことができる。玉掛作業監督者、

クレーンオペレーター監督者、または玉掛もしくはクレーンオペレーターの作業リーダ

ー（WL として分類）は、すべての作業関係者が割り当てられた仕事を遂行するための

適切な訓練または説明を完全に受けていることを確認しなければならない。兵器のつり

上げ作業は、10.4 項に従って行われなければならない。 
 
10.2.2. 安全装置 クレーンには、さまざまな種類があり、それらには、さまざまな安

全装置が具備されている。安全装置の多くは複雑であるため、それらの操作には十分な

訓練が必要となる。これは、特に短期間の使用のために貸し出されたり、借り受けたり

した移動式クレーンに該当する。部隊は、訓練、作業前打ち合わせ、抜き打ち検査、ま

たは実技試験を通じてオペレーターおよび監督者が担当するクレーンの安全装置の作動

に関して十分な知識を有するようにしなければならない。クレーン一台の装置に関する

知識では、他のクレーンに関する十分な知識があるとはいえない。オペレーターは、イ

ンターロックおよびリミットスイッチなどの安全装置について十分理解するものとし、

操作の制御に使用してはならない。これらは、オペレーターが潜在的な危険性を十分に

認識する代わりをするわけではない。オペレーターは、低速でのみリミットスイッチ

（巻上げ、旋回、走行）に近付けるように訓練を受けていなければならない。 
 
さらに、各部隊は、安全装置の解除を管理する手順を定めなければならない。監督者

は、安全装置解除用キーの使用状況を管理しなければならない。これらのキーが使われ

ていないときは、該当の解除スイッチから取り外しておかなければならない。部隊の特

殊な業務（例、遠隔地での移動式クレーンの運転）によりこれらのキーをクレーンに取

付けて置く必要がある場合を除き、これらのキーを該当のクレーンから取り外してお

き、監督者が管理しなければならない。前述の方法が現実的でない場合または安全装置
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が他の方法で解除されることがある場合、安全装置を解除または無効にする許可（オペ

レーターが使用前点検を行う場合を除く）をオペレーターの監督者から得なければなら

ない。この要件を該当の運転室内に掲示（運転室を持たないクレーンの場合、該当のコ

ントローラの近くに掲示する）しなければならない。監督者は、オペレーターに該当の

手順を説明してから、そのようなクレーンに就かせなければならない。 
 
過巻きに対する保護を行わず、かつ過巻きによる損傷防止機能を持たないクレーンの場

合、部隊は、クレーンに応じた過巻きの可能性を最小に抑えるための手順を作成しなけ

ればならない（フックブロックがブームと接触する地点から 10 フィート以内に接近ま

たは巻上装置のフレームと接触する地点から 3 フィートまで接近したときに巻上げを停

止する、玉掛作業員を配置してフックブロックがブームや巻上装置のフレームに接近す

る状況を監視する、巻上げ中のクレーンの同時操作を禁止するなど）。下限リミットス

イッチを持たず、およびフックブロックが地面に到達可能な長さのワイヤロープまたは

チェーンを持たないクレーンには、オペレーターが誤ってワイヤロープまたはチェーン

をクレーンからすべて繰り出さないように、掲示物、または目立つ表示などでオペレー

ターが認識できるようにしなければならない。さらに、9.1.2.1.4. `h 項に掲げる下限リ

ミットスイッチの試験を要しないクレーンには、タグ、掲示物、または目立つ印などで

表示しなければならない。 
 
10.2.2.1.1. 建設で使われるクレーンに関する運転安全装置、一般安全装置、および関

連機器の追加要件 特に指示がある場合を除き、以下の運転安全装置、一般安全装置、

および関連機器は、建設作業で使われるクレーンに義務付けられている。 
 

a. 正常に作動するクレーン水平器が該当の機器に内蔵されているか、機器で

使用可能であること。この要件は、ポータルクレーン、デリック、フローティン

グクレーンならびにデリック、およびランドクレーン、さらにバージ、はしけ、

船舶、または浮上物等に搭載のデリックには適用されない。 
 
b. デリックおよび油圧式ブームを除くブームストッパー 
 
c. ジブストッパー（ジブが取付けられている場合） 
 
d. フットペダルブレーキを具備する機器は、そのペダルにロックを有してい

なければならない。 
 
e. 油圧式アウトリガジャッキやスタビライザジャッキには、内蔵型の保持装

置または逆止弁を具備しなければならない。 
 
f. 油圧式ブーム引き込みおよび伸縮シリンダーには、内蔵型の保持装置を具

備しなければならない。 
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g. 1969 年 12 月 16 日以降に製造の機器の場合、ブーム起伏装置用リミット装

置が義務付けられている。1969 年 12 月 16 日以前に製造の機器でブーム起伏装

置用を具備していない場合、以下の代替方法のうちの最低 1 項目を義務付ける。 
 

(1) ブーム角度計を使用する。 
 
(2) オペレーターがゆとりを持ってブーム起伏装置を停止して、ブームを

最小許容半径内に保持できる位置にブーム起伏装置のワイヤロープに明確

な印をつける（これによりオペレーターから容易に確認できる）。さら

に、必要ならばオペレーターからその印を確認するためのミラーまたは遠

隔監視カメラとディスプレイを設置する。 
 
(3) 該当の監視員がゆとりを持って該当のオペレーターに合図を送れて、

さらに該当のオペレーターが該当のブーム起伏装置を停止して該当のブー

ムを最小許容半径内に保持できる位置にブーム起伏装置のワイヤロープに

明確な印をつける（これにより監視員から容易に確認できる）。 
 

h. ジブ引き込みリミット装置（ジブ引き込みを備えるクレーンの場合） 
 
i. 1992 年 2 月 28 日以降に製造の伸縮ブームクレーンは、過巻防止装置または

過巻損傷防止装置を具備しなければならない。この装置は、過巻が発生する可能

性があるあらゆる地点ならばどこでも、そのような損傷を防止しなければならな

い。 
 

j. 1992 年 2 月 28 日以降に製造のラチスブームクレーンは、過巻防止装置また

は過巻損傷防止装置を具備するか、オペレーターに過巻を防止するために速やか

に注意を与える装置を具備しなければならない。この装置は、過巻が発生する可

能性があるあらゆる地点ならばどこでも、そのような損傷や不具合を防止するた

めの適切な注意を与えなければならない。 
 

k. 巻上装置を備える 1999 年 12 月 31 日以降に製造の屈曲形ブームクレーン

は、過巻防止装置または過巻損傷防止装置を具備しなければならない。その装置

は、過巻が発生する可能性がある地点ならばどこでも、そのような損傷を防止し

なければならない。 
 

l. 該当の運転室から読み取りが可能なブーム角度計または半径表示計（屈曲

形ブームクレーンには必要ない）。 
 

m. ジブ引き込みを備えるクレーンの場合、ジブ角度表示計（屈曲形ブームク

レーンには必要ない）。 
 

n. 伸縮ブームを備える機器の場合、ブーム長さ表示計。つり上げ能力がブー

ム長さと関係ない場合は例外とする（屈曲形ブームクレーンには必要ない）。 



10-6 

 
o. 2003 年 3 月 29 日以降に製造の機器は、荷重計、ロードモーメント（または

つり上げ能力）計、またはロードモーメント（またはつり上げ能力）リミッター

のうち、最低１つを具備しなければならない。 
 

p. 建設で使われるカテゴリー２クレーンおよびカテゴリー３クレーンは、過

巻防止装置を具備しなければならない。 
 

q. 機器に内蔵の警報または機器に設置の警報は、正常に作動し、オペレータ

ーがすぐに使用できるようになっていること。 
 

r. 軌道に設置のクレーンは、レールクランプとレールストッパーを具備して

いなければならない。ポータルクレーンを除く。 
 

s. すぐに使用可能な消火器を該当のクレーンに具備しなければならない。 
 
上述のすべての装置類が正常に作動しない限り、操作を開始してはならない。操作中に

装置が正常に作動しない場合、該当のオペレーターは、操作を安全に停止しなければな

らない。上述の装置類のうち一つでも正常に作動しない場合、該当する機器の使用を止

めなければならない。さらに、該当の装置が正常に作動するまで操作を再開してはなら

ない。 
 
10.3. OEM の取扱説明書 クレーンオペレーターは、該当の OEM の取扱説明書の手

順、安全に関する指示、および注意事項をすべて読み、十分に理解し、さらに、それら

に従わなければならない。これは、新しいクレーンの初回の確認に携わる指導員および

監督者にも適用される。操作手順書を該当の OEM から入手できないとき、該当の部隊

は、手順を定め、該当のクレーンおよび付属装置の安全な操作に必要なすべての手順を

順守するよう周知しなければならない。該当の OEM の取扱説明書をクレーンに備え

て、カテゴリー１クレーンのオペレーターが容易に利用できるようにしなければならな

い。該当の OEM 提供の指示と部隊の安全規則や本書に定める安全手順が一致しない場

合、オペレーターは、そのような矛盾点の解決策について上司に問い合わせなければな

らない。 
 
10.3.1. OEM 安全情報の補足 特に移動式クレーンの製造元は、特定のクレーンと共

に提供した取扱説明書を補足する最新の情報を頻繁に提供している。この情報の多く

は、対象のクレーンの安全運転に関するものである（一方で業務広報に掲載されている

ことがある）。部隊は、部隊のクレーンに該当する補足情報について OEM または指定

代理店に問い合わせなければならない。可能ならば、このような情報を得るために

OEM の配布先リストに登録しなければならない。 
 
10.4. つり上げ作業 つり上げ作業は、クリティカルリフト（危険度の高いつり上げ）

と標準つり上げの２つの基本的な区分に分類されなければならない。 
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注記 特に記述がある場合を除き、弾薬および爆発物（兵器）のつり上げは、クリティ

カルリフト作業と標準つり上げに関する基準とは別の分類である。兵器のつり上げに

は、特殊な手順を用い、かつ、承認を受けた兵器運搬機器を必ず使用しなければならな

い。ただし、傾斜架台を使用する兵器のつり上げ、拘束が起こる可能性がある艦艇や潜

水艦への兵器の積み込みと積み降ろし（VLS または VCS 操作、ハープーン装置な

ど）、補助項 10.4.1 (d)、(e)、(f) および (h) に記述する兵器のつり上げをクリティカル

リフトとして扱わなければならない。兵器のつり上げの場合、本書に加えて NAVSEA 
OP-5 に従うこと。該当のクレーンチームおよび兵器運搬チームの担当および責務を理

解し、完全に調整が取れていることを確認するため、つり上げ前の打ち合わせを行わな

ければならない（10.4.1.2 項を参照）。この兵器運搬チームのリーダーは、該当のつり

上げの安全に関わる包括的な責任を負う。 
 
10.4.1. クリティカルリフト（危険度の高いつり上げ） これらは、次のような中程度

から高程度の危険性を伴うつり上げ作業である。 
 

a. 危険有害物質等 例、毒物、腐食性薬品、および高揮発性物質等。これに

は、パレットに載せられた兵器の一部、あるいはクレーンによるつり上げと運搬

専用のラックまたはスタンドに適切に固定した酸素、アセチレン、プロパン、デ

ィーゼル燃料、缶やタンクに入れられたガソリンは含まれない。 
 

b. 大型で複雑な形状 
 
c. 作業員のつり上げ 

 
d. 使用予定のクレーンの巻上装置（例、主巻き、ホイップホイスト）の認証荷

重の 80 パーセントを超える（バージに積載した移動式クレーンの場合、その巻上

装置の認証荷重の 50パーセントを超えるつり上げ）つり上げ。可変定格形クレー

ンの場合、これは、使用予定での予想最大作業半径とする（カテゴリー３クレー

ンによる兵器のつり上げ、およびジブクレーン、ポスト形ジブクレーン、固定式

天井ホイスト、モノレールによるあらゆるつり上げ作業を除く。保守または試験

中に有資格の荷重試験監督官が指示した試験荷重のつり上げを除く）。 
 

e. 水中に沈んだ品物または部分的に水中に浸かった品物のつり上げ。以下のつ

り上げは、クリティカルリフトではない。 
 

(1) バルブ、ローター、パイプ等を浸漬タンクから清掃や塗装のために引

き上げる。 
 
(2) 該当のボートが目視点検のために立ち入り可能なビルジ区画を設けた

開放型の構造であり、該当のボートが自重を示す表示板があり、さらにその

ボートに OEM または該当部隊の技術部門によってつり位置があらかじめ設

けられている場合に、重量を把握済みのボートを水中からつり上げる。 
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(3) 以下の基準に該当する水中に沈んだ品物または部分的に水中に浸かっ

た品物のつり上げ。該当の品物には、品物の重量に含まれているかどうか不

明な液体がポケットまたは空所内に入っていないことが確認済みである。こ

の品物が腐食、海洋性付着物、過度の表面張力、泥などによる吸着力または

粘着力で固着していないことが確認済みあるいは把握済みである。さらに、

この品物が、水上の他の物体や水中ケーブルなどの障害物から離れているこ

とが確認済みである。 
 

f. 同一クレーンまたは複数のクレーンによる複数フックでのつり上げ。ただ

し、フックが機械的または構造的に連結されているか、制御システムが電気的ま

たは電子的に同期しており、かつ、ジェットエンジン試験スタンド用クレーンや

同期運転アンテナつり上げクレーンのように、同時つり上げ専用に設計された天

井（ブリッジ）クレーンまたはガントリークレーンを除く。 
 

g. 非常に高価な機器や構成部品または希少な機器や構成部品のつり上げ。 
 

h. 水圧による吸引力および地面に凍結する可能性がある品物を含む固着した品物

または完全に切り離されていない可能性がある品物（拘束された状態）のつり上

げ。10.5.2 項を参照のこと。 
 

i. 人がいる建物や構造物の上で行うつり上げ（10.8.3 項を参照） 
 

j. 非定常作業、難易度の高い作業、精密機器、または安全上、大変な危険を

伴うつり上げなど。 
 
10.4.1.1. 特定および手順 部隊は、クリティカルリフトを特定し、これらのつり上げ

を行うための手順書（必要な場合には玉掛作業のスケッチを含む）を用意しなければな

らない。手順書は、標準手順書である場合や、特定のつり上げのための詳細な手順書で

ある場合がある。該当の部隊に他に基準がないとき、ASME P30.1 をクリティカルリフ

トの手順および玉掛作業のスケッチの指針として利用すべきである。 
 
10.4.1.2. 監督者または作業リーダーの確認および監視 玉掛作業監督者、クレーンオ

ペレーター監督者、または玉掛リーダーあるいはクレーン作業リーダー（WL と分類す

る）は、クリティカルリフトの現場の状況を確認し、クレーンチームの全員が該当のク

リティカルリフトに要求される手順を理解していることを確認するために、クリティカ

ルリフトの毎に作業前打ち合わせを行わなければならない。新たに配置される作業員

は、該当の監督者または作業リーダーの説明を受けなければならない。10.4.1.d 項およ

び 10.4.1.h 項に詳述するクリティカルリフトの場合、リードショップの監督者は、

NAVSEA 0989-018-1000 に基づき行われる原子炉保守工程でのつり上げでは玉掛作業監

督者またはクレーンオペレーター監督者と同格である。兵器のつり上げの場合、この打

ち合わせは、兵器取扱いの打ち合わせの一部として特に扱われていない限り NAVSEA 
OP-5 によって要求される兵器取扱いチームリーダーが行う打ち合わせとは別に行われ
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るものである。玉掛作業監督者、クレーンオペレーター監督者、または作業リーダー

は、それぞれ以下のつり上げを監視しなければならない。 
 

a. 該当のつり上げに使用するクレーンの巻上装置の認証荷重の 80 パーセント

を超える（例外については、10.4.1.d 項を参照）。 
 
b. 複数のフックによるつり上げで、つり上げる品物の重量が使用するいずれ

かの巻上装置の認証荷重の 80 パーセントを超えるとき（例外については 10.4.1.f 
項を参照のこと）。 
 
c. 傾斜装置の使用を伴う兵器のつり上げ。 

 
該当のつり上げ作業が繰り返し行なわれる場合、監督者または作業リーダーは、初回の

つり上げ作業工程の間、各玉掛作業員と現場に立ち合わなければならない。同じ作業員

によって引き続き行われる同様のつり上げは、玉掛作業責任者の指示の下で実施が可能

である。 
 
10.4.2. 標準的なつり上げ作業 これらのつり上げは、危険性が低く、10.4.1 項の要件

は、適用されない。ただし、クレーンチームのメンバー、監督者、または該当のつり上

げを監督する所属部隊が必要と判断した場合、作成済みつり上げ計画を使用することを

推奨する。 
 
10.5. つり上げ前の準備 エンジンを始動またはクレーンに通電する前に、オペレータ

ーは、すべてのコントローラが適切な始動位置にあること、巻上げ、走行、および旋回

のコントローラがニュートラルの位置にあること、全員が安全な状態であることを確認

しなければならない。オペレーターおよび玉掛作業員は、担当のクレーンに掲示されて

いる定格総荷重表を理解し、この表に従わなければならない。合図を送る玉掛作業員を

指定し、利用する連絡合図方法を定めなければならない。品物または空のフックや何も

掛けられていない玉掛用具の巻上げ、巻下げ、または旋回する前に、そのような作業の

近隣にいる作業員に対して明確かつ適切な警告を事前に与えなければならない。 
 
つり上げ前の打ち合わせでは、該当する以下の情報について検討しなければならない。

該当の荷役作業の概要、作業関係者と具体的な担当、クレーン、玉掛用具、および使用

する他の機器、挟まれる危険箇所や高所作業など作業現場の危険性、使用する連絡合図

方法、PPE 要件、品物の重量、重心位置や玉掛作業スケッチに関連する物など、および

緊急や非常時の対応など該当の作業を安全に行うために必要な事など。参加者は、該当

の計画および各自の担当を理解していることを確認すべきである。この打ち合わせ中に

提起された懸念事項には、対応すべきである。ASME P30.1 は、詳細な情報を提供す

る。 
 
10.5.1. 品物の重量判定 クレーン作業に使われるどのような機器（例、ホイスト、玉

掛け用具、材料運搬台）に対する過荷重を防ぐには、該当の RIC およびクレーンオペレ

ーターは、つり上げる品物の適正な重量を把握するか、得ていなければならない。さら
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に、該当する場合、品物をつり上げる予定の位置と降ろす位置での最大作業半径を把握

しなければならない。該当の重量が該当の巻上装置の認証荷重（該当する場合、最大予

想作業半径において）の 50パーセントを超えると想定された場合または玉掛け用具、平

台や運搬台、クレーン用つり具装置などの基本使用荷重の 80 パーセントを超えると想定

された場合、この重量を技術的評価の実施または使用許可認証担当官あるいは部隊の技

術部門が承認した部隊の手順書を利用して確認しなければならない。代わりにポータブ

ル LID または該当のクレーンの LID や LMIを使用しなければならない（建設の場合、該

当の巻上装置の能力の 75 パーセントを超える品物には、技術的評価または他に信頼でき

る方法が必要である）。 
 
10.5.2. 過荷重の防止、固着した状態、荷重の減少、および LID の使用 固着した状態

やすでに加わった張力で過荷重、該当のクレーンまたは玉掛用具から品物の脱落（玉掛

用具が弛んだ状態）、または品物に損傷を与える恐れがある場合、担当合図員または

RIC から読み取れる表示器を備えた LID を使用しなければならない。LID を使う場合、

適切な作業中断ポイントを定めて、該当の LID がこの作業中断ポイントを越えないよう

監視しなければならない。チェーンブロックまたは他の巻上調整方法（例、手順、マイ

クロドライブ、ロードポジッショナやバッファ）をクレーンや玉掛用具に対する過荷重

を避けるために使用しなければならない。これは、クリティカルリフトである。 
 
注記 弾薬および爆発物の周辺で使われる電動 LID また他の装置は、NAVSEA OP 3565 
の Hazards of Electromagnetic Radiation to Ordnance (HERO) 要件に適合しなければならな

い。 
 
クレーン装置に組み込まれた LID をポータブル LID の替わりに利用してよいが、その

LID は、安全係数および硬度に関して NAVCRANECENINST 11450.2 要件に適合し、LID
の OEM推奨事項または所属部隊の較正プログラムに従い校正され、さらに所定の LID
監視担当者（担当のオペレーター以外の者）から容易に読み取りが可能な表示装置を備

えることを条件とする。 
 
どのような LID であっても、つり上げる概算重量の精度には、それに誤差があることが

認められており、その誤差が LID を使用する利点を損なわないものでなければならない

（例、30,000ポンド能力の LID を最大測定限界精度 2％で較正すると、許容誤差は 600
ポンドとなり、クレーンのつり上げ能力の下限側での負荷では有効な指標とならない可

能性がある）。 
 
10.5.3. 移動式クレーンの設定 移動式クレーンには、以下の記述もまた適用される。

オペレーターは、ブームおよびジブの長さとクレーンの構成（巻掛け、引張力、および

巻上装置に残るワイヤロープ量）を把握し、さらにクレーンの定格総荷重表および付随

する注意事項を十分に理解し、それに従わなければならない。例、該当のオペレーター

は、巻上装置にサードラップ検出器（下限リミットスイッチの一種）が装備されている

かどうかを知っていなければならない。高さ 200 フィートを超える移動式クレーンを設

置する場合、連邦航空局 (14 CFR 77) の要件に従っていることを確認する。扱う品物の安

全な最大作業半径を決定するとき、クレーンチームは、そのつり上げが側方、前方、ま
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たは後方（またはいずれかの方向の組合わせ）のどこで行なわれるのか、操作は定置つ

りか、あるいはアウトリガやスタビライザを接地して行なわれるのか考慮しなければな

らない。つり上げ作業が使用予定の最大予想作業半径でのクレーンの認証荷重の 50 パー

セントを超える場合、実際に測定して確認するか、空フックの状態でクレーンを該当の

つり上げ作業の全工程で操作し、さらに作業半径表示計で実際の作業半径を確認する。

つり上げ作業が 80 パーセントを超える場合、可能であれば実際に測定して確認する（つ

まり、該当のクレーンの半径表示計だけに依存しない）。クレーンは、品物のつり上げ

位置と積み降ろし位置の中間に設置されるのが理想である。これにより、ブームの位置

を変える必要性が抑えられる。つり上げる品物は、測定したあらゆる作業半径において

該当のクレーンの許容定格荷重（フック、ブロック、補助機器等の所定の差し引き量を

考慮する）範囲内にあることを確認する。実際のつり上げ作業では、これらの距離を超

えてはならない。つり荷を最初に計画した位置に降ろせない場合、そのつり荷を降ろす

前に新しい着地位置の作業半径（および許容荷重）を確認すること。オペレーターは、

定期的に把握済みの重量と実測作業半径を該当のクレーンの装置に表示される荷重およ

び作業半径と比較して、その表示計の精度を確認しなければならない。精度に疑問があ

れば、上司に報告すること。 
 
10.5.4. 機器の重量および表示 クレーンでつり上げられることがあるマンリフト、高

所作業車、車両、フォークリフト、移動式クレーン、および類似機器は、重量が計量さ

れ、その重量をポンドで印字しなければならない。海外に駐留する部隊の場合、キログ

ラムでの重量表示の追加も認める。OEM が表示した重量も認める。つり上げ位置または

つり上げ方法を明示しなければならない。 
 
サンドホッパ、容器、平台、特注の運搬台およびパレット、ならびに材料が入っている

と見られる大型容器には、空の重量と総積載重量の表示を付けなければならない。ごみ

や鉄くず用容器の場合、該当の容器が開放形か、または容器内の物の種類と重量の確認

を玉掛作業員ができるようになっているならば、安全荷重を表示することも可能であ

る。総積載重量を該当の OEM または部隊の技術部門が定めなければならない。容器の

自重が未表示の場合、LID を利用してその自重を確認しなければならない。該当の

LID、玉掛用具、およびクレーンは、未表示の品物の最大可能重量をつり上げられる能

力がなければならない。表示付きの容器が空なのか直接見て確認できない場合または容

器に総積載重量しか表示されていない場合、その容器を満杯と見なすか、LID を使用し

なければならない。パレット、箱、および収納容器などには、積み込みまたはつり上げ

前に損傷および構造の健全性について点検が行われなければならない。 
 
10.6. ワイヤロープが弛んだ状態 クレーンにワイヤロープが弛む状態が発生した場

合、またはクレーンのそのドラムにワイヤロープの乱巻きがある場合、操作を中断し、

該当部隊の検査部門を呼び、該当のクレーンのシーブおよびドラム上にそのワイヤロー

プが適切に巻かれているかどうか調べてから操作を続けなければならない。これは、補

助機器の構造によってワイヤロープが弛んだ状態の後にワイヤロープの不適切な収まり

を防いでいる状況では、杭打ち機、ドラグライン、クラムシェル、または類似の作業に

は適用されない。 
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10.7. 連絡合図方法 オペレーター、玉掛作業員、および合図者は、図 10-1 および図

10-2 に示すクレーン作業を指揮するための標準手信号を理解し、使用しなければなら

ない。追加の合図（必要な場合）には、オペレーターの監督者および玉掛作業員の監督

者から承認を得ると共にオペレーターおよび玉掛作業員の訓練計画に採り入れなければ

ならない。手信号を該当のクレーン運転室内のオペレーターから見える位置に提示しな

ければならない。一人の合図員でつり上げおよび積み降ろし場所に近づけない場合に

は、必要に応じて玉掛作業員を追加しなければならない。一度に一人の合図員のみ、オ

ペレーターと意思伝達を行わなければならない（ただし、いつでもチーム員の誰であっ

ても停止および緊急停止の合図を送ることがある）。合図員との間で確実な方法を利用

して合図の権限を委譲しなければならない。直接声による指図および無線による連絡合

図もまた使用可能である。 
 
手信号が最適ではない場所でつり上げを行うとき、該当の合図員は、オペレーターと絶

えず声により連絡合図を行わなければならない。連絡合図が途絶えた場合、該当のオペ

レーターは、連絡合図が再びできるようになるまで操作を中断しなければならない。 
 
作業開始前に現場で声による合図を転送する装置を試して、音声の転送が有効、明瞭、

さらに途切れないことを確認しなければならない。合図の転送は、専用チャンネルで行

なわれなければならない。ただし、複数のクレーンおよび複数の合図員が作業を調整す

るために専用チャンネルを共用する場合がある。オペレーターの合図の応答は、ハンズ

フリーシステムで行なわれなければならない。 
 
オペレーターに対する口頭での指示は、そのオペレーターの方向に向けて送られなけれ

ばならない。各口頭での指示は、次の要素が含まれていなければならない。機能（巻上

げ、ブームなど）、方向、距離や速度、機能、停止の合図の順に行なわれる。オペレー

ター、RIC、合図員、玉掛作業員、および WHE 作業に携わる関係者は、部隊で使われ

る言語で効果的に意思伝達ができなければならない。海外に駐留する海軍部隊では、部

隊は、どのような時に声による合図を利用するのか、さらにオペレーター、RIC、合図

員、玉掛作業員、および WHE 作業に携わる関係者が共通の言語で効果的に意思伝達が

できない場合の代替案を用意しておかなければならない。 
 
10.7.1. 複数のクレーンによるつり上げに関する連絡合図方法の追加要件 合図員が複

数のクレーンと連絡合図をするとき、特定のクレーンを指定する方法を定めなければな

らない。各合図は、次の通りに行われる。担当の合図員は、機能や方向を指示する前に

その合図を送る対象のクレーンを指定するか、どのクレーンに向けた合図なのかを明確

に特定できる一定の方法を使用しなければならない。指定を受けたクレーンは、指定を

受けたことに応答し、その機能や方向を復唱してから操作しなければならない。 
 
注記 該当のオペレーターは、いつでも、いかなる状況においても不安全と判断したら

クレーンを停止しなければならない。さらに、オペレーターは、クレーン停止の合図を

誰からでも受けたときは、直ちにその合図に従わなければならない。WHE の操作に関

する安全上の問題に気付いたら、誰であってもオペレーターに停止の合図を送らなけれ

ばならない。 
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10.8. 運転時の一般的な安全対策 あらゆる作業において、作業指揮者がすべての危険

性を認識できるとは限らないことから、オペレーターは、常に注意を払わなければなら

ない。オペレーターは、障害物、人、該当の機器の動きや感覚に常に注意を払わなけれ

ばならない。運転中、該当の機器内、機器上、または機器の周囲に関係者以外の者を立

ち入りさせてはならない。作業に相応しい服装で所定の保護具を着用すること。身体の

どのような部位であっても運転中の機械類に近づけてはならない。 
ブロッキングまたはロックアウトやタグアウトなどの防護措置が講じられていない限

り、身体のいかなる部分も挟まれる恐れがある危険箇所に置いてはならない。操作する

クレーンが電子または機械的に連動し、単一のコントローラからの同時操作が可能な特

別な構造でない限り、一人のオペレーターは、同時に複数のクレーンを操作してはなら

ない。 
 
あらゆるクレーンをゆっくりと滑らかに動かし始め、それを保ちながら、ブームの「キ

ックバック」を防ぐためにブームの動きを監視する。急加速と急ブレーキを避ける。そ

のような行為は、該当のクレーンと構成部品に危険な荷重を加える。加速は、危険を招

く恐れがあり、対応をする時間を減らすこととなる。荷重が加わったワイヤロープがブ

ームまたはジブがブームストッパーに近い状態で吊り下げられているとき、ブームから

荷重を急激に解放してはならない。ワイヤロープは、荷重が加わると伸びるが、荷重が

急激に減少すると跳ね返る。これにより、ブームがブームストッパーに跳ね返ってブー

ムに損傷を与える原因となる。このような状況では、該当のつり荷を降ろすときにブー

ム起伏装置とフック巻上装置を併用しなければならない。可能な限り、動力巻下げを使

用する。移動の動作を開始するとき、および該当の品物やクレーンが作業員に接近して

いるときは、警笛や信号が装備されている場合はそれを鳴らさなければならない。 
 
移動式クレーンに水平ウインチを備えた場合、そのウインチはオペレーターがその操作

を把握している場合にのみ使用することができ、オペレーターは、ウインチ使用中、操

作が容易に行える範囲内にいなければならない。 
 
オペレーターは、制御不能なつり荷の状態に気付いたら、直ちに非常停止または電源遮

断機能（クレーンにそのような機能が備わっている場合）を起動しなければならない。 
 
10.8.1. 宙づりの品物に関わる要件 オペレーターは、クレーンから品物が宙づりとな

っている間は常に操作できる態勢でいなければならない。これには、品物を玉掛けする

ためのスリングや他の用具などや弛んだ状態にある玉掛用具でクレーンに取付けられて

いる品物は含まれない。これは、清掃、脱脂、塗装、試験、および類似の工程などのよ

うに品物を宙づりにした状態が必要な生産工程において使われる天井走行ブリッジクレ

ーン、懸垂形ブリッジクレーン、ジブクレーン、ポスト形ジブクレーン、モノレール、

および常置形ホイストなどにも該当しない。そのような状況の場合、宙づりの品物は、

該当のクレーンの認証荷重の 80 パーセント未満でなければならない。その場所は、関

係者以外立ち入り禁止としなければならない。クレーンには、この状態を示すためのタ

グを付けなければならない。さらに、その品物を必要以上に長く宙づりにしてはならな

い。部隊は、無人のクレーンに玉掛用具を残して置く前に、作業員への影響、天候状

況、障害物とクレーンや玉掛用具との距離、衝突の可能性などの潜在的な危険性を調査
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しなければならない。さらに、玉掛用具をクレーンに残して置くとき、クレーンに残さ

れた玉掛用具は、オペレーターの使用前点検の実施を妨げてはならない。オペレーター

の交替に関する例外については 10.19 項を参照のこと。 
 
10.8.2. つり荷の下および落下危険区域への立ち入り 品物を作業員の頭上で吊した

り、移動させたりしてはならない。そのような行為が必要なとき、稀ではあるが、作業

員はカバーの取付けや取外し、部品の取付け、サポートの配置等のために宙づりの荷の

下に短時間手を入れることが可能であるが、その品物を作業員の頭上に位置させず、か

つ、体の部位では腕のみをその品物の下に入れることを条件とする。宙づりの荷の下に

体の一部を入れるには、玉掛作業監督者またはクレーンオペレーター監督者の許可を得

なければならない。作業員が宙づりの荷の下に体の一部を入れている間は、つり荷を移

動してはならない。部隊は、作業員が宙づりの品物の下に体の一部を入れる状況を極力

抑えなければならない。通常、そのような状況は、適切な計画で回避できる。例えば、

宙づりの品物の下に手を入れる前に荷物をブロックまたは支柱で支える、押し棒で支柱

の位置を変える、宙づりの品物を移動して支柱の位置を変えるなどの方法は、該当の作

業を完了するために認められる方法である。宙づりの品物の下に手を入れる行為は、最

終手段としてのみ認められるべきである。 
 
品物に玉掛用具を取付け・取外しする作業、または品物を構造物や構成部品に取付け・

取外す作業に従事する作業員を除き、作業員を落下危険区域（万一、事故が起きた時に

一部または完全につり上げられた品物が落下すると予測される場所のこと）に立ち入ら

せてはならない。品物を受け取らなくてはならない作業員に限り、品物が着地するとき

に該当の落下危険区域への立ち入りが許される。品物を起立または横転する作業の間、

この作業に必要な作業員に限り落下危険区域への立ち入りが許される（ただし、宙づり

の荷の真下に入ってはならない）。作業員が次のいずれかの作業を行っており、該当の

監督者は、該当の作業員がその落下危険区域外からその作業を実施できないことを証明

できるならば、作業員は、その作業に必要である。品物を直接触り誘導すること。品物

の動きを注意深く監視しながら指示を出すこと。品物を別の構造物または構成部品から

取外すことや、最初に取付けたりすること（最初の取付けや補強材の取付けなどがある

が、この限りではない）。そのようなつり上げ作業が建設作業中に行われるとき、該当

の玉掛作業を玉掛作業監督者が監督しなければならない。ある品物の下に別な品物をつ

り下げるような上の品物から個々に品物を玉掛けする方法で複数の品物のつり上げをし

てはならない。 
 
10.8.3. 人が居る建物や構造物の上で行うつり上げ作業 人が居る建物や構造物上で

は、つり上げ作業を避けるべきである。該当の部隊は、該当地域の安全担当者に具体的

な制限事項を確認しなければならない。そのようなつり上げ作業は、作業員を落下危険

区域から移動させない限り、クリティカルリフトとして扱う必要がある。構造の種類、

品物の重量、および階数など考慮する要素は、数多くある。該当の建物や構造物が作業

員を落下する品物から守る役割を備えている場合、その建物や構造物は、認められる場

合がある。該当の建物や構造物が保護の役割を果たせない場合、該当のつり上げを始め

る前に作業員を該当の落下危険区域から移動させなければならない。 
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10.8.4. フック、ロープ、およびチェーンの要件 クレーンおよびホイストに利用され

るフックは、自動閉鎖式の外れ止めを備えるか、またはフックの開口部を「閉じる」

（ワイヤ、ロープ、丈夫なテープ等で閉める）か、あるいは弛んだ状態のときにフック

に掛けられた物がそこから外れないように固定されていなければならない。次の例外事

項が適用されるが、それらには、該当部隊の技術部門の承認を得なければならない。該

当のフックの開口部が完全に塞がれ、人力では閉められない状態となる品物および鍛造

工場やディップタンク作業などのようにフックの開口部を閉じると作業員に対する危険

性が増すつり上げ。 
 
品物をつり上げる準備段階で巻上ワイヤロープ、チェーン、またはブロックに捻じれが

あってはならない。また、該当の品物には、承認済みの玉掛用具でフックまたはブロッ

クで玉掛けされなければならない。該当の巻上ワイヤロープまたはチェーンを品物の周

りに巻き付けてはならない。フックまたはブロックに人を乗せてはならない。 
 
10.8.5. 作業区域の管理 クレーンチームは、クレーンの上部旋回体で激突、挟まれ、

圧砕される危険性がある場所への人の立ち入りを防ぐために該当の危険区域の境界を表

す立ち入り制限ロープ、警告ロープ、レールまたは同等の柵などを設置し、維持しなけ

ればならない。作業員は、オペレーターの視界から外れた危険区域に立ち入る前に、作

業員は、そのオペレーターにその危険区域に作業員が立ち入ることが伝わっていること

を確認しなければならない。オペレーターは、危険区域内に作業員が立ち入ることを把

握したら、決められた連絡合図方法により該当の作業員が安全な場所にいるとの報告を

受けるまで上部旋回体を旋回してはならない。クレーンのあらゆる部位が他のクレーン

の作業範囲内にあるとき、該当する部隊は、その操作を調整する取決めを導入しなけれ

ばならない。 
 
10.8.6. 電磁妨害の感受性 制御装置および LID 荷重表示計を含むクレーンの電子機器

は、特に船舶のレーダーまたは無線送信装置などの付近での作業のときに電磁妨害 
(EMI) の影響を受ける可能性がある。部隊は、該当のクレーン作業付近の EMI環境を

認識すると共に、影響を受けると見られる機器のそのような環境での影響を調査しなけ

ればならない。EMI の付近で異常なクレーン操作が観察された場合、その原因が特定

され、是正されるまで操作を中止しなければならない。 
 
10.8.7. クレーンの組立て分解に関する追加要件（巻掛け替えを含む） 建設作業での

カウンターウェイトの取外しを含む機器または付属品の組立てまたは分解の際に監督者

または玉掛責任者 (RIC) は、その作業を指揮しなければならない。すべての玉掛作業

は、玉掛監督者によって監督されなければならない。建設作業以外の場合、本項の要件

が適用されるが、オペレーターまたは玉掛作業員は監督者または RIC の代わりを務め

ることが可能である。玉掛監督者の配置は、必要ない。 
 
監督者または RIC は、組立てや分解を始める前に該当する手順を速やかに確認しなけ

ればならない。該当の監督者または RIC は、該当の作業員（新たに加わる作業員およ

び別な仕事を割り当てられた作業員を含む）が各々の担当、担当に関連する危険性、回

避する必要がある危険箇所や場所を理解していることを確認しなければならない。 
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作業員がオペレーターの視界から外れた場所、機器の中、機器の上や機器の下、または

該当のクレーン（または該当の品物）の移動によって作業員が負傷する可能性があるそ

のクレーンの付近に立ち入る前に、作業員は、その場所に立ち入ることを該当のオペレ

ーターに知らせなければならない。そのオペレーターは、作業員が前述の場所に立ち入

った事を知っている場合、そのオペレーターは、決められた連絡合図方法により該当の

作業員が安全な位置にいるとの報告で受けるまで、該当のクレーン（または品物）のい

かなる部分であっても動かしてはならない。 
 
ピン（または類似装置）を取り外しているとき、作業員は、ブーム、ジブ、または他の

構成部品の下に立ち入ってはならない。ただし、ピン（または類似装置）が取外されて

いるときに、現場の制約により複数の作業員がブーム、ジブまたは他の構成部品の下へ

の立ち入りが必要な場合を除く。このような場合、該当の監督者または RIC は、危険

な想定外の動作の可能性を最小に抑え、さらに、作業時間およびブームの下に入る範囲

を最小に抑えなければならない。 
 
組立てや分解のあらゆる段階では、組立てや分解および追加の AEP に関する OEM の

要件に従わなければならない。OEM の手順を利用できない場合、該当の組立てや分解

の手順を海軍クレーンセンター（コード 03）が精査しなければならない。該当のクレ

ーン、構成機器（玉掛用具を含む）、つり耳、および機器の付属品の定格能力を超えて

はならない。 
 
10.8.7.1. 潜在的な危険 担当の監督者または RIC は、以下を含む作業に伴う潜在的な

危険性に対処しなければならない。 
 

a. 現場および地盤の状態は、安全な組立てや分解作業に適し、組立てや分解中

に該当の機器を適切に支えられなければならない。 
 
b. ラチスブームまたは構成部品を支えるための敷板などを使用するとき、該当

の機器の構造上の健全性を保ち、さらに危険な動作と倒壊を防ぐための敷板など

を適切に配置しなければならない。 
 
c. 該当の敷板などの大きさ、数量、状態、および積み重ね方法は、十分に荷重

を支えられ、かつ、安定性を維持できなければならない。 
 
d. 補助クレーンを使用するとき、組立てや分解の各段階で該当の補助クレーン

に掛かる荷重を把握してから、該当の組立てや分解を始めなければならない。 
 
e. ブーム（またはブームの一部、ジブまたはジブの一部）に対して玉掛用具を

取付ける位置は、構造的な損傷を防ぐことと、これらの構成機器の安全な取扱い

を進めることに適していなければならない。 
 
f. 安定性を保持するための方法として品物の重心を特定する必要がある場合、

品物の重心位置を特定しなければならない。重心位置を正確に特定するため情報
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が不十分な場合、重心位置の不正確な特定による予期せぬ危険な振れを防ぐため

に立案した対策を講じなければならない。 
 
g. 付属ピンの取外し後、該当のブームの一部、ブーム支持機構（ガントリーA
フレーム、およびジブストラットなど）、および構成部品の安定度を保持するた

めにつり下げるか、支えておかなければならない。 
 
h. 支持ロープおよびペンダントロープが該当のブームやジブ接続ピン、割りピ

ン、キーパーまたはロックピンに不用意に絡まないようにしなければならない。 
 
i. カウンターウェイトの不十分な支持およびカウンターウェイトのつり上げに

よる想定外の振れによる危険性を考慮しなければならない。 
 
j. 毎回、組立てや分解中のブームの振れを抑えるためにブームホイストブレー

キに頼ることから、該当のブレーキを点検し、ブームの振れを抑えられるかどう

か確認してから使用しなければならない。それだけでは不十分な場合、ブームホ

イストのパウル、他のロック装置や補助制動装置、または他の方法（ブロックま

たは補助クレーンを使用するなど）を使用して、ブームホイストブレーキの不調

によるブームの危険な振れを抑えなければならない。 
 
k. 上部旋回体の旋回、走行の前、ならびに構成機器の取付けや取外しのとき

は、後方安定度に対処しなければならない。 
 
l. 作業に対する風速および天候の影響を考慮しなければならない。 
 
m. カンチレバーでのみ支持するブームの最大量に関する OEM の制限事項を超

えてはならない。それらの制限事項を入手できない場合、海軍クレーンセンター

に問い合わせること。 
 
n. 各構成部品の重量をすぐに用意できるようにしておかなければならない。 

 
10.8.7.2. アウトリガおよびスタビライザに関する要件 アウトリガまたはスタビライ

ザを使用するとき、以下の要件を満たさなければならない。 
 

a. アウトリガまたはスタビライザを完全に張り出さなければならない。また

は、クレーン OEM の指示で認められている場合、該当の定格総荷重表に指示す

るとおりに張り出す。 
 
b. アウトリガやスタビライザパッドを使用するとき、それらをアウトリガやス

タビライザに取付けなければならない。 
 
c. 各アウトリガやスタビライザは、張り出しと設置中にオペレーターまたは合

図員から目視で確認できなければならない。 
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d. アウトリガやスタビライザの敷板などの設置は、10.8.3.1.b および 10.8.3.1.c
項に記述の要件を満たさなければならない。また、敷板などは、アウトリガまた

はスタビライザパッドまたはフロートのジャッキ部の下、または、アウトリガや

スタビライザがジャッキ部を持たない構造の場合、伸長したアウトリガやスタビ

ライザビームの外端の荷重支持面の下に敷かれていなければならない。 
 
10.8.7.3. 組立後の検査に関する要件 組立て完了後、該当の機器を検査しなければな

らない。再利用可能な運搬用ピン、リンク、ストラップ、および類似の機器を取り外し

て格納するか、それらが危険な落下物とならないように保管しなければならない。 
 
10.8.7.4. ラチスブームの組立および分解に関する特別要件 継ぎブーム部の分解の際

に支持ロープが張られていたら、そのペンダントロープのピンを一本たりとも（途中ま

でまたは完全に）取り外してはならない。支持ロープが張られているとき、該当の支持

ロープの取付け位置とクレーン本体との間にある継ぎブーム部のピン（上部または下

部）を一本たりとも（途中までまたは完全に）取り外してはならない。ブームがそのブ

ームの最上段を地面に休めて支えられている間は、最上段のブームとクレーン本体との

間にある継ぎブーム部のピン（上部および下部）を一本たりとも（途中までまたは完全

に）取り外してはならない。取外すカンチレバー部を完全に支持するまで、取外すブー

ムのカンチレバー部の継ぎブーム部にある上部ピンを一本たりとも（途中までまたは完

全に）取り外してはならない。 
 
10.8.7.5. 架空送配電線付近での組立てや分解 組立てや分解作業中、該当のクレー

ン、補助装置、巻上ワイヤロープ、および他の機器は、そのいかなる部分も通電中の架

空送配電線に 20 フィート（送配電線の電圧 350KV 以下）または 50 フィート（送配電

線の電圧 350KV を超える）よりさらに近づけないように設置されなければならない。

送配電線の電圧 1000KV を超える場合、該当の送配電線の所有者または担当者あるいは

送配電に関する有資格の公認専門技師が離隔距離を設定しなければならない。通電中の

送配電線の下では、いかなる距離であっても組立てや分解を禁止する。上述の離隔距離

または送配電線の下での組立てや分解は、該当の部隊が該当の送配電線の所有者がその

通電を遮断したこと、その送配電線が作業現場で目に見える形で接地が取られているこ

とを確認したときに許可される。 
 
10.8.8. クレーンでつり上げられた品物に対する溶接 クレーンで品物がつり上げられ

た状態で溶接するとき、安全対策を確実に行い、該当の溶接電流が転がり軸受け、ワイ

ヤロープ、チェーン、または電気機器などの損傷しやすい品物に流れないようにしなけ

ればならない（例、溶接の接地を溶接物の近くに取ること。溶接機が正常に動作してい

ること。絶縁リンクまたは非導電性の玉掛用具を品物とクレーンとの間に使用するこ

と）。 
 
10.8.9. つり上げ作業後の報告 該当のつり上げ作業に影響を及ぼす状況の変化、該当

の手順が完全に実施されていないとき、クレーンチームの作業員が注意散漫になってい

たとき、あるいは監視プログラムの監視員が明らかな不具合を発見したときなど、速や

かな報告が最善であると考えられるときは、付則 Iを利用してつり上げ作業後の報告を
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推奨する。該当のつり上げ作業の過程をつり上げ直後に確認することは、その作業方法

を改善するのに良い機会となる。不適切な作業方法、不具合、または作業方法の改善

は、2.6 項で説明するように監視プログラムに入力する必要がある。 
 
10.9. 作業員のつり上げ クレーンによる作業員のつり上げは、より安全な方法が全く

ないときに限り行われなければならない（貨物運搬作業中の作業員のつり上げは、禁止

とする）。作業員は、該当のクレーンフックや品物の上に乗ってはならない。これらの

要件は、消防隊または認定救急対応の救命用具を利用した緊急事態での人命救助には適

用されない。作業員のつり上げのときに次の要件が適用される。 
 

a. これは、10.4.1 項に定義するクリティカルリフトである。各部隊は、これら

の要件を満たす手順書を備えなければならない。該当の部隊の安全室は、それら

の手順を承認しなければならない。 
 

b. クレーン、玉掛用具、作業員をつり上げる搭乗設備は、29 CFR 1926.1431 お
よび ASME B30.23 作業員をつり上げる搭乗設備に適合しなければならない。 

 
c. OPNAVINST 5100.23 の要件に適合する個人用墜落・転落防止器具 (PFAS) を
着用し、これを該当の搭乗設備 OEM または墜落・転落防止適任者が選定した落

下衝撃を支えられる搭乗設備内の構造部材に取付けなければならない。PFAS を

ロードブロックに取付けることを禁止する。PFAS 器具は、ANSI Z359 の要件に

適合しなければならない。水面上または水際で作業するときに溺水の危険性があ

る場合、作業員は、米沿岸警備認定の救命胴衣または作業用救命衣を着用しなけ

ればならない。使用前および使用直後に救命胴衣または作業用救命衣について、

強度や浮力を損なうとみられる不具合がないか点検しなければならない。不具合

がある物を使用してはならない。最低 90 フィートのロープを付けた救命浮輪を

用意し、救助活動にすぐに利用できるようにしなければならない。該当の救命浮

輪との距離は、水平距離で 200 フィートを超えてはならない。最低１台の救命ボ

ートを作業員が水面上または水際で作業する場所にすぐに利用できるよう用意し

ておかなければならない。 
 
d. OPNAVINST 5100.23 に定める海軍墜落・転落下防止に関する要件に従わな

ければならない。 
 
10.9.1. 作業員をつり上げる搭乗設備の負荷 該当の作業員をつり上げる搭乗設備に

は、その積載荷重を超える荷重を負荷してはならない（ただし、耐力試験およびトライ

アルリフトは除く）。作業員をつり上げる搭乗設備の乗員数は、実際に行う作業に必要

な人員数のみとする。作業員をつり上げる搭乗設備は、作業員、作業員の工具、および

作業に必要な材料のためにのみ使用しなければならない。また、作業員をつり上げてい

ないとき、作業員をつり上げる搭乗設備を材料や工具の運搬に使用してはならない。作

業員のつり上げの間に使用する材料および工具を滑らないように固定し、作業員をつり

上げる搭乗設備がつり上げられている間、それらを搭乗設備内に均等に配置しなければ

ならない。 
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10.9.2. 操作 作業員をつり上げる搭乗設備の巻き上げは、ゆっくり、制御しながら慎

重な方法でクレーンに急激な動作を与えないように行なわれなければならない。一度に

一つの操作機能を使い操作が行なわれなければならない。作業員を乗せた搭乗設備が静

止しているとき、巻上装置およびブーム起伏装置のドラムブレーキ、旋回ブレーキ、お

よびドッグ、ポールなどのロック装置を掛けなければならない。クレーンを水平度１パ

ーセント以内の均等に平らで堅土な地盤に設置しなければならない。アウトリガやスタ

ビライザを備えるクレーンは、それをクレーン OEM の指示に従い均等に張り出し、作

業員のつり上げ中はロック（そのクレーンの OEM がロックを設けている場合）を掛け

ておかなければならない。荷重を負荷した搭乗設備と付随する玉掛用具を合わせた総重

量は、該当のクレーン作業半径および設定での認証荷重の 50 パーセントを超えてはな

らない。巻上げおよび巻下げ速度は、分速 100 フィートを超えてはならない。 
 
10.9.2.1. トライアルリフト 無人の搭乗設備に最低でもつり上げを想定した荷重を負

荷したトライアルリフトは、地面または作業員が乗り込む予定の地点から該当の搭乗設

備をつり上げたり、配置したりする各位置まで行なわれなければならない。このトライ

アルリフトは、作業員が該当の搭乗設備に乗り込む直前に行なわれなければならない。

オペレーターは、すべての系統、制御装置、および安全装置が正常に作動かつ機能して

いること、障害物がないこと、これらの作業位置に届くために必要なすべての設定は、

オペレーターが該当の巻上装置の認証荷重の 50 パーセント制限未満を確保できるか判

断しなければならない。一箇所の設置場所から複数の位置に届く場合、位置ごとに個別

のトライアルリフトを実施するか、または一度のトライアルリフトを該当の搭乗設備を

各位置に順次移動して実施しなければならない。選択した方法は、作業員をつり上げる

ために利用する方法と同じでなければならない。移動式クレーンの場合、クレーンを移

動して新しい場所に設置するとき、または以前に利用した場所に戻したときは、作業員

をつり上げる前にトライアルリフトを再び行わなければならない。また、つり上げ経路

を変更したとき、担当のオペレーターが経路変更の影響（すなわち、経路変更がつり上

げる作業員の安全性に影響ないと想定される）が小さいと判断した場合を除いて、トラ

イアルリフトを再び行わなければならない。該当のトライアルリフト後と作業員をつり

上げる直前に該当の搭乗設備を数インチつり上げ、その搭乗設備が安全かつ適正なバラ

ンスが取れていることを確認するために点検を行わなければならない。以下の条件が揃

っていなければ、作業員をつり上げてはならない。巻上ワイヤロープには、キンクがな

いこと。複数のワイヤロープは、互いにねじれていないこと。主要な取付用具は、必ず

搭乗設備の真上中心に位置していること。巻上ワイヤロープが弛んでいる場合、すべて

のワイヤロープがドラムおよびシーブ内に適切に収められていることを確認するための

点検を巻上装置に必ず行うこと。 
 
トライアルリフトの直後、該当のクレーン、玉掛け、作業員をつり上げる搭乗設備、お

よびクレーン支持基盤または地盤について目視点検を行い、該当のトライアルリフトに

よる異常がないか、構成部品または構造物に安全性を損なう影響が発生していないかど

うか確認しなければならない。該当の巻上ロープを第９章に従い点検しなければならな

い。点検中に判明した安全性を損なう不具合については、作業員をつり上げる前に是正
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しなければならない。該当のトライアルリフトの過程が完了した後、使用した試験荷重

が取り外されていることを確認する。 
 
10.9.2.2. 耐力試験 各作業現場（例、ドライドック、埠頭、桟橋、ビル、浮きクレー

ンのデッキ上など）で作業員をつり上げる前に、該当の搭乗設備および玉掛けに対して

その搭乗設備の定格積載量の 125 パーセントによる耐力試験を行わなければならない。

その耐力試験では、該当の搭乗設備は、該当の搭乗設備に試験荷重が均等に負荷された

状態で制御された巻下げ操作で巻下げ、停止、さらに最低５分間静止しなければならな

い（この試験は、トライアルリフトと並行して実施することが可能である）。安全上の

危険を招く不具合が判明した場合、それを是正し、さらに耐力試験を別途行わなければ

ならない。作業員をつり上げる搭乗設備が新しい場所に移動したとき、耐力試験が必要

である。トライアルリフトが必要となるのは、該当の搭乗設備が耐力試験を既に受けた

作業区域内で別の場所に移動したときのみであるが、ただし移動中に明らかな損傷を受

けていないことを条件とする。該当の耐力試験の工程が完了した後、該当の試験荷重が

取り外されていることを確認する。あらゆる修理または改造をした後に、該当の搭乗設

備に対して耐力試験を実施しなければならない。 
 
10.9.2.3. つり上げ作業の安全 クレーンチーム、搭乗者、および実際に行われる作業

の責任者が参加する打ち合わせを行い、所定の必要な作業手順を確認しなければならな

い。この打ち合わせは、新しい場所ごとにトライアルリフトの前に実施されなければな

らない。また、該当の作業に新たに作業員が加わる度に繰り返し実施されなければなら

ない。 
 
着地していない宙づりの搭乗設備に作業員が出入りする前に、構造物への固定が不安全

状態を招かない限り、該当の搭乗設備を作業が行われる場所の構造物に固定しなければ

ならない。作業員は、上昇、下降、および移動中は搭乗設備内から身体をはみ出しては

ならない。この規定は、合図員の役割をする搭乗者には適用されない。誘導ロープの使

用が安全上の危険を招かない限り、誘導ロープを使用しなければならない。クレーンオ

ペレーターは、該当の搭乗設備内に搭乗者がいる間、常に操作できる態勢でいなければ

ならない。危険な天候状態または差し迫った危険を察知したら、作業員のつり上げを直

ちに中断しなければならない。搭乗設備でつり上げられた作業員は、該当のオペレータ

ーまたは合図員と常に直接連絡が取れる状態でいなければならない。作業員が搭乗設備

に搭乗している間、該当のクレーンの別な巻上ワイヤロープでつり上げ作業を行っては

ならない。ポータルクレーンおよびブリッジクレーンを除き、搭乗設備で作業員がつり

上げられている間は、該当のクレーンの走行を禁止する（ポータルクレーンは、ブーム

を走行方向に対して任意の位置、平行、または直角などに向けて走行が可能である）。

作業員を該当の搭乗設備内に搭乗させる前に完全な試験走行を行ない、走行経路を確認

しなければならない。この試験走行は、トライアルリフトとして同時に実施可能であ

る。 
 
該当の搭乗設備の予定の高さにおける風速（持続的または強風）が時速 20 マイルを超

えるとき、監督者は、風の状態、安全な実施が可能か、または継続が可能かどうかを考

慮してその搭乗設備のつり上げを判断しなければならない。それが無理な場合、該当の
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搭乗設備のつり上げを始めてはならない（つり上げがすでに進行している場合、そのつ

り上げを中断しなければならない）。他の天候および環境状態については、該当の監督

者は、現状または差し迫った危険な状況、安全な実施が可能か、または継続が可能かど

うかを考慮してその搭乗設備のつり上げを判断しなければならない。それが無理な場

合、該当の搭乗設備のつり上げを始めてはならない（つり上げがすでに進行している場

合、そのつり上げを中断しなければならない）。 
 
搭乗設備のつり上げの間、該当の搭乗者は、手摺りの最上部や中間部または巾木の上に

座る、立つ行為、または作業高さをかさ上げするための方法や物を一切使用してはなら

ない。該当の搭乗者は、巻上装置からの垂直線上から外れる方向に搭乗設備を引っ張っ

てはならない。該当の搭乗設備を構造物に固定している場合、オペレーターは、該当の

搭乗設備の固定が完全に解かれて宙づりになっている確認を受け取るまで、その搭乗設

備を移動させてはならない。作業員をクレーン、玉掛用具または搭乗設備のどのような

部分であっても 350 KV までの通電中の架空送配電線では 20 フィート以内、350 KV を

超える架空送配電線では 50 フィート以内に接近した所でつり上げてはならない。 
 
10.10. 作業に不利な状況 オペレーターは、作業に不利な状況に気づいたとき、運転

を一旦中断して監督者に解決策を問い合わせなければならない。運転に不利な状況は、

天候状態（雪、氷、風、雨、雷など）、不十分な支持地盤（ゆるい地盤、マンホールな

どの上に置かれているアウトリガやスタビライザなど）、混雑や障害物、不適切または

不十分な玉掛方法、制御不能な動きや不安全な運転状態に陥るとオペレーターが感じた

状況から生じる場合がある。部隊は、強風（一定または突風）を含む荒天での運転を変

更および中断する手順を作成しなければならない。これらの手順を該当の運転室内に掲

示しなければならない。許容定格荷重の引き下げおよび作業の短縮に関する風速規定

は、荷重の制御と強風時の機器の安定度に関する OEM の推奨事項に基づいていなけれ

ばならない。部隊は、現地の天候状態を監視する適切な方法を持っていなければならな

い。 
 
10.10.1. 荒天に備える WHE の固定 荒天（雪、氷、風、雨、雷など）がさらに発達す

る見込みがある場合、WHE または所有財産などに対する被害を防ぐ措置を講じなければ

ならない。部隊は、荒天時に WHEを固定する手順を作成しなければならない。機器の

固定は、OEM の推奨事項および部隊の技術指示書に基づいて行われなければならない。

屋外型クレーンの場合、部隊は、ブレーキが掛けられた状態のクレーンが風力で逸走し

ないかどうか検討し、予想される風力でクレーンが逸走することがないように適切に固

定されていることを確認しなければならない。部隊は、航空機格納庫などの大型扉が開

いている場合を含め、屋外の風力の影響を受ける可能性がある大きな開口部を持つ建物

内で屋内型クレーンを固定する手順を作成すべきである。また、WHE を固定するために

必要な資材を特定し、すぐに使用できる状態で準備されているべきである。 
 
10.10.2. 壊滅的な事態の後に WHE を使用に戻す 壊滅的な出来事や異常事態（地震

（リヒタースケールで５を超える、改正メルカリ震度階で VII 以上）、ハリケーン、竜

巻、洪水、火災、建設工事による事故など）の後に WHE を使用に戻す前に、該当の

WHE に対して最低でも状態検査の「使用前」を実施しなければならない。壊滅的な事
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態の発生時にクレーンとトロリが位置していた場所には特に注意を払うべきである。該

当の事態の深刻度に応じて、保守検査、第 14 章機器の定期検査、または荷重試験が必要

となる場合がある。上部走行レールおよび地上のレールは、NAVFACINST 11230.1 に従

って検査され、最低でも該当のクレーンが該当のレールに接触していた箇所は目視検査

をする必要がある。詳細については、海軍クレーンセンターの稼働中技術部に問い合わ

せる。所属部隊の技術部門は、これらの検査を変更または免除することが可能で、該当

の機器履歴ファイルにその理由を記録することができる。 
 
10.11. 地盤の状態、クレーンの水平度、安定度を考慮したクレーンの配置、およびア

ウトリガまたはスタビライザの設置 地盤の状態が堅土で水はけが良く、さらに補強材

を併用（必要に応じて）して傾斜が適正な範囲で OEM の地盤支持力およびクレーンの

水平度に関する要件に適合していない限り、クレーンを操作、組立、または分解しては

ならない。部隊は、オペレーターがクレーン設置場所付近の空所、タンク、および諸設

備などの危険箇所の位置を確実に認識させなければならない。オペレーターは、地盤の

状態が不良または疑わしいと判断した場合、作業を進めてはならない。さらに所属部隊

の技術部門に調査のために報告しなければならない。移動式クレーンのオペレーター

は、クレーンを安全に支持できる基礎または支持部に機体とアウトリガまたはスタビラ

イザを設置し、さらに基礎または支持部の限界に基づいた機器の定格総荷重の引き下げ

に従う責務を負う。該当部隊の施設担当の技術部門または公共施設営繕部は、桟橋、岸

壁、または他の構造物などでの移動式クレーンの運転に関する制限と禁止事項を示す責

務を負う。 
 
通常、部隊の指示書に特別な指示がない限り、クレーンオペレーターは、アウトリガの

敷板、敷鉄板、盤木を設置する時期、設置する場所、および大きさを決定する責務を負

う。何らかの種類の敷板、敷鉄板、盤木の使用を推奨する。アウトリガまたはスタビラ

イザパッドを支持するために使用する敷板、敷鉄板、盤木などは、潰れない強度があ

り、荷重を負荷した状態でズレやぐらつかない十分な面積があり、地耐力が該当地域の

制限以下であること、さらに不具合がないことを確認するための使用前点検を受けなけ

ればならない。アウトリガは、共同溝の壁の端部、共同溝構造物、または地下構造物な

どから可能な限り離して設置すべきである。アウトリガの設置は、水が溜まっている低

い場所を避けて行うべきである。低い場所では水が地表を浸透し、空洞が作られる可能

性がある。アウトリガ設置後、アウトリガ周辺のアスファルト舗装面（またはそれ以外

の面）に亀裂、傾斜、または沈下の痕跡がないか確認する。可能であれば、疑わしい場

所の上で品物を１フィートまたは地面から離れる程度につり上げ、その場所に設置され

たアウトリガに最大荷重を掛ける。亀裂、傾斜、または沈下の痕跡がないか確認する。

地盤の状態に破壊、すべりなどの痕跡が見られる場合、該当のつり上げを中止する。 
 
アウトリガまたはスタビライザを備えるクレーンの場合、タイヤを接地して運転する特

別な許可がある場合を除き、オペレーターは、それを設置しなければならない。そのよ

うな特別許可を性能の引き下に関する特別な指示または定格総荷重表と併せて運転室内

に掲示しなければならない（第 6 章を参照）。該当 OEM のタイヤを接地した状態での

運転に関する要件に確実に従う。タイヤを接地した状態でつり上げるとき、可能であ
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り、該当 OEM の許可を得ているならば常に、アウトリガまたはスタビライザを張り出

し、さらに該当 OEM の推奨のとおり地面とのすき間を最小（３インチから４インチ）

に保つ（注記、これは、アウトリガやスタビライザ監視装置を備えたクレーンには適用

されない。これらのクレーンでは、アウトリガを伸長させてはならない）。 
アウトリガまたはスタビライザを設置したつり上げのとき、オペレーターは、該当の

OEM の要件と推奨に従いアウトリガまたはスタビライザを適切に張り出して設置し、

さらに、クレーンが該当の OEM の要件に従い水平に保たれていることを確認しなけれ

ばならない。 
 
不適切な張り出しは、クレーンの水平度が不正確または不安定な値になることがある。 
アウトリガまたはスタビライザパッドは、アウトリガに確実に取付けられていなければ

ならない。オペレーターは、十分な地盤支持力を確保するためにアウトリガまたはスタ

ビライザパッドを点検しなければならない。つり上げる品物の重量（質量）および操作

上の半径を正確に求め、それらは、つり上げ能力の表示にある安全な荷重を超えてはな

らない。該当のつり上げの作業半径の確認については、10.5 項を参照のこと。該当の

OEM の取扱説明書または定格総荷重表が２つの前方アウトリガ間での前方領域内（車

台前方）でのつり上げを認めていない限り、そのようなつり上げを行ってはならない。

最大許容作業半径で認証荷重に相当する荷重をつり上げるとき、品物がその許容作業半

径から飛び出ないようにする。 
 
10.12. 適正離隔距離 クレーンは、作業現場でクレーン操作が行われるあらゆる位置

ですべての障害物とクレーンのあらゆる部分との間に十分な離隔距離を確保できるよう

に設置されなければならない。特にカウンターウェイトとの離隔距離に注意する必要が

ある。クレーン上部旋回体の旋回範囲内に容易に立ち入れる場所には作業員がクレーン

に衝突したり、挟まれたりしないよう防護柵を設置しなければならない。 
 
地上のレールに載せられたクレーンの軌道区域を従業員用の通路や作業のために使用す

る場合、クレーンの軌道間または構造部とあらゆる構造物や障害物との間に 3 フィート

の最低離隔距離を確保しなければならない。所定の離隔距離を最低でも該当のクレーン

の軌道の片側に確保できないとき、その区域を従業員用の通路として使用してはならな

い。さらに、その場所を表示かつ明らかにしなければならない。通路または歩道が該当

のクレーンの支持構造体に設けられているとき、クレーンの移動によって人が危険にさ

らされないようにするため、障害物を置いてはならない。例えば船の桟橋など、人が往

来する付近を移動するポータルクレーンおよびガントリークレーンに特に注意を払うこ

と。 
 
10.13. 架空送配電線付近での作業 架空送配電線の付近で運転するとき、オペレータ

ーおよび玉掛作業員は、この特別な危険性に注意を払わなければならない。クレーン

（伸縮ブーム型クレーンのブームを完全に伸長した状態を含む）または品物のどのよう

な部分であっても、計画した作業中に図 10-3 に示す距離に接近する可能性がある場

合、10.13.1 項から 10.13.6 項に従わなければならない。送配電線の間隔が長い場合、最

小離隔距離をさらに伸ばすべきかどうかを検討するときに風による横振れを考慮しなけ

ればならない。望ましい代替方法は、該当の送配電線の通電を遮断し、目に見える形で
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接地を取ることである。これらの取決めは、クレーンが絶縁体または高電圧検知センサ

ーを具備していても守られなければならない。本項は、絶縁型陸上電源ケーブルには適

用されない。 
 
10.13.1. 作業区域 送電電圧が 350KV 未満であることが明らかな場合、最小離隔距離

は 20 フィートとする。あるいは、最小離隔距離は 50 フィートとする。 
1000 kV を超える送配電線の場合、最小離隔距離は、電力所有者や運営者または電力送

配電に関する資格を有する登録専門技師によって確立されなければならない。ただし、

50 フィート以上でなければならない。 
 
作業区域は、次のいずれかにより定義される。 
 

a. 境界（旗、範囲制限装置、範囲制御警告装置などの装置）を設け、オペレー

ターがその境界を越えてクレーンを操作することを規制する。 
 

b. クレーンの周囲から最大作業半径までの周囲 360 度全体が作業区域として定

義されている。 
 
10.13.2. 専任監視員 架空送配電線の通電が遮断されていない場合、監督者はオペレ

ーターおよび機器や品物の周囲にいることになる作業員と計画会議を行い、その架空送

配電線の位置および進入と感電防止のために実施する対策について確認しなければなら

ない。担当の RIC は、オペレーターの視界内に旗または類似の視認性が高い表示を持

つ警告ロープ、囲い、または標識線を所定の離隔距離に線上に設置し、維持しなければ

ならない。付則 N の合図員としての訓練および適正要件を満たす専任監視員を配置し

なければならない。専任監視員は、以下を行わなければならない。 
 

a. 最低離隔距離を目立たせる視覚表示を用意しておかなければならない。視覚

表示の例として地面に引いた目立つ線、目立つ支柱の配列、視界にある目立つ目

標物の組み合わせ（専任監視員の背後にあるフェンスの支柱と専任監視員の先に

ある建物の角）などがあるが、他にもある。 
 
b. 最低離隔距離を的確に測れる位置に就かなければならない。 
 
c. 必要に応じて、専任監視員が該当のオペレーターと直接話せる機器を使用し

なければならない。 
 
d. 状況に合わせた情報を該当のオペレーターに伝え、必要な最低離隔距離を維

持できるようにしなければならない。 
 
該当の専任監視員がクレーンや品物に触れても安全であると指示するまで、誰もそれに

触れてはならない。クレーンに触れることが許された作業員は、該当の電圧に適した保

護具を使用しなければならない。品物の動きを抑えるための誘導ロープが必要な場合に

は、その誘導ロープは、非導電性でなければならない。 
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10.13.3. 追加の安全対策 オペレーターは、設置した警告ロープを目視で確認できな

い場合、以下の追加安全対策の中から一つを使わなければならない。 
 

a. オペレーターに適切な警告を送り、進入を防ぐための警報装置（29 CFR 
1926.1401 に定義する） 
 
b. 範囲制限装置などのオペレーターに操作を停止する時点を自動的に警報する

装置。そのような装置は、進入を防ぐために適切な警告を該当のオペレーターに

出せるように設定されていなければならない。 
 
c. 進入を防ぐために操作範囲を自動的に制限する装置 
 
d. 巻上装置のワイヤロープ（または下部）の末端と品物との間に取付ける絶縁

リンク（29 CFR 1926.1401 に定義する） 
 
10.13.4. 送配電線下での操作 以下の例外を除いて、部隊が電路の通電を遮断し、か

つ、送配電線を目に見える形で接地していない限り、クレーン、巻上装置のワイヤロー

プ、または品物のどのような部分であっても送配電線の下で扱ってはならない。 
 

a. 非伸縮ブームを具備するクレーンの場合、クレーンの最上部がブームを最大

ブーム角度の状態で送配電線上から下に 20 フィート以上離れている場合。 
 
b. 屈曲形ブームおよび伸縮ブーム式クレーンの場合、クレーンの最上部がブー

ムの最大伸長位置かつ最大ブーム角度の状態で送配電線上から下に 20 フィート

以上離れている場合。 
 
電圧が 350KV を超える場合、10.13.4.a 項および 10.13.4.b 項に記述の 20 フィートを 50
フィートに置き換えなければならない。 
 
10.13.5. 通信塔付近での作業 取扱う品物から電荷がクレーンに誘導されてしまう電

波塔や通信塔の付近で作業するとき、該当の電波塔を遮断するか、該当するクレーンに

電気的な接地を設けなければならない。誘導ロープは、非導電性であるものとする。 
 
10.13.6. 送配電線下での走行または移動 品物をつり上げていない状態のクレーンを

図 10-3 に定める通電中の送配電線の下を移動させるとき、クレーンのどのような部分

であっても送配電線に 20 フィートよりさらに接近する場合には、オペレーターと常時

連絡を取り合う専任監視員は、以下を行わなければならない。 
 

a. 離隔距離を的確に測れる位置に就く。 
 
b. 必要に応じて、専任監視員がオペレーターと直接話せる機器を使用する。 
 
c. 状況に合わせた情報をオペレーターに伝えて、必要な離隔距離を保持できる

ようにする。 
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注記 品物をつり上げた状態のクレーンを通電中の送配電線の下を移動させるとき、

10.13 項（10.13.1 項から 10.13.4 項を含む）の要件に従うこと。 
 
速度および機器が設置された地形の影響（ブームやマストの動きを含む）を考慮し、そ

のような影響によってクレーンの一部が最低離隔距離よりもさらに送配電線に接近する

ことがないようにしなければならない。 
 
夜間または視界不良の状況での移動では、送配電線は、上述の項目に加えて照明または

他の方法などで識別できなければならない。また、安全な移動経路を定め、これを利用

しなければならない。 
 
クレーンを通電中の送配電線の下を移動させるとき、図 10-3 の離隔距離に関する要件

を守れるならば、監視人の必要はない。 
 
10.14. ブームの配置 ブームホイストに歯止め（ブームドッグ）を備える場合、その

歯止めを外す。地切りの時にブームに横引きや荷振れが起きないように徹底する。品物

を引き摺るようにするブームの横引きをしてはならない。最大安定度と最大つり上げ能

力を得るために、可能な限り最小ブーム半径を使用する。つり上げ作業工程を通してブ

ーム起伏装置を動かす必要がない場合、そのブーム起伏装置の歯止めを掛けること。品

物をつり上げた状態でブームの下げと巻き下げを同時にする場合は、十分に注意するこ

と。この操作により、つり荷の振れが制御不能になったり、安定領域から外れたりする

おそれがある。 
 
10.15. 品物の巻き上げおよび巻き下げ クレーンフックを使用する作業では、品物を

垂直にのみつり上げなければならない。フックで斜め引きをしてはならない。安全な荷

重および作業半径についてクレーンの定格総荷重表を確認する。最初に品物を巻き上げ

た後にその品物が完全に宙づりとなった時点で玉掛作業員は、その品物が安定している

かどうか、さらに巻き上げブレーキが正常に作動しているかどうかを確認するために、

オペレーターに巻き上げ停止の合図を送るものとする（立て起こし、横転など、品物が

完全に宙づりとならないときは、都合の良い状況で停止する）。オペレーターおよび玉

掛作業員は、品物をつり上げるとき、必ずこの手順に従わなければならない。品物のセ

ンターが出ていない場合またはブレーキが正常に作動していない場合、オペレーター

は、つり荷を一旦降ろし、不具合が修正されるまで操作を中断しなければならない。不

具合を修正した後、玉掛作業員が指示した高さまでつり上げ、次の動作の合図を待つ。

クレーンは、品物を引きずるために使用してはならない。品物または空のフックを巻き

下げるとき、ワイヤロープが溝付きドラムに最低 2 巻き（またはクレーン OEM が要求

する場合 2 巻き以上）残るようにする。移動式クレーンを操作する場合、オペレーター

は、該当の巻上装置やウインチの特定の巻き掛けとロープの長さでブロックや品物を地

面に降ろすことが十分に可能なワイヤロープがあるかどう把握していなければならな

い。また、巻上装置やウインチにサードラップ検出器が装備されているかどうかも認識

していなければならない。水中から品物をつり上げるときは、特に注意を払わなければ

ならない。品物が水中から出るとき、浮力がなくなり、荷重が増加する。さらに、品物
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がちょうど水面から離れるときに吸引力が荷重を瞬間的に増加させる。パッドドアイ

（アイプレート）が取付けられた品物の場合、該当部隊の技術部門が面外方向での荷重

負荷に関する指針を示していない限り、そのパッドドアイの面内方向内で荷重を掛けな

ければならない。 
 
注記 特定の形式の移動式ボートホイストでは、その巻上ドラムは、2 台の巻上装置の

間で一本のワイヤロープを使用している。つり上げの前にそのワイヤロープを均等（同

量のワイヤロープが各ドラムに巻かれていること）に揃えなければならない。巻上ドラ

ムを均等にすることについては OEM の手順に従う（該当する場合）。 
 
10.16. 品物の旋回 旋回ロックを外す。該当の合図員が指示した高さまで巻き上げた

後に旋回の合図を受けたら、オペレーターは、とてもゆっくり旋回を始めなければなら

ない。旋回ブレーキが正常に作動していないことに気づいた場合、そのオペレーター

は、品物を安全な位置に降ろすため、オペレーターに指示を出す RIC に報告しなけれ

ばならない。安全な位置まで旋回させる必要がある場合、低速で慎重に旋回させなけれ

ばならない。品物が着地した後、旋回ブレーキの不具合が直るまでそのクレーンを使用

中止とする。 
 
10.17. クレーンの走行 クレーンの移動は、危険な作業である。クレーンオペレータ

ー、玉掛作業員、および軌道監視員は、クレーンおよび品物運搬経路に障害物がない状

態を確保しなければならない。監督者は、オペレーターおよび軌道監視員が担当するク

レーンのクレーン軌道の走行制限を認識していることを確認しなければならない。ブー

ムを持つクレーンを走行させるときは、つり荷が作業半径よりも大きく振れた場合に備

えて十分な安定度を確保できる位置に必ずブームを位置させる。 
 
移動式クレーンの場合、さらに以下を適用する。該当の OEM が許可する場合にのみ、

品物をつり上げた状態での走行を移動式クレーンに許可しなければならない。可能なら

ば移動式クレーンは、常にブームとつり荷をクレーンの後方領域に向け、ブームをクレ

ーン走行台車の中心線と並行合わせ、さらに旋回ロックまたはブレーキを掛けた状態に

し、前進または後進の移動方向にし、さらに、可能、かつ、該当の OEM が許可するな

らば、アウトリガを張り出し、地面との最小すき間（３インチから４インチ）を保持す

る。（注記、これは、アウトリガやスタビライザ監視装置を備えたクレーンには適用さ

れない。これらのクレーンでは、アウトリガを伸長させてはならない）。該当の OEM
が許可し、かつ、使用許可認証担当官が認めていない限り、品物を側方領域に配置させ

た状態でラフタークレーン、オールテレンクレーン、またはトラッククレーンを走行さ

せてはならない。特別な荷重制限ならびに他の指示事項と併せて例外および許可をクレ

ーンに提示しなければならない（6.6 項および 6.8 項を参照）。クレーンを走行させる

ときは、品物を地面に近づけた状態を保持すること。急発進および急停止を避けるこ

と。可能な限り常に最低速度で走行させること。ブームがバックストッパーに接触した

り、運転室に向かって揺動したりさせないために、ブームを最大ブーム傾斜角度まで起

こしてはならない。ブームを側方領域に向けた状態で走行させるとき、走行の動作は、

ブームでの大きな斜め引きを防ぐために低速から滑らかに始まらなければならない。ク

レーンが走行する地盤は、機体を支持できるかどうか確認しなければならない。 
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10.18. 品物の制御 誘導ロープの使用により危険が生じない限り、適切な誘導ロープ

を使用して品物の振れや回転を抑えなければならない。離隔距離が限られている場合や

正確な荷の誘導が要求される場合には、適切なサイズで点検済みのチェーンブロック、

ターンバックル、または同様の機器を品物の誘導の補助として使用可能である。 
 
10.19. 品物をつり上げた状態でのオペレーターの交替 品物をつり上げた状態でオペ

レーターの交替が要求される作業では、次の要件を満たさなければならない。オペレー

ターが実際に交替する間の誤操作を防ぐために、制御電源を遮断しなければならない。

担当の監督者は、必要ならば 10.4.1.2 項に従い新たに打ち合わせを行わなければならな

い。さらに、新たに担当するオペレーターは、9.1 項に従い使用前点検または所定の

ODCL を確認しなければならない。作業員が搭乗した搭乗設備が宙づりの状態でオペレ

ーターの交替を行ってはならない。 
 
10.20. クレーンの格納 運転停止の手順は、クレーンの種類によって異なる。OEM
の取扱い説明書または部隊の技術部門を参考にする。該当のワイヤーロープを損傷させ

てしまう可能性がある乱巻き防止するため、注意してクレーンを格納する。 
建屋に設置のクレーンの場合、クレーンの動力源が遮断されていることを確認する。主

回路接触器付きで電源オフボタン（つまり、その電源オフボタンが他のクレーン機能ボ

タンの通電を遮断する）のあるクレーンについては、そのボタンでのクレーン電源遮断

が停止要件を満たす。メインラインコンタクタを備えていない旧式のクレーンの場合、

電源は、断路器または回路遮断器で遮断されなければならない。下部ブロックが障害物

となっていないことを確認する。該当の OEM または部隊の指示により認められている

場合を除き、フックブロックを上限リミットスイッチに接触させて格納してはならな

い。さらに、上部シーブ装置またはトロリ、あるいはホイストフレームの下には、操作

を始めた直後に巻上装置が正しい方向に動作しない事態に備えて十分な間隔を設け、使

用前点検を行う次のオペレーターが過巻上げの事態が発生する前に巻き上げ動作を停止

できるようにする。ブームを備えるクレーンの場合、ブームのパウルを掛ける、シリン

ダーを縮める、またはブームをブームスタンドに降ろす。移動式クレーンの場合、クレ

ーンが傾斜地に置かれている場合には、クレーン走行台車のブレーキを掛け、さらに車

輪に輪止めを掛ける。該当する場合はクラッチがある場合、それを解放する。油圧シリ

ンダーは、腐食を防ぐために可能な限り最小に縮めた状態で格納する。 
 
10.21. クレーンの移動 クレーンを移動する場合、すべての OEM 指示に従う。トラ

ッククレーン、ラフタークレーン、オールテレンクレーン、またはクローラークレーン

を作業現場に出し入れするときは、フックとブロックがブーム方向に振れないように走

行台車のフレームに固定する。フックブロックを固定するときは、弛みがない程度まで

このフックブロックを巻き上げる。張り過ぎないようにすること。強度の弱い接続リン

クを使用してフックブロックを対象のクレーンに固定しなければならない。その接続リ

ンクの破断強度は、フックブロックに巻掛けられたワイヤロープの許容荷重よりも低く

なければならない。路上走行のためにフックブロックを固定するとき、強度の弱い接続

リンクが破損した場合に備えて振れを抑えるための予備用タイバック（より強度の強

い）を追加すること。十分な離隔距離があることを確認する。該当の OEM が認める場
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合を除き、ブームを進行方向と同じにしなければならない。さらに、上部旋回体が旋回

しないように固定しなければならない。ただし、方向転換のとき、オペレーターが運転

室内にいるとき、またはブームを台車で受けているときは例外とする。クレーンを格納

した後、ODCL を完了させて、それを監督者に提出すること。 
 
10.22. 玉掛用具で玉掛けした品物をつり上げるために多用途型機械、標準フォークリ

フト、および建設機械をクレーンの設定にしたときの操作に関る要件  
 
10.22.1. 多用途型機械 玉掛けした品物をつり上げるためにクレーンの設定にした多用

途型機械を利用するとき、部隊は、該当機械の OEM が玉掛けした品物のつり上げを認

めていることを確認しなければならない。該当の機械がつり上げ能力の表示を備えてい

ることを確認する。海軍所有の機器のオペレーターは、資材運搬機器に関する

NAVSUP P-538 または建設機器および機械（電気工事用トラック、高所作業者など）な

どに関する NAVFAC P-300 に従った免許を有し、かつ、そのようなつり上げを行うた

めの訓練を受けていなければならない。品物が 10.4.1 項の基準に該当する場合、多用途

型機械による玉掛けした品物のつり上げは、クリティカルリフトとして扱われなければ

ならない。玉掛けした搭乗設備に搭乗した作業員のつり上げをこれらの機械で行うこと

は、認められない。。 
 
10.22.2. 標準フォークリフトおよび建設機器など 標準フォークリフトおよび建設機器

などを利用して玉掛けした品物をつり上げるとき、該当機器の OEM がそのようなつり

上げを行うことを認めていること、機器はそのようなつり上げを行うために適切な設定

であることを確認し、そのようなつり上げが OEM の要件に従い行われるように周知す

る。海軍所有の機器のオペレーターは、MHE の場合は NAVSUP P-538 または建設機器

の場合は NAVFAC P-300 に従った免許を有し、そのようなつり上げを行うための訓練

を受けていなければならない。つり上げ能力を機器に掲示しなければならない。安全上

の調査を済ませた上で該当機器の OEM の許可に代えて有資格の公認専門技術士の書面

による許可を認める。対象の品物が 10.4.1 項の基準に該当する場合、MHE および建設

機器による玉掛けした品物のつり上げは、クリティカルリフトとして扱われなければな

らない。玉掛けした搭乗設備に搭乗した作業員のつり上げをこれらの機械で行うこと

は、認められない。 
 
参考として、海軍の MHE は、NAVSUP publication 538 によって管理され、海軍の建設

機器は、NAVFAC P-300 によって管理されている。 
 
注記：NAVSEA SW023-AH-WHM-010 に該当し、かつ、それに従い使用される付属品

を使用する MHE は、あらゆる MHE と共に使用するための事前承認を受けている。こ

れらの付属品は、上述の OEM 許可に関する要件から除外される。 
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クレーン操作を指揮する標準手信号 
 

   
巻上げ 片方の腕の前腕を垂直に

上げて、人差し指を上に向ける。

その人差し指で水平に小さな円を

描く。 

巻下げ 片方の腕を下に向けて伸

ばし、人差し指を下に向ける。次

に、その人差し指で水平に小さな

円を描く。 

主巻の使用 でヘルメットを軽く

叩く。次に、所定のフックを動か

す合図を送る。 

   
ホイップライン（補巻）の使用 

肘をもう一方の手で軽く叩く。次

に、所定のフックを動かす合図を

送る。 

ブームの起こし 片方の腕を横に

伸ばし、その手を閉じて、親指だ

けを上に向ける。 

ブームの伏せ 片方の腕を横に伸

ばし、その手を閉じて、親指だけ

を下に向ける。 

   
微動 片方の手で動作を指示する

合図を出し、合図を出している手

の上にもう一方の手をかざして、

その手は動かさない（例は、ゆっ

くり巻き上げを示す）。 

ブームの起こしとつり荷の巻下げ 

片方の腕を横に伸ばし、その手を

伸ばしたまま、親指を上に向け

て、つり荷を移動させたい間、他

の指をすべて閉じたり、開いたり

する。 

ブームの伏せとつり荷の巻上げ 

片方の腕を横に伸ばし、その手を

伸ばしたまま、親指を下に向け

て、つり荷を移動させたい間、他

の指をすべて閉じたり、開いたり

する。 

 
図 10-1 (1/3) 
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クレーン操作を指揮する標準手信号（続き） 
 
 

   
旋回 片方の腕を横に伸ばし、そ

の手の人差し指でブームの旋回方

向を示す。 

停止 片方の腕を体の真横に伸ば

し、手のひらを下に向けた状態

で、この腕を前後に水平に動か

す。 

急停止 両腕を体の真横に伸ば

し、両手のひらを下に向けた状態

で、両腕を水平に前後に動かす。 

  
 

走行 片方の腕を前方に伸ばし、

その手を開く。次に、走行方向に

向かって押し出す動作をする。 

すべてをロック 体の前で両手を

組む。 
走行（両トラック）体の前で両拳

を互いに円運動させて、前進また

は後進の方向を示す（ランドクレ

ーン専用）。 

   
走行（トラックを片側だけ）拳を

上げて示した側のトラックをロッ

クする。体の前でもう一方の拳を

垂直方向に回して示した方向に固

定していない側のトラックを走行

させる（ランドクレーン専用）。 

ブームの伸ばし（伸縮ブーム） 
両方のこぶしを胸の前に差し出

し、それぞれの親指を外側に向け

て、それぞれの手を水平に左右に

動かす。 

ブームの縮め（伸縮ブーム） 
両方のこぶしを胸の前に差し出

し、それぞれの親指を内側に向け

て、それぞれの手を水平に左右に

動かす。 

 
図 10-1 (2/3) 

 



10-33 

クレーン操作を指揮する標準手信号（続き） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
ブームの伸ばし（伸縮ブーム） 
片方のこぶしを胸の前に差し出し、その親指を自分の

体の方向に向けて、胸を軽く叩く動作をする。 

ブームの縮小（伸縮ブーム） 
片方のこぶしの親指を胸の前に差し出し、その親指を

自分の体と反対方向に向けて、胸を軽く叩く動作をす

る。 

 
図 10-1 (3/3) 
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天井クレーンおよびガントリークレーンを指揮する 
標準手信号 

 

   
巻上げ 片方の腕の前腕を垂直に

上げて、人差し指を上に向ける。

その人差し指で水平に小さな円を

描く。 

巻下げ 片方の腕を下に向けて伸

ばし、人差し指を下に向ける。次

に、その人差し指で水平に小さな

円を描く。 

ブリッジの走行 片方の腕を前方

に伸ばし、その手を開く。次に、

走行方向に向かって押し出す動作

をする。 

   
トロリの横行 手のひらを上にか

ざし、その手の指をすべて閉じ

る。次に、親指で横行方向を示

し、水平に動かす。 

停止 片方の腕を体の真横に伸ば

し、手のひらを下に向けた状態

で、この腕を前後に水平に動か

す。 

急停止 両腕を体の真横に伸ば

し、両手のひらを下に向けた状態

で、両腕を水平に前後に動かす。 

   
複数のトロリ ブロックの表示

「1」を示すには指を 1 本立てる。

ブロックの表示「2」を示すには指

を 2 本立てる。動作を指示する所

定の合図を送る。 

微動 片方の手で動作を指示する

合図を出し、合図を出している手

の上にもう一方の手をかざして、

その手は動かさない（例は、ゆっ

くり巻上げを示す） 

マグネット解除 クレーンオペレ

ーターは、両腕を体の真横に伸ば

し、両手のひらを上に向けて、両

手の指をすべて開く。 

 
図 10-2 
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送配電線付近でのクレーンおよびつり荷を扱う作業における危険区域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
送配電線付近の作業および空フックの状態でブームまたはマストを降ろした状態での移動に関する最低

離隔距離 
 

通常電圧 (KV) 
（相間） 

最低必要離隔距離 
FT (M) 

 
高電圧送電線付近での作業 

0 ～  50 20 (  6.10) 
50 を超え ～  200 20 (  6.10) 

200 を超え ～  350 20 (  6.10) 
350 を超え ～  500 50 (15.24) 
500 を超え ～  750 50 (15.24) 
750 を超え ～  1000 50 (15.24) 

   
空フックの状態でブームまたはマストを降ろした状態での移動 

0 ～  0.75 4 (1.22) 
0.75 を超え ～  50 6 (1.83) 

50 を超え ～  345 10 (3.05) 
345 を超え ～  750 16 (4.87) 
750 を超え ～  1000 20 (6.10) 

 
注: 1000 kV を超える送配電線の場合、作業および移動に関わる最小離隔距離は、電力社所有者または運

転士あるいは送配電に関する資格を持つ登録専門技術者によって定められなければならないが、それぞ

れ 50 フィートおよび 20 フィート未満であってはならない。 
図 10-3 

この領域を避けるべきである。 

危険区域 
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（余白） 
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第 11 章 
契約業者および非海軍が所有するクレーン等搬送装置 

 
11.1. 契約業者が運転するクレーン（玉掛けした品物のつり上げに多用途型機械、

MHE、および建設機械をクレーンとして利用するとき）および玉掛用具 海軍以外が

所有のクレーン、多用途型機械、MHE、および建設機械は、玉掛けした品物をつり上

げるために海軍の所有地で頻繁に使われている。玉掛用具は、契約業者の荷役作業でそ

れらの機械と一緒に使われていたり、単独で使われていたりする場合がある。それらの

クレーンおよび用具は、さまざまな供給元から供給されており、一般に建設契約、船舶

修理契約、解体契約、保守契約ならびに他のサービス契約、および品物や機器等の引き

渡しに付随する。テナント部隊、艦船、および供給部門等を含むさまざまな組織は、契

約権を有しているが、契約書類を作成する段階でクレーンの必要性を予め把握していな

いことがよくある。 
 
本章の要件は、NAVFAC 施設建設契約には適用外である。その施設建設契約は、建

物、構造物、または他の不動産などの建設、改築、または修理（浚渫、掘削、塗装を含

む）に関わる契約として定義される。これらの契約は、NAVFAC 設計および建設業務

ラインの管轄である。 
 
上述の場合を除き、以下の要件は、海軍部隊でクレーン（および玉掛用具で玉掛けした

品物のつり上げに使われる多用途型機械、MHE、建設機械）を使用するすべての契約

作業および荷役作業に使われるすべての玉掛用具に適用される。それらの要件は、艦艇

上のクレーンおよび玉掛用具には適用外とする。それらの要件は、さらに次の場合には

適用されない。トラックまたはトレーラーに材料や物資（組立式の部材、構造材、また

はモジュラー建築の部材を除く）を積み降ろすためのつり上げが行われる場所まで運搬

するためにのみ使われる汎用トラック積載形クレーンおよび屈曲形ブームクレーン。陸

上に設置した機器の修理にのみ使われる整備用トラックに積載したクレーン。材料や物

資を特定の場所に運搬するためにのみ使われる汎用トラック積載形クレーンおよび屈曲

形ブームクレーン。該当の部隊に乗り入れるがつり上げには使われないクレーン。玉掛

用具で玉掛けした品物のつり上げには使われない他の機械類。ただし、WHE 事故を

11.1.h 項および 11.1.i 項に従い報告しなければならない。 
 
海軍部隊（担当部隊）の司令官は、契約、作業内容、発注書などに以下の最低要件が採

り入れられるように、広く駐留部隊および契約担当官に周知しなければならない。 
 

a. 該当の契約業者は、クレーンの安全および操作（認められた通行経路およ

び地耐力の限界を含む）に関連する部隊特有の規則に準拠しなければならない。

さらに、あらゆるクレーンを該当の部隊に乗り入れるとき、または玉掛けした品

物のつり上げのためにクレーンのような用途で使われる場合がある多用途型機

械、MHE、または建設機械を部隊内に乗り入れるとき、最低 24 時間前に担当の

契約担当官に通知しなければならない。地盤の状態に疑問がある場合、契約業者

と契約担当官は、該当のクレーンを乗り入れる前または該当の部隊または場所に

設置する前に技術的調査を行う必要性を含めて地耐力の安全性について合意しな
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ければならない。該当の契約業者は、該当する ANSI、ASME または所定の業

界、国家、国際標準規格に準拠しなければならない（ASME B30.5 移動式クレー

ン、ASME B30.22 屈曲形ブームクレーン、ASME B30.3 タワークレーン、ASME 
B30.8 フローチングクレーン、ASME B30.9 スリング類、ASME B30.16 天井ホイ

スト、ASME B30.2 クレーン用つり具装置、ASME B30.29 クライミングタワーク

レーン、ASME B30.21 手動レバー操作式ホイスト、ASME B30.26 玉掛用金具、

ANSI./ITSDF B56.6 荒地用フォークリフト、ANSI A10.31 デリック、ANSI A92.2
巻上装置を備える自走式高所作業車または高所作業台あるいはトラック積載形高

所作業車、ASSE A10.22 作業員をつり上げる巻上装置、ANSI/ASSP A10.48 通信

用構造物に使われるホイスト）。米国外の海軍部隊のクレーン、機械、および玉

掛用具の場合、該当するクレーン、機械、および玉掛用具は、現地の適切な安全

基準に適合しなければならない。バージ（台船）に積載した移動式クレーンの場

合、OSHA 公認機関による第三者認証（または OSHA 公認の州立プログラムを

持つ州に向けた州立の公認機関からの第三者認証）、荷重表示装置、風速計、お

よび２分の１度刻みで傾きを読み取り可能な海事用リスト計とトリム計が必要で

ある。さらに、移動式クレーンをバージに載せた場合、29 CFR 1926.1437 の規則

に従わなければならない。第三者認証は、米国外の海軍部隊のフローティングク

レーンおよびバージに積載した移動式クレーンには必要ない。 
 
b. 該当のクレーン（または玉掛けした品物のつり上げに他の機械が使われる

場合）および玉掛用具が該当する OSHA および ANSIまたは ASME 規則に適合

していることを証明するコンプライアンス証明書（付則 P、図 P-1）が必要であ

る（契約業者は該当する OSHA および ANSI または ASME 規則を列挙する。

例、貨物運搬に使用されるクレーンまたは多用途型機械は 29 CFR 1917 に適合し

なければならない。建設、解体、または保守に使用されるクレーンまたは多用途

型機械は 29 CFR 1926 に適合しなければならない。造船、船舶修理、または船舶

解体に使用されるクレーンまたは多用途型機械は 29 CFR 1915 に適合しなければ

ならない。巻上装置を備える自走式高所作業車または高所作業台（トラック積載

型高所作業車）は、29 CFR 1926.453 および ANSI A92.2 に適合しなければならな

い。作業員をつり上げる巻上装置は、29 CFR 1926.552 および ASSE A10.22 に適

合しなければならない。スリングは、ASME B30.9 に適合しなければならない。

玉掛用金具は、ASME B30.26、飛行場付近での作業は、14 CFR 77 に適合しなけ

ればならない）。ASME と同等と見られる業界、国家、国際標準規格などは、

該当の契約業者と該当の部隊が同等の ASME 規格を記載しているならば、認め

られる。米国外に駐留する海軍部隊のクレーン（または玉掛けした品物のつり上

げに他の機械が使われる場合）および玉掛用具の場合、該当の契約業者は、該当

のクレーン（または他の機械）および玉掛用具が現地の適切な安全基準に適合し

ていることを証明するものとする。さらに該当の契約業者は、所有するクレーン

（または他の機械）の運転安全装置（ASME 文書のオペレーターの補助）が有効

かつ正常に動作すること、USACEEM 385-1-1 または 29 CFR 1926.1425 により特

別に認められている場合を除いて海軍部隊の作業現場で作業するすべての作業員

は、玉掛けされた品物の下または落下危険区域に立ち入らないように教育を受け
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ていること、さらにつり上げ作業中に運転者（オペレーター）が安全装置（例、

過巻上防止装置、LMI）を解除しないよう訓練を受けていることを証明するもの

とする。所定の証明書を玉掛作業のために該当のクレーンまたはその契約業者の

現場事務所に用意しておく必要がある。 
 
c. OEM 定格総荷重 2000 ポンド以上の移動式クレーン、汎用トラック積載形

クレーン、屈曲形ブームクレーンの場合、該当のクレーンオペレーターは、クレ

ーンオペレーターを認定する機関（組合、政府機関、またはクレーンオペレータ

ーの試験と資格認定を行う組織）による資格認定を受けることが必要である。最

新の資格証明を提供するものとする。米国の管轄区域下の部隊において建設に使

用するクレーンを操作する者は、29 CFR 1926.1427 の資格および認証に関する要

件に従わなければならない。米国外に駐留する海軍部隊の場合、前述の CFR の
代わりに現地の該当する要件に従う。 
 
d. 該当の契約業者は、クレーンオペレーターが使用するクレーンまたは機械

を操作するための資格を有し、かつ、訓練を受けたことを証明（付則 P、図 P-
1）する必要がある。該当する ANSI、ASME、または所定の業界、国家、国際標

準規格などの物理的な資格を含む（例、移動式クレーンの場合、ASME B30.5、
ホイストを備えた高所作業車や作業床または「サイントラック」の場合、ANSI 
A92.2）。 
 
e. 玉掛用具で玉掛けした品物をつり上げるために使われる多用途型機械、

MHE、および建設機械の場合、該当機械の OEM から玉掛用具で玉掛けした品物

のつり上げが可能であることの証明が必要となる。安全上の調査を行った後に該

当 OEM の許可の代わりに有資格の登録専門技術者の書面による許可を認める。

該当の契約業者は、該当の機器がそのようなつり上げを行える適切な設定となっ

ており、かつ、定格総荷重表を備えていることを証明する必要がある。 
 

注記：NAVSEA SW023-AH-WHM-010 に該当し、かつ、それに従い使用される MHE の

付属品は、あらゆる MHE と使用するための承認を事前に受けている。それらの付属品

は、上述の該当 OEM の承認要件から除外されている。 
 

f. クレーン、ホイスト、他の機械、および玉掛用具に利用されるあらゆるフ

ックは、張力が緩んだ状態のときにフックから玉掛用具などを脱落させないよ

う、自閉式の外れ止めを備えるか、フックの開口部を「塞ぐ」（ワイヤー、ロー

プ、丈夫なテープ等で縛り付ける）か、あるいは閉鎖しなければならない。次の

例外事項を適用するものとし、該当の契約業者の技術部門による承認を得なけれ

ばならない。フックの開口部が完全に塞がれて、手で閉じる方法がない品物の場

合および鍛造工場、浸漬タンク、または水中での作業などでフックの開口部を閉

じた場合に作業員に対する危険性が増すつり上げ。 
 
g. クリティカルリフト（危険度の高いつり上げ）の計画書は、以下に示すつ

り上げ作業ごとに必要である。つり上げのあらゆる作業半径においてクレーン、
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ホイスト、または他の機械のつり上げ能力の 75 パーセントを超えるつり上げ

（バージに積載した移動式クレーンの巻上装置のつり上げ能力の 50 パーセント

を超えるクレーン作業）。複数のクレーン、ホイスト、または他の機械が関係す

るつり上げ。作業員のつり上げ（多用途型機械、MHE、または建設機械で作業

員を宙づりにするつり上げをしてはならない）、架空送配電線に接近した状態で

のつり上げ（補助項 7 を参照）、クレーン（移動式、タワー、デリック、および

フローチング）の組立、水中もしくは部分的に水中に浸かった品物のつり上げ

（10.4.1.e 項の例外を参照）、固着した状態をともなうつり上げ、危険有害物質

のつり上げ（10.4.1.a 項の例外を参照）、および非定常の玉掛けもしくは作業、

精密機器、または安全面で非常に高い危険性を伴うつり上げ。計画書には、該当

する以下の項目が含まれていなければならない。 
 

(1) つり荷の重量に加えるクレーン機器（または他の機械）および玉掛用具

を含むつり荷の寸法、重量、および重心位置。つり上げ作業の全域における

該当 OEM の最大つり上げ能力も提供しなければならない。 
 
(2) 該当のクレーン（または他の機械）の位置、および設定、該当のつり上

げ作業の全域におけるブーム長と角度、揚程、および作業半径を含むつり上

げ作業のスケッチ。これには、必要に応じて敷板や敷鉄板などおよび地盤の

準備が含まれていなければならない。一台および複数のクレーンまたは機械

を使用する作業に適用される。 
 

(3) つり上げ位置、玉掛用具、および玉掛手順を示した玉掛作業計画書。 
 

(4) つり上げ作業が中止となる環境条件。 
 

(5) 作業員をつり上げる場合、その作業計画が 29 CFR 1926.1431 の要件に適

合していることを証明しなければならない。米国外に駐留する海軍部隊の場

合、前述の CFR の代わりに現地の該当する要件に従う。 
 

(6) バージ（台船）に積載した移動式クレーンの場合、クレーンの設置また

は面積を求めたバージの安定度計算、予想負荷量に基づくバージのリストと

トリム、該当のクレーンを積載するバージに限定して計算で求めたリストと

トリムに基づく定格総荷重表。リスト量およびトリム量は、該当クレーン

OEM の指定範囲内でなければならない。 
 

(7) 架空送電線に接近した状態でのつり上げ（計画した作業の間に伸縮形ブ

ームクレーンや機械の完全に伸長したブームを含むクレーンもしくは他の機

械のあらゆる部分またはつり荷が図 10-3 に記述の距離に接近する可能性があ

る場合）の場合、その作業計画は 29 CFR 1926.1408 - 1411 の要件に適合して

いることを証明しなければならない。米国外に駐留する海軍部隊の場合、前

述の CFR の代わりに現地の該当する要件に従う。 
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h. 契約業者は、どのような WHE 事故（第 12 章の定義を参照）の報告であっ

ても発生から４時間以内にできる限り速やかに契約担当官に報告しなければなら

ない。これには、軽微な接触のみを伴うクレーン事故 (LTCAs) が含まれる（第

12 章の定義を参照）。LTCA 以外の場合、該当の契約業者は、担当の契約担当

官が解除するまで、調査を円滑に進められるように、その事故現場を閉鎖かつ保

存しなければならない。該当の契約業者は、どのような WHE 事故、ニアミス、

または想定外の事態であっても根本原因を特定する調査を行わなければならな

い。LTCA の場合を除き、根本原因が特定され、さらに担当の契約担当官が納得

する是正措置が実施されるまでクレーン作業を再開してはならない。LTCA の場

合、該当の作業行程は、監督者の許可と直接原因の是正によって継続が認められ

る。該当の作業または行程が完了したら、該当の請負業者は、作業を中止し、通

常の事故対応手順（すなわち、原因究明のための調査と所定の是正措置）に従わ

なければならない。該当の契約業者は、オペレーター、玉掛作業員、および会社

の代表者が所定の契約に示されるとおり、事故発生時に必要な対応を認識してい

ることを証明（付則 P の図 P-1）しなければならない。 
 
i. 該当の契約業者は、第 12 章に用意した所定の書式を利用して 30 日以内に

事象の概要、原因の説明、写真（用意できれば）、および実施した是正処置が含

まれる事故またはニアミスの報告書を契約担当官に提出しなければならない。そ

れらの通知および報告に関する要件は、OPNAVINST 5100.23 および関係部隊の

指示書で公布した要件を補足するものである。 
 
j. 該当の契約業者は、建設作業に雇い入れた合図員が 29 CFR 1926.1428 に従

った資格を有することを証明（付則 P の図 P-1）しなければならない。米国外に

駐留する海軍部隊の場合、前述の CFR の代わりに現地の該当する要件に従う。 
 
k. 該当する契約業者は、玉掛作業員が当該作業を行う資格を有していること

を証明しなければならない。この証明は、資格を有することを示す署名入りの証

明書、職業訓練機関またはその他の団体による玉掛訓練の修了を示す証明書、ま

たは労働組合、政府機関、もしくは認定機関が実施する試験および資格認定講習

の修了を示す証明書（付則 P の図 P-1）のいずれかによって行わなければならな

い。 
 
l. 次の書類は、タワークレーンが関係する契約にさらに必要となる書類であ

る。 
 

(1) 基礎設計および要件 
 

(2) 設置指示書 
 

(3) マスト部を継ぎ足しまたは取外すことで昇降する手順（該当する場合）

を含む組立ておよび分解手順書 
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(4) 取扱い説明書、制限事項、および注意事項 
 

(5) 定期検査および保守に関する要件 
 
海外に駐留する海軍部隊にあるタワークレーンの場合、該当のタワークレーンは、現地

の所定の規格および業界の統一安全規格（例、EN または ISO 規格）に従わなければな

らない。 
 

m. 以下の追加要件は、通信用鉄塔での作業または通信用鉄塔に作業員をつり

上げる作業が含まれる契約に適用される。 
 

(1) 通信用鉄塔での作業に利用する基礎に設置されたドラム型巻上装置は、

ANSI/ASSP A10.48、TIA-1019、TIA-222G、ASME B30.7、29 CFR 1926.552、
および 29 CFR 1926.553 に従わなければならない。米国外に駐留する海軍部

隊の場合、CFR の代わりに現地の該当する要件に従わなければならない。 
 

(2) 作業員のつり上げに使用するとき、基礎に設置されたドラム型巻上装置

は、OSHA 規則 CPL 02-01-056、National Association of Tower Erectors standard 
“Base Mounted Hoist Mechanism Design Use Standard for Lifting Personnel While 
Working on Telecommunication Structures”、ANSI/ASSE A10.48、および AMSE 
B30.23（または米国外に駐留する海軍部隊の場合、現地の同等の要件）に従

わなければならない。 
 

(3) 基礎に設置されたドラム型巻上装置以外に小型トラックまたは他の機器

を材料または作業員のつり上げに使用することを禁止する。 
 

(4) 荒地用フォークリフト、ブルドーザー、および類似の機器は、張り綱の引

張や固定の目的で使用することができる。ただし、運用中に移動しない固

定用アンカーポイントとしてのみ使用する場合を除き、これらの機器をト

ロリまたは牽引ロープや荷重ロープに使用してはならない。 
 

(5) 通信用鉄塔での作業に利用する玉掛用具は、該当する ASME または

OSHA 規定、および ANSI/ASSE A10.48 に従わなければならない。オペレー

ター、合図者、および玉掛作業者の資格は、OSHA 規定および本章に従わな

ければならない。米国外に駐留する海軍部隊の場合、CFR または ASME 規定

の代わりに現地の該当する要件に従わなければならない。 
 
11.2. 契約担当官の責務 
 

a. 契約担当官は、契約に 11.1 項の要件を加え、契約に関わる要件への順守を

周知し、契約業者のクレーンおよび玉掛作業の監視を行い、さらに契約業者によ

る事故の調査と是正処置に対する監督を行わなければならない。監視の対象範囲

は、人および所有財産に及ぼす危険性に基づいていなければならない。ただし、
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監視を最低１回行うものとし、その最低頻度は、30 日以内としなければならな

い。クリティカルリフトを伴う場合、監視の頻度は、14 日以内としなければな

らない。付則 P の図 P-2 は、契約業者のクレーンおよび玉掛作業の監視に利用す

るチェックリストを提供する。付則 P の図 P-2 の写しをファイルに１年間保管す

るものとする。監視を担当する者は、契約業者クレーン重要事項講習（第７章参

照）または NAVFAC 契約の Contract Hazard Awareness Training 講習を受講しな

ければならない。契約業者のクレーン作業および玉掛作業の監視は、付則 P、図 
P-2 のチェックリストを使用して政府の担当により行われなければならない。他

の契約業者の監視を行うように政府から特別に指名を受けた契約業者の担当も、

この役割を行うことが可能である。 
 
海軍要員（軍人または民間人）、海軍の資産、および公共に対する暴露や危険性

を伴わない契約業者のクレーン作業（すなわち、契約完了リスクと請負業者の暴

露および危険性のみ）の場合、契約担当官の WHE 監視は、担当の契約担当官の

裁量により軽減される場合がある。 
 

b. 契約担当官は、どのような WHE 事故の報告であっても該当の契約業者から

受けたら、担当部隊に報告しなければならない。さらに、その契約担当官は、死

亡、負傷者の入院、救急医療（例、救急搬送）、クレーンの転倒、ブームの倒

壊、クレーンまたは隣接する建物に対する重大な損害を引き起こした事故などを

速やかに海軍クレーンセンターに E メール

NAVFAC_NCC_ACCIDENT@us.navy.mil で報告しなければならない。可能であ

れば該当の契約業者からの通報から４時間以内とする。さらに、このような事故

では、海軍クレーンセンター（問い合わせ先については、海軍クレーンセンター

ウェブサイトを参照）に口頭（電話）で報告がさらに必要である。他の事故また

はニアミスの場合、事故発生からできる限り速やかに１就業日以内に海軍クレー

ンセンターに報告しなければならない。該当の請負業者は、WHE の事故および

ニアミス報告の最終的な責任を負うが、契約担当官またはその所定の監督グルー

プは、定期的な監督中に発見された契約業者によるクレーンのニアミス事例の報

告を提出することが強く推奨されている。 
 
c. 契約担当官は、該当の契約業者から受領した後に事故の規模にかかわら

ず、すべての事故報告書およびニアミス報告書の写しを海軍クレーンセンターお

よび担当部隊に提供しなければならない。それらの要件は OPNAVINST 5100.23
ならびに部隊の指示書で公布通知および報告に関する要件を補足するものであ

る。契約事務所が現地にないとき、該当の契約担当官は、上述の要件への順守を

周知するための現地代理人を任命しなければならない。契約担当官または所定の

荷役作業の現地代理人は、すべてのクレーンおよび玉掛事故報告書、さらにニア

ミス報告書に該当の契約業者の調査および是正処置が適切であることを認める署

名を記入しなければならない。さらに、該当の契約担当官は、該当の契約業者が

提出した報告書に個人を特定可能な情報 (PII) が含まれていないことを確認しな

ければならない。 
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11.3. 担当部隊の責務 担当部隊は、契約に上述の要件が確実に盛り込まれるよう周知

し、担当の契約担当官の監視プログラムに同意し、その監視プログラムが確実に実行さ

れるよう周知し、さらに契約業者の事故およびニアミスの調査と是正処置に対する監視

を行わなければならない。 
 
11.4. 海軍部隊における非海軍所有のクレーンおよび玉掛用具など 
 
11.4.1. アメリカ合衆国またはその領土で海軍または BOS 契約業者が操作するレンタル

あるいはリースしたクレーンまたは他の WHE および BOS 契約業者ならびに NAVSEA 
OP-5 作業に従事する契約業者が所有かつ操作するクレーンおよび玉掛用具 
移動式クレーンには、使用前に第 4 章の要件に従い検査、荷重試験、さらに認証（付則

E フック NDT に関する要件を除く）を行わなければならない。他の WHE には、第 14 章

の要件に従い検査および荷重試験を受け、さらに表示を付けなければならない。 
第三者認証を受けた移動式クレーンおよびその他のクレーンが定期的な過荷重試験を妨

げるOEMの設計または制限により、本書で指定する過荷重まで荷重試験を受けられない

場合、該当のクレーンは、その OEM つり上げ能力の 90 パーセント（移動式クレーン以

外の場合 80 パーセント）まで引き下げられ、さらに本書の要件に従い試験を受けなけれ

ばならない。長期リース（４箇月を越える）のクレーンおよび BOS 契約業者所有のクレ

ーンの場合、第 3章の保守および検査に関する要件ならびに付則 Eのフック NDT に関す

る要件を適用しなければならない。第３章および第４章ならびに該当する付則が要求す

る関連書類を含む第 5 章に従った機器経歴ファイルは、クレーン毎に保管されなければ

ならない。それらの機器経歴ファイルをリース期限日から起算して１年間保管しなけれ

ばならない（該当のクレーンがクレーン事故または玉掛事故に関与している場合、７年

間とする）。それらの要件は、該当する契約に含まれていなければならない。第三者認

証については 4.8 項を参照のこと。 
 
クレーンオペレーターは、第８章の要件に従い免許を取得または資格を有していなけれ

ばならない（これは BOS 契約業者の従業員を含む）。クレーン作業は、第９章、第 10
章、および第 12 章の要件（BOS 契約業者のクレーン事故および玉掛事故を海軍のクレ

ーン事故および玉掛事故として扱い、報告しなければならない）に従って行われなけれ

ばならない。玉掛用具および使用方法については、第 14 章の要件に従わなければならな

い。 
 
注記 本項の要求事項は、11.4.3 項に定義する短期レンタルを除き、BOS 契約業者が雇

うどのような契約業者であっても等しく適用される。 
 
11.4.2. NAVSEA OP 5 作業に従事する契約者が所有および運用する WHE 契約業者

（BOS および非 BOS 契約業者）は、これらの運用を実行する際に、WHE およびオペレ

ーターに対する NAVSEA OP 5 要件に従わなければならない。 
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11.4.3. BOS 契約業者が利用するオペレーター付き短期レンタルクレーン 
BOS 契約業者がオペレーターと共にクレーン（つまり、オペレーターは、クレーンレン

タル会社の従業員）を１箇月以内または特定の工事が完了するまで借りる場合、該当の

クレーンは、契約業者が運用するクレーンとして扱われ、11.1 項の要件を適用（BOS が
監督する）しなければならない。１箇月より長く借りるクレーンまたは複数の工事の支

援に関係するクレーンについては、11.4.1 項の要件を適用する。  
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第 12 章 
事故、ニアミス、および想定外の事態 

 
12.1. 概要 部隊は、OPNAV M-5102.1 に定められた調査および報告の要件に加え、本

章に従って荷役作業中の事故、ニアミス、および想定外の事態について調査・報告を行

わなければならない。これらの調査は、事故防止プログラムにおける重要な要素であ

る。部隊は、事故が疑われるすべての事象について、その重大性や深刻度に応じて速や

かに調査を実施しなければならない。調査の過程は、原因に関する情報を特定し、同様

の事象の再発を防ぐための実効性のある是正措置を策定する機会となる。事故につなが

る可能性のある工程上の不備を特定するもう一つの手段として、有効な監視プログラム

（第２章参照）の実施が挙げられる。本章では、荷役作業中の事故または事故に至らな

かった事象の報告に重点を置き、事故、ニアミス、そして想定外の事態との違いを明確

にする。 
 
12.2. 分類 事故は、２つの一般的なカテゴリーに分類される。クレーン事故とは、カ

テゴリー１、２、または３クレーンの作業中に発生する事故のことである。玉掛事故と

は、第 14 章で定義されている用具や機器を、カテゴリー１からカテゴリー３のクレー

ンを使用せずに荷役作業で単独使用した際に発生する事故のことである。または、第

14 章の用具を多目的機械や MHE（例、フォークリフト）、および NAVFAC P-300 に定

められた機器と共に使用した際に発生する事故のことである。加えて、第 13 章に定め

られている娯楽施設用ホイストの運転中に発生した事故についても、玉掛事故として報

告しなければならない。 
 
12.3. 重大事故 重大事故とは、重傷または大きな物的損害を引き起こす可能性が高い

事故である。以下の種類の事故は重大事故とみなされる。負傷（負傷程度にかかわら

ず）、過荷重、品物の落下、過巻上げ、クレーンの脱線、クレーンの転倒、または架空

送配電線との接触など。材料や所有財産の損傷に関して OPNAV M-5102.1 においてク

ラス A、B、C、または D の報告基準を満たす物的損害が生じたその他の事故も、重大

事故として扱われる。 
 
12.4. クレーン事故 この定義では、すべてのクレーンには、その周囲に「作業領域

（オペレーティング・エンベロープ）」が存在すると想定されている。この作業領域に

は、以下の要素が含まれる。 
 

a. クレーン 
 

b. 運転者（オペレーター） 
 

c. 玉掛作業員、合図担当員、および軌道監視員 
 

d. クレーン作業に携わる他の関係者（監督者、整備員、誘導ロープを扱う作

業員、エンジニアなど） 
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e. クレーンフックとつり荷の間の玉掛用具 
 

f. 品物 
 

g. クレーンの支持構造物（地盤、レールなど） 
 

h. つり上げ手順 
 
12.4.1. 定義 クレーン事故とは、保守または試験中の運転を含むクレーン作業中（付

則 A 参照）に、クレーン作業領域内のいずれかの要素が正常に機能せず、以下のいず

れかの結果を引き起こした場合をいう。 
 

a. 負傷または死亡 （捻挫や反復動作に起因する障害など、あらゆる産業活

動に本質的に伴う軽傷については、本要件に代えて、所属部隊の通常の人身事故

報告手順に従って報告しなければならない）作業領域内で発生した負傷であって

も、荷役作業に直接関連しない場合は、部隊の通常の人身事故報告に加え、想定

外の事態としても報告しなければならない。 
 

b. 材料または機器の損傷 
 

c. 品物の落下（つり荷、玉掛用具の一部、またはそれらでつり上げられた物

品のいずれかを含む） 
 

d. 脱線 
 

e. 過巻上げ（ツーブロッキング） 
 

f. 過荷重（公称試験荷重量を超えたときの荷重試験が含まれる） 
 

g. クレーンの転倒 
 

h. 衝突（品物、クレーン、または他の物体との回避可能な接触）回避可能な

接触とは、適切なつり上げ計画および作業の実施により防げたはずの接触を指

す。単に「接触が発生する」ことを事前に説明するだけでは、それが許容される

理由とはならない。 
 
注記 
 
1. 衝突（12.4.1.h 項）に該当し、損傷がないまたは表面的な損傷（塗装の擦り傷、引

っかき傷、塗料の移りなど）にとどまり、通常修理・交換の必要がないと判断されるも

のは、軽微な接触のみを伴うクレーン事故 (LTCA) として分類される。LTCA の報告

は、初期段階でのリスク認識によって荷役プログラム全体に有益である。へこみや変形

が生じた衝突は、修理の要否にかかわらず LTCA とは見なされない。また、高価また

は精密な機器・部品、溶融金属、核物質、危険物のつり上げに関わる衝突も LTCA に
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該当しない。なお、兵器のつり上げについては、工学的な保護装置または安全機能が設

置されている場合に限り、LTCA の分類が適用され得る。 
 
2. 項目 c、d、e、f、g は、損傷や負傷の有無にかかわらず事故と見なされる。 
ただし、項目 c（品物の落下）について、紙の標識、結束バンド、パレットの底に付着

した砂利などの小さなもの（砕片）が落下した場合で、負傷や損傷の恐れがないと判断

される事象は、荷の落下には該当しない。これらの事象はニアミスとして報告される場

合があるが、最終的な分類判断は海軍クレーンセンターの裁量による。 
 
3. 機器の故障にする事故は、報告対象の不具合にも該当する可能性がある。詳細は

3.2.3 項を参照のこと。 
 
12.4.2. 例外 
 

a. 構成部品の故障（例、モーター焼損、ギヤ歯の破損、ベアリングの不具

合）については、その故障によりつり荷またはクレーンの他の構成部品に損傷が

生じた場合に限り、事故として扱われる。該当する不具合は 3.2.3 項に従い海軍

クレーンセンターへ報告し、重大な保守作業ミスに起因する場合は、12.7.3 項に

基づき想定外の事態としても報告する。 
 
b. 移動用に設定された移動式クレーンに関する事故は、想定外の事態として

見なされ、12.7.3 項に基づき報告しなければならない。 
 
12.5. 玉掛事故 この定義においては、いかなる玉掛用具または第 14 章に規定された

機器の作業であっても、その周囲に「作業領域（オペレーティング・エンベロープ）」

が存在すると想定される。作業領域内には、以下の要素が含まれる 
 

a. 第 14 章に示される玉掛用具またはその他の機器 
 

b. 玉掛用具または機器の使用者（多用途型機械、MHE、建設機械の操作員を

含む） 
 

c. 玉掛作業に関与する他の関係者（監督者、整備員、誘導ロープを扱う作業

員など） 
 

d. 品物 
 

e. 玉掛用具または機器の支持構造部｛パッドアイ（アイプレート）、艦船の

構造物、建物の構造部など｝ 
 

f. 品物の玉掛経路 
 

g. 玉掛けまたはつり上げ手順 
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12.5.1. 定義 玉掛事故とは、玉掛作業中（付則 A）に、上記の作業領域内のいずれか

の要素が正しく機能せず、以下のいずれかを引き起こした場合をいう。 
 

a. 負傷または死亡 （捻挫や反復動作に起因するけがなど、あらゆる産業活

動に本質的に伴う軽傷は、本要件に代えて、所属部隊の通常の人身事故報告手順

に従って報告する）作業領域内で発生したものであっても、荷役作業に直接関連

しない負傷については、部隊の通常の人身事故報告に加え、「想定外の事態」と

しても報告しなければならない。 
 

b. 材料または機器の損傷 損傷を受けた品物が本来の機能を果たせず、修理

が必要な場合に該当する。ただし、塗装の擦り傷、軽微な被覆損傷、または玉掛

用具の通常の摩耗などの表面的な損傷は含まない。 
 

c. 品物の落下（つり荷、玉掛用具の一部、またはそれらでつり上げられた物

品を含む） 
 

d. 第 14 章で規定されるクレーンおよび動力ホイストのツーブロッキング（過

巻き） 
 

e. 過荷重（支持構造物の過負荷、または試験荷重の許容範囲を超えた荷重試

験を含む） 
 
注記 
 
1. 項目 c、d、および e は、たとえ物的損傷や負傷が発生していなくても事故とみな

される。ただし項目 c（品物の落下）に関しては、紙の標識、結束バンド、パレット底

部に付着した砂利などの軽微な緩い物質（破片）がつり上げ中に落下した場合で、負傷

または重大な損傷の可能性がない場合は、品物の落下とは見なされない。これらの事象

はニアミスとして報告されることがあるが、最終的な分類の決定は海軍クレーンセンタ

ーの裁量による。 
 
2. 機器の故障に起因する事故は、報告対象の不具合にも該当する可能性がある。詳

細は 14.5.2 項を参照のこと。 
 
12.5.2. 例外 構成部品の不具合（すなわち、モーターの焼損、ギヤの歯の不具合、

ベアリングの不具合）によってつり荷または他の構成部品の損傷が発生した場合にの

み、その不具合を事故と見なすものとする。該当する不具合は、第 14.5.2 項に従って海

軍クレーンセンターに報告し、重大な保守エラーによる場合は、12.7.3 項に従って「想

定外の事態」としても報告しなければならない。 
 
12.6. 対応 事故が発生した場合、または損傷の兆候（事故の疑い）が確認された場合

は、クレーンチーム、玉掛作業員、機器の使用者等は直ちにすべての作業を停止し、直

上の監督者に報告しなければならない。機器または作業員に対する差し迫った危険があ
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る場合は、監督者に報告する前に、クレーンまたはつり荷を安全な状態に移動させるこ

と。事故現場は、調査が円滑に行えるよう、立ち入りを制限し、状況を保全する。監督

者は当該状況を確認の上、生産作業やその他、状況を悪化させる可能性のある作業の停

止を含む必要な緊急措置を講じなければならない。また、監督者は上級管理者および所

属部隊の安全担当部署に通報すること。LTCA（12.4.1 項の 注記１参照）の場合は、作

業員が大幅な遅延を生じることなく作業に復帰できるような措置が講じられるべきであ

る。進行中の作業（例、陸上用電源ケーブルの設置、桟橋の取外し、品物の搬入、構成

品の組立てなど）は、監督者の承認と直接原因の是正が行われていれば、継続が許可さ

れる可能性がある。作業または工程の完了後、監督者は管理部門および安全担当部署へ

適切な報告を行うこと。 
 
12.6.1. 初期事故報告 以下に該当する事故（死亡、入院、救急医療対応（例：救急車

による搬送）、クレーンの転倒、ブームの崩壊、その他クレーン・つり荷・隣接する財

産への重大な損傷）については、事故発生から可能な限り速やかに、かつ遅くとも４時

間以内に電子メール (NAVFAC_NCC_ACCIDENT@us.navy.mil) にて海軍クレーンセン

ターに通知しなければならない。これらの事故については、追加で口頭（電話）による

通報も必要である（連絡先一覧は海軍クレーンセンターのウェブサイトを参照のこ

と）。その他の事故についても、事故発生から遅くとも１就業日以内に通知を行うこ

と。初期事故報告には、次の情報を含めるものとする。 
 

a. 事故を所管する部隊の名称および UIC 
 
b. 事故が実際に発生した部隊または場所の名称 UIC 
 
c. 連絡先情報（氏名、電話番号および E メールアドレス） 
 
d. 事故の発生日、時間、および場所 
 
e. 事故の簡潔な概要 
 
f. 事故の種類およびクレーンの種類（可能であれば海軍識別番号も） 
 
g. 事故に関連する負傷または損害の概要 

 
12.6.2. 事故調査および報告 事故の疑いがある事象が発生した場合、部隊はその深刻

度に応じた調査を速やかに実施しなければならない。調査および報告には、事故の詳細

な経緯、明らかになった問題点、要因、根本原因、短期的および長期的な是正措置を含

める必要がある。また、調査においては、組織的影響（例、部門間の圧力、任務変更）

や、監督・管理上の問題、不安全行動や前提条件などが事故の原因として関与していな

いかどうかを特定すべきである。可能であれば、事故現場や損傷を受けた物品・施設の

写真を撮影し、報告書に添付すること。 
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部隊は、海軍クレーンセンターウェブサイト(https://ncc.navfac.navy.mil) から入手可能）

な図 12-1 のクレーンおよび玉掛事故報告書を作成し、その写しを事故発生から 30 日以

内に海軍クレーンセンター（コード 06）に提出しければならない。事故やニアミスの

報告に関して、関係部隊間で明確な責任分担を定めた MOU または MOA が存在しない

場合、事故発生時に荷役作業を管轄していた部隊（RIC が関係する場合はその RIC を配

置した部隊）が調査を開始し、報告書を提出する責任を負う。クレーンまたは玉掛用具

が他部隊の所有である場合は、所有部隊の同意を得た上で提出すること。他部隊が事故

の責任を負う場合も、その部隊の同意を取得する必要がある。また、必要に応じて、荷

役作業プログラムの管理者、クレーン事故の場合は使用許可認証担当官、契約業者の事

故の場合は契約担当者またはその代理人からも同意を取得しなければならない。報告書

には、部隊のセキュリティおよび表示方針に基づく適切な表示を行い、個人情報 (PII) 
を含めないことを確認すべきである。海軍クレーンセンターは、提出された事故報告書

を精査し、教訓や関連指示を適宜発行する。事故報告書の写しに関する請求は、該当報

告を提出した部隊に対して行うこと。玉掛事故報告書は 7 年間保管すること。 
 
12.7. ニアミスおよび想定外の事態 
 
12.7.1. ニアミス ニアミスとは、荷役作業または保守作業中に発生した想定外の事

態で、明確な事故には至らなかったが、容易に事故が発生し得た事象を指す。すなわ

ち、発生していてもおかしくなかった事故である。ニアミス報告は、より重大な事故を

未然に防ぐために、軽微な段階での事象から学習する機会を提供する。ニアミスに注目

し、そこから教訓を得ることで、実際の事故の発生確率を低下させることが可能とな

る。また、ニアミス報告は、作業関係者のリスク意識を高めるとともに、潜在的な危険

を特定し、事故の可能性を低減する機会にもなる。ニアミスの調査および報告は、クレ

ーン事故や玉掛事故と同程度の詳細な調査を求めるものではないが、その事象の重大性

に見合った調査と報告をするのが望ましい。 

 

12.7.2. 想定外の事態 「想定外の事態」とは、クレーンまたは玉掛用具を伴うが、ク

レーン事故や玉掛事故の定義には該当しないものの、負傷または損傷を引き起こす事象

を指す。例として、天候に起因する負傷または損傷、移動状態の移動式クレーンにおけ

る損傷、他の移動物体（例、車両、フォークリフト）による駐機または静止中のクレー

ンへの損傷、保守作業中の重大な誤り（例、危険なエネルギー源の制御不良、手順違

反、人為的ミス）による損傷または負傷、浸水や火災による損傷などが挙げられるが、

これらに限定されるものではない。 
 
これらの想定外の事態については、その深刻度に応じて 12.6.2 項と同様の調査を速やか

に実施しなければならない。また、機器の故障に起因する想定外の事態やニアミスは、

報告対象の不具合となる場合がある。その場合は、3.2.3 項および 14.5.2 項を参照する

こと。 
 
12.7.3. 想定外の事態の通知およびニアミスおよび想定外の事態の報告 負傷または重

大な機器・施設損傷を伴う想定外の事態については、12.6.1 項に従って通知しなければ

ならない。ニアミスおよび想定外の事態は、図 12-2 および図 12-3（海軍クレーンセン
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ターのウェブサイトから入手可能）を用いて報告しなければならない。これらの報告書

は、本節の規定に従い、事象の発生から 30 日以内に提出すること。報告書には、該当

部隊のセキュリティおよび表示方針に従った適切な表示を記すべきである。部隊は、海

軍クレーンセンターに提出する報告書には PII が含まれていないようにしなければなら

ない。ニアミスおよび想定外の事態の報告書を、機器の不具合報告に使用すべきではな

い。報告すべき機器の不具合は、3.2.3 項に従って別途報告しなければならない。 
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クレーンおよび玉掛事故報告書 
事故の分類 □ クレーン事故 □ 玉掛事故 □ 重大玉掛事故 
報告部隊名および UIC： 提出先： Navy Crane Center 

Bldg 491 NNSY 
Portsmouth, VA 23709 
Fax: (757) 967-3808 

該当の事故の担当部隊名および UIC： 事故が起きた場所の部隊名およ

び UIC 
報告書番号： 

具体的な場所： 事故発生日： 時間： 

契約業者の作業か 
はいの場合、契約番号を記入 □ はい  □ いいえ 

BOS 契約業者 

□ はい □ いいえ 

BOS 契約業者の機器： 

□ はい □ いいえ 
クレーン番号： クレーン形式： カテゴリー： クレーン OEM： 

クレーンつり上げ能力 巻上装置の能力 フック上の品物の重量：  天候 

コンプレックスリフトまたはコンプレックス非クレーン玉掛作業か 

  □ はい  □ いいえ 

兵器・弾薬のつり上げか 

  □ はい  □ いいえ 

休業災害か □ はい □ いいえ 死亡または永久的な身体障害か □ はい □ いいえ 
材料/有形財産の見積もり額： 

事故の種類（該当する項目すべてにチェックする）： 

 □ 人身事故 □ 過荷重 □ 過巻上げ □ 送配電線との接触 
 □ つり荷の落下 □ 脱線 □ クレーンの衝突 □ クレーンの衝突 
 □ 玉掛用具の損傷 □ つり荷の損傷 □ つり荷の衝突 □ その他 具体的に 
 □ クレーン事故  □ その他 具体的に 重大事故を意味する 
事故の一因（該当する項目すべてにチェックする）： 

 □ 不適切な操作 □ 機器の故障 □ 視界不良 
 □ 不適切な玉掛作業 □ スイッチの切り替え □ 不適切な連絡合図 
 □ 軌道の状態 □ 誤った手順 □ その他 具体的に 
責任の所在（該当する項目すべてにチェックする）： 

 □ 軌道監視員 □ 玉掛作業員 □ オペレーター □ 合図者 
 □ 保守要員 □ 管理者または監督者 □ その他 具体的に 
クレーン操作機能： 
 □ 走行 □ 巻上げ □ 旋回 □ 引き込み □ 伸縮 □ その他 □ 該当なし 
この事故は、繰返し事故か □ はい □ いいえ 
はいと答えた場合、事故報告書番号を

記入：  
  
完全で簡潔な状況説明および実施した是正または予防処置を添付 (1)として添付する。根本原因と要因を含む。損害を調査し、担

当を明らかにする。機器の故障または不具合の場合、具体的な部品名、および機器の故障または不具合によって発生した影響や問

題を含む。短期的および長期的措置または防止対策の担当コードおよび関係コードを列記する。 

氏名、コードおよび日付を含む 
作成者 電話番号 E メール コード 日付 

同意 コード 日付 
WHE 計画管理者または契約担当官または担当者（該

当する場合） 
コード 日付 

使用許可認証担当官（クレーン事故のみ）   

契約担当官代理（該当する場合）   

図 12-1 (1/2)
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クレーンおよび玉掛事故報告書作成方法 
 
1. 事故の分類：クレーン事故または玉掛事故のいずれかに印をつける。重大な場合、印を付ける（12.3 項を参照） 
2. 報告元の部隊および UIC：12.6.2項の指針に従って該当の事故の報告を担当する部隊および部隊識別コードを記入す

る。 
3. その事故を担当する部隊および UIC：上述の２と同様に、または NAVFACENGSISCOMs の場合、該当の FEC レベ

ルの UIC を記入する。 
4. 報告書番号：当該部隊が割り当てた事故番号（例、部隊の UIC-FY-CA-01） 
5. 事態の現場 UIC：事故が発生した場所の部隊と UIC 
6. 具体的な場所：事故が発生した場所の詳細（例、213 ビル、５号ドライドック） 
7. 事故発生日：事故が発生した日付 
8. 時間：事故が発生した時間（24 時間式）（例、1300） 
9. 契約業者の作業：「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入 
10. BOS 契約業者：「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入。 
11. BOS 契約業者の機器：「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入。 
12. クレーン番号：該当する場合、当該部隊が割り当てたクレーン番号（例、PC-5） 
13. クレーン形式：該当する場合、事故に関わったクレーンの種類（例、移動式クレーン、橋形クレーン等） 
14. カテゴリー：該当する場合、クレーンのカテゴリー（１、２、または３） 
15. クレーン OEM：該当する場合、クレーンの製造者（例、Samsung、Grove、P&H 等） 
16. クレーン認証荷重：該当する場合、クレーンの認証荷重（例、120,000 ポンド） 
17. 巻上装置の能力：該当する場合、当該事故に関わった巻上装置のその操作時の最大半径でのつり上げ能力 
18. フックに掛けられた品物の重量：該当する場合、フックに掛けられた品物の重量 
19. 天候：事故発生時の天候条件（例、風、降雨、低温等） 
20. クリティカルリフト：クレーンまたは玉掛用具は、クリティカルリフトに使われていたか。「はい」または「いい

え」にチェックマークを記入する。 
21. 兵器・弾薬のつり上げか：NAVSEA OP-5 が定めるつり上げで使われたクレーンまたは玉掛用具か、「はい」または

「いいえ」にチェックマークを記入する。 
22. 休業災害か。「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入する。 
23. 死亡または永久的な身体障害：「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入する。 
24. 材料または有形財産の見積もり：当該事故によって生じた損失総額の見積もり 
25. 事故の種類：該当する項目すべてにチェックマークを記入する。 
26. 事故一因：該当する項目すべてにチェックマークを記入する。 
27. 責任の所在：該当する項目すべてにチェックマークを記入する。 
28. クレーン操作機能：当該事故発生時のすべてのクレーン操作機能にチェックマークを記入する。玉掛事故の場合、

「該当なし」にチェックマークを記入する。 
29. この事故は再発か：「はい」または「いいえ」にチェックマークを付ける。「はい」の場合、事故報告番号を記入

する。 
30. 作成者：必ず氏名を記入する。 
31. 同意：必ず氏名を記入する。 
32. 使用許可認証担当官（クレーン事故のみ）：必ず氏名を記入する。 
33. WHE 計画管理者・契約担当官：該当する場合、必ず氏名を記入する。 
34. 契約担当官代理：契約業者のクレーン事故または玉掛事故の場合、必ず氏名を記入する。 
 
添付 (1) 

 
概要：発生した事態の結果を、１段落以内で簡潔にまとめる。 
 
根本原因および詳しい説明：事態発生に至るまでの前提条件や背景を時系列で記述し、あわせて事態の詳細を説明

する。 
 
是正措置: 該当の事態の再発を防ぐために実施した、または実施予定のすべての短期的および長期的な是正措置を列

挙する。短期的な是正措置とは、短期間で業務を再開できるようにするための措置である。短期間で仕事に復帰で

きるようにするための措置である。長期的な措置とは、より体系的・継続的な取り組みであり、通常、作業手順の

見直し、教育訓練の変更、ミスを防止するための仕組みなどが含まれる。 
 

注記: 報告書式には、所属部隊のセキュリティおよび記載・表示方針に従って適切なマークを付す必要がある。 
図 12-1 (2/2)  
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クレーンおよび玉掛ニアミス報告書 

ニアミスの分類 □ クレーンニアミス □ 玉掛ニアミス 

報告部隊名および UIC： 提出先： Navy Crane Center 
Bldg 491 NNSY 
Portsmouth, VA 23709 
Fax: (757) 967-3808  

このニアミスの担当部隊名および UIC： この事態が起きた場所の

部隊名および UIC 
報告書番号： 

具体的な場所： ニアミスの日付： 時間： 

BOS 契約業者：  他の契約業者 
 □ はい □ いいえ □ はい □ いいえ はいの場合、契約番号 
クレーン番号： クレーン形式： カテゴリー： クレーン OEM： 

クレーンつり上げ能力： 巻上装置の能力： フックに掛けられた品物の重量： 天候： 

クリティカルリフトまたはクリティカル玉掛作業（非クレーン）か □ はい □ いいえ 
このニアミスは、再発問題の現れか □ はい □ いいえ 
この欄には、その状況に関する概要、根本原因、および再発防止のために実施した是正処置を記入する。 

概要 

根本原因 

是正処置 

特に指示がない限り、氏名記入、コード、および日付を含む 
作成者： 電話番号： E メール： コード： 日付： 

承認者： 電話番号： E メール： コード： 日付： 

図 12-2 (1/2)  
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クレーンおよび玉掛事故ニアミス報告書作成方法 
 
1. ニアミスの分類：クレーンニアミスまたは玉掛けニアミスのいずれかに印をつける。 

2. 報告元の部隊および UIC：12.6.2項の指針に従って該当の事態の報告を担当する部隊および部隊識別コードを記入す

る。 

3. ニアミスを担当する部隊および UIC：上述の２と同様に、または NAVFACENGSISCOMS の場合、該当の FEC レベ

ルの UIC を記入する。 

4. 報告書番号：当該部隊が割り当てたニアミス番号（例、部隊 UIC-FY-CA-01） 

5. 事態の場所 UIC：ニアミスが発生した場所の部隊と UIC 

6. 具体的な場所：事態が発生した具体的な場所（例、建物番号 213、5 号ドライドック） 

7. ニアミス発生日：ニアミスが発生した日付 

8. 時間：ニアミスが発生した時間（24 時間式）（例、1300） 

9. 担当の組織は BOS 契約業者か。「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入。 

10. 担当の組織は BOS 契約業者以外の契約業者か。「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入。「はい」の場

合、契約番号を記入する 

11. クレーン番号：該当する場合、当該部隊が割り当てたクレーン番号（例、PC-5） 

12. クレーンの形式：該当する場合、ニアミスに関わったクレーンの種類（例、移動式クレーン、橋形クレーン） 

13. カテゴリー：該当する場合、クレーンのカテゴリー（１、２、または３） 

14. クレーン OEM：該当する場合、クレーンの製造者（例、Samsung、Grove、P&H 等） 

15. クレーンつり上げ能力：該当する場合、クレーンの認証荷重（例、120,000 ポンド） 

16. 巻上装置の能力：該当する場合、ニアミスに関わった巻上装置のその操作時の最大半径でのつり上げ能力 

17. フックに掛けられた品物の重量：該当する場合、フックに掛けられた品物の重量 

18. 天候：該当のニアミス発生時の天候条件（例、風、降雨、低温等） 

19. クリティカルリフト：クレーンまたは玉掛用具は、クリティカルリフトに使われていたか。 

20. このニアミスは再発か：「はい」または「いいえ」にチェックマークを付ける。類似のニアミスまたは事故につい

て示す。 

21. 概要：発生した事態の結果を、１段落以内で簡潔にまとめる。 

22. 根本原因：事態発生に至るまでの前提条件や背景を時系列で記述し、あわせて事態の詳細を説明する。 

23. 是正措置：該当の事態の再発を防ぐために実施した、または実施予定のすべての短期的および長期的な是正措置を

列挙する。短期的な是正措置とは、短期間で業務を再開できるようにするための措置である。短期間で仕事に復帰

できるようにするための措置である。長期的な措置とは、より体系的・継続的な取り組みであり、通常、作業手順

の見直し、教育訓練の変更、ミスを防止するための仕組みなどが含まれる。 

注記: 報告書式には、所属部隊のセキュリティおよび記載・表示方針に従って適切なマークを付す必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 12-2 (2/2) 
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クレーンおよび玉掛想定外の事態報告書 

想定外の事態の分類 □ クレーン □ 玉掛 □ 負傷または重大 
報告部隊： 提出先： Navy Crane Center 

Bldg 491 NNSY 
Portsmouth, VA 23709 
Fax: (757) 967-3808 UIC: 

担当部隊： 報告書番号： 

UIC: 事態の場所 
UIC： 

事態発生日： 時間： 

具体的な場所 BOS 契約業者 

□ はい □ いいえ 

BOS 契約業者の機器 

□ はい □ いいえ 
クレーン番号： クレーン形式： カテゴリー： クレーン OEM： 

クレーンつり上げ能力 巻上装置の能力 フックに掛けられた品物の重量：  天候 

休業災害か □ はい □ いいえ 
死亡または永久的な身体障害か 

 □ はい □ いいえ 

材料/有形財産の見積もり額： 

想定外の事態の種類（該当する項目すべてにチェックする）： 

 □ 人身事故 □ 大きな損害 □ クレーンの衝突 □ クレーンの損傷 

 □ 玉掛用具の損傷 □ 機器の不具合 □ その他 具体的に  

想定外の事態の一因（該当する項目すべてにチェックする）： 

 □ 異物の混入 □ 視界不良 □ 不適切な玉掛用具の点検 

 □ 危険なエネルギーの制御 □ 不十分な意思疎通 □ 機械系整備として不適切な作業方法 

 □ 不明確な手順 □ 手順の違反 □ その他 具体的に 
責任の所在（該当する項目すべてにチェックする）： 

 □ 機械系保守要員 □ 電気系保守員 □ オペレーター □ 玉掛作業員 

 □ エンジニア □ 検査員 □ 管理者または監督者 □ その他 具体的に 

この事態は、再発か □ はい □ いいえ 

はいと答えた場合、報告番号を記入：  
  

完全で簡潔な状況説明および実施した是正または予防処置を添付 (1)として添付する。根本原因と要因を含む。損害を調査し、担

当を明らかにする。機器の故障または不具合の場合、具体的な部品名、および機器の故障または不具合によって発生した影響や問

題を含む。暫定処置および恒久処置または予防処置の担当コードおよび関係コードを列記する。 

氏名記入、コード、および日付を含む 
作成者 電話番号 E メール コード 日付 

同意 コード 日付 

WHE プログラム管理者または監督者の同意（該

当する場合） 
コード 日付 

使用許可認証担当官（クレーンの事態の場合の

み） 
  

契約担当官の代理（該当する場合）   

図 12-3 (1/2)
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クレーンおよび玉掛想定外の事態報告書作成方法 
 
1. 想定外の事態の分類：クレーンまたは玉掛けのいずれかに印をつける。負傷または重大な損傷が発生した場合、印を付ける。 

2. 報告元の部隊および UIC：12.6.2項の指針に従って該当の事態の報告を担当する部隊および部隊識別コードを記入する。 

3. その事故を担当する部隊および UIC：上述の２と同様に、または NAVFACENGSISCOMsの場合、該当の FECレベルの UICを記入

する。 

4. 報告書番号：当該部隊が割り当てた想定外の事態の番号（例、部隊の UIC-FY-CA-01） 

5. 事態の場所 UIC：事態が発生した場所の部隊と UIC 

6. 具体的な場所：事態が発生した具体的な場所（例、建物番号 213、5 号ドライドック） 

7. 事態の発生日：事態が発生した日付 

8. 時間：事態が発生した時間（24時間式）（例、1300） 

9. BOS 契約業者：「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入。 

10. BOS 契約業者の機器：「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入。 

11. クレーン番号：該当する場合、当該部隊が割り当てたクレーン番号（例、PC-5） 

12. クレーン形式：該当する場合、事態に関わったクレーンの種類（例、移動式クレーン、橋形クレーン等） 

13. カテゴリー：該当する場合、クレーンのカテゴリー（１、２、または３） 

14. クレーン OEM：該当する場合、クレーンの製造者（例、Samsung、Grove、P&H 等） 

15. クレーンのつり上げ能力：該当する場合、クレーンの認証荷重（例、120,000ポンド） 

16. 巻上装置の能力：該当する場合、事態に関わった巻上装置のその操作時の最大半径での能力 

17. フックに掛けられた品物の重量：該当する場合、フックに掛けられた品物の重量 

18. 天候：想定外の事態発生時の天候条件（例、風、降雨、低温等） 

19. 休業災害か。「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入する。 

20. 死亡または永久的な身体障害：「はい」または「いいえ」にチェックマークを記入する。 

21. 材料または有形財産の見積もり：事態によって生じた損失総額の見積もり 

22. 想定外の事態の種類：該当する項目すべてにチェックマークを記入する。 

23. 想定外の事態の一因：該当する項目すべてにチェックマークを記入する。 

24. 責任の所在：該当する項目すべてにチェックマークを記入する。 

25. この事態は再発か：「はい」または「いいえ」にチェックマークを付ける。「はい」の場合、報告番号を記入する。 

26. 作成者：必ず氏名を記入する。 

27. 同意：必ず氏名を記入する。 

28. 使用許可認証担当官）：必ず氏名を記入する。 

添付 (1) 

概要：発生した事態の結果を、１段落以内で簡潔にまとめる。 
 
根本原因および詳しい説明：事態発生に至るまでの前提条件や背景を時系列で記述し、あわせて事態の詳細を説

明する。 
 
是正措置: 該当の事態の再発を防ぐために実施した、または実施予定のすべての短期的および長期的な是正措置を

列挙する。短期的な是正措置とは、短期間で業務を再開できるようにするための措置である。短期間で仕事に復

帰できるようにするための措置である。長期的な措置とは、より体系的・継続的な取り組みであり、通常、作業

手順の見直し、教育訓練の変更、ミスを防止するための仕組みなどが含まれる。 
 

注記: 報告書式には、所属部隊のセキュリティおよび記載・表示方針に従って適切なマークを付す必要がある 
 

図 12-3 (1/2) 
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第 13 章 
娯楽施設用ホイスト 

 
13.1 娯楽施設用ホイスト 娯楽施設用ホイストは、その設計、設置、用途、および使

用における固有の特性により、カテゴリー２またはカテゴリー３クレーンとは異なる取

り扱いを受けることがある。特に指定がない限り、娯楽施設用ホイストは、本書の他の

要件を満たす必要はない。 
 
13.2 識別 娯楽施設用ホイストは、その機器経歴ファイルに娯楽施設用ホイストであ

ることを明記しなければならない。 
 
13.3 娯楽施設用ホイストの基準 娯楽施設用ホイストは、定義および以下の基準をす

べて満たさなければならない。 
 

a. 娯楽施設用ホイストの設計および設置は、専門の会社によって行われなけれ

ばならない。 
 

b. ANSI E1.6 規格（または、その設計および設置時に有効な同等の規格）に基づ

いて設計されなければならない。 
 
c. ANSI E1.6 規格（または、その設計および設置時に有効な同等の規格）に従っ

て試験を実施しなければならない。 
 
d. ANSI E1.6 規格および該当の OEM の推奨に従って整備しなければならない。 
 
e. ANSI E1.6 規格および該当の OEM の推奨に従って操作しなければならない。

つり荷の移動中は、そのつり荷の落下危険区域に人を立ち入らせてはならない。 
 
f. 13.2 項に記載された表示に加えて 13.3.a 項から 13.3.e 項までの記録を含む機器

経歴ファイルを作成しなければならない。 
 

ホイストが上記の要件を満たさない場合、そのホイストはカテゴリー２またはカテゴリ

ー３クレーンとして扱わなければならない。 
 
13.4 改造 娯楽施設用ホイストに対する改造は、第６章の要件に従わなければならな

い。 
 
13.5  娯楽施設用ホイストの精査 既設の娯楽施設用ホイストは、13.3 項への適合性を

確認するためのレビューを受けることが求められる。ANSI E1.6 の施行前に設計・設置

された既設の娯楽施設用ホイストは、その設計を ANSI E1.6 と照合することにより、

13.3.b 項の要件を満たしている場合がある。この照合は、該当部隊の技術部門または

ANSI E1.6 に定義された有資格者によって行わなけれ ばならない。重要な逸脱があった

場合は、海軍クレーンセンターと協議し、是正措置を取る必要がある。 
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13.6 娯楽施設用ホイストの調達 娯楽施設用ホイストの設計は、ANSI E1.6 の要件に

従い、可能な場合にはホイストにつり荷から建物構造までを接続する補助構造を備えな

ければならない。 
 
13.7 事故、ニアミス、および想定外の事態 事故、ニアミス、および想定外の事態の

調査と報告は、第 12 章に従って行われなければならない。 
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第 14 章 
玉掛用具および他の機器 

 
14.1. 概要 本章は、玉掛用具およびその他の荷役機器の選定、保守、検査、試験、な

らびに使用に関する要件を規定する。これらの要件は、クレーンの有無にかかわらず荷

役作業に使用される本章の対象機器、または多用途機械・MHE（例、フォークリフ

ト）および NAVFAC P-300 の対象機器とともに使用される本章の対象機器に適用され

る。これらの要件は、海軍および BOS 契約業者が所有する WHE、多用途機械、

MHE、ならびに NAVFAC P-300 対象機器とともに使用される契約業者所有の玉掛用具

にも適用される。ただし、BOS 契約を除き、契約業者が所有するクレーン、多用途機

械、MHE、バックホー、油圧ショベル、フロントエンドローダーとともに使用される

機器は適用除外とする（11.1 項参照）。 
 
本章および第 10 章の該当箇所の要件は、対象機器のプログラムおよび管理に関する最

低限の要件を定めるものである。これには、機器の保守、検査および使用、作業上の責

任、リスク管理、およびクリティカル玉掛作業（非クレーン）などが含まれる。荷役作

業に従事する玉掛作業者に求められる知識項目は、付則に記載する。本章は、玉掛作業

の基本原理や技法を提供するものではないが、事故の再発および監督プログラムの監視

結果に基づく重要な玉掛作業上の注意事項を含んでいる。玉掛作業に関する詳しい情報

は、玉掛作業用ハンドブック、玉掛用具ユーザー協会マニュアル、OEM マニュアル、

教本、ならびに工業、国家および国際規格（付則 Q および付則 R 参照）を参照のこ

と。部隊は、これらの玉掛けに関する参考文献に基づき、独自の玉掛手順を策定するこ

とができる。また、部隊の技術部門は、非標準な用途における玉掛用具の設計および使

用基準を策定することができる。 
 
NAVSEA 08 の管理下にある政府支給機器について、適用される技術マニュアルが

NAVSEA Lifting Standard を引用する場合は、本章の要件が適用される。NAVSEA 
Lifting Standard の適用を受けるすべての機器において、その要件が本章と異なる場合

は、NAVSEA Lifting Standard の規定が優先される。 
 
本章の要件は、共同基地において海軍が保守および認証を行っているクレーンに対し

て、他軍の部隊が使用する玉掛用具および関連機器にも適用される（例外については

14.1.1 項を参照）。 
 
14.1.1. 該当機器 本章は、以下の荷役作業に使用される機器を対象とする。玉掛用具

（チェーン、ワイヤロープ、金属メッシュ、合成繊維ロープ、合成繊維ベルト、合成繊

維ラウンドスリングなどのスリング類、シャックル、アイボルト、スイベルホイストリ

ング、リンク、リング、ターンバックル、絶縁リンク、フックなど）、ポータブル荷重

指示装置（ダイナモメーター、ロードセル、クレーンスケールなど）、クレーン構造

物、およびポータブルの手動式・電動式ホイスト／ウインチ。また、ASME B30.20 に

定義されるフック下つり具（例、スプレッダビーム、コンテナスプレッダ、プレートク

ランプ、マグネット、バキュームリフター、貨物用ネット、フレキシブルコンテナバッ

ク (FIBC) など）、作業用プラットフォーム（作業員を乗せる搭乗設備の追加要件は
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10.9 項から 10.9.2.3 項を参照）、一般的な荷役作業に使用されるポータブルガントリー

または A フレームおよびポータブルフロアクレーン、大型機械装置（フライス盤、プ

レスブレーキなど）に一体化され、主にそれを補助するために使用されるクレーンやホ

イストも対象とする。機器に溶接されたつり金具などの一体型つり金具や、取付具用の

ねじ穴は対象外とするが、許容荷重または容量を明示しておくべきである。ただし、既

存機器に新たな一体型つり金具を取り付ける場合は、14.6 項に従って改造として取り扱

わなければならない。OEM が提供する玉掛用具のうち、自社製品の荷下ろし、初期保

管、再積込み、出荷などの限定的なつり上げ作業に使用されるものは、本章の対象外と

する。ただし、OEM 提供の専用玉掛用具を使用する場合には、当該機器が良好な状態

にあり、使用する作業者が正しい使用方法を理解していることを、所属部隊が確認しな

ければならない。OEM 製品の継続的なつり上げに使用される玉掛用具については、

14.4 項の要件に従うものとする。 
 
承認済の試験および検査プログラム（例、NAVAIR、NAVSEA、Strategic System 
Program、空軍、または陸軍が承認のプログラム）に含まれた海軍所有の玉掛用具およ

び他の機器（さらに共同基地において海軍が管理かつ認証するクレーンと共に使用され

る空軍および陸軍が所有する玉掛用具および他の機器）は、該当の用具または機器の試

験および検査が最新であること、さらに、毎回使用する前に14.4.2項の使用前点検が行

なわれる条件で、本書の要件から除外され、陸上のWHEによるつり上げに使用が認め

られるが、本章に従った使用方法でなければならない。ただし、該当の用具または機器

を管理する承認済みの既存の技術手順に従いその用具または機器が使われるときは、こ

の限りではない。 
 
NAVAIR、NAVSEA、戦略システムプログラム（SSP）、空軍、または陸軍が承認した

試験および検査プログラムに含まれる海軍所有の玉掛用具およびその他の機器（ならび

に、共同基地において海軍が保守および認証を実施しているクレーンとともに使用され

る、空軍および陸軍所有の玉掛用具およびその他の機器）は、該当する用具または機器

の試験および検査が最新であり、かつ使用のたびに14.4.2項に基づく使用前点検が行わ

れることを条件として、本書の要件を適用除外とし、陸上のWHEを用いたつり上げ作

業に使用することができる。ただし、該当の用具または機器が、それらを所管するプロ

グラムにおいて承認されたあらかじめ設計された使用手順に従って使用される場合を除

き、その使用方法は本章の要件に従わなければならない。 
 
本章は、機械的な利得（てこ作用等）を伴わない手作業によるつり上げ作業（例：手渡

し、固定滑車のみを使用した単純な引き上げ）に使用される用具および機器には適用さ

れない。 
 
14.1.2. 調達および設計 本章の対象となる新規機器の調達および設計は、

NAVCRANECENINST 11450.2 に従って行わなければならない。既存の機器について

は、使用に適したものであるためには、調達時点で有効であった ASME の設計基準

（例、ASME B30 シリーズ、ASME PASE）および海軍／軍の設計規格（例：NAVFAC 
P-307 および NAVCRANECENINST 11450.2）を満たしていなければならない。米国外

で調達する機器は、適切な業界・国家・国際統一規格（例、クレーン用つり具装置につ
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いては EN 13155、シャックルについては ISO 2415）を満たしていなければならない。

この例外は、ASME 規格が適用されないとき、14.10 項に該当する機器を除き、第 14 章

の機器にも適用が可能である。 
 
14.2. 記録管理 14.8 および 14.11 項に記載された例外を除き、本章で要求される初回

および定期の検査・荷重試験は、該当するすべての用具または機器ごとに文書化しなけ

ればならない。コンピューターで作成されたファイルも使用可能であるが、その場合、

個々の構成品、検査・試験の実施日、ならびにその結果が明確に識別されていなければ

ならない。各用具または機器について、最新の荷重試験報告書および検査報告書を保存

しなければならない。 
 
14.3. 機器の表示 該当する ASME規格の識別および表示に関する要件に加えて、記録

を残す再検査が必要な場合、該当の各機器や用具には、再検査期限日の指示を明確に示

す札を付ける、刻印を打つ、または他の表示方法を付けなければならない。ただし 14.8
および 14.11 項の記述を除く。月と年で再検査期限日を示す方法は、認められている。

再検査の有効期限は、当該月の末日とする。さらに該当の機器や用具には、その試験お

よび検査記録を追跡できるような固有の識別番号を付けなければならない（14.8 および

14.11 項の記述を除く）。重量が 100ポンドを超えるクレーン用つり具装置には、その

自重を表示すしなければならない。表示は、該当の構成部品の強度が低下しない位置に

付けられていなければならない。一般に、振動エッチング方や低応力ドットスタンプが

認められている（必要に応じて OEM に使用可能な種類や表示を付ける場所を問い合わ

せる）。切り離し可能な複数の構成部品から成る機器（例、専用シャックル付き荷重表

示計）の場合、付属部品（付属のシャックル）には、主要部品（荷重表示計）の識別が

付けられていなければならない。これは、標準シャックルやターンバックル、スイベル

ホイストリングなどのように現場で分解されない機器、ならびにポータブルパッドアイ

またはつり金具の締付具やアイボルトナットなど、部隊の技術部門が締付具の等級での

み指定できる機器には適用されない。スペースの都合により判読可能な表示を付けられ

ない場合には、所定の表示項目が書かれた札を取付け、技術的な指針を得なければなら

ない。OEM の表示やロゴを除去または変更してはならない。部隊の技術部門の指示が

ない限り、基本使用荷重を示す OEM の表示を除去または変更してはならない。修理過

程で表示が取れた場合や摩耗によって判読が困難になった場合、該当の機器に表示を付

け直してから使用しなければならない。調達書類は、該当の機器または用具に OEM
名、ロゴ、商標、またはその OEM を特定可能な表示方法などが確実に付けられるよう

に指示しなければならない。独自に製作した玉掛用具および他の機器には、製作した部

隊を示す表示を付けなければならない。複合型スリングアセンブリには、各つり具の基

本使用荷重、アセンブリ全体の基本使用荷重、およびつり角度に基づいた基本使用荷重

を表示しなければならない（作業員を乗せる搭乗設備をつり下げるスリングアセンブリ

は、各つり具にその使用荷重を表示するか、札を取付けなければならない）。ラッシン

グに使われる合成繊維ロープやベルトおよびワイヤロープの表示は、それらを取ったド

ラムおよび元のリールまたはロットを示し、さらに、その基本使用荷重と再検査期限日

を明示しなければならない。ポータブルフロアクレーンは、各ブーム伸長位置に対応し

た適切な脚の伸長位置を明確に示す表示を付けなければならない。 
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適用される ASME 規格に定められた識別および表示の要件に加え、かつ 14.8 項および

14.11項に示される例外を除き、対象機器または用具の各構成品には、必要に応じて再検

査期限を明示するタグ、刻印、その他の方法による表示が施されなければならない。 
再検査期限は「年月」で表示することも認められ、この場合、当該月の最終日を期限と

見なす。さらに、各機器または用具には、その試験および検査記録に追跡可能な固有の

識別番号（シリアル番号）を表示しなければならない（14.8項および 14.11 項を除

く）。重量が 100 ポンド）を超えるクレーン用つり具装置には、自重も表示しなければ

ならない。表示位置は、構成部材の強度を損なわない場所にしなければならない。一般

に、バイブラエッチ法や低応力のドットスタンプなどが適切である。必要に応じて、

OEM に許容される表示方法や位置について確認すること。分離可能な複数部品で構成さ

れる機器（例、専用シャックル付き荷重指示計）については、従属部品（シャックル

等）に主構成品との関係性を示す識別を施す必要がある。ただし、標準シャックルやタ

ーンバックル、現場で分解されないスイベルホイストリング、またはパッドアイ（アイ

プレート）やアイボルトナットのように等級のみで識別される締付具には適用されな

い。十分な表示スペースが確保できない場合は、必要な情報を含むタグを取り付けるこ

とで代替してもよいが、その場合は技術部門の指導を受けること。OEM の識別表示（名

称、ロゴなど）を削除または改変してはならない。また、定格荷重に関する OEM の表

示も、技術部門からの指示がない限り、削除または改変してはならない。修理中に表示

が失われた場合や、摩耗により判読不能となった場合は、使用前に再表示を行わなけれ

ばならない。 
調達文書には、購入する機器または用具に OEM の名称、ロゴ、商標等の識別が施され

ていることを求めなければならない。自部隊で製作された玉掛用具およびその他の機器

には、製作を行った部隊名を明示する表示を施さなければならない。複数のスリングで

構成されるスリングアセンブリについては、各スリングの定格荷重、アセンブリ全体の

定格荷重、および基本使用荷重の基準となるつり角度を明示しなければならない。人員

用プラットフォームのつり上げに使用されるスリングアセンブリについては、各脚に定

格荷重を表示するか、タグ等により明示しなければならない。ラッシング用途に使用さ

れる合成繊維ロープ、合成繊維ベルト、およびワイヤロープには、取り出されたスプー

ル番号および元のマスタースプールまたはロット番号、定格荷重、および再検査期限を

表示しなければならない。ポータブルフロアクレーンには、各ブームの伸長位置に対応

する適切な脚の伸長位置を明確に表示しなければならない。 
 
14.3.1. 再検査期限日の代替表示方法 再検査期限の表示については、日付の代わりに

金属タグ、色分け、プラスチックバンドなどの代替表示方法を用いることができる。使

用部隊の荷役作業指示書には、許容される表示方法の種類を明記しなければならない。

玉掛作業員およびカテゴリー3 クレーン運転者（オペレーター）は、所属部隊で採用さ

れている代替表示制度について訓練を受けなければならない。 
 
14.4. 試験および検査プログラム 14.8 項および 14.11 項に記載された例外を除き、

各部隊は、該当機器について、初回検査および荷重試験（いずれも文書化されたもの）
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に加え、その後の使用前点検および文書化された定期検査（ならびに必要に応じて定期

試験）を含むプログラムを策定しなければならない。 
 

不適合な機器および用具は、使用から除外され、廃棄または修理されなければならな

い。機器は、使用前および使用後の保管において、損傷を防ぎ、作業員に対する危険と

ならない方法および場所で保管されなければならない。ときには、クレーンまたは玉掛

作業中の事故により、機器や用具が不適合となることがある。部隊は、当該損傷がクレ

ーンまたは玉掛事故によるものかどうかを判断し、そうであった場合には、その事故が

第 12 章に従って調査・報告されるようにしなければならない。 

 

不良な機器および用具は、使用停止とし、廃棄または修理しなければならない。機器

は、使用前と使用後に損傷を受けず、かつ、従業員に対して危険を及ぼさない方法と場

所に保管しなければならない。機器や用具は、クレーンまたは玉掛事故によって不合格

となることがある。該当の部隊は、損傷がクレーンまたは玉掛事故に起因するのか否か

を判断しなければならない。クレーンまたは玉掛事故に起因する場合、第 12章に従い

該当の事故について調査し、報告しなければならない。 
 
試験および検査プログラムに未登録の機器や用具、現在使用停止中のもの、またはつり

上げ作業に使用されていないものについては、使用中の機器および用具とは明確に区分

して保管しなければならない。 
 
タイダウンに使われる機器および用具を荷役作業に使用してはならない。荷役作業に使

われる機器および用具をタイダウンに使用すべきではない。 
 
同一の OEM 製品の継続的なつり上げに使用される OEM 提供の玉掛用具（例、船外機

リフター、トランスミッションリフター、電子機器キャビネットリフター）について

は、初回の荷重試験を実施する必要はない。当該用具には、対象となる製品または許容

荷重を表示することが必要であり、14.4.2 項および 14.4.3 項に従って検査を行わなけれ

ばならない。OEM が提供した専用の玉掛装置を使用する場合には、その機器を使用す

る要員が、使用方法を理解していることを部隊が確認しなければならない。 
 
14.4.1. 荷重試験 14.8 および 14.11 項の記述を除き、該当する機器の各部には、初期

荷重試験を行わなければならない。各試験では、該当の機器は、永久変形を生じること

なく最低 2 分間（ホイストまたはウインチ、クレーン、およびクレーン構造物の場合、

10 分間）の荷重試験に耐えられなければならない。ホイストまたはウインチ、トロ

リ、および他の動力機械の場合、すべての可動部品が最低 1 運転周期する範囲で該当の

試験荷重の巻上げまたは巻き下げ（走行）を行う。公証試験荷重値は、表 14-1 に示さ

れるとおりとし、該当 OEM または部隊の技術部門が定めた基本使用荷重の割合で表さ

れる。実際の試験荷重は、クレーン、クレーン構造物、ホイスト、ウインチ、ポータブ

ルフロアクレーン、ポータブルガントリーまたは A フレーム、およびトロリを除き、

公称試験荷重値に対し+5/-0 パーセントでなければならない。クレーン、クレーン構造

物、ホイスト、ウインチ、ポータブルフロアクレーン、ポータブルガントリーまたは A
フレーム、およびトロリの場合、その試験荷重は、公称試験荷重値に対し+0/-5 パーセ
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ントでなければならない。購入機器の業者からの荷重（耐力）試験証明（実際の試験荷

重および試験時間を示す）は、該当の耐力試験荷重および時間が上述の用件に適合また

は上回る場合に限り、本要件を満たす。該当機器の定期荷重試験の頻度を表 14-1 に示す

（手動操作式ポータブルホイストの保管管理の例外については以下を参照）。OEM が

表中に示す割合での試験を認めていない機器の場合、その基本使用荷重を該当の OEM
が認める試験荷重値が荷重試験値となるように低減しげなければならない（玉掛用具の

試験に明確な試験荷重の許容範囲を考慮しなければならない）。一度限りの荷重試験を

要する機器が本書の旧版に従った荷重試験を受けているならば、再試験は必要ない。ワ

イヤロープおよび合成繊維ロープスリングを試験するとき、該当のスリングのよりが解

けないようにしなければならない（これらのスリングの使用基準を参照）。部隊で製作

した特殊な玉掛用具（例、特定の用途に向けて作られた非標準形アイボルト）の試験が

現実的ではない場合、該当部隊の技術部門は、そのような用具の使用を承認しなければ

ならない。本章が該当する玉掛用具および他の機器の試験に試験荷重を使用する場合、

4.7.1.1 項の要件を該当の試験荷重に適用しなければならない。 
 
貨物運搬に使用されるスリングおよび 14.8 項に規定される機器については、OEM によ

る耐力試験証明書が必要である。耐力試験における荷重比率が表 14-1 に規定されていな

い場合には、該当する ASME規格に定められた比率に従わなければならない。クレーン

用つり具装置に対する追加の具体的な試験要件については、14.9 項を参照のこと。 
特殊な目的で設計された機械（例、引張試験機）を用いた玉掛用具およびその他の機器

の荷重試験は、荷役作業とは見なされない。これらの工程において不具合が発生した場

合は、14.5 項に従って報告しなければならない。また、当該工程において過荷重が発生

した場合は、第 12 章に基づく想定外の事態として調査および報告を行うべきである。 
 
14.4.1.1. 玉掛用アセンブリの荷重試験 スリング、シャックル、リングなどで構成さ

れる玉掛用アセンブリについては、アセンブリ全体として荷重試験を実施してもよい。

玉掛用アセンブリの一部として荷重試験を受けた構成部品は、その構成部が表 14-1に示

された比率で試験されたことを証明できない限り、単体として取り外して使用してはな

らない。 
 
14.4.1.2. ラッシング（荷締め）の荷重試験 合成繊維ロープおよび合成繊維ベルト、

ワイヤロープをラッシング目的で使用する場合、スプール、マスタースプール、または

ロットごとに抜き取ったサンプルの破断強度が良好であることを試験で確認するか、

OEM または供給者による耐力試験証明書が提出されていれば、個別試験は不要とする。 
 
14.4.1.3. クレーン構造物 通年を通じて複数のポータブルホイストの荷重試験に使用

されるクレーン構造物については、継続的な過負荷を防止するために、試験荷重よりも

高い定格荷重を有していなければならない。クレーン構造物の荷重試験においてトップ

ランニングクレーンのレールを使用する場合は、NAVFACINST 11230.1 に基づいてレー

ルが認証されていなければならない。クレーン荷重試験とレール認証の試験を兼ねて実

施する場合は、試験前にレールに対して詳細な目視検査を行い、NAVFACINST 11230.1 
に定義される重大な不具合がないことを確認しなければならない。 
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14.4.1.4. 手動式ポータブルホイストの保管管理の例外 使用前 12 箇月以内の荷重試験

要件は、以下の条件に従って長期管理保管に置かれたポータブル手動式ホイストには適

用されない。 
 

a. ホイストは、必要に応じて検査および修理を実施したうえで、荷重試験を行

うこと 
 

b. 上述の作業完了後、ホイストは管理保管に移され、追跡用の管理番号を付与

すること。 
 

c. 手鎖または操作レバーには、金属製またはプラスチック製の番号付き封印を

取り付け、未使用状態であることを示すこと 
 

d. 使用する際は、外観（明らかな損傷や劣化の有無）および作動確認を行った

うえで払い出しを行うこと 
 

e. 再検査期限日は、使用を開始した日から起算して１年以内の日付でホイスト

に表示されなければならない。 
 
f. 管理保管の最長期間は、10 年とする。 

 
14.4.1.5. 定期荷重試験の例外 基本使用格荷重が 100 ポンド以下のクレーン構造物お

よびポータブルガントリーまたは A フレーム、材料の降伏強度に対する設計安全係数

が 10 以上である構造物については、定期荷重試験の実施は不要とする。ただし、２年

ごとの定期検査は必要である。 
 
14.4.2. 使用前および使用後の点検（常時点検） 使用者は、該当する機器を使用す

る前に、以下を確認するための目視点検を実施しなければならない。基本使用荷重の表

示、表示の有無、状態（該当する ASME の頻度点検基準に基づく）、点検実施状況お

よびシリアル番号（該当する場合）、使用前点検については、記録を文書化する必要は

ない。つり上げ作業中に損傷が発生していないことを確認するため、使用後点検の実施

が推奨される。使用前検査は、本書の要件を満たしていない機器、海軍のプログラムに

含まれていない機器、または海水に浸されたり、腐食性環境などに曝されたりした機器

については、特に念入りに実施しなければならない。 
 
14.4.3. 定期検査 対象機器の定期点検の頻度は、表 14-1 に示されている。ただし、

チェーンスリングを除き、100 ポンド以下の荷役作業にのみ使用される玉掛用具およ

び、材料の降伏強度に対して設計安全係数が 10 以上である用具については、定期検査

の要件を免除する。 
 
14.4.4. 緊急事態による検査および試験の延期 表 14-1 に規定される玉掛用具および

他の機器などの検査（および試験）を、緊急事態またはその他の一時的事情により期限

までに実施できない場合、当該機器を使用する部隊の荷役作業プログラム責任者または
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使用許可認証担当官は、技術部門または検査部門の同意を得たうえで、定期検査（また

は試験）の延期を文書により承認することができる。延期期間は、当初の有効期限から

最大 60 暦日を超えてはならない。定期検査または試験を延期する前には、該当する玉

掛用具または機器に対して、可能な限り徹底した使用前目視点検を実施しなければなら

ない。検査または試験の延期が承認された場合、その承認は対象となる用具または機器

ごとに文書で記録しなければならない。 
 
14.5. 不具合の発見と解決 
 
14.5.1. 玉掛作業員、オペレーター、検査員、または使用者が発見した不具合 使用

中、使用前、使用後、または定期検査中に発見された不具合は調査され、機器を使用

（または使用を継続）する前に、その不具合を解決しなければならない。該当部隊の技

術部門は、不具合の状態が重大で修理（または廃棄）を要するか、あるいは軽微で現状

のまま使用可能か、または修理を延期できるかを判断しなければならない。部隊に技術

部門がない場合は、検査部門または他の有資格者（例、06 工場が手動式チェーンブロ

ックを修理する場合は 06 工場）がその判断を行う。SPS 機器に関しては、技術的な解

決策を文書化することが必要である。 
 
14.5.2. 報告義務のある不具合 発見された不具合が他の海軍部隊にも関連する可能性

がある場合には、可能な限り速やかに、かつ遅くとも発見から５日以内に、海軍クレー

ンセンターへ報告しなければならない。また、是正措置または推奨事項を含む不具合の

概要報告書を、発見から 21 日以内に海軍クレーンセンターに提出しなければならな

い。この報告書には、当該部隊と該当機器の OEM との通信内容を含めるべきである。

不具合のある部品または構成部品は、海軍クレーンセンターとの協議が完了するまでは

廃棄すべきではない。不具合の報告には、図 3-1 の様式を使用しなければならない。 
 
14.6. 保守、修理、および改造 機器の保守、修理（修理を要する構成部品の調整また

は分解や再組立てを含む）、および改造は、OEM または部隊の技術部門の指示に従っ

て行なわれなければならない。該当の OEM、ASME、または規格などが修理を禁じて

いる場合、該当の物または構成部品を廃棄しなければならない。その指示は、修理また

は改造をした機器の再検査（および影響を受けた荷重支持部品の荷重試験）を要求しな

ければならない。荷重支持部品の亀裂の除去は、付則 E の 1.4.4. 項に記述のとおり非破

壊検査で確認されなければならない。荷重支持、荷重制御、または安全な運転に影響を

及ぼす修理の作業記録については、７年間保管しなければならない。他の修理作業記録

については、１年間保管しなければならない。ホイストまたはウインチ、クレーン、ポ

ータブルガントリーまたは A フレーム、およびクレーン構造物の荷重支持部、荷重制

御部、または運転安全装置の改造には、海軍クレーンセンターの承認が必要である。非

荷重支持部または非荷重制御部の改造には、部隊のクレーン改造承認が必要である。本

章で扱われる他の機器に対する改造には、海軍クレーンセンターの承認は、必要ない。

改造申請方法については、第６章を参照のこと。改造の書類を該当の機器の寿命まで保

管しなければならない。 
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14.7. スリング スリングは、ASME B30.9 に定められた要件に準拠し、以下の追加ま

たは修正の要件を満たさなければならない。スリングのつり角度が垂直方向から離れる

につれて、スリングに掛かる荷重は増加する（注記 この呼称は、ASME B30.9 で用い

られる「つり角度」または「水平角度」の定義とは逆であり、垂直方向からの角度を用

いる場合、水平方向からの角度が小さくなるほどスリングにかかる荷重は増加する）。

つり角度が水平から 30 度未満となるスリングの使用は禁止されており、技術部門が発

行する作業文書によって特別に認められた場合のみ使用できる。半掛けつりや目通しつ

りに用いる場合、またはフックやシャックルなどにスリング本体に沿って折り曲げられ

るような使用方法の場合には、基本使用荷重の低減が必要になることがある。複数のス

リングで構成されるスリングアセンブリの構成部品は、最も不利な条件下での負荷条件

に基づいて寸法設計しなければならない。たとえば、４点つりに使われる４本のスリン

グでは、斜め対角の２本のスリングが全荷重を支えるものと仮定して選定しなければな

らない。ただし、荷重を均等に分配する機構（例、エンジニア設計による等分配プレー

ト）が組み込まれている場合はこの限りでない。チェーンホイストは、LID と組み合わ

せて使用する場合に限り、荷重を均等化するための使用が許可される。ただし、LID
は、チェーンホイストを３点または２点つりで荷重を水平に保つ目的で使用する場合に

は不要である。 
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表 14-1 
初回荷重試験ならびに定期荷重試験の試験荷重の割合、定期荷重試験の頻度、および検査頻度 

 
機器名 試験荷重の 

割合 
定期荷重試験 

頻度 
定期検査 
頻度 

ビームクランプ 125 適用外(1) 年 1 回 
クレーン用つり具装置（指定がある場合を除く） 125 適用外(1) 年 1 回 
ブロック類（タックル、スナッチ、ワイヤロープ） 適用外 適用外 年 1 回(6) 

チェーンスリング 200 適用外 年 1 回(2) 

大型機械装置と一体形のクレーン 125 年 1 回 年 1 回 
常設のホイストがないクレーン構造物 125 2 年毎 年 1 回 
エコライザビームおよびフランダープレート 125 適用外(1) 年 1 回 
アイボルト 適用外 適用外 年 1 回(6) 
アイナット 適用外 適用外 年 1 回(6) 

ホイスト、ウインチ 125 年 1 回 年 1 回 
フック 200 適用外 年 1 回 

絶縁リンク 14.13 項を参

照 適用外 年 1 回 

ラッシング 破断試験 適用外 年 1 回 
つりビーム 125 適用外(1) 年 1 回 
リンクおよびリング（スリングアセンブリのリンクとリングお

よび溶接加工リンクとリングを除く） 
適用外 適用外 年 1 回(6) 

電磁式マグネットリフター 200 年 1 回 年 1 回 
永磁式マグネットリフター 300 年 1 回  
メタルメッシュスリング 200 適用外 年 1 回 
作業員を乗せる搭乗設備 125 年 1 回(3) 年 1 回(3) 
プレートクランプおよび加圧形クランプなど 125 年 1 回(1) 年 1 回 
ポータブルガントリーまたは A フレーム、ポータブルフロア

クレーン 
125(4) 2 年毎 年 1 回 

ポータブル荷重表示計 適用外(5) 適用外 年 1 回(5) 
ポータブルパッドアイまたはつり金具 取付け用締付け具につ

いては 14.9.2 参照 
125 適用外(1) 年 1 回 

シャックル 適用外 適用外 年 1 回(6) 
スイベル 適用外 適用外 年 1 回(6) 
スイベルホイストリング 適用外 適用外 年 1 回(6) 

合成繊維ロープスリング 200 適用外 年 1 回 
合成繊維ラウンドスリング 200 適用外 年 1 回 
合成繊維ベルトスリング（貨物または車両用ネットおよび再利

用可能形 (FIBC) を含む） 
200 適用外 年 1 回 

トロリ 125 2 年毎 年 1 回 
ターンバックル 適用外 適用外 年 1 回(6) 
バキュームリフター 125 年 1 回(1) 年 1 回 
溶接加工リンクおよびリング 200 適用外 年 1 回(6) 
手差し加工を除くワイヤロープスリングおよびエンドレススリ

ング（圧縮加工） 
200 適用外 年 1 回 

ワイヤロープスリングおよびグロメット（手差し加工） 125 適用外 年 1 回 
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注記：貨物の運搬に使用されるスリングおよび第 14.8 項に該当する機器については、OEM による耐力試験証明書

（プルーフロード試験証明書）が必要である。耐力試験の荷重割合が前述の表に明記されていない場合は、該当する

ASME 規格に従って荷重割合を定めなければならない。 
(1) 貨物の運搬に使用される定格荷重 10,000 ポンドを超えるクレーン用つり具装置（たとえば、スプレッダビーム、

コンテナスプレッダ、特殊貨物用のつり具装置、パレットバー付きのブライドルなど）については、４年ごとに

荷重試験を実施しなければならない（より頻繁な荷重試験が求められる機器もあるため、表 14-1 を参照のこと）。

また、詳細については第 4.8.2 項も参照すること。 
(2) 船舶の建造、修理、解体、または貨物の運搬に使用されるチェーンスリングについては、29 CFR 1915.112 および 

1917.42 (h) に基づき、３箇月ごとに検査を実施する必要がある。 
(3) 追加の要件については、10.9 項から 10.9.2.3 項を参照すること。 
(4) ポータブルフロアクレーンを初めて使用する前には、OEM が定めた定格荷重の 125 パーセントで荷重試験を実施

しなければならない。この試験は、ブームを最小限に縮めた状態および最大限に伸ばした状態の双方で、試験荷

重を外側フックの位置に設置したうえで行う。荷は、クレーンの走行範囲全体にわたってつり上げ、ブームを水

平に保った状態で 10 分間保持する必要がある。さらに、荷を可能な限り地面に近づけた状態で、クレーンを前

進・後進させて移動させ、すべての可動部を最低１回転させる。その後、内蔵のロードリミット装置を備えたク

レーンについては、OEM の定格荷重の 100 から 105 パーセントの範囲で再試験を行う必要がある。なお、高さが

調整可能なポータブルガントリーについては、最大高さの状態で荷重試験を行うこと。 
(5) ポータブル LID（荷重表示装置）は、所属部隊の較正プログラムおよび該当する OEMの推奨に従って較正され、

必要な表示が付されていなければならない。詳細は、14.11 項を参照のこと。 
(6) 定期点検の実施記録は文書化する必要はない。適切な使用前点検（頻繁な点検）を実施することで、定期点検の

要件を満たすことができるため、その点検内容を記録に残す必要はない。 
 
14.7.1. チェーンスリングおよび取付金具 
 
14.7.1.1. チェーンスリングの定期検査基準 各リンクおよび各付属部品を個別に検

査しなければならない（リンク内面が見えるように配慮する）。 
 
14.7.1.2. チェーンスリングの廃棄基準 ASME B30.9 の廃棄基準に加えて、以下のい

ずれかの状態が認められた場合は、スリングを使用から除外しなければならない。 
 

a. 5 パーセントを超える伸びによって測定区間部の長さが増加 
 

b. スカーフ継手部の盛り上がり、溶接部に欠陥があるリンク 
 
14.7.1.3. チェーンスリングの使用基準 チェーンスリングは、ASME B30.9 および

OEM の要件に従って使用すべきである。B30. 9 および OEM の推奨事項にも従うべきで

ある。チェーンスリングを目通しつりで使用する場合、直線（垂直）の基本使用荷重を

表 14-3 に示す効率割合に基づいて低減しなければならない。チェーンスリングは、他

のスリングでは損傷を受ける可能性のある摩耗環境および高温環境での使用が推奨され

る。チェーンスリングは、感電または感電死の危険性がある状況、または機器を損傷す

る可能性がある状況には使用してはならない。 
 
14.7.2. ワイヤロープスリング 
 
圧縮止め加工された端末金具は、鋼製でなければならない。ただし、ターンバックアイ

スプライス（別名、ターンバックアイスプライス、リターンループ、ループバック）に

ついては、使用される材料および加工方法が EN 13411 パート３に準拠している場合に

限り、アルミ製スリーブの使用が許容される。 
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14.7.2.1. ワイヤロープスリングの定期検査基準 検査は、各スリングの全長にわたっ

て行い、スプライス部、端末金具、および取付金具も含めて確認しなければならない。 
 
14.7.2.2. ワイヤロープスリングの廃棄基準 ASME B30.9 に定められた廃棄基準に加

え、検査によって以下のいずれかの状態が確認された場合は、スリングを使用から除外

しなければならない。 
 

a. 個々の外側素線に元の直径から 1/3 の摩耗を含む著しい局部的なすり減りま

たは摩耗（ASME B30.9 の公称径から 5 パーセントを超える減少は、この基

準に該当する） 
 

b. 亀裂または変形がある端末金具や連結金具。または端末金具や連結金具部の

ストランドやワイヤの滑りの痕跡。ソケットのベース（耳または環）から軸部に

移る部分に特に注意する。 
 
c. 端末金具や取付具（圧縮止め加工部分を除く）に該当の OEM の公称ソケッ

ト寸法の 10 パーセントを超える摩耗、または該当の OEM のソケットピン公称

直径の５パーセントを超える摩耗。 
 
アイを形成するために手差し編みスプライス使用する場合、アイスプライスには、その

ロープのすべてのストランド使った最低 3 回の編み込みと、各ストランドの素線から半

数を取り除いた状態での 2 回の編み込みが必要である。同等の効率性と安全性が証明さ

れ、他の方法で禁止されていない場合は、他形式のスプライスを使用してもよい。手差

し編みスプライスのストランドの端部が突き出している場合は、ワイヤロープに損傷を

与えない方法で覆うか、平滑にすること。カバーは、スプライスを検査するために取外

し可能でなければならない。 
 
14.7.2.3. ワイヤロープスリングの使用基準 ワイヤロープスリングは、ASME B30.9
および OEM の要件に従って使用すべきである。B30. 9 および OEM の推奨事項にも従

うべきである。ワイヤロープスリングは、そのワイヤロープの公称径より小さいピン、

シャックル、フック、またはリングに使用してはならない。スリングの本体をそのワイ

ヤロープ直径の 40 倍を超える品物の周囲に巻き付ける（例、半掛けつりなど）場合、

そのスリングの総使用荷重は、そのスリングの１本分の基本使用荷重の２倍と見なされ

る。スリングの本体がそのワイヤロープ直径の 40 倍以下のピン、フック、または他の

品物に巻き付けらる場合、総使用荷重は、表 14-2 に示す効率割合を反映して低減され

なければならない。非円形の断面形状の品物の場合、「D」は、その品物の角部に沿っ

て曲げられたワイヤロープの最小曲げ直径から算出しなければならない。D/d 効率が 50
パーセントとして設定され、使用されるエンドレススリングについては、追加の低減は

不要である。目通しつりで使用する場合、垂直つりの基本使用荷重を表 14-3 に示す効

率割合に基づいて低減されなければならない。ワイヤロープクリップを使用してスリン

グまたはアイを形成してはならない。 
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品物およびワイヤロープスリングを損傷から保護する必要がある場合、当て物などを使

用しなければならない。また、スリングが品物の角部に沿って曲げられる場合、D/d 比

が少なくとも１対１となるように、品物の角部を丸めなければならない（例、パイプ

片、市販の当て物専用のブロック）。 
 
編組スリングを除き、ワイヤロープスリングは、ロープのよりが解けない方法を用いな

い限り、垂直１本つりまたは目通しつりに使用してはならない。感電または感電死の危

険がある状況や、機器に損傷を与えるおそれのある状況で、ワイヤロープスリング使用

してはならない。 
 
14.7.2.3.1. エンドレススリング（グロメット）の追加基準 エンドレススリングの一

直線（垂直）の使用荷重は、以下の式により求める。 
 
 使用荷重＝MBFx D/d 効率 x 2 

DF 
 
条件： MBF とは Federal Spec RR-W-410、ASTM A-1023、ワイヤロープ OEM の

データ、または、破断試験用材料の破断試験に基づく値とする。 
  D/d は、表 14-2 を利用する。 
  DF は、安全係数（５以上）とする。 
 
14.7.2.3.1.1. 荷重試験 スリングは、ワイヤロープの直径以上のピンにかけて荷重試験

を行う。試験荷重は、上述の計算式により得られた定格荷重の 200 パーセントとし、試

験ピンの直径に対応した効率係数を用いる（最大効率は 78 パーセント）。ピン直径が

表 14-2 の中間値である場合は、D/d 効率と効率の曲線から効率を決定する。試験荷重お

よび試験ピンの直径は記録しなければならない。販売業者から調達したスリングについ

ては、その業者による耐力試験がこれらの要件に適合している必要がある。 
 
14.7.2.3.1.2. 表示および使用方法 エンドレススリングには、D/d 効率 50 パーセント

に基づく基本使用荷重を表示しなければならない。その基本使用荷重内であれば、さま

ざまなピン直径にわたって使用が可能である。一方、特定のピン直径に使用を限定する

場合には、そのピン直径に基づく D/d 効率で計算された定格荷重を表示する必要があ

り、かつそのピン直径も明記しなければならない。荷重試験時に使用するピン直径は、

実際に使用されるピン直径以上でなければならない。 
 

a. 荷重試験用ピンの直径がワイヤロープ直径を超える場合、部隊の技術部門か

らの書面による承認があれば、表示基本使用荷重を超えて使用することがでる。

ただし、許容荷重は、当該ピン直径に基づく上記計算式によって算出された値と

し、試験荷重の 50 パーセントを超えてはならない。このような使用には、用途

ごとに個別の承認が必要である。 
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表 14-2 

ワイヤロープスリングの効率係数 
D/d 比 効率割合％ 

1:1 50 
2:1 65 
4:1 75 
5:1 78 
8:1 83 
12:1 87.5 
16:1 90 
24:1 92.5 
40:1 95 

40:1 を超える 100 
 
効率とは、スリングが半掛けつりで使用された場合における、残存使用荷重の割合とし

て表される。D/d 比が表中に示された値の中間に該当する場合は、より低い効率割合を

採用するか、または D/d 比と効率割合との関係をグラフ化した曲線から値を決定しても

よい。多点つり用スリングは、構成するワイヤロープの D/d 比が 4:1 で、D/d 効率が 75
パーセント以上である場合にのみ使用できる。 
 

表 14-3 
スリングを目通しつりにした場合の基本使用荷重 

絞り角度 
（図 14-1 参照） 

ストレート（垂直）での基本使用荷重の割合 1 

チェーン メタルメッシュ ワイヤロープ 
合成繊維ロープ 

合成繊維ベルト、合成繊

維ラウンドおよび 
高性能ラウンド 

120-135 80 100 754 80 
90-119 注記 2 を参照 65 65 
60-89 注記 2 を参照 55 55 
30-59 注記 2 を参照 46 46 
0-29 注記 2 を参照 36 36 

 
 
注記 
 
1. 表に記載された値よりも OEM が定める基本使用荷重（または表示基本使用荷重）

または OEM 仕様の要件がより厳格（すなわち小さい）である場合には、OEM の値に

従わなければならない。 
 
2. チェーンスリングおよびメタルメッシュスリングにおいて、絞り角度が 120 度未満

の場合は、スリング OEM または部隊の技術部門が、基本使用荷重の割合を定めなけれ

ばならない。 
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3. 多点つり用ワイヤロープスリングは、目通しつりにおいて標準のワイヤロープスリ

ングとは異なる挙動を示す。そのため、当該スリングの目通しつりでの使用荷重は、

OEM または Wire Rope Technical Board（ワイヤロープ技術委員会）が定めた手順に基づ

いて決定しなければならない。 
 
4. ケーブルレイドワイヤロープ（極軟索）の場合、目通しつりでの使用効率は 70 パー

セントとする。 
 
5. 絞り角度が 135 度を超える場合は、不安定と見なされ、使用してはならない。 
 
 

目通しつりの角度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注記：絞り角度が 135 度を超える場合は、不安定と見なされ、使用してはならない。 
星印で示されるアイとスリング本体との間には、シャックルを推奨する。 
 

図 14-1 
  

絞り角度 

品物 
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14.7.2.3.2. 複数のワイヤロープで構成されるスリングの追加要件 複数のワイヤロー

プで構成されるスリングは、OEM が定めた基本使用荷重を 70 パーセントに低減して表

示しなければならない。ただし、サンプルスリングの破断試験結果が文書化されてお

り、海軍クレーンセンター による個別承認がある場合は、それを基にしたより高い定

格荷重の使用が認められることがある。これらのスリングは、表 14-2 に示されるよう

に、D/d 比が最低でも 4:1（効率 75 パーセント）で使用しなければならない。目通しつ

りで使用する場合は、表 14-3 の注記に従うこと。 
 
14.7.3. メタルメッシュスリング メタルメッシュスリングに OEM による基本使用荷

重の表示がない場合には、所属部隊が、直線（垂直つり）、半掛けつり、および目通し

つりそれぞれの基本使用荷重を明示しなければならない。 
 
14.7.3.1. メタルメッシュスリングの定期検査基準 スリング全長にわたり検査を実施

し、溶接部、端末金具、付属部品を含めて確認しなければならない。 
 
14.7.3.2. メタルメッシュスリングの廃棄基準 ASME B30.9 に定められた廃棄基準に

加えて、スリングのいずれかの部位に結び目が見られた場合には、当該スリングを使用

から除外しなければならない。 
 
14.7.3.3. メタルメッシュスリングの使用基準 メタルメッシュスリングを ASME 
B30.9 および OEM の要件に従って使用すべきである。B30. 9 および OEM の推奨事項に

も従うべきである。メタルメッシュスリングは、ベルトスリングのような平織りスリン

グなどでは損傷を受けやすい摩耗性の高い環境や、華氏 550 度までの高温環境での使用

に適していると推奨されている。感電または感電死のリスクがある状況、あるいは機器

に損傷を与えるおそれのある状況では、使用してはならない。また、エラストマーコー

ティング（弾性被覆）が施されたスリングは、華氏 0 度未満または華氏 200 度を超える

温度環境では使用してはならない。 
 
14.7.4. 合成繊維スリング 非金属製スリング（例、取扱いが容易、機器保護のために

使用する場合）については、合成繊維製スリングのみを使用しなければならない。天然

繊維ロープは、スリングとして使用してはならない。合成繊維製ロープをリング、シャ

ックル、またはその他の連結具に永久に固定する場合には、可能な限り適切に装着され

たシンブルを使用しなければならない。スリングがフックの開口部（ボウル部）やシャ

ックル内部で過度に重なり合うことがないようにすること。これは、繊維に不均等な荷

重をかける原因となる。ただし、OEM が許容し、部隊の技術部門が荷重分布計算を行

い、かつその結果がスリングの OEM が定めた許容範囲内にある場合には、合成繊維製

スリングの重なりは、詰め込みと見なされない。 
 
14.7.4.1. 合成繊維スリングの保護 合成繊維スリングは、金属製スリングと比較して

重量に対する強度比が高いという利点がある。しかし、この利点は、摩耗・局部圧迫・

切断による損傷に対する耐性の低下という代償を伴う。合成繊維スリングが縁、角、突

起、または研磨性のある面に接触する場合には、スリング保護材（当て物）を使用しな

ければならない。保護材は、スリングを損傷から防ぐのに十分な強度、厚さ、および構
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造を有するものでなければならない。つり荷の玉掛けを担当する者が選定する保護材の

保護レベルは、接触部で想定される損傷の種類（すなわち、摩耗、局部圧迫、または切

断）に応じたものでなければならない。ASME B30.9 には、任意の付則としてスリング

の保護に関する追加情報が記載されている。 
 
磨耗 – 荷重接触面が滑らかで半径が大きくても、スリングがつり荷を持ち上げる前に

張力が加わって伸びると、コンクリート管や粗いフックなどの粗い表面により擦過また

は焼損することがある。使用するスリング保護材は、そうした摩耗に破壊されずに耐え

る性能を有していなければならない。 
 
接触 - スリングの接触幅が減少すると、圧力が増加し、スリング保護材が切断される可

能性がある。例えば、小径のピンに複数の高荷重スリングを掛ける場合などには、スリ

ング保護材の支圧破壊に対する耐力について、スリング OEM から計算方法を取得しな

ければならない。この耐力は、材質・曲率半径・圧力によって異なる。 
 
切断 – 切断によるスリングの損傷は、多くの場合、ほとんど予兆なしに致命的破断を

引き起こす。合成繊維スリングの使用者は、切断力は角の鋭さだけに起因しないことを

認識しておく必要がある。（例、角型のアウトリガビームにスリングを掛けて移動式ク

レーンをつり上げた際に、スリングが破断し、重大事故が発生した事例がある。） 
スリングは、品物の角と接触しないように完全に遮断しなければならない。その保護に

は、帆布、消火ホース、革手袋などの非構造的で柔らかい材料ではなく、硬質または構

造的な材料（エンジニアドマテリアル）を使用すること。面取りや角落としは、完全に

丸められた角部の代替とは見なされない。径が非常に小さい角部にスリングが当たる

と、スリングが損傷を受けるおそれがある。保護のない合成繊維スリングと接触する最

小許容半径は、規定に従わなければならない。 
 
多くのスリング OEM は、スリングを損傷から保護するための専用保護材を提供してい

る。部隊は、こうした製品の有無を OEM に確認すべきである。つり荷の玉掛けを担当

する者は、損傷の種類を認識し、適切な保護方法・材料・当て物を選定する能力につい

て訓練を受けていなければならない。この者は、以下の事項を確保しなければならない 

玉掛け方法が安定していること。スリングが保護材から外れないこと。品物が保護材上

で滑らないこと。保護材が落下物の危険とならないこと 
 
14.7.4.2. 合成繊維ロープスリング 
 
14.7.4.2.1. 合成繊維ロープスリングの検査基準 各スリングの全長にわたり、スプラ

イス部、エンドアタッチメント、および取付金具を含めて検査を実施しなければならな

い。 
 
14.7.4.2.2. 合成繊維ロープスリングの廃棄基準 ASME B30.9 の廃棄基準に加えて、以

下の状態が確認された場合には、スリングを使用から除外しなければならない。 
 

a. 腐食の兆候 
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b. バックターン（撚りの戻り） 

 
c. ストランドの寸法または丸みにばらつき 

 
d. 外層（カバー）繊維の 1/3 以上が切断 
 
e. ストランド間に粉末状になった繊維（ASME B30.9 基準で扱う） 

 
14.7.4.2.3. 合成繊維ロープスリングの使用基準 合成繊維ロープスリングは、ASME 
B30.9 および OEM の要件に従って使用しなければならない。B30. 9 および OEM の推奨

事項にも従うべきである。合成繊維ベルトスリングを目通しつりで使用する場合、直線

（垂直）つりの使用荷重は、表 14-3 に示される効率割合に基づいて低減しなければな

らない。より構造の合成繊維ロープスリングについては、より戻りを防ぐ方法を取らな

い限り、垂直 1 本つりで使用してはならない。以下のような状況では、スリングを使用

してはならない。化学的腐食や熱による損傷、その他の損傷のおそれがある場所。スリ

ングに直接熱または火炎がかかる可能性がある場合（ただし、非荷重部の端末処理のた

めに熱で末端を溶融することは許容される）。スリングに塗装してはならない。直射日

光への暴露は最小限に抑えること。スリングは屋内または適切な容器に保管しなければ

ならない。合成繊維ロープスリングを技術的承認を事前に得ずに、合成繊維ロープスリ

ングを、玉掛け図（スケッチ）に示された他種のスリングの代替として使用する場合

は、事前に技術部門の承認を得なければならない。 
 
14.7.4.3. 合成繊維ベルトスリング 
 
14.7.4.3.1. 合成繊維ベルトスリングの検査基準 各スリングの全長について、縫い

目、エンドアタッチメント、および取付金具を含めて検査を実施しなければならない。 
 
14.7.4.3.2. 合成繊維ベルトスリングの廃棄基準 ASME B30.9 の廃棄基準に加え、検

査の結果、以下のいずれかの状態が確認された場合には、当該スリングを使用から除外

しなければならない。 
 

a. 腐食の兆候 
 

b. ベルト部が押しつぶされている（内部の赤色の使用限界表示糸が露出してい

る場合など） 
 

c. ベルト部に研磨粒子が埋め込まれている 
 
14.7.4.3.3. 合成繊維ベルトスリングの使用基準 合成繊維ベルトスリングを ASME 
B30.9 および OEM の要件に従って使用しなければならない。B30. 9 および OEM の推奨

に従うべきである。合成繊維ベルトスリングを目通しつりに使う場合、直線（垂直）つ

りの基本使用荷重を表 14-3 に示す効率割合に基づいて低減しなければならない。合成
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繊維ベルトスリングを以下のような状況では使用してはならない。化学薬品などによる

影響、高温、その他の損傷の危険がある場合。スリングに塗装すること。直射日光への

過度な曝露。玉掛け図（スケッチ）において他種のスリングが指定されている場合で、

事前の技術部門承認がないまま代替使用すること。スリングは、屋内または適切な容器

に保管しなければならない。FIBC および貨物用ネットは、合成繊維スリングとして分

類される。なお、FIBC の使用および検査については、ISO 21898 に定められた指針に

従ってもよい。 
 
合成繊維ベルトスリングを酸またはフェノール系物質の蒸気、ミスト、液体、噴霧が存

在する環境では使用してはならない。 
 
ポリエステルおよびポリプロピレン製ベルトスリングを腐食性物質の蒸気、ミスト、液

体、噴霧が存在する環境では使用してはならない。 
 
14.7.4.4. 合成繊維ラウンドスリング 

 
14.7.4.4.1. 合成繊維ラウンドスリングの定期検査基準 スリングの全長にわたって、

縫製部、エンドアタッチメント、取付金具を含めて検査を実施しなければならない。 
 
14.7.4.4.2. 合成繊維ラウンドスリングの廃棄基準 ASME B30.9 に定められた廃棄基準

に従うこと。 
 
14.7.4.4.3. 合成繊維ラウンドスリングの使用基準 合成繊維ラウンドスリングを ASME 
B30.9 および OEM の要件に従って使用しなければならない。B30. 9 および OEM の推奨

に従うべきである。 
 

a. ラウンドスリングは、OEM が定めたつり上げの用途に限って使用しなければ

ならない。 
 

b. ラウンドスリングは、OEM または WSTDA-RS-1、あるいは、該当する場合は 
WSTDA-RS-1-HP（高性能繊維ラウンドスリング用）が推奨する接続金具（例、

シャックル、リンク、リング、フック等）のサイズに従って使用すること。ラウ

ンドスリングの使用にあたっては、OEM の指示に厳格に従わなければならな

い。 
 

c. 新品のラウンドスリングについては、耐力試験の証明書をスリングの機器経

歴ファイルにその使用期間中ずっと保管しなければならない。 
 
合成繊維ラウンドスリングを目通しつりで使用する場合、一直線（垂直）つりの基本使

用荷重は、表 14-3 に示される効率割合を参照して低減しなければならない。また、 ス
リング OEM が目通しつりでの使用を推奨していない場合は、合成繊維ラウンドスリン

グを使用してはならない。以下の条件に該当する場合、ラウンドスリングは使用しては

ならない。切断、化学的損傷、過熱、その他の損傷の恐れがある場合。OEM が定める
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温度限界を超える温度への曝露がある場合。スリングが塗装されている場合。直射日光

への長時間曝露がある場合。スリングは、屋内または適切な容器に保管しなければなら

ない。 
 
14.7.4.4.4. 合成繊維ラウンドスリングの保護 該当のラウンドスリング OEM から未保

護状態での使用に適した角部の最小許容半径が提供されていない場合は、WSTDA-RS-1 
および WSTDA-RS-1-HP（高性能繊維ラウンドスリング用）に規定された値に従わなけ

ればならない。 
 
14.8. シャックル・リンク・リング・スイベル・アイボルト・アイナット・ターンバッ

クル・ブロック・フックおよびスイベルホイストリング シャックル、リンク、リン

グ、スイベル、アイボルト、アイナット、ターンバックル、ブロック、フック、および

スイベルホイストリングは、初回荷重試験、定期検査の文書化、または追加のマーキン

グやタグ付けは不要である（貨物運搬用途に使用される機器、および溶接されたリンク

およびリングに対する RT 検査の初回試験と文書化に関する特記事項は以下を参照）。

フックは、14.2項、14.3 項、および 14.4項の要件に準拠していなければならない。シャ

ックル、リンク、リング、スイベル、アイボルト、アイナット、ターンバックル、ブロ

ック、フック、およびスイベルホイストリングは、以下に記述の追加項目および変更事

項と併せて ASME B30.26（フックは B30.10）および NAVCRANECENINST 11450.2 の要

件を満たし、以下の追加事項および変更点を含むものとする。規準に適合しなければな

らない。溶接構造のマスターリンク、マスターリンクアセンブリ、スリングリンク、お

よびリングについては、初回使用前に放射線透過試験（RT 検査）を実施しなければなら

ない。該当検査は、NAVSEA 技術文書 T9074-AS-GIB-010/271 に基づき実施される。 
MIL-STD-2035 クラス 3 の受入基準に準拠すること。これは、一度限りの RT 検査であ

る。また、これらの溶接リンクおよびリングには、ASME B30.26 の要件に従った一度限

りの耐力試験も要求される。 
 
14.8.1. 全般検査 シャックル、リンク、リング、スイベル、アイボルト、アイナッ

ト、ターンバックル、ブロック、フック、およびスイベルホイストリングは、正常に作

動すること、摩耗および過度の腐食の有無について検査しなければならない（清掃後に

表面に“オレンジピール状の凹凸”が現れるような腐食は過度と見なされる）。特に、シ

ャックル、リンク、リングの高摩耗部位（例、シャックルの曲がり部およびピンの中央

部）については重点的に検査すること。検査においては、欠け傷、亀裂、当たり傷、潰

れなどの異常がないことを確認しなければならない。特に、亀裂が確認された場合に

は、完全に除去しなければならない。それ以外の異常については、明らかに除去できる

場合には除去を行い、判別が困難な場合には、部隊の技術部門に問い合わせ処置の判断

を仰がなければならない。焼けや溶接跡がある構成部品、または目視で曲がり、開き、

ねじれ、変形が認められる部品は、使用から除外し、廃棄しなければならない。ねじ部

に損傷がある構成品は、部隊の技術部門に照会し、使用可否を判断すること。構成部の

いずれかの部分について、通常の使用による摩耗により元の断面寸法から以下の基準以

上に減少した場合には、その部品は廃棄対象とする。ただし、OEM がこれよりも厳しい

基準を定めている場合は、OEM基準に従うこと。 
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a. シャックル、リンク、リング、スイベル、アイボルト、アイナット、ターン

バックル、ブロック、スイベルホイストリングの廃棄には、ASME B30.26 の廃

棄基準を適用する。 
 

b. フックの廃棄には ASME B30.10 廃棄基準を適用する。 
 

c. ねじ部については、 ASME B1.1、ASTM A574、または ASTM F788 を雄ネジ

の検査基準、および頭部と軸部の検査基準として使用してよい。雌ねじにつ

いては、目視検査を行うべきである。必要に応じて、ASTM F812 をナットの

追加検査基準として使用することができる。 
 
14.8.1.1. OEM の表示 OEM の識別表示がない機器は、荷役作業に使用してはならな

い。別表示が摩耗または判読困難な場合の再表示については、14.3項を参照すること。 
 
14.8.2. 修理 本項に示す機器の欠陥除去には、研削のみを使用しなければならない。

研削は、該当部品の外形に沿って滑らかに仕上げることとし、テーパー比は最大で 1:3
までとする。研削後の寸法は、当該部品の摩耗限度内でなければならない。ただし、シ

ャックルピンの結合部（例、ダイナモメーター内のローラーベアリングと接触する部分

など）については、研削による欠陥除去を行ってはならない。上記の基準までの欠陥除

去については、荷重試験は不要である。欠陥の補修にあったては、加熱や溶接を用いる

ことを認めない。また、曲がりやねじれのある玉掛用具の修正を行なってはならない。 
 
14.8.3. シャックル、スイベル、リンク、およびリングの使用基準 シャックル、スイ

ベル、リンク、およびリングを ASME B30.26 および OEM の要件に従って選定し、使用

しなければならない。B30. 9 および OEM の推奨事項に従うべきである。シャックル

は、品物の重量ではなく、実際に作用する張力に基づいて選定しなければならない。特

に、複数の本数によるつり方に使用されるシャックルを選定する際には、十分に注意し

なければならない。同じ基本使用荷重を持つシャックルであっても、種類、等級、メー

カーによって物理的サイズが大きく異なる場合がある。この違いが、各スリングの長さ

や、スリングごとに掛かる張力に影響を与える可能性がある。丸形ピンシャックルに

は、横方向荷重を加えてはならない。ネジ式ピンまたはボルト型シャックルに横方向荷

重を掛ける必要がある場合には、ASME B30.26 または OEM が別途許可していない限

り、基本使用荷重を 50 パーセントに低減して使用しなければならない。可能であれ

ば、シャックルはボウ（湾曲部）同士でつないで使用すべきである。ピン同士またはピ

ンとボウで接続される場合、およびシャックルピンに他の部品を取り付ける場合は、取

付方がピンの中央に位置していない限り、それらは横方向荷重と見なされ、前述の制限

が適用される。このような場合には、スペーサーを使用してシャックルピンの中央部で

荷重が掛かるように調整することができる。 
 
14.8.4. 座付アイボルトの使用基準 座付アイボルトは、ASME B30.26 および OEM
の要件に従って選定および使用しなければならない。ただし、以下の補足事項を除く。

B30. 26 および OEM の推奨事項に従うべきである。座付アイボルトは、座付ナット形

（貫通形）および機械用ボルト形も鍛造製でなければならない。機械用アイボルトは、
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肩部が取付面に完全に密着するように取付けなければならない。ナット形のアイボルト

については、部隊の技術部門が承認する場合に限り、肩部が取付面に密着していなくて

も使用できる。肩部が取付面に密着した状態であれば、アイの面内でボルト軸部を中心

から角度をつけた負荷にも使用可能である。回転方向の位置調整のために、肩部と取付

面の間にスペーサー（肩部の外径に近いもの）を１枚または複数使用してもよい。ただ

し、スペーサーの総厚み量は、ねじの１ピッチを超えてはならない。アイボルトの定格

荷重は、表 14-4または OEMの規定のうち、より厳しい方に従って低減しなければなら

ない。アイの面外方向への引張りは禁止されている。ナット形アイボルトは、母材の厚

さが不十分で、ナットが完全に密着せず、かつ、ねじが１山以上露出しない場合には使

用してはならない。使用するナットは、SAE J995 の 5 等級六角ナットと同等以上の鋼製

ナットでなければならない。アイボルトをねじ穴にねじ込んで使用する場合、ねじの最

低噛合量（ねじ込み量）は、鋼製ではアイボルト径の 1.5倍以上、アルミ製で２倍以上

としなければならない。または、OEM または技術部門の指示によるものとする。 
取付け対象の母材または常設のナットの材料等級や強度が不明なである場合や、上述の

最低噛合量が確保できない場合は、OEM または技術部門が定めるねじ込み量に従うか、

基本使用荷重を低減しなければならない。アイボルトとナットは、OEM または技術部門

が SAE J995 の５等級以外の仕様を要求しない限り、合マークを付けなくてよい。 
 

表 14-4 
座付アイボルトのアイボルト負荷 

負荷方向 
（アイの面内方向） 

使用荷重の 
最大許容割合 

軸部の中心線から 5 度 100 
6 度から 15 度 55 

16 度から 90 度 25 
 
14.8.5. 座無しアイボルトの使用基準 座無しアイボルト（平型ボルトまたは並ナッ

トアイボルトとも呼ばれる）を ASME B30.26 および OEM の要件に従って選定し、使用

しなければならない。ただし、以下の補足事項を除く。B30. 26 および OEM の推奨事

項に従うべきである。座無しアイボルトは、鍛造製でなければならない。引張方向がア

イの面内で 5 度を超える角度となるよう引張りをしてはならない。また、アイの面外方

向からの引張りも一切禁止されている。ナット型のアイボルトは、母材の厚さが不十分

でナットが完全に密着せず、かつ、ねじが１山以上露出しない場合には使用してはなら

ない。使用するナットは、SAE J995 の５等級六角ナットと同等以上の鋼製ナットでなけ

ればならない。アイボルトをねじ穴にねじ込んで使用する場合、ねじの最低噛合量（ね

じ込み量）は、鋼製ではアイボルト径の 1.5倍以上、アルミ製で２倍以上としなければ

ならない。または、OEM または技術部門の指示に従わなければならない。 
取付け対象の母材または常設のナットの材料等級や強度が不明なである場合や、上述の

最低噛合量を確保できない場合は、OEM または技術部門が定めるねじ込み量に従うか、

基本使用荷重を低減しなければならない。アイボルトとナットは、OEM または技術部門

が SAE J995 の５等級以外の仕様を要求しない限り、合マークを付けなくてよい。 
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14.8.6. ターンバックルの使用基準 ターンバックルを ASME B30.26 および OEM の

要件に従って選定および使用しなければならない。ただし、以下の補足事項を除く。

B30. 26 および OEM の推奨事項に従うべきである。ターンバックルは、直線方向の引張

りにのみ使用しなければならない。回転する恐れがある場合、ロックナットを用いてタ

ーンバックルを固定しなければならない。ロックナットは、OEM の指示に従って適切

に締め付けなければならない。 
 
14.8.7. フックの使用基準 フックは、ASME B30.10 および OEM の要件に従って選

定および使用しなければならない。ただし、以下の補足事項を除く。B30. 26 および

OEM の推奨事項に従うべきである。フックの使用にあたっては、フックのボウル部に

のみ荷重をかけなければならず、フックの先端または鉤部に荷重をかけてはならない。

また、フックに対して横方向から荷重をかけてはならない。スリングをフックにかけて

支持する場合は、スリング同士の交差する角度（挟み角度）が 90度を超えてはならな

い。両フック（いわゆるシスターフックまたはダブルバーブ型フック）については、両

側に均等に荷重をかけなければならない。ただし、製造元の設計により片側での使用が

許容されている場合はこの限りではない。両フックにつり穴（リフティングホール）が

ある場合には、その基本使用荷重が明示され、かつ基本使用荷重に見合う試験が実施さ

れていなければならない。 
 
すべてのフックには、自閉式の外れ止めを装備するか、またはスリング等がフックの開

口部から脱落しないよう、針金、ロープ、強力テープなどで「開口部を閉じる」、ある

いは他の固定手段によって安全に閉じられていなければならない。以下の例外について

は、部隊の技術部門の承認を得た場合に限り認められる。フックの開口部が完全に塞が

れており手で固定することができない品物。および、フックの開口部を固定すると作業

員への危険が増す、鍛造工場や浸漬槽作業などの環境におけるつり上げ作業である。 
 
14.8.8. スイベルホイストリングの使用基準 スイベルホイストリングは ASME B30.9
および OEM の要件に従って選定および使用しなければならない。ただし、以下の補足

事項を除く。B30. 26 および OEM の推奨事項に従うべきである。スイベルホイストリ

ングは、座面が取付面に完全に密着するようにねじ込めるねじ穴に取り付けて使用しな

ければならない。OEM から事前の承認がある場合に限り、座面と取付面の間にスペー

サーを挿入して取り付けることができる。この場合、承認は書面（または電子メール）

によるものでなければならず、OEM が推奨するすべての条件に従わなければならな

い。 
 
鋼製の母材に取り付ける場合、最低噛合量（ねじ込み量）はボルト径の 1.5 倍としなけ

ればならない。ただし、スイベルホイストリングのねじ突出量がボルト径の 1.5 倍に満

たない場合には、全ねじがかみ合っていることが要件となる。OEM が使用を承認して

いる場合には、止めナット（ナットによる固定）も使用可能であるが、その場合に使用

するナットは OEM が指定したもののみとする。ナットを使用する際は、完全にねじ山

がかみ合うことが必要である。スイベルホイストリングの取り付けには、OEM が指定

する取り付けトルクを正確に適用することが不可欠である。取付け対象の母材または常

設のナットの材料等級や強度が不明なである場合や、上述の最低噛合量が確保できない
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場合は、OEM または部隊の技術部門の指示に従い、締付けトルクと基本使用荷重を低

減して使用しなければならない。スイベルホイストリングを長期間使用する場合には、

締付けトルクが緩むことがあるため、そのような場合には、OEM の指示に従って取り

扱うこと。 
 
14.8.9. ブロックの使用基準 特別な指示がある場合を除き、ブロックを ASME 
B30.26 および OEM の要件に従って選定および使用しなければならない。ただし、本項

に示す補足事項を除く。B30. 26 および OEM の推奨事項に従うべきである。ブロック

を、滑車（シーブ）やロープの通し方を工夫して機械的利得を得る目的（例、ブロック

とタックル）で組み合わせて使用する場合には、その構成全体がひとつの装置として設

計および試験されていなければならない。あるいは、部隊の技術部門が、構成する各部

品がそれぞれ意図された基本使用荷重以上で試験・認証されていることを確認していな

ければならない。ブロックは、つり下げられた品物の重量ではなく、ブロックに直接作

用する張力に基づいて選定されなければならない。多くの場合、ブロックにかかる合成

張力は、つり下げる品物の重量よりも大きくなる。また、ブロックを選定する際には、

使用するロープのサイズに対応するシーブが使用されていることを確認することが重要

である。総引張荷重を計算する際は、ブロック内のブッシングやベアリングによる摩擦

抵抗も考慮しなければならない。なお、ブッシングまたはベアリングの種類が不明な場

合には、シーブ１枚ごとに総引張荷重に 10 パーセントを加算して計算するものとす

る。ブロックの取付箇所は、必ず部隊の技術部門の承認を得て使用しなければならな

い。 
 
14.9. クレーン用つり具装置類 クレーン用つり具装置は、ASME B30.20、ASME 
BTH-1、および OEM の基準を満たしていなければならない。B30. 20 および OEM の推

奨事項に従うべきである。特注設計されたパレット、架台、ホッパー、容器、運搬バケ

ット、およびこれらに類する荷役用構造物については、クレーン用つり具装置として取

り扱うものとする。一方で、市販のパレット、プラットフォーム、ホッパー、コンテ

ナ、運搬バケット等の重量物取扱用構造物は、つり荷の一部と見なされる。 

 

14.9.1. 組立ておよび取付けを要するクレーン用つり具装置類 組立や取付けが必要

なクレーン用つり具装置（例、プレートクランプ、非標準玉掛用スリング、特殊ボルト

固定式つり具など）については、OEM が定める組立・取付・点検手順に従って作業を

行わなければならない。組立または据付の手順が不明確または入手できない場合には、

部隊の技術部門に照会し、評価と指導を受けなければならない。複数の構成が可能なク

レーン用つり具装置については、装置に最も大きな応力がかかる構成で荷重試験を実施

しなければならない。 
 

モジュール式のクレーン用つり具装置（例、複数の中間圧縮部を備えたモジュール式ス

プレッダなど）において、分解および再組立てまたは設定変更を行うたびに荷重試験が

複数回必要となる場合には、該当部隊の技術部門は、荷役作業プログラム管理者または

使用許可認証担当官の承認を得て、そのような複数回の荷重試験を回避するための 
AEP を作成することができる。 
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14.9.2. ポータブルパッドアイまたはつり金具 ボルト取付け型ポータブルパッドア

イまたはつり金具は、クレーン用つり具装置として扱われなければならない。取付用の

締付け具については、部隊の技術部門またはパッドアイやつり金具の OEM が最小サイ

ズ、長さ、強度区分、および本数を規定している場合には、荷重試験は不要である。 
 
14.10. ポータブル手動式および動力式ホイストやウインチおよびトロリ、レバー操作

式ホイスト、ポータブルフロアクレーン、ポータブルガントリーまたは A フレーム、お

よび大型機械装置に組み込まれたクレーン 新たに導入されるポータブル手動式および

動力式ホイストやウインチおよびトロリ、レバー操作式ホイスト、ポータブルフロアク

レーン、ポータブルガントリーまたは Aフレーム、および大型機械装置に組み込まれた

クレーンは、NAVCRANECENINST 11450.2 の設計要件に適合しなければならない。ポ

ータブルガントリーまたは A フレームの使用にあたっては、OEMの定格を超えないこ

と、および P-307 に基づく定期試験が可能であることを確認するため、OEMの取扱説明

書や指示書を慎重に確認しなければならない。ポータブル手動式および動力式ホイスト

またはウインチは、ASME B30.16 および OEM の要件に適合しなければならない。ポー

タブルフロアクレーンやショップクレーン（それら専用のアタッチメントを含む）は、

ASME PASE および OEM の要件に適合しなければならない。レバーホイストは、ASME 
B30.21 および OEM の要件に、垂直つり上げに使用されるポータブルウインチまたは基

盤据付式ドラムホイストは ASME B30.7 の要件にそれぞれ適合しなければならない。該

当のホイスト OEM が明示的に許可していない限り、ポータブルホイストのロードチェ

ーン溶接部がロードスプロケットに接触してはならない。その他の機器は、該当する

ASME B30 基準または OEM の要件に従わなければならない（例、トロリおよびポータ

ブルガントリーまたは A フレームは、ASME B30.17 に準拠して保守および検査を実

施）。ASME および OEM の推奨事項に従うべきである。部隊や海軍における使用経験

や実績は、OEM が定める検査・保守プログラムの改訂に反映させることができるが、そ

の際は部隊の技術部門による承認が必要である。クレーンおよびホイストまたはウイン

チの検査に際しては、検査結果に基づき詳しい調査が必要とされた場合を除き、分解は

不要である。ただし、ポータブル手動式ホイストについては、６回目の年次検査ごと

に、ギア、ブレーキ、摩擦ディスク、チェーンガイド、その他摩耗しやすい部品の検査

のために分解を行わなければならない。圧入部品には、分解の必要はない。新品のクレ

ーンおよびホイストまたはウインチについても、分解は必要ない。ポータブルガントリ

ーまたは A フレームを分解および再組立てした場合は、その後に荷重試験を実施する

か、または技術部門が作成し、荷役プログラム管理者または使用許可認証担当官が承認

した AEP（作業実施プログラム）に基づいて再組立てしなければならない。この AEP 手

順は、OEM の推奨事項に準拠して策定され、必要な署名・検査項目を含む内容で、工程

の確実な完了を保証できるものでなければならない。ポータブルガントリーまたは Aフ

レームの移動は、OEM の取扱説明書に従って行い、つり荷と共に移動させる場合は、

OEM の指示で明確に認められているときに限る。通常、点検のために設けられているカ

バーやその他の部品については、開放または取外しを行わなければならない。 
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ポータブル手動式および動力式ホイストまたはウインチの取り付けにあたっては、つり

荷に加え、ホイストまたはトロリおよび玉掛け用具の重量も支えられる十分な強度を備

えた天井構造物にのみ取り付けなければならない。足場や他の設備に取り付けること

は、それらの設備がその目的のために設計され、かつ技術部門の承認を得ている場合を

除いては認められない。 
 
14.11. ポータブル LID（ダイナモメータ、ロードセル、クレーンスケールなど）  
ポータブル LID は、ASME B30.26 の基準を満たすとともに、NAVCRANECENINST 
11450.2 に定められた追加の設計基準にも適合していなければならない。これらの機器の

取付けは、OEM の推奨事項に従って実施しなければならない。ポータブル LID は、所

属部隊の較正プログラムおよび OEM の推奨事項に従って較正されるものとする。 
また、機器への追加表示は、所属部隊の較正プログラムで要求されている場合にのみ行

うこと。初回および定期荷重試験は、所属部隊の較正プログラムが要求する場合を除

き、実施する必要はない。 
 
14.12. ラッシング（荷締め） ラッシングは、スリング、シャックルなどの標準的な

玉掛け用具の使用が可能な場合に、それらの代替として使用してはならない。ラッシン

グを使用する場合は、少なくとも以下の条件を満たさなければならない。 
 

a. ラッシングは、年次検査および使用直前の目視点検を実施しなければならな

い。検査記録は、年次検査のみ必須である。ラッシングの検査・廃棄基準は、前

述のスリングに関する基準と同様とし、使用後にも点検を行い、損傷箇所は再使

用前に除去しなければならない。 
 

b. ラッシングは、つり荷が滑り落ちないよう十分に締め付けて取り付けるこ

と。また、つり荷を損傷または圧壊しないように取り付けなければならず、つり

荷が自重を支えられる構造的健全性を有していることが前提条件である。 
 

c. ラッシングに適用される使用基準は、スリングに適用される基準と同様とす

る。使用に際しては、摩耗、切断、および極端な支圧損傷から保護されていなけ

ればならない。 
 

d. ラッシング方法は、少なくとも２巻き以上のラッシングで品物を支持する方

法でなければならない。 
 

e. ラッシングには、その基本使用荷重および再検査期限日を示す表示を付けな

ければならない。 
 

f. ワイヤロープラッシングの端末処理には、鍛造鋼製のワイヤロープクリップ

を使用しなければならない。ラッシングの定格荷重は、20 パーセント、または

D/d 効率による低減率のうち大きい方で低減しなければならない。被覆ワイヤロ

ープまたは樹脂含浸ワイヤロープにクリップを使用する場合は、クリップ製造元

または部隊の技術部門に事前に確認を取ること。ワイヤロープクリップは、
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ASME B30.26 の基準に適合し、かつその使用方法に従って使用しなければなら

ない。 
 

g. 合成繊維ロープや合成繊維ベルトを使用したラッシングについては、正しく

結んだ標準的な結び目（例、スクエアノットをハーフヒッチで補強、ボーライ

ン、クラブヒッチなど）を用いて固定することができる。ただし、結び目を使用

する場合、定格荷重は 50 パーセント低減しなければならない。 
 

h. ラッシング方法において発生するつり角度による追加荷重は、考慮されなけ

ればならず、使用荷重（または低減後の基本使用荷重）を超えてはならない。 
 
14.13. 絶縁リンク 玉掛用具として使用される絶縁リンクは、ASTM F2973 に適合し

なければならない。これらの絶縁リンクは、OEM および ASTM F2973 の指針に従って目

視点検を実施しなければならない。耐力試験は、ASTM F2973 に定められたスライドス

ケール方式の割合に従って実施しなければならない。また、付則 Eの 1.5 項に規定され

ている電気試験を、年に１回実施しなければならない。 
 
14.14. クリティカル玉掛作業（非クレーン） クリティカル玉掛作業（非クレーン）

とは、通常よりも高いリスクを伴う玉掛け作業を指す。これらの作業が不適切に実施さ

れた場合、作業者の負傷、重要部品の損傷、玉掛け用具または支持構造への過負荷が生

じるおそれがある。これに該当する作業には、以下のようなものが含まれる 
 

a. 取付け代に余裕がないために品物の正確な位置決め必要であり、かつ、玉掛用

具が位置合わせの主な手段となる作業（固着または固着される可能性のある品物、

拘束された状態の扱い）。ただし、スタッドまたは締付具による部品の取り付け、

ポンプ・モーター・ローターの通常の据付作業、またはガイドピンを使用して位置

合わせを行う作業は通常これに該当しない。 
 

b. 電子キャビネットや精密機器など、隙間が極めて狭く、特別な取り扱い手順が

必要な機器の取り扱い 
 

c. 初めて、または稀にしか実施しない玉掛け作業であり、通常よりも入念な計

画、準備、またはリスク管理が必要なもの 
 

d. 高価または代替不可能な機器や部品の玉掛け 
 

e. 玉掛用具から人員をつり下げる作業 
 

f. 毒物性物質、腐食性物質、揮発性の高い物質など、危険物の玉掛け。ただし、

適切にラックまたはつり上げ用スタンドに固定された酸素、アセチレン、プロパ

ン、軽油、ガソリンの缶やボンベは含まれない。 
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g. その他、非定常もしくは特殊な取り扱い要件、または非常に高い危険性を伴う

と事前に特定された作業 
 
14.14.1. 要件 各部隊は、上記に該当する危険度の高い非クレーン玉掛け作業を特定

し、実施手順（必要に応じて玉掛け図を含む）を作成しなければならない。手順は、標

準作業手順書または特定作業に対する詳細手順書のいずれであってもよい。玉掛け監督

者は、作業現場の状況を確認し、作業開始前に関係作業員全員に対して作業手順を理解

させるための作業前打ち合わせを実施しなければならない。また、玉掛監督者または作

業リーダーは、作業中も定期的に進捗状況を監督しなければならない。 
 
14.15. 玉掛方法 
 

a. 品物は、玉掛けから滑り落ちることのないように玉掛けされなければならない。

必要に応じて、スリングのずれを抑える措置（フラッピング）を施し、品物が玉

掛けから滑り落ちないようにすること。スリングを品物にバスケットつり（半掛

け）にして使用する場合は、品物のバランスを確保するとともに、スリングのず

れを抑える措置（フラッピング）をスリングに施し、不意なずれや動きを防ぐ必

要がある。 
 

b. 品物が損傷しないこと、また、採用する玉掛け方法によって加わる荷重に耐え

得る強度があることを事前に確認すべきである。 
 

c. 運搬バケットは、３本つりまたは４本つり用スリングで玉掛し、全本数を使用

すべきである。最低限、バケットの安定が確保される形で玉掛けしなければならな

い。開放型バケットを使用する場合は、内容物の落下防止措置を講じること。 
 

d. 未使用のスリングや多点つりスリングの端部が、つり上げ中に品物等に不用意

に接触しないよう、確実に固定しておかなければならない。 
 
e. つり上げる前に、品物から落下または脱落する恐れのある部品や物品は、事前

に固定するか取り外さなければならない。 
 
f. パレットは、取り扱う品物の荷重を安全に支えられる材質および構造でなけれ

ばならず、適切に保守されていること。 
 
g. 誘導ロープ（タグライン）を扱う際は、常につり荷に正対し、手足を接近させ

ないこと。タグラインを手、腕、または身体のいかなる部位にも巻き付けてはなら

ない。タグラインには、荷に取り付ける箇所以外に結び目や輪を作るべきではな

い。 
 

h. 目通しつりでは、絞り部にシャックルを使用することが推奨される。この場

合、シャックルのピンはスリングのアイ側に配置すること。 
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i. 手動ホイストは、１本のハンドチェーンにつき、１人で操作するよう設計され

ている。複数人で操作する必要がある場合、そのホイストには過荷重がかかってい

るおそれがある。 
 

j. チェーンブロックのロードチェーンをすべて繰り出す（ビターエンド）ことは

避けなければならない。これは、止め金具のピンに余分な力が加わるとともに、品

物に掛けた後にチェーンを繰り出して行う調整の余裕がなくなるためである。 
 

k. 手動チェーンブロックで品物をつり上げた状態で移動操作（走行、巻上げ等）

を行うことは、ハンドチェーンが固定または拘束されていない限り禁止されてい

る。 
 

l. チェーンブロック使用時には、下フックが反転した状態や、チェーンがねじれ

ている状態（図 14-2 および図 14-3）になっていないことを確認しなければならな

い。 
 

m. ロードチェーンがスプロケットまたはシーブおよびブロックの間をスムーズに

通っていることを確認する。また、チェーンバケットが過充填されていないこと、

ロードチェーンが適切にバケットに出入りしていることを確認する（チェーンバケ

ットが備わる場合）。 
 

n. ビームクランプの横方向への引張り限界を把握し、それを超えて使用してはな

らない。 
 

o. ISO コンテナ（コネックスボックス、ミルバン、輸送コンテナとも呼ばれる）

は、ISO 3874 およびコンテナ OEM の指針に従ってつり上げるべきである。 
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14.16. 玉掛け時の一般的な安全 つり荷は、作業員の頭上でつり下げたり、移動させ

たりしてはならない。ただし、稀な例として、やむを得ずつり荷の下で作業を行う必要

がある場合には、つり荷が作業員の頭上に位置しないこと、つり荷の下に差し入れる体

の部位が腕のみであることを条件として、短時間に限りカバーの取付け・取外しや部品

の装着などの作業を行うことができる。このような作業は、必ず玉掛けリーダーの承認

を得たうえで実施しなければならず、作業員がつり荷の下に身体の一部を入れている間

につり荷は一切移動させてはならない。このような作業は、適切な事前計画によって通

常は回避可能であるため、部隊は宙づりの品物の下に腕を差し入れる行為の発生を最小

限に抑えるよう努めなければならない。代替手段としては、つり荷を移動する前に受け

材や支柱を設置すること、手鉤棒などの道具を使って受け材の位置を調整すること、あ

るいはつり荷自体を一時的に移動させて受け材の位置を変更することなどがあり、これ

らはいずれも認められた方法である。したがって、宙づりの品物の下に腕を差し入れて

作業を行う行為は、これらの代替手段が不可能な場合の最終手段としてのみ承認される

下フックがチェーンの間をくぐって反転

しないようにする 
図 14-2 反転したフック 

反転したフック 

チェーンがねじれて

いない状態 

図 14-3 通常のチェーンの状態および捻じれたチェーンの状態 

チェーンがねじれた

状態 
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べきである。さらに、品物への玉掛けまたは取外し、あるいは構造物や他の機器への取

付けまたは取外し作業に従事している作業員を除き、いかなる者も落下危険区域（万一

の事故によりつり荷の一部または全体が落下する可能性が合理的に予見される範囲）に

立ち入ってはならない。つり荷の着地時には、その荷を直接受け取る役割を担う作業員

のみが、落下区域内への立ち入りを許可される。また、つり荷の立て起こしまたは倒し

作業を実施する場合には、当該作業にとって不可欠な作業員に限り、落下危険区域への

立ち入りが許容される。ただし、この場合でも、作業員がつり荷の真下に入ることは認

められない。作業員がこのような位置に立ち入ることが認められるのは、次のいずれか

の業務に従事し、かつ、監督者がその業務が落下区域外では実施不可能であることを証

明できる場合に限られる。具体的には、つり荷を物理的に手で誘導する作業、つり荷の

動きを監視しつつ動作に関する指示を出す作業、またはつり荷を構造物や他の構成部品

に初めて取り付ける・取り外す作業（例、初期の取付け作業や補強材の取り付けなど）

である。作業員は、いかなる体の部位であっても、つり荷や構造物の間に挟まれる可能

性がある箇所（ピンチポイント）に差し入れてはならない。ただし、当該作業について

ブロッキングやロックアウトやタグアウトなどの安全対策が講じられている場合はこの

限りではない。このような高リスクの玉掛け作業（落下危険区域内での作業、つり荷の

立て起こし・倒し作業など）を建設作業中に行う場合には、必ず玉掛け作業監督者がこ

れを監督しなければならない。 
 
14.17. 機器の安全な荷重 玉掛用具およびその他の機器に対する過荷重を防止するた

めに、玉掛リーダーは、つり上げる荷の質量を把握しているか、あるいは合理的な概算

を行っていなければならない。品物の概算質量が、使用する動力式ホイストの定格容量

の 50パーセントを超えると見積もられる場合、または玉掛用具、架台、スキッド、クレ

ーン用つり具等の定格容量の 80 パーセントを超えると見積もられる場合には、その質量

は技術的な評価により確認するか、あるいは荷役作業プログラム管理者、使用許可認証

担当官、または部隊の技術部門が承認した手順を用いて確認しなければならない。これ

に代えて、LID（荷重表示装置）を使用することもできる。拘束された状態や、あらか

じめ一定の張力が加わっている状態により、玉掛装置に過荷重が生じたり、玉掛けが弛

んだり、つり荷が損傷したりするおそれがある場合には、動力式ホイストを使用する際

にポータブル LID を使用しなければならない。その LID には、合図者、LID 監視員、ま

たは玉掛リーダーが容易に読み取れる表示が備えられていなければならない。一方、手

動式ホイストを使用する場合には、LID の使用が必要かどうかを事前に評価すべきであ

る。LID を使用する場合には、あらかじめ適切なストップポイント（中断点）を設定

し、荷重がそのポイントを超えないよう、LID の表示を注意深く監視しなければならな

い。このような状況下でのつり作業は、危険度の高い非クレーン玉掛け作業に該当す

る。 
 
注記： 電動式の LID や兵器・爆発物の近傍で使用されるその他の装置は、NAVSEA 
OP 3565 に定められた HERO 要件を満たさなければならない。 
 
14.18. 玉掛スケッチ ASME P30.1 の任意付則 B は、玉掛データシートおよび図面（玉

掛スケッチ）の作成に関する包括的な指針を提供している。この指針を可能な限り活用
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すべきである。玉掛スケッチには、最低限、以下の情報を明確に記載すべきである。す

なわち、使用するすべての WHE またはその代替機器について、サイズおよび基本使用

荷重を含めて示す。また、クレーンを使用する場合には、適切なクレーンの構成を記載

し、合わせて正確な玉掛け構成を示すべきである。さらに、使用する玉掛用具の最低許

容荷重を明示し、加えて、対象機器の具体的な向きおよび向きに関する制限についても

記載すべきである。 
 
14.19. 試験済み、検査済み、OEM 容量を超える負荷 玉掛用具およびその他の機器に

ついては、荷重試験（および LID の計画的な較正）を除き、海軍クレーンセンターの承

認を得ることなく、基本使用荷重を超える荷重を負荷する計画を立ててはならない。生

産目的で定格を超える荷重をかける必要がある場合には、正式な書面による申請を海軍

クレーンセンターに提出しなければならない。この申請には、そのつり上げをより安全

に実施する他の手段が存在しないことを明確に記載しなければならない。 
 
過荷重が意図せず発生し、その過荷重量が表 14-1 に記載された該当機器の試験荷重割合

（衝撃荷重の影響を考慮した適切な余裕を含む）を超えていないことが明確である場合

には、該当部隊の技術部門がその影響を評価し、必要に応じて是正措置を講じなければ

ならない。最低限として、影響を受けた部品の点検を実施し、必要と判断される場合に

は動作試験も行うものとする。これに対して、不注意による過荷重が表 14-1 の試験荷重

割合を超えている場合、または過荷重量が不明な場合には、再使用に先立ち、技術的評

価、点検、ならびに荷重試験を実施する必要がある。 
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付則 A 
専門用語集 

 
すり減り（Abrasion） 合成繊維スリングに関連する損傷であり、コンクリートパイプや粗い

フックなどのざらついた表面と接触することによる摩擦、こすれ、またはすり傷によって生じ

る。 
 
事故（Accident） 第 12章を参照。 
 
部隊の技術部門（Activity Engineering Organization） 本規準に従って認証された（または第 14
章に基づき試験および検査を受けた）荷役装置に関し、設計、製作、保守、試験、運用につい

て妥当な判断や助言を行うための技術的専門知識を有する海軍部隊の技術組織。 
 
可変型荷重警報または停止装置（Adjustable Load Alarm or Shutdown Device） 過負荷または過

負荷に至る直前の状態を検知した際に、クレーン（またはその特定の機能）の動作を警告また

は停止する装置であり、たとえばロードモーメントインジケータ（LMI）やロードセルがこれ

に該当する。装置はクレーンの制御システムを使用する場合もあれば、独立した装置として作

動する場合もある。警報や停止を作動させる荷重容量の割合は、使用者が調整できる。 
 
A フレーム（A-Frame） ブームを備えたクレーンにおいては、旋回台より上に位置し、ブーム

を除いた構造部分を指す。デリックにおいては、基礎または土台より上に設置された固定構造

部分を指す。 
 
A フレームブロック（A-Frame Block） 通常、A フレームの頂部に一体化されている滑車装置

の下部ブロックを指す。なお、「滑車ブロック（luffing block）」という呼称の方が適切であると

されている。 
 
改造（Alteration） OEM による元の WHE 設計構成に対するいかなる変更も含まれる（第 6 章

に記載された例外を除く）。これには、材料、寸法、または設計構成が異なる部品・構成部品へ

の交換、もともと装備されていなかった部品・構成部品の追加、既存の部品・構成部品の撤去

や再配置、ならびに既存部品や材料の改変が含まれる。 
 
補助つり具（Ancillary Lifting Devices） バケット、マグネット、グラブなどの補助装置を指

し、ばら積みまたは束ねられていない材料のつり上げ、ドラグライン作業、杭打ちなどに使用

される。 
 
目通しつり角度（Angle of Choke） スリング本体が、しぼり部分のアイまたは金具に通したと

きに形成される角度を指す。 
 
領域指定装置（Area Definition Devices） リミットスイッチや近接スイッチなど、移動式クレ

ーンに用いられる装置であり、「前方つり」や「側方つり」など特定の作業領域を定義し、その

情報をオペレーターまたはクレーンのコンピューターに入力する。 
 
オートマチック・メカニカル・ロード降下ブレーキ（Automatic Mechanical Load-Lowering 
Brake） メカニカルロードブレーキ（Mechanical Load Brake）を参照。 
 
補巻 (Auxiliary Hoist) 軽荷重用つり上げ能力を持つ独立した巻上装置を指し、通常、主巻より

も巻上速度が速い。 
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バックターン (Back turn) より方向に逆らって生じるねじれであり、一度発生すると修復不能

である。 
 
バラスト (Ballast) クレーンまたはデリックの非旋回体部分に取り付けられた、通常固定式の

重りで、装置全体の安定性を確保するために用いられる。 
 
かご手つり (Basket Hitch) スリングをつり荷の外周に回し、両端のアイまたは端末金具をつり

上げ装置に取り付ける玉掛方法。 
 
ビームクランプ (Beam Clamp) 天井鉄骨構造物に取り付け、玉掛用具やその他の金具を接続す

る装置。 
 
荷重支持部の損傷 (Bearing Damage) 合成スリングに関する損傷で、小径または高圧力により

荷重面からスリングに加えられる圧力が原因で生じる。 
 
クレーン用つり上げ装置 (Below-the-Hook Lifting Device) クレーンのフックから吊り下げら

れ、特殊なつり上げに使用される装置。構造体、機械式、マグネット式、吸着式などがある。

詳細は ASME B30.20 参照。 
 
固着した状態 (Binding Condition) 摩擦、吸着、凍結、錆びなどの外力により荷物が自由に動け

ない状態。未除去の押さえ具（例、締付け具、溶接）が残っている場合も含む。 
 
ビット (Bitt) 船舶のもやい綱を掛けるための二本組の円柱。 
 
ボギー (Bogie) クレーンのガーダ端部に取り付けられた短い車輪台車。軌道設計上、４輪以上

が必要な場合に用いる。 
 
ボルスター (Bolster) ２線式レール軌道上の一対の平行台車を接続、均等化、調整するための

荷重支持クロスビーム。 
 
ブーム (Boom) クレーンやデリックで用いられる、巻上装置を支える傾斜した桁や支柱。 
 
ブームのたわみ (Boom Deflection) 荷物をつり上げた際にブームが下方向にたわむ量。作業半

径を増加させる。移動式クレーンや長尺ブームで顕著。 
 
ブームヒンジ (Boom Hinge) ブームが起伏する際の回転軸となるピン組立部。 
 
編み索 (Braided Wire Rope Sling) 複数のワイヤロープストランドを編み込んで作られたスリン

グ。 
 
ブレーキ (Brake) 摩擦力や動力を利用して減速ならびに停止をする装置（保持ブレーキおよび

停止ブレーキを参照）。 
 
ブレーキセンサースイッチ (Brake Sensor Switch) マイクロプロセッサ制御ホイストの中でも、

特に電動メカニカルブレーキの開放を検知する構造のスイッチを指す。 
 



A-3 

ブリッジ (Bridge) 走行レール間に掛かる天井クレーンの主要構造・機械部分であり、トロリ

を支えるガーダ、走行台車、走行駆動装置、および関連部品等から成る。 
 
ブライドルスリング (Bridle Sling) フック、シャックル、または運搬装置などに取付ける金具

に複数のスリングの各上端がまとめられたスリングを指す。 
 
組立ホイスト (Built-up Hoist) 別のモーター、ギヤボックス、ブレーキ、ドラムを使用するホ

イストで、一般にカップリングで接続されている。このホイストは、「パッケージホイスト」と

は対照的である。 
 
バンパー (Bumper) 他のクレーンや車止めに衝突した時の衝撃を和らげるために走行クレーン

に取り付けられた装置である。 
 
ケーブルレイドワイヤロープスリング (Cable-Laid Wire Rope Sling) ワイヤロープの一種で数本

のワイヤロープをより合わせて１本にしたワイヤロープを指す。 
 
保持器 (Cage) 円形リングの一部に溝を切ったもので、転がり軸受けのボールやローラーまた

はローラー踏面のローラーや車輪を保持し、間隔を保ち、案内をする。 
 
容量 (Capacity) クレーンまたは玉掛用具の一つが構成（例、ブームの長さ、半径、巻掛け）に

基づき扱える最大の荷重（運用上の理由による引き下げが行われていない場合）である。特に

指定がない場合、クレーンの認証荷重と玉掛用具の最大荷重を指す。定格荷重、定格制限、ま

たは作業荷重制限とも呼ばれている。 
 
キャプスタン (Capstan) 巻上げ、引き込みのためにロープやチェーンを巻き付ける固定式の垂

直シャフトまたはドラム。 
 
貨物 (Cargo) 船や陸上部隊への運搬を意図した材料や機器を指す。 
 
貨物運搬 (Cargo Transfer) 船内、船上、船外での貨物の積み込み、積み降ろし、移動、または

取り扱いを指す。自家用車をある場所から別の場所に移動するための積み込みと積み降ろし

は、貨物運搬とみなされる。 
 
センターポスト (Center Sediment) はめ込み形の鋳物または溶接構造物で、片方が固定部分、

もう一方がクレーンの旋回構造部に取付けられており、使用中にローラー踏面のスパイダーと

ケージまたは旋回構造部の旋回中心位置を保持する役割を果たす。センターポストを用いると

き、キングピンネジが通してある。 
 
使用許可認証担当官（Certifying Official for GPS） 所属部隊の司令官の任命を受けた者で、所

属部隊のクレーンが本書の要件に従った検査および試験を受け、かつ、クレーンがその使用用

途で安全に使えることを周知する責務を負う。 
 
当て物（Chafing Block） ケーブルの著しい摩擦や損傷を防ぐために使う合成繊維、木製また

は真ちゅう製の当て物を指す。 
 
チェーンブロック（Chainfall） ハンドチェーン操作式の携帯型のチェーンブロックの一般的

な名称で、つり上げ、引っ張り、または張力を加えるために使用する。 
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チェーンスリング（Chain Sling） 80等級または 100 等級の合金鋼製のチェーンと付属品

（例、リンク類、上フック、下フック）で製作したスリングである。 
 
絞りつり（Choker Hitch） 玉掛方法のひとつで、スリングの一端を品物の外周に巻き付け、そ

れをアイの中、端末金具、または他の用具に通してつり上げ装置に取付ける方法である。 
 
土木工事支援機器（Civil Engineering Support Equipment（CESE）） NAVFAC P-300 により定め

るように NAVFACENGCOM が要件の決定、調達、割り当ての責任を負う機器を指す調達予算

用語である。その機器には、車輌、建設、鉄道、消防および移動式荷役機器が含まれる。ポー

タル、ガントリー、ジブ、フローティング、デリック、および常置型である施設内クレーンな

どは CESE に該当しない。 
 
クリート（Cleat） 係留ロープを巻き付けるためのふたつの水平突出部を持った係留具であ

る。 
 
集電装置（Collectors） 軌道やブリッジの導体から電流を集電するための集電子。旋回式クレ

ーンでは、固定部と旋回部や機器間との電力供給を行なうリングとブラシ装置を指す。 
 
司令官（Commanding Officer） 本書の目的においてこの用語は、所属部隊の責任者であると

定義する。これは、司令官、司令官代理、上級下士官、部長、上級公務員、または契約業者が

運営する組織を担当する専任者などである。 
 
市販の（Commercially Available） 本書の目的においてこの用語は、NAVCRANECENINST 
11450.2 にある用語「標準市販の」または「既成の」と同じ意味を持つ。それらの物、構成部

品、装置は、そのような品物の設計および製造を専門に扱う製造者から容易に入手可能であ

る。 
 
コンダクタ（導体）（Conductor） 電流を通す金属製の棒、形状、または電線。 
 
建設（Construction） OSHA の 29 CFR 1926 に定義する建設、改良、または修理などの作業活

動を指す。これには、29 CFR 1910 の製造業規則、29 CFR 1915 の造船業規則、29 CFR 1917 の

海港業規則、29 CFR 1918 の港湾荷役業規則で扱う作業は含まれない。詳しい解説に関しては

所属部隊の安全室に問い合わせること。 
 
建設機械（Construction Equipment） 「建設機械」とは、建物、橋、道路、建築物等の建設、

改良、または修理に使用するあらゆる機械設備を指す。それには、杭打ち機、特殊付属装置付

きのパワーショベルやクレーン、ロードローラー、トラクター、スクレーパー、耕運機、道路

清掃機、散水車、移動式ボイラー、ポンプおよびエアコンプレッサーも含まれる。また、主に

施設の工事や維持作業に用いられる岩石破砕設備や、コンクリートミキサー設備などの固定式

機械と機械装置の他に公共事業の工事や維持専用の類似機器も含まれる。この用語が一般とし

て用いられるとき、「建設機械」には、NAVFAC P-300 に定義する移動式の荷役機器が含まれ

る。 
 
コンタクタ（電磁接触器）（Contactor） 手動以外の方法で作動する装置であり、電力回路の開

閉を繰り返し行うためにある。 
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コンテナスプレッダ（Container Spreader） 長さが一定または伸縮形のフレームで、一般にコ

ンテナクレーンのヘッドブロックに取付けられており、輸送用コンテナのつり上げに用いられ

る。 
 
契約担当官（Contracting Officer） 本書の目的においてこの用語は、それぞれの部隊で契約に

関わる包括的な責務を負う担当者を指す。 
 
制御盤（Control Panel） マスタースイッチ、押しボタンスイッチ位置、または遠隔制御装置か

らの信号に応じてモーターへ流れる電流やモーターから流れる電流を制御する電気制御機器。 
 
コントローラ（Controller） あらかじめ設定した方法で制御の役割を果たす装置または装置群

であり、電流は、接続したモーターに供給される。 
 
カウンターウェイト（Counterweight） 旋回体の安定性を保つための重りで、通常クレーンの

旋回体に取り付けられている。 
 
カップリングリンク（Coupling Link） 鍛造、溶接または機械加工で閉じられたリンクで、合

金鋼製チェーンとマスターリンクの接続またはマスターカップリングリンクとの接続に用いら

れる。 
 
クレーン補助装置（Crane Attachment） 資材運搬機器（フォークリフト）または NAVFAC P-
300 に該当する機器（バックホー、フロントエンドローダ）の一部に取付ける構造部品または

機械部品であり、構成部品なしで機械の荷重中心を機械の既存能力よりもさらに延長する。 
 
クレーン基盤（Crane Base） クレーン旋回体の直下の支持構造部分を指す。ランドクレーン

では高脚、下部車体、キャリア、または車体を指す。フローティングクレーンでは台船または

ポンツーンのデッキまでの構造部分を指す。 
 
クレーン離隔距離（Crane Clearance） クレーンのあらゆる部分から最も近い障害物の地点ま

での距離を指す。 
 
クレーン作業（Crane Operation） 作業領域が確立されているとき（または確立しつつあると

き）に、空フックまたは荷をつった状態でクレーンを使用することを指す。これには、移動式

クレーンの組立てや解体、およびクレーンやフックの移動（例、ポータルクレーンの走行また

は旋回、ブリッジクレーンの走行またはトロリの横行、ジブクレーンの旋回）を含む。 
 
クレーン構造体（Crane Structure） 常設の巻上装置を備えていないジブクレーン、ブリッジク

レーン、モノレール、またはダビットを指す。 
 
徐行速度（Creep Speed） 非常に低速で、一定かつ継続的なホイスト、トロリ、またはブリッ

ジの動作速度を指す。通常、定格速度の 1 パーセントから 10 パーセントの範囲に設定される。 
 
重要なクレーン（Critical Crane） 原子力艦艇プログラム管理下の作業を行うクレーン、兵器

取扱用クレーン、溶融金属取扱クレーン、高価または代替のない品物を取り扱うクレーン、あ

るいはその欠如が所属部隊の任務遂行に著しく支障をきたすクレーンを指す。 
 
当て始動（Cushioned Start） 走行の加速度を低減するための電気的または機械的な始動方式で

ある。 
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切れ（Cutting） 合成繊維スリングに関する損傷の一種であり、90度以下の角や端部により発

生する。機械加工された鋭い面や鋼製の箱型ビームなどの角に中程度の圧力がかかった場合、

保護が不十分であればスリングが切れることがある。 
 
D/d 比（D/d Ratio） ピン、フック、シーブ等にロープ、スリング、またはラッシングが巻き

付けられた際に、それらの物体の直径（D）を、ロープ、スリング、またはラッシング（編み

スリングまたは多点スリングの場合は構成ロープ）の直径（d）で割った比率である。角に巻き

付けられる場合も同様に計算される。 
 
ダビット（Davit） 船を水中に下ろしたり水上に引き上げたりするためのジブクレーンの一種

であり、伝統的にガチョウの首のような形状をしている。クレーンの上に設置され、保守作業

用として使用されるタイプは「クレーンダビット」と呼ばれる。 
 
デッドマンスイッチ（Deadman Switch） 操作員によって作動される安全用インターロック

で、インターロックが作動していないと制御が機能しない仕組み。ボタン、レバー、またはそ

の他の形式のスイッチで、操作レバーに統合されているか、独立して配置される。スイッチが

解除されると動作は停止する。 
 
末端（Dead End） クレーン、デリック、またはホイストにおいてロープやケーブルが固定さ

れている端部を指す。 
 
不具合（Deficiency） 欠陥、瑕疵、異常、故障、省略、機能停止、その他すべての問題を指

し、仕様や図面との不一致も含まれる。本書では、不具合を「重大」、「軽微」、「報告対象」の

３種に分類する。 
 
ドラフト（喫水）（Draft） 水面から船底までの垂直距離を指す。 
 
ドリフト（Drift） 動力を遮断した後に生じる残余運動を指す。また、荷重によるフック半径

の変化を意味する場合もある。 
 
ドリフトポイント（Drift Point） モーター制御回路における操作位置の一つで、モーターへの

電力がすべて遮断されているが、電磁ブレーキには通電されたままで、つり荷がドリフトまた

は惰性で動作できるようにする。 
 
駆動装置（Drive） ブリッジまたはトロリを駆動させるためのモーターとギヤ装置の組立て。 
 
ドラム（Drum） 荷の巻上げや巻下げに用いるワイヤロープを巻き取る円筒形の部品。 
 
両爪フック（Duplex Hook） 一本の軸から左右対称に二つの爪（返し）が伸びたフック。「ダ

ブルフック」または「シスターフック」とも呼ばれる。 
 
使用（Duty） 取り扱う荷の種類や使用する施設に応じて定められる、作業の頻度や運搬の程

度など、作業上の要求事項。 
 
負荷サイクル（Duty Cycle） つり作業の準備から荷を所定の位置に設置するまでの一連の工

程、またはそのような動作の繰り返しを指す。作業の種類、量、順序、頻度、期間、作業時間

などが含まれ、各種機械要素（エンジン、モーター、ギヤ、クラッチ、ブレーキ、軸受など）

の設計や区分の判定要素にもなる。 
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ダイナミックブレーキ制御（Dynamic Braking） つり荷の制動を行う電気的制御方式で、モー

ターが発電機として働き、つり荷の運動エネルギーを吸収し、電力線に戻すか、抵抗器で熱と

して消費するか、またはその両方を行う。 
 
ダイナモメーター（Dynamometer） クレーンのフックと荷物の間に取付け、荷重を測定する

ための校正済み秤。 
 
渦電流ブレーキ（Eddy Current Brake） 可変の固定磁界と金属製ロータで構成され、ロータ内

に生じた渦電流によって電磁的に制動力を発生するブレーキ。運動エネルギーを吸収し熱とし

て放出するが、完全停止はできない。 
 
電気制御または電気制御器（Electric Control or Controller） 接続された機器に供給される電力

を、あらかじめ設定された方式で制御する装置または装置群。主な機能には、加速、減速、ラ

イン投入、逆転などがある。 
 
有効化スイッチ（Enabling Switch） 不意の作動を防止する補助的なインターロックスイッ

チ。「デッドマンスイッチ」とは異なり、操作を行う前に能動的にスイッチを作動させる必要が

ある。例、シートスイッチ（着座必須）、アームレストスイッチ（アームレストが下げられてい

る必要あり）、フットスイッチ（足がスイッチ上にある必要あり）など。 
 
覆い（Enclosure） 電気機器を収めるための筐体であり、通常は NEMA 分類番号により規定さ

れる。 
 
端末金具（End Attachments） スリングを荷に接続するために用いるフック、シャックル、リ

ングなどの取付金具。 
 
結合部材（End Tie） ブリッジの直角度を維持するために、ガーダの両端を連結する構造部

材。ただし、エンドトラック（末端台車）は含まれない。 
 
末端台車（End Truck） 車体、車輪、軸受、車軸などから構成され、ブリッジガーダを支持す

るユニット。 
 
エンドレスワイヤロープスリング（Endless Wire Rope Sling） １本のワイヤロープの両端を１

つまたは複数の圧着金具で接合し、輪状に加工したスリング。 
 
娯楽施設用ホイスト（Entertainment Hoist） 工業用途ではなく、劇場、講堂、舞台、アリー

ナ、集会所、体育館、スポーツ施設などで使用されるホイストやクレーン。通常、照明、スピ

ーカー、カーテン、舞台装置、ステージなどに恒久的に接続されており、娯楽・レクリエーシ

ョン産業に特化した基準で設計・運用される。第 13 章にて扱われる。本書において、荷を支持

せずに回転させる目的で用いるホイスト（例、構造物に支持されたバスケットゴールを回転さ

せるホイストなど）は、娯楽施設用ホイストには含まれない。 
 
エコライザ（Equalizer） 荷重を均等に分配するように自動的に調整するよう設計された装

置。 
 
エコライザビーム（Equalizer Beam） 複数のフックやつり具の間、または１台以上のクレーン

を用いて荷重を分配するために使用されるビームやその他の構造物。荷重は、エコライザビー

ムを吊り下げているフックやつり具の定格容量に応じて、均等または不均等に分配される。 
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エコライザシーブ（Equalizer Sheave） ロープの両側にかかる張力を均等にするために用いる

シーブ。動きが小さいため、ランニングシーブには分類されない。 
 
アイピン（Eye Pin） アイフックをクレーンのフックブロックに取り付けるために使用するピ

ン。例、ホイップホイストの鋼球組立部など。 
 
フェイルセーフ（Fail-safe） 異常が発生した際に、自動的に動作を停止させるか、安全に制御

するよう設計された保護機能。 
 
落下危険区域（Fall Zone） 事故が発生した場合に、部分的または完全につり下げられた荷が

落下する可能性のある領域。 
 
フェンダー（Fender） 浮体の外殻（船体）の周囲に設置される保護装置。 
 
金具（Fitting） スリングの製作に使用される、荷重を支持する各種金具を指す。圧着スリー

ブ、カップリングリンク、フック、マスターリンクなどの端末金具が含まれる。 
 
フリートアングル（Fleet Angle） ドラムの最端部でロープの引出し方向と、ドラム軸に垂直

に引いた線（最も近い固定シーブの中心を通る）との間に形成される角度。単位は度（°）で

表される。 
 
動滑車（Fleeting Sheave） 支持シャフトまたはピンに沿って横方向に移動するシーブ。 
 
フロート量（Float） ポータルクレーンの両側の走行台車において、構造上許容される横方向

の全体的な移動量。 
 
床上操作式クレーン（Floor-Operated Crane） 操作者が床上または独立した操作台から、ペン

ダントスイッチまたは無線操作により制御するクレーン。 
 
フラウンダープレート（Flounder Plate） 上部に１つ、下部に２つの穴が開いた三角形のプレ

ートで、荷重を分配するために使用される。 
 
点検通路（Footwalk） ブリッジまたはトロリに取り付けられた、手すりおよび巾木付きの点

検・通行用通路。 
 
フラッピング（Frapping） 「ボディーアンドソウル」または「バックラッシング」とも呼ば

れ、荷が玉掛用具内でずれないよう、荷の周囲にきつく巻きつける補助的な巻き材や固定手

法。 
 
乾舷（Freeboard） 浮体（浮クレーンなど）の主甲板または上甲板から水面までの垂直距離。 
 
ガントリー（Gantry） 両端で支持された構造フレームで、走行クレーンを支えるために用い

られる。移動式クレーンの場合、ガントリーとは、上部旋回体の上に張られたブーム支持ロー

プを通す構造体を指す。 
 
ガントリークレーン（Gantry Crane） クレーンのブリッジが２本以上の脚で剛体的に支持さ

れ、固定軌条または他の走行路上を走行するタイプのクレーン。 
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一般作業用（General Purpose Service, GPS） 特殊作業用（SPS）に指定されていない、重量物

取扱用のクレーンや玉掛用具（荷役装置）を指す。 
 
一般安全装置（General Safety Devices） ベル、ホーン、警告灯など、クレーンの操作経路上ま

たはその付近の作業者や装置を保護するための安全装置。 
 
ガーダ（Girders） クレーンブリッジの主水平ビームで、トロリを支持し、両端の末端台車

（エンドトラック）によって支持される。 
 
グロメットワイヤロープ（Grommet Wire Rope Sling） １本の切れ目のないワイヤロープまた

はストランドから製作されたエンドレス形状のワイヤロープスリング。 
 
地絡（Ground Fault） 電気回路または電気機器が、アースまたはアースの代わりを果たす導電

体と偶発的に接続してしまうこと。 
 
ガジョン（Gudgeon） 走行台車（またはそれに関連するエコライザやボルスター）が水平方

向に旋回するための垂直ピン。通常、このピンに車体重量が加わる。 
 
ガジョンピン（Gudgeon Pin） ガジョンに接続された水平ピンで、一部は可動式。クレーンの

荷重を台車またはエコライザに伝え、ガジョンが垂直面内で旋回する支点となる。 
 
手作業で編み込んだスプライス（Hand-Tucked Splice） ワイヤロープまたは合成繊維ロープの

端部を、定められた方法でロープ本体に差し込み、輪（アイ）を形成する加工方法。 
 
ヘデックボール（Headache Ball） ホイップホイストや単索式ホイストにおいて、フックの上

部に取り付けられる重り。フックに荷がかかっていないときに、適切な重量を与えてフックを

自重で下降させる目的で使用される。別名「オーバーホールボール」。 
 
保健医療専門職（Health Care Professional） 該当する州法や規則に基づき、身体検査を行う資

格を取得・認定・登録された者。例として、医学博士、整骨療法医、医師助手、高度実践看護

師、カイロプラクターなどが含まれるが、これらに限定されない。 
 
巻上装置（Hoist） 荷物を持ち上げたり下ろしたりするために使用される機械装置。 
 
巻上装置エコライザ（Hoist Equalizers） 特定の移動式ボートホイストに搭載される、運転席

内のスイッチで操作される油圧モーター。エコライザシーブを駆動し、スリングの間隔やホイ

ストドラムのロープ巻き数を調整する。 
 
巻上装置のロールバック（Hoist Roll Back） モーターのトルクが不足していることに起因して

発生する固有の現象であり、本来はフック位置で測定されるべきものである。この現象は、ホ

イストコントローラを巻上げ位置に最初に操作したときや、コントローラをニュートラルに戻

したときに、つり荷が自重で降下してしまうことを指す。なお、モーター軸のわずかな動きや

振動は、ロールバックとは見なされない。 
 
巻上装置のロールアップ（Hoist Roll Up） マイクロプロセッサ制御式ホイストにおいて、コ

ントローラを巻下げ方向に操作した際に、ドライブブロックが一時的に上昇する現象。保持ブ

レーキを解除する前に、ドライブが荷重を保持できることを確認するトルク検証回路によって

発生する。 
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保持ブレーキ（Holding Brake） 巻上げ、走行、横行、旋回などの動作が停止した後に作動す

るブレーキ。停止中の荷重を保持するためのもので、制動用ブレーキとは異なる。 
 
フックの外れ止め（Hook Latch） フックの喉部（開口部）を塞ぎ、玉掛け具や荷物が不用意

に脱落するのを防ぐ安全装置。 
 
フックローラー（Hook Roller） 旋回台の下部に取り付けられたローラーで、突き出したフラ

ンジ（通常は下部ローラーレールに取り付けられている）の下を転がり、旋回台の転倒を防止

する。 
 
ホテルパワー（補助電源）/（Hotel Power） クレーン以外の外部電源から供給され、照明、エ

アコンプレッサー、コンピュータードライブなどの補機類を動作させるために使用される電

力。この種の電力は、図面やマニュアル上で補助電源 (ancillary shore power)と記載されること

がある。なお、この電力は巻上、走行、旋回などのクレーン駆動装置を動かすためのものでは

ない（陸上電源（Shore Power）参照）。 
 
ハイブリッド動力クレーン（Hybrid-Powered Crane） 複数の動力源で駆動されるクレーン。一

般には、内燃機関とバッテリの両方を用いて動作する移動式クレーンを指す。 
 
油圧ブレーキ（Hydraulic Brake） 油圧の力によって制動または停止動作を行うブレーキ。 
 
アイドルスプロケット（Idler Sprocket） 荷重用チェーンの進行方向を変えるために用いる自

由回転式のスプロケット。 
 
絶縁リンク（Insulated Link） フックとワイヤロープ、下部ロードブロック、またはその他の

つり具との間に取り付けられ、電気エネルギーの流れを防ぐ部品。主に、重量物取扱装置が電

線に接触する可能性がある場合や、無線周波エネルギーが装置構造に蓄積する可能性がある場

合に使用される。特に弾薬の取り扱いに広く使用される。 
 
一体型つり金具（Integral Lifting Attachments） つり上げ対象の機器または構成部品の一部とし

て溶接・鋳造・成形などにより恒久的に取り付けられたつり金具。ネジ穴に切られた内部ねじ

もこの一体型つり金具に含まれる。 
 
インターロック（Interlock） あらかじめ定められた条件が満たされたときにのみ作動を許可

し、その条件が変化すると動作を停止させる制御装置。 
 
ジブクレーン（Jib Crane） 壁や柱に取り付けられたソケットに差し込まれたブーム（または

アーム）が、トロリやホイストを支持し、水平方向に旋回可能なクレーン。通常、垂直方向に

は固定されている。 
 
ジョギング（Jogging / Inching） モーターを停止状態から始動させて機械を微動させるため

に、回路を短時間・繰り返し開閉する操作。 
 
キングピン（Kingpin / Centerpin） クレーンの旋回中心に配置された垂直方向の鋼製ピンまた

は中空管で、上部旋回体の転倒防止および旋回中心の位置維持に寄与する（センターピンも参

照）。 
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ラッシング（Lashing） ワイヤロープ、合成繊維ロープ、または端末金具のない合成ウェビン

グを用い、物体を巻き付けて固定することで、つり上げ用のつり点を設ける方法、または公認

された構造物に取り付けて玉掛け点として使用するための方法。 
 
ラッチ式ブームクレーン（Latching Boom Crane） 油圧式の伸縮ブームクレーンの一種で、ブ

ームの伸縮部をさまざまな長さでラッチ（係止）またはピン止めすることができる。クレーン

によっては、ブーム伸縮時の定格能力を持たない場合や、伸長時と縮小時で異なる定格能力を

有する場合がある。 
 
ワイヤロープの撚り長（Lay Length of Wire Rope） ワイヤロープの１本のストランドがロープ

の中心を一周するのに要するロープ軸方向の距離。 
 
レバーホイスト（Lever Hoist） ラチェット、つめ（パウル）、摩擦ブレーキを備えた手動操作

式ホイストで、チェーン、ワイヤロープ、または合成ウェビングを使用してつり上げ、牽引、

張力作業に使用される。 
 
揚程（Lift） フック、マグネット、またはバケットが安全に上下できる最大の垂直距離。 
 
つり上げサイクル（Lift Cycle） 荷の有無にかかわらず、１回のつり上げ動作とつり降ろし動

作のこと。 
 
つり金具（Lifting Lug） 対象機器に一体または非一体で取り付けられ、重量物取扱装置の接

続点として用いられる付属部材。 
 
リミットスイッチ（Limit Switch） クレーンの動作範囲の端またはその付近で自動的に電源を

遮断する装置。または、クレーンドライブなどの機能の状態や位置に関するフィードバック信

号を制御系に送るための一般的な検出装置。 
 
リスト（横傾斜）（List） バージやポンツーンの長手方向軸に対して横方向の傾き。 
 
ライブブーム（Live Boom） ブーム起伏用巻上ドラムのブレーキ制御下で、重力のみによって

降下するブーム。 
 
荷重支持部品（Load Bearing Parts） 荷重を支持し、これらの部品が破損すると荷の落下、制

御不能な移動、または動作が発生する可能性のある WHE の構成部品。一次的な荷重支持部品

を補完する構成要素（例：非常用ブレーキ、シャフト故障検出装置など）も、荷重支持部品と

して扱う。詳細な例については付則 F を参照。 
 
荷重ブレーキ（Load Brake） 外部制御を必要とせずに制動力を発生させるブレーキ。 
 
ロードセル（Load Cell） つり荷の重量を継続的に監視し、過負荷に近づいた際に警報を発す

ることで、クレーン運転者や玉掛作業者を支援する荷重測定装置。 
 
荷重制御部品（Load Controlling Parts） 荷を位置決め、拘束、または制御する WHE の構成部

品（例、旋回および走行ブレーキ、クラッチ）。これらが故障すると、荷の落下、制御不能な移

動、または動作が発生する可能性がある。荷の移動に関与するクレーン搭載型のディーゼルエ

ンジン、発電機、配電システム、電気制御回路は、特記がない限り荷重制御部品として扱う。
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また、主要な荷重制御部品を補完する構成要素（例、非常用ブレーキ、シャフト故障検出装

置）も含まれる。詳細な例は付則 F を参照。 
 
荷重表示装置（Load Indicating Device, LID） 一般に品物の重量を読み取り、表示する装置

（クレーン上または携帯型）を指すが、運転者に対して注意を促すことやクレーンの動作を制

限しない。 
 
過負荷防止装置（Load Moment Indicator, LMI） 特に移動式クレーンに備わる装置で、荷重、

半径、ブームの設定、およびつり上げ能力を自動的に検出して表示する。さらに運転者に対し

て過荷重の状態を警告し、かつ、過荷重の状態を招く恐れがあるクレーンの動作を制限する。 
 
ロードスプロケット（Load Sprocket） ロードチェーンに運動を伝達するホイスト部品の一つ

である。 
 
荷重警報装置（Load Warning Device） 定格容量指示器などの装置であり、クレーンの制御装

置に組み込まれている場合や独立している場合がある。この装置は、クレーンや機能が過荷重

の状態に近づく恐れを運転者に警告するが、そのクレーンまたは機能を停止させない。この装

置は、調整可能型または調整不可型である。 
 
軽微な接触のみを伴うクレーン事故（Lower Threshold Crane Accident, LTCA） 塗装の傷、擦り

傷、塗料の付着など、通常、修理や部品交換を要しない外観上の軽微な損傷のみが発生した接

触事故を指す。 
 
ラッフィング（引き込み）（Luffing） クレーンまたはデリックのブームを起伏させて放射状に

つり荷を前後に移動することを指す。 
 
電磁制御（Magnetic Control） 電磁接触機およびリレーを利用して方向および速度を制御する

方法を指す。 
 
マグネットリフター（近距離操作）（Magnetic Lifter, Close Proximity Operated） マグネットを

使用するクレーン用つり上げ装置を指す。つり上げ作業中に操作員は、手動でマグネットを品

物の位置に合わせ、手動でつり荷を誘導する。 
 
マグネットリフター（遠隔操作式）（Magnetic Lifter, Remote Operated） マグネットを使用する

クレーン用つり上げ装置であり、操作員または別の作業員をつり上げ作業中にマグネットやつ

り荷のそばに配置する必要がない。 
 
保守のために行うつり上げ（Maintenance Lift） LMI や LID 類の較正、油圧安全弁、試験荷重

のつり上げや設置など、クレーンに対する保守や故障修理を行なうためにクレーンを使用停止

にしている間に行うつり上げを指す。これには、クレーンの保守に必要な消耗品や機器のつり

上げは含まれない。 
 
主巻（Main Hoist） クレーンの最大定格荷重までの荷重の巻上げと巻下げのために用いられる

巻上装置を指す。 
 
重大な不具合（Major Deficiency） 荷重支持部品、荷重制御部品、または運転安全装置の不具

合であり、機器や構成部品の安全な動作を阻害したり、荷重支持能力または荷重制御能力を低

下させたりする。該当の機器や構成部品の作動を妨げる非荷重支持部品または非荷重制御部品
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（例、油圧タンクや配管、ブレーキコイル）の不具合も、重大な不具合として扱われるべきで

ある。 
 
マスターカップリングリンク（Master Coupling Link） 複数の合金鋼製チェーンをマスターリ

ンクまで繋ぐ中間リンクとして用いられるもの。 
 
マスターリンク（Master Link） 鍛造または溶接で作られた鋼製の輪（円形または楕円形）で

あり、合金鋼製のチェーンやワイヤロープスリングの部材をすべて支持する。 
 
マスタースイッチ（Master Switch） 一般に低電流、低電圧回路内のスイッチで、クレーンま

たはホイストの操作者が操作する。スイッチは、コンタクタ、リレー、および電磁力で作動す

る他の機器などの大電流および高電圧の制御装置の操作を統制する。 
 
資材運搬機器（Material Handling Equipment, MHE） この用語には、倉庫、造船所、工場、飛

行場、貯蔵庫、集積所、船舶ドック、配送所の内外および艦船上での貯蔵や資材運搬作業で通

常用いられる自走式コンベアー機器が含まれる。これに含まれる機器には、倉庫用トラクタ

ー、フォークリフトトラック、荒地用フォークリフト、プラットホーム用トラック、ストラド

ル搭載トラック、および自動資材運搬装置がある。さらに、倉庫用無人運搬装置、ストックセ

レクター装置、パレット運搬装置、および集積所内搬送装置も含まれる。ただし、工事用クレ

ーン、ガントリーまたはポータルクレーン、電気式天井走行クレーン、および非ポータル型艦

船コンベアー装置を除く。OPNAVINST 4460.1 および NAVSUP P-538 を参照。 
 
メカニカルロードブレーキ（Mechanical Load Brake） 巻下げ方向の荷重の停止や制御に用い

られる自動式の摩擦ブレーキを指す。この一方向型ブレーキは、荷重を巻下げるためにモータ

ーからトルクを必要とするが、荷重を巻上げる時にモーターに負荷を掛けない。 
 
圧縮止め（Mechanical Splice） 輪またはアイをつくるためにワイヤロープの端末を 1 個または

複数の金具に通して、その金具部分を機械で圧縮して継ぎ合わせた端末処理を指す。 
 
小型クレーン（Mini-Crane） 移動式クレーンの一種であり、非常に小さな構造が特徴で、一

般に標準市販仕様は片側または両側ドアから乗降する構造である。これらのクレーンには通

常、リモートコントロールまたはペンダントコントロール式、クローラ、油圧伸縮形およびラ

ッフィングブーム、およびカニのような脚のアウトリガが装備されている。これらは、カテゴ

リー１クレーンとして分類され、通常、ASME B30.5 で扱われている。 
 
最低破断力（Minimum Breaking Force） ASME B30.30 で定義するように、新品かつ未使用の

ロープを直線的に引っ張る負荷を掛けて破断したときの最小荷重。これは、以前に「公称破断

強度」と呼ばれていた。 
 
軽微な不具合（Minor Deficiency） 該当の機器や構成部品の安全な動作を阻害しない、あるい

は、荷重支持能力または荷重制御能力を低下させない不具合を指す。 
 
移動式ボートホイスト（Mobile Boat Hoist） ストラドル形で自走式もしくは牽引式のキャリヤ

クレーンであり、車輪で支えられた鉄骨構造からなり、船を跨ぎ、運搬し、つり上げて水中か

ら出し入れする構造である。 
 
多点吊り用スリング（Multi-Part Sling） ひとつのスリングの本体に複数のロープ部材が組み込

まれたものを指す。そのロープ部材は束ねられているか、または編み込まれている。 
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多用途型機械（Multi-Purpose Machine） さまざまな形式に設定が変えられる機械であり、その

うちの最低一つは、品物のつり上げ（ウインチやフックを用いて）と宙づりの品物の水平移動

が可能である。これには、ホイストやウインチを備えている場合にテレスコピックハンドラー

またはラフテレーンフォークリフトと呼ばれることもある機械が含まれている。垂直マストフ

ォークリフトは、引き込みジブまたはホイストを備えていなければ、多用途型機械とは見なさ

れない。 
 
自転性ワイヤロープ（Non-Rotation-Resistant Wire Rope） このワイヤロープは、ストランドを

撚り合わせて構成されているが、その構造は、ロープにかかる張力によって生じる回転（トル

ク）を打ち消すようには設計されていない。 
 
製造者（OEM） 機器を製造した製造元または機器の設計と製造の権利を有する会社を指す。 
 
運転安全装置（Operational Safety Devices） インターロック、リミットスイッチ、停止機能を

有するロードモーメントインジケータおよび過荷重表示装置、警報機能を有する巻過ぎ防止装

置、非常停止スイッチ、半径表示計、ロック装置など、機器の安全な搬送能力に影響を及ぼす

安全装置を指す。運転安全装置の詳しい例については、付則 F を参照する。 
 
運転室（Operator's Cab） クレーンの操作を行う区画を指す。オペレーターの周囲が開放形、

壁板や手すりで囲まれている、または屋根や窓等によって完全に覆われている。 
 
アウトリガ／スタビライザ（Outrigger/Stabilizer） クレーンを支える目的で下部走行体に取付

けた伸張式または固定式の脚柱を指す。この脚柱は、下部走行体最外端のアウトリガボックス

に格納される。クレーンの車体重量と荷重を合わせた総重量を支えられる能力がある場合と能

力がない場合がある。 
 
電動天井走行クレーン（Overhead Electric Traveling Crane） 品物のつり上げ、降下、および運

搬をするための電気駆動式の機器であり、固定または移動型の巻上装置を搭載する移動型ガー

ダから成り、天井の軌道上を走行する。 
 
過荷重（Overload） 定格荷重を超えるあらゆる負荷を指す。 
 
過負荷保護（Overload Protection） 過電流が発生したときに作動する装置であり、作動中の機

器への電流の流れを遮断または減少させた状態を保つ。 
 
パッケージホイスト（Package Hoist） 一般向けに設計した量産形ホイストで、モーター、ギ

ヤ装置、ブレーキ、ドラムが一体となっており、通常 c、d、または p 形フランジを利用して接

続される。これは、「組み立て式」ホイストとは異なり、単体モーター、ギヤ装置、ブレーキ、

ドラムを利用しており、一般にカップリングで接続される。 
 
パドアイ（Padeye） 支持構造物または支持構造物の貫通穴に取付ける移動型または固定型の

パドアイであり、玉掛用具を取付けるために用いられる。 
 
駐車ブレーキ（Parking Brake） ブリッジ、トロリ、または旋回用の摩擦ブレーキであり、ク

レーンへの出力を遮断したときに自動的に働く。 
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歯止め（Pawl） ギヤを固定する装置を指す。 
 
ペンダント（Pendant） 特定の長さのワイヤロープ、ストランド、またはバーに常設の端末接

続部を持つもので、一般にブームやジブを支えるために用いられる。 
 
押しボタン式ペンダントコントローラ（Pendant Controller） クレーンからつり下げられた装

置であり、床上または他の離れた場所からのクレーン操作を可能にする。 
 
運転能力（Performance） 装置類の運転効率。装置の運転方法や特性を指す。 
 
作業員をつり上げる搭乗設備（Personnel Platform） クレーンで作業員をつり上げるために用

いられる搭乗設備を指す。この搭乗設備は、ワイヤロープやチェーンでクレーンからつり下げ

る場合と直接クレーンに取付ける場合がある。 
 
ピックキャリークレーン（Pick-And-Carry Crane） 移動式クレーンの一種で、つり荷走行に重

点を置いた構造とアウトリガを持たないのが特徴である。これらのクレーンは、動力式（通常

は電動式であるが、内燃機関式の場合もある）で、ラッフィングブームを備え、乗用または機

器の後方に付いて操作する。これらのクレーンは、ASME B30.5 または他の ASME 規格には該

当しない場合がある。これらは、他の規格で扱われることがある。 
 
挟まれる危険箇所（Pinch Point） 荷物と静止物体との間、またはクレーンや他の機械などの

可動部分と静止物体との間（または異なる速度で移動する物体）に挟まれることで、人または

身体の一部が押しつぶされたり、挟まれたりする可能性がある箇所または領域を指す。 
 
逆転制動（Plugging） モーターを逆転させるために、電気や油圧モーターに逆転方向のエネ

ルギーを与えて制動力を掛けることを指す。 
 
ポータブルフロアクレーン（Portable Floor Crane） 独立型のつり上げ装置であり、横方向に間

隔を設けた一対の脚、垂直マスト、伸長ブーム付き旋回ブームの他に品物の上げ下げをするフ

ックを備えている。ASME PASE で（工場クレーンとして）扱われる。 
 
ポータブルガントリーまたは A フレーム（Portable Gantry/A-Frame） トロリを搭載するガーダ

が通常車輪付きの 2 つ以上の脚で強固に支えられている以外は、天井クレーンと似た移動式の

構造物である。 
 
ポータブルホイスト（Portable Hoist） 移動型として分類されている手動式または動力式のホ

イストであり、固定された場所では使われない。 
 
ポータブル荷重表示計（Portable Load Indicating Device） クレーン運転者または玉掛作業員を

補助するために、つり荷の重量を継続的に確認し、総重量を表示する移動型の計器または装

置。装置の中には、過負荷の状態に近づくと警報音を発するものもある。 
 
鋳込みソケット（Poured Socket） 素線を広げて、脱脂したワイヤロープまたはストランドを

差し込むための金具であり、ソケットの鋳込み部に溶融金属（一般に純亜鉛〔スペルター〕）ま

たは樹脂を流し込んで固定する。 
 
近接警報装置（Proximity Alarm） 送電線や他の物体に接近した際に警告を発する装置。 
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作業半径（Radius） 無負荷時には旋回軸の投影点から地面または喫水線までの水平距離、つ

り荷が掛かっている場合はホイストライン中心までの水平距離。「作業半径」と「リーチ」はク

レーンにおいて同義語として用いられる。 
 
定格荷重表示装置（Rated Capacity Indicator, RCI） 一般に移動式または屈曲形ブームクレーン

に搭載されている装置であり、荷重、半径、およびつり上げ能力を自動的に監視・表示し、過

負荷状態を運転者に警告する。 
 
定格荷重制限装置（Rated Capacity Limiter, RCL） 一般に移動式または屈曲形ブームクレーン

に搭載されている装置であり、荷重、半径、およびつり上げ能力を自動的に監視・表示して過

負荷状態を警告し、過負荷に至るクレーンの動作を防止する。 
 
定格（Rating） 特定の状態に基づいて定められた装置の運転特性の限界。 
 
リアクトル（Reactor） 始動、変圧器の並列運転、電流制御などの目的で、交流回路にリアク

タンスを導入する電気機器。 
 
ロープ巻掛け図（Reeving Arrangement） ワイヤロープがすべてのシーブおよびドラムを通る

経路を示した計画図。 
 
回生制動（Regenerative Braking） クレーンやホイストにおいて、交流モーターの同期速度を

越える過速度によって駆動された荷重に制動を掛ける方式。モーターが発電機として働き、過

速度荷重から吸収したエネルギーを電源ラインまたは抵抗器に戻す。 
 
リレー（継電器）（Relay） ある電気回路における条件変化によって作動し、同一または別の

電気回路内の他の装置の作動を引き起こす機器。 
 
信頼性（Reliability） 機器がどれだけ故障せずに稼働できるか、またはサービス提供可能であ

るかの指標。多数の評価方法があるが、信頼性を測る際には、使用する指標そのものよりも、

指標の一貫性が重要とされ、比較や評価に用いられる。 
 
遠隔操作式クレーン（Remote-Operated Crane） 操作員が運転台やクレーンに設置された運転

室ではなく、ペンダントまたはロープ以外の手段で操作するクレーン。 
 
報告対象の不具合（Reportable Deficiency） 他の部隊にも関連性のある可能性のある不具合

で、反復的、予期せぬ、または異常な摩耗・故障・不具合、または不適切な技術設計・検査・

保守手順、設計図と実物機器との重大または危険な食い違いなどを含む。不具合が複数の部隊

に影響を及ぼす可能性がある場合を対象とし、通常の摩耗は含まない。 
 
逆行分析（Reverse Engineering） 元の設計、材料、構成部品、または構造が不明な場合に、工

学的手法を用いてこれを明らかにする行為。NAVFAC P-307 においては、逆行分析した構成部

品が元の部品と同一であることを確認するための十分な試験や計算、およびその記録が求めら

れる。 
 
玉掛作業（Rigging Operation） 作業領域がすでに設定されている、または設定中の状態で、ク

レーンを使わずに玉掛用具や関連機器を用いて荷を扱う作業（例、つり荷のドリフト、シャフ

トの横引き、ポータブルホイストの使用）。 
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リング（Ring） スリングの各脚を集めるために使用する、鍛造または溶接で作られた鋼製リ

ンク。 
 
ロールバック（Roll Back） 巻上装置のロールバック（Hoist Roll Back）を参照。 
 
ローラークリアランス（Roller Clearance） バランスデッキ型のポータルクレーンや浮クレー

ンにおいて、ローラーとローラー踏面との間のすき間。クレーンの不安定性の指標とは限ら

ず、通常の動的たわみ、ローラーの小径化、軸ずれ、踏面の接続状態不良、レール接合部など

が原因となる場合がある。 
 
ローラーの浮き上がり（Roller Lift-Off） 最大半径・最大荷重時のカウンターウェイト下、ま

たは最小半径・無負荷時のブームヒールピン下におけるローラー踏面円周の 1/4 区画に含まれ

るローラーの約 60%以上が浮いている状態。 
 
ローラー踏面（Roller Path） ローラーや車輪が走行する、円形レール、平面軌道、または円錐

形の軌道。 
 
旋回ベアリング（Rotate Bearing） 旋回輪ベアリング（Slewing Ring Bearing）を参照。 
 
旋回台（Rotate Platform） ローラー踏面の直上に設置され、機械装置、機械室、運転室などを

支える旋回クレーンの上部構造部。 
 
非自転性ワイヤロープ（Rotation-Resistant Wire Rope） 最低２層のストランドから構成され、

外層の撚り方向が内層と逆になっているワイヤロープ。荷重によって生じる回転トルクを軽減

する構造で、以下の３カテゴリーに分類される。 
 
カテゴリー１: ほとんどまたは全く自転しない構造で、最外層に 15 本以上のストランドがあ

る。 
 
カテゴリー２: 高い自転抵抗を有する構造で、最外層に 10 本以上のストランドがある。 
 
カテゴリー３: 限定的な自転抵抗を有する構造で、最外層が９本以下。 
 
動滑車（Running Sheave） フックまたはブームの上下動に伴って回転するシーブ。 
 
セルフロックウォームギヤ（Self-Locking Worm Gear） 本書においては、荷重を保持するホイ

スト用のウォームギヤセット、または逆駆動を防ぐ走行用のウォームギヤセットを指す。この

セットは、つり荷の降下を停止する場合と、停止しない場合がある。付則 E のメカニカルロー

ドブレーキ試験を参照。 
 
シャックル（Shackle） U 字型の金具で、喉部にピンが通されており、チェーン同士の接続や

他のつり具との接続に用いられる。 
 
シャル（Shall） 本書においては、「必須であること」を示す語。 
 
船舶用品（Ship’s Stores） 船がその任務を遂行する上で使用・消費することを目的とした材料

および機器を指す。船や乗組員が使用する機器、材料、補給品を含む。 
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陸上電源（Shore Power） クレーン外部の電源から供給され、ホイスト、起伏、走行、旋回な

どのクレーンの駆動装置に用いられる電力。 
 
シュドウ（Should） 本書においては、「推奨されること」を示す語。 
 
シャント（分流器）（Shunt） 電気回路の２点を接続して並列またはバイパス回路を形成し、

回路の各部分における電気特性の調整のために電流の一部を通過させる導体。 
 
重大事故（Significant Accident） 通常、重傷や大規模な物的損害に至る可能性が高い事故を指

す。たとえば、負傷（重篤度に関係なく）、過荷重、つり荷の落下、ツーブロック、クレーンの

脱線、転倒、架空電線との接触などが含まれる。また、OPNAV M5102.1のクラス A、B、C、D
に該当する物的損害を伴うその他の事故も含まれる。 
 
スキップ（Skip） 一般に廃棄物などの物を運搬するために使用される蓋なし容器。 
 
弛んだロープ（Slack Line） 巻上ロープに張力がまったくかかっていない状態。 
 
旋回輪ベアリング（Slewing Ring Bearing） ポータルクレーン、フローティングクレーン、モ

ービルクレーンの固定部分と旋回部分とを接続する大型で精密加工されたリング状のベアリン

グ。 
 
スリング（Sling） 上端をつり上げ装置に、下端を荷に取付けて使用するつり具の総称。 
 
スリング調整装置（Sling Adjustment System） ある特定の移動式ボートホイストに備えられた

油圧シリンダーを運転室内のスイッチで操作することで特定のホイストを前後に移動させ、つ

り上げる船の船底下にスリングを最適な位置に配置する装置。 
 
円滑（Smooth） ためらい、異常振動、引っかかり、大きな揺れ、または不規則な動作のない

滑らかな動き。 
 
速度制御点（Speed Point） モーターのさまざまな速度や回転方向を制御するための電気回路

および関連制御装置の構成要素。 
 
特殊作業用（Special Purpose Service, SPS） NAVSEA 0989-030-7000 Lifting Standard の要件に適

合することを認証された機器の使用用途。 
 
亜鉛鋳込みソケット（Speltered Socket） 鋳込みソケット（Poured Socket）を参照。 
 
スパイダー（Spider） ローラーの正しい円軌道を維持し、外向きの荷重に対する抵抗を提供

するため、ローラーケージとセンターポストを接続する放射状の構造部材。 
 
スプレッダ（Spreader） ２点以上のつり具により荷をつり下げる際に、それらの間隔を保持

するために用いられるビームまたはバー。ひとつまたは複数のつり具を利用して、クレーンや

ホイストからつり下げられる場合がある。 
 
旋回ロック（Spud Lock） クレーンの旋回構造部が停止中に不用意に動くのを防ぐため、スパ

ッドとソケットで構成されるロック装置。「ローテートロック」とも呼ばれる。 
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スタビライザ（Stabilizer） 「アウトリガまたはスタビライザ（Outrigger/Stabilizer）」を参照。 
 
スタッカークレーン（Stacker Crane） ASME B30.18 により定義される、パレットまたはコン

テナ入りの物品の積み上げや取り出しに用いられるクレーンで、複数のガーダで構成された可

動ブリッジに巻上装置、マスト、キャリッジを備える。遠隔、ペンダント、または運転室で操

作され、天井走行型または懸垂走行型のものがある。カテゴリー２またはカテゴリー３に分類

される。 
 
ストッパー（Stop） 移動式クレーンやトロリのバンパーに接触させる目的で設置された固定

障害物。 
 
停止ブレーキ（Stopping Brake） 巻上げ、走行、横行、旋回などの動作が継続している間に作

用するブレーキ。保持ブレーキ（Holding Brake）とは異なる。 
 
入出庫機械（Storage/Retrieval Crane） ASME B30.13 によって定義される、床または据付けら

れたレール上を走行し、保管庫と出荷・受入れ位置（P および D ステーション）間で荷物を移

動する機械。通路内を垂直および水平方向に動作することができ、S/R 機械またはストレージ

クレーンと呼ばれるが、スタッカークレーンとは異なる。垂直方向の巻上装置を備える場合、

カテゴリー２またはカテゴリー３のクレーンとして分類される。 
 
直線（垂直）つり（Straight-Line (Vertical) Hitch） 1 本のスリングまたはスリングの 1 本を直線

にして玉掛けする方法のひとつである。以前は、垂直つり（Vertical Hitch）とも呼ばれてい

た。 
 
スイベルアイバー（Swivel Eye Bar） 屈曲形複合シスターフックのフックシャンクを延長する

もので、フックにピンを差し込んで止める。 
 
全方向型アイボルト（Swivel Hoist Ring） 品物をつり上げるときに用いられるネジ込み式のつ

り具を指す。肩付きアイボルトに似ているが、つり上げ荷重を減少させずに 180 度可倒し、360
度旋回することが可能である。 
 
合成繊維製ロープスリング（Synthetic Rope Sling） 化学繊維（ナイロン、ポリエステル、ダイ

ニーマなど）で作られたスリングを指す。 
 
合成繊維製エンドレススリング（Synthetic Round Sling） 化学繊維の糸（ナイロン、ポリエス

テル、ダイニーマなど）で作られたエンドレススリングであり、筒状のカバーで覆われてい

る。 
 
合成繊維製ベルトスリング（Synthetic Webbing Sling） ナイロンまたはポリエステルの帯で作

られたスリングを指す。 
 
誘導ロープ（Tagline） つり荷の制御や回転、つり荷の振れを抑えるために品物に取付けた繊

維ロープ（ワイヤロープ以外）を指す。 
 
試験荷重（Test Load） 試験に使用する重りまたは荷重であり、この試験荷重の大きさは許容

誤差範囲内であることが明確になっている。 
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第三者認証（Third-Party Certification） 造船、船舶修理、および船舶解体に使用するフローテ

ィングクレーンおよび貨物運搬に使用するあらゆる種類のクレーンとそれに付随する玉掛用具

に対する OSHA 認定認証機関による認証を指す。この認証は、第４章の年次使用許可認証に加

えて行われる。 
 
捨巻確保装置（Third-Wrap Detector） 移動式クレーンに標準装備またはオプション装備として

備えられている下限リミットスイッチの一種を指す。ロープの特定の巻き数または層で巻上装

置の巻下げを停止する構造である。効果は、ドラムに巻き付けられたロープの量とクレーンの

実際の設定（巻掛け数、ブーム長さ、補助装置など）によって異なる。このスイッチは、ブロ

ックや品物が地面に接触する前に、それを停止する場合と停止しない場合がある。ロープが

「すべて繰り出される」前、または逆方向に巻き取られる前やドラムの端末金具部に負荷が掛

かる前に巻下げの作動を停止する構造である。 
 
タイダウン用具（Tie-Down Equipment） 機器を安定させる、または品物を輸送車両に固定す

るために用いられるワイヤロープ、合成繊維製ロープやストラップ、ターンバックル、シャッ

クル、パドアイ、および類似の用具を指す。 
 
移動（Transit） この移動に関する OEM の指示（ブーム位置、ブロックの固縛や固定など）に

従い移動式クレーンが設定されているとき、移動式クレーンをある作業現場から別の現場に移

動または搬送すること。 
 
走行（Travel） クレーンまたはクレーンの一部（トロリなど）の水平運動、または移動式ク

レーンが自前の動力で品物の有無にかかわらずある現場から別の作業現場または建設現場に移

動すること。 
 
トリム（縦傾斜）（Trim） 水平面とローラー踏面との間の角度であり、前方と後方で測定した

角度を指す。 
 
トロリ（Trolley） つり上げた荷を支えて搬送するための車輪付き台車を指す。これには、す

べての巻上およびつり荷搬送用の関連機器が含まれる。 
 
台車（Truck） フレーム、車輪、必要な駆動装置、および関連機器が一体となった装置を指

す。走行式クレーンまたはトロリなどのクレーンの走行部を支える。 
 
ターンバック圧縮止め加工スプライス（Turnback Swaged Eye Splice） ワイヤロープで輪を作

って本体の間に差し込んでから、その編み込み部を複数の金具で止める機械による編み込み加

工を指す。ループまたはループバック圧縮止め加工スプライスとも呼ぶ。 
 
ターンバックル（Turnbuckle） 左右両側にネジを切ったバックルに端末金具を取付けた装置

であり、通常スリングと一直線に取付け、これを回して限られた長さを調整する。 
 
ツーブロック（Two-Block） 巻上げによって直接的に巻き過ぎたり、ブームの降下やブームの

伸縮などによって間接的に巻き過ぎたりすることで、フックブロックが上部シーブアセンブリ

やトロリまたはホイストフレームと接触して構造物の損傷、巻上ワイヤロープの破損、つり荷

の落下を引き起こす恐れがある。 
 
バキュームリフター（Vacuum Lifter） クレーン用つり上げ装置の一つで、吸着力による保持

力で品物を一定の動作で運搬する。 
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認証（Validation） 海軍クレーンセンターによる特殊用途に使用するクレーンの部隊認証の第

２段階の認定を指す。通常、記録の詳しい精査、個別の状態検査、および該当部隊によって行

われるクレーン状態検査と荷重試験の適切な実施の確認から成る。海軍部隊以外については、

この認定は、該当部隊内で独立した組織によって行われる。 
 
クレーン等搬送装置（Weight Handling Equipment） クレーン（例、ポータルクレーン、移動式

クレーン）、玉掛用具（例、スリング類、シャックル類）および関連機器（例、ポータブルホイ

スト類、ポータブル LID類）を指す。 
 
荷役作業（Weight Handling Operation） クレーンまたは玉掛作業を指す。 
 
荷役作業プログラム管理者（Weight Handling Program Manager） 所属部隊の司令官から任命を

受けて、荷役作業計画の包括的な責任を負う。 
 
ホイップホイスト（Whip Hoist） 滑車を接続しないでクレーンフックまで一本の巻上ロープ

を使用するホイストを指す。軽い荷で、速い速度で運転するために用いられる。 
 
ウィンドロック（Wind Lock） 通常、旋回ロックを指し、風力によってクレーンが旋回するこ

とを防止する。 
 
ワイヤロープスリング（Wire Rope Sling） ワイヤロープで作られたスリングであり、通常、

両端にアイがそれぞれ作られている。 
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（余白） 
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付則 B 
クレーン等搬送装置の種類 

 

 
 

トロリ式天井クレーン／クラブトロリ式天井クレーン 
 
 

 
  

トロリ式天井クレーン／懸垂形トロリ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

懸垂形ガーダ／懸垂形トロリ 
 
天井走行式 1本または複数のガーダで構成される可動式のブリッジが、移動式または

固定式の巻上機を搭載し、固定された上部の走行軌道構造上を走行するクレーンであ

る。運転範囲は、走行レール間の領域に限定される。上部走行式（トップランニング）

または懸垂式（アンダーハング）のいずれかである。  

ストッパー 

走行レール 

ガーダ 

巻上機 
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ガントリー（橋形）クレーン 
 
ガントリー 天井走行クレーンに類似しているが、トロリを搭載するブリッジガーダが、

２本以上の脚で堅固に支持されており、その脚が高架または地上に敷設されたレール上

を走行する。 
 
 

 
 

ハンマーヘッド（つち形） 
 
ハンマーヘッド カウンターウエイトを備えた旋回式のカンチレバーブームに、１台ま

たは複数のトロリを装備し、移動式または固定式のタワー上にある旋回ピントルまたは

ターンテーブルにより支持されているクレーンである。  
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ポータルクレーン（高脚ジブクレーン） 
 
ポータル 動力機械およびブームを備えた旋回式上部構造をガントリー構造体上に搭載

したクレーンであり、通常はガントリーの支柱または脚の間に車両通行用の開口部（ポ

ータル）を設けている。クレーンは、固定式である場合と、走行ベースに搭載されてい

る場合がある。 
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塔形（タワー）クレーン 
 
塔形（タワー） ポータルクレーンに類似しているが、上部構造とガントリーまたはそ

の他の基盤構造の間にタワーが介在している。通常、ガントリーの脚部間には車両通行

用の開口部（ポータル）は設けられていない。転倒モーメントに抵抗するために、バラ

ストを積載する方法、基礎に固定する方法、またはその両方を組み合わせた方法が用い

られる。クレーンは、固定式または走行ベースに搭載されている場合がある。 
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クローラクレーン－伸縮形ブーム 

 

クローラ 発電装置、操作機器、および上下に起伏可能なブーム（固定式または伸縮

形）を備えた旋回式の上部旋回体を有し、これを走行用のクローラ（履帯）を備えたベ

ース上に搭載したクレーンである。 
 

 
 
 

トラッククレーン－伸縮形ブーム 
 

トラック 発電装置、操作機器、および上下に起伏可能なブーム（固定式または伸縮

形）を備えた旋回式の上部旋回体を有し、これを走行用のエンジンを備えたトラック車

体上に搭載したクレーンである。 
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ラフタークレーンおよびオールテレーンクレーン－伸縮形ブーム 
 

ラフタークレーンおよびオールテレーンクレーン 発電装置、操作機器、および上下に

起伏可能なブーム（固定式または伸縮形）を備えた旋回式の上部旋回体を有し、それら

全体を未舗装地や不整地の走行に適したゴムタイヤ付き車輪と車軸を備えたベースまた

はプラットフォーム上に搭載したクレーンである。オールテレーンクレーンは、高速道

路での走行にも対応している。ベースは通常、上部旋回体に搭載されたエンジンによっ

て駆動されるが、上部旋回体から操作可能な別体エンジンを備える場合もある。 
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フローティングクレーン 
 
フローティング 台船、はしけ、または船体を一体型のベースとして構成されるクレー

ンである。 
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ピラー（塔形）ジブクレーン 

 

ピラー（塔形） 旋回可能な垂直支柱と、トロリおよびホイストを備えた水平ジブ（腕）

で構成される固定式クレーンである。 
 
 

 
 
 

ジブクレーン(壁取付け形) 

 

ジブ 通常、建物の壁または柱に取り付けられる固定式クレーンであり、トロリおよび

ホイストを備えた旋回式の水平ブーム（カンチレバー式またはタイロッド支持式）で構

成されている。 
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壁クレーン 
 
壁 ジブおよびホイストを備え、トロリを有する場合と有さない場合があるクレーンで

あり、建物の側壁または柱に取り付けられた走行軌道上を移動する。 
 
 

 
 

スチフレッグデリック 

 

スチフレッグデリック ガイデリックに類似しているが、マストは引張力および圧縮力

の両方に耐える剛性部材（スチフレッグ）２本以上により支持されている。通常、２本

のスチフレッグの下端とマストの根元を接続するために、シル（基礎梁）が設けられて

いる。 
  



B-10 

 
 

 
 
 

天井ホイスト 
モノレール軌道据付形トロリ 

 
天井ホイスト ワイヤロープまたはチェーン用のドラムおよびシーブを１台以上備えた

ホイストである。動力方式は手動、電動、油圧式、または空気圧式のいずれかである。

ホイストは固定式のものと、ジブクレーンのブームやモノレール軌道上を走行するもの

がある 
 
 
天井式ホイストのつり下げ方式 
 

クレビス－上部つり下げ部材としてクレビスを使用する 
 

フック－上部つり下げ部材としてフックを使用する。 
 
トロリ－ジブクレーンのブームやモノレール軌道上を走行する目的で、上部つり下げ部

材としてトロリを使用する。 
 
  

ペンダント 
押しボタン制御 

軌道用ビーム 
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 Ⅰ 形鋼材 つり下げ形レール鋼材 
 
天井ホイストの軌道形式 
 

Ⅰ 形鋼材－大きな荷重および長スパンに対応する用途で使用される。 
 
特許レール（つり下げ式軌道鋼材）－摩耗に強い肉厚を設けることで、長寿命化

を図っている。 
 
 

 
 

汎用トラック積載形クレーン－伸張式ブーム 
 
汎用トラック積載形クレーン センターポストまたはターンテーブルを用いた旋回式の

上部旋回体、ブーム、操作機器、および１台以上の操縦席を備えた構成であり、これら

は荷物の積載機能を保持した汎用トラック車体に取り付けられたフレーム上に搭載され

ている。通常、トラックの動力源がクレーンの動作にも使用される。品物のつり上げ、

つり下げ、および各種半径における旋回作業に使用される。 

  

ハンガーロッド 
レールクランプ 

ハンガーロッド 

ロックナット 
レールクランプ 

走行面 
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屈曲形ブームクレーン－オフロード車 
 
屈曲形ブームクレーン ブーム各部が油圧シリンダーにより屈曲する構造を有するクレ

ーンである。通常、ブームは内ブーム部、第２ーム部、および外ブーム部から構成さ

れ、各部は個別の支点を中心に旋回し、それぞれが油圧シリンダーで駆動される。ブー

ムには、伸縮形の延長部を備える場合もある。本クレーンは、トラック積載形、トレー

ラ積載形、鉄道車両積載形、クローラ形、または固定形として構成される。 
 
 

 
 

屈曲形ブームクレーン－トレーラ積載形 
汎用トラック積載形－標準地上操作式 
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小型クレーン 
 
小型クレーン 標準的な市販の片開きまたは両開きドアを通過できるように設計され

た、非常にコンパクトな構造を特徴とする移動式クレーンである。通常、本クレーン

は、リモート操作またはペンダント操作式の制御装置、クローラ式走行装置、油圧式の

伸縮・起伏ブーム、およびクモ脚型アウトリガを備えている。これらはカテゴリー１の

クレーンに分類され、通常は ASME B30.5 の適用対象である。 
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ピックキャリー 
 
ピックキャリークレーン つり荷を保持したまま走行することに重点を置き、アウトリ

ガを備えない構造を特徴とする移動式クレーンである。通常は電動式であるが、内燃機

関式の場合もあり、ラッフィングブームを備える。操作方式は、搭乗式または随行式で

ある。これらのクレーンは、ASME B30.5 あるいは他の ASME 規格の適用対象外とな

る場合があり、別の規格で扱われることがある。 
  



B-15 

 

 
 
 

コンテナクレーン 
 
コンテナ 起伏式ブームおよび主ガーダで構成され、ガントリー構造に敷設されたレー

ル上を走行するトロリを備えたクレーンである。コンテナの船舶への積み込みおよび荷

降ろしを迅速に行うために使用される。 
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移動式ボートホイスト 
 

移動式ボートホイスト 長方形断面の鋼構造で形成されたストラドル形キャリアであ

り、４組の複輪によって支持され、ボートをまたいで運搬することができる。 
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移動式ボートホイスト（着水船舶陸揚げ装置） 
 

移動式ボートホイスト ストラドル形の自走式または牽引式キャリアであり、ボートを

またいで運搬することが可能な車輪によって支持された鋼構造で構成されている。 
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移動式フロアクレーン 
 

 
 

タイヤ式ガントリークレーン  

運転制御装置 
 

垂直マスト 

ブーム ブーム伸長部 

油圧装置 

ロードフック 

脚伸長部 

基盤 
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ポータブルガントリーまたは A フレーム 
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スタッカークレーン 
 
スタッカークレーン ASME B30.18 に定義されるクレーンであり、パレット化または

コンテナ化された資材の積み上げや取り出しに使用される。複数のガーダからなる可動

式ブリッジに、巻上装置、マスト、およびキャリッジを備えている。操作方式は、遠隔

操作、ペンダント操作、または運転室からの操作であり、天井走行式または懸垂式のい

ずれかである。これらはカテゴリー２またはカテゴリー３のクレーンに分類される。 
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入出庫機械 
 
入出庫機械 ASME B30.13 定義される機械であり、床上または設置されたレール上を

走行し、保管庫から荷をピックアップ・デポジット（P & D）ステーションへ、またピ

ックアップ・デポジットステーションから保管庫へと移送するために使用される。入出

庫機械の動きは、通路内で垂直方向および水平方向の双方にわたる。入出庫機械は「ス

トレージクレーン」または「S/R 機械」と呼ばれることもあるが、スタッカークレーン

とは異なる。上下方向の巻上装置を備える場合は、カテゴリー２またはカテゴリー３の

クレーンとして分類される。 
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（余白） 
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付則 C  
カテゴリー１クレーンの年次保守検査仕様と記録 

 
注記： 
 
1. 以下は最低限の検査要件である。米海軍の保有するクレーンには、独自または特殊

な構成部品を有するさまざまな形式や型式が存在するため、これらの仕様には追加の指

示が必要となる場合がある。通常、検査は目視・聴音・触診によって行い、必要に応じ

て計測機器、非破壊検査、分解を用いなければならない。構成部品の分解は原則不要で

あるが、次の場合には分解を行うこと。(a) 分解が特に指示されている場合、(b) 部隊

の経験に基づき特定の構成部品の分解が妥当とされる場合、(c) 検査結果に基づき、さ

らなる確認のため分解が必要な場合。分解・再組立てまたは詳細な検査指針が必要な場

合には、TWD、SRO、WO、または他の作業指示書を用いて、分解・再組立て・検査手

順を適切に記録しなければならない（点検用カバーを除く）。クレーンに該当の機能ま

たは構成部品が存在しない場合を除き、これらの検査頻度を削除または削減するには海

軍クレーンセンターの承認が必要である（保守検査の延期については 3.7 項を参照）。

申請に際しては正当な理由を添えて提出しなければならない。なお、部隊の経験、使用

環境、または OEM の推奨に基づく追加または頻度の高い検査は、部隊の裁量で実施し

てよい。特定の OEM に関する追加検査要件や推奨事項は、海軍クレーンセンターウェ

ブサイト https://ncc.navfac.navy.mil に掲載する CSA および EDM に記載されている。 
 
2. 本仕様には、非稼働時および稼働時の検査基準が含まれている。検査および保守要

員の安全を確保する必要がある場合は、承認済みのロックアウト手順に従い、クレーン

の動力を遮断しなければならない。 
 

3. 潤滑油、冷却水、ブレーキオイル、作動油などの液体やグリースを対象とする検査

では、外観、臭気、感触を確認するとともに、液量が適正であるか、構成部品に損傷や

故障の兆候がないかを点検する。 
 

4. 不具合が認められた場合は、「不良項目」シートにその項目と観察した状態を記載

しなければならない。調整・修理・交換などの是正措置は、TWD、SRO、WO、または

他の適切な書類に詳細を記録しなければならない 
 
5. ブレーキの測定データは「ブレーキデータ」シートに記録しなければならない。測

定項目および基準は、ブレーキまたはクレーンの OEM の推奨、または部隊技術部門の

推奨に基づくこと。必要に応じて、最小値・最大値に加えて推奨設定値を記載してもよ

い。分解しなければ測定できない場合、その測定はブレーキを分解した際のみ行えばよ

い。 
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6. 部隊の技術部門が測定を指示している場合、その測定値を記録しなければならな

い。また、ワイヤロープの寸法測定値も記録しなければならない。 
 
7. 上記の寸法測定に代えて、OEM が提供したゲージ、または部隊技術部門が承認した

ゲージを使用してもよい。ゲージを使用する場合は、その品番または図面番号を保守検

査仕様記録（MISR）に記載しなければならない。 
 
8. 一つの検査項目が複数の構成部品（例、主巻、補巻、ホイップホイスト）に該当す

る場合は、それぞれの構成部品を「検査対象装置」欄に明記しなければならない。 

 
9. これらの検査基準は、一般的なクレーンに備えられた機能や構成部品の大部分を対

象としている。要求事項に明示されていない機能や構成部品を備えるクレーンについて

は、（検査の実施が現実的であり、部隊の検査または技術部門が実施可能と判断し、か

つ認証官が承認した場合に限り）当該機能や構成部品についても適正な状態および作動

を確認する検査を行わなければならない。例、非常用ダイナミックブレーキ、モーター

過速度・過熱センサ、ツーブロック防止機能、走行・旋回リミットスイッチ、光ファイ

バー、マイクロドライブなど。さらに部隊は、仕様データシート、補足サービス通達、

OEM 推奨プログラム、第３章に記載の既知の保守交換要件などを用いて、これらの検

査を補足しなければならない。 

 

10. 「NA」の記載は、構成部品や機能がクレーンに存在しない場合や、検査の種類に

よってその検査が不要である場合（例、A 検査における B 検査項目）以外の理由で使

用する際には、その理由を「備考」シートに記載しなければならない。例、クレーンに

保持ブレーキがあり、かつ当該検査が第２回目の「C 検査」に該当しないため、電磁ブ

レーキシステムのブレーキライニング検査基準（項目番号 27a、点線下）に「NA」と

記載した場合は、その事実を「備考」シートに注記しなければならない。 
 
11. 項目番号の後に小文字のシグマ (σ) が付された検査項目については、検査員に代わ

り、機械系または電気系の作業員が検査を行ってもよい。この選択肢を用いる場合、機

械的・構造的項目は機械系作業員が、電気的項目は電気系作業員が実施しなければなら

ない。消火器についてはどちらの作業員でもよい。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

前回の検査 今回の検査 凡例：該当する状態にチェックマークを記入する。 

S = 良        C = 修理（延期した場合、空白にして、不具

合箇所報告書にその旨を記入する） 

U = 不良   NA = 適用外 

日付または時間 種類 日付または時間 種類 

項目 
番号 

検査の種類 
検査項目 保守検査の仕様 

検査対象

装置 

状態 

A B C S U C NA 

1 σ X X X 冷却装置 

(ホース、 

サーモスタッ

ト、ポンプ、 

ラジエータ) 

ホースに亀裂、クランプに緩みがないか、装置全体に漏れ

がないか点検する。クーラントの液量、色、異物の有

無、透明度が適正であることを確認する。作動中に漏れ

がないか点検し、シャッターが正常に作動していること

を確認する。エンジンクーラントの温度が適正であるこ

とを確認する。ウォーターポンプから異音がないか点検

し、シールに漏れがないか点検する。 

     

  X X 冷却装置 

(ホース、 

サーモスタッ

ト、ポンプ、 

ラジエータ) 

冷却液の凍結防止が適切であることを確認する。 
ラジエーターファンに損傷がないか点検する。 
ヒーターまたはサーモスタットの温度設定が適正であるこ

とを確認する。 

     

2 σ X X X 潤滑油系統配管

および潤滑油の

圧力 

潤滑油装置ヒー

ター 

接続部の緩み、漏れ、損傷の兆候がないか調べる。作動

中に漏れがないか調べる。適正な燃料圧力かどうか調べ

る。ヒーターまたはサーモスタットの温度設定が適正か

調べる。 

     

3 σ X X X 燃料系統配管 

および燃料圧力 

接続部に緩み、漏れ、損傷の兆候がないか点検する。 

作動中に漏れがないか点検する。 

燃料ポンプと燃料圧力計が正常に作動することを確認

し、燃料圧力が適正であることを確認する。 

     

4 σ   X スタータ 配線に損傷や劣化がないか、接続部に緩みの兆候がない

か点検する。適正に潤滑されていることを確認する。 

スタータを作動し、異音がないか点検し、正常に作動し

ていることを確認する。 

     

5 σ  X X エア作動 

配管 

接続部に緩みや損傷の兆候がないか点検する。 
配管が充填されたら、漏れがないか点検する。 
給油器の潤滑油量が適正であること、および漏れがないか

確認する。 

     

6 σ  X X ドライブベルト

類 

ファン、ウォーターポンプ、オイルポンプ、オルタネー

タ、および外部燃料供給ポンプのドライブベルトの張りと

摩耗を点検する。 

     

7 σ  X X エンジンオルタ

ネータ/発電機

（バッテリ充電

装置） 

清浄度と適正な潤滑状態であることを確認する。 

外部配線に損傷、劣化、オイルやグリースの付着がな

く、接続部に緩みの兆候がないか点検する。 

作動中に擦れ、振動、火花の発生がないか点検する。 

異音がないか点検する。オルタネータまたは発電機がバ

ッテリを適切に充電していることを確認する。 

     

8 σ  X X バッテリおよび

ケーブル 

バッテリの電解液量が適正であること、清浄度、構造的な

歪み、ラックまたはホルダーの損傷がないこと、および端

子に緩みの兆候がないか点検する。バッテリケーブルの損

傷や劣化がなく、接続部に緩みの兆候がないか点検する。 

     

8 a X X X バッテリおよび

ハイブリッ式ド

または電動式ク

レーンのコント

ローラ 

クレーン OEM の要求事項および推奨に従い、バッテリ

パックとコントローラを点検する。バッテリパック、コ

ントローラ、配線に損傷や過熱がないか点検する。OEM 
が要求し推奨するメンテナンスが実施されていることを

確認する。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目 
番号 

検査の種類 
検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
9 σ  X X ボルテージレギ

ュレータ（バッ

テリ充電装置) 

配線や接続部に緩みや損傷の兆候がないか点検する。 

作動中に調整器が適切に作動し、バッテリを過充電しない

ことを確認する。 

   
  

10 σ  X X エンジン系統配

線 

照明、警告装置、および計器接続部の配線に損傷や劣化が

ないか点検する。 

配線接続部に緩みの兆候がないか点検する。 

   
  

11 σ  X X 計器類（オイ

ル、燃料、温

度、電流、回転

計など） 

表示が明確に識別でき、判読可能であり、状態が良好であ

ることを確認する。電気的または機械的接続部に緩みの兆

候がないか点検する。 

作動を確認する（較正は不要）。 

   

  

12 σ  X X ターボチャージ

ャ 
取付けボルトおよび構成部品に腐食、損傷、緩み、

または欠落の兆候がないか点検する。 

作動中に振動や油漏れがないか点検する。 

異音がないか点検する。 

     

13 σ  X X ガバナ/電子制

御 

リンケージに固着、緩み、損傷した部品の兆候がないか点

検する。オイル量が適正であることを確認する。 
電子制御モジュールに緩みのある機械的接続、損傷、劣化

がないか点検する。正常に作動することを確認する。 

     

14 σ X X X 燃料フィルター 作動前および作動中に漏れがないか点検する。      

15 σ X X X エアクリーナ 取付けブラケットに腐食、損傷、緩み、または欠落した締

付具の兆候がないか点検する。 

オイル量が適正であることを確認するフィルターエレメン

トまたはバキュームインジケータの状態を点検する。 

     

16 σ  X X スロットル 

リンケージ 

構成部品に緩みや損傷の兆候がないか点検する。 

正常に作動することを確認する 
     

17 σ  X X クラッチメイン

ドライブ 

リンケージに損傷がないか点検する。 
構成部品に固着、緩み、摩耗の兆候がないか点検する。 
潤滑および調整が適正であることを確認する。 
作動中に滑りや固着の兆候がないか点検する。 
異音がないか点検する。 

     

   X クラッチメイン

ドライブ 

第２回目ごとの C 検査で、すべての内部構成部品を分解し

て点検する。 
注記：この項目は摩擦式クレーンに適用される。シャーシ

駆動クラッチには適用しない。 

     

18 σ  X X 排気装置 穴、損傷したガスケット、腐食、損傷、緩み、または欠落

した締付具、および断熱不良がないか点検する。 

作動中に漏れや火花の発生がないか点検する。 

異音がないか点検する。 

     

19 σ X X X エンジンの状態 作動中に過度の発煙や振動がないか点検する。 

異音がないか点検する。 

追加の検査項目については、メインエンジンおよび補助エ

ンジンの OEM 指針に従う。 

     

20 σ  X X エンジンアラー

ム・安全装置 

（補助または移

動式クレーンの

エンジンには適

用外） 

配線に損傷や劣化がなく、接続部に緩みの兆候がないか点

検する。 
エンジン OEM の推奨に従って試験を行い、エンジンの過

回転防止装置、オイルシステムおよびウォーターシステム

の停止機能ならびに警報装置が正常に作動することを確認

する。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
21 σ   X ヒートエクスチ

ェンジャー 

油漏れや水漏れがないか、締付具に腐食、損傷、緩み、ま

たは欠落の兆候がないか点検する。 

作動中に温度計が正常に作動することを確認する。 

     

22 σ   X 燃料タンク 燃料タンクに漏れがないか、計器の状態が良好である

か、および締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆

候がないか点検する。 

燃料ストレーナーとフィルターを点検する。通気が適切

であることを確認する。 

明らかな腐食、燃料液面下の腐食の兆候、および燃料内

の異物がないか点検する。 

     

23 X X X クラッチ 

(ブーム、巻

上、旋回および

走行) 

クラッチ連結部に損傷がなく、固着、緩み、摩耗の兆候が

ないか点検する。 

潤滑および調整が適正であることを確認する。クラッチラ

イニングの摩耗、剥離、てかりを点検する。ドラムの平滑

さ、および過熱の兆候を点検する。作動中に滑りや固着の

兆候がないか点検する。異音がないか点検する。 

     

24 X X X メカニカル 

ブレーキ 

装置に損傷、固着の兆候、構成部品の緩みや摩耗がない

か、潤滑が適正であるかを点検する。 

締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを

点検する。 

ブレーキライニングの摩耗、ドラムの平滑さおよび過熱の

兆候を点検する。ブレーキが適正に設定され、ブレーキシ

ューが正しく調整されていることを確認する。作動中に両

方向の動作で開放、噛合い、停止動作が適正であることを

確認する。過熱の兆候がないかを点検する。 

     

  X X ブレーキライニ

ング 

必要に応じて分解し、ブレーキライニングの摩耗、剥離、

てかりを点検する。 
通常の作動条件下で荷重の動きを制止する巻上ブレーキに

ついては、この検査を毎年実施しなければならない。 
他の巻上ブレーキ（保持ブレーキ）、旋回ブレーキおよび

走行ブレーキ（シャシ走行ブレーキを含む）については、

必要に応じて第２回目の C 検査ごと、またはクレーン

OEM の指示に従い分解して点検する。 

     

25 a X X X 油圧ブレーキ装

置 

(シュー、キャ

リパー/ディス

クおよびバンド

ブレーキ) 

装置に損傷、固着の兆候、構成部品の緩みや摩耗がない

か、潤滑が適正であるかを点検する。 

締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを

点検する。 

ブレーキライニングの摩耗、ドラムまたはローターの平滑

さ、過熱の兆候を点検する。ブレーキが適正に設定され、

ブレーキシュー、キャリパーおよびバンドが正しく調整さ

れていることを確認する。 

マスターシリンダーの油圧ブレーキ液量が適正であること

を確認する。 

配管に損傷や漏れがないか、接続部に緩みの兆候がないか

を点検する。 

作動中に両方向の動作で開放、噛合い、停止動作が適正で

あることを確認する。過熱の兆候がないかを点検する。 

（移動式およびフローティングクレーンの巻上装置および

旋回装置の内部ディスクブレーキには適用しない。） 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
25 a 
続き 

 X X ブレーキ 

ライニング 

必要に応じて分解し、ブレーキライニングの摩耗、剥離、

てかりを点検する。 

通常の作動条件下で荷重の動きを制止する巻上ブレーキに

ついては、この検査を毎年実施しなければならない。 

他の巻上ブレーキ（保持ブレーキ）、旋回ブレーキおよび

走行ブレーキ（シャシ走行ブレーキを含む）については、

必要に応じて第２回目のC検査ごと、またはクレーンOEM
の指示に従い分解して点検する。 

（移動式およびフローティングクレーンの巻上装置および

旋回装置の内部ディスクブレーキには適用しない） 

     

25 b X X X 油圧ブレーキ装

置 

(ワイヤロープ

ドラムのキャリ

パーブレーキ) 

装置に損傷、キャリパーの固着などの兆候、構成部品の

緩みや摩耗がないか、潤滑が適正であるかを点検する。 
締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないか

を点検する。 
ブレーキライニングの摩耗、ブレーキ摺動面の平滑さ、

および過熱の兆候を点検する。ブレーキが適正に設定さ

れ、キャリパーの調整が適正であることを確認する。 
油圧ブレーキ液量が適正であることを確認する。 
装置（ポンプ、アキュムレータ、計器類、配管）に損傷

や漏れがないか、接続部に緩みの兆候がないかを点検す

る。 
作動中に両方向の動作で開放、噛合い、停止動作が適正

であることを確認する。開放と噛合いのタイミングが適

正であることを確認する。皿バネを備えたブレーキの場

合、ブレーキサイクルカウンターに表示されるサイクル

数を記録する。 

     

25 b  X X 油圧ブレーキ装

置 

(ワイヤロープ

ドラムのキャリ

パーブレーキ) 

各ブレーキアクチュエータの皿バネに対して、累積サイ

クル数とそのアクチュエータに指定された最大許容サイ

クル数を比較し、いずれの皿バネも最大値を超えていな

いことを確認する。 
皿バネのサイクル限界値と実績サイクル数を機器経歴フ

ァイルに記録する。 
（サイクルカウンターを備えないブレーキの場合、当該

部隊は使用量を保守的に見積もり、皿バネが疲労寿命に

達する前に必ず交換すること） 

     

25 b  X X ブレーキライニ

ング 

必要に応じて分解し、ブレーキライニングの摩耗、剥離、

てかりを点検する。通常の作動条件下で荷重の動きを制止

する巻上ブレーキについては、この検査を必要に応じて毎

年実施しなければならない。 

その他のブレーキ（保持ブレーキなど）は、必要に応じて

第２回目の C 検査ごとに分解する。 

     

26 X X X エアブレーキ装

置 

装置に損傷、固着の兆候、構成部品の緩みや摩耗がない

か、潤滑が適正であるかを点検する。 
締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを

点検する。ブレーキライニングやディスクの摩耗、ドラム

やローターの平滑さ、および過熱の兆候を点検する。 
ブレーキが適正に設定され、シュー、キャリパーおよびバ

ンドの調整が適正であることを確認する。 
エア配管に損傷や緩みの兆候がないかを点検する。 
作動中に両方向の動作で開放、噛合い、停止動作が適正で

あることを確認する。 
エア制御弁が正常に作動することを確認する。 
エア制御弁およびエア配管に漏れがないかを点検する。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
26  X X ブレーキライニ

ング 

必要に応じて分解し、ブレーキライニングの摩耗、剥離、

てかりを点検する。 

通常の作動条件下で荷重の動きを制止する巻上ブレーキに

ついては、この検査を毎年実施しなければならない。 

その他の巻上ブレーキ（保持ブレーキなど）、旋回ブレー

キ、走行ブレーキ（シャーシの走行ブレーキを含む）は、

必要に応じて第２回目の C 検査ごと、または該当クレー

ン OEM の指示に従って分解する。 

     

27 a X X X 電磁ブレーキ 

装置 

(スラスタブレ

ーキを含むシュ

ータイプブレー

キ) 

装置に損傷、固着の兆候、構成部品の緩みや摩耗がない

か、潤滑が適正であるかを点検する。 

締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを

点検する。ブレーキライニングの摩耗、ドラムの平滑さ、

および過熱の兆候を点検する。ブレーキの設定が適正であ

り、ブレーキシューの調整が適正であることを確認する。 

配線に損傷や劣化がないか、接続部に緩みの兆候がないか

を点検する。作動中に、両方向の動作で開放、噛合い、停

止動作が適正であることを確認する。 

開放および噛合いのタイミングが適正であることを確認す

る。過熱の兆候、または不完全なブレーキ開放の兆候がな

いかを点検する。スラスタブレーキの場合、油圧スラスタ

アクチュエータのリザーバの作動油量および漏れがないか

を点検する。 

     

  X X ブレーキ 

ライニング 

 

必要に応じて分解し、ブレーキライニングの摩耗、剥離、

てかりを点検する。 

通常の作動条件下で荷重の動きを制止する巻上ブレーキ

は、この検査を毎年実施しなければならない。 

その他の巻上ブレーキ（保持ブレーキなど）、旋回ブレー

キ、走行ブレーキ（シャーシの走行ブレーキを含む）は、

必要に応じて第２回目のC 検査ごとに分解する。 

     

27 b X X X 電磁ブレーキ 

装置 

(ディスクタイ

プブレーキ) 

ブレーキハウジングに損傷がないか、金具類に緩みの兆候

がないかを点検する。ブレーキの設定が適正であることを

確認する。締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落がない

かを点検する。 

作動中に、両方向の動作で開放、噛合い、停止動作が適正

であることを確認する。 

開放と噛合いのタイミングが適正であることを確認する。

振動や過熱がないかを点検する。異音がないか確認する。 

     

  X X ブレーキの内

部構成部品 

必要に応じて分解し、ブレーキライニングの摩耗、剥離、

てかりを点検する。 

また、ブレーキディスク、スプライン、その他内部構成部

品に損傷がないか点検する。 

通常の作動条件下で荷重の動きを制止する巻上ブレーキ

は、この検査を毎年実施しなければならない。 

その他の巻上ブレーキ（保持ブレーキなど）、旋回ブレー

キ、走行ブレーキ（シャーシの走行ブレーキを含む）は、

必要に応じて第２回目のC 検査ごとに分解する。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
28  X X シャフトおよび

カップリング 

モーター/減速

装置に一体のカ

ップリングを含

む 

損傷、シール部の漏れ、キー、カップリングボルト、カバ

ーに緩みの兆候がないか点検する。 

作動中にシャフトおよびカップリングに振動がないか、構

成部品にずれや損傷の兆候がないか点検する。 

異音がないか確認する。 

ベアリングに損傷、過熱、異常摩耗の兆候がないか点検す

る。ピローブロックに損傷がないか点検する。 

特に、せん断および引張荷重を受ける鋳鉄製ピローブロッ

クの亀裂の可能性に注意する。 

締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落がないか、締め過

ぎによる亀裂がないかを点検する。 

     

   X ブーム、巻上およ

びシングル旋回ド

ライブ 

第２回目の C 検査ごと、および結合部品を交換または移

動したときに、カップリングとシャフトの調整が OEM の

許容範囲内であることを確認する（NEMA c、d、および 
p-face モーターには適用しない）。 

カップリング調整確認データは、当該クレーンの機器履歴

ファイルに保管しなければならない。このとき、結合され

た機器の脚部のソフトフット（隙間やガタつき）を確認

し、必要に応じて修正する。 

     

29 a   X X ギヤ装置 

(ブーム、巻上、

旋回、走行) 

外部ギヤ 

ギヤに損傷や摩耗がないか、キーまたは締付具にずれ、ま

たは緩みの兆候がないか、適正に潤滑されているかを点検

する。 

作動中に異音がないか確認し、その他の損傷の可能性を示

す兆候がないか点検する。 

ピローブロックに損傷がないか点検する。 

特に、せん断および引張荷重を受ける鋳鉄製ピローブロッ

クの亀裂の可能性に注意する。締付具に腐食、損傷、緩

み、または欠落がないか、締め過ぎによる亀裂がないかを

点検する。 

     

29 b  X X ギヤ装置 

（ブーム、巻

上、旋回、走行)

内部ギヤ 

ギヤケースの潤滑油量が適正であるか、漏れがないかを点

検する。可能な場合は、シールやガスケットを目視点検す

る。取付用締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候

がないか点検する。通気口に詰まりがないか点検する。 

作動中に振動や過熱がないか、内部構成部品に損傷やずれ

の兆候がないかを点検する。異音がないか確認する。 

ベアリングに損傷、過熱、異常摩耗の兆候がないか点検す

る。 

     

29 c  X X 内部ギヤ 
ギヤ、ブーム、

巻上、シングル

旋回ドライブ、

電動/油圧式ス

プリット駆動装

置 - オルタネー

タ（油圧式移動

式クレーンには

適用外） 

オイル分析または振動解析プログラムを用いて状態を監視

する。オイル分析または振動解析は、認証期間ごとに少な

くとも 1回実施し、その結果は有資格者によって解析され

なければならない。 

解析結果は、当該部品の使用期間中、機器履歴ファイルに

記録し保管しなければならない。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
29 c   X 内部ギヤ 

ギヤ、ブーム、

巻上、シングル

旋回ドライブ、

電動/油圧式ス

プリット駆動装

置 - オルタネー

タ（油圧式移動

式クレーンには

適用外） 

オイル分析または振動解析の代替として、内部ギヤを目視

点検し、摩耗、損傷、ずれの兆候がないか確認する。 

点検窓、ビデオプローブ、または同様の検査装置で全ギヤ

を点検できない場合は、ギヤケースを分解して目視点検を

行わなければならない。 

この方法を選択した場合、第３回目の C 検査ごとに点検

を実施する。点検結果は機器履歴ファイルに記録しなけれ

ばならない 

     

29 d  X X 移動式クレーン

の油圧式巻上お

よび旋回駆動装

置（35a番を参

照） 

ギヤ、クラッチ、内部ブレーキ部品、スプラインカップリ

ングなどの内部構成部品の分解、点検、交換または修理

は、OEM の保守指針に従わなければならない。OEM が定

める点検または交換間隔、およびクレーンの経過年数を、

機器履歴ファイルに記録すること。 
注記：この項目は Westmont フローティングクレーン (YD) 
油圧式旋回駆動装置およびブレーキに適用する。 

     

30   X チェーンおよび 

スプロケット 

チェーンの張りと潤滑が適正であるか、リンクおよびピン

に緩みや摩耗の兆候がないか点検する。 
スプロケットの歯に摩耗や損傷がないか、シャフトやキー

に緩みの兆候がないか、潤滑が適正であるか点検する。 
作動中に異音がないか点検する。 

     

31 X X X パウル、ラチェ

ット、および旋

回ロック 

構成部品に緩み、損傷、または摩耗の兆候がないか点検す

る。駆動装置に摩耗したキー、緩みのある締付具、破損し

たスプリングの兆候がないか点検する。 
パウルおよび旋回ロックを作動させ、設定および開放が適

正であるか点検する。リミットスイッチ、近接スイッチ、

および指示灯の状態、設定、作動が適正であることを確認

する。 

     

32 σ  X X エアコンプレッ

サー 

清浄状態であるか、取付用締付具に腐食、損傷、緩み、ま

たは欠落の兆候がないか点検する。 

ベルトの張りが適正であるか、摩耗の有無、フィルターの

状態を点検する。 

作動中にアンローダバルブおよびプレッシャースイッチが

正常に作動することを確認する。異音がないか、振動がな

いか点検する。 

     

33 X X X 圧力容器の検査

証明書 

圧力容器検査証明書がエアタンクに適切に掲示され、最新

のものであることを確認する。 

（試験手順については UFC 3-430-07 または適切な文書を

参照する。なお、油圧圧力容器については 35 および 35a 
項目に規定されるため本項の対象外とする。） 

     

34  X X エアコントロー

ルシステム 

バルブ、シリンダー、配管、レギュレーター、計器に損傷

や劣化がないか、締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落

の兆候がないか点検する。作動中に漏れがないか点検し、

バルブ、レギュレーター、計器が正常に作動することを確

認する。 

コントローラに損傷や摩耗したシール、ブーツ、ガードが

ないか点検する。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
35  X X 油圧装置 モーター、ポンプ、バルブ、シリンダー、アキュムレー

タ、スイベル、アクスルのロックアウト装置、走行駆動装

置およびブレーキ、クーラー、配管、レギュレーター、計

器などの油圧系構成部品に損傷や劣化がないか、締付具に

腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないか点検する。 

リザーバの油量が適正範囲内にあるか点検する。 

作動中に系統に漏れがないか点検し、モーター、ブレー

キ、ポンプ、バルブ、シリンダー、領域定義装置、アクス

ルロックアウト、レギュレーターおよび計器が正常に作動

していることを確認する。 

手動操作バルブが適正な位置にあることを確認する。 

コントローラに損傷または摩耗したシール、ブーツ、ガー

ドがないか点検する。 

必要に応じて、クレーン OEM が要求する追加の点検およ

び分解を実施する。 

     

35 a  X X ホイスト油圧装

置 

（ブームリフト

および伸縮機能

を含む） 

オイル分析計画を用いて監視する。 

オイル分析は、認証期間ごとに少なくとも1回実施し、その

結果は有資格者によって解析されなければならない。 

解析結果は、当該構成部品の使用期間を通じて機器履歴フ

ァイルに記録・保管しなければならない。 

油圧系フィルターが OEM 要件に従って交換されていること

を確認する。 

     

36  X X 車輪と車軸 B メンテナンス検査では、大きな損傷や劣化がないか目視点

検する。C メンテナンス検査では、車輪に偏摩耗、平坦摩

耗、欠け、フランジ摩耗、亀裂がないか点検し、締付具や

ベアリングキャップに腐食、損傷、緩み、または欠落の兆

候がないか点検する。 
また、潤滑状態が適正であることを確認する。移動式クレ

ーンの車輪については、OEM の推奨事項に従って点検を行

う。作動中に構成部品間の過度な動き、不適切なトラッキ

ング、過熱、構成部品の摩耗やベアリング損傷の兆候がな

いか点検する。異音がないか確認する。 

     

37 X X X 移動式クレーン

のシャーシ 

(ステアリングお

よびサスペンシ

ョン) 

構成部品に損傷や劣化がないか、また締付具に腐食、損

傷、緩み、または欠落の兆候がないか、さらに溶接部に亀

裂がないか点検する。 
作動中に過度な遊びや構成部品の摩耗などの兆候がないか

点検する。異音がないか確認する。 

     

38 σ X X X タイヤ 空気圧が適正であることを確認する。 

トレッド面に損傷、劣化、摩耗がないか、またホイールラ

グに腐食、損傷、緩み、欠落の兆候がないか点検する。 

     

39  X X クローラ 

装置 

B メンテナンス検査では、大きな損傷や劣化がないか目視

点検する。C メンテナンス検査では、クローラトラックに

損傷や破損がないか、ピンの欠落や破損がないか、トラッ

ク調整が適正であるかを点検する。また、締付具に腐食、

損傷、緩み、または欠落の兆候がないか点検する。 

駆動スプロケットの歯の破損、アイドラーまたはローラー

の摩耗、トラック調整ネジの損傷、給油フィッティングの

損傷や欠落がないか、さらに潤滑状態が適正であるか点検

する。 

作動中には、過度の遊び、過熱、ベアリング損傷や構成部

品摩耗の兆候がないか点検し、異常音がないか確認する。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
40  X  走行台車 

エコライザ 

ガジョン 

ガジョンピンお

よび固定装置 

B メンテナンス検査では、大きな損傷や劣化がないか目視

点検する。正常に作動することを確認する。 
     

   X 走行台車 

エコライザ 

ガジョン 

ガジョンピンお

よび固定装置 

C メンテナンス検査では、損傷や劣化、締付具の腐食、損

傷、緩み、または欠落の兆候、溶接部の亀裂がないか、お

よび潤滑状態が適正であるか点検する。 
必要に応じて、ベアリングやブッシングの種類（ブロンズ

またはローラーベアリング）に応じた点検を実施する。種

類およびクレーンまたはベアリングの OEM 推奨に従い、測

定および評価を行う。 
正常に作動することを確認する。 

     

41 X X X アウトリガ装置 損傷や劣化がないか、また締付具に腐食、損傷、緩み、

または欠落の兆候がないか点検する。 

作動中に装置に漏れがないか点検し、シリンダーが正常

に作動していることを確認する。 

ドレンホールに詰まりがないことを確認する。 

     

42  X  構造部 

（移動式クレーン

のブームを除くポ

ータルベース、ブ

ーム、A-フレー

ム、タワー、スチ

フレッグ、土台、

サポートピン、固

定装置など） 

構造部材に損傷、歪み、または劣化がないか、締付具に腐

食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないか、さらに溶接

部に亀裂がないかを目視で確認する。 

サポートピンに適正な潤滑が施されていることを確認す

る。損傷したブームについては第 6 章を参照する。 

ドレンホールに詰まりがないことを確認する。 

この検査には、空所区画やクロールスペースなど進入困難

な区域は含まれない。 

     

42   X 構造部 

（移動式クレーン

のブームを除くポ

ータルベース、ブ

ーム、A-フレー

ム、タワー、スチ

フレッグ、土台、

サポートピン、固

定装置など） 

構造部材に損傷、歪み、または劣化がないかを確認する

（この際、荷重支持部材に取り付けられている、または腐

食を覆い隠す可能性があるワイヤロープ緩衝ブロックは、

C 検査ごとに取り外す）。さらに、締付具に腐食、損傷、

緩み、または欠落の兆候がないか、溶接部に亀裂がないか

を確認する。サポートピンに適正な潤滑が施されているこ

とを確認する。損傷したブームについては第６章を参照す

る。 
ドレンホールに詰まりがないことを確認する。この検査は

より詳細に行われ、通常は点検が困難な空所区画やクロー

ルスペースも含む。ただし、溶接で密閉された空所や気密

区画は対象外である。本検査の目的は、通常は見えない腐

食や材料損失を検出することにある。 

     

43  X X 移動式クレーン

のブーム 

ブーム構造部に損傷、歪み、または劣化がないか、締付具

に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないか、さらに

溶接部に亀裂がないかを確認する。 

ブームの腐食を隠さないよう、ワイヤロープ緩衝ブロック

を取り外す。サポートピンの潤滑が適正であることを確認

する。損傷したブームについては第６章を参照する。 

ドレンホールに詰まりがないことを確認する。 

     

43 a X X X 伸縮形ブーム 滑らかに作動することを確認し、適正な潤滑状態であるこ

と、ならびに摩耗パッドに異常な摩耗や不適切な調整の兆

候がないことを確認する。ドレンホールに詰まりがないこ

とを確認する。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
44 σ  X X 手すり、通路、

ハシゴ、および

個人用安全柵 

損傷や劣化がないか、締付具に腐食、損傷、緩み、または

欠落の兆候がないか、さらに溶接部に亀裂がないかを確認

する。 

     

45  X X カウンタ 

ウエイト 

B メンテナンス検査中 に大きな損傷や劣化がないか目視で

確認する。 

C メンテナンス検査中 にカウンタウェイトおよびその支持

構造に損傷や劣化がないか、締付具に腐食、損傷、緩み、

または欠落の兆候がないかを確認する。コンクリート製カ

ウンタウェイトの場合、コンクリートに損傷、緩み、また

は欠落がないかを確認する。 

     

46  X X 旋回軌道の組立

部 

B メンテナンス検査中に、大きな損傷や劣化がないか目視で

確認する。 

C メンテナンス検査中に、スパイダー組立て部およびローラ

ー踏面に損傷や劣化がないか、締付具に腐食、損傷、緩

み、または欠落の兆候がないか、溶接部に亀裂がないかを

確認する。 

ローラーについては、偏摩耗、平たん部、欠け、フランジ

摩耗、亀裂、または劣化がないか、締付具に腐食、損傷、

緩み、または欠落の兆候がないか、さらに潤滑状態が適正

であるかを確認する。 

作動中は、ローラーが自由に回転することを確認し、ミス

アライメント（ずれ）の兆候がないかを確認する。 

     

47  X X センターピンス

テディメント部

および支持部 

B メンテナンス検査中に、大きな損傷や劣化がないか目視

で確認する。 

C メンテナンス検査中に、構成部品に損傷や劣化がない

か、締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がない

か、溶接部に亀裂がないかを確認する。さらに潤滑状態が

適正であるかを確認する。 

     

48 X X X センターコレク

ターアセンブリ

(電動または油

圧) 

A メンテナンス検査中に、大きな損傷、緩んだ締付具、ま

たは劣化がないか目視で確認する。 
B メンテナンス検査中に、支持部材に緩みや曲がりがない

か確認する。配線に損傷や劣化がないか、接続部に緩みの

兆候がないか確認する。 
ブラシの摩耗状況およびスプリング圧が適正であるか確認

する。 
スリップリングについては、損傷、劣化、過度の摩耗、条

痕、アーク放電や過熱の兆候がなく、適正な接触であるか

確認する。フェノールリングについては、損傷、摩耗、ず

れ、または変形がないか確認する。 
特に静止状態（例、補助電源〔ホテルパワー〕）でのみ使

用されるリングに注意を払う。 
作動中は、ブラシとコレクターリングの位置関係が正しく

調整されているか確認する。 
油圧接続部に緩みがないか、配管に欠陥や漏れがないか確

認する。さらに、ベアリングに損傷や摩耗の兆候がない

か、回転が滑らかで適正であるか確認する。 

     

49 σ X X X 旋回輪ベアリン

グ（旋回ベアリ

ングとして使

用） 

OEM がより頻繁な給脂を要求していない限り、ベアリン

グは A、B、C 検査ごとに給脂する。給脂中はベアリング

を回転させ、少なくとも 720 度以上回転させなければなら

ない。 

排出された潤滑油に金属片、金属粉、またはプラスチック

粉が混入していないか確認する。 

     

  



C-13 

 

カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
49 a  X X 旋回輪ベアリン

グ（旋回ベアリ

ングとして使

用） 

締付具の締付け状態が適正であるか確認する。 
ポータルクレーンおよびフローティングクレーンの場合

は、ベアリングローラー（またはボール）とレース間の内

部軸方向すきま（スラスト方向）を測定し、記録する。方

法および合否判定基準については、OEM の資料を参照す

る。 
移動式クレーンの場合は、OEM 推奨のベアリング摩耗検

査に従う。依頼元部隊がクレーンおよびベアリング OEM 
から情報と同意を得た場合、頻度・方法・合否判定基準に

関する RCDR は評価される（クレーン OEM が廃業してい

る、または回答が得られない場合は、その事実を記録す

る）。 
締付状態の確認やすきま・摩耗の確認が保守要員によって

実施される場合、検査員はサンプルベースで中間確認を行

わなければならない。 
作動中には、異音や振動がないか確認する。締付状態の確

認で不良が判明した場合は、緩んだ締付具を記録しなけれ

ばならない。 

     

49 b   X 旋回輪ベアリン

グ（旋回ベアリ

ングとして使

用） 

締付具の締付状態が適正であるか確認する。 

トルクレンチ、テンショナー、超音波張力測定装置、また

はその他の張力測定装置を用いた締付状態検査において、

少なくとも 3 回連続して良好な結果を得たクレーンの場

合、以後の締付状態検査は、B 検査ごとに実施する代わり

に、第 3 回目ごとの B 検査または C 検査ごとに実施する

ことができる。 

この選択肢を適用する場合、その根拠となる文書を機器経

歴ファイルに保管しなければならない。なお、B 検査では

引き続き締付状態の目視検査を実施しなければならない。 

「締付状態検査に合格」とは、移動式クレーンの場合はリ

ング内の緩みが １ 本以下、ポータルクレーンおよびフロ

ーティングクレーンの場合はリング内の緩みが ５本以下

であることをいう。 

この選択肢を用いた場合に発見したすべての緩んだ締付具

は、海軍クレーンセンター（Code 03）に報告しなければ

ならない。緩んだ締付具は、内輪または外輪上における常

設の締付具番号または位置によって識別しなければならな

い。 

また、ポータルクレーンおよびフローティングクレーンで

は、B 検査ごとに実施する代わりに、第 3 回目ごとの B 
検査または C 検査ごとに、ベアリングローラー（ボー

ル）とレース間の内部軸方向すきま（スラスト方向）を測

定・記録する。方法および合否判定基準については OEM 

の資料を参照する。 

この選択肢は、海軍クレーンセンターが承認した RCDR 

によって文書化されている場合にのみ認められる。部隊

は、SRB OEM が発行する３年周期に関する同意を示す文

書を添付して RCDR を提出しなければならない。 

さらに、この選択肢を用いる場合には、所定年数ごとに隙

間または摩耗に関する最低限の技術評価を実施し、加えて

毎年、グリースサンプルをベアリング OEM または同等の

グリース分析専門会社へ提出しなければならない。この選

択肢に関する文書およびグリース分析の結果は、機器経歴

ファイルに保管しなければならない。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
50  X X ワイヤーロープ

ドラム、従動輪

および機械装置

取付け基盤 

B メンテナンス検査中に、大きな損傷や劣化がないか目視

検査を行う。 
C メンテナンス検査中に。ドラムに歪み、割れ、および摩

耗した溝、締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候

がないか、溶接部に亀裂がないかを調べる。 

ワイヤロープフォロワ（従動装置）の調整および位置合わ

せが適正であるかを調べる。ベアリングに損傷、過熱、ま

たは異常摩耗がないかを調べ、機械装置の基礎に損傷また

は劣化した部品がないか、締付具に腐食、損傷、緩み、ま

たは欠落の兆候、溶接部に亀裂がないかを確認する。 

作動中に、フックまたはブームの極限位置を含むすべての

操作条件において、ワイヤロープが溝付きドラムでは少な

くとも２巻、溝なしドラムでは少なくとも３巻完全に残っ

ていることを確認する（OEM がそれ以上を要求する場合

はその基準に従う）。異音がないかを確認し、振動、過

熱、その他構成部品の摩耗、ベアリングの損傷やズレの兆

候がないかを調べる。 

ピローブロックに損傷がないかを調べ、特にせん断荷重お

よび引張荷重を受ける鋳鉄製ピローブロックに生じる亀裂

の可能性に注意を払う。さらに、締付具に腐食、損傷、緩

み、欠落の兆候がないか、また締め過ぎによる亀裂が生じ

ていないかを調べる。 

     

51  X X シーブ 

エコライザバー 

シーブの溝に異常摩耗や波状摩耗、平滑部、異常な遊び、

フランジの破損や亀裂がないか調べる。また、締付具、保

持具、給油口に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がな

いか調べる。 

すべてのシーブのワイヤロープ溝を、摩耗シーブゲージ

（ワイヤロープ公称径プラス2.5 ％）で測定する。 

エコライザシーブおよびサドルのうち、ワイヤロープと接

触する部分や排水不良によって腐食が進行しやすい部分に

特に注意し、ブームホイストではC検査、その他のホイスト

ではB検査において、それらの部分を露出させて調べなけれ

ばならない。 

作動中にすべてのシーブが自由に動作することを確認し、

異音がないか調べる。また、異常な遊び、過熱、その他構

成部品の摩耗やベアリング損傷の兆候がないかを調べる。 

エコライザバーについては、損傷や劣化した部品がないか

調べ、自由に動くこと、ならびに巻上げやブームの作動範

囲においてバーが当たり止まりを起こさないことを確認す

る。 

 

注記：伸縮形ブーム内部の伸縮用シーブについては、劣化

や損傷の兆候がなく、完全な検査や交換のためにブームを

分解する必要がない場合には、ブーム点検口からの検査に

限定してよい。点検口を有しないクレーンの場合でも、ブ

ーム両端から伸縮用ケーブル、シーブ、ケーブル端末接続

部を目視で確認できるのであれば、この注記を適用してよ

い。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目 
番号 

検査の種類 
検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
51 a  X X ポリマー（プ

ラスチック、

ナイロン、合

成）シーブ 

ポリマー（プラスチック・ナイロン・合成材）製シーブに

ついては、異常な遊び、軸方向の動きやガタ、ハブ・ウェ

ブ・フランジの亀裂、欠け、変形、シーブハブから緩んで

いるベアリング、または滑らかに回転しないベアリングが

ないか調べなければならない。 

ベアリングの交換が必要な場合は、シーブも併せて交換す

るか、OEM に確認しなければならない。 

シーブ溝を摩耗シーブゲージ（ワイヤロープ公称径プラス 

2.5 %）で測定し、過度の摩耗がないか調べなければなら

ない。さらにシーブ溝の全体直径を測定し、その直径減少

が 3/16 インチに達した場合は、シーブを交換するか、ク

レーン OEM に連絡しなければならない。 

水分の滞留および有限寿命のため、シーブは 第３回目の 

C 検査ごと、または 10 年ごとのいずれか早い時点で交換

しなければならない。 

溝が適切な寸法に保たれるようにするため、すべてのシー

ブを３年から５年の期間内で使用するよう、巻掛け方式を

変更するか、シーブをローテーションして使用することが

推奨される。 

 

注記：完全な検査または交換のためにブームを分解する必

要がある劣化や損傷の兆候がない限り、伸縮形ブーム内部

の伸縮用シーブの検査は、ブーム点検口からの検査に限定

してよい。点検口がないクレーンの場合、この注記は、ブ

ーム両端から伸縮用ケーブル、シーブ、ケーブル端末接続

部を目視で確認できる場合に適用してよい。 

     

52  X X ワイヤロープ 

締付具および端

末固定金具 

ワイヤロープ廃

棄基準について

は、次ページを

参照 

動索および静索の全長を入念に点検しなければならない。

その確認の範囲および詳細は、ワイヤロープ全体が使用に

適格であることを保証するために必要なものであり、とく

に摩耗や損傷が予想される領域、操作中や使用前点検で通

常オペレーターが確認できない領域、ならびに非自転性ワ

イヤロープに特に留意しなければならない。 

検査中には、ワイヤロープを可能な限り繰り出さなければ

ならない。 

ただし、ドラムから繰り出せない部分については、ドラム

上のワイヤロープの目視確認で十分である。 

最下層まで繰り出すことが不可能な場合、そのクレーンを 

荷重を負荷した状態で未検査部分（すなわち被覆層）がド

ラムから繰り出される用途に使用してはならない。 

ワイヤロープの第１層目は、上層を適切に保持できるよう

にドラムに正しく再取付けなければならない。 

著しい摩耗や露出を受ける箇所、酷使される箇所を選び、

そこではワイヤロープドレッシング（保護剤）を除去しな

ければならない。 

直径測定はロープ全長にわたり複数箇所で行わなければな

らず、その最小寸法を備考欄に記録しなければならない。 

エコライザシーブやサドルと接触する部分、または排水不

良により腐食が進行しやすい部分については特に注意し、

ブームホイストでは C 検査時、その他のホイストでは B 検
査時に露出させて確認しなければならない。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
52 
続き 

 X X ワイヤロープ 

締付具および端

末固定金具 

ワイヤロープ廃

棄基準について

は、次ページを

参照 

摩耗ブロックを確認し、ロープが接触していないことを確

認しなければならない。検査後には、検査箇所に潤滑を施

さなければならない。 

以下の欠陥がないか、および適切に潤滑されているかを確

認しなければならない。 

注型ソケット、クサビ止めソケット、圧縮止めソケット、

アイ、スイベル、トラニオンおよび締付具について過度の

緩み、摩耗、亀裂、腐食、不適切な取付け、その他の損傷

がないかを確認すること。 

 

特に、圧縮止めソケットのベース（ラグまたはベール）か

らシャンクへの移行部は重点的に確認しなければならな

い。 

合金詰めソケット部の過度の緩みとは、固定材内でワイヤ

が緩む、または滑る兆候、固定材の劣化の兆候、ソケット

付近でのワイヤロープストランドやワイヤの緩み、バスケ

ットの亀裂やその他の欠陥に起因する緩みを指す。 

 

ただし、固定材がバスケットに定着する過程でのみ発生し

た固定材とバスケット間の緩みは許容される。 

ドラム端末固定金具については、経験や明らかな兆候によ

って必要と判断される場合にのみ、切り離しや分解を実施

すればよい。 

 

注記：ブーム分解による完全な検査または交換が必要な劣

化や損傷の兆候がない限り、伸縮形ブーム内部の伸縮用ケ

ーブルの検査は、OEM が要求するブーム分解の代替とし

て、ブーム点検口からの検査に限定してよい。 

点検口のないクレーンについても、ブーム両端から伸縮用

ケーブル、シーブ、ケーブル端末接続部を目視で確認でき

る場合はこの注記を適用してよい。 

さらに、OEM の指示に従い、伸縮用ケーブルの張りや弛み

を測定・調整しなければならない。 

     

52 a X   移動式クレーン

ブーム起伏装置

ワイヤロープ 

移動式クレーンのブームホイストについては、すべての

「A」PMごとに、MISR 検査項目 52 を実施しなければな

らない。 
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ワイヤロープの廃棄基準 以下のいずれかの状態が認められた場合、損傷部分を取り除く（または、

必要に応じてすべて交換する） 
 

1. キンク、かご状変形、ドッグレッグ（折れ曲がり）、偏平部分、または圧潰部分を含むロープ構造

の変形 ロープの直線部において、キンク、かご状変形、ドッグレッグ（折れ曲がり）、偏平、また

は圧潰が見られ、心綱が欠落している、ストランドの間または中から突出している、あるいはロープ

がシーブやドラムの溝に適切に収まっていない場合は、廃棄対象とする（これはアイ、シンブル、シ

ャックル周辺の通過部には適用されない）。また、偏平部または圧潰部の直径が、公称径の 5/6未満で

ある場合も廃棄対象とする（これもアイ、シンブル、シャックル周辺には適用されない）。 

 

2. 素線切れ 
 

 廃棄基準となる目視確認可能な素線切れ数 
 ロープ公称径の 

6 倍を超える長さ 
ロープ公称径の 

30 倍を超える長さ 

ロープ種類 
1 本のストラン

ド内で 
全ストランド

にわたって 
全ストランド

にわたって 
谷部破損型 
注記 (1) 

端末処理部 
注記 (2) 

動索      
ストランド数 6 以下 19 等級 3 6 12 2 2 
ストランド数 6 を超える 19 等級 4 8 16 2 2 
ストランド数 6 以下 36 等級 5 10 20 2 2 
ストランド数 6 を超える 36 等級 6 12 24 2 2 
非自転性カテゴリー１ N/A 6 12 2 2 
非自転性カテゴリー2 N/A 2 4 2 2 
非自転性カテゴリー3 N/A 2 4 2 2 
静策      
すべて  3   3 
注記 
(1)  谷部破断が 1 箇所検出された場合、その検出箇所の両側について、公称径の 30 倍の長さの範囲を曲げながら

点検し、追加の素線切れがないか確認すること。 
(2)  端末処理部での素線切れについては、ロープ長を短縮しても支障がない場合に限り、端末を切断して再処理

することにより除去することができる。 
 
 
3. 直径の減少  ロープ全長にわたる直径の減少を評価するため、複数箇所でロープの直径を測定す

ること。廃棄基準は、いずれかの箇所で直径の減少が「直径減少に関する廃棄基準表」の値を超え

た場合とする。直径減少率の算出方法は、同表に記載されている。 

 

注記  

1. 公称径 (d)とは、ロープの名称または型式の指定に用いられる呼び径である。 
2. 実測径 (dm) とは、ロープの直径を実際に測定して得られる実測値である。 
3. 基準径 (dref) とは、著しい曲げ摩耗や、断面の変形・劣化などの影響を受けていないロープ部

分から測定された直径である。この測定は、新品ロープにおいては慣らし運転後に、既設ロー

プにおいては次回の保守点検の前または点検中に実施する。 
4. クレーンに装着されたロープの基準径 (dref) は、当該クレーンの機器経歴ファイルに記録・保

管しなければならない。 
5. 非自転性ロープにおける直径の減少は、心綱の破損を示唆している可能性がある。心綱が破損

している場合、撚りが伸び、局所的に直径が減少する傾向がみられる。 
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径の減少による廃棄基準 

 
dref からの減少率（公称径 d に対す

る割合%） 
FC で構成された標準ロープ  

すべて dref からの減少が 6.5 を超える 
IWRC で構成された標準ロープ  

ストランド数 6 以下 19 等級 dref からの減少が 5.0 を超える 
ストランド数 6 以下 36 等級 dref からの減少が 4.0 を超える 

ストランド数 6 を超える 19 等級 dref からの減少が 3.5 を超える 
ストランド数 6 を超える 36 等級 dref からの減少が 2.5 を超える 

非自転性ロープ  
すべて dref からの減少が 3.5 を超える 

% 減少率 =
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 − 𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑑𝑑
 X 100  

 

4. ストランドの飛び出しまたは落ち込み ストランドの飛び出しまたは落ち込みの高さまたは深さが

ストランド直径の 1/2を超える。 

 

5. 腐食 外側の素線表面に顕著なピッティング（孔食）が発生している場合や、谷間から磁性破片が

出てくるなど、内部腐食の明らかな兆候が見られる場合は、腐食が進行している状態とみなされる。

外側素線表面に軽度の表面粗さがある場合でも、著しいピッティングがなく、かつロープ内部に腐食

が見られないのであれば、許容される。著しいピッティングとは、個々の外側素線の元の直径の 1/3

未満の研磨では除去できないピッティングを指す。 

 

6. 熱による損傷 あらゆる原因による熱損傷の兆候。 

 

7. ロープのうねり うねりのあるロープ（ワイヤロープの長手方向が直線ではなく、らせん状の形状

をとるもの）で、うねり部分の外形直径が、当該ワイヤロープの公称径の 110パーセントを超える場

合（ロープがシーブやドラムを通過しない直線部では 133パーセントを超える場合）。評価の際に ISO 
4309を指針として使用すること。 

 

8. 欠陥の集積 危険な状態を生じさせると担当の検査員が判断した損傷の集積。 
 
9. スプライス ワイヤロープには、スプライスがあってはならない。 

 

注記：ストランドの飛び出し、うねり、偏平化した部分のあるワイヤロープや、小さな波形（コルゲ

ーション）が生じているシーブやドラムの部分については、摩耗の進行や巻掛けや巻取りの不具合が

生じる可能性があるため、検査頻度の増加を検討する必要がある。 
また、ワイヤロープが古くなり、耐用年数の終わりに近づくにつれて（許容範囲内での断線本数や他

の欠陥が増える場合）、検査頻度を増やすことも考慮すべきである。 
波形などに関する視覚的な例および追加の指針は、ASME B30.30 および ISO 4309 に記載されてい

る。合成繊維製ロープが使われている場合は、OEM および B30.30 の推奨事項に従うこと。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守･点検の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
53 X X X ホイストブロッ

クおよびフック 

ホイストブロック、チークプレート、スイベル、トラニオ

ン、および給油口については、損傷、劣化、清潔度、自

由な動き、ならびに腐食・損傷・緩み・欠落の兆候がな

いかを確認しなければならない。 

保持リングについては、緩み、損傷、欠落、または不適切

な寸法でないことを確認しなければならない。 

フックおよび外れ止め装置については、損傷がないことを

確認しなければならない。 

ドリップパンおよびガスケットについては、損傷がないこ

と、適切なクリアランスが確保されていること、ならびに

締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないこと

を確認しなければならない。 

さらに、ベアリングに損傷、過熱、または異常摩耗の兆候

がないか確認しなければならない。詳細な検査および試験

については、付則 E を参照すること。 

     

54 X X X 絶縁リンク リンク表面にグラファイト、グリース、金属粉、または

筋状の錆などの導電性物質の付着がないかを調べ、損傷

がないか確認する。詳細な検査および試験については付

則Eを参照する。 

     

55 σ  X X 機械室および操

作室 

漏れ、ガラスの破損、劣化、清浄度を調べる。ルーバ

ー、ドア、窓、ワイパー、ヒーター（特に燃焼式ヒータ

ー）、エアコン、操縦席、通信機器について正常に作動

することを確認する。 

     

56  X X 荷重警報装置、

荷重停止装置 

配線に損傷や劣化がないか、接続部に緩みの兆候がない

か調べる。 

これらの装置は、この検査またはCCIRもしくは荷重試験

で正常に作動することを試験しなければならない（CCIR
または荷重試験で実施した場合は「N/A」と記録し、備考

欄にその旨を記載する）。 

カテゴリー1の移動式クレーンについては、較正確認（試

験および許容範囲）の指針としてSAE J-159を利用する。

他のクレーンについてOEMの指示がない場合、すべての

装置の推奨精度要件は、設定点での実際の荷重に対して

マイナス10％の範囲で警報または停止が作動することで

ある。 

定格荷重の125％を超える試験を行ってはならない（移動

式クレーン、移動式ボートホイストおよびタイヤ式ガン

トリークレーンでは105％）。 

SAE指針または推奨精度要件を満たせない場合、最低限の

精度要件は、設定点での実際の荷重に対してプラス5％か

らマイナス10％の範囲で警報または停止が作動すること

である。試験は、過荷重警報または停止装置が過荷重を

警報または防止し、不必要に低い荷重で作動しないこと

を確認しなければならない。試験値は利用可能な試験荷

重に依存し、上記許容範囲を厳密に証明する必要はな

い。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
56 a  X X 荷重表示計 配線に損傷や劣化がないか、また接続部に緩みの兆候が

ないか調べる。 

それらの装置は、この検査または CCIRもしくは荷重試験

において、正常に作動することを試験しなければならな

い（CCIRまたは荷重試験時に実施した場合は「N/A」と

記入し、備考欄にその旨を注記する）。 

カテゴリー1移動式クレーンについては、較正確認（試験

および許容範囲）の指針として SAE J-159を使用する。 

他のクレーンについては、装置 OEMからの指示がない場

合、すべての装置に対する推奨精度要件は、設定点にお

ける実際の荷重に対して プラス 10 ％からマイナス 0 ％の

範囲である。 

試験は、定格荷重の 125 ％を超えて行ってはならない（移

動式クレーン、移動式ボートホイストおよびタイヤ式ガ

ントリークレーンについては 100 ％を超えてはならな

い）。 

SAE指針または推奨精度要件を満たせない場合の最低精

度要件は、設定点における実際の荷重に対して プラス

10 ％からマイナス 5 ％の範囲である。 

     

57 σ  X X ドラムの回転計 配線に損傷や劣化がないか、また接続部に緩みの兆候が

ないか調べる。 

正常に作動することを確認する。 

     

58   X X 半径表示計 

ブーム角度計 

最小および最大ブーム操作位置で実測した半径と比較し

て、半径の表示を確認する。 

表示されたブーム角度を、ブームの長さと測定した半径

に対応する定格総荷重表中のブーム角度と比較して、ブ

ーム角度の表示を確認する。 

この試験は、ブームの最小および最大操作位置で行わな

ければならない。 

この検査の代わりに、CCIRまたは荷重試験中に実施して

もよい（その場合は「N/A」と記入し、備考欄に注記す

る）。 

該当する装置の較正確認（試験および許容範囲）の指針

としてSAE J-159を利用する。 

半径表示計またはブーム角度表示計について、OEM の指

定がない場合、推奨精度要件は、実際の半径に対して プ

ラス10 ％からマイナス 0％（または同等のブーム角度）の

範囲である。 

すべての表示計に関して、SAE 指針または推奨精度要件

を満たせない場合、その最低精度要件は、実際の半径に

対して プラス10％からマイナス3％（または同等のブー

ム角度）の範囲である。 

     

59 σ X X X 性能表示および

つり上げ能力の

表示 

性能表示およびブラケットに損傷や劣化がないか、また締

付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないか調べ

る。 

つり上げ能力の表示が正しいか、ポンド単位で表記されて

いるか、そしてオペレーターおよび玉掛作業員から視認可

能であること、または用意されていることを確認する。 

     

60 σ X X X 消火器 検査が最新であることを確認する。      
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
61  X X コントローラ スプリングに損傷や緩みがないか、操作レバーに亀裂や緩

みがないか、接点およびセグメントにピッティングや焼損

がないかを調べる。 

セグメントディバイダーや絶縁体に破損がないか、過度の

アーク発生がないか、カム、ピン、ローラー、チェーンに

摩耗や緩みの兆候がないかを調べる。 

接点圧力が適正であるか調べる。 

配線に損傷や劣化がないか、接続部に緩みの兆候がないか

調べる。 

識別表示板およびインジケーターを点検し、クレーンとコ

ントローラの水平方向インジケーターが一致していること

を確認する。 

ベアリング、スターホイール、歯止めなどの部品が適正に

潤滑されているか調べる。 

スプリングの戻りと中立の入り具合が適正であるか調べ

る。パッキン、ブーツ、ガードに損傷や摩耗がないか調べ

る。 

作動中に、速度切り替えの順序が正しいこと、コントロー

ラの表示灯が正常に作動すること、デッドマンスイッチが

正常に作動することを確認する。 

非常用またはバックアップコントローラを利用するクレー

ンの場合、すべてのコントローラは、この検査または

CCIRまたは試験のいずれかで操作試験を受けなければな

らない。CCIRまたは試験で行った場合は、「N/A」と記入

し、備考欄に注記する。 

     

62   X X 制御盤 
リレー 
コイル 
切り替えスイッ

チ 
遮断スイッチ 
コンダクタ 
および 
電気駆動（ソリ

ッドステート）

制御装置 
ブレーキセンサ 
近接スイッチ 

接点の位置調整が適正であるか、ピッティング、過度の

加熱やアーク痕がないかを調べる（分解せずに）。 

切替スイッチ、遮断スイッチ、導体、コイル、接触リー

ドおよび分流器に絶縁破壊、部品の欠落、過熱の兆候が

ないか調べる。 

配線に損傷や劣化がないか、および接続部に緩みの兆候

がないか調べる。 

ヒューズの定格と種類が適正であるかを調べ、さらに接

続部に緩みや過熱の兆候がないか確認する（注記1を参

照）。 

過負荷保護装置に接続部の緩みや過熱の兆候がないか調

べる。 

漏電遮断器およびスイッチ類の清浄状態を調べ、部品に

緩み、損傷、摩耗、欠落がないか、また正常に作動する

か確認する。 

配電盤およびアークシールドに亀裂がないか、締付具に

腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないか、また清

浄状態および湿気がないか調べる。 

リレー、スイッチ、接触器およびインターロックを手動

で操作し、すべての可動部が引きずりや過度の遊びなく

自由に動作することを確認する。 

密閉部の清浄状態や損傷を調べ、また締付具およびガス

ケットに腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないか

確認する。 

作動中、パネル表示灯が正常に点灯していること、接触

器の動作順序が適正であることを確認する。 

ブレーキセンサおよび近接スイッチの設定が適正であ

り、正常に作動することを確認する。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目

番号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
62 
続き 

  X X 制御盤 
リレー 
コイル 
切り替えスイッ

チ 
遮断スイッチ 
コンダクタ 
および 
電気駆動（ソリ

ッドステート）

制御装置 
ブレーキセンサ 
近接スイッチ 

環境制御装置（例、ストリップヒーター、冷却ファン）

が正常に作動することを確認する。 

電子（ソリッドステート）駆動制御装置の配線に損傷や

劣化がないか、および接続部に緩みの兆候がないか調べ

る。 

構成部品に損傷や過熱の兆候がないか、分解せずに目視

で調べる。 

駆動装置が乾燥しており、ほこり、汚れ、粉じんがない

ことを確認する。 

該当する場合または可能な場合、駆動装置の予備バッテ

リの状態を調べる、または交換する。 

     

   X  遮断スイッチおよび安全スイッチが「遮断またはオフ」

の位置でロックされているとき、スイッチ機構やハンド

ルが「通電またはオン」の位置に移動できないことを確

認する。また、ハンドルがスイッチの通電または遮断状

態を正しく表示していることを確認する。 

     

63 σ  X X 抵抗器および変

圧器（制御盤の

外側） 

抵抗器、変圧器（制御盤外）、絶縁体およびブラケット

に損傷、歪み、劣化がないかを調べる。 

締付具に腐食、損傷、緩み、欠落、または過熱の兆候が

ないか調べる。 

配線および接続部に損傷、劣化、腐食がないか、また接

続部に緩みの兆候がないか調べる。 

状態に疑義がある場合、または技術部門が推奨する場合

は、正常な性能を確認するための抵抗測定またはその他

の確認を行わなければならない。 

技術部門は、過去の検査結果に基づいて本検査の頻度を

軽減することができる。ただし、軽減した頻度は「C」
検査頻度より少なくしてはならない。 

     

64  X X リミットスイッ

チおよび 

バイパススイッ

チ（移動式クレ

ーンの下限リミ

ットスイッチ

は、しばしば捨

巻検出装置（サ

ードラップディ

テクタ）と呼ば

れている。） 

カバーを取り外し、電気および機械構成部品ならびに配

線に損傷や劣化がないか、および接続部に緩みの兆候が

ないか調べる。密閉部に湿気およびアーク火花痕がない

か確認する。 

駆動部品および作動部品に損傷や劣化がないか、適正な

潤滑状態か、および締付具に腐食、損傷、緩み、または

欠落の兆候がないか調べる。 

作動中に常用および非常用リミットスイッチ、表示灯、

設定、およびバイパススイッチが正常に作動しているこ

とを確認する。 

ブロック（またはブーム）を使いリミットスイッチを作

動させて非常用巻上リミットスイッチの作動と設定が適

正であることを確認し、さらにブロックまたはブームが

過巻上げとならないことを確認する。 

これをクレーン（またはリミットスイッチ）の耐用期間

中に最低1回行い、記録しなければならない。 

その設定が影響を受けた場合、または変更された場合、

再び実施しなければならない。 

実施前にスイッチが正常かつ電気的に作動することを確

認し、さらに損傷を防ぐための監視員を配置する。 

この検査、CCIR、または付則Eの無負荷試験の時点で年

に1度、手動または他の方法などで電気的機能を確認す

る。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目番

号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
64 
続き 

 X X  CCIR または付則Eの無負荷試験の時点で非常用上限リミ

ットスイッチまたは巻下スイッチの正常な作動を確認す

る場合、これを備考欄に記述する。 

減速リミットスイッチが正常に作動することを確認す

る。 

     

65 X X X 警報装置 
操作補助 
一般安全装置 
（警笛、ベル、

ライト、反射

板、その他）、

風速計、有効化

スイッチ 

構成部品および関連する配線に損傷や劣化がないか、ま

た接続部に緩みの兆候がないか調べる。 

部隊の技術部門は、天候への曝露状況や過去の検査結果

に基づき、密閉部を開放する頻度を減らすことができ

る。 

その軽減された頻度は、６回に１度の年次検査より少な

くしてはならない。 

作動中に装置が正常に機能することを確認する。 

風速計が正常に機能することを確認する。 

有効化スイッチが正常に機能することを確認する。 

     

66 σ  X X 電気設備材料 

および一般照明 
電線管、配線電路、ジャンクションボックス、照明器具、

および関連する配線に、損傷や劣化、水の侵入、構成部品

の緩み、接続部の緩みの兆候がないか調べる。 

陸上電源ケーブルおよび補助電源（ホテルパワー）ケーブ

ルを使用している場合は、それらと接続箱を調べる。 

照明が正常に作動することを確認する。 

部隊の技術部門は、天候への曝露状況や過去の検査結果に

基づき、密閉部を開放する頻度を減らすことができる。 

その軽減された頻度は、「C」検査の頻度より少なくして

はならない。 

     

67 σ  X X 電気ケーブル 

リール（LMIケ
ーブルリールを

含む） 

配線に損傷や劣化がないか、また接続部に緩みの兆候がな

いか調べる。 

リールアセンブリに損傷や劣化がないか、さらに締付具に

腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないか調べる。 

スリップリングに損傷や劣化、過度の摩耗の跡、条痕、ア

ークまたは過熱の兆候、適切な接触状態であるかを調べ

る。 

正常に作動することを確認する。 

     

68  X X 主発電機および 

補助発電機 

発電機および関連する配線に清浄度の不備、損傷、劣化が

ないか、また接続部に緩みの兆候がないか調べる。 

適正に潤滑されているか調べる。スリップリングに損傷、

劣化、過度の摩耗の跡、条痕、アークまたは過熱の兆候が

ないか、また適切な接触であるか調べる。 

整流子に破壊的な整流作用の形跡がないか調べる。 

ブラシの圧力と長さが適正であるか、また損傷や劣化がな

いか調べる。絶縁体に劣化や過熱の兆候がないか調べる。

ドライブベルトまたはカップリングに損傷や劣化、心ずれ

の兆候がないか、また締付具に緩み、または欠落の兆候が

ないか調べる。 

作動中に内部構成部品やベアリングに振動、過熱、または

心ずれ・摩耗・損傷などの兆候がないか調べる。 

異常な音がないか確認する。 

環境装置（例、ストリップヒーター、冷却ファン）が正常

に作動することを確認する。締付具に腐食、損傷、緩み、

または欠落の兆候がないか調べる。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目番

号 
検査の種類 

検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
68  X X 主発電機および 

補助発電機 

発電機および関連する配線に清浄度の不備、損傷、劣化が

ないか、また接続部に緩みの兆候がないか調べる。 

適正に潤滑されているか調べる。スリップリングに損傷、

劣化、過度の摩耗の跡、条痕、アークまたは過熱の兆候が

ないか、また適切な接触であるか調べる。 

整流子に破壊的な整流作用の形跡がないか調べる。 

ブラシの圧力と長さが適正であるか、また損傷や劣化がな

いか調べる。絶縁体に劣化や過熱の兆候がないか調べる。

ドライブベルトまたはカップリングに損傷や劣化、心ずれ

の兆候がないか、また締付具に腐食、損傷、緩み、または

欠落の兆候がないか調べる。 

作動中に内部構成部品やベアリングに振動、過熱、あるい

は心ずれ・摩耗・損傷などの兆候がないか調べる。 

異常な音がないか確認する。 

環境装置（例、ストリップヒーター、冷却ファン）が正常

に作動することを確認する。締付具に腐食、損傷、緩み、

または欠落の兆候がないか調べる。 

     

69  X X 電気モーター

（ブーム、巻

上、旋回、走

行） 

モーター（整流子やブラシなど確認可能な内部領域を含

む）および関連する配線に清浄度の不備、損傷、劣化がな

いか、また接続部に緩みの兆候がないか調べる。 

適正に潤滑されているか調べる。 

スリップリングに損傷、劣化、過度の摩耗の跡、条痕、ア

ークまたは過熱の兆候がないか、また適切に接触している

か調べる。 

整流子に破壊的な整流作用の形跡がないか調べる。 

ブラシの圧力と長さが適正であるか、また損傷や劣化がな

いか調べる。絶縁体に劣化や過熱の兆候がないか調べる。 

作動中に内部構成部品やベアリングに振動、過熱、あるい

は心ずれ・摩耗・損傷などの兆候がないか調べる。 

環境装置（例、ストリップヒーター、冷却ファン）が正常

に作動することを確認する。モーターエンコーダー（また

は他のフィードバック装置）が適正な状態であるか、また

心ずれの兆候がないか調べる。 

取付用締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がな

いか調べる。 

ポータルクレーンの走行モーターは、次の間隔で検査を行

うことができる。 

各B検査で25 ％を検査し、残りの 50 ％をC 検査で検査す

る。ただし、B 検査で不具合が見つかり、その結果すべて

のモーターをB 検査で検査しなければならない場合を除

く。 

     

70 X X X クレーン制御装

置の作動 

すべての巻上げ、旋回、および走行機能が正常に作動す

ることを確認する。 

常用および非常用リミットスイッチ、バイパススイッ

チ、表示灯、水平器、および設定が正常に作動すること

を確認する。 

B およびC 保守点検中の追加指示については、64 項目を

参照する。 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン 

項目番

号 

検査の種

類 検査項目 保守検査の仕様 検査対象

装置 
状態 

A B C S U C NA 
71  X X 台船の区画 区画（空所区画）に滞水がないか調べる。      
72  X x クレーンダビッ

ト 

ダビット構造が正常に作動することを確認し、損傷の兆

候がないか点検する。 

ダビットロープに切れ、異常な摩耗、熱による損傷、変

色がないか点検する。 

滑車装置が自由に動き、正常に作動することを確認す

る。フックおよび滑車の付属金具類に損傷や腐食の兆候

がないか確認する。 

     

73  X X 給油および保守

記録 
前回の保守点検以降の潤滑および整備記録を精査し、潤滑

および整備が指定どおりに実施されていたことを確認す

る。 

     

74 σ  X X OEM 提供の警

告表示ラベル 
OEM 提供の警告ラベルおよびステッカーが取り付けられ

ており、判読可能であることを確認する。 
     

75 σ  X X 防火 常設および可搬式の防火装置が、OEM および該当部隊の

要件に従って検査および保守されていることを確認する。 
     

           

           

           

備考： 
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カテゴリー1クレーン年次保守検査仕様と記録 

不良項目 
シート____ OF _________ 

クレーン 

注記：不合格と判断した項目について説明し、是正措置のために発行された SRO/WO 番号を列記する。不合格項目の是正を済ませた、

または現状の状態を容認したことを確認するための署名と日付を記入する。延期した項目について該当の SRO/WO 欄に D と注釈を付け

て識別する（修理の延期に関する要求事項は第 3 章を参照のこと）。 
項目

番号 不具合内容 SRO/WO 
番号 

是正措置の確認 
（署名と日付） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

機械系検査担当員（署名） 日付 電気系検査担当員（署名） 日付 

機械系検査担当員（署名） 日付 電気系検査担当員（署名） 日付 

機械系担当保守員（署名） 日付 電気系担当保守員（署名） 日付 
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 

ブレーキデータ 
シート_______ OF_______ 

クレーン： 
検査担当者への注意： 該当のブレーキまたは OEM が推奨するとおり該当のデータを記入する。検査済の実測値を｢検査｣欄に記録する。調整が行なわれた場合、調整済の

設定を｢調整｣欄に記録する。それ以外は｢NA｣と記す。修理記録番号と必要な是正措置を備考欄に記入する。 
ブレーキ 型式 スプリングの長さ 

トルク設定 
エアギャップ 

プランジャストローク 
ライニングの厚さ 

  最小値 最大値 実測値 最小値 最大値 実測値 最小値 実測値 

検査 調整 検査 調整  
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カテゴリー１クレーン年次保守検査仕様と記録 

ブレーキデータ 
シート_______ OF_______ 

備考： 
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付則 D 
カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 

 
注記： 
 
1. 以下は最低限の検査要件である。米海軍の保有するクレーンには、独自または特殊

な構成部品を有するさまざまな形式や型式が存在するため、これらの仕様には追加の指

示が必要となる場合がある。通常、検査は目視・聴音・触診によって行い、必要に応じ

て計測機器、非破壊検査、分解を用いなければならない。構成部品の分解は原則不要で

あるが、次の場合には分解を行うこと。(a) 分解が特に指示されている場合、(b) 部隊

の経験に基づき特定の構成部品の分解が妥当とされる場合、(c) 検査結果に基づき、さ

らなる確認のため分解が必要な場合。分解・再組立てまたは詳細な検査指針が必要な場

合には、TWD、SRO、WO、または他の作業指示書を用いて、分解・再組立て・検査手

順を適切に記録しなければならない（点検用カバーを除く）。クレーンに該当の機能ま

たは構成部品が存在しない場合を除き、これらの検査頻度を削除または削減するには海

軍クレーンセンターの承認が必要である（保守検査の延期については 3.7 項を参照）。

申請に際しては正当な理由を添えて提出しなければならない。なお、部隊の経験、使用

環境、または OEM の推奨に基づく追加または頻度の高い検査は、部隊の裁量で実施し

てよい。特定の OEM に関する追加検査要件や推奨事項は、海軍クレーンセンターウェ

ブサイト https://ncc.navfac.navy.mil に掲載する CSA および EDM に記載されている。 
 
2. 本仕様には、非稼働時および稼働時の検査基準が含まれている。検査および保守要

員の安全を確保する必要がある場合は、承認済みのロックアウト手順に従い、クレーン

の動力を遮断しなければならない。 
 

3. 潤滑油、冷却水、ブレーキオイル、作動油などの液体やグリースを対象とする検査

では、外観、臭気、感触を確認するとともに、液量が適正であるか、構成部品に損傷や

故障の兆候がないかを点検する。 
 

4. 不具合が認められた場合は、「不良項目」シートにその項目と観察した状態を記載

しなければならない。調整・修理・交換などの是正措置は、TWD、SRO、WO、または

他の適切な書類に詳細を記録しなければならない 
 
5. ブレーキの測定データは「ブレーキデータ」シートに記録しなければならない。測

定項目および基準は、ブレーキまたはクレーンの OEM の推奨、または部隊技術部門の

推奨に基づくこと。必要に応じて、最小値・最大値に加えて推奨設定値を記載してもよ

い。分解しなければ測定できない場合、その測定はブレーキを分解した際のみ行えばよ

い。 
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6. 部隊の技術部門が測定を指示している場合、その測定値を記録しなければならな

い。また、ワイヤロープの寸法測定値も記録しなければならない。 
 
7. 上記の寸法測定に代えて、OEM が提供したゲージ、または部隊技術部門が承認した

ゲージを使用してもよい。ゲージを使用する場合は、その品番または図面番号を保守検

査仕様記録（MISR）に記載しなければならない。 
 
8. 一つの検査項目が複数の構成部品（例、主巻、補巻、ホイップホイスト）に該当す

る場合は、それぞれの構成部品を「検査対象装置」欄に明記しなければならない。 

 
9. これらの検査基準は、一般的なクレーンに備えられた機能や構成部品の大部分を対

象としている。要求事項に明示されていない機能や構成部品を備えるクレーンについて

は、（検査の実施が現実的であり、部隊の検査または技術部門が実施可能と判断し、か

つ認証官が承認した場合に限り）当該機能や構成部品についても適正な状態および作動

を確認する検査を行わなければならない。例、非常用ダイナミックブレーキ、モーター

過速度・過熱センサー、ツーブロック防止機能、走行・旋回リミットスイッチ、光ファ

イバー、マイクロドライブなど。さらに部隊は、仕様データシート、補足サービス通

達、OEM 推奨プログラム、第３章に記載の既知の保守交換要件などを用いて、これら

の検査を補足しなければならない。 

 

10. 「NA」の記載は、構成部品や機能がクレーンに存在しない場合や、検査の種類に

よってその検査が不要である場合（例、A 検査における B 検査項目）以外の理由で使

用する際には、その理由を「備考」シートに記載しなければならない。例、クレーンに

保持ブレーキがあり、かつ当該検査が第２回目の「C 検査」に該当しないため、電磁ブ

レーキシステムのブレーキライニング検査基準（項目番号 27a、点線下）に「NA」と

記載した場合は、その事実を「備考」シートに注記しなければならない。 
 
11. 項目番号の後に小文字のシグマ (σ) が付された検査項目については、検査員に代わ

り、機械系または電気系の作業員が検査を行ってもよい。この選択肢を用いる場合、機

械的・構造的項目は機械系作業員が、電気的項目は電気系作業員が実施しなければなら

ない。消火器についてはどちらの作業員でもよい。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

前回の検査 今回の検査 凡例： 該当する状態の欄にチェックマークを記入する 
S = 良好      C = 修理（延期した場合、空白にして 

不具合箇所報告書にその旨を記入する） 
U = 不良    NA = 該当なし 

日付 日付 

項目

番号 検査項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

1 構造部（ブリッジ、ガ

ーダ、トロリ、台車、

エコライザビーム、ガ

ントリー、ブーム、ジ

ブ、ピラーなど） 

構造部材に損傷、歪み、または劣化がないかを点検し、締付

具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候、ならびに溶接部

の亀裂がないかを点検する。トラックイコライザーピンが適

切に潤滑されていることを確認する。 
運転中にクレーンと建物との間に干渉がないことを確認す

る。屋外用クレーンの場合は、ドレン穴に詰まりがないこと

を確認する。 

     

2 レールおよび軌道 
天井走行トロリレー

ル、天井走行逆山形鋼

ガントリークレーンレ

ール、懸垂型トロリと

走行ビームを含む（天

井走行クレーンおよび

ガントリークレーンの

走行軌道レールには適

用外）NAVFAC 指示

書 11230.1を参照 

レール、軌条、スプライス、スイッチ、ハンガーロッド組立

部、およびエンドストッパーに損傷、劣化、または明らかな

不整合がないかを点検し、締付具に腐食、損傷、緩み、また

は欠落の兆候、ならびに溶接部の亀裂がないかを点検する。 
異常な摩耗、またはブリッジやトロリの不整合を示す兆候が

ないかを点検する。 
複数のクレーンで同一レール装置を使用する場合、このレー

ルの検査はクレーン本体の検査とは独立して実施される場合

があるが、年１回実施され、かつクレーン認証時に最新でな

ければならない。 
レール検査は、不具合項目ページにおいて別途承認される。 

     

3 σ 手すり、通路、ハシゴ 
および安全柵 

損傷または劣化がないかを点検し、締付具に腐食、損傷、緩

み、または欠落の兆候、ならびに溶接部の亀裂がないかを点

検する。 

     

4 σ バンパー 損傷または劣化がないかを点検し、締付具に腐食、損傷、緩

み、または欠落の兆候がないかを点検する。 
     

5 ジブブームベアリング 旋回ベアリングが適切に潤滑されていることを確認する。 
ブームを旋回させ、ベアリングに損傷、過熱、または異常な

摩耗の兆候がないかを点検する。 

     

6 車輪および車軸 
ロードバーやヨークお

よび関連の構成部品や

組立部、 
トロリ／トラクタ／牽

引車輪および 関連の

組立部 

車輪に偏摩耗、平坦摩耗、欠け、フランジ摩耗、または亀裂

がないかを点検し、締付具およびベアリングキャップの腐

食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを点検する。 
さらに、適切に潤滑されていることを確認する。 
ロードバー、ヨークおよび関連する構成部品や組立部に損傷

または偏摩耗がないかを点検する。 
運転中は、構成部品間の過度の動き、不適切な走行、過熱、

ならびに構成部品の摩耗やベアリングの損傷を示す兆候がな

いかを点検し、異音がないかを確認する。 
目視検査において損傷または摩耗の兆候が認められた構成部

品については、OEM が提供する測定値を含む、より詳細な

検査を実施しなければならない。 

     

7 シャフトおよびカップ

リング 

モーター/減速機装置

の一部であるカップリ

ングを含む 

損傷、芯ずれ、およびシール部からの漏れの兆候がないかを

点検し、キー、カップリングボルト、およびカバーに緩みが

ないかを点検する。運転中は、振動、過熱、ならびに構成部

品やベアリングの芯ずれ、摩耗、または損傷を示す兆候がな

いかを点検し、異音がないかを確認する。 
ピローブロックに損傷がないかを点検し、特にせん断および

引張荷重を受ける鋳鉄製ピローブロックの亀裂の可能性に注

意する。さらに、締付具に腐食、損傷、緩み、欠落の兆候、

ならびに締付け過ぎによる亀裂がないかを点検する。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

前回の検査 今回の検査 凡例： 該当する状態の欄にチェックマークを記入する 
S = 良好      C = 修理（延期した場合、空白にして 

不具合箇所報告書にその旨を記入する） 
U = 不良    NA = 該当なし 

日付 日付 

項目

番号 検査項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

7 シャフトおよびカップ

リング 
（ホイストドライブ） 

第８回目ごとの年次検査時、ならびに接続部品の交換または

移設時には、カップリングまたはシャフトの芯出しが OEM 
の許容範囲内であることを確認する（ただし NEMA C、D 
および P-face モーター、または同等の構成については適用

外）。カップリング芯出し確認データは、当該クレーンの機

器履歴ファイルに保管しなければならない。 
また、この時点で、接続された機器のソフトフット（据付脚

の不均一によるがたつき）を点検し、必要に応じて修正する

こと。 

     

8 a ギヤ装置 

(巻上機、旋回部、走行

部)外部ギア 

ギヤに損傷または摩耗がないか、キーの芯ずれや緩みの兆候

がないかを点検し、さらに適切に潤滑されていることを確認

する。運転中は、異音がないかを確認し、その他の損傷の可

能性を示す兆候がないかを点検する。 
ベアリングに損傷、過熱、または異常な摩耗の兆候がないか

を点検する。ピローブロックに損傷がないかを点検し、特に

せん断および引張荷重を受ける鋳鉄製ピローブロックの亀裂

の可能性に注意する。また、締付具に腐食、損傷、緩み、欠

落の兆候、ならびに締付け過ぎによる亀裂がないかを点検す

る。 

     

8 b ギヤ装置（巻上機、旋

回部、走行部）クラッ

チを含む内部ギア（手

動式チェーンホイスト

には適用外） 

ギヤケースの潤滑油量が適正であることを確認し、可能な場

合はシールやガスケットの目視点検を含めて漏れがないかを

点検する。 
締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを点

検する。ブリーザーに詰まりがないかを点検する。 
運転中は、振動や過熱がないかを点検し、内部構成部品やベ

アリングに芯ずれ、摩耗、または損傷を示す兆候がないかを

点検し、異音がないかを確認する。 

     

 巻上装置ギヤ（カテゴ

リー2 および 3 パッケ

ージホイスト装置また

は手動式チェーンホイ

ストには適用外） 

さらに、巻上装置の内部ギヤは、オイル分析または振動解析

プログラムにより監視しなければならない。 
オイル分析または振動解析は認証期間ごとに少なくとも１回

実施し、結果は有資格の機関によって解析されなければなら

ない。その分析結果は、当該部品の使用期間中、機器履歴フ

ァイルに記録し、保管しなければならない。 

     

オイル分析または振動解析の代替として、内部ギアを目視点

検し、摩耗や損傷、ならびに芯ずれの兆候がないかを確認し

てもよい。検査窓やビデオプローブ等の検査装置を用いてす

べてのギヤを目視できない場合は、ギヤケースを分解して目

視検査を行わなければならない。 
この代替方法を選択した場合は、第 12 回目の年次検査まで

に実施しなければならない。 

     

8c ギヤ装置 
手動操作式チェーンホ

イスト 

シャフト、ギヤ、ベアリング、ピン、ローラー、ロードスプ

ロケット、アイドラースプロケット、または手動チェーンホ

イールなどの部品に、摩耗、腐食、亀裂、または変形の兆候

がないかを点検する。 
手動チェーンホイストは、第６回目ごとの年次検査におい

て、上記項目の詳細点検を行うため分解しなければならな

い。4 年ごとの荷重試験計画に該当するクレーンについて

は、この分解を第８回目の年次検査ごとに実施してもよい。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 検査項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

9a メカニカルロードブレ

ーキ－動力式ホイスト 
潤滑油量が適正であることを確認し、漏れがないかを点検す

る。運転中は、ビビリ、振動、過熱、または内部構成部品の

芯ずれ、摩耗、損傷を示す兆候がないかを点検し、異音がな

いかを確認する。 
単体での試験ができない機械式ロードブレーキ（付則 E参

照）の場合、第 12回目までの年次検査において分解し、損傷

や劣化がないかを点検しなければならない。 

     

9b メカニカルロードブレ

ーキ－手動操作式ホイ

スト 

摩擦ディスクに摩耗、てかり、または油による汚染の兆候が

ないかを点検する。パウル、カム、またはラチェットに摩耗

がないかを点検する。ブレーキ機構のパウルスプリングに腐

食、伸び、または破損がないかを点検する。 
手動チェーンホイストは、第６回目ごとの年次検査におい

て、上記項目の詳細点検を行うため分解しなければならな

い。4年ごとの荷重試験計画に該当するクレーンについて

は、この分解を第８回目の年次検査ごとに実施してもよい。 

     

10 メカニカルブレーキ 装置に損傷がないか、引きずりの兆候がないか、構成部品に

緩みや摩耗がないかを点検し、潤滑が適切であることを確認

する。締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がない

かを点検する。 
必要に応じて分解し、ブレーキライニングに摩耗、剥離、ま

たはてかりがないかを点検し、ドラムが滑らかであること、

ならびに過熱の兆候がないことを点検する。ブレーキが適切

に設定され、ブレーキシューの芯出しが正しいことを点検す

る。運転中に、両方向の動作においてブレーキの開放、噛み

合い、および停止動作が適切であることを確認し、過熱の兆

候がないかを点検する。 
 
注記：機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤ

を備えていないホイストで、そのブレーキが荷重の動きを停

止させる場合、分解を毎年実施しなければならない（４年ご

との荷重試験計画に該当するクレーンは４年ごと）。 
機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギアを備え

るホイスト、および保持ブレーキ、走行ブレーキ、旋回ブレ

ーキについては、第８回目の年次検査ごとに分解しなければ

ならない。 

     

11 油圧ブレーキ装置 装置に損傷がないか、引きずりの兆候がないか、構成部品に

緩みや摩耗がないかを点検し、潤滑が適切であることを確認

する。 
締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを点

検する。 
必要に応じて分解し、ブレーキライニングに摩耗、剥離、ま

たはてかりがないかを点検し、ドラムが滑らかであること、

ならびに過熱の兆候がないことを点検する。 
ブレーキが適切に設定され、ブレーキシューの芯出しが正し

いことを点検する。 
マスターシリンダーの油圧ブレーキ液量が適正であることを

確認する。 
配管に損傷、漏れ、または接続部の緩みの兆候がないかを点

検する。 
運転中は、両方向の動作においてブレーキの開放、噛み合

い、および停止動作が適切であることを確認し、過熱の兆候

がないかを点検する。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 検査項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

11 油圧ブレーキ装置 注記：機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤ

を備えていないホイストで、そのブレーキが荷重の動きを停

止させる場合、分解は毎年実施しなければならない（４年ご

との荷重試験計画に該当するクレーンは４年ごと）。 
機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤを備え

るホイスト、および保持ブレーキ、走行ブレーキ、旋回ブレ

ーキについては、第８回目の年次検査ごとに分解しなければ

ならない。 

     

12 エアブレーキ装置 装置に損傷がないか、引きずりの兆候がないか、構成部品に

緩みや摩耗がないかを点検し、潤滑が適切であることを確認

する。 
締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを点

検する。必要に応じて分解し、ブレーキライニングおよびデ

ィスクに摩耗、剥離、またはてかりがないかを点検し、ドラ

ムまたはローターが滑らかであること、ならびに過熱の兆候

がないことを点検する。 
ブレーキが適切に設定され、ブレーキシューおよびキャリパ

ーの芯出しが正しいことを点検する。エア配管に損傷や漏れ

がないか、接続部に緩みの兆候がないかを点検する。 
運転中は、両方向の動作においてブレーキの開放、噛み合

い、および停止動作が適切であることを確認し、エア配管お

よびエア操作弁の作動が正常であること、ならびにエア漏れ

がないことを点検する。 
 
注記：機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤ

を備えていないホイストで、そのブレーキが荷重の動きを停

止させる場合、分解は毎年実施しなければならない（４年ご

との荷重試験計画に該当するクレーンは４年ごと）。 
機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤを備え

るホイスト、および保持ブレーキ、走行ブレーキ、旋回ブレ

ーキについては、第８回目の年次検査ごとに分解しなければ

ならない。 

     

13 a 電磁ブレーキ装置 
（スラスターブレーキ

を含むシューおよびバ

ンドタイプブレーキ） 

装置に損傷がないか、引きずりの兆候がないか、構成部品に

緩みや摩耗がないかを点検し、潤滑が適切であることを確認

する。 
締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを点

検する。 
必要に応じて分解し、ライニングに摩耗、剥離、またはてか

りがないかを点検し、ブレーキドラムが滑らかであること、

ならびに過熱の兆候がないことを点検する。 
ブレーキが適切に設定され、ブレーキシューの芯出しが正し

いことを点検する。 
配線に損傷や劣化がないか、接続部に緩みの兆候がないかを

点検する。 
運転中は、両方向の動作においてブレーキの開放、噛み合

い、および停止動作が適切であること、ならびに開放と噛み

合いのタイミングが適切であることを確認し、過熱の兆候や

不完全な開放の兆候がないかを点検する。 
スラスターブレーキの場合、油圧スラスターアクチュエータ

ーのリザーバにおける作動油量が適正であること、ならびに

漏れがないことを確認する。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 検査項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

13 a 電磁ブレーキ装置 
（スラスターブレーキ

を含むシューおよびバ

ンドタイプブレーキ） 

注記：機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤ

を備えていないホイストで、そのブレーキが荷重の動きを停

止させる場合、分解は毎年実施しなければならない（４年ご

との荷重試験計画に該当するクレーンは４年ごと）。 
機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤを備え

るホイスト、および保持ブレーキ、走行ブレーキ、旋回ブレ

ーキについては、第８回目の年次検査ごとに分解しなければ

ならない。 

     

13 b 電磁ブレーキ装置（デ

ィスクタイプブレー

キ） 

ブレーキハウジングに損傷がないか、また金具類に緩みの兆

候がないかを点検する。 
締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを点

検する。 
ブレーキが適切に設定されていることを確認する。 
必要に応じて分解し、ブレーキディスク、スプライン、また

はその他の構成部品に損傷がないかを点検し、てかり、剥

離、構成部品の芯出し、ならびにブレーキライニングの厚さ

が適正であることを点検する。 
運転中は、両方向の動作においてブレーキの開放、噛み合

い、芯出し、ならびに停止動作が適切であること、開放と噛

み合いのタイミングが適切であることを確認し、異音がない

かを確認し、振動や過熱の兆候がないかを点検する。 
 
注記：機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤ

を備えていないホイストで、そのブレーキが荷重の動きを停

止させる場合、分解は毎年実施しなければならない（４年ご

との荷重試験計画に該当するクレーンは４年ごと）。 
機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤを備え

るホイスト、および保持ブレーキ、走行ブレーキ、旋回ブレ

ーキについては、第８回目の年次検査ごとに分解しなければ

ならない。  
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 点検項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

13 c 電磁ブレーキ装置（ワ

イヤロープドラムのキ

ャリパブレーキ） 

装置に損傷がないか、キャリパーの引きずりなどの兆候がな

いか、構成部品に緩みや摩耗がないかを点検し、潤滑が適切

であることを確認する。 
締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないかを点

検する。 
必要に応じて分解し、ブレーキライニングに摩耗、剥離、ま

たはてかりがないかを点検する。 
ドラムのブレーキ摺動面が滑らかであること、ならびに過熱

の兆候がないことを点検する。 
ブレーキが適切に設定され、キャリパーの芯出しが正しいこ

とを点検する。 
配線に損傷や劣化がないか、接続部に緩みの兆候がないかを

点検する。 
運転中は、両方向の動作においてブレーキの開放、噛み合

い、停止動作が適切であること、開放と噛み合いのタイミン

グが適切であることを確認する。 
皿ばねを備えたブレーキの場合、ブレーキサイクルカウンタ

ーに表示されたサイクル数を記録する。 
各ブレーキアクチュエーターの皿ばねに対して、累計サイク

ル数とそのアクチュエーターに規定された最大許容サイクル

数を比較し、いずれの皿ばねも最大値を超えていないことを

確認する。 
皿ばねのサイクル限界値とサイクル数は、当該機器の履歴フ

ァイルに記録しなければならない。（サイクルカウンターを

備えていないブレーキの場合、当該部隊はブレーキの使用状

況を保守的に見積もり、皿ばねが疲労寿命に達する前に確実

に交換すること） 
 
注記：機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤ

を備えていないホイストで、そのブレーキが荷重の動きを停

止させる場合、分解は毎年実施しなければならない（４年ご

との荷重試験計画に該当するクレーンは４年ごと）。 
機械式ロードブレーキまたは自己保持式ウォームギヤを備え

るホイスト、および保持ブレーキ、走行ブレーキ、旋回ブレ

ーキについては、第８回目の年次検査ごとに分解しなければ

ならない。  

     

14 シーブ、エコライザバ

ー 
シーブの溝に異常な摩耗や波状摩耗、平坦摩耗がないか、また

フランジに破損や亀裂がないかを点検する。 
締付具、保持器、給油金具に腐食、損傷、緩み、または欠落の

兆候がないかを点検する。 
ワイヤロープ摩耗ゲージを使用して、すべてのシーブのワイヤ

ロープ溝を測定する（ワイヤロープ公称径＋2.5 ％）。 
エコライザシーブおよびサドルについては、ワイヤロープと接

触する部分、ならびに排水不良により腐食が発生しやすい部分

を露出させて点検する。 
運転中は、すべてのシーブが自由に動作していることを確認

し、異常な遊びや過熱がないか、ベアリングや構成部品に摩耗

や損傷を示す兆候がないかを点検する。 
エコライザバーに損傷や劣化した構成部品がないかを点検し、

自由に動作すること、ならびに巻上げ動作範囲でバーが突き当

たらないことを確認する。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 点検項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

15 ワイヤロープドラム、

従動輪、および機械装

置取付け基盤 

ドラムに歪み、亀裂、または摩耗した溝がないかを点検し、締

付具に腐食、損傷、緩み、欠落の兆候がないか、ならびに溶接

部に亀裂の兆候がないかを点検する。 

ワイヤロープフォロワーの調整および芯出しが適切であること

を確認する。 

ベアリングに損傷、過熱、または異常な摩耗の兆候がないかを

点検する。 

機械装置の基礎に損傷や劣化がないかを点検し、締付具に腐

食、損傷、緩み、欠落の兆候がないか、ならびに溶接部に亀裂

がないかを点検する。 

運転中は、すべての操作状態においてドラム上にワイヤロープ

が少なくとも２巻残っていることを確認する（クレーン OEM
が要求する場合はそれ以上）。 

異音がないかを確認し、振動、過熱、ならびに構成部品やベア

リングの芯ずれ、摩耗、損傷を示す兆候がないかを点検する。 

ピローブロックに損傷がないかを点検し、特にせん断および引

張荷重を受ける鋳鉄製ピローブロックの亀裂の可能性に注意す

る。また、締付具に腐食、損傷、緩み、欠落の兆候がないか、

ならびに締め過ぎによる亀裂がないかを点検する。 

     

16 ワイヤロープ、締付具

および端末固定金具 
ワイヤロープ廃棄基準

については次ページを

参照のこと 

ワイヤロープの全長を入念に点検する。 
点検の範囲と詳細は、ワイヤロープ全体が使用可能であるこ

とを確認できる程度でなければならず、特に摩耗や損傷が予

想される部分、運転中や使用前点検時に通常オペレーターの

目に触れない部分、および耐回転形ロープに重点を置く。 
点検中は、ワイヤロープを可能な限り繰り出す。 
ドラムから繰り出せない部分については、ドラム上にあるロ

ープの目視点検で十分とする。 
著しい摩耗や露出、酷使を受ける部分については、選定箇所

のワイヤロープグリースを除去する。 
直径測定はロープ全長の数か所で実施し、最小寸法を備考欄

に記録する。 
エコライザシーブやサドルとの接触部、または排水不良によ

り腐食が発生しやすい部分を露出させて点検する。 
点検後は、点検箇所にグリースを再塗布する。 
ソケット、スイベル、トラニオンおよび接続部に、過度の緩

み、摩耗、亀裂、腐食、不適切な取付け、その他の損傷がな

いかを点検する。 
特に圧縮止めソケットの基部（ラグまたはベイル）からシャ

ンクへの移行部分を重点的に点検する。 
注入式（合金詰め）ソケットにおける過度の緩みとは、固定

材内におけるワイヤの緩みや滑りの兆候、固定材自体の劣化

の兆候、ソケット周辺のロープストランドや素線の緩み、ま

たはバスケット内の亀裂や他の欠陥による緩みを指す。 
ただし、固定材がバスケット内に正しく収まったことにより

生じた固定材とバスケット間の緩みは許容される。 
ドラム端末の固定金具は、経験上または外観上の兆候により

必要と判断された場合にのみ、切り離しまたは分解を実施す

ればよい。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 点検項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

17 ロードチェーン、チェ

ーンガイド、および 
スプロケット 

損傷や劣化がないか、締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落

の兆候がないか、ならびに溶接部に亀裂の兆候がないかを点検

する。チェーン長さの伸びを測定し、測定値またはゲージ部品

番号または図面番号を「備考」欄に記録する。 

OEM から特別な指示がない限り、チェーンがねじれていない

こと、リンク溶接部がロードスプロケットと反対方向を向いて

いることを確認する。 

運転中は、異音がないかを確認し、過熱がないか、内部構成部

品やベアリングに摩耗や損傷を示す兆候がないかを点検する。 

チェーンガイド、ガイドローラー、サイドプレート、およびチ

ェーン終端接続部に、締付具に緩みや損傷の兆候がないかを点

検する。 

チェーンバッグまたは収納容器については、余剰のロードチェ

ーンで過充填されていないこと、チェーンが適切に出入りして

いること、取付け用締付具または接続具が存在し、緩んだり損

傷したりしていないこと、ならびに容器が OEM の指示に従っ

て正しい位置と方向にあることを確認する。 
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ワイヤロープの廃棄基準 以下のいずれかの状態が認められた場合、損傷部分を取り除く（または、

必要に応じてすべて交換する） 
 

1. キンク、かご状変形、ドッグレッグ（折れ曲がり）、偏平部分、または圧潰部分を含むロープ構造

の変形 ロープの直線部において、キンク、かご状変形、ドッグレッグ（折れ曲がり）、偏平、また

は圧潰が見られ、心綱が欠落している、ストランドの間または中から突出している、あるいはロープ

がシーブやドラムの溝に適切に収まっていない場合は、廃棄対象とする（これはアイ、シンブル、シ

ャックル周辺の通過部には適用されない）。また、偏平部または圧潰部の直径が、公称径の 5/6未満で

ある場合も廃棄対象とする（これもアイ、シンブル、シャックル周辺には適用されない）。 

 

2. 素線切れ 
 

 廃棄基準となる目視確認可能な素線切れ数 

 ロープ公称径の 
6 倍を超える長さ 

ロープ公称径の 
30 倍を超える長さ 

ロープ種類 
1 本のストラン

ド内で 
全ストランド

にわたって 
全ストランド

にわたって 
谷部破損型 
注記 (1) 

端末処理部 
注記 (2) 

動索      
ストランド数 6 以下 19 等級 3 6 12 2 2 
ストランド数 6 を超える 19 等級 4 8 16 2 2 
ストランド数 6 以下 36 等級 5 10 20 2 2 
ストランド数 6 を超える 36 等級 6 12 24 2 2 
非自転性カテゴリー１ N/A 6 12 2 2 
非自転性カテゴリー2 N/A 2 4 2 2 
非自転性カテゴリー3 N/A 2 4 2 2 
静策      
すべて  3   3 
注記 
(1)  谷部破断が 1 箇所検出された場合、その検出箇所の両側について、公称径の 30 倍の長さの範囲を曲げながら

点検し、追加の素線切れがないか確認すること。 
(2)  端末処理部での素線切れについては、ロープ長を短縮しても支障がない場合に限り、端末を切断して再処理

することにより除去することができる。 
 
3. 直径の減少  ロープ全長にわたる直径の減少を評価するため、複数箇所でロープの直径を測定す

ること。廃棄基準は、いずれかの箇所で直径の減少が「直径減少に関する廃棄基準表」の値を超え

た場合とする。直径減少率の算出方法は、同表に記載されている。 

 

注記  

1. 公称径 (d)とは、ロープの名称または型式の指定に用いられる呼び径である。 
2. 実測径 (dm) とは、ロープの直径を実際に測定して得られる実測値である。 
3. 基準径 (dref) とは、著しい曲げ摩耗や、断面の変形・劣化などの影響を受けていないロープ部

分から測定された直径である。この測定は、新品ロープにおいては慣らし運転後に、既設ロー

プにおいては次回の保守点検の前または点検中に実施する。 
4. クレーンに装着されたロープの基準径 (dref) は、当該クレーンの機器経歴ファイルに記録・保

管しなければならない。 
5. 非自転性ロープにおける直径の減少は、心綱の破損を示唆している可能性がある。心綱が破損

している場合、撚りが伸び、局所的に直径が減少する傾向がみられる。 
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径の減少による廃棄基準 

 
dref からの減少率（公称径 d に対す

る割合%） 
FC で構成された標準ロープ  

すべて dref からの減少が 6.5 を超える 
IWRC で構成された標準ロープ  

ストランド数 6 以下 19 等級 dref からの減少が 5.0 を超える 
ストランド数 6 以下 36 等級 dref からの減少が 4.0 を超える 

ストランド数 6 を超える 19 等級 dref からの減少が 3.5 を超える 
ストランド数 6 を超える 36 等級 dref からの減少が 2.5 を超える 

非自転性ロープ  
すべて dref からの減少が 3.5 を超える 

% 減少率 =
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 − 𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑑𝑑
 X 100  

 

 

4. ストランドの飛び出しまたは落ち込み ストランドの飛び出しまたは落ち込みの高さまたは深さが

ストランド直径の 1/2を超える。 

 

5. 腐食 外側の素線表面に顕著なピッティング（孔食）が発生している場合や、谷間から磁性破片が

出てくるなど、内部腐食の明らかな兆候が見られる場合は、腐食が進行している状態とみなされる。

外側素線表面に軽度の表面粗さがある場合でも、著しいピッティングがなく、かつロープ内部に腐食

が見られないのであれば、許容される。著しいピッティングとは、個々の外側素線の元の直径の 1/3

未満の研磨では除去できないピッティングを指す。 

 

6. 熱による損傷 あらゆる原因による熱損傷の兆候。 

 

7. ロープのうねり うねりのあるロープ（ワイヤロープの長手方向が直線ではなく、らせん状の形状

をとるもの）で、うねり部分の外形直径が、当該ワイヤロープの公称径の 110パーセントを超える場

合（ロープがシーブやドラムを通過しない直線部では 133パーセントを超える場合）。評価の際に ISO 
4309を指針として使用すること。 

 

8. 欠陥の集積 危険な状態を生じさせると担当の検査員が判断した損傷の集積。 
 
9. スプライス ワイヤロープには、スプライスがあってはならない。 
 

注記：ストランドの飛び出し、うねり、偏平化した部分のあるワイヤロープや、小さな波形（コルゲ

ーション）が生じているシーブやドラムの部分については、摩耗の進行や巻掛けや巻取りの不具合が

生じる可能性があるため、検査頻度の増加を検討する必要がある。 
また、ワイヤロープが古くなり、耐用年数の終わりに近づくにつれて（許容範囲内での断線本数や他

の欠陥が増える場合）、検査頻度を増やすことも考慮すべきである。 
波形などに関する視覚的な例および追加の指針は、ASME B30.30 および ISO 4309 に記載されてい

る。合成繊維製ロープが使われている場合は、OEM および B30.30 の推奨事項に従うこと。 
 
 
 



 

D-13 

 

カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 点検項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

18 ホイストブロックおよ

びフック 
（ホイストに取付けの

フックも含む） 

ホイストブロック、チークプレート、スイベル、トラニオン、

および給油金具について、損傷や劣化、清浄状態、自由な動き

が確保されているかを点検し、締付具に腐食、損傷、緩み、ま

たは欠落の兆候がないかを点検する。 
止め輪（保持リング）に緩み、損傷、欠落、または不適切な寸

法がないかを点検する。 
フックおよび外れ止め装置に損傷がないかを点検する。 
ドリップパンおよびガスケットに損傷がないか、適切なクリア

ランスが確保されているか、締付具に腐食、損傷、緩み、また

は欠落の兆候がないかを点検する。 
ベアリングに損傷、過熱、または異常な摩耗の兆候がないかを

点検する。 
フックの詳細な検査および試験については付則 Eを参照するこ

と。 

     

19 絶縁リンク リンク表面にグラファイト、グリース、金属粒子、または錆筋

などの導電性汚染物が付着していないかを点検する。 
損傷がないかを点検する。 
絶縁リンクの詳細な検査および試験については、付則 Eを参照

すること。 

     

20 エアオペレーティング

装置 
モーター、バルブ、フィルタ、ウォーターセパレーター、シ

リンダー、配管、レギュレーター、および計器に部品の欠落

や損傷がないかを点検し、締付具に腐食、損傷、緩み、また

は欠落の兆候がないかを点検する。潤滑が適切であることを

確認する。 
装置が正常に作動することを確認し、漏れがないかを点検す

る。フィルタ、潤滑装置、またはウォーターセパレーターが

設置されていない場合は、当該装置について技術的な評価を

依頼する。 

     

21 走行路およびトロリの

給電（コレクターバ

ー、フェストゥーン、

およびケーブルトラッ

ク装置） 

装置および関連配線に損傷や劣化がないか、締付具や接続部に

緩みの兆候がないかを点検する（例、トラック接続部、トラッ

クハンガークランプ、エンドクランプまたはストッパー、サド

ル装置、ケーブルコネクタ、牽引トロリ）。 
コレクターシュー、スプリング、およびコンダクタバー表面に

過度の摩耗または芯ずれの兆候がないかを点検する。 
クリーニングシューは、コレクターバーの OEM が推奨し、か

つその指示に従う場合のみ使用すること。清掃後は必ずクリー

ニングシューを取り外すこと。 
正常に作動していること、ならびにすべての可動部が引きずり

なく自由に動作していることを確認する。 

     

21a クレーンの接地 第４回目ごとの年次検査において、橋形またはトロリフレーム

が橋形およびトロリ車輪とそれぞれのレールを介して接地され

ているすべてのクレーンについて、少なくともトロリまたは走

行レールの 4箇所で接地の信頼性を確認するための抵抗測定を

実施する（クレーンは無負荷状態とする）。 
抵抗値が 5オームを超える場合は、是正措置または技術部門に

よる評価を要する。車輪およびまたはレールは、抵抗値を５オ

ーム未満に下げるために清掃が必要となる場合がある（清掃を

行う場合は軌道全長を清掃すること）。 
抵抗測定は、ロードブロックと接地間、およびペンダントと接

地間の双方について実施しなければならない。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 点検項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

21a クレーンの接地 金属製ペンダントや外部ストレインリリーフ（張力緩和）用

ケーブル、チェーンまたは機構が存在しない場合、または金

属製ペンダントがなく、外部ストレインリリーフ用ケーブ

ル、チェーンまたは機構が非導電性である場合は、ペンダン

トと接地間の測定を省略してよい。 

汚染区域や汚れた区域、またはクレーンがこの確認で頻繁に

不合格となる場合は、より頻繁に確認を行う必要がある。 

確認で不合格となった場合は、海軍クレーンセンター（コー

ド03）に報告しなければならない。 

     

22 ケーブルリール リール装置および関連配線に損傷や劣化がないか、締付具や接

続部に緩みの兆候がないかを点検する。 
スリップリングに損傷、劣化、過度の摩耗、条痕、アークまた

は過熱の兆候がないか、さらに接触が適切であるかを点検す

る。正常に作動していることを確認する。 

     

23σ 電気設備および一般照

明器具 
電線管、配線電路、ジャンクションボックス、照明器具、およ

び関連配線に損傷や劣化、水の浸入がないか、また構成部品や

接続部に緩みの兆候がないかを点検する。 
照明が正常に点灯することを確認する。 
部隊の技術部門は、天候への曝露状況や過去の点検結果に基づ

き、密閉筐体を開放する頻度を減らすことができる。 
ただし、その頻度は８回目ごとの年次検査より少なくしてはな

らない。 

     

24 制御盤 
リレー 
コイル 
切り替えスイッチ 
遮断スイッチ（主電源

遮断スイッチを含む） 
コンダクタ 
電気駆動（ソリッドス

テート）制御装置 
ブレーキセンサ、近接

スイッチ 

接点について、適正な位置にあること、ピッティングがない

こと、過度の加熱やアークの兆候がないことを確認する（分

解せずに実施）。 
切換スイッチ、遮断スイッチ、導体、コイル、接触リード、

および分流器について、絶縁破壊や部品の脱落、過熱の兆候

がないか点検する。 
配線に損傷や劣化がないこと、接続部に緩みの兆候がないこ

とを点検する。 
ヒューズの定格および種類が適正であること、さらに接続部

に緩みや過熱の兆候がないことを点検する（分解については

注記１を参照）。 
過負荷保護装置の接続部に緩みや過熱の兆候がないことを点

検する。 
遮断器およびスイッチについて、清浄状態であること、部品

の緩み・損傷・摩耗・欠落がないこと、正常に作動すること

を点検する。 
配電盤およびアークシールドに亀裂がないこと、締付具に腐

食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないこと、さらに清浄

状態および湿気の有無を点検する。 
リレー、スイッチ、接触器、およびインターロックを手動で

操作し、すべての可動部が引っ掛かりや過度の遊びなく自由

に動くことを確認する。 
筐体について、清浄状態および損傷の有無を点検し、締付

具、支持部品、ガスケットに腐食、損傷、緩み、または欠落

の兆候がないかを点検する。 
作動中にパネル表示灯が正常に点灯していること、接触器の

作動順序が正しいことを確認する。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 点検項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

24 制御盤 
リレー 
コイル 
切り替えスイッチ 
遮断スイッチ（主電源

遮断スイッチを含む） 
コンダクタ 
電気駆動（ソリッドス

テート）制御装置 
ブレーキセンサ、近接

スイッチ 

ブレークセンサースイッチの設定が適正であり、正常に作動

していることを確認する。 
環境制御装置（例、ストリップヒーター、冷却ファン）が正

常に作動していることを確認する。 
電子（ソリッドステート）駆動制御装置の配線について、損

傷や劣化がなく、接続部に緩みの兆候がないことを点検す

る。構成部品について、損傷や過熱の兆候がないことを分解

せずに目視点検する。 
駆動装置が乾燥しており、ほこり・汚れ・粉塵がないことを

確認する。該当する場合または可能な場合、駆動装置のバッ

クアップバッテリの状態を点検し、必要に応じて交換する。 
遮断スイッチが遮られることなく、米国電気工事規程

（National Electric Code: NFPA 70）に従い、作業員が容易にア

クセスできる状態であることを確保する。 

     

  第８回目の年次検査ごとに、遮断スイッチや安全スイッチの

スイッチ機構およびハンドルが、遮断（オフ）状態にロック

されているときに通電（オン）状態へ移動できないこと、さ

らにハンドルがそのスイッチが通電状態か遮断状態かを正し

く示していることを確認する。 

     

25 コントローラ 運転室内コントローラおよび床上操作式コントローラについ

て、スプリングの破損や緩み、操作レバーや押しボタンの亀

裂や緩み、接点やセグメントのピッティングや焼損がないこ

とを点検する。 
セグメントディバイダおよび絶縁体の破損、接触圧力の不適

正、過度のアーク発生、カム・ピン・ローラー・チェーンの

摩耗または緩み、締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の

兆候がないことを点検する。 
配線、シール、ブーツ、ガードについて、損傷や劣化がな

く、接続部に緩みの兆候がないことを点検する。 
ペンダントケーブルについて、取付金具で適正に固定されて

いること、張力緩和用ケーブルがペンダントの重量を完全に

支持していることを確認する。 
識別銘板および方向指示器を点検し、クレーンとコントロー

ラの水平方向指示が一致していることを確認する。クレーン

の方向指示がオペレーターの全操作位置から視認可能である

場合、方向指示はクレーン本体ではなく施設に設置されてい

る場合がある。 
ベアリング、スターホイール、歯止めなどの部品が適正に潤

滑されていることを点検する。 
作動中に、速度切替の順序が適正であること、表示灯および

デッドマンスイッチが正常に作動することを確認する。スプ

リングの自動復帰および中立位置での確実な保持が適正であ

ることを確認する。 
二次または予備コントローラを使用するクレーンについて

は、すべてのコントローラを、この検査または CCIR または

試験のいずれかで操作試験しなければならない。CCIR または

試験で実施する場合は、備考欄にその旨を記載すること。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 点検項目 保守検査の仕様 検査対象装

置 
状態 

S U C NA 
26 σ 抵抗器および変圧器

（制御盤の外） 
抵抗器、変圧器（制御盤外）、絶縁体、およびブラケットに

損傷、歪み、劣化がないか、また締付具に腐食、損傷、緩

み、欠落、または過熱の兆候がないか調べる。 
配線および接続部に損傷、劣化または腐食がないか、さらに

緩みの兆候がないか調べる。 
状態に疑問がある場合、または部隊の技術部門が推奨する場

合は、正常な性能を確認するため抵抗測定またはその他の確

認を実施しなければならない。 
部隊の技術部門は、過去の検査結果に基づいてこれらの検査

の頻度を軽減することができる。軽減した場合でも、その頻

度は第 6 回目ごとの年次検査より少なくしてはならない。 

     

27 モーター（巻上、旋

回、走行） 
モーター（整流子やブラシなど確認可能な内部領域を含む）

および関連する配線の清浄度、損傷、劣化の有無、ならびに

接続部の緩みの兆候を調べる。潤滑が適正であるか調べる。 
スリップリングに損傷や適正でない接触がないか調べ、整流

子については整流不良の形跡がないか調べる。 
ブラシの押付圧および長さが適正であるか調べる。 
絶縁に劣化や過熱の兆候がないか調べる。 
作動中に、内部構成部品や軸受に異常振動、過熱、心ずれ、

摩耗、損傷の兆候がないか調べる。 
 
環境装置（例、ストリップヒーター、冷却ファン）が正常に

作動していることを確認する。 
モーターエンコーダ（または他のフィードバック装置）が正

常な状態であり、心ずれの兆候がないか調べる。 
取付用締付具に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がない

か調べる。 

     

28 うず電流ブレーキ（エ

ディーカレントブレー

キ） 

清浄度、損傷または劣化を調べる。接続部に緩みの兆候がな

いか調べる。 
適正な潤滑状態であるか調べる。配線に損傷や劣化がない

か、また接続部に緩みの兆候がないか調べる。 
作動中に異音がないか調べる。振動や過熱がないか、または

内部構成部品やベアリングに心ズレ、摩耗、損傷などの兆候

がないか調べる。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 点検項目 保守検査の仕様 検査対象装

置 
状態 

S U C NA 
29 リミットスイッチおよ

びバイパススイッチ 
カバーを取り外し、電気および機械構成部品に損傷や劣化が

ないか、また接続部に緩みの兆候がないか調べる。 
筐体に湿気やアーク痕がないか確認する。 
配線に損傷や劣化がないか、また接続部に緩みの兆候がない

か調べる。 
駆動部品および作動部品に損傷や劣化がないか、適正に潤滑

されているか、また接続部に緩みの兆候がないか調べる。 
作動中に、常用および非常用リミットスイッチ、表示灯、設

定、ならびにバイパススイッチが正常に機能していることを

確認する。ブロックを用いてリミットスイッチを作動させ、

非常用巻上リミットスイッチが適正に作動・設定されている

こと、さらにブロックが過巻上（ツーブロック）とならない

ことを確認する。 
この確認はクレーン（またはリミットスイッチ）の耐用期間

中に少なくとも一度実施し、記録しなければならない。設定

に影響が及んだ場合、または変更された場合は再実施するこ

と。 
実施前にスイッチが電気的に正常作動することを確認し、損

傷を防ぐため監視員を配置する。 
この検査、CCIR、または付録 Eの無負荷試験において、手動

または他の方法でスイッチを作動させ、電気的機能を年に 1
度確認する。 
非常用上限リミットスイッチまたは下限リミットスイッチの

正常作動確認を CCIR または付録 E の無負荷試験で行った場

合は、その旨を備考欄に記載する。減速リミットスイッチが

正常に機能していることを確認する。 

     

30 σ 運転室 漏れ、ガラスの破損、劣化、清浄度を点検する。 
ルーバー、ドア、窓、ワイパー、ヒーター、エアコン、操縦

席、通信機器が正常に作動することを確認する。 

     

31 警報装置、操作補助 
一般安全装置（警笛、

ベル、ライトなど）風

速計、有効化スイッチ 

構成部品および関連配線に損傷や劣化がないか、また接続部に

緩みの兆候がないか点検する。 
部隊の技術部門は、天候への暴露状況や過去の点検結果に基づ

き、筐体の開放点検頻度を軽減することができる。ただし、そ

の軽減した頻度は８回ごとの年次検査より少なくしてはならな

い。 
作動中に装置が正常に機能することを確認する。 
風速計が正常に作動することを確認する。 
有効化スイッチが正常に作動することを確認する。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 点検項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

32 荷重警報装置、荷重停

止装置 
配線に損傷や劣化がないか、また接続部に緩みの兆候がないか

点検する。荷重試験を実施する年に限り、これらの装置は本検

査、CCIRまたは荷重試験において正常に作動するか試験しな

ければならない（CCIR または荷重試験で実施した場合は

「N/A」と記載し、備考欄にその旨を記入する）。 
装置の OEM による指定がない場合、すべての装置の推奨精度

要件は、設定点での実荷重の値から 10 % を差し引いた値にお

いて警報または停止することである。 
推奨精度要件を満たせない場合、最小精度要件は、設定点での

実荷重に対し +5 %/−10 % の範囲で警報または停止することで

ある。 
試験は定格荷重の 125 % を超えてはならない。 
本検査項目は過荷重クラッチには適用しない。過荷重クラッチ

については 36 項を参照すること。 
試験では、過荷重警報または停止装置が正常に作動し、過荷重

を警報または防止すること、かつ不必要に低い荷重で作動しな

いことを確認する。 
試験値は試験荷重の入手可能性に依存するため、上記の精度許

容値を正確に証明することは要求されない。 

     

32 a 荷重表示計 配線に損傷や劣化がないか、また接続部に緩みの兆候がないか

点検する。 
荷重試験を実施する年に限り、これらの装置は本検査、CCIR
または荷重試験において正常に作動するか試験しなければなら

ない（CCIR または荷重試験で実施した場合は「N/A」と記載

し、備考欄にその旨を記入する）。 
装置の OEM による指定がない場合、すべての装置の推奨精度

要件は、実荷重に対して +10 ％/−0 ％ の範囲とする。 
推奨精度要件を満たせない場合の最小精度要件は、実荷重に対

して +10 ％/−5 ％ の範囲とする。 
定格荷重の 125 ％ を超える荷重で試験を行ってはならない。 

     

33 σ 性能表示およびつり上

げ能力の表示 

性能表示およびブラケットに損傷や劣化がないか、また締付具

に腐食、損傷、緩み、または欠落の兆候がないか点検する。 
つり上げ能力の表示が正確であり、ポンド単位で表記され、か

つオペレーターおよび玉掛作業員から視認可能であることを確

認する。 
連動式モノレール装置など、一本のビーム上に複数のホイスト

を配置できる場合には、 

     

34 σ 消火器 検査が最新であることを確認する。      

35 クレーンダビット ダビットの構造が正常に作動していること、ならびに損傷の兆

候がないことを確認する。 
ダビットロープに切断、異常摩耗、熱損傷、または変色がない

ことを確認する。 
滑車装置（タックル）が自由に動作し、正常に作動することを

確認する。 
フックおよび滑車付属金具に損傷や腐食の兆候がないことを確

認する。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 検査項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

36 過荷重クラッチ 
エアホイストの荷重制

限クラッチ 

リミットスイッチを備えていないエアホイストについては、

OEM手順が存在する場合にはそれに従う。ただし、OEM手順

が定格荷重の 125%を超える過荷重を要求する場合は、その手

順に従ってはならない。 
OEM手順が存在しない場合は、過負荷クラッチを点検するた

め、可能な限り最低速でストッパーまたはブロックをホイスト

上部フレームに接触させる。巻上げを継続し、クラッチ作動音

を確認する。クラッチ作動音が全く聞こえない場合は、詳細調

査のためホイストの OEMに問い合わせること。 
試験荷重を使用する場合は、定格荷重の 125%を超えて試験し

てはならない。必要に応じて、ブロック上部とホイスト上部フ

レームの間に当て物または緩衝材を仮設し、小規模な損傷を防

止すること。 
ブロックを上部ホイストフレームに当てる代替方法として、当

該ホイストにテールチェーンストッパーが装備され、かつ

OEM取扱説明書にその旨が記載されている場合には、ブロッ

クをゆっくり降下させてテールチェーンストッパーがホイスト

フレームに接触するまで下げることで過負荷クラッチを試験で

きる。この場合、クラッチが正常に機能していればスリップす

る。 
この検査項目はエアホイスト専用であり、手動式および電動式

ホイストには適用しない。 
電動式ホイストについては、形式や製造年式によって過負荷ク

ラッチの設定が大きく異なり、またモーターの回転子が固定さ

れた状態で極めて大きなトルクが発生するため、過負荷クラッ

チの試験を実施してはならない。 

     

37 給油および保守記録 前回の年次保守検査以降の給油および整備記録を精査し、給油

および整備が所定のとおり実施されていることを確認する。 
     

38 エアホイストまたはク

レーンエアフィルタ

ー、除水セパレーター 

エアまたはウォーターセパレーターおよび潤滑装置の保守に関

して、ホイストまたはクレーンの整備記録を確認する。 
     

38 a 建屋エアシステムの整

備記録 
可能な場合は、前回の年次保守検査以降の建屋エアシステムの

整備記録を確認し、当該エアシステムが維持されていることを

確認する。 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 
シート____ OF _________ 

クレーン タイプ OEM つり上げ能力 

項目

番号 検査項目 保守検査の仕様 検査対象 
装置 

状態 
S U C NA 

        

        

        

        

        

        

        

        

備考： 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 

不具合項目 
シート____ OF _________ 

クレーン 

注記：不合格と判断した項目について説明し、是正措置のために発行された SRO/WO 番号を列記する。不合格項目の是正を済ませた、

または現状の状態を容認したことを確認するための署名と日付を記入する。延期した項目について該当の SRO/WO 欄に“D”と注釈を

付けて識別する（修理の延期に関する要求事項は第 3章を参照のこと）。 
項目

番号 不具合内容 SRO/WO 
番号 

是正措置の確認 
（署名と日付） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

機械機器検査担当員（署名） 日付 電気機器検査担当員（署名） 日付 

機械機器検査担当員（署名） 日付 電気機器検査担当員（署名） 日付 

項目２に基づくレール検査実施済み

（署名） 
日付 項目２に基づくレール検査実施済み

（署名） 
日付 

機械担当保守員（署名） 日付 電気担当保守員（署名） 日付 
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 

ブレーキデータ 
シート____ OF _________ 

クレーン： 
検査担当者への注記： ブレーキまたは OEM が推奨するとおり該当するデータを記入する。検査済の実測値を｢検査｣欄に記録する。調整が行なわれた場合、調整済の設定

を｢調整｣欄に記録する。それ以外は｢NA｣と記す。修理記録番号と必要な是正措置を備考欄に記入する。 
ブレーキ 型式 スプリングの長さ 

トルク設定 
エアギャップ 

プランジャストローク 
ライニングの厚さ 

  最小値 最大値 実測値 最小値 最大値 実測値 最小値 実測値 

検査 調整 検査 調整  
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カテゴリー２およびカテゴリー３クレーン年次保守検査仕様と記録 

ブレーキデータ 
シート____ OF _________ 

備考： 
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（余白） 



E-1 

付則 E 
クレーン試験手順 

 
1. 概要 
 
1.1. カテゴリー１からカテゴリー３までのクレーン等搬送装置・玉掛用具 (WHE) は、機器の

種類に応じて、本付則に記載された該当の項に従って試験を実施しなければならない。特に記

載のない限り、試験の順序は担当の荷重試験監督官（テストディレクター）の裁量に委ねられ

るが、無負荷試験は必ず最初に実施しなければならない。公称試験荷重は、特に記載がない限

り、定格容量の 125 パーセントとする。ただし、移動式クレーン、航空機用クラッシュクレー

ン、移動式ボートホイスト、タイヤ式ガントリークレーン、屈曲形ブームクレーンおよび伸縮

形ブームクレーンでは 100 パーセント、第三者認証（TPC）の場合は 110 パーセントとする。

海軍の保有するクレーンは多種多様であるため、個々のクレーンや構成部品ごとに特定の試験

をすべて網羅することは困難であり、一部の試験が適用されない場合もある（例、一部の移動

式または屈曲形ブームクレーンには、アウトリガやスタビライザが装備されていない場合があ

り、また、移動式でないクレーンには、多層ドラムが装備されていることがある。テストディ

レクターは、荷重試験中にワイヤロープを保護するため、移動式クレーンに関する注意事項を

適用すべきである）。該当するすべての試験を実施しなければならず、さらに荷重支持、荷重

制御、または運転上の安全に影響を及ぼすすべての構成部品や機能についても、試験が実施可

能であり、部隊の技術部門が判断し、使用許可認証担当官が承認した場合には、具体的な記載

がなくても試験を行い、記録として残さなければならない。これには、スラックラインインジ

ケータ、三次ブレーキ、デッドマンスイッチ、走行停止・減速スイッチ、ツーブロック損傷防

止装置、巻上・走行の低速または減速モード、その他の機能・装置が含まれる。玉掛用具がク

レーンの一部を構成し、かつ取り外されていない場合には、第 14 章に従って単独で試験するの

ではなく、クレーンの一部として試験を受けることができる。本付則に定められた限界を超え

る荷重での荷重試験は許可されていない。テストディレクターは、必要に応じて、リミットス

イッチ、LMI（荷重モーメントインジケータ）、停止装置を一時的に無効化する権限を有す

る。 
 
1.2. クレーンの形式に従い該当するすべての項目に関する試験結果を状態検査および試験証

明書（図 4-1）に記録しなければならない。適切な事項を各欄に記録しなければならない。試

験対象のクレーンには該当しない欄がある場合、その欄には、入力項目として該当なし

（N/A）と記録しなければならない。 
 
1.3. 検査員は、荷重試験の実施中、安全装置、電気機器、機械装置、および構造部に不適切

な動作や劣化状態がないかを確認し、試験監督官を支援しなければならない。試験の継続に支

障を来す不具合が認められた場合は、速やかに試験監督官に報告しなければならず、監督官は

当該不具合が是正されるまで試験を中断しなければならない。構造部（ブリッジ、ジブ、ブー

ム等）のたわみ試験は、いかなるクレーンにも必須ではないが、たわみ量に疑問がある場合

や、過去の試験結果と比較して著しい変化が認められる場合には、所属部隊の技術部門に判断

を委ねるべきである。試験項において試験荷重の降下の有無を確認するよう指示されている場

合には、測定、表示、またはその他の明確な方法により、試験荷重が降下していないことを確

認しなければならない。常用ホイスト用リミットスイッチについては、まず手動または遠隔で

作動させ、正常に動作することを確認してよいが、最終的かつ正式な文書化を伴う確認では、

フックブロックまたはブーム（または設計された方法）によって実際に作動させ、設計どおり

にかつ正しく設定されていることを確認しなければならない。非常用リミットスイッチの試験



E-2 

については、付則 C（項目 64）または付則 D（項目 29）を参照のこと。新設または改造された

上限リミットスイッチについては、巻上速度を上げた状態で初期設定および動作を確認するた

めの代替試験が求められる場合がある。その場合は海軍クレーンセンター（コード 03）に問い

合わせること。 
 
1.4. フックアセンブリの検査および試験 
 
注記 本項（1.4）およびその補足項の基準は、ロードフックおよびホイスト取付用フックの両

方に適用される。ただし、部隊がフック取付型ホイストをカテゴリー２またはカテゴリー３ク

レーンとして扱う場合に限る。また、1.4.4 項から 1.4.6 項に記載されているフックの非破壊検

査（NDT）の要件は、手動式ホイストには適用しない。ここでいうフックには、必要に応じて

シャンク延長部、クレビス、または同等の構成部品を含むものとする。 
 
1.4.1. フックおよびナットの年次目視検査 スイベルおよびピンに摩耗の痕跡がないか、ま

た、外れ止め正常に作動し、良好な状態にあるかを確認する。腐食、変形、摩耗の有無を点検

する。さらに、欠け、亀裂、または当たり傷などの異常がないかを確認すること。すべての亀

裂は除去しなければならない。その他の異常も除去すること。ただし、判断に迷う状態につい

ては、所属部隊の技術部門に確認し、処置を仰がなければならない。欠陥の除去は、研削によ

ってのみ実施すること。熱処理や溶接による修正は認められない。肉眼で明らかに、正常な形

状から外れた曲がりやねじれが確認された場合、そのフックは使用を中止しなければならな

い。曲がったりねじれたりしたフックを元に戻す処置は行ってはならない。研削は、品物の輪

郭に沿って最大１対:３のテーパー（すなわち最大勾配）で滑らかに仕上げること。除去した亀

裂については、1.4.4 項に従って非破壊検査を実施しなければならない。フックをクレーンに取

り付けたまま、規定どおりに欠陥を除去した場合には、荷重試験および再認証は不要である。

ただし、フックやナットを分解または取り外して修理する場合は、荷重試験が必要となる。 
通常の摩耗や欠陥の除去によって、OEM が定める公称寸法から 10 パーセント以上減少した場

合（OEM の推奨がより厳格な場合はそちらに従う）、そのフックは廃棄しなければならな

い。フックは、透明な防錆剤を除き、塗装またはメッキしてはならない。ただし、目視による

亀裂検査を妨げない範囲で、フック製造者（OEM）が指定する防錆剤を塗布することは可能で

ある。その際、当該防錆剤が合成繊維製スリングや用具に悪影響を及ぼさないことを確認する

こと。 
 
1.4.2. フックの開口部 フックの開口部については、２か所の測定点（トラムポイント）を設

け、その間の距離を測定することで初期基準寸法を確立しなければならない。トラムポイント

間距離の基準寸法に対する推奨許容誤差は、1/32 インチから 1/16 インチとする。この基準寸法

は、フックの耐用期間中、機器経歴ファイルに保管しなければならない。トラムポイント間の

距離は、荷重試験の実施前後（無負荷年の場合は試験前のみ）に測定し、初期の基準寸法と比

較しなければならない。フックの開口部が、基準寸法から 5 パーセントを超えて拡大し、かつ

1/4 インチ（またはフック OEM の推奨値）を超えない範囲にある場合でも、当該フックは廃棄

しなければならない。 
 
1.4.3. フックの分解および目視検査 フックの非破壊検査 (NDT)（1.4.3.1 項参照）に併せて、

フック、保持ナットまたはアイピン（および該当する場合はスイベルアイバー）、およびベア

リングをブロックから取り外し、入念に点検しなければならない。フックおよび保持ナットの

ねじ部については、摩耗の有無を目視で確認すること。すべての構成部品に腐食損傷がないこ

とを確認しなければならない。ブロックのベアリングプレートは、亀裂、摩耗、その他の損傷
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がないか目視で検査すること。ベアリングについては、異常な摩耗の兆候がないか、および自

由に回転するかを確認すること。組立ての際には、必要に応じてすべての構成部品に潤滑を行

うこと。 
 
1.4.3.1. 炭素鋼鍛鋼品フックおよび手動式ホイストのフックに関する特別分解要件 炭素鋼鍛

鋼品フックおよび手動ホイストに使用されるフックについては、以下の追加的な分解および検

査要件が適用される。 
 

a. 部隊の技術部門または検査部門は、運用条件に応じて、フックの NDT 周期よりも

高頻度で炭素鋼鍛鋼品フック、ナット、およびベアリングの分解および検査を実施すべ

きかどうかを判断しなければならない。 
 
b. 腐食性環境または屋外への曝露がある炭素鋼鍛鋼品フックについては、少なくと

も以下の頻度でフック、ナット、およびベアリングを目視検査のために分解すること。

カテゴリー１クレーンは、第９回目の「B」定期保守（PM）ごと。カテゴリー２および

３クレーンは、４年ごとの荷重試験のうち、２回目ごと（すなわち８年ごと）。また、

同様の環境下にある手動ホイストのフックについても、最低でも２回目の４年ごとの荷

重試験の際に分解すること。なお、部隊の技術部門は、過去の運用実績および検査結果

に基づき、この特別な分解および検査の実施頻度を緩和することを許可する場合があ

る。 
 
1.4.4. フックの NDT フック全体および、必要に応じてアイピンまたはスイベルアイバーに

ついては、以下に示すフックの材質に応じた周期で、欠陥の有無について非破壊検査（NDT）
を実施しなければならない。フックナットについては、NDT は不要である。各フックの材質は

機器経歴ファイルに記録し、NDT の有効期間は以下の使用許可認証周期に準ずる。 
 
炭素鋼鍛鋼品：NDT 実施後、23 回の認証周期を無検査で経過した後、24 周期目に再検査。 
 
合金鋼鍛鋼品：NDT を実施後、７回の認証周期を無検査で経過した後、８周期目に再検査 
 
鋳鋼品または鋳鋼合金：NDT 実施後、６周期ごとに NDT を実施。 
 
青銅またはステンレス鋼：NDT 実施後、６周期ごとに NDT を実施。 
 
注記 
 
1. 材質または製造方法が特定できない場合、つり上げ能力が 30 トンを超えるフックは鋳鋼

製として扱うこと。30 トン以下のフックは、ステンレス鋼または青銅製でないことが確認され

た場合、合金鋼鍛鋼品として扱わなければならない。 
 
2. フックの OEM 定格容量がクレーンの認証荷重を上回っている場合、または、年間のつり

上げ回数が 3000 回未満と文書化されている場合（例、20,000 ポンド定格のクレーンに 50,000
ポンド定格のフックが装着されている場合、または年間 1000 回の使用記録がある場合）、

NDT の実施周期を上記より延長することが可能である。周期緩和を希望する場合は、RCDR
（修理変更要求）に詳細を記載し、海軍クレーンセンターに提出しなければならない。 
 
1.4.4.1. フックの NDT 方法 NDT は、NAVSEA 技術文書 T9074-AS-GIB-010/271 に従い磁粉
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探傷（MT）法によって実施しなければならない。ASTM A275 に基づく検査も、以下の制限を

満たす場合に限り使用可能である。DC ヨーク（DC モードで使用される AC/DC 切替型ヨーク

を含む）および永久磁石ヨークは使用してはならない。乾燥磁粉の吹き付けや除去において

は、手動式ブロワー以外の自動粉体吹付機器または他の強制送風機器の使用を禁止する。アー

クストライクは除去しなければならない。使用する機器の電流計は、フルスケールに対して±

5 パーセント以内の精度を有すること。なお、検査手順書において、すべての検査に適切な磁

界強度を確立・確認するため磁場指示器を使用することが明記されている場合に限り、上記以

外の精度の電流計の使用も認められる。非磁性材料製のフックについては、ASTM E1417 また

は T9074-AS-GIB-010/271 に従い、浸透探傷（PT）法によって NDT を行わなければならない。 
ステンレス鋼、チタン、またはニッケル系合金を含むフックを PT 法で検査する場合は、

T9074-AS-GIB-010/271 に定めるとおり、NDT で使用する総ハロゲンおよび硫黄の含有量を管理

しなければならない。小径の穴（例、フックまたはナットのロールピン穴）内部に対して NDT
が実施できない場合は、可能な限り目視検査を行うこと。前述の PT 法は、MT 法の代替として

これらの穴内部の検査にも使用可能である。合否判定基準としては、1/16 インチを超える線状

欠陥が存在しないこととする。ただし、フック外側のねじ部については、1/16 インチ以上の線

状欠陥がないことに代えて、SAE J123 または ASTM F788 に基づく合否基準を適用してもよ

い。NDT は、荷重試験を実施する前に行わなければならない。 
 
また、NDT プローブによって生じたアークストライクについては、T9074-AS-GIB-010/271 に
基づき、酸性薬品による除去を行う必要はなく、そのまま残しておくことができる。ただし、

それ以外の原因によって生じたアークストライクは、NAVSEA 技術文書の規定に従って除去し

なければならない。 
 
所属部隊の技術部門は、フックの先端など荷重支持を伴わない部位における線状欠陥につい

て、受入可能かどうかの評価を行うことができる。さらに、その他のすべての線状欠陥につい

ても、その関連性の有無を、前述の該当する NAVSEA 技術文書に基づいて評価することがで

きる。 
 
1.4.5. NDT 品質保証要件 NAVSEA、NAVAIR、艦船、またはたはそれと同等の品質保証プ

ログラム要件を満たす NDT 品質保証プログラムを有する海軍部隊を、NDT 実施の委託先とし

て可能な限り優先的に利用すべきである。民間の NDT 業者を利用して NDT を実施する場合

は、以下の要件を満たさなければならない。 
 

a. 検査業者は、ASTM E543 の要件に適合していることを証明する書面を提出しなけ

ればならない。この証明書は最新であること、すなわち、NDT 実施日から１年以内の

日付のものでなければならない。 
 

b. 検査業者は、被検査品の種類、形状、寸法（例、シャンクフック、アイフック、ダ

ブルフック、アイピン、スイベルアイバー）に応じた技術文書および手順書（テクニッ

クシートを含む）を作成し、審査のため提出しなければならない。磁粉探傷法を使用す

る場合、手順書には、フック、スイベルアイバー、またはアイピンを磁化装置に対して

どのように配置するかを明確に記載しなければならない。これらの手順は、当該 NDT
方法において認定されている、かつ業者から独立したレベル３試験官によって審査され

なければならない。NDT 要員を有していない部隊は、実費精算にて、国防契約管理局

や造船監督官など、他の海軍部隊や政府機関にこの審査を依頼することができる。 
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c. 検査業者の証明書および承認済みの手順書は、当該 NDT 期間中を通じてファイル

に保管しておかなければならない。 
 
1.4.6. フックの識別 各フックおよび、必要に応じてアイピンまたはスイベルアイバーには、

NDT 成績書と確実に紐づけられるよう、何らかの恒久的な方法によって固有識別表示を施さな

ければならない。フックおよびアイピンまたはスイベルアイバーの識別表示は、それらをクレ

ーンまたはホイストに取り付けた状態で視認可能でなければならない。可能であれば、その他

の構成部品についても、クレーンまたはホイストに取り付けた状態で識別表示が確認できるよ

うにすること。表示の位置は、フックの強度を低下させない箇所に施さなければならない。 
 
1.5. 絶縁リンクの検査および試験 
 
1.5.1. 一般検査 リンク表面が清浄であり、外周面に導電性物質（例、グラファイトグリー

ス、金属粒子、または錆の筋など）が付着していないことを確認すること。明らかな機械的損

傷がないことを点検する。外装カバーに生じた小さな欠け、切れ、裂け、または擦り傷は許容

される。ASTM F2973 に従い、定期検査を実施すること。 
 
1.5.2. リンクの識別 各リンクには、基準トラム寸法および NDT 成績書との確実な対応が

可能となるよう、恒久的な方法で固有の識別表示を施さなければならない。 
 
1.5.3. 寸法検査 初めて絶縁リンクを取付ける前に、リンクの絶縁体を横切る位置に測定点

をそれぞれ設けて、基準となる距離を測定する。この二点間距離を荷重試験の前と後に測定す

る。実測値を基準値と比較する。実測値がその基準値より１パーセント超える場合には、この

リンクを不合格とする。 
 
1.5.4. リンクの分解および非破壊検査（NDT） フックおよびナットの分解に併せて、リン

クおよび連結スタッドを分解すること。リンクの金属端部については、ねじ部の損傷、摩耗、

腐食の有無を目視で点検する。分解中のリンクへの湿気の侵入を防止するため、ねじ穴には一

時的にシールテープを貼付すること。スタッドには、ASTM A275 または NAVSEA 技術文書 
T9074-AS-GIB-010/271 に従って、磁粉探傷検査（MT）を実施すること。合否判定基準は、

1/16 インチを超える線状欠陥がないこととする。なお、前述のフックに適用される NDT 品質

保証要件は、本検査にも適用される。 
 
1.5.5. 電気試験 リンクをクレーンに再組立てした後、ならびに毎年の使用許可認証の際

に、ASTM F2973 に従って、リンクの使用中電気試験を実施しなければならない。 
 
1.6. 荷重試験の前提条件 
 
1.6.1. 試験区域 安全な試験区域を選定し、試験区域からすべての車両、無許可作業員およ

び機器を退出させなければならない。試験区域にはロープを張るか、または他の方法で区切

り、無許可作業員や機器が立ち入れないようにしなければならない。 
 
1.6.2. 玉掛け 玉掛用具は、第 14 章の要件に適合していなければならない。 
 
1.6.3. 試験荷重 試験荷重には、明らかな損傷がないかを目視で点検しなければならない。

損傷がある場合は、使用前に修理を行うこと。 
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1.6.4. クレーン軌道およびレール 荷重試験に使用されるポータルクレーンのレール（およ

び上走式橋形クレーン、ガントリークレーン、ウォールクレーンの走行レール）は、それらに

付随する支持構造および基礎とあわせて、NAVFACINST 11230.1 に基づき認証を受けていなけ

ればならない。なお、クレーンの荷重試験がレールまたは走行レールの認証試験を兼ねる場合

は、試験前に当該レールの詳細点検を実施しなければならず、NAVFACINST 11230.1 に定義さ

れている重大欠陥が存在してはならない。 
 
1.6.5. 試験前打ち合わせ テストディレクターは、荷重試験に従事するすべてのチーム要員

が、試験に必要な手順を正しく理解していることを確実にするため、試験開始前に打合せを実

施しなければならない。 
 
1.7. 荷重試験中の安全対策 所定の試験は、過負荷または定格最大荷重での試験であるた

め、極めて慎重に作業を行わなければならない。作業員は、つり荷の直下および、ブーム破損

時に衝突のおそれがある区域からは離れていなければならない。試験荷重は、試験を実施する

のに必要な最小限の高さ（障害物を越えるための適切なクリアランスを含む）までのみつり上

げること。ただし、複数のブレーキをバイパスして残りのブレーキを試験するような場合は、

試験中にブレーキが故障しても残りのブレーキで荷を停止できる高さまでつり上げるべきであ

る。可能な場合は、ブレーキ試験が失敗した際に、残りのブレーキを即時に作動させられるよ

う、要員を待機させておくこと。「試験荷重をつり上げる」とは、試験対象となるクレーンの

機能を用いて試験荷重をつり上げることを意味する。ブーム巻上装置を使用して試験荷重を地

上または甲板からつり上げてはならない。ただし、初期つり上げの段階でブームのたわみや横

傾斜（リスト）または縦傾斜（トリム）を補正するための調整として使用することは差し支え

ない。 
 
過巻防止装置、LMI、停止装置、その他のリミットスイッチなどの安全装置を、試験のために

一時的に無効化する場合には、オペレーターおよび試験要員は常に警戒を怠らず、安全に配慮

した行動をとらなければならない。試験の準備中、実施中、および通常運転の再開時におい

て、安全な作業を確保するため、必要に応じて補助監視員や合図員を配置しなければならない

場合がある。 
 
1.7.1. 試験速度 試験中は、通常の運転速度で操作を行わなければならない。仕様で定められ

た定格速度にまで達する必要はない。重要なのは、通常速度において全動作を通じて荷を安全

に制御できる能力を確認することである。以下に示すクレーンごとの個別試験項目における目

的は、速度ステップや速度範囲が正常に機能していることを確認することであり、試験荷重を

設計上の最高速度まで加速させることを求めるものではない。試験荷重を用いた一連の操作

は、試験の実施に必要な最小限にとどめるべきである。 
 
1.8. シャックルピン用の穴を持つ両（シスター）フック つり上げ作業に使われる穴を持つク

レーンフックについては、フックのあご部およびつり上げ用の穴の両方に対して荷重試験を実

施しなければならない。最低でも 10 分間の静的荷重試験を行うこと。また、フックの代わりに

クレーンに取り付けられる、穴を用いた類似の接続方法においても、各穴に対して 10 分間の静

的荷重試験を実施しなければならない。なお、1.4.2 項（フックの開口部）に規定されている要

件は、つり上げ用の穴には適用されない。ただし、ASME B30.10 に定められた任意断面におけ

る摩耗許容値 10 パーセント、またはつり上げ用の穴に設けたトラムポイントに基づき、許容寸

法を部隊にて設定しなければならない。 
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2. ポータルクレーンおよびフローティンググクレーン 
 
2.1. 無負荷試験 
 
2.1.1. 巻上操作およびリミットスイッチ試験 すべてのフックに対して、以下の試験を実施す

ること。 
 
注記 必要に応じてブームの位置を調整すること。 
 

a. フックの巻上げ 該当のロードフックを、コントローラ全域で巻上げ、上限リミットス

イッチ（該当する場合）の直前で停止させること。 
 

b. 上限リミットスイッチ ロードフックをゆっくりと上限リミットスイッチに接触させ、

当該スイッチが正常に作動することを確認すること。 
 

c. 上限リミットスイッチ解除 （該当する場合）上限リミットスイッチバイパス機能を使

用して、フックをゆっくりとスイッチを通過させること。 
 

d. 非常用リミットスイッチ（該当する場合） 非常用リミットスイッチを作動させる（付

則 C の項目 64 を参照）。 
 

e. フックの巻下げ ロードフックを、コントローラ全域で上限リミットスイッチより下方

へ巻下げること。 
 

f. 下限リミットスイッチ ロードフックをゆっくりと下限リミットスイッチ接触させ、ス

イッチが正常に作動することを確認すること。 
 

g. 下限リミットスイッチバイパス （該当する場合）下限リミットスイッチバイパス機能

を使用して、フックをゆっくりとスイッチを通過させること。 
 

h. 非常用下限リミットスイッチ（該当する場合） 非常用リミットスイッチを作動させる

こと（付則 C の項目 64 を参照）。 
 
2.1.1.1. ワイヤロープドラムの非常用ブレーキ（シャフト故障検出装置） 最低限必要な速

度でホイストを巻下げている間に、モーターエンコーダ信号を遮断（例、テストスイッチの使

用）し、システム故障を模擬すること。ブレーキが設計された遅延時間内に作動し、かつホイ

スト操作がいずれの方向にも無効になることを確認すること。試験終了後、エンコーダ信号経

路を復帰させること。この試験は、ドラムエンコーダを使用して繰り返すこと。なお、当該シ

ステムがエンコーダ以外の装置（例、レゾルバ）を用いて検出を行っている場合、または、適

切な試験にエンコーダ信号の遮断以外の方法を要する場合には、当該部隊の技術部門が故障模

擬方法（例、変数の強制）を策定するものとする。 
 
2.1.2. ブーム ブームの操作およびリミットスイッチの試験は、以下のとおり実施すること。 
 

a. ブーム起こし ブームをコントローラ全域で起こし、上限リミットスイッチの直前で停

止させること。 
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b. 上限リミットスイッチ ブームをゆっくりと上限リミットスイッチに接触させること。 

 
 

c. リミットスイッチバイパス （該当する場合）バイパス機能を使用し、ブームをゆっく

りとリミットスイッチを通過させること。 
 

d. 非常用リミットスイッチ（該当する場合） 非常用リミットスイッチを作動させること

（付則 C の項目 64 を参照）。 
 

e. ブーム伏せ ブームをコントローラ全域で下降させ、下限リミットスイッチ（該当する

場合）の直前で停止させること 
 

f. 下限リミットスイッチ ブームをゆっくりとそのブーム下限リミットスイッチ（該当す

る場合）に接触させること。 
 

g. リミットスイッチバイパス （該当する場合）バイパス機能を使用し、ブームを伏せて

リミットスイッチを通過させる。 
 

h. 非常用下限リミットスイッチ（該当する場合） 非常用下限リミットスイッチを作動さ

せる（付則 C の項目 64 を参照）。 
 
2.1.2.1. ワイヤロープドラムの非常用ブレーキ（シャフト故障検出装置） 最低限必要な速度

でホイストを巻下げている間に、モーターエンコーダ信号を遮断して（例、テストスイッチを

使用）、システム故障を模擬すること。ブレーキが設計上の遅延時間内に作動し、ホイスト制

御が上下いずれの方向にも無効化されることを確認すること。試験終了後、エンコーダ信号経

路を復帰させること。この試験は、ドラムエンコーダを用いて繰り返すこと。なお、当該シス

テムがエンコーダ以外の機器（例、レゾルバ）で検出を行っている場合、または、エンコーダ

信号の遮断以外の方法で試験を行う必要がある場合には、担当部隊の技術部門が故障模擬方法

（例：変数の強制）を策定すること。 
 
2.1.3. ラッフィング（引き込み）ドラムのパウル（爪） ラッフィングドラムのパウルが、ラ

チェットギヤに適切に係合し、リミットスイッチとも適正に連動していることを確認するこ

と。パウルに接続されているリミットスイッチ（設置されている場合）が正常に作動すること

を確認すること。パウルを解除した状態で、ブーム起伏装置のモーターが停止し、ブレーキが

作動し、かつリミットスイッチを手動操作した際にインジケータランプ（該当する場合）が正

しく作動することを確認すること。代替方法として、ラッフィング巻上装置の電源を遮断した

状態でパウルを係合させ、下降方向への通電が行えないことを確認してもよい。 
 
注意 パウルを下降方向に回転しているラチェットギヤに噛み合わせてはならない。 
 
2.1.4. 旋回ロック（ウインドロック、スパッドロック） 旋回ロックを掛け、完全に掛かって

いることを確認すること。旋回ロック用のリミットスイッチ（時計回り・反時計回り）が、旋

回駆動装置（該当する場合）の作動を阻止していることを確認すること。旋回ロックバイパス

（時計回り・反時計回り）を作動させ、正しく機能することを確認すること（該当する場

合）。 
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注意 対象の解除の作動を確認可能な電力のみを使用する。 
 
注記 対象のリミットスイッチは、旋回ロックを掛けずに手動で操作して動作確認してよい。 

注意 試験を継続する前に、旋回ロックが確実に解除されていることを確認すること。 
 
2.1.5. 旋回 ブームを最小作業半径に設定し、時計回りおよび反時計回りに旋回させること。 
 
2.1.6. 走行 2.2.3.l 項に従って走行試験を実施すること。ただし、無負荷（空フック）状態で

行うこと。 
 
2.1.7. デッドマンスイッチ すべてのデッドマンスイッチ（設置されている場合）を試験する

こと。各動作を開始し、デッドマンスイッチを解放する。動作は停止しなければならない。 
 
2.2. 荷重試験 以下は、所定の試験を実施する上で最も時間および費用の両面で効率的である

と考えられる手順である。特に記載がない限り、部隊は必要に応じて試験の順序を変更してよ

い。 
 
2.2.1. 可変定格型クレーンの荷重試験 すべてのクレーンは、2.2.2 項から 2.2.5 項に従って試

験を実施しなければならない。加えて、可変定格型クレーンについては、2.3 項に従い、クレー

ンの最大作業半径において適切な試験荷重を用いて試験を実施しなければならない。 
 
2.2.2. 安定度試験 （バランス型デッキ構造のクレーンのみ） 静的および動的条件下におい

て、試験荷重を用いて（2.2.3 a, b, d, i 項を参照）、ローラーおよび上部・下部ローラーレール

間の隙間を確認する。隙間が認められない場合は、安定度は良好であると判断される。隙間が

確認された場合には、以下の手順を実施すること。 
 

a. センターピンナットとステディメントとの隙間を、クレーンの OEM の仕様に基づき調

整すること。 
 

b. 静的条件下で、ブームを軌道に対して平行および直角に配置する（フローティングクレ

ーンの場合は、バージの横断中心線（長手方向軸）に対して平行および直角に配置す

る）。そのうえで、ローラー経路における隙間を確認すること。 
 

c. 負荷条件において、ステディメントがセンターピンナットと接触しない場合は、担当部

隊の技術部門が、摩耗または構造的欠陥の有無について評価を実施すること。不適合な機

械的ローラーまたは構造組立品であると判断された場合、当該クレーンは運用から除外

し、是正措置を実施すること。構造およびローラー組立品の状態が良好であると判断され

た場合には、複数の象限で測定したローラーの隙間データを記録し、「クレーンローラー

隙間受入基準データ」として機器経歴ファイルに記録すること。以後の定期試験において

本基準を使用するものとする。隙間データに明らかな変化が生じた場合、またはクレーン

に重大な変更（例、安定度に影響する改造）が行われた場合を除き、これらのローラー隙

間測定は毎年実施する必要はない。 
 

d. b 項で述べたいずれかの負荷条件において、ステディメントがセンターピンナットと接

触した場合は、クレーンの安定性が不足している可能性があるものとし、当該クレーンは

使用停止とする。そのうえで、海軍クレーンセンターに対して技術評価の依頼を送付しな
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ければならない。 
 
2.2.3. 主巻およびブーム起伏装置、旋回、走行の試験 主巻、旋回および走行試験において

は、試験荷重はクレーンの最大試験荷重とすること。ブーム起伏装置の試験においては、試験

荷重および作業半径は、ドラムに最大ライン引張力が発生する条件とする必要があり、このた

め、主巻試験とは異なる試験荷重が必要となる場合がある。 
 

a. 巻上装置およびブームの静的試験 試験荷重を地面から浮かせた状態で保持し、ブ

ームを該当荷重の最大作業半径に設定して 10 分間保持すること。その状態で荷重および

フックを時計回りおよび反時計回りにそれぞれ 360 度旋回させ、ベアリングの動作を確認

すること（フックベアリングの試験は、巻上装置の最大試験荷重を用いる限り、任意の半

径および試験手順の任意の段階で実施可能である）。巻上のパウルに荷重を負荷してはな

らない。試験荷重の降下が発生する場合は、ブームまたは巻上構成部品、あるいは保持ブ

レーキに不具合がある可能性がある。いずれかの巻上装置が常用および非常用の保持ブレ

ーキ（それぞれが単独で荷重を保持できる設計）を備えている場合、以下の試験を各ホイ

ストに実施すること（以下の試験は、上記 10 分間の保持試験に代えて実施する）。 
 

(1) 試験荷重をつり上げ、コントローラを中立に戻した際に、常用および非常用ブ

レーキが適切なタイミングで作動することを確認する。両保持ブレーキが正しく作

動していることを目視で確認すること。次に、一方のブレーキを開放した状態で試

験荷重を 10 分間保持する。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場

合は、ブームまたは巻上装置構成部品、保持ブレーキのいずれかに不具合を示して

いる可能性がある。巻上のパウルに荷重を負荷してはならない。降下が発生してい

ないかを観察する。 
 
(2) 開放していたブレーキを復帰させ、もう一方のブレーキを開放し、再度 10 分

間荷重を保持して不具合がないか確認する。さらに、両ブレーキの作動タイミング

が適切であるか確認する。 
 

(3) 各ブレーキが単独では定格荷重のみ（125 パーセントではない）を保持する設

計である場合、上記 (1) および (2) の試験は、定格荷重の 100 パーセント（+0/-
5 %）の試験荷重で実施してもよい。その場合、使用許可証にその旨を明記するこ

と。ただし、両ブレーキが同時に作動した場合には、125 パーセントの試験荷重を

10 分間保持できる能力を実証しなければならない。 
 

b. 巻上装置の動的試験 試験荷重を巻上げおよび巻下げし、その操作が全範囲で滑ら

かに行えることを目視で確認すること。巻上中および巻下中に試験荷重を停止させ、クレ

ーンがその位置で荷重を保持できることを確認する。動的ブレーキが正しく作動すること

を確認すること。 
 
注意 ダイナミックブレーキ制動は、動作の完全な停止を保証するものではない。 
 

c. 新品のロープのワイヤロープ試験 ある）新品のワイヤロープは、使用前にその最

大作動長さで試験を実施しなければならない。この試験は、静的試験または動的試験のい

ずれかの過程で実施してもよい。なお、クレーンに実際のワイヤロープ破断荷重の証明書

がある場合は、本試験を省略できる。（ドライドック用クレーンにおいては、試験荷重を
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用いて利用可能な最も深いドライドックに巻下げる、あるいはその位置からつり上げるこ

とが必要となる。） 
 

d. ブーム起伏装置の操作試験 試験荷重をつり上げた状態で最大作業半径から開始

し、ブームを最小作業半径まで起こす。次に、ブームを再び最大作業半径まで伏せる。ブ

ームコントローラの可動範囲において、動作が円滑であるか目視で確認すること。巻上げ

および巻下げの途中で試験荷重を停止させ、クレーンがその荷重を確実に停止・保持でき

ることを確認する。さらに、ダイナミックブレーキが正常に作動することを確認するこ

と。 
 

e. 巻上装置のフットブレーキ試験（油圧式または機械式） １速（１ノッチ）で試験

荷重を巻下げ、フットブレーキを作動させること。この操作により、試験荷重の降下が確

実に停止しなければならない。 
 
注意 荷重感応型リアクター式ホイスト制御には適用しない。 
 

f. ブームフットブレーキの試験（油圧式または機械式） ブームを最大作業半径付近

に配置し、試験荷重を地面から約２フィートの高さにした状態で、ブーム起伏装置を１速

（１ノッチ）で操作して試験荷重を巻下げる。その後、フットブレーキを作動させるこ

と。これにより、ブームおよび試験荷重の降下は停止しなければならない。 
 
注意 荷重感応式ホイスト制御には該当しない。 
 

g. 巻上装置の電源喪失時の試験 本試験は、つり上げ作業中に電源が喪失した場合に

おける巻上装置の反応を確認するためのものである。試験荷重を地面から約 10 フィート

（状況に応じてより高くまたは低く）までつり上げる。次に、低速で試験荷重を巻下げな

がら、コントローラを低速巻下げ位置に保持したまま、主電源停止ボタン等を操作して主

電源を遮断する。このとき、試験荷重は停止しなければならない。その後、コントローラ

を中立位置に戻す。試験荷重がコントローラを中立に戻すまで降下し続ける場合は、それ

が当該クレーンの OEM による設計意図であるかを確認するため、担当部隊の技術部門お

よび海軍クレーンセンター（コード 03）が回路構成を精査しなければならない。 
 
注意 本試験は、パワードダウン機能を持たないホイストを備えたクレーンには実施してはな

らない。また、電子制御システムを有するクレーンに対しては、技術部門が回路構成を確認

し、本試験が制御系に損傷を与えることなく安全に実施できるかを判断しなければならない。

制御装置が損傷するおそれがある場合には、当該技術部門はその理由を文書化するとともに、

代替試験を詳細に記述すること。なお、代替試験手順は海軍クレーンセンターの承認を必要と

する 
 

h. ブームの電源喪失時の試験 本試験は、つり上げ作業中に電源が喪失した場合にお

けるブーム起伏装置の反応を確認するためのものである。ブームを最大作業半径付近に配

置した状態で試験荷重を地面から約 10 フィート（状況に応じてより高くまたは低く）ま

でつり上げる。次に、低速で荷重を巻下げながら、コントローラを低速降下位置に保持し

たまま、主電源停止ボタン等を操作して主電源を遮断する。このとき、ブーム荷重は停止

しなければならない。その後、コントローラを中立位置に戻す。ブームがコントローラを

中立に戻すまで降下し続ける場合は、それが当該クレーンの OEM による設計意図である
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かを確認するため、担当部隊の技術部門および海軍クレーンセンター（コード 03）が回

路構成を精査しなければならない。 
 
注意 本試験は、パワードダウンホイストを備えていないクレーンには実施してはならない。

さらに、電子制御装置を備えるクレーンについては、該当部隊の技術部門がシステム回路を精

査し、本試験が制御装置に損傷を与えることなく安全に実施できることを確認しなければなら

ない。制御装置が損傷を受けるおそれがあるクレーンについては、技術部門はその理由を文書

化し、実施した代替試験の内容を詳細に記述しなければならない。代替試験手順には海軍クレ

ーンセンターの承認を要する。 
 

i. 旋回 ブームを最大作業半径にし、ブーム起伏装置のパウルを掛けた状態で、左右

それぞれ 360 度旋回させる。ただし、試験場所の制約により 360 度の旋回ができない場合

は、旋回ピニオンを２回転させることで代替としてよい。フローティングクレーンの試験

荷重は、水面上で旋回させることができる。 
 
注意 試験荷重を水面上で旋回させる際には、十分な注意を払うこと。初回の荷重試験時に

は、設計データに基づく適正な喫水線量をフローティングクレーンが有していることを確認し

なければならない。試験中は、バージの傾斜によって許容作業半径を超えないよう、作業半径

を継続的に監視すること。 
 

j. 旋回停止試験 ブームを最大作業半径にし、低速で左右に旋回させながらフットブ

レーキを作動させる。フットブレーキは、旋回動作をスムーズかつ確実に停止させる能力

を有していなければならない。足踏み式の旋回ブレーキを備えていないクレーンでは、左

右に旋回させた後、コントローラを中立位置に戻す。旋回ブレーキまたは旋回ドライブが

適用される場合、クレーンの旋回動作をスムーズかつ確実に停止させる能力を有していな

ければならない。フローティングクレーンにおいては、スペースに余裕があれば、ブーム

をバージの中心線から 45 度の位置にしてパーキングブレーキを作動させ、10 分間その状

態を保持し、旋回を防止する能力を示さなければならない。 
 

k. 走行試験（ブームを側方） この試験は、ブームをクレーンレールに対して 90 度の

向きにし、最大許容作業半径とした状態で、ブームパウルを掛けて実施する。試験荷重を

地面から浮かせ、ブームパウルを掛けたまま、一方向に少なくとも 50 フィート走行させ

る。条件が許せば、反対側にブームを向けて同様の試験を繰り返す。 
 
注意 クレーンは最低速で運転すること。試験走行区域において、レールや支持基礎が健全で

あり、障害物が存在しないことを確認すること（フローティングクレーンには適用されな

い）。 
 

l. 走行試験（ブームを前方） 試験荷重を地面から浮かせた状態で、ブームをクレー

ンレール間の中央に位置させ、ブームパウルを掛けたまま一方向に 50 フィート以上走行

させる。クレーンは、加速・減速ともにスムーズに行われなければならず、すべての動作

は円滑かつ確実でなければならない（フローティングクレーンには適用されない）。条件

が許せば、ブームを反対方向に旋回させて同様の試験を繰り返す。 
 
2.2.3.1. ワイヤロープドラムの非常用ブレーキ（シャフト故障検出装置） 
 

a. 静的試験 他の保持ブレーキの試験を実施した後に、ホイストキャリパーディスクブ
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レーキが試験荷重を保持できる能力を確認する。まず試験荷重をつり上げる。ブームホイ

ストのパウルは掛けてはならない（装備されている場合）。次に、非常停止ボタンを押し

て主電源を遮断し、ブレーキを作動させる。キャリパーディスクブレーキ以外のすべての

ブレーキを手動で開放する。その状態でキャリパーディスクブレーキにより試験荷重を

10 分間保持する。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、巻上装

置構成部品、ブレーキのいずれかに不具合を示している可能性がある。他の保持ブレーキ

を再度制動状態に戻す。主電源を再び投入し、保持ブレーキが試験荷重を保持しているこ

とを確認する。ホイストを正転・逆転の両方向に操作し、すべての制御およびブレーキが

正常に機能することを確認する。なお、電源を遮断した状態で手動によるブレーキの開放

を行う代わりに、テストボタンまたは他の代替手順を用いてもよい。ただし、テストボタ

ンを使用する場合は、技術的に管理された手順の一部とし、ディスクブレーキの想定され

る故障モード（例、ドライブが荷重を支えているかどうか）について文書化されていなけ

ればならない。 
 
b. 動的試験 つり上げ能力の 100 パーセント (+5/-05 %) の試験荷重を使用して実施す

る。以下の試験が行えるだけの高さまで荷重をつり上げること。シャフト故障を模擬する

ために必要な最小速度で荷重を巻下げる。ワイヤロープドラムブレーキを除くすべてのホ

イストブレーキを手動で開放して無効化し、モーターまたはドラムエンコーダを遮断

（例：テストスイッチ使用）することでシステム故障を模擬する。ワイヤロープドラムブ

レーキは荷重を停止できなければならない。システムがエンコーダ以外の検出装置（例、

レゾルバ）を使用している場合、あるいはエンコーダ信号の遮断以外の方法で試験を実施

する必要がある場合は、該当部隊の技術部門が障害模擬の方法（例、変数の強制操作）を

策定しなければならない。試験後は、すべてのブレーキおよびプログラミングを元の状態

に戻すこと。 
 
注意 ドラムブレーキが荷重を停止できなかった場合に備え、無効化した各ホイストブレーキ

の位置に、適切な訓練を受けた作業員を配置しておくこと。これらの作業員は、テストディレ

クターと常に連絡を取り合い、指示があれば安全にホイストブレーキを作動できる態勢を維持

しておかなければならない。 
 
注意 電子制御装置を備えるクレーンについては、システム回路を技術部門が精査し、本試験

が制御装置に損傷を与えることなく安全に実施可能であることを確認しなければならない。制

御装置が損傷を受ける可能性がある場合は、その理由を文書化し、実施した代替試験の内容を

詳細に記述しなければならない。代替試験手順には、海軍クレーンセンターの承認が必要であ

る。 
 
2.2.4. 補巻 補巻の最大試験荷重 
 

a. 静的試験 試験荷重に応じた最大作業半径において、荷重を地面から離れる高さま

でつり上げ、ホイストのパウルを掛けずに 10 分間保持する。フックおよび荷重を時計回

り・反時計回りに 360 度回転させ、ベアリングの作動を確認する（フックベアリングの試

験は、補巻の最大試験荷重を使用する限り、任意の作業半径・任意のタイミングで実施し

てよい）。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、巻上装置構成部

品、保持ブレーキのいずれかに不具合を示している可能性がある。補巻が常用および非常

用保持ブレーキを備えている場合は、本項の 10 分間保持試験に代えて、2.2.3.a. (1)、
(2)、または (3) に記載の試験を実施しなければならない。 



E-14 

 
b. 動的試験 試験荷重を巻上げおよび巻下げ操作し、その範囲においてスムーズに制

御できているか目視で確認する。巻上げおよび巻下げ中に荷重を停止させ、クレーンが確

実に停止して荷重を保持できることを確認する。あわせて、動的制動（ダイナミックブレ

ーキ）が正常に作動することを確認する。 
 

c. 新品のロープのワイヤロープ試験 新品のワイヤロープについては、使用開始前に最

大作動長での試験を実施しなければならない。この試験は、静的試験または動的試験の中

で実施することができる。ただし、クレーンが実際のワイヤロープ破断荷重に関する証明

書を備えている場合は、本試験は不要とする。（ドライドックで使用するクレーンについ

ては、試験荷重をドライドックの最深部までつり上げまたはつり下げる必要がある） 
 

d. フットブレーキ試験（油圧式または機械式） １速（１ノッチ）の速度で荷重を巻下

げ、フットブレーキを踏む。これにより荷重の巻下げが停止しなければならない。 
 
注意 荷重感応式リアクター型ホイスト制御には適用されない。 
 

e. 電源喪失時の試験 本試験は、つり上げ作業中に電源が喪失した場合における巻上装

置の反応を確認するためのものである。試験荷重を地面から約 10 フィート（状況に応じ

てより高くまたは低く）までつり上げる。次に、低速で試験荷重を巻下げながら、コント

ローラを低速巻下げ位置に保持したまま、主電源停止ボタン等を操作して主電源を遮断す

る。このとき、試験荷重は停止しなければならない。その後、コントローラを中立位置に

戻す。試験荷重がコントローラを中立に戻すまで降下し続ける場合は、それが当該クレー

ンの OEM による設計意図であるかを確認するため、担当部隊の技術部門および海軍クレ

ーンセンター（コード 03）が回路構成を精査しなければならない。 
 
注意 この試験は、パワードダウン式ホイストを備えていないクレーンには実施してはならな

い。また、電子制御装置を備えるクレーンについては、技術部門が回路構成を事前に精査し、

制御装置に損傷を与えることなく本試験を安全に実施できることを確認しなければならない。

制御装置に損傷の恐れがある場合、技術部門はその理由を文書化し、実施する代替試験手順を

詳細に記述しなければならない。代替試験手順の実施には、海軍クレーンセンターの承認が必

要である。 
 
2.2.4.1. ワイヤロープドラムの非常用ブレーキ（シャフト故障検出装置） 
 

a. 静的試験 他の保持ブレーキを試験した後に、ホイストのキャリパーディスクブレー

キが試験荷重を保持できるかを試験する。試験荷重をつり上げる。ブームホイストのパウ

ルが備わっている場合は、これを掛けてはならない。非常停止ボタンを押して主電源を遮

断し、すべてのブレーキを作動させる。キャリパーディスクブレーキ以外のすべてのブレ

ーキを手動で解除する。キャリパーディスクブレーキにより荷重を 10 分間保持する。降

下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、巻上装置構成部品、ブレーキ

のいずれかに不具合を示している可能性がある。他の保持ブレーキを制動状態に戻し、主

電源を再び投入する。保持ブレーキが荷重を保持していることを確認する。ホイストを各

方向に操作し、すべての制御およびブレーキが正常に機能することを確認する。電源を遮

断した状態でブレーキを手動で解除する代わりに、テストボタンやその他の代替手順を使

用してもよい。ただし、テストボタンを使用する場合は、設計された手順の一部であるこ
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と、かつディスクブレーキの潜在的な故障モード（例、ドライブが荷重を支持している場

合など）を文書化しておかなければならない。 
 

b. 動的試験 つり上げ能力の 100 パーセント (+5/-05 %) の試験荷重を用いて実施す

る。試験を行えるだけの十分な高さまで荷重をつり上げる。シャフト故障を模擬するため

に、必要最小限の速度で荷重を巻下げる。ワイヤロープドラムブレーキを除くすべてのホ

イストブレーキを無効（手動で解除）とし、さらにモーターまたはドラムエンコーダを遮

断（例、テストスイッチ）して、システム故障を模擬する。このとき、ワイヤロープドラ

ムブレーキが荷重を停止しなければならない。エンコーダ以外の機器（例、レゾルバ）に

よって検出を行っているシステム、またはエンコーダ信号の遮断以外の手段を要するシス

テムの場合には、該当部隊の技術部門が故障模擬の方法（例、変数の強制）を策定しなけ

ればならない。すべてのブレーキおよびプログラミングは試験後に元の状態に復元するこ

と。 
 
注意 ドラムブレーキが荷重を停止できない場合に備え、無効化された各ホイストブレーキの

位置には適切な訓練を受けた要員を配置しなければならない。これらの要員は、荷重試験監督

者と常に連絡を取り合い、指示があれば速やかに該当のホイストブレーキを安全に作動させら

れるよう準備しておくこと。 
 
注意 電子制御装置を備えるクレーンにおいては、本試験を制御装置に損傷を与えることなく

安全に実施できるよう、該当部隊の技術部門が回路構成を精査しなければならない。制御装置

が損傷を受ける可能性がある場合は、その理由を文書化するとともに、代替試験手順を詳細に

記述しなければならない。代替試験手順を実施するには、海軍クレーンセンターの承認が必要

である。 
 
2.2.5. ホイップホイスト ホイップホイストの最大試験荷重 
 

a. 静的試験 該当する試験荷重に対する最大作業半径で、試験荷重を地面から離れるま

でつり上げ、ホイストのパウルを掛けないまま 10 分間保持する。ベアリングの動作を確

認するため、荷重およびフックを時計回りおよび反時計回りに 360 度回転させる（フック

ベアリングの試験は、当該ホイストの最大試験荷重で実施される限り、任意の作業半径お

よび任意の順序で実施してよい）。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる

場合は、巻上装置構成部品、保持ブレーキのいずれかに不具合を示している可能性があ

る。当該ホイストが常用および非常用保持ブレーキを備えている場合は、前述の 10 分間

の保持試験に代えて、2.2.3.a. (1)、(2)、または (3) の補助項に記述の試験を実施しなけれ

ばならない。 
 

b. 動的試験 試験荷重を巻上げおよび巻下げし、その範囲にわたり円滑に制御されてい

るかを目視で確認する。巻上げおよび巻下げの途中で試験荷重を停止させ、クレーンが荷

重を確実に停止かつ保持できることを確認する。ダイナミックブレーキが正常に作動して

いることを確認する 
 

c. 新品のロープのワイヤロープ試験 新品のワイヤロープは、使用開始前に最大作動長

さで試験を実施しなければならない。この試験は、静的試験または動的試験中に実施する

ものとする。クレーンがワイヤロープの実破断荷重証明書を有する場合は、この試験は不

要とする（ドライドックで使用されるクレーンについては、利用可能な最深部ドライドッ
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クに対して、試験荷重を巻上げまたは巻下げる必要がある）。 
 

d. フットブレーキ試験（油圧式または機械式） 試験荷重を１速（１ノッチ）で巻下

げ、フットブレーキを作動させる。これにより試験荷重の巻下げ動作は停止しなければな

らない。 
 

注意 荷重感応式リアクタタイプのホイスト制御には適用しない。 
 

e. 電源喪失時の試験 本試験は、つり上げ中の電源喪失時におけるホイスト装置の反応

を確認するものである。試験荷重を地面から約 10 フィート（状況に応じてそれ以上また

はそれ以下）つり上げる。低速で巻下げを開始し、コントローラを低速巻下げ位置に保持

した状態で、主電源停止ボタンを押し、主電源を遮断する。荷重はただちに停止しなけれ

ばならない。その後、コントローラを中立位置に戻す。荷重が中立位置に戻すまで停止し

ない場合、該当部隊の技術部門および海軍クレーンセンター（コード 03）は、これが

OEM の意図した設計かどうかを確認するため、回路構成を精査しなければならない。 
 
注意 本試験は、パワーダウン式でないホイストを備えたクレーンには実施してはならない。

また、電子制御装置を備えるクレーンについては、本試験が制御装置を損傷することなく安全

に実施可能であるか、技術部門が回路構成を確認しなければならない。制御装置が損傷するお

それがある場合には、技術部門はその理由を文書化し、代替試験手順を詳細に記述しなければ

ならない。代替試験手順の実施には、海軍クレーンセンターの承認を要する。 
 
2.2.5.1. ワイヤロープドラムの非常用ブレーキ（シャフト故障検出装置） 
 

a. 静的試験 他の保持ブレーキを試験した後、ホイストのキャリパーディスクブレーキ

によって試験荷重を保持する能力を確認する。試験荷重をつり上げ、ブーム起伏装置のパ

ウル（ある場合）を掛けてはならない。非常停止ボタンを押して主電源を遮断し、すべて

のブレーキを制動状態とする。キャリパーディスクブレーキ以外のすべてのブレーキを手

動で解除する。キャリパーディスクブレーキのみで 10 分間荷重を保持する。降下が発生

していないかを観察する。降下が見られる場合は、巻上装置構成部品、ブレーキのいずれ

かに不具合を示している可能性がある。他の保持ブレーキを再度制動状態に戻し、主電源

を投入する。保持ブレーキによって試験荷重が保持されていることを確認する。巻上装置

を各方向に操作し、すべての制御およびブレーキが正常に作動することを確認する。な

お、電源遮断中にブレーキを手動で解除する代わりに、テストボタン等の代替手順を用い

ることも可能である。テストボタンを使用する場合は、設計された手順の一部であること

とし、ディスクブレーキの故障モード（例、ドライブが荷重を支持している場合など）を

文書化しなければならない。 
 

b. 動的試験 つり上げ能力の 100 パーセント (+5/-05 %) の試験荷重を用いて試験を行

う。以下の試験が可能な高さまで荷重をつり上げる。シャフト故障を模擬するため、必要

最小限の速度で荷重を巻下げる。ワイヤロープドラムブレーキを除くすべての巻上装置の

ブレーキを無効化（手動で解除）し、モーターまたはドラムエンコーダを遮断（例、テス

トスイッチ）することにより、システム故障を模擬する。ブレーキは試験荷重を確実に停

止させなければならない。システムがエンコーダ以外の構成機器（例、レゾルバ）を用い

ている場合、またはエンコーダ信号を遮断する以外の方法を要する場合には、該当部隊の

技術部門が故障模擬の方法（例、変数の強制）を策定しなければならない。試験後、すべ
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てのブレーキおよびプログラミングは元の状態に戻すこと。 
 
注意 ドラムブレーキが試験荷重を停止できない場合に備え、無効化された各巻上ブレーキに

は、適切な訓練を受けた要員を配置しなければならない。これらの要員は、常にテストディレ

クターと連絡を取り合い、指示があればただちに巻上ブレーキを安全に作動させる準備を整え

ておかなければならない。 
 
注意 該当部隊の技術部門は、該当部隊の技術部門は、この試験が制御装置に損傷を与えるこ

となく安全に実施できるよう、電子制御装置を備えたクレーンの回路構成を精査しなければな

らない。制御装置に損傷のおそれがあるクレーンに対しては、その理由を文書に記録するとと

もに、実施した代替試験を詳細に記述しなければならない。代替試験手順の実施には、海軍ク

レーンセンターの承認が必要である。 
 
2.3. 可変定格荷重試験 2.2 項に規定された試験に加え、可変定格型クレーンには、以下のと

おり、主巻上装置で適切な試験荷重を用い、最大作業半径において試験を実施しなければなら

ない。 
 
2.3.1. 安定度試験 （バランス型デッキ構造のクレーンのみ）2.3.2 項、2.3.3 項、2.3.6 項に基

づく試験中に、ローラーと上下のローラーレールの間に隙間があるかを確認する。隙間が認め

られない場合は、安定度は良好と判定する。隙間が確認された場合は、2.2.2.a 項から d 項に記

載された試験および必要な措置を実施しなければならない。 
 
2.3.2. 静的試験 試験荷重を地面から浮かせ、ブームを最大作業半径に保持した状態で 10 分

間静止させる。ホイストパウルに荷重を負荷させてはならない。降下が発生していないかを観

察する。降下が見られる場合は、巻上装置構成部品、ブレーキのいずれかに不具合を示してい

る可能性がある。 
 
2.3.3. ブーム起伏装置の操作試験 試験荷重を取り付けた状態で最大作業半径から開始し、次

に高い荷重に対応する最大作業半径までブームを起こし、その後、ブームを伏せる。コントロ

ーラ全域において起伏動作が滑らかであるかを確認し、巻上げおよび巻下げ中に荷重を停止さ

せ、クレーンが試験荷重を確実に停止・保持できることを確認する。 
 
2.3.4. ブームフットブレーキの試験（油圧式または機械式） ブームを最大作業半径付近に保

持し、試験荷重を地面から約 2 フィートの高さにつり上げた状態で、起伏装置の１ノッチ速度

を用いて巻下げる。その後フットブレーキを作動させる。これにより、ブームおよび試験荷重

の降下動作が完全に停止しなければならない。 
 
注意 荷重感応式リアクター型巻上制御装置には適用されない。 
 
2.3.5. 旋回 ブームを最大作業半径に保持し、ブーム起伏装置のパウルを掛けた状態で、左右

にそれぞれ 360 度旋回させる。ただし、試験区域で完全な旋回が困難な場合は、旋回ピニオン

が２回転すれば十分とする。フローティングクレーンについては、試験荷重を水面上で旋回さ

せることができる。 
 
注意 水面上での旋回中は慎重に作業を行うこと。初回の荷重試験では、フローティングクレ

ーンが設計データに基づいた適切な喫水値を満たしていることを確認する。また、バージの傾

斜により作業半径が許容範囲を超過しないよう、常に半径を監視すること。 
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3. 塔形クレーンおよびデリック 
 
3.1. 概略 塔形クレーンおよびスチフレッグデリックは、２項に規定するポータルクレーン

の試験要領に従って試験を実施する（ただし、旋回試験は以下に記すとおり異なる）。 
 
3.2. 塔形クレーンおよびデリックの旋回 旋回試験は、ポータルクレーンの旋回試験に準

じ、設計された通常の操作弧の範囲内で実施しなければならない。 
 
4. ハンマーヘッドクレーン 
 
4.1. ハンマーヘッドクレーンの巻上装置 巻上装置については、すべての構造部品、機械部

品、および電気部品があらゆる構成で試験されるように組み合わせて試験を実施しなければな

らない。試験はポータルクレーンに適用される手順に従って行う。 
 
4.2. ハンマーヘッドの旋回 旋回試験は、ポータルクレーンに適用される手順に従って実施し

なければならない。 
 
4.3. ハンマーヘッドのトロリ動作 
 
4.3.1. 無負荷試験 コントローラの全可動範囲を使用して、トロリを走行可能な軌道長の全域

にわたり移動させる。低速でリミットスイッチに接触させ、その後トロリを戻し、リミットス

イッチのバイパスを使用して、トロリを外側端のレールストッパーまで移動させる。同様に、

内側端のリミットスイッチおよびレールストッパーについても同手順を実施する。 
 
4.3.2. 荷重試験 試験荷重を地面から離れるまで吊り上げ、トロリを最大許容半径まで移動さ

せる。その状態で 10 分間荷重を保持する。リミットスイッチを越えてトロリを移動させてはな

らない。10 分間の保持試験の後、走行可能な軌道全長をトロリで走行させる。 
 
4.4. 走行 該当する場合、走行動作の試験はポータルクレーンに適用される手順に従って実施

する。 
 
5. 移動式クレーン、航空機用クラッシュクレーン、屈曲形ブームクレーンおよび伸縮形ブー

ムクレーンなど これらのクレーンは構造が複雑な機械であり、本項に示す要件は各構成部品

をその最大応力状態まで試験することを目的としたものではない。その代わりに、本試験は、

可能な限り多くの構成部品を、規定された荷重レベルにおいて、安全かつ効率的に試験するこ

とを目的として構成されている。汎用トラック搭載型の伸縮形ブームクレーンは、5.4 項の規定

に従って試験を行わなければならない。ラチスブームクレーンは、5.5 項の規定に従って試験を

行わなければならない。屈曲形ブームクレーンは、5.8 項の規定に従って試験を行わなければな

らない。その他の伸縮形ブームクレーンの試験手順については、OEM の手順および推奨事項に

従うこと。OEM による試験手順が提供されていない場合には、本項の手順を指針として、該当

部隊の技術部門が試験手順を策定しなければならない。 
 
5.1. 試験荷重 公称試験荷重は、定格つり上げ能力の 100 パーセント（クレーンが TPC の対

象である場合は 110 パーセント）とする。定格能力とは、掲示された定格総荷重表に示されて

いる能力、またはフックブロックの能力、あるいはクレーンに全数巻掛けがなされていない場

合にはワイヤロープの引張力等により制限される値を指す。試験荷重には、フック、ブロッ
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ク、スリング、補助つり上げ装置（および一部のクレーンでは定格総荷重表に含まれていない

巻上ワイヤロープ）などの重量、またはそれらの差引き値を含める。これらの差引き値を公称

試験荷重から差し引いて、必要な試験用荷重を決定しなければならない。重量差引き値につい

ては、OEM の定格総荷重表の指示に従うこと。荷重表示装置が設置されている場合は、その表

示精度を確認しなければならない。第 4 章に規定のとおり、AEP を補助装置交換時の荷重試験

および再認証の代替として用いる場合には、対象となる補助装置について年次認証試験の際に

試験を実施しなければならない。 
 
5.2. バージ上に一時的に搭載した移動式クレーン 該当の使用許可認証担当官は、適切な試験

条件および安全対策を定めなければならない。第４章の要件に従うこと。荷重モーメント試験

中には、旋回ブレーキの性能を確認するため、ブームをバージの中心線から 45 度の角度に配置

し、旋回ブレーキを作動させた状態で旋回を停止できることを確認しなければならない。ブレ

ーキを掛けたまま、この状態を 10 分間保持する。 
 
5.3. 試験前の準備 水平で、地面に障害物のない試験場所を選定すること。アウトリガまたは

スタビライザが装備されている場合には、OEM の指示に従ってそれらを張り出すこと。アウト

リガまたはスタビライザまたはクローラの位置に可変設定があるクレーンについては、完全に

張り出した位置のみ試験が必要であり、中間位置またはその他の設定での試験は不要である。

トラッククレーンおよびラフテレーンクレーンの多くにおいては、車体を十分に持ち上げて、

タイヤに荷重が掛からないようにする必要があるが、OEM の指示内容を確認し、必ずそれに従

うこと。クレーンを水平に設置する際は、OEM の取扱説明書および定格総荷重表に定める要領

に従うこと。また、油圧系統を含め、クレーン全体を作動温度に達するまで暖機した後に試験

を実施すること。 
 
5.3.1. 移動式クレーン試験の注意事項 
 

a. 試験に従事する要員は、風・その他の気象条件・視界不良等に常に注意を払い、試

験の安全な実施に支障をきたす可能性がないかを監視すること 
 

b. 1.7 項に定める該当の注意事項を遵守すること。 
 

c. 試験荷重をつり上げる際は、必ず最大作業半径よりも十分内側の範囲で荷重をつり

上げ、あらかじめ測定された作業半径までブームをゆっくりと降下させること。途中で一

度停止し、ブームブレーキまたは保持弁の効き具合を確認すること。 
 

d. 荷重試験時、クレーンの仕様や型式によっては、ブームを対角方向に配置した際

に、アウトリガまたはスタビライザが浮き上がるように見える、または接地面から離れる

場合がある。これは一般的には通常の挙動であり、転倒を示すものではない。ただし、同

時に 2 つのアウトリガまたはスタビライザにこの現象が発生する場合には、該当のクレー

ンが安全に使用可能かどうかを OEM に確認しなければならない 
 

e. オンラバー（タイヤ接地）でのつり上げ作業を行う場合は、OEM および該当部隊

が定めたオンラバー作業に関する要件を順守すること。荷の揺れを防止するためにタグラ

インを取り付けること。アウトリガまたはスタビライザは張り出して、地面から約３イン

チから４インチ上方に保持すること。（注、スタビライザ監視システムを備えるクレーン
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には該当しない。これらのクレーンではアウトリガを張り出してはならない）オンラバー

試験荷重の試験中は、試験要員はタイヤから十分に離れて立つこと。 
 

f. 油温の変化などにより、油圧シリンダーの収縮やその他の現象が生じる場合がある

が、これは通常の挙動である可能性がある。条件を受け入れる前に、必ず OEM の手順お

よび要件に従うこと。 
 
5.4. 伸縮形ブームクレーン 
 
5.4.1. 無負荷試験 
 
5.4.1.1. 巻上装置 
 

a. 各フックをフックの移動可能な最大作業距離にわたって巻上げる。 
 

b. 各ホイストブロックを、低速でリミットスイッチ（装備されている場合）に接触す

るまで巻上げる。過巻防止警報が作動するか、または該当の巻上装置が OEM の操作手順

に従って停止することを確認する。クレーンに制御ロックアウト（機能制限装置またはキ

ックアウトとも呼ばれる）が装備されている場合は、伸長、起伏など、ホイストの過巻を

引き起こす可能性のある他の機能も OEM の操作手順に従って無効化されていることを厳

重に確認すること。 
 

c. バイパススイッチ（装備されている場合）を使用して、各ホイストブロックをリミ

ットスイッチよりさらに巻上げる。 
 

d. 各フックを、フックの移動可能な最大作業距離にわたって巻下げる。巻下げた後

は、ワイヤロープのずれや圧潰を防ぐため、ドラムにワイヤロープが密着して巻かれてい

ることを確認してから荷重試験に進むこと。 
 
5.4.1.2. ブーム 
 

a. ブームを、全作業範囲にわたって起伏させる。 
 

b. ブームの伸縮部を、可動範囲の全長にわたって伸長および縮小させる。ラッチ式ま

たはピン固定式のブームクレーンについては、すべての伸長モードが正常に作動するこ

と、および各セクションにおけるラッチまたはピン固定位置が正確に係合することを確認

する。 
 
5.4.1.3. その他の機能 旋回を含むその他の機能は、主要構成部品を少なくとも１回転・１行

程分操作しなければならない（例、クローラベルトの一巡、上部旋回体の 360 度旋回など）。 
 

a. 作業領域制限スイッチ（エリア定義装置）がある場合は、その機能を試験する。 
 
5.4.2. 荷重試験 この荷重試験は、最大認証荷重試験および荷重モーメント試験で構成され

る。これらの試験は統合して実施される場合もある。さらに、複数の巻掛け設定を使用するク

レーンには最大ラインプル（最大張力）試験が必要であり、5.4.2 を使用する補助装置を有する
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クレーンには、認証期間中に該当装置に対する適切な試験を行う必要がある。試験順序は活動

部隊により変更可能であるが、以下の試験順序が推奨される。複数の巻掛け構成を持つクレー

ンについては、最大ラインプル試験（5.4.2.4.a 項）を最初に実施すべきである。 
 
5.4.2.1. 最大認証荷重試験 
 

a. 試験荷重は、クレーンの最大認証荷重の 100 パーセントでなければならない。この最

大認証荷重における最大許容作業半径を決定し、対応する最長ブーム長で試験を実施する

こと 
 

b. 巻上装置で試験荷重をつり上げる。 
 

c. 試験荷重を巻下げ、ブレーキの荷重制御・停止・保持能力（10 分間保持）を試験す

る。 
 

d. 降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置

の構成部品、ブレーキ、アウトリガ、またはスタビライザのいずれかに不具合を示してい

る可能性がある。試験荷重をつり上げた状態で、フックを時計回りおよび反時計回りに

360 度旋回させ、ベアリングの動作を確認する。フックが大きすぎて 360 度旋回できない

場合は、フックの旋回試験を荷重モーメント試験中に実施してもよい（フックブロックに

転がり軸受がない場合、フック旋回試験は省略可能） 
 
注記 ワイヤロープがドラムに多層巻されているため、一部のクレーンでは OEM の定格荷重

表に基づく試験荷重をつり上げられない場合がある。その場合、対象形式の巻上装置および使

用している層数における OEM の巻上装置の引張力を確認する。使用可能な巻上装置の引張力

（トルク）が制限要因である場合は、それを基に試験荷重を低減し、必要な試験を実施するこ

と。クレーンは、この低減された荷重に基づいて認証される（TPC クレーンでは、低減後の試

験荷重を 1.10 で除した値が認証荷重となる）。試験荷重を低減しても吊り上げられない場合

は、システムの油圧圧力およびリリーフバルブの設定が OEM の仕様内にあるか確認し、それ

でも解決しない場合は OEM に連絡すること。 
 

e. 試験荷重を負荷した状態で、ブームを最大作業半径から最小作業半径まで動かし、

次に最小半径から最大半径まで戻して同様の操作を繰り返す。 
 
5.4.2.2. 荷重モーメント試験 
 

a. 試験の設定 
 

• ブーム長さ－各段のブームが部分的に伸長された状態の最短長さとし、動力式ブ

ーム（またはラッチ式ブーム）の全長の 50 パーセント以上とすること。 
注記：動力式ブーム全長の 50 パーセントとは、基礎部および油圧式伸縮部を含

む主ブーム全体の 50 パーセントであり、手動伸縮部やパワーピン式のフライセ

クションなど非動力式の伸縮部は含まない。手動式ブームのみの場合は、すべて

の手動部を完全に伸長する。 
 

• 最大作業半径－上部旋回範囲全域においてアウトリガ、スタビライザ、車体に接
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触することなく安全に荷重を旋回できる範囲内で、最大荷重モーメントを発生さ

せる作業半径とする。車体フレームのたわみにより半径が変動しても、試験荷重

がクレーンと接触したり、定めた半径を超えたりすることのないよう留意するこ

と。旋回中に半径の再調整は許容されるが、いったん小さくした半径を後から再

び延ばすことは不可とする。 
 

• 試験荷重は、このブーム長さと最大作業半径における該当 OEM 定格総荷重表の

定格荷重の 100 パーセントでなければならない。 
 
注記 本試験における荷重モーメントとは、定格荷重と作業半径の積である。ブーム設定が複

数あるクレーンは、すべての定格荷重表を確認し、最大荷重モーメントを発生させる設定を選

択する必要がある。 
 

b. 伸縮装置すべり試験 巻上装置で試験荷重を巻上げる。ブームを最大作業半径（上記

定義）から最小作業半径まで起伏させ、その状態でオペレーターがコントロールを操作せ

ずに５分間保持する。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブー

ムまたは巻上装置構成部品、ブレーキ、アウトリガ、スタビライザのいずれかに不具合を

示している可能性がある。次の試験に移る前に、ブームを最小作業半径から最大作業半径

まで戻す。 
 

c. アウトリガまたはスタビライザ装置すべり試験 該当の OEM が認める旋回領域の全

域で該当のクレーンを反対方向に完全に旋回させる。該当 OEM が許容する上部旋回範囲

全体を低速で旋回させ、旋回中に適宜ブレーキを作動させる。ブレーキが滑らかかつ確実

に旋回動作を停止できるかを確認する。ブームを各アウトリガまたはスタビライザの真上

（もしくは OEM が許容する位置）に配置し、そこで５分間荷重を保持する（前方中央の

アウトリガまたはスタビライザについては除外可）。降下が発生していないかを観察す

る。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置構成部品、ブレーキ、アウトリガ、ス

タビライザのいずれかに不具合を示している可能性がある。逆方向にも旋回し、同様に試

験を行う。 
 
伸縮装置およびアウトリガまたはスタビライザ装置のすべり試験に関する注意事項 
 
1. いかなる降下であっても、運用要件および安全性に応じて、該当部隊の技術部門がその重

要性を評価しなければならない 
 
2. アウトリガまたはスタビライザ固定装置を備えるクレーンであっても、該当部隊の運用手

順により当該固定装置を使用しない操作が許容されている場合は、本試験は固定装置を解除し

た状態で実施しなければならない 
 
3. ラッチ式ブームクレーンにおいて、伸縮シリンダーがピン未固定状態で負荷した状態でブ

ームを伸長、収縮、または保持する能力を有する場合は、その伸縮シリンダーを、ピン未固定

状態での最大伸長、収縮、保持能力の 100 パーセントにて、伸縮装置すべり試験を繰り返して

実施しなければならない。ただし、当該伸縮機能の唯一の目的が、ブームセクション、補助装

置、または玉掛用具の伸縮に限られ、荷重の伸縮が伴わない場合には、当該伸縮シリンダーに

対してはすべり試験は不要とする。 
 
4. SPS クレーンにおいては、伸縮装置すべり試験において試験荷重を 10 分間（通常の５分間
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に代えて）保持しなければならない。伸縮装置またはアウトリガやスタビライザ装置のすべり

試験における最大許容すべり量は、荷重位置において１インチとする。いかなるすべりも、該

当部隊の技術部門で評価されるべきである。 
 
5.4.2.3. 補巻およびホイップホイスト この試験荷重は、試験対象のホイスト（巻上装置）の

最大認証荷重の 100 パーセントでなければならない。試験は、ブームを最大まで伸長させた状

態、または巻上ドラムにワイヤロープが２巻（もしくは該当クレーンの OEM が要求する場合

はそれ以上）残るまで行うこと。 
 

a. 巻上装置を使用して試験荷重を巻上げる。 
 

b. 試験荷重を巻下げ、ブレーキの制御、停止、および保持能力を試験する（10 分間の

荷重保持を含む）。 
 

c. 降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置

構成部品、ブレーキ、アウトリガ、スタビライザのいずれかに不具合を示している可能性

がある。試験荷重をつり上げた状態で、フックを時計回りおよび反時計回りに 360 度回転

させ、ベアリングの動作を確認すること。 
 
5.4.2.4. 最大ラインプル（最大張力）試験および補助機器の試験 使用許可認証の有効期間中

に、第４章に定める手順に従って複数の巻掛け構成または補助機器（振出式ジブ、動力ピン固

定式のフライセクション、手動式延長ブーム、可変オフセットのジブ、複数のロードブロック

等）を使用する予定のクレーンには、以下の荷重試験を実施しなければならない。 
 

a. 最大ラインプル（最大張力）試験 
 
注記 すべての巻掛け構成を試験する必要はない。場合によっては、本試験を最大認証荷重試

験または荷重モーメント試験と併せて実施することがある。主巻および補巻が同一仕様であ

り、かつ承認済みの巻掛け AEP を有するクレーンについては、それぞれのホイストで最大ロ

ープ引張り試験を満足に実施し、かつ一方のホイストで最大認証荷重試験および荷重モーメン

ト試験を満足に完了していれば、いずれのホイストも最大認証荷重まで使用可能である。 
 

(1) 試験対象とする巻掛け構成は、試験荷重によってワイヤロープの最大許容引張

力（最大ラインプル）の 100 パーセントを発生させるものでなければならない。ド

ラム上に巻かれたワイヤロープ層数の影響でクレーンが試験荷重をつり上げられな

い場合は、5.4.2.1 項の注記を参照すること。 
 
(2) 巻上装置を使用して試験荷重を巻上げる。 
 
(3) 試験荷重を巻下げ、ブレーキによる制御、停止、および保持能力を試験する

（10 分間の荷重保持を含む）。 
 

b. 補助機器の試験  
 

(1) 試験荷重は、試験対象となる機器の最大認証荷重の 100 パーセント、または機

器が完全に巻掛けられていない場合には、最大許容ワイヤロープ引張力（最大ライ
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ンプル）の 100 パーセントでなければならない。可変オフセット角を有するジブに

ついては、使用予定の最大オフセット角で試験を実施しなければならない。伸縮形

延長ブームについては、最大に伸長させた状態で試験を行うこと。折りたたみ式振

出ジブの各段階については、両方の段階が使用または認証されている場合、それぞ

れに対して試験を実施しなければならない。各試験設定および試験荷重は、図 4-2
「移動式クレーン試験の補足」に記録すること。 

 
注記 カウンターウェイト構成が複数存在するクレーンにおいては、すべてのカウンターウェ

イトの組み合わせを試験する必要はない。ただし、認証期間中に使用予定のすべてのカウンタ

ーウェイトについては、年次荷重試験のいずれかの構成で試験を実施しなければならない 
 
5.4.2.4.1. AEP なしで使用する補助機器 第４章 4.5.3.1.1 項および 4.5.3.1.2 項に記載のとお

り、アウトリガパッド、カウンターウェイト、アウトリガ、またはスタビライザの伸長ピン、

ブームの角度および伸長ピンの取外しおよび再取付けを行う場合であって、これらの構成部品

が年次認証の際に荷重試験を受け、認証を取得している場合には、AEP は不要であり、既存の

使用許可認証は無効にはならない。これらの構成部品を取り外しまたは取り付ける際には、該

当する OEM の指示に従わなければならない。 
 
5.4.2.5. オンラバー（タイヤ接地）での荷重試験 第６章 6.8 項に記載のとおり、アウトリガ

またはスタビライザを備えるクレーンにおける、タイヤ接地状態での側方つり上げの許容定格

総荷重は、OEM が規定する定格総荷重表の 60 パーセントを超えてはならない。これらのクレ

ーンに対しては、タイヤ接地状態での側方領域におけるつり上げ試験は実施不要である（アウ

トリガまたはスタビライザを装備しないゴムタイヤ式クレーンについては、海軍クレーンセン

ターに照会すること）。中古クレーンおよび改造済クレーンに対して、タイヤ接地時の許容定

格総荷重、能力定格に関する情報、ならびに初期安定性試験については、第６章を参照するこ

と。試験対象のクレーン形式について、当該部隊がアウトリガまたはスタビライザを使用しな

い状態でのつり上げおよびつり荷走行を許可している場合には、荷重を負荷した状態で以下の

試験を実施し、クレーン本体、車台、車輪、タイヤ、ブレーキなどの安定性および作動状態を

確認すること。 
 
注記 一部のクレーンには、静止状態でのつり上げと、つり荷走行時でのつり上げにおいて異

なる能力定格が設けられている。すべての許容構成について試験を実施しなければならない。 
 

a. オンラバー（タイヤ接地）での最大認証荷重 
 

(1) クレーン後方（または OEM が指定する場合は前方）において、最小可能作業

半径でタイヤ接地時の最大認証荷重の 100 パーセントをつり上げる。その後、ブー

ムを最大作業半径までゆっくりと降下させる。この間、降下が発生していないかを

観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置の構成部品、ブレーキ、

車輪、タイヤ、車軸構成部品のいずれかに不具合を示している可能性がある。 
 

(2) OEM が定める範囲内で、タイヤ接地状態における旋回動作を行う。この間、降

下が発生していないかを確認する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置

の構成部品、ブレーキ、車輪、タイヤ、車軸構成部品のいずれかに不具合を示して

いる可能性がある。 
 



E-25 

(3) 試験荷重をクレーン後方（または OEM が指定する場合は前方）に保持し、ブ

ームをクレーン車台の長手方向に平行とした状態で、最低 50 フィートを走行させ

る。この間、降下が発生していないかを確認する。降下が見られる場合は、ブーム

または巻上装置の構成部品、ブレーキ、車輪、タイヤ、車軸構成部品のいずれかに

不具合を示している可能性がある。 
 
5.5. ラチスブームクレーン 
 
5.5.1. 無負荷試験 
 
5.5.1.1. 巻上装置 
 

a. 各フックを、可動可能な最大範囲まで巻上げる。 
 

b. 各ホイストブロックを、低速でリミットスイッチ（装備されている場合）に接触す

るまで巻上げる。巻過防止アラームが作動するか、または OEM の取扱説明書に従い、該

当ホイストが自動的に停止することを確認する。クレーンが制御ロックアウト機構（機能

制限装置またはキックアウトとも呼ばれる）を備えている場合は、ブームの降下などホイ

ストを巻過状態にさせるおそれのある追加機能が、OEM の取扱説明書に従い確実に無効

化されていることを確認する 
 

c. バイパススイッチ（装備されている場合）を使用して、各ホイストブロックをリミ

ットスイッチよりさらに巻上げる。 
 

e. 各フックを、可動可能な最大範囲まで巻下げる。巻下げ後は、ワイヤロープがドラ

ム上にきつく巻き付いていることを確認し、ワイヤロープのずれや潰れを防いだ上で荷重

試験に進むこと 
 
5.5.1.2. ブーム 
 

a. ブームを、作業可能な全範囲で起伏させる。 
 
b. ブームを、上限リミットスイッチ（装備されている場合）に接触するまで起こす。

さらに、バイパススイッチ（装備されている場合）を使用して、その上限リミットスイ

ッチを越えるまで起こす。 
 
c. ブームを、非常用上限リミットスイッチ（装備されている場合）に接触するまで起

こす。 
 
d. 下限リミットスイッチ（装備されている場合）を、上限リミットスイッチと同様の

手順で試験する。 
 
5.5.1.3. その他の機能 旋回などのその他の機能については、主な構成要素を最低１サイクル

以上操作しなければならない（例、クローラベルトの１周移動、上部旋回体の 360 度回転な

ど）。 
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a. 該当する場合は、作業領域リミットスイッチ（領域定義装置）の作動を試験するこ

と。 
 
5.5.2. 荷重試験 この荷重試験は、最大認証荷重試験および荷重モーメント試験で構成され

る。これらの試験は、一つに統合される場合もある。さらに、複数の巻掛け設定を使用するク

レーンには、最大ラインプル試験（最大張力試験）が必要であり、AEP に従って補助機器を使

用するクレーンには、それに対応した試験が求められる。試験の順序は活動部隊により変更可

能であるが、以下の順序が推奨される。巻掛け構成が複数あるクレーンの場合、最大ラインプ

ル試験（5.4.2.4.a 項）を最初に実施すべきである。 
 
5.5.2.1. 最大認証荷重試験 
 

a. 試験荷重は、クレーンの最大認証荷重の 100 パーセントとする。最大認証荷重におけ

る許容最大作業半径を決定し、その作業半径で試験を実施する。 
 

b. 該当巻上装置で試験荷重を巻上げる。 
 

c. パワーダウンモードで試験荷重を巻下げ、ブレーキの制御・停止・保持能力を検定す

る（ホイストにパワーダウンモードがない場合は、フットブレーキを使用し、ペダルを掛

けて制動する）。この際、ブームまたは巻上装置のパウルを歯に掛けない状態で 10 分間

荷重を保持する。ただし、パウル機構自体を解除してはならない。 
 

d. 降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置

の構成部品、ブレーキ、アウトリガ、スタビライザのいずれかに不具合を示している可能

性がある。試験荷重をつり上げた状態で、フックを時計回りおよび反時計回りに 360 度回

転させ、ベアリングの動作を確認する。試験荷重が大きいためにフックを 360 度回転でき

ない場合は、この操作を荷重モーメント試験中に実施する。 
 
注記 ワイヤロープがドラムに多層巻されている場合、一部のクレーンでは OEM の定格総荷

重表に示された荷重を持ち上げられないことがある。その場合は、該当するホイストの形式お

よび巻層に応じた OEM のホイストラインプル（巻上装置の最大張力）を確認する。使用可能

トルクが制限要因である場合は、その制限に基づき試験荷重を減じて試験を実施する。クレー

ンはその減じた荷重で認証される（TPC クレーンでは、減じた試験荷重を 1.10 で除した値が認

証荷重となる）。減じた荷重でもつり上げらない場合は、油圧圧力、リリーフバルブ、クラッ

チ設定等が OEM 規格内にあるか確認する。規格内であれば、OEM に問い合わせること。 
 

e. 荷重をつり上げた状態で、最大作業半径から最小作業半径までブームを動かす。次

に、最小作業半径から最大作業半径までブームを動かして、同様の試験を繰り返す。 
 

f. OEM および活動部隊が自由降下モードでの操作を許可している場合は、フリクショ

ンクラッチを切り離した状態でブレーキが荷重を停止させられるかを試験すること。この

試験は OEM および部隊の定める安全手順に厳密に従って実施しなければならず、かつ

OEM が推奨する最大許容荷重を超えてはならない。 
 
5.5.2.2. 荷重モーメント試験 
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a. 試験の設定 
 

• 最大荷重モーメントを発生させ、かつ上部旋回体の旋回全域においてアウトリ

ガ、スタビライザ、車体、クローラなどと干渉しないよう安全に荷重を保持でき

る作業半径を選定すること。選定する半径は、キャリアフレームのたわみに伴っ

て試験荷重が作業半径外に外れたり、クレーン本体に接触したりしないよう十分

に配慮すること。旋回中、キャリアフレームのたわみに応じて半径を調整するこ

とは可能であるが、一度小さくした作業半径を再び拡大してはならない。 
 

• 試験荷重は、この作業半径における OEM 定格荷重の 100 パーセントとする。 
 
注記 本試験における荷重モーメントとは、定格荷重と作業半径の積である。 
 

b. アウトリガまたはスタビライザ装置すべり試験 巻上装置により試験荷重をつり上

げ、OEM が許可する旋回全域において、最大作業半径でクレーンを低速で旋回させる。

旋回中は適宜ブレーキを作動させ、そのブレーキが円滑かつ確実に旋回動作を停止させ

る能力を有していることを確認する。クレーンを各アウトリガまたはスタビライザ（前

方中央を除く）の真上またはその付近（OEM が許可する範囲）に配置し、５分間荷重を

保持する。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは

巻上装置の構成部品、ブレーキ、アウトリガ、スタビライザのいずれかに不具合を示し

ている可能性がある。続いて、OEM が許可する旋回全域において、反対方向にも旋回操

作を実施すること。 
 
アウトリガまたはスタビライザ装置すべり試験に関する注意 
 
1. 降下の重大性については、該当活動部隊の技術部門が、作業要件および安全性に基づいて

評価するものとする。 
 
2. アウトリガまたはスタビライザの固定装置（ロック機構）を備えるクレーンにおいても、

部隊の運用手順上、その装置を使用しないことが認められている場合には、ロック装置を解除

した状態で本試験を実施すること。 
 

c. クローラクレーンの旋回 巻上装置により試験荷重をつり上げ、OEM が許可する旋

回全域において、最大作業半径でクレーンを低速で旋回させる。旋回中は適宜ブレーキ

を作動させ、ブレーキの性能を確認する。ブームを各クローラベルトの角部の真上また

はその付近（OEM が許可する範囲）に位置させ、５分間荷重を保持する。アウトリガま

たはスタビライザが装備されている場合でも、前方中央での保持は不要とする。降下が

発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置の構成部

品、ブレーキ、アウトリガ、スタビライザ、クローラベルトのいずれかに不具合を示し

ている可能性がある。OEM が許可する旋回全域において、反対方向にも完全な旋回操作

を実施する。 
 

d. ブーム操作 試験荷重をつり下げた状態で、最大作業半径から最小作業半径へブーム

を動かす操作を実施する。続けて、最小作業半径から最大作業半径へ同様の操作を繰り

返し実施すること。 
 
3. SPS クレーンにおいては、アウトリガまたはスタビライザ構成部または伸縮構成部のすべ
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り試験において、荷重の保持時間を 10 分間とする（通常の５分間に代えて実施）。また、最大

許容滑り量は１インチとし、すべりが確認された場合は、部隊の技術部門が評価を実施するこ

と。 
 
5.5.2.3. 補巻およびホイップホイスト 本試験荷重は、試験対象のホイスト（巻上装置）の最

大認証能力の 100 パーセントとする。 
 

a. 巻上装置を用いて試験荷重をつり上げる。 
 
b. 試験荷重を巻下げ、ブレーキが試験荷重を制御、停止、保持（10 分間保持）できる

かを試験する。 
 
c. 降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置

の構成部品、ブレーキ、アウトリガ、スタビライザのいずれかに不具合を示している可

能性がある。試験荷重をつり上げた状態で、フックを時計回りおよび反時計回りに 360
度回転させ、ベアリングの作動を確認する。 

 
5.5.2.4. 最大ロープ引張り試験および補助機器の試験 第４章に基づく手順を利用してさまざ

まな巻掛け設定または補助機器（固定式ジブ、ラッフィングジブ、継ぎジブ、複数のロードブ

ロック等）を使用する予定のクレーンには、以下の荷重試験が必要である。 
 

a. 最大ワイヤロープ引張り試験 
 
注記 すべての巻掛け構成またはシーブの組み合わせについて試験を行う必要はない。本試験

は、場合により最大認証能力試験または荷重モーメント試験と組み合わせることができる。主

巻および補巻のホイスト（ウインチ）が同一構造で、承認された巻掛け AEP があるクレーン

については、それぞれのホイストで最大ラインプル試験を合格し、かついずれかのホイストで

最大認証能力試験および荷重モーメント試験を合格していれば、いずれのホイストもクレーン

の最大認証能力まで使用することが可能である。 
 

(1) 試験対象とする巻掛け設定は、試験荷重が最大許容ワイヤロープ引張力の 100
パーセントとなるような構成でなければならない。ドラム上のロープ層数の影響に

よりクレーンが試験荷重をつり上げられない場合は、5.5.2.1 項の注記を参照するこ

と。 
 
(2) 巻上装置を用いて試験荷重をつり上げる。 
 
(3) 試験荷重を巻下げ、ブレーキの制御、停止、および保持（10 分間）の能力を確

認する。 
 

b. 補助機器の試験  
 

(1) 試験荷重は、補助機器の最大認証能力の 100 パーセントとする。または、補助

機器が全巻掛けでない場合は、最大許容ワイヤロープ引張力の 100 パーセントとす

る。可変オフセット角および長さを有するジブについては、最大オフセットおよび

最大長さの条件で試験を実施すること。各試験構成および試験荷重は、図 4-2 の

「移動式クレーン試験の補足」に記録すること。 



E-29 

注記 
 
1. 複数のブーム長さに組み替え可能なクレーンについては、すべてのブーム継ぎ足しの組み

合わせを試験する必要はない。ただし、使用許可認証期間中に使用予定のブームの組み合わせ

は試験しなければならない。また、使用予定の最大ブーム長に対して、最大認証荷重の 100 パ

ーセントを使用して 5.5.2.1 項の最大認証能力試験を繰り返し実施する必要がある。主ブーム部

は、クレーン改造の観点から補助機器とは見なされていない。 
 
2. 複数のカウンターウェイト設定があるクレーンについては、すべての組み合わせを試験す

る必要はない。ただし、使用許可認証期間中に使用されるすべてのカウンターウェイトは、年

次荷重試験において何らかの組み合わせで試験が実施されなければならない。 
 
5.5.2.4.1. AEP なしで使用する補助機器 第 4 章 4.5.3.1.1 項および 4.5.3.1.2 項に記載のとお

り、アウトリガまたはスタビライザパッド、カウンターウェイト、アウトリガまたはスタビラ

イザ伸長ピン、ブーム角度および伸長ピンの取外しや再取付けについては、年次認証時にそれ

ら構成部品すべてが荷重試験済みであれば、AEP は不要であり、既存の認証も無効にはならな

い。これらの構成部品の取り扱いに際しては、OEM 指示に従うこと。 
 
5.5.2.5. タイヤ接地状態での荷重試験（オンラバー試験） 第６章 6.8 項に記載のとおり、ア

ウトリガまたはスタビライザを備えるクレーンの側方つりにおけるタイヤ接地時の許容定格能

力は、OEM 定格荷重の 60 パーセントを超えてはならない。そのため、これらのクレーンにお

いては側方領域でタイヤを接地状態の荷重試験は不要である。中古クレーンまたは改造された

クレーンについては、タイヤ接地時の許容荷重、定格能力情報、および初期安定性試験に関す

る情報を第６章にて確認すること。試験対象のクレーン形式において、アウトリガまたはスタ

ビライザを使用せずにつり上げやつり荷走行を行うことが部隊で許可されている場合には、以

下の試験を実施し、クレーン、車台、車輪、タイヤ、ブレーキ等の安定性および作動状態を確

認すること。 
 
注記 一部のクレーンは、静止状態でのつり上げと、つり荷走行時とで異なるつり上げ能力が

設定されている。それぞれの許容設定ごとに試験を実施しなければならない。 
 

a. タイヤ接地状態の最大認証荷重 
 

(1) クレーン後方領域（または OEM が規定する場合は前方領域）で、最小可能作

業半径の状態にて、オンラバー状態の最大認証荷重の 100 パーセントをつり上げ

る。そこから、最大認証荷重に対応した最大作業半径までブームをゆっくり伏せ

る。必要に応じて、ブームおよび巻上装置のパウルをかける。ブームまたは巻上構

成部品、ブレーキ、に不具合があることを示す降下がないかを観察する。降下が発

生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置の構成

部品、ブレーキ、車輪、タイヤ、車軸構成部品のいずれかに不具合を示している可

能性がある。 
 

(2) OEM が許可するオンラバー作業旋回範囲内で旋回動作を実施する。降下が発生

していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置の構成部

品、ブレーキ、車輪、タイヤ、車軸構成部品のいずれかに不具合を示している可能

性がある。 
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(3) 試験荷重を後方または OEM が指定する前方に配置し、ブームをクレーンの車

体長手方向と平行にした状態で、少なくとも 50 フィート走行させる。降下が発生し

ていないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置の構成部

品、ブレーキ、車輪、タイヤ、車軸構成部品のいずれかに不具合を示している可能

性がある。 
 
5.5.2.6. クローラ走行試験 クローラクレーンにおいて、つり荷走行が許可されている場合

は、荷重を負荷した状態で以下の試験を実施し、車台、ブレーキ、クローラ等の安定性および

作動状態を確認する。 
 
注記 一部のクレーンは、静止状態でのつり上げと、つり荷走行時とで異なるつり上げ能力が

設定されている。 
 

a. 最大認証走行能力 
 

(1) クレーン後方領域（または OEM が規定する場合は前方領域）で、最小可能作

業半径にて最大認証走行能力の 100 パーセントの試験荷重をつり上げる。その後、

該当する最大認証走行能力に応じた最大作業半径までブームをゆっくりと伏せる。

該当する場合には、ブーム起伏装置および巻上装置のパウルを掛けること。降下が

発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置の構

成部品、ブレーキ、車輪、タイヤ、車軸構成部品のいずれかに不具合を示している

可能性がある。 
 
(2) 試験荷重をクレーン後方領域（または OEM が規定する場合は前方領域）に位

置させ、ブームをクレーン車体の長手方向と平行にした状態で、最低 50 フィートの

距離を走行させる。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、

ブームまたは巻上装置の構成部品、ブレーキ、車輪、タイヤ、車軸構成部品のいず

れかに不具合を示している可能性がある。 
 
5.6. タイヤの交換または修理後の試験 カテゴリー１の移動式クレーンで、タイヤ接地状態の

つり上げ能力があるものについては、荷重試験の代替として、タイヤの交換または修理後に以

下の試験を実施することができる。クレーンは、空フック状態で最低 100 フィートの前進およ

び後進走行を実施しなければならない。このとき、影響を受けたタイヤが位置する機体角部に

カウンターウェイトを配置し（OEM が許可している場合に限る）、ブームは最小作業半径また

は OEM の指定する状態とする。この試験は、OEM が認めている場合に限り、カウンターウェ

イトを備える移動式クレーンの荷重支持用車軸またはサスペンション構成部品の修理後にも適

用できる。屈曲形または伸縮形ブームのクレーンで、アウトリガまたはスタビライザを伸長し

た状態でタイヤが接地している場合は、該当タイヤ側において最大認証荷重試験を実施しなけ

ればならない。この項は、移動式ボートホイストおよびタイヤ式ガントリークレーンには適用

されない。これらのクレーンについては 8.3.4 項を参照すること。 
 
5.7. 新しいロープのワイヤロープ試験 いかなる巻上装置に使用する場合でも、新しいワイヤ

ロープは、使用開始前に最大使用長さに対する試験を実施しなければならない。承認済みの巻

掛け AEP がある主巻に対しては、該当する最大試験荷重に対応する最大可能ブーム長で、

5.4.2.4 項または 5.5.2.4 項に従って最大ロープ引張り試験を実施すること。承認済みの巻掛け
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AEP がない主巻の場合は、5.4.2.1 項または 5.5.2.1 項の最大認証荷重試験、および 5.4.2.2 項ま

たは 5.5.2.2 項の荷重モーメント試験を実施して完了させなければならない。荷重モーメント試

験中のロープ引張り力が、最大認証荷重試験中のロープ引張り力以上である場合、最大認証荷

重試験は省略可能である。また、両試験におけるブーム長が同一である場合には、最大認証荷

重試験を採用し、荷重モーメント試験は不要である。補巻およびホイップホイストについて

は、5.4.2.3 項または 5.5.2.3 項に従って試験を実施すること。なお、実際のワイヤロープ破断荷

重の証明書がある場合には、本試験は不要である。 
 
5.8. 屈曲形ブームクレーン 5.1 項、5.3 項および 5.3.1 項の要件に従い、必要に応じて 5.4.1 項

に基づき無負荷試験を実施する。定義および用語は ASME B30.22「屈曲形ブームクレーン」か

ら引用する。 
 
荷重試験は、最大認証荷重試験および荷重モーメント試験で構成される。さらに、つり上げ能

力がクレーンの最大認証荷重より低い巻上装置またはウインチを備える場合は、最大ラインプ

ル（最大張力）試験が必要である。使用許可認証期間中に AEP と併せて補助機器を使用するク

レーンは、複数の巻掛け構成試験およびその他の適切な試験も必要である。試験の実施順序は

所属部隊によって変更してもよいが、以下の順序を推奨する。 
 
5.8.1. 最大試験荷重 
 

a. 試験設定 
 

• 試験荷重は、当該クレーンの最大認証荷重の 100 パーセントとする。最大認証

荷重が巻上装置またはウインチの容量に基づくものか、内側または外側のパド

アイでのつり上げに基づくものかを判定すること。 
• 伸縮シリンダーを備えていないクレーンでは、上記で決定した荷重に応じた最

大作業半径で試験を行う。 
• 伸縮シリンダーを備えるクレーンでは、荷重の大きさに応じた最大許容屈曲角

度（ブームを内側に屈曲した状態）で、かつアウトリガから安全距離を確保し

つつ、その荷重に応じた最小作業半径で試験を行う 
 

b. 静的試験および油圧伸縮シリンダー油圧構成部品のすべり試験 該当の試験荷重をつ

り上げる試験荷重に応じた最大作業半径内でつり上げ、10 分間保持する。フックブロッ

クに転がり軸受が備わっている場合は、荷重とフックを 360 度、時計回りおよび反時計回

りに回転させ、軸受の作動を確認する。降下が発生していないかを観察する。降下が見ら

れる場合は、ブームまたは巻上装置の構成部品、ブレーキ、アウトリガ、スタビライザの

いずれかに不具合を示している可能性がある。伸縮シリンダーを備える場合は、同時にそ

の油圧構成部品のすべり試験も兼ねる。 
 

c. 動的試験 巻上装置またはウインチを用いて通常の運転速度で試験荷重の巻上げおよ

び巻下げを行う。巻上ブレーキおよび制御装置が荷重を制御・停止できる能力を確認す

る。巻上装置またはウインチの容量がクレーンの最大認証荷重より低い場合は、その巻上

装置の最大容量の 100 パーセントを用いて追加試験を行う。必要に応じて 5.4.2.1 項の注

記を参照すること。 
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d. ブーム動作 内側および第二ブーム起伏シリンダーを使用し、荷重をかけた状態で最

小作業半径から最大作業半径までブームを動かす。反対方向にも同様に試験を行う。 
 
注意 試験荷重は必要な試験を行える最低限の高さまでつり上げること。安全なつり上げ高さ

を確保するため、通常よりも長いスリングやチェーンブロックの使用を推奨する。 
 
注記 試験スリングの長さおよび安全確保のための条件が、実際の最小試験半径を決定する。

ウインチ（ワイヤロープ巻上装置）を備えていないクレーンでは、試験荷重が半径を超えない

よう特に注意すること。 
 
5.8.2. ロードモーメント試験 
 

a. 試験設定  
 

• ブームは、油圧伸長 f ふろを備える場合は最大油圧伸長長さとし、最小屈曲角

度で、かつ掲示の定格総荷重表（通常は「真っ直ぐに伸ばした状態」）で定め

られた最大許容作業半径に設定する。 
• 試験荷重はアウトリガから安全な距離を保つこと。 
• 試験荷重は、その作業半径における定格総荷重表の定格荷重の 100 パーセント

とする。 
 

b. 静的試験 5.8.1 項と同様に、まずクレーンの反対側で試験を開始し、試験荷重を最

大半径内で十分に持ち上げる。次に、試験荷重を最大作業半径位置でアウトリガまたはス

タビライザの上に配置し、５分間保持する。降下が発生していないかを観察する。降下が

見られる場合は、ブーム、巻上装置構成部品、ブレーキ、アウトリガまたはスタビライザ

のいずれかに不具合を示している可能性がある。 
 

c. 旋回およびアウトリガまたはスタビライザ構成部品のすべり試験 OEM が許容する

上部旋回体の旋回範囲全域を、低速で旋回させる。旋回中、定期的に旋回ブレーキを作動

させるか、またはコントローラを停止位置に戻し、円滑かつ確実に旋回動作を停止できる

ことを確認する。アウトリガまたはスタビライザを３基以上備える場合は、中央前方以外

の各アウトリガまたはスタビライザの上（または OEM が許容する位置付近）で試験荷

重を５分間保持する。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブー

ムまたは巻上装置の構成部品、ブレーキ、アウトリガ、スタビライザのいずれかに不具合

を示している可能性がある。反対側のアウトリガまたはスタビライザでの５分間保持は必

須ではない。OEM が許可する旋回全域において、反対方向にも完全な旋回操作を実施す

る。クレーンがアウトリガを備えず基盤に設置されている場合は、OEM または現場条件

に基づき 360 度または可能な範囲で旋回する。 
 

d. 油圧伸長シリンダーの油圧装置すべり試験 ブームを最大油圧伸長長さ、最小屈曲角

度、かつそのブーム長さと屈曲角度に対応する最小作業半径に設定する（荷重を地面にで

きる限り近づけるため、長尺スリングや手動式チェーンブロックが必要となる場合があ

る）。この状態で、オペレーターが制御装置を操作せずに 10 分間荷重を保持する。試験

中、構成部品や装置の不具合・故障により、荷重、ブーム、アウトリガビームまたはスタ

ビライザビームが著しく降下してはならない。なお、油圧伸長シリンダーを備えていない

場合は本試験を省略できる。 
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5.8.3. 内側または外側フックまたはパドアイの最大試験荷重 クレーンが内側フックまたは外

側フック、またはパドアイを備え、かつ当該部隊において使用されているが、5.8.1 項で試験を

行っていない場合は、未試験の内側または外側フック、パドアイに対して、5.8.1.b 項で規定す

る試験を実施しなければならない。試験荷重は、内側または外側フック、パドアイの最大能力

の 100 パーセントとする。試験の設定および作業半径は、定格総荷重表で許容される任意の設

定および半径とする。 
 
5.8.4. 補助機器 補助機器（手動式延長ブームなど）の使用が認められている場合は、これら

に対して荷重試験を行わなければならない。試験荷重は、当該機器の最大定格荷重、または全

数巻掛けがなされていない場合にはワイヤロープの引張力による制限値を基準とする。各試験

の設定および試験荷重は、図 4-2 証明書の補足に記録する。 
 
5.8.4.1. AEP なしで使用する補助機器 第 4 章 4.5.3.1.1 項および 4.5.3.1.2 項に記載のとお

り、アウトリガまたはスタビライザパッド、カウンターウェイト、アウトリガまたはスタビラ

イザ伸長ピン、ブームアングルピン、ブーム伸長ピンなどの取り外しと取り付けに際し、すべ

ての構成部品が年次認証時に荷重試験を受け、かつ認証されている場合には、AEP は不要であ

り、現行の使用許可認証は引き続き有効である。これらの構成部品を取り外す場合または取り

付ける場合は、必ず OEM の指示に従わなければならない。 
 
油圧構成部品すべり試験に関する注意事項 
 
降下が発生した場合、その重要性は運用要件および安全性に基づき、部隊の技術部門が評価し

なければならない。 
 
荷重モーメント試験に関する注意事項 
 
1. 試験荷重をつり上げる際は、常に最大作業半径の内側でつり上げ、あらかじめ計測した作

業半径（前述のとおり）までゆっくりとブームを伏せる。この間、少なくとも１回停止し、ブ

ーム油圧装置の荷重制御能力を確認する。試験荷重は、所定の試験に必要な最低限の高さまで

のみつり上げること。 
 
2. クレーンの型式や製造者によっては、本試験の過程で、ブームを反対側の角部に位置させ

た際にアウトリガまたはスタビライザが軽くなり（パッド内で浮き上がり始め）、パッドが地

面から離れる場合がある。これは一般的に正常であり、転倒の兆候ではない。ただし、当該部

隊は、この状態を示すクレーンが安全に使用可能であることを OEM に確認しなければならな

い。 
 
5.9. クレーンつり上げ作業以外に使用するクレーン等搬送装置 クラムシェル、ドラグライ

ン、マグネット、パイルドライバ、その他のつり上げを伴わない作業用補助つり上げ装置と組

み合わせて使用されるクローラクレーン、トラッククレーン、クルーザクレーンは、使用する

ワイヤロープ径に応じた最大許容安全荷重で試験を行わなければならない。この試験は、走行

を除くすべての作業動作において実施すること。バケットやマグネット等は、ワイヤロープ試

験のために取り外してもよい。再取付け後の再試験は、不要である。また、使用許可認証有効

期間中に末端装置を交換（例、クラムシェルからドラグラインへの変更など）した場合も、再

試験は、不要である。 
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6. ブリッジまたは天井走行クレーン、壁クレーン、ガントリークレーン、カンチレバー形ガ

ントリークレーン、セミガントリークレーン、常置形ホイストを備えるポータブルガントリー

または A フレームを含む 
 
6.1. 無負荷試験 
 
6.1.1. 巻上装置 
 

a. 各ロードフックを上限リミットスイッチに接触するまでゆっくりと巻上げる。 
 

b. 上限リミットスイッチのバイパス（該当する場合）を使用し、フックをゆっくりと上

限リミットスイッチを通過させる。 
 

c. 非常用リミットスイッチ（該当する場合）を作動させる（付則 D の 29 項目を参

照）。 
 

d. 各フックについて、コントローラ全域で巻上げおよび巻下げを行う。 
 

e. 各フックを下限リミットスイッチが（該当する場合）に接触するまで巻下げる。 
 

f. 下限リミットスイッチのバイパス（該当する場合）を使用し、フックをゆっくりと下

限リミットスイッチを通過させる。 
 

g. 非常用下限リミットスイッチ（該当する場合）を作動させる（付則 D の 29 項目を参

照）。 
 
6.1.1.1. ワイヤロープドラムの非常用ブレーキ（シャフト故障検出装置） 低速で巻下げ中に

モーターエンコーダ信号を遮断して、人為的にシステム故障を発生させる。設計上の遅延時間

内にブレーキが作動し、かつ巻上げ制御が両方向とも無効化されることを確認する。試験後、

エンコーダを再び接続する。この試験をドラムエンコーダでも繰り返す。検出にエンコーダ以

外の機器（例、レゾルバ、機械式オーバースピード装置など）を使用している場合、または適

正な試験のためにモーターエンコーダ信号の遮断以外の方法を必要とする場合には、当該部隊

の技術部門が故障を模擬する方法（例、変数の強制入力）を定めなければならない。 
 
6.1.2. トロリ トロリをコントローラ全域で両方向に運転する。ブリッジレールの全長を横行

させ、バンパーをトロリレールストッパーにゆっくりと接触させる。ブレーキが正常に作動す

ることを確認する。 
 
6.1.3. ブリッジまたはガントリー ブリッジまたはガントリーをコントローラ全域で両方向に

運転する。走行レールの全長を走行させ、ブリッジまたはガントリーのバンパーを走行レール

ストッパーにゆっくりと接触させる。ブレーキが正常に作動することを確認する。常置形ホイ

ストを備えるポータブルガントリーまたは A フレームは、OEM が許可し、かつ OEM の特別な

指示に従う場合に限り、試験荷重をつり下げた状態で走行させることができる。 
 
6.2. 荷重試験 各フックを個別に試験する。 
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6.2.1. 巻上装置 
 

a. 静的試験 試験荷重をつり上げて 10 分間保持する。試験荷重およびフックを時計回

りおよび反時計回りにそれぞれ 360 度回転させ、ベアリングの作動を確認する（フックブ

ロックに転がり軸受がない場合は、フックの旋回試験を省略してよい）。降下が発生して

いないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻上装置の構成部品、ブレー

キのいずれかに不具合を示している可能性がある。常用および非常用保持ブレーキを備え

る巻上装置の場合、この試験に代えて 6.2.1.b 項の試験を行う。 
 

b. 常用および非常用保持ブレーキ 常用および非常用保持ブレーキ（それぞれ単独で荷

重を保持できる構造）を備える巻上装置については、試験荷重をつり上げ、コントローラ

を中立に戻したときに常用および非常用保持ブレーキが作動する順序が適正であることを

確認する。両ブレーキの動作を目視で確認する。 
 

(1) 試験荷重をつり上げ、常用保持ブレーキを試験する間、非常用保持ブレーキを

解除する。10 分間保持する。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる

場合は、ブームまたは巻上装置の構成部品、ブレーキのいずれかに不具合を示して

いる可能性がある。 
 

(2) 非常用保持ブレーキを掛け直し、常用保持ブレーキを解除する。10 分間保持す

る。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、ブームまたは巻

上装置の構成部品、ブレーキのいずれかに不具合を示している可能性がある。常用

保持ブレーキを再び掛け、時間遅延の動作が適正であり、円滑かつ確実に停止でき

ることを確認する。試験荷重およびフックを時計回り・反時計回りに 360 度回転さ

せ、ベアリングの作動を確認する（転がり軸受がない場合は省略可）。 
 

(3) 各ブレーキが単独で保持できるのが定格荷重（125 パーセントではない）の場

合、(1) および (2) の試験は定格荷重の 100 パーセント(+0 / -5％) で実施し、その

旨を認証書に記載する。ただし、両ブレーキを同時に作動させた場合には、125 パ

ーセントの試験荷重を 10 分間保持できることを実証しなければならない。 
 

c. ダイナミックロードブレーキを含む動的試験 試験荷重を巻上げおよび巻下げし、各

速度ノッチまたは速度範囲において円滑な制御と加速ができているか目視で確認する。巻

上げまたは巻下げの途中で荷重を停止させ、ブレーキが試験荷重を停止・保持できること

を確認する 
 
注記：ダイナミックロードブレーキには、うず電流ブレーキ、直流回生制動ブレーキ、カゴ型

誘導電動機の回生制動ブレーキなどが含まれる。ダイナミックブレーキ単独では運動を停止さ

せることはできない。 
 

d. メカニカルロードブレーキ 試験荷重を約５フィート（状況に応じてそれ以上または

それ以下）つり上げる。巻上コントローラを中立位置にし、保持ブレーキを開放する（注

記参照）。ロードブレーキは試験荷重を保持しなければならない。次に、以下の試験を行

うために必要最小限の高さまで試験荷重を巻上げる。再び保持ブレーキを開放した状態で

試験荷重をゆっくり降下させ、降下中にコントローラを中立位置に戻す。ロードブレーキ

は試験荷重を停止しなければならない。ロードブレーキが荷重を停止できない場合でも加



E-36 

速を防いでいるときは、部隊は OEM または部隊技術部門に連絡し、ロードブレーキが設

計どおりに作動しているか確認しなければならない。この特性および OEM または部隊技

術部門とのやり取りは、機器経歴ファイルに記録する。 
 
メカニカルロードブレーキの試験に関わる注記  
 

1. 保持ブレーキの開放方法は、ブレーキおよび巻上装置の構造によりクレーンごとに異な

る。一般的な方法は機械式および電気式であり、稀に空気圧式または油圧式のものもあ

る。以下は代表的な例である。 
 

(a) ディスクブレーキのプレッシャープレートとハウジングの間にバールを差し

込み開放する。 
 

(b) ブレーキソレノイドプランジャーを機械的に押し込み、開放位置にする。 
 

(c) クランプでディスクブレーキを開放状態に固定する。 
 

(d) ブレーキリンケージにブロックを挿入しブレーキが作動しないようにする。 
 

(e) ブレーキ開放レバーまたはハンドルを使用する（装備されている場合）。 
 

(f) ブレーキがトルクを発生しないように設定を調整する。この方法を用いた場

合、試験後に正しい設定へ戻した際には静的・動的再試験が必要である。 
 

(g) ブレーキを電気的に開放・作動させるスイッチまたはジャンパスイッチを設

置する。このスイッチは、メカニカルロードブレーキ故障時に保持ブレーキを作動

させなければならない。ジャンパスイッチの一時的設置は改造には、該当しない

が、スイッチまたはジャンパスイッチの恒久設置は、海軍クレーンセンターの承認

を要する改造である。 
 

2. メカニカルロードブレーキの修理、総点検・修理、または分解後の試験では、つり上げ

能力の約 25 パーセントでの荷重試験に合格した後、125 パーセントでの荷重試験する

必要がある。この旨を使用許可認証書類の備考欄に記載すること。 
 

3. 保持ブレーキが機械的または電気的に開放できない巻上装置（例、モーター回転子一体

型ブレーキで、開放時に電機子を励磁するものや遠心力のみで開放するもの）の場合

は、降下中の動きが円滑であること、異音や過熱がないことを確認する。 
 

4. この試験段落を適用する場合、保持ブレーキを無効化する方法（または無効化できない

理由）を文書化しなければならない。文書は詳細手順または標準手順の形式とし、その

方法を CCIR 備考欄に記載する。 
 

5. 本試験は、メカニカルロードブレーキの代わりにセルフロック式ウォームギヤを使用し

ている巻上装置にも適用する。 
 
注意 ブレーキの構造によっては、機械的開放方法の一部で通電中の電気回路付近で作業する

必要がある。通電区域で作業する整備員は当該部隊による訓練を受け、作業はすべて OSHA の
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要件を満たさなければならない。なお、「c」「e」および「g」の方法は、必ずしも通電区域で

の作業を要しない。 
 

e. 電源喪失時の試験 本試験は、つり上げ中に電源が喪失した場合の巻上装置の反応を

確認するものである。試験荷重を地面から約 10 フィート（状況に応じてより高くまたは

低く）までつり上げる。次に、低速で試験荷重を巻下げながら、コントローラを低速巻下

げ位置に保持したまま、主電源を遮断する。このとき、試験荷重は停止しなければならな

い。その後、コントローラを中立位置に戻す。電動ホイストにおいて、コントローラを中

立位置に戻すまで荷重が停止しない場合は、それが当該クレーンの OEM による設計意図

であるかを確認するため、担当部隊の技術部門および海軍クレーンセンター（コード

03）が回路構成を精査しなければならない。特定のエアホイストの設計では、荷重を停止

させるために中立位置に戻す必要がある場合がある。電源または空気圧喪失時の停止距離

が、中立位置に戻した際の停止距離と大きく異なる場合は、その停止距離の重要性を運用

要件および安全性に基づき、担当部隊の技術部門または認証責任者が評価し、文書化しな

ければならない。 
 
注意 電子制御式クレーンの場合、部隊技術部門は、この試験が制御系に損傷を与えることな

く安全に実施可能であることを対象の回路で確認しなければならない。制御系が損傷する恐れ

がある場合は、その理由を文書化し、実施した代替試験を詳細に記録すること。代替試験手順

は海軍クレーンセンターの承認を要する。 
 
6.2.1.1. ワイヤロープドラムの非常用ブレーキ（シャフト故障検出装置） 
 

a. 静的試験 他の保持ブレーキ試験後、キャリパーディスクブレーキ単独で試験荷重を

保持できることを確認する。試験荷重を地面から浮かせ、非常停止ボタンを押して主電源

を切断し、ブレーキを作動させる。他のすべてのブレーキを手動で開放し、キャリパーデ

ィスクブレーキのみで 10 分間荷重を保持する。試験荷重が降下する場合は、巻上装置構

成部品またはブレーキの不具合が疑われる。試験後、他の保持ブレーキを再作動状態に戻

し、主電源を投入する。保持ブレーキで荷重が保持されていることを確認し、巻上げ・巻

下げ両方向の操作で全ての制御・ブレーキが正常に作動することを確認する。なお、手動

でブレーキを開放せず、試験ボタン等を使用することも可能である。その場合、試験ボタ

ンは工学的に計画された手順の一部であり、ディスクブレーキの潜在的故障モード（例、

駆動部が荷重を支えてしまう場合）を文書化しておかなければならない。 
 

b. 動的試験 試験荷重は、つり上げ能力の 100 パーセント (+5/-0 %) とする。試験実施

に必要な高さまで荷重をつり上げる。軸破損を模擬するため、最低限の速度で荷重を降下

させる。他のすべての巻上ブレーキを手動で開放し、ワイヤロープドラムブレーキのみを

有効とした状態で、モーターまたはドラムエンコーダを遮断（例、試験用スイッチ）して

系統故障を模擬する。検知にエンコーダ以外の部品（例、レゾルバ、機械式オーバースピ

ード装置）を使用している場合、またはエンコーダ信号切断以外の方法が必要な場合は、

部隊技術部門が適切な故障模擬方法（例、変数強制入力）を策定しなければならない。ブ

レーキは荷重を停止しなければならない。試験後、全てのブレーキを復帰させる。 
 
注意 ドラムブレーキが荷重停止に失敗した場合に備え、無効化された各巻上ブレーキに訓練

された要員を配置すること。これらの要員は常に荷重試験監督者と連絡を取り、指示に応じて

安全にブレーキを作動できる状態にしておかなければならない。 
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6.2.2. トロリ動作 細心の注意を払い（安全に実施できる空間がある場合）、トロリを橋形レ

ール全長にわたって横行させ、ブレーキの作動を確認する。 
 
6.2.3. ブリッジまたはガントリーの動き トロリをブリッジまたはガントリーの一端に寄せ、

（安全に実施できる空間がある場合）細心の注意を払いブリッジまたはガントリーを走行さ

せ、全長を移動する。トロリを反対側の端に寄せ、逆方向にも同様に全長走行させる。走行中

にブリッジまたはガントリートラックの動きに拘束や異常がないかを観察し、ブレーキの作動

を確認する。常置形ホイスト備えたポータブルガントリーまたは A フレームの走行は、OEM
の指示がある場合にのみ試験荷重をつり上げた状態で行うこと。 
 
注記 クレーンが複数のトロリ（または巻上装置）を備え、それらを併用して定格容量を達成

する場合（例、10,000 ポンド定格のトロリ２台で 20,000 ポンド容量を構成する場合）、6.2.2 項

および 6.2.3 項の試験は複数のトロリ（または巻上装置）に同時に荷をかけた状態で実施しなけ

ればならない。 
 
6.3. 電源喪失時の停止（ブリッジ、ガントリーまたはトロリに自動ブレーキを持たないクレー

ン） 電源が喪失した場合、特定のクレーンではブリッジ、ガントリー、およびトロリの動作

制御、ひいてはつり荷の動作制御に安全上の危険が生じる。この危険の程度は、ブリッジ、ガ

ントリー、またはトロリの速度、つり荷の大きさと重量、周囲環境、および当該クレーンの運

転特性によって異なる。この危険を低減する主要因はオペレーターの技能と反応であり、すべ

ての走行モードに自動ブレーキを備えていない既設クレーンを全面的に改造することは、実行

可能でも現実的でもない。なお、ブリッジまたはガントリークレーンが専ら運転室から操作さ

れ、かつオペレーター操作式のブレーキ（例、油圧式フットブレーキ、機械式フットブレーキ

など）を備えている場合、またはブリッジやガントリー、トロリにセルフロック式ウォームギ

ヤ駆動を使用している場合には、本要件は適用しない。したがって、以下の措置を講じなけれ

ばならない。 
 
6.3.1. 電源喪失時のクレーンの運転特性を、試験荷重を用いた現場での運転試験により確認

し、記録すること。この試験は、電源喪失時の運転特性に影響を与える修理または改造を行わ

ない限り、一度のみ実施すればよい。 
 
6.3.2. 使用許可認証担当官は、当該運転特性が電源喪失時における安全運転の許容範囲内にあ

ることを判定しなければならない。 
 
6.3.3. 必要に応じて、電源喪失時のクレーン運転特性および必要な注意事項を、クレーンの運

転室内またはペンダントコントローラ上に掲示し、オペレーターに注意を喚起しなければなら

ない。 
 
6.4. ガントリーまたは A フレーム伸長ピン 第４章 4.5.3.1.3 項に記載のとおり、ガントリー

クレーンの昇降に使用するピンを取り外しまたは再取り付けする場合であっても、そのピンが

使用予定の最高高さでクレーンとともに荷重試験を受け、かつ認証を取得している場合には、

AEP は不要であり、既存の使用許可は失効しない。これらのピンの取付けまたは取外しを行う

際は、必ず OEM の手順に従わなければならない。 
 
7. ジブ、ピラー、ポスト形ジブ、モノレール、ダビット、および固定式天井ホイスト 
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7.1. 無負荷試験 各操作をそれぞれ試験する。 
 
7.1.1. 巻上装置  
 

a. 各ロードフックを巻上リミットスイッチに接触するまでゆっくり巻上る。 
 

b. 上限リミットスイッチ解除（該当する場合）を使用し、フックをゆっくりと上限リミ

ットスイッチを通過させる。 
 

c. 非常用リミットスイッチ（該当する場合）を作動させる（付則 D 項目 29 参照）。 
 

d. 各フックをコントローラの全可動範囲で巻上げおよび巻下げを行う。 
 

e. 各フックを下限リミットスイッチ（該当する場合）に接触するまで巻下げる。 
 
7.1.2. トロリ トロリをコントローラの全可動範囲で両方向に操作する。モノレールまたはジ

ブの全長を移動させ、ゆっくりとストッパーに接触させる。ブレーキが正常に作動することを

確認する。全てのレールスイッチを操作し、正常作動を確認する。 
 
7.1.3. 旋回 （ジブ、ピラー、およびポスト形ジブ）最大作業半径で、可動範囲（場所を確保

できる場合）全域を旋回させる。 
 
7.2. 荷重試験 
 
7.2.1. 巻上装置 
 

a. 静的試験 試験荷重をつり上げ、10 分間保持する。試験荷重とフックを時計回りお

よび反時計回りに 360 度回転させ、ベアリングの作動を確認する（フックブロックに転が

り軸受がない場合は、フックの旋回試験を省略可能）。降下が発生していないかを観察す

る。降下が見られる場合は、巻上装置の構成部品、ブレーキのいずれかに不具合を示して

いる可能性がある。常用および非常用保持ブレーキを備える巻上装置は、本試験の代わり

に 7.2.1.b 項の試験を行う。 
 
b. 常用保持ブレーキと非常用保持ブレーキ 常用および非常用保持ブレーキ（各ブレー

キが単独で荷重を保持できる構造）の場合、試験荷重をつり上げ、コントローラを中立位

置に戻した際の常用および非常用保持ブレーキの作動順序を確認する。両保持ブレーキが

正しく作動することを目視で確認する。 
 

(1) 試験荷重をつり上げ、非常用保持ブレーキを解除して常用保持ブレーキを試験

する。10 分間保持する。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合

は、巻上装置の構成部品、ブレーキのいずれかに不具合を示している可能性があ

る。 
 
(2) 非常用保持ブレーキを再び作動させ、常用保持ブレーキを解除する。10 分間

保持する。降下が発生していないかを観察する。降下が見られる場合は、巻上装置

の構成部品、ブレーキのいずれかに不具合を示している可能性がある。その後、常

用保持ブレーキを再び作動させる。時間遅延の作動を確認し、円滑かつ確実に停止
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できることを確認する。さらに試験荷重とフックを時計回りおよび反時計回りに

360 度回転させ、ベアリングの作動を確認する（転がり軸受がない場合は省略

可）。 
 

(3) ブレーキが単独では定格荷重（125 パーセントではなく）までしか保持できな

い構造の場合、（1）および（2）の試験は定格荷重の 100 パーセント (+5/-0 %) で
実施可能であり、その旨を使用許可証に記載する。ただし、両ブレーキを同時に作

動させた場合は、125 パーセントの試験荷重を 10 分間保持できることを実証しなけ

ればならない。 
 
c. ダイナミックロードブレーキを含む動的試験 試験荷重を巻上げおよび巻下げし、速

度切り替え時に円滑な制御と加速が行われているかを目視で確認する。巻上げおよび巻下

げの途中で荷重を停止させ、ブレーキが荷重を停止・保持できることを確認する。 
 

注記：ダイナミックロードブレーキには、うず電流ブレーキ、直流回生制動ブレーキ、かご形

誘導電動機による回生制動ブレーキなどが含まれる。ダイナミックブレーキは運動を停止させ

るものではない。 
 

d. メカニカルロードブレーキ 試験荷重を約５フィート（条件に応じて高めまたは低

め）つり上げ、コントローラを中立にした状態で保持ブレーキを解除する（注参照）。ロ

ードブレーキは試験荷重を保持しなければならない。次に、最低限必要な高さまで試験荷

重を巻上げ、保持ブレーキを解除したまま荷重をゆっくり降下させる。降下中にコントロ

ーラを中立に戻した際、ロードブレーキが荷重を停止しなければならない。完全停止はし

ないが加速を防いでいる場合は、OEM または技術部門に連絡し、設計どおりの作動であ

るか確認する。この特性および OEM または部隊の技術部門のやり取りの記録は機器経歴

ファイルに保存する。 
 
メカニカルロードブレーキの修理、総点検・修理、または分解後の試験では、つり上げ能

力の約 25 パーセントでの荷重試験に合格した後、125 パーセントでの荷重試験する必要

がある。この旨を使用許可認証書類の備考欄に記載すること。 
 
メカニカルロードブレーキ試験に関する注記  
 

1. 保持ブレーキの開放方法は、ブレーキおよび巻上装置の構造によりクレーンごとに異な

る。一般的な開放方法は機械式および電気式の２種類であり、まれに空気圧または油圧

により開放される構造もある。以下は特定のクレーンに該当し得る開放例である。 
 

(a) ディスクブレーキのプレッシャープレートとハウジングの間にバールを差し

込み、ディスクブレーキを開放する。 
 

(b) 機械的にブレーキソレノイドプランジャーを開放位置に押し込む。 
 

(c) クランプを取り付け、ディスクブレーキを開放状態で固定する。 
 

(d) ブロックをブレーキリンケージに挿入し、ブレーキの作動を阻止する。 
 

(e) ブレーキ開放レバーまたはハンドルが装備されている場合、それを使用す



E-41 

る。 
 

(f) ブレーキがトルクを発生しないよう設定を調整する。この場合、試験後に正

しい設定へ戻した際、静的および動的試験を再実施する必要がある。 
 

(g) ブレーキを電気的に開放・作動させるスイッチまたはジャンパスイッチを設

置する。このスイッチは、メカニカルロードブレーキ故障時に保持ブレーキを作動

させなければならない。ジャンパスイッチの一時的設置は改造には、該当しない

が、スイッチまたはジャンパスイッチの恒久設置は、海軍クレーンセンターの承認

を要する改造である。 
 

2. メカニカルロードブレーキの修理、総点検・修理、または分解後の試験では、つり上げ

能力の約 25 パーセントでの荷重試験に合格した後、125 パーセントでの荷重試験する必

要がある。この旨を使用許可認証書類の備考欄に記載すること。 
 

3. 保持ブレーキが機械的または電気的に開放できない巻上装置（例、モーター回転子と一

体化され、開放時に電機子を励磁する構造、または遠心力でのみ開放される構造）の場

合、巻下げ中に円滑な動作、異常音、過熱の有無を確認すること。 
 

4. 本試験段落を適用する場合、部隊は、保持ブレーキを無効化する方法（または無効化で

きない理由）を文書で明示すること。この説明は詳細手順書または標準手順書の形式と

し、使用した方法を CCIR の備考欄に記録すること。 
 

5. この試験は、メカニカルロードブレーキの代わりにウォームギヤセルフロックが使われ

ている場合にウォームギヤセルフロックを備える巻上装置にも適用される。 
 
注意 ブレーキ構造によっては、機械的開放方法の中に通電中の電気回路付近で作業する必要

があるものがある。通電区域で作業する機械・電気系整備員は部隊の教育を受けること。作業

は全て OSHA 要件を満たすこと。c」「e」および「g」の方法は、必ずしも通電区域での作業

を要しない。 
 

e. 電源喪失時の試験 本試験は、つり上げ中に電源が喪失した場合の巻上装置の反応を

確認するものである。試験荷重を地面から約 10 フィート（状況に応じてより高くまたは

低く）まで、つり上げる。次に、低速で試験荷重を巻下げながら、コントローラを低速巻

下げ位置に保持したまま、主電源を遮断する。このとき、試験荷重は停止しなければなら

ない。その後、コントローラを中立位置に戻す。電動ホイストにおいて、コントローラを

中立位置に戻すまで荷重が停止しない場合は、それが当該クレーンの OEM による設計意

図であるかを確認するため、担当部隊の技術部門および海軍クレーンセンター（コード

03）が回路構成を精査しなければならない。特定のエアホイストの設計では、荷重を停止

させるために中立位置に戻す必要がある場合がある。電源または空気圧喪失時の停止距離

が、中立位置に戻した際の停止距離と大きく異なる場合は、その停止距離の重要性を運用

要件および安全性に基づき、担当部隊の技術部門または認証責任者が評価し、文書化しな

ければならない。 
 
注意 該当部隊の技術部門は、制御装置に損傷を与えることなく安全にこの試験を行なうため

に電子制御装置が備わるクレーンの回路構成を精査しなければならない。制御装置が損傷した

可能性がクレーンにある場合、該当部隊の技術部門は、その理由を記録し、さらに、実施する
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代替試験について詳述しなければならない。代替試験手順は、海軍クレーンセンターの承認が

必要となる。 
 
7.2.2. トロリ モノレールまたはジブ全長（場所を確保できる場合）で運転し、トロリ装置の

異常およびモノレール／ジブの調整を確認する。ブレーキ作動を確認する。 
 
7.2.3. 旋回（ジブ、ピラー、ポスト形ジブ、およびダビット） 最大作業半径で可動範囲（場

所を確保できる場合）を旋回し、数箇所で試験荷重を停止させる。いずれの位置でもジブやト

ロリの過大な横流れは許されない。15 ポンド以下の水平力で試験荷重を抑制できる場合は、そ

の横流れは許容範囲とする。 
 
7.3. ブーム傾斜角用ピンおよび伸長用ピン 第４章 4.5.3.1.2 項に記載のとおり、カテゴリー

３基礎据付型商用ブーム装置において、ブーム傾斜角用ピンおよび伸長用ピンを取り外し、再

び取り付ける場合、当該ピンがクレーンと共に荷重試験を受け、かつ認証を取得していれば、

AEP は不要であり、既存の使用許可は失効しない。これらの部品を取り付けまたは取り外す際

は、必ず OEM の手順に従わなければならない。 
 
8. 自走式および牽引式を含む移動式ボートホイストならびにタイヤ式ガントリークレーン 
 
8.1. 試験荷重 公称試験荷重は、OEM 定格能力の 100 パーセントとする。移動式ボートホイ

ストの構造によっては、試験荷重にスプレッダの自重または差引値、下部ブロック下のスリン

グアセンブリの自重または差引値を含む場合がある。重量の差引値は、OEM または部隊技術部

門の指示に従うこと。 
 
8.2. 無負荷試験 
 
8.2.1. ホイスト 
 

a. 各ブロックをフックの最大作動移動範囲まで巻上げる。 
 

b. 低速で各ブロックを上限リミットスイッチ（装備されている場合）に接触させる。 
 

c. 各ブロックをフックの最大作動移動範囲まで巻下げる。 
 
注意 巻下げ後、ドラム上に最低２巻（またはクレーン OEM が要求する場合はそれ以上）の

ワイヤロープが残っていることを確認する。また、乱巻や圧潰を防ぐため、ロープがドラム上

に密着して巻かれていることを確認してから荷重試験に進むこと。 
 
8.2.2. 走行試験 可能であれば最低 50 フィート走行させ、左右に操舵して正常な操舵機能を

確認する。ステアリングの調整が OEM 指示に適合していることを確認する。走行警報および

非常停止スイッチ（装備されている場合）を試験する。牽引式の場合は、最低 50 フィート牽引

する。 
 
8.2.3. トロリ試験 該当する場合、トロリを両方向に横行可能範囲の全長を運転し、低速でス

トッパーに接触させる。ブレーキが正常に作動することを確認する。 
 
8.3. 荷重試験 
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8.3.1. 巻上装置 
 
注意 試験荷重つり上げにデッキフィッティングを使用する型式では、デッキフィッティング

の回転方向をスリングの面と一致させること。試験荷重は必要試験が行える高さまでのみつり

上げること。 
 

a. 静的試験 試験荷重を約１フィートつり上げ、10 分間保持する。降下が発生してい

ないかを観察する。降下が見られる場合は、巻上装置の構成部品、ブレーキのいずれかに

不具合を示している可能性がある。必要に応じ、試験荷重およびフックを時計回り・反時

計回りにそれぞれ 360 度回転させ、ベアリングの作動を確認する（フックブロックに転が

り軸受がない場合は省略可） 
 
8.3.1a 項に関する注記 
 
1. 巻上ドラムに１本の連続ロープを２台のホイスト間で使用する型式では、つり上げ前に両

ドラムのロープ量を均等化（各ドラムにワイヤロープが均等に巻かれている）すること。均等

化は OEM 手順に従う。 
 
2. 特定型式では、試験荷重つり上げ時にエンジンを全開とする。OEM 手順がある場合はそ

れに従う。 
 
3. 各ホイストが試験荷重の各つり位置に接続されている場合、試験荷重を均等につり上げる

こと。 
 
4. 単一ロードビーム（スプレッダ）に複数のロードフックを備える型式では、ロードビーム

に最大定格能力を表示すること。定格能力が全フック合計に基づく場合、8.1 項の試験荷重割合

で全フックを同時に試験すること 
 

b. ホイストダイナミック試験 通常運転速度で試験荷重の巻上げと巻下げをし、制御が

円滑であることを目視確認する。 
 
c. 巻上ブレーキ 試験荷重を低速で巻上げと巻下げをし、巻上ブレーキが試験荷重を制

御・停止できることを確認する。 
 
8.3.2. 走行試験 自走式の場合、低速で前後各 50 フィート以上走行させ、低速走行中にフッ

トブレーキを作動させる。走行中に左右へ操舵し、ステアリングの調整が OEM 手順どおりで

あることを確認する。牽引式の場合は 50 フィート以上牽引する。 
 
8.3.3. トロリ試験 該当する場合、トロリを両方向に横行可能範囲全長を運転し、異常の有無

を確認する。ブレーキが正常に作動することを確認する。 
 
注意 試験荷重の揺れを防ぐため誘導ロープを取り付ける。試験員は荷重試験中、タイヤから

十分に離れた位置に立つこと。 
 
8.3.4. タイヤ交換または修理後の試験 タイヤ交換または修理後は、静的試験・動的試験・走
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行試験を実施する。ただし、タイヤが８本以上ある場合は静的および動的試験は不要とし、走

行試験は冗長構成により無負荷で実施できる。 
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付則 F 
荷重支持部品、荷重制御部品および運転安全装置の例 

 

荷重支持部品の例 
 

フック ホイスト装置取り付けベース 

フックナット ベース用ボルトとナット 

フックベアリング トロリの車輪と車軸 

ロードブロック トロリフレームの主構造部材 

シーブ ガーダビームとサドル 

シーブピン フックトラニオン 

ブームヒールピン エコライザバーおよびピン 

ブームピン・ハウジング シーブベアリング 

ブームピン・ハウジング・コネクション ドラムおよびピニオンシャフトベアリング 

ワイヤロープ ホイストレジューサベアリングおよびベアリング保持

器 

ワイヤロープ接続金具 ホイストレジューサ、メカニカルロードブレーキ 

ワイヤロープドラム ホイストドライブキー 

ドラムシャフト 荷重制御用せん断ブロック 

ドラムシャフトベアリングのハウジング 下部ローラーパス 

ドラムシャフト・ハウジング用ナットとボルト ローラスパイダ 

ホイストドラム・ブルギヤ 走行装置部のサドル 

ホイストドラム・ピニオンギヤ ラッフィングホイスト歯止め、ラチェット、および取

り付け架台 

ギヤからシャフトへの接続部 上部ローラーパス 

ギヤからドラムへの接続部 ローラーパス用ローラー/車輪 

ピニオンシャフト 荷重運搬車軸のローラー 

ピニオンシャフトベアリングのケース ローラーパス支持部材（上部と下部） 

ピニオンシャフトベアリングのケース用ボルトとナット ガジョンおよびエコライザピン 

自動ホイストブレーキ 走行車軸 

ピニオンシャフトからホイストギヤボックスのカップリ

ング 

走行車輪 

ホイストギヤボックスの出力側シャフト 鋼管ブームのあらゆる構造材 

ホイストギヤボックスのギヤ 箱形ブームのあらゆる構造材 

ホイストギヤボックスの入力側シャフト シーブ受け部品 

ギヤボックスの入力側シャフトからモーターカップリン

グ 

ラッフィング・ブライドル 

ホイスト自動ブレーキのブレーキホイール ラッフィング・ブライドルからブーム接続部 

足踏み式ホイストブレーキ A フレームの脚と接続部 

ホイストブレーキのマスターシリンダー ガントリー脚部・主構造部材 

ホイストブレーキのアクチュエータシリンダー エコライザフレーム主構造部材 

ホイストブレーキホイール 走行台車フレームの主構造部材 

一つの装置として、ホイスト全体として減速機 絶縁リンク 

ホイストモーターシャフト  

すべてのホイスト駆動装置部品  
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荷重制御部品の例 
 

足踏み式ブレーキ（走行／旋回） 

ブレーキのマスターシリンダー（走行／旋回） 

ブレーキのアクチュエータシリンダー（走行／旋回） 

回転ブルギヤ 

回転ピニオンギヤ 

回転ピニオンギヤシャフト 

回転ギヤボックスの出力側シャフト 

出力側シャフトからピニオンシャフトを接続するカップリング 

回転ギヤボックスのギヤ 

回転ギヤボックスのギヤシャフト 

入力側シャフトからモーターシャフトを接続するカップリング 

旋回用電気ブレーキ 

走行用電気ブレーキ 

走行ギヤシャフト 

走行ギヤシャフトからモーターカップリング 

走行ギヤ 

モーターシャフト 

走行および旋回用ベアリングのケース 

走行および旋回ドライブのキー 

走行ギヤのギヤボックスの部品 

トロリ、懸垂形ブリッジ、およびモノレールのエンドストッパ 

バンパ 

アキュムレータおよびランプアキュムレータで、それに不具合があると過大応力または転倒を起こす可能性がある 

クレーンに搭載されたディーゼルエンジンおよび発電機（4.4.3.c (2) 項に記載の品目には例外事項がある） 

クレーンに搭載された電源供給（モーターに電流を流すクレーンのすべての導体で、集電器と集電ホイール、および

陸上からの電源を含む。ただし、非クレーン供給電源用導体を除く） 

マイクロプロセッサ制御ホイスト駆動装置 

電気制御回路 

 

注意 電気回路の構成を列記するには非常に数が多い。 

荷重制御とみなされる唯一の電気回路部品とは、荷重の動きに関連するものだけである。 

 

運転安全装置の例 
 

デッドマン型装置を含めたインターロック装置類 

巻過防止リミットスイッチ 

ツーブロッキング防止警報リミットスイッチ 

下限リミットスイッチ 

引き込み用ホイストリミットスイッチ（クレーンの水平リミットスイッチでブームが水平の状態では荷重を支持

しないものを除く） 

近接リミットスイッチ 

旋回リミットスイッチ（旋回ロックのリミットスイッチを除く） 

走行リミットスイッチ 

緊急停止スイッチ 

ロック装置 

移動式クレーンの水平器 

停止機能を有する過荷重表示装置 

作業半径表示計 

クレーンに搭載された停止機能を有するディーゼルエンジンのオーバースピード、圧力、および温度装置類（つ

まり、荷を動かすための力を供給する） 
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付則 G 
クレーンの耐用年数 

 

海軍クレーンセンターは、クレーンのライフサイクルコストを決定する際に以下の耐用

年数の使用を推奨する。 
 
 
 カテゴリー３ 

ホイスト 
カテゴリー３ 
ブリッジクレーン 

カテゴリー２ 
クレーン 

カテゴリー１移

動式クレーンを

除く 
負荷区分 
L3 

10-30 年間 
（想定８を参照） 

20-30 年間 
（想定８を参照） 

30-50 年間 
（想定７を参照） 

50 年間 
（想定７を参照） 

 
定義: 

1. 負荷区分 L3 – 定格荷重を頻繁につり上げるクレーンで、その通常の荷重は、定

格荷重の 1/3 から 2/3 の間である（CMAA 70 より） 
2. 負荷サイクル – 荷重を負荷した１回のつり上げ工程と荷重を負荷しない１回の

つり上げ工程 
 
想定項目 

1. 懸垂形ホイストは、ASME HST H4 等級とする。 
2. ワークステーションで使われるホイスト（ジブ、モノレール）は、通常、高いサ

イクルで運転され、それらの定格荷重に近い状態となる。 
3. 負荷サイクル 300,000 に対応可能となるクレーン（CMAA 70 では N2 の中間領

域） 
4. 過酷な使用条件で使われるクレーン（D 区分） 
5. １時間あたり５回のつり上げ回数がカテゴリー１およびカテゴリー２クレーンの

耐用年数の決定に使われていた。 
6. １時間あたり 10 回のつり上げ回数がカテゴリー３クレーンの耐用年数の決定に

使われていた。 
7. カテゴリー１およびカテゴリー２クレーンの耐用年数を延ばして 50 年の耐用年

数を得るために、耐用年数の中間期に耐用年数延長プログラム (SLEP) を利用で

きること。 
8. カテゴリー３ブリッジクレーンおよびホイストは、HST H4 の負荷サイクル分類

よりも使用頻度がかなり低いことがよくある。そのような場合、上述よりも長い

耐用年数に達する可能性が高い。 
 

海軍で使わる移動式クレーンは、入念な検査とメンテナンスにより 20 年の耐用年数を

さらに上回ることもよくある。 

 

 



G-2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（余白） 
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付則 H 
状態に基づくメンテナンス／信頼性に基づくメンテナンスの指針 

 
 
特定の必須保守検査項目の代わりに、特定の状態予測監視方法の利用が可能である。

NAVFAC P-307 検査自体は、総じて状態に基づくメンテナンスの一種であることに留意

する必要がある。 
 
保守検査の代わりに記載された技法の利用を認めるには（付則 C および D）、該当の部

隊において特定の技法に関する十分な訓練を受けているか、または必要に応じて専門家

レベルのデータの収集または精査が手配されていることを前提としている。 
 

予測監視方法 MISR/AMISR 該当項目 

振動監視 C28, D7（ピローブロックの目視および潤

滑問題を除く） 
C29a, C29b, C29c, D8a, D8b（ピローブロ

ックの目視、緩みのある締付具、および

潤滑問題を除く） 
  
潤滑監視（オイル／グリス採取） C29b, C29c, D8b（ピローブロックの目視

および緩みのある締付具を除く） 
  
モーター回路解析 C68, C69, D27, D28（目視でわかる明らか

な損傷、潤滑、適正な作動を除く） 
  
赤外線撮像／熱探知 C62, C63, C66, D23, D24, D26（目視でわ

かる明らかな損傷、適正な作動／順序、

バッテリ交換、ヒューズの定格を除く） 
  
アコースティック・エミッション C42, D1 （腐食や締め具の脱落を目視で

確認する以外は、適切に検査され設計さ

れている場合） 
C49a 旋回輪ベアリング OEM および

RCDR により海軍クレーンセンターの同

意をえたとき 
  
OEM 提供の旋回輪ベアリングの方法 C49a, C49b RCDR により海軍クレーン

センターの同意をえたとき 
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ワイヤロープおよび合成繊維製ロープ

の非破壊検査 
追加の検査方法とみなされ、ASME およ

び OSHA の必須検査の代わりにはならな

い 

 
 
上述の指針に加えて、海軍クレーンセンターは、メンテナンスまたは状態検査項目の代

替として部隊が推奨する予測監視技法などを精査する。 
その提案は、完全に検討される必要があり、データを収集して分析するために専門家ま

たは熟練技術者レベルの技術員を活用する必要がある。 
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付則 I 
つり上げ後の報告シート 

 
クレーン等搬送装置・玉掛用具 つり上げ後の報告シート 

 
WO   

クレーン   

日付／時間／場所  

クリティカルリフトか はい いいえ 
この作業工程での想定つり上げ回数   

品物の重量 既に把握済み重量有り 重量表示有り 重量不明 
 適正な重量判定 （該当するものすべてを丸で囲む） 
 

非定常の玉掛け方法を考慮する必要があったか。 

 

つり上げ前の点検で発見した不適合があったか。 

 

つり上げ前の点検で発見した不適合があったか。 

 

この作業工程での総合的

な結果について 
 

 
 

この作業工程をどのように改善できるか。 

 
 

特記事項 
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作業員 
オペレーター   補助作業員   
RIC   補助作業員   

玉掛作業員   補助作業員   

作業工程の評価者名   
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付則 J 
基本実技試験 

クレーン等搬送装置運転者（オペレーター）免許 

カテゴリー1 クレーン 

移動式ボートホイストおよびタイヤ式ガントリークレーンを除く 

 

注記 (1) 本試験の受験には、図 10-1 に示されるクレーン操作用の標準手信号に十分

に習熟していることが前提条件である。 

 

 (2) 本実技試験の要求事項は、各部隊の任務およびクレーンの運転特性および

機能に応じて、必要に応じて補足または変更しなければならない。 

 

 (3) 屈曲形ブームおよび伸縮形ブームクレーンの実技試験は、使用するクレー

ンの形式に合わせて必要に応じて変更しなければならない。 

 

 (4)  試験用紙の記入 各試験項目の前には短い線が設けられており、試験官は

受験者が正しく操作または解答を行った場合にはチェックマークを記入する。不

適切な操作または誤答があった場合には、ゼロまたは丸印で示す。すべての不合

格事項については、簡潔な説明を記入しなければならない。該当しない項目には

「NA」と記載すること。 

 

一般情報 

試験実施部隊名：  試験日：  

受験者氏名：  

試験官記入欄 

試験用クレーンの種類および形式：  

種類およびつり上げ能力（第 8 章 8.7.3項を参照）：  

試験結果： 合格  不合格  

備考：  

 

署名：  
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グループ A：運転前点検 

 

1. 使用前点検 

 

注記 フックは、点検しやすい位置に置かれているべきである。 

 

_______  a. 当該クレーンの使用許可が有効であることを確認してから次に進むこと。 
 
_______  b. 当該クレーンに札やその他の操作制限・警告が掲示されていないか確認するこ

と。 
 
_______  c. 修理作業が行われていないことを確認すること。 
 
_______  d. クレーンと接触する恐れのある位置に車両や物品が置かれていないことを確認す

ること。また、駐機、走行、および作業区域の地上および上空に障害物や危険が

存在しないことを確認すること。 
 
_______  e. 見回り点検、機械点検、および運転室点検を実施し。クレーンオペレーター日常

点検表（ODCL、図 9-1）に記録すること。 
 
_______  f. 必要に応じて、輪止めを外し、レールクランプを緩め、軌道スプリング楔を取り

外すこと。 
 

2. 潤滑の要求事項に関する理解 

 

________  a. 確認可能な箇所において潤滑油の量を確認し、運転中に潤滑が必要となる可能性

のある箇所を特定すること。 
 

グループ B：エンジン始動 

 

_______  1. マスタースイッチ、エンジンクラッチ、または油圧ポンプ駆動装置が備わってい

る場合は、それぞれの位置を確認し、解除すること。 
 
_______  2. コントローラハンドルの位置を確認し、ニュートラルにあることを確認するこ

と。 
 

注記 オペレーターは、これらのコントローラハンドルおよびクレーンに備わるペダル、レバ

ー、スイッチ類の機能について試験官に説明しなければならない。 

 

_______  3. OEM が定めた順序および方法に従ってエンジンを始動すること。 
 
_______  4. 計器類が正しい値を示していることを確認し、それぞれの用途を説明すること。 
 
_______  5. 必要に応じてエンジンの暖機運転を行うこと。 

 

注記：空気圧または油圧制御装置を備えるクレーンは、所定の運転圧力が計器に示されるまで

運転してはならない。 
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_______  6. マスタースイッチ、エンジンクラッチ、または油圧ポンプ駆動装置が備わってい

る場合は、作動させたうえで、クレーン、ブーム、またはフックに制御されてい

ない動きがないことを確認すること。 
 
_______  7. OEM の指示に従い、エンジンの暖機運転を継続すること。 
 

注記：オペレーターは、不具合を示す兆候音がないか注意深く聴取し、それらの内容と重要性

を試験官に報告しなければならない。 

 

グループ C：操作制御テスト 

 

________  1. 該当する場合、メインスイッチを切る。 
 
________  2. 使用前点検のうち操作点検を実施し、ODCL に記録すること。操作可能な位置に

いる場合は、下限リミットスイッチも点検しなければならない。ODCL には受験

者および試験官が署名すること。 
 
________  3. 試験用クレーンが直流電源で作動する場合は、電流計（設置されている場合）を

観察し、クレーンの動作に対してその指示値が適切であるかどうかを説明するこ

と。 
 

グループ D：走行 
 
注記 自走式クレーンに適用する。 

 

________  1. 走行のためにブームをクレーン前方中央部または OEMが指示する位置まで旋回

させること。 
 
________  2. OEM の要件に従ってクレーンを走行可能な状態に準備すること。部隊において

ブーム用架台が使用されている場合は、それを設置して使用すること。 
 
________  3. 玉掛作業員、クレーン軌道監視員、または軌道切り替え員に目的地を伝え、走行

中のクレーンの誘導を任せること。 
 
________  4. 試験を実施する場所までクレーンを移動すること。 

 

グループ E：運転試験 
 

注記 (1) 以下の問題は、全旋回可能なクレーンを想定している。試験用クレーンが、旋回範

囲の限定されたデリックまたは安定性等の理由により旋回範囲が制限される移動式クレ

ーンである場合、試験官は、その最大許容旋回範囲内で旋回を実施するよう指示しなけ

ればならない。 
 

(2) フローティングクレーンの場合は、波の穏やかな静水域において、ドックまたはバ

ージに係留されているものと想定する。試験中に波が荒い場合、試験官は、クレーンの



J-4 

不安定性を考慮し、本試験に定める精度基準を適用する際に許容範囲を設けることがで

きる 

 

(3) 本精度基準は最低限のものであり、部隊は任務要件に基づき、これより厳格な基準

を課すことができる。 

 

(4) 試験または操作のいかなる段階においても、オペレーターはワイヤーロープがドラ

ム上で弛むほどのたるみを生じさせてはならない。このような操作は不適切な行為とさ

れ、試験官はこれを記録しなければならない。 
 

問題１：運転精度テスト 

 

ふたのない容器または適切な目標物を、クレーンの操作範囲内に配置する。その目標物は、フ

ックブロック全長の半分以上の高さを有し、フックブロックの最大直径より約 12 インチ大きい

直径でなければならない。目標物は、フックブロックまたはクレーンの他の部分が接触すると

転倒する構造の架台上に設置すること。ブーム角度を調整してフックブロックが目標物の内側

になるようにし、クレーンを１回転または最大旋回範囲内で旋回させる。その後、合図なし

で、空のフックブロックを目標物の内部に慎重に降ろす。オペレーターは 3 回試行するものと

し、試験官は必要に応じて制限時間を設定してもよい。 

 

以下の行為は、不適切な行為として見なされている。 

 

_______  a. フックの不正確な誘導 オペレーターは、３回の試行のうち少なくとも２回、目

標物を転倒させることなく空のフックを目標物内に降ろさなければならない。 

 

_______  b. 障害物との安全距離を確保しない オペレーターは、クレーンのいかなる部分

も、障害物から 10 フィート以内に近付けてはならない。 

 

_______  c. 衝突 オペレーターは、フックまたは試験用荷重を地面、ブーム、物、人に接触

させてはならない。 

 

_______  d. 乱暴な旋回操作 オペレーターは、旋回中に試験用荷重が急激に動く、上下に揺

れる、またはぐらつくような操作を行ってはならない。 

 

_______  e. 急旋回 オペレーターは、遠心力により試験用荷重が大きく振り出されるような

速度でクレーンを旋回させてはならない 

 

_______  f. リミットスイッチに接触 

 

問題２：重量物のつり上げと取扱い 

 

注記：ハンマーヘッドクレーンを使用する場合、ブーム操作が要求される場面では、代わりに

トロリ操作を行うこと。 

 

試験用荷重は、当該クレーンの定格つり上げ能力の 25 パーセントから 50パーセントの範囲の

重量とし、対応する最小および最大作業半径の中間位置に配置されなければならない。必要に
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応じて、オペレーターはアウトリガーを伸長し、固定すること。試験用荷重を用意し適切に玉

掛けしてフックに取り付けた後、荷の外周から６インチ外側の地面に沿って目標線を描く。作

業半径が 20 フィートを超える場合は、10フィートごとに１インチを加算すること。所定の合

図を受けてから、試験用荷重を地切りする。緊急時を除き、試験中は他の合図を出してはなら

ない。オペレーターは、最大作業半径付近までブームを倒し、その後、最小作業半径付近まで

起こし、クレーンを一回転または最大旋回範囲内で旋回させる。その後、試験用荷重を最初に

引いた目標線内に着地させること。試験用荷重が目標位置に近づいたら、試験官・玉掛作業

員・有資格補助員は、誘導ロープで試験用荷重を回転させてもよいが、目標内への誘導はして

はならない。 

 

以下の行為は、不適切と見なされる。 

 

_______  a. 試験用荷重の不正確な配置 オペレーターは、２回の試行のうちに、試験用荷重

を目標線内に正確に配置しなければならない。 
 
_______  b. 水平で堅固な設置場所を確保しない（移動式クレーンのみ) オペレーターは、ク

レーンを安定かつ水平な場所に設置し、必要に応じてアウトリガーを張り出すま

では、試験用荷重を扱ってはならない。 
 
_______  c. フックの不正確な誘導 オペレーターは、玉掛作業員の補助が必要となる前に、

２回以内の修正操作で、フックを試験用荷重の玉掛位置から６インチ以内に誘導

しなければならない。 
 
_______  d. 合図より早く試験用荷重を巻上げる オペレーターは、試験用荷重が適切に固定

され、玉掛作業員が退避し、巻上げの合図が送られるまで、つり上げてはならな

い。 
 
_______  e. 不適切な玉掛けを見逃す オペレーターは、玉掛けが不適切または不安全である

と判断した場合は、直ちに試験官に報告しなければならない。 
 
_______  f. 巻上げ操作の遅れ オペレーターは、巻上げの合図を受けたら、遅滞なく試験用

荷重を巻上げなければならない。 
 
_______  g. 試験用荷重を急激に巻上げる オペレーターは、巻上げ操作において最大出力を

適用する前に、コントローラーを低速位置に設定し、ワイヤロープの弛みを安全

に取り除かなければならない。 
 
_______  h. ブレーキの確認をしない オペレーターは、試験用荷重が地面またはデッキから

数インチ離れたら巻上げを一旦停止し、ブレーキを掛け、ブレーキが試験用荷重を

保持していることを確認すること。 
 
_______  i. 安定度を確保しない オペレーターは、試験用荷重の位置がクレーンの安全作業半

径を超える位置までブームを倒してはならない。 
 
_______  j. 障害物との安全距離を確保しない オペレーターは、クレーンのいかなる部分も、

障害物から 10 フィート以内に近付けてはならない。 
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_______  k. 衝突 オペレーターは、フックまたは試験用荷重を地面、ブーム、物、人に接触

させてはならない。 
 
_______  l. 乱暴な旋回操作 オペレーターは、旋回中に試験用荷重が急激に動く、上下に揺れ

る、またはぐらつくような操作を行ってはならない。 
 
_______  m. 急旋回 オペレーターは、遠心力により試験用荷重が大きく振り出されるような

速度でクレーンを旋回させてはならない。 
 
_______  n. 作業員への危険行為 オペレーターは、試験用荷重を人の頭上に通過させてはな

らず、クレーンや荷に人が接近しないよう、警報を鳴らして注意喚起を行うこと

試験用のつり荷を人の頭上を通過させてはならない。 
 
_______  o. 許容旋回範囲の逸脱 オペレーターは、移動式クレーンにおいて定められた許容

旋回範囲を超えて旋回してはならず、限定旋回式クレーンおよびデリックではリ

ミットスイッチに接触してはならない。 
 
問題３：合図に正確に従う能力 

 

スクリーン、隔壁、または建物等を利用して、クレーン操作中にオペレーターが荷またはその

吊り用スリングのいかなる部分も視認できないようにすること。試験用の荷は、クレーンの安

定性またはバランスに影響を及ぼさない程度に軽量でなければならない。有資格の合図者また

は玉掛作業者が、以下の動作についてオペレーターを誘導するものとする。 

 

(1) 玉掛作業員が試験用荷重を掛けられるように、フックを所定の位置に移動させること。 
 
(2) 試験用荷重をつり上げる。 
 
(3)  オペレーターがブーム角度を調整し、ブームを旋回させる必要がある位置に荷を配置する

こと。 
 
(4) 玉掛作業員が試験用荷重を取り外せるようにする。 
 
(5) フックを試験用荷重から十分に離れる位置まで巻上げること。 
 

以下の行為は、不適切な行為として見なされている。 

 

_______  a. 合図なしでの操作 合図員または玉掛作業者の補助を受けて作業する際、オペレ

ーターは、合図によらずにクレーンのいかなる部分も操作してはならない。な

お、オペレーターが送られた合図が不安全であると判断した場合は、合図を待た

ずにクレーンを停止してよい。 
 
_______  b. 合図への不正確な応答 オペレーターは、各合図に対して迅速かつ適切に反応し

なければならない。合図の意味が理解できない場合は、その内容を確認して理解

するまでクレーンを停止しなければならない。 
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_______  c. ｢進行｣の合図に対して急激に反応する オペレーターは、あらゆる動作を開始す

る際に、コントローラーを急激に操作して動作が急に始まるような扱いをしては

ならない。 
 
_______  d. ｢停止｣の合図に即座に反応しない オペレーターは、停止の合図を受けた後は、

いかなる操作も継続してはならない。 
 
_______  e. 合図より早く試験用荷重を巻上げる オペレーターは、玉掛作業員が試験用荷重

から退避し、巻上げの合図を受けるまで、つり上げてはならない。 
 
_______  f. 巻上げ操作の遅れ オペレーターは、巻上げの合図を受けた際には、ただちに試

験用荷重を巻上げなければならない。 
 
_______  g. つり荷を急激につり上げる オペレーターは、巻上げ操作において最大出力を適

用する前に、コントローラーを低速位置に設定し、ワイヤロープの弛みを安全に

取り除かなければならない。 
 
_______  h. 乱暴な旋回操作 オペレーターは、旋回中に試験用荷重が急激に動く、上下に揺

れる、またはぐらつくような操作を行ってはならない。 
 
_______  i. 急旋回 オペレーターは、遠心力により試験用荷重が大きく振り出されるような速

度でクレーンを旋回させてはならない。 
 
_______  j. 水平で堅固な設置位置を確保しない オペレーターは、クレーンを安定かつ水平な

場所に設置するまでは、試験用荷重を扱ってはならない必要に応じてアウトリガー

を張り出すこと）。 
 

問題４：特殊な形状または動きやすい品物のつり上げと移動 

 

注記：試験用荷重をつり上げた状態で走行が可能なクレーンを使用する場合に適用する。 

 

約 200 フィートの直線経路を備えた試験コース上で、クレーンの種類に応じて、約 20 フィート

の長さを持つ軽量または中程度の重量の荷（パイプ、梁、丸太、木材など）をつり上げたまま

走行させること。試験官の指示に従って、その荷をコース終端に配置する。荷の過度な振れや

回転を防止するため、補助員や玉掛作業員が誘導ロープを使用して制御してもよい。 

 

以下の行為は、不適切な行為として見なされている。 
 

_______  a.  水平で堅固な設置位置を確保しない 該当のオペレーターは、クレーン走行の始

めから終わりまでクレーンが水平堅土な状態に保たれていなければ、品物を扱っ

たり、走行をしたりしてはならない。 
 
_______  b.  合図よりも早くつり荷を巻き上げる オペレーターは、試験用荷重が正しく固定

され、玉掛作業員が離れたのを確認し、巻上げの合図が送られるまでは、つり上

げを行ってはならない。 
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_______  c. 不適切な玉掛けを見過ごす オペレーターは、玉掛けが不適切または不安全であ

ると判断した場合は、直ちに試験官に報告しなければならない。 
 
_______  d. 巻上げ操作の遅れ オペレーターは、巻上げの合図を受けたら、遅滞なく試験用

荷重を巻上げなければならない。 
 
_______  e. つり荷を急激につり上げる オペレーターは、巻上げ操作において最大出力を適

用する前に、コントローラーを低速位置に設定し、ワイヤロープの弛みを安全に

取り除かなければならない。 
 
_______  f. ブレーキのテストを実施しない オペレーターは、試験用荷重を地面またはデッ

キから数インチの高さまで巻き上げた時点で一時停止し、ブレーキを作動させて

試験用荷重を保持できることを確認しなければならない。 
 
_______  g. 安定度を確保しない オペレーターは、試験用荷重の位置がクレーンの安全作業

半径を超える位置までブームを倒してはならない。 
 
_______  h. 障害物との安全距離を確保しない オペレーターは、クレーンのいかなる部分

も、障害物から 10 フィート以内に近付けてはならない。 
 
_______  i. 衝突 オペレーターは、フックまたは試験用荷重を地面、ブーム、物、人に接触さ

せてはならない。 
 
_______  j. 乱暴な旋回操作 オペレーターは、旋回中に試験用荷重が急激に動く、上下に揺れ

る、またはぐらつくような操作を行ってはならない。 
 
_______  k. 急旋回 オペレーターは、遠心力により試験用荷重が大きく振り出されるような

速度でクレーンを旋回させてはならない。 
 
_______  l. 作業員に対する危険行為 オペレーターは、試験用荷重を作業員の頭上に位置させ

てはならない。また、作業員がクレーンおよび試験用荷重に近づかないよう、警

報を発して警告しなければならない。 
 
_______  m. 不適切な設定 オペレーターは、つり荷走行作業において、OEM が認める位置に

のみブームを配置しなければならない。OEMの指示がある場合は、スパッドロッ

ク（旋回ロック）を確実に掛けなければならない。 
 

グループ F：クレーンを元に戻す、停止および格納 

 

_______  1. クレーンを所定の駐機位置まで移動させること。 
 
_______  2. フックブロックをブーム先端のシーブから４フィートから８フィート下につり下

げた状態で、ブームを約 45 度の角度に設定すること。または、必要に応じてブー

ム架台に収納すること。 
 
_______  3. ハウスロックまたは旋回ロックをかけるために、ブームを所定の位置に旋回させ

ること。 
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_______  4. すべてのコントローラをニュートラル位置に戻し、すべてのドラムロックを掛

け、マスタースイッチを切ること。クラッチまたは油圧ポンプ駆動装置を備えて

いる場合は、これを解除すること。 
 
_______  5. 指定の手順に従い、エンジンを停止すること。 
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（余白） 
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付則 K 
基本実技試験 

クレーン等搬送装置運転者（オペレーター）免許 

カテゴリー2 クレーンおよび運転室付カテゴリー3 クレーン対象 

 

注記 (1) この試験の受験資格は、図 10-2 に示される天井クレーンおよびガントリー

クレーン操作用の標準手信号に十分に習熟していることが前提条件である。 

 

 (2) 本実技試験の要求事項は、各部隊の任務およびクレーンの運転特性および

機能に応じて、必要に応じて補足または変更しなければならない。 

 

 (3) 本実技試験には、オペレーターが手信号に従う能力の評価が含まれてい

る。不適切な行為には、合図なしで操作を行うこと、および合図に対して誤った

応答をすることが含まれる。オペレーターがつり荷を視認できない状況での操作

が求められる場合は、試験内容をその条件に応じて修正しなければならない。手

信号への対応能力および視認不能状態での操作能力の試験に関する追加基準は、

付則 J の基本実技試験問題３に記載されている。 

 

 (4) 試験用紙の記入 各試験項目の前には短い線が設けられており、試験官は

受験者が正しく操作または解答を行った場合にはチェックマークを記入する。不

適切な操作または誤答があった場合には、ゼロまたは丸印で示す。すべての不合

格事項については、簡潔な説明を記入しなければならない。該当しない項目には

「NA」と記載すること。 

 

一般情報 

試験実施部隊名：  試験日：  

受験者氏名：  

試験官記入欄 

試験用クレーンの種類および形式：  

操作形式  

つり上げ能力  

試験結果： 合格  不合格  

備考：  

 

署名：  
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グループ A：操作前点検 
 
1. 使用前点検 
 

_______  a. クレーンが現在有効な使用許可（認証）を受けていることを確認してから次に進

むこと。 
 
_______  b. クレーンに操作上の制限、警告、またはタグが掲示されていないことを確認する

こと。 
 
_______  c. 修理作業が行われていないことを確認すること。 
 
_______  d. 見回り点検、機械点検、および運転室点検を実施し、日常点検表（ODCL、図 9-

1）に記録すること。 
 
_______  e. クレーンと接触する恐れのある位置に車両や物品が置かれていないことを確認す

ること。また、駐機、走行、および作業区域の地上および上空に障害物や危険が

存在しないことを確認すること。 
 
_______  f. 該当する作業区域に危険性および障害物がないか確認する。試験を進める前に、

必要に応じて、これらを是正する依頼をする。 
 
2. 潤滑の要求事項に関する理解 
 

_______  a. アクセス可能な箇所において潤滑油の量を確認し、運転中に潤滑が必要となる可

能性のある箇所を特定すること。 
 

グループ B：操作制御確認 

 

_______  1. すべてのコントローラが「OFF」位置にあることを確認すること。 
 
_______  2. クレーンの電源を投入すること。 
 
_______  3. デッドマンスイッチが装備されている場合、その作動を確認すること。 
 
_______  4. フックを巻上げ、巻下げ、停止させて、巻上コントローラの作動を確認するこ

と。 
 
_______  5. 横行コントローラおよびブレーキの動作を確認すること。ブレーキが正常に作動

することを確認すること。 
 
_______  6. トロリを前後に数フィート動かして、横行コントローラおよびブレーキの動作を

確認する。ブレーキが正常に作動することを確認する。 
 
_______  7. リミットスイッチおよび他の安全装置を点検すること。 
 
_______  8. 非常停止装置、運転安全装置、警報装置、計器類を点検し、不具合がある場合は

試験官に報告すること。 
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_______  9. 操作確認の結果を ODCL に記録し、受験者および試験官が署名すること。 
 

グループ C：運転 
 

注記 (1) 本試験において示す精度基準は最低限のものであり、部隊または任務の要件に応じ

て、より厳格な基準を適用しても差し支えない 
 

(2) 試験のいかなる段階においても、オペレーターがワイヤロープを弛ませてドラム上

で緩む状態にしてはならない。この行為は不適切とみなされ、試験官はその旨を記録し

なければならない。 

 

問題１‐運転精度試験 

 

クレーンの操作範囲内で、試験区域の一角に開放型容器または他の適切な目標物などを設置す

ること。目標物は、フックブロックの高さの少なくとも半分以上、かつ、フックブロックの最

大直径より約 12 インチ以上大きい直径を有するべきである。クレーンは、フックが試験区域の

対角線上の反対端に位置するように配置すること。オペレーターはフックを容器または目標物

の上に正確に移動させなければならない。必要に応じて、ブリッジの走行とトロリの同時操作

を行わせ、操作技能を確認すること。オペレーターは、フックを目標位置に正確に誘導する能

力を示さなければならない。 

 

注記 以下の行為は、不適切である。 

 

_______  a. 衝突 オペレーターは、フックをいかなる対象物にも接触させてはならない。 
 
_______  b. 乱暴な操作 オペレーターは、操作中にフックを大きく揺動させてはならない。 
 
_______  c. リミットスイッチへの接触 
 
問題２‐重量物のつり上げと取扱い 

 

本試験で使用するつり荷は、クレーンの定格荷重の 25 パーセントから 50パーセントの範囲内

の重量とすべきである。オペレーターには、このつり荷を重量物として取り扱うよう指示する

こと。試験用ウエイトの使用が推奨される。つり荷を所定位置に配置し、適切に玉掛けを実施

し、クレーンフックに取り付けた後、荷の外周から４インチ外側の位置に沿って床面に目標線

を引くこと。所定の合図を受けたオペレーターは、荷を床面すれすれまでつり上げ、自動ブレ

ーキおよびフットブレーキの作動を確認すること。その後、事前に設定された運転コースに従

ってつり荷を移動させるよう指示すること。このコースには、必要に応じて斜め方向の移動や

複数のコントローラ操作を含めるものとする。最後に、オペレーターはつり荷を目標線内に戻

さなければならない。玉掛作業員は、つり荷の回転を補助してもよいが、つり荷の移動を誘導

または支援してはならない。 
 
注記 以下の行為は、不適切な行為である。 

 

_______  a. 安全距離を確保しない オペレーターは、クレーンまたはつり荷のいかなる部分

も障害物に近接させてはならない。 
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_______  b. 衝突 オペレーターは、つり荷またはフックを地面、物体、または人に接触させ

てはならない。 
 
_______  c. 急激な操作 オペレーターは、つり荷が急激に動く、上下動する、または揺れる

ような操作をしてはならない。 
 
_______  d. 合図より早くつり荷を巻き上げる オペレーターは、つり荷が適切に固定され、

玉掛作業員が退避し、巻上げの合図を受けるまで、つり上げてはならない。 
 
_______  e. 不適切な玉掛けを見逃す オペレーターは、玉掛けが不適切または不安全である

と判断した場合は、直ちに試験官に報告しなければならない。 
 
_______  f. つり荷を急激につり上げる オペレーターは、低速コントロール位置または他の

適切な方法などを用いて、巻上げワイヤロープの弛みを取り除かなければならな

い。 
 
_______  g. ブレーキの作動確認をしない つり荷が持ち上げられた直後にブレーキのテスト

を実施しなければならない。 
 
_______  h. 作業員に対する危険行為 オペレーターは、試験用荷重を作業員の上方に位置さ

せてはならない。また、警報またはサイレンを鳴らして作業区域から人を退避さ

せなければならない。 
 
_______  i. つり荷の不適切な着地 オペレーターは、つり荷を目標線内に安全かつ滑らかに着

地させる運転技能を示さなければならない。 
 

問題３：特殊な形状または動きやすい品物のつり上げと運搬 

 

オペレーターは、長さ約 20 フィートの軽量から中程度の重量の品物をつり上げ、所定の経路に

沿って運搬しなければならない。対象となる品物は、パイプ、丸太、梁材、またはばら積みの

木材等が適当である。玉掛作業員は、手信号を用いてオペレーターに指示を出し、また、誘導

ロープによりつり荷を制御しなければならない。 
 
注記 以下の行為は、不適切である。 
 
_______  a. フックの不正確な誘導 オペレーターは、つり上げに適切な位置にフックを正確

に誘導する能力を示さなければならない。 
 
_______  b. 合図よりも早くつり荷を巻き上げる オペレーターは、つり荷が適切に固定さ

れ、玉掛作業員が退避し、巻上げの合図を受けるまで、つり上げてはならない。 
 
_______  c. 不適切な玉掛け 不安全な玉掛けを見逃す。 
 
_______  d. つり荷を急激につり上げる オペレーターは、低速コントローラや適切な方法で

ワイヤロープの弛みを取らなければならない。 



K-5 

 
_______  e. 作業員に対する危険行為 オペレーターは、試験用荷重を作業員の上方に位置さ

せてはならない。また、警報またはサイレンを鳴らして作業区域から人を退避させ

なければならない。 
 
_______  f. 安全距離を確保しない オペレーターは、クレーンまたはつり荷のいかなる部分

も障害物に近接させてはならない。 
 
_______  g. 衝突 オペレーターは、フックまたは試験用荷重を地面、ブーム、物、人に接触

させてはならない。つり荷は指示通り、安全かつ滑らかに着地させなければなら

ない。 
 
_______  h. 乱暴な旋回操作 オペレーターは、クレーンの操作によりフックやつり荷が急激

に動く、上下に揺れる、またはぐらつくような操作を行ってはならない。 
 

グループ D ：クレーンの格納 
 
_______  1.  クレーンを所定の格納位置まで移動すること。 
 
_______  2. そのクレーンフックを適切な格納位置に置く。通常、上部リミットスイッチ手前

の上限位置であるが、上部滑車装置またはトロリや巻上装置のフレームの下にゆ

とりある間隔を取ることで、次に ODCL または使用前点検を行うオペレーター

は、巻上装置が正しい方向に動かない事態が起きた場合にツーブロッキングが起

きる前に巻上げの動作を停止できるようにする。 
 
_______  3. すべてのコントローラをニュートラル位置に戻すこと。 
 
_______  4. 電源を遮断し、必要に応じて施錠をすること。 
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（余白） 
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付則 L 
基本実技試験 

クレーン等搬送装置運転者（オペレーター）免許 

移動式ボートホイストおよびタイヤ式ガントリークレーン対象 

 

注記 (1) この試験の受験資格は、図 10-1 に示される天井クレーンおよびガントリー

クレーン操作用の標準手信号に十分に習熟していることが前提条件である。 

 

 (2) 実技試験の要求事項は、部隊特有の任務と移動式ボートホイストまたはタ

イヤ式ガントリークレーンの運転特性および機能に応じて、必要に応じて補足ま

たは変更しなければならない。 

 

 (3) 本実技試験は、移動式ボートホイストが水上への揚降以外の用途（例：保

守用の船台への設置）に使用される場合、その操作能力を評価するために内容を

変更して実施してもよい。同様に、タイヤ式ガントリークレーンに対しても、必

要に応じて本試験を変更することができる。船を保守用の船台に設置するために

のみ使われている移動式ボートホイストがある。 

 

 (4)  試験用紙の記入 各試験項目の前には短い線が設けられており、試験官は

受験者が正しく操作または解答を行った場合にはチェックマークを記入する。不

適切な操作または誤答があった場合には、ゼロまたは丸印で示す。すべての不合

格事項については、簡潔な説明を記入しなければならない。該当しない項目には

「NA」と記載すること。 

 

一般情報 

試験実施部隊名：  試験日：  

受験者氏名：  

試験官記入欄 

試験用クレーンの種類および形式：  

つり上げ能力：  

試験結果： 合格  不合格  

備考：  

 

署名：  
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グループ A‐運転前点検 

 

1. 使用前点検 

 

注記：フックは、点検しやすい位置にあるべきである。 

 

_______  a. クレーンが現在有効な使用許可（認証）を受けていることを確認してから次に進

むこと。 
 
_______  b. クレーンに操作上の制限、警告、またはタグが掲示されていないことを確認する

こと。 
 
_______  c. 修理作業が行われていないことを確認すること。 
 
_______  d. クレーンと接触する可能性がある位置に車両や品物等が何も置かれていないこと

を確認する。さらに、駐機、走行、および作業領域の床上や上部に障害物および

危険がまったくないことを確認する。 
 
_______  e. 見回り点検、機械点検、および運転室点検を実施し、日常点検表（ODCL、図 9-

1）に記録すること。 
 
_______  f. 必要に応じて、車輪止めまたは楔を取り外すこと。 
 

2. 潤滑の要求事項に関する理解 

 

_______  a. 確認が可能な箇所において潤滑油の量を確すること。 
 
_______  b. 運転中に潤滑が必要となる可能性のある箇所を特定すること。 
 

グループ B‐エンジン始動 

 

_______  1. マスタークラッチまたは油圧ポンプ駆動装置が備わっている場合は、その位置を

確認し、これらを解除すること。 
 
_______  2. コントローラハンドル類がニュートラル位置にあることを確認すること。 
 

注記 オペレーターは、これらのコントローラハンドル類およびクレーンに備わるすべてのペ

ダル、レバー、スイッチ類の機能について試験官に説明しなければならない。 

 

_______  3. エンジンを OEM の定める方法に従って始動すること。 
 

_______  4. 計器類に正しい値が表示されていることを確認し、それぞれの計器の役割を説明す

ること。 
 
_______  5. 荷重表示計が装備されている場合は、無負荷時に正常な値が表示されていること

を確認すること 
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_______  6. 必要に応じてエンジンの暖機運転を行うこと。 
 

注記：空気圧または油圧制御装置を備えたクレーンは、計器に所定の運転圧力が表示されるま

で操作してはならない。 
 
_______  7. マスタークラッチまたは油圧ポンプ駆動装置を作動させ、クレーンに制御不能な

動きがないか確認すること。 
 
_______  8  OEM の指示に従い、エンジンの暖機運転を継続すること。 
 

注記：運転者は、異常を示す兆候となる音がないかを聴いて確認し、確認した場合はその内容

と程度を試験官に報告しなければならない。 

 

グループ C‐操作制御確認 

 

_______  1. 操作点検および使用前点検に含まれる無負荷試験を実施し、その結果を ODCL に

記録すること。操作上可能であれば、下限リミットスイッチも点検すること。受

験者および試験官は、ODCL に署名しなければならない 
 

グループ D‐走行 
 
注記：本項は自走式クレーンに適用する 

 

_______  1. OEM の指示に従い、クレーンを走行準備状態にすること 
 
_______  2. 合図担当員に目的地を伝え、走行中の誘導をその合図担当者に任せること。 
 
_______  3. 試験を実施する場所までクレーンを移動させること 
 

グループ E‐運転試験 
 

注記 (1) 可能であれば、クレーンの定格荷重の 25〜50 パーセントの重量物を用いて試験を

実施すること。 
 

(2) 試験に実際のボートを使用する必要がある場合や、移動式ボートホイストのつり上

げ能力に近い重量の船をつり上げる場合には、試験中のあらゆる危険を軽減するための

追加措置を講じなければならない。これには、万一受験者が誤った操作を行った際に、

即座に動力を遮断して装置の動作を停止できる補助者の配置を含む場合がある。これら

の試験は、すべての機器および作業員の安全を確保するため、厳格に管理された環境下

で実施しなければならない。 
 

(3) ボートを水中から揚降する試験は、可能な限り波の少ない保護水域において実施す

ること。 
 

(4) 運転者は、OEMの定める手順に従い、ワイヤロープがドラムに均等に巻き取ら

れ、またはホイストに均等な張力が加わるように操作しなければならない。試験または
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運転のいかなる段階においても、ワイヤロープがドラム上で緩むほど弛ませてはならな

い。 
 

重量物のつり上げと運搬 

 

移動式ボートホイストにおいては、試験用のつり荷を所定の設置場所からつり上げ、所定の発

着位置まで走行させ、水面に降ろすものとする。オペレーターは、合図担当員からの適切な指

示を受けた場合に限り、クレーンを操作して移動を行うこと。実技試験官は、合図担当員に対

して指示を与える責任を有する。走行を開始する前に、試験用のつり荷は均等に負荷がかかる

高さまで安全につり上げられていなければならない。水面に降ろす際、試験用のつり荷が水面

に接触しスリングが弛む前に、合図担当員はオペレーターに停止を指示し、その後に巻上げ合

図を出すものとする。その後、試験用のつり荷を十分な高さまで再びつり上げ、出発地点まで

走行させて、所定の場所に設置しなければならない。運転者の操縦能力は、旋回を要するよう

なあらかじめ設定された経路に基づいて評価される。同様の走行試験は、タイヤ式ガントリー

クレーンにも適用される。 

 

_______  a. 合図なしでの操作 オペレーターは、合図が出されていない限り、クレーンのい

かなる部分も動かしてはならない。ただし、送られた合図が不安全であると判断

した場合には、合図を待たずにただちに停止してもよい。 
 
_______  b. 合図への不正確な応答 オペレーターは、各合図に対して迅速かつ適切に反応し

なければならない。合図の意味が理解できない場合は、その内容を確認して理解

するまでクレーンを停止しなければならない。 
 
_______  c. 不適切な玉掛けを見過ごす オペレーターは、玉掛けが不適切または不安全であ

ると判断した場合は、直ちに試験官に報告しなければならない。 
 
_______  d.  合図よりも早くつり荷を巻き上げる オペレーターは、巻上げ操作において最大

出力を適用する前に、コントローラを低速位置に設定し、ワイヤロープの弛みを

安全に取り除かなければならない。 
 
_______  e. つり荷を急激につり上げる 該当のオペレーターは、低速で巻き上げワイヤロー

プの弛みを取ってから、最大の巻き上げ速度にしなければならない。 
 
_______  f.  ブレーキのテストを実施しない オペレーターは、試験用のつり荷を地面または

デッキから数インチの高さまで巻き上げた時点で一時停止し、ブレーキを作動さ

せて試験用荷重を保持できることを確認しなければならない。 
 
_______  g. ホイストを均等に巻き上げていないこと。荷重表示計を確認せず、ホイストに均

等に荷重が加わっていることを確認していないこと。 
 
_______  h. 障害物との安全距離を確保しない オペレーターは、クレーンのいかなる部分

も、障害物から 10 フィート以内に近付けてはならない。 

 

_______  i. 衝突 オペレーターは、フックまたは試験用のつり荷を地面、ブーム、物、人に接

触させてはならない。 
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_______  j. 作業員に対する危険行為 オペレーターは、試験用のつり荷を人の頭上に移動させ

てはならない。また人を試験用のつり荷に乗せてはならない。警報装置を作動さ

せ、周囲の者が移動式ボートホイストおよびつり荷から退避するよう警告しなけ

ればならない。 
 
_______  k. ｢進行｣の合図に対して急激に反応する オペレーターは、あらゆる動作を開始す

る際に、コントローラーを急激に操作して動作が急に始まるような扱いをしては

ならない。 
 
_______  l.  ｢停止｣の合図に即座に反応しない オペレーターは、停止の合図を受けた後は、

いかなる操作も継続してはならない。 
 

グループ F‐移動式ボートホイストを元に戻す、停止および格納 

 

_______  1. クレーンを所定の駐機位置まで移動させること。 
 
_______  2. フックおよびつりビームを、格納位置または所定の高さまで巻き上げて格納する

こと。 
 
_______  3. すべてのコントローラをニュートラル位置に戻し、ブレーキを設定すること。マ

スタークラッチまたは油圧ポンプ駆動装置が備わっている場合は、これを解除す

ること。 
 
_______  4. エンジンを OEM の指示に従って停止すること。 
 
_______  5. 必要であれば車輪止めを掛ける。 
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（余白） 
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付則 M 

海軍クレーンセンターによる 

第三者認証 (TPC) の手順 
 

注記 これらの手順は、海軍が所有するクレーン、デリック、コンテナスプレッダ、お

よびクレーン用つり上げ装置に適用される。TPC を要する海軍所有でない機器（レン

タル、リース、および契約業者が所有・運用するクレーン、デリック、他の機器などを

含む）は、OSHA 認定の民間機関によって OSHA 規定に従った認証を受けなければな

らない。 
 
1. クレーンおよびデリック 第４章に規定するとおり、貨物の取り扱いに使用される

クレーンおよびデリック、ならびに造船、艦船修理、艦船解体に使用されるフローティ

ングクレーンおよびフローティングデリック（バージ搭載の移動式クレーンを含む）に

ついては、OSHA 認定機関による認証を受けることが OSHA により義務付けられてい

る。認証要件は、29 CFR 1915、29 CFR 1917、29 CFR 1918、および 29 CFR 1919 に定め

られている。OSHA は、認証が海軍クレーンセンターによって実施されることを条件に、

本書を海軍所有のクレーンおよびデリックに対する認証要件の代替基準として認めてい

る。海軍クレーンセンターが認証を行うことを条件に、それらの認証要件の代替規定と

して本書を海軍が所有するクレーンおよびデリックの認証要件として認めている。海軍

の方針として、上記の作業に使用される海軍所有のクレーンおよびデリックについては、

前述の CFR の代わりに本書を認証基準として使用しなければならない。したがって、

該当するすべての海軍所有のクレーンおよびデリックは、海軍クレーンセンターの代表

者による認証を受けなければならない。これは、本書によって求められる各部隊の認証

担当官による使用許可認証に加えて行われるものである。 
 
年次 TPC に加えて、第４章に従って荷重試験を必要とする仮の再使用許可認証が行わ

れる場合には、TPC の実施が必要である。 
 
1.1. 手順 以下の項目がすべて完了した後に、海軍クレーンセンターの「認証権限者」

によって認証が付与される。 
 

a. 書類審査 認証権限者は、本書で定められた書類が完全で、最新かつ正確で

あることを確認しなければならない。フローティングクレーン（バージに積載し

た移動式クレーンを含む）の場合、該当するバージの材料検査報告書が最新であ

り、かつ、OPNAVINST 4780.6 に基づき当該バージが引き続き使用可能であるこ

とを示していなければならない。また、認証権限者は、現在の ROH に関する文書

および承認された ROH 延期に関する文書を確認し、延期の要件または条件が満た

されていることを確認しなければならない。 
 

b. 状態検査 認証権限者は、状態検査を実施し、図 4-3（クレーン状態検査記

録）の該当部分を記入する。 
 

c. 荷重試験 認証権限者は、該当部隊の荷重試験に立ち会う。 
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(1) 緊急作業のために年次認証の延長を必要とする場合は、上記の荷重試験

に代えて、部分荷重（例、つり上げ能力の 25 パーセント）による操作試験を

実施することが求められる。 
 
1.2. 認証 1.1 項の手続きがすべて完了し、かつ該当部隊の認証担当官による認証が行

われた後に、クレーン、デリック、または他の運搬装置などのユニット試験証明書また

は検査証明書（図 M-1）が、認証権限者によって発行される。この証明書を運転室内に

掲示しなければならない。また、証明書のコピーを該当のクレーンまたはデリックの機

器経歴ファイルに保管しなければならない。認証権限者は、その証明書のコピーを保管

するだけでなく、海軍クレーンセンター本部にもそのコピーを送付しなければならない。 
部隊の使用許可延長を目的とした認証が実施される場合には、項目５（試験荷重）は、

空欄とし、項目７の「試験済および検査済み」の選択肢には取り消し線を引き、操作試

験に用いた試験荷重を項目６に記入すること。また、荷重表示装置（装備されている場

合）は、使用した試験荷重で精度を確認しなければならない。さらに、項目６には、こ

の証明書は、部隊の使用許可延長が終了する時点で失効する旨を明記すること。 
 
1.3. 認証を妨げる不具合 認証権限者が第三者認証を妨げる不具合を発見し、それを

直ちに是正できない場合には、「認証検査で判明した不具合に関する所有者への通知」

（図 M-2）を発行する。この通知書は、該当のクレーンまたはデリックが認証を受ける

までの間、運転室内に掲示しておく必要がある。また、代表権限者は、通知書の写しを

保持するとともに、海軍クレーンセンター本部にコピーを送付しなければならない。 
 
2. 貨物運搬に使用するコンテナスプレッダおよびクレーン用つり上げ装置 これは、

一度限りの TPC である。ただし、スプレッダまたは装置が荷重試験を要する修理を受

けた場合には、新たな TPC が必要となる。認証権限者は、該当装置全体を入念に検査

し、関連書類（設計図、材料表など）を確認しなければならない。検査が適切に完了し

た後、認証権限者は、装置の定格荷重の 125 パーセントによる荷重試験に立ち会い、さ

らに荷重試験後に追加の検査を実施する。なお、該当 OEM による荷重試験の証明があ

る場合には、部隊による荷重試験に代えることができる。これらの手続きがすべて完了

した後、署名済みの証明書（図 M-1）が当該部隊に交付される。この証明書は、該当装

置の専用ファイルに保管しなければならない。 
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クレーン、デリック、または他の資材運搬装置等のユニット試験または検査証明書 

本証明書は、クレーン等搬送装置に関する海軍の代替認証基準に準拠するため、海軍クレーンセンター

から特別に承認を受けた者のみが発行することができる。NAVFAC P-307 は、29 CFR Part 1919 の規定に

準拠する代替手段として、米国労働省労働安全衛生局により承認されている。 
証明書番号  
 
1.  所有者  
 
2.  種類（チェック）： クレーン   デリック  その他（説明）   

場所： (a) 作業現場に常駐  (b) 作業現場の変更  (c) 船上   
(a) または (c), の場合、説明：   
クレーンの場合、種類（トラック、レールなど）：   
製造元：  形式：  シリアル番号：   
デリックの場合、具体的に記入   
所有者の照合、ある場合：  

3.  調査時の使用状態（チェック）： つり上げ  クラムシェル  マグネット  
その他、具体的に記入 

4.  調査時のブーム（ブリッジクレーンを除く）： 長さ   種類 
 
5.  使用した試験荷重（検査のみを行なった場合は線を引いて消す）： 
 作業半径  耐力試験荷重（試験荷重）  定格荷重  
       
       
       
       

耐力試験荷重の負荷方法：  
指定した負荷荷重の基準：  
  
6.  備考または課せられた制限事項：  
  
7.  荷重表示装置または制限装置（チェック）： 適合  不適合  精度  

私は、   年  月  日、上述の装置は、署名者またはその委任を受けた代理人 

によって（＿試験および検査）（＿検査）が実施され、当該（＿試験および検査）（＿検査）は、29 CFR Part 
1919 の規定に準拠するための OSHA 承認の代替基準である NAVFAC P-307 のすべての要件を満たしていたこ

と、不適合と見なされた不具合はすべて是正されたこと、また当該装置が該当するすべての規定要件に適合して

いることが確認されたことを証明する。試験および／または検査を実施する認定機関または他の認証を受けた機

関の名称および住所：Navy Crane Center, Bldg 491 NNSY, Portsmouth, VA 23709 
試験および／または検査を実施する認定者の氏名および住所 

試験および／または検査を実施する組織での署名者の職位： 

 
配布先： 
原本－所有者（運転室内に掲示） 
写し－所有者（機器経歴ファイル）  

認証者 
海軍クレーンセンター 

署名：  

  

日付：  

  
図 M-1  
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認証検査で判明した不具合に関する所有者への通知 

本通知は、クレーン等の重量物取扱設備の認証に関する海軍の代替基準に準拠するため、海軍クレー

ンセンターにより特別に承認された者のみが発行できる。NAVFAC P-307 は、29 CFR Part 1919 の規定

に準拠するための代替手段として、米国労働省労働安全衛生局により承認されている。 

1.  所有者： 
  

 

2.  機器の識別番号・場所・具体的な説明   

 

3. 署名者は正当な権限を有し、NAVFAC P-307 の要件に基づき実施した当該機器の（試験および検

査）（検査）において判明した、以下に列記する未是正の不具合について、本通知により報告するも

のである。署名者の判断において、これらの不具合は現時点で不適合な状態を構成している。 
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

4.  29 CFR Part 1919 の規定を遵守するための OSHA 承認の代替基準である NAVFAC P-307 の適用要件

に基づき、不具合の是正が署名者により確認されるまで、（試験および検査）（検査）のいかなる証

明書も発行してはならない。 

5.  試験および／または検査を実施する認定された、または他の認定などを受けた機関の名称および住

所 Navy Crane Center, Bldg 491 NNSY, Portsmouth, VA 23709 

6.  試験および／または検査を実施する認定者の氏名および住所   

  

7.  試験および／または検査を実施する組織での署名者の職位   

  

配布先： 
原本 – 所有者（運転室内に掲示） 
写し－ 認証者 

海軍クレーンセンター 

署名： 
  

 

日付： 
  

 
図 M-2 
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付則 N 

個人資格 

 

1. 本書に記載する職務に従事する以下の要員は、以下に示す分野に関して、（知識

を有する監督者、管理者、または指定された部隊担当者が認める形で）十分な知識また

は能力を有していることを示さなければならない。従業員の能力または職務遂行の評価

において改善の必要があると判断された場合、その従業員は、監督者の評価に基づき、

必要に応じて再講習を受けなければならない。再講習には、管理部門の判断および以下

に示す項目に関する再評価に基づき、初期講習、更新講習、またはその他の訓練を再受

講することが含まれる場合がある。なお、免許を有するクレーン運転士の資格および職

務遂行要件については、第８章および付則 J、K、L に記載されている。 

 

1.1. 保守担当員（機械系整備員および電気系整備員） 

 

a. 精密機器の正しい使用法と取扱い方、および測定値の記録 

 

b. ロックアウトおよびタグアウトの手順 ギアボックスやブレーキなどの LB
や LC 構成部品を分解するときの潜在的な蓄えられた重力エネルギーに対する保

護要件。蓄えられた油圧ならびに電気エネルギーの安全に関する要件 

 

c. 個人の専門領域における WHE の運転に不可欠な構成部品（例、ブレーキ、

クラッチ、駆軸装置、モーター、制御）の保守要件 

 

d. 機械系整備を担当する者には、電気の基本的な安全、電気系整備を担当す

る者には、電気の安全と米国電気工事規約 (NEC) の理解 

 

e. 正しい締め付け方法および給油方法 

 

f. 溶接作業に従事する者には、AWS D1.1、D14.1、アメリカ船級協会 (ABS) 
または海軍と同等の要件で要求される訓練または認証を含む、適切な溶接施工方

法が求められる。 

 

1.2. 検査官 

 

a. 本書の第３章、第４章、および第５章ならびに付則 C、D、および付則 E の

要件 

 

b. 機械系の検査に従事する者には、クレーン構造体、ブレーキ、クラッチ、

駆軸装置、ワイヤロープ、および WHE の運転に不可欠な機械構成部品などの検

査要件 
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c. 電気系の検査に従事する者には、電気モーター、モーター制御回路、WHE
の運転に不可欠な電気機器などの検査要件および NEC の要件 

 

d. 精密機器の正しい使用法と取扱い方および測定値の読み取り方 

 

e. ロックアウトおよびタグアウトの手順 

 

1.3. 玉掛用具検査員 

 

a. NAVFAC P-307 玉掛用具の検査と廃棄基準の知識 

 

b. ASME B30 玉掛用具の検査と廃棄基準（B30.9、B30.10、B30.26、および

B30.30)の知識 

 

c. 事故および機器の不具合や問題点の認識と報告手順 

 

d. 精密機器の正しい使用法と取扱い方、および測定値の記録 

 

1.4. 荷重試験監督官 

 

a. 本書の第 4 章ならびに付則 C、D、および付則 E の要件 

 

b. 精密機器の正しい使用法と取扱い方および測定値の読み取り方 

 

c. ロックアウトおよびタグアウトの手順 

 

d. 荷重試験に関する重量計算 

 

e. 試験対象の WHE および構成部品の運転特性に関する一般的な知識 

 

f. OEM の定格総荷重表を理解すること 

 

g. 試験対象の WHE の安定度の限界 

 

h. クレーンの適切な連絡合図方法、すなわち、手による合図（図 10-1 および

図 10-2 を参照）無線による合図など 

 

i. 作業前打ち合わせの実施 

 

1.5. 運転室なしカテゴリ 3 WHE の運転者（オペレーター）（操作対象となる特定の

形式の機器およびクレーンオペレーターが実施する必要があるつり上げの種類に応じ

て） 
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a. 機器の操作 

 

b. 品物の重量判定 

 

c. 品物の重心位置の判定 

 

d. クレーンまたは品物の運搬経路の計画および離隔距離の確認 

 

e. 適切な玉掛用具の選択と正しい使用 

 

f. 基本的な結び方、結び目、連結、およびそれらの使い方 

 

g. 玉掛方法での許容安全荷重を求めるために必要な計算の実施 

 

h. つり荷の適切な取付け位置の選択 

 

i. 玉掛用具の使用前目視点検の実施 

 

j. 操作をする WHE の使用前点検と操作の実施 

 

k. つり上げ作業を補助する他の作業員の作業を指示 

 

l. 事故および機器の不具合問題の認識および報告手順 

 

m. 適切なクレーン連絡合図方法、すなわち手による合図（図 10-1 および 10-2
を参照）、無線による合図など 

 

n. 作業前打ち合わせの実施 

 

1.6. 玉掛作業員 

 

a. 品物の重量判定 

 

b. 品物の重心位置の判定 

 

c. クレーンまたはつり荷の運搬経路の計画および離隔距離の確認 

 

d. 適切な玉掛用具の選択と正しい使用 

 

e. 基本的な結び方、結び目、連結、およびそれらの使い方 
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f. 玉掛方法の許容安全荷重を求めるために必要な計算の実施 

 

g. つり上げる品物の適切な取付け位置の選択 

 

h. 玉掛用具の使用前目視点検の実施 

 

i. 以下に記述の合図員の役割、該当する場合、建設合図員を含む 

 

j. クレーン作業を補助する他の作業員の作業を調整（RIC として指名を受け

た場合） 

 

k. 移動式クレーンのさまざまな設定および定格総荷重表の制限に関する一般

的な知識 

 

l. 本書の第 10 章（玉掛作業員に適用される部分）および第 14 章の要件。 

 

m. 軌道スイッチ調整要件（該当する場合） 

 

n. クレーン走行経路の点検要件 

 

o. 誘導ロープの適切な取扱い方 

 

p. 作業前打ち合わせの実施（RIC として指名を受けた場合） 

 

q. 担当のクレーンチームの指揮（RIC として指名を受けた場合） 

 

1.7. クレーン軌道監視員 

 

a. 緊急停止の合図の出し方とそのような対応が求められる状況の理解 

 

b. 適切な軌道スイッチの調整要件 

 

c. クレーン走行経路の点検、その走行経路に障害物がないことの確認または

クレーンの動きを停止する要件 

 

1.8. クレーン合図員 

 

a. 手による合図（図 10-1 および 10-2 を参照）、無線による合図など適切なク

レーン連絡合図方法の種類についての知識と理解 

 

b. 急停止の合図の出し方および急停止の合図を出さなければならない状況の理

解 
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c. 品物の振れと停止、品物のつり上によるブームのたわみによるクレーンの動

きを含む機器の操作と制限事項に関する基本知識を有すること 

 

d. 無線、電話、または電子的な合図伝達方などが該当する場合、それに関する

関連要件の知識と理解 

 

上述に加え、玉掛作業員および専任の監視員を含む建設作業に従事する合図者は、部隊

の有資格評価者により資格を認定されていなければならない。合図者は、口頭または筆

記による試験および実技試験を通じて、前述の要件を満たしていることを評価者に対し

て実証しなければならない。資格は文書化されるものとし、当該合図者が資格を有する

各合図の種類を明示しなければならない。 

 

2. 監督者 

 

2.1. 運転士監督者 クレーン運転士監督者は、以下の分野に関する十分な知識を有し

ていなければならない。 

 

a. 作業前打ち合わせの実施 

 

b. 特定のクレーンを運転するための個人資格の評価とそれらの資格が最新で

あることを判断する方法 

 

c. 本書の第 10 章の要件を含む安全な運転方法の習熟 

 

2.2. 玉掛作業監督者 玉掛作業監督者（一連の荷役作業のために）は、以下の分野に

関する十分な知識を有していなければならない。 

 

a. 作業前打ち合わせの実施 

 

b. 特定の作業を行うための個人資格の評価とそれらの資格が最新であること

を判断する方法 

 

c. 本書の第 10 章および第 14 章の要件を含む 1.5 項の玉掛作業員に関して記述

する知識および能力 

 

2.3. 保守担当の機械系整備員および電気系整備員、検査官、荷重試験監督官の監督者 

監督者は、以下の分野に関する十分な知識を有していなければならない。 

 

a. 作業前打ち合わせの実施 

 



N-6 

b. 特定の作業を行うための個人資格の評価とそれらの資格が最新であること

を判断する方法 

 

c. 本書の該当する要件に関する習熟 

 

3. エンジニア WHE を支援する業務に携わるエンジニアは、 

 

a. 担当する技術分野に関して専門的な能力を有していなければならない。 

 

b. クレーンを担当するエンジニアは、WHE の基本原則および 
NAVCRANECENINST 11450.2 に関する知識を有し、さらに本書の第３章から第

６章、および付則 C から付則 F および付則 O に定められた要件に精通していな

ければならない。 

 

c. 玉掛けを担当するエンジニアは、ASME B30.9、B30.10、B30.20、B30.26 に
に関する知識を有し、さらに玉掛用具に関する軍および連邦規格、ならびに本書

の第 10 章および第 14 章に定められた要件に精通していなければならない。 

 

4. 認証担当官 認証担当官は、WHE の検査、保守、試験、および認証に関して、本

書の要件を適用するための十分な知識を有していなければならない。 

 

5. 荷役作業計画管理者 荷役作業計画管理者は、本書の要件に関する十分な知識を

有するとともに、監視計画を指揮し、計画の評価指標（メトリクス）を策定する能力、

さらに、その監視結果と評価指標を活用して、効果的な自己評価および是正措置を実施

する能力を備えていなければならない。 
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付則 O 
海軍クレーンセンター技術管理方針およびクレーン改造申請（CAR）に関する指針 

 

1. 海軍クレーンセンターは、部隊が緊急と分類した CAR を最優先で精査する。 

 

2. 海軍クレーンセンターによる精査の範囲は、提出した申請内容に限定される。申請

内容以外で不適合や不安全な状態が認められた場合、海軍クレーンセンターはそれを勧

告事項または義務的な見解として部隊に通知することがある。 

 

3. 該当する場合には、部隊が定めた適切な製造工程手順書を承認する。 

 

4. 金属疲労については、新品のシャフトまたは金属疲労の影響を受ける構成部品など

を扱う申請の中で解析的な対応を行うものとする。新しいシャフトまたは金属疲労の影

響を受ける構成部品を対象とした申請には、疲労に関する解析を行なわれなければなら

ない。シャフトについては、ANSI/AGMA 6001-D97 に従って解析を行なわれなければ

ならない。 

 

5. シャフトの芯ずれを扱う CAR は、シャフトと平行方向および垂直方向の芯ずれ調

整値、その測定方法を記載しなければならない。そのカップリング(OEM) の初期値・

運転中の値・最終の調整許容値、せん断補強材、ピン、ボルト等の調整固定方法の詳細

を記載しなければならない。 

 

6. せん断補強材によって横方向の荷重またはせん断荷重を支持する構造の構成部品を

扱う CAR には、設計上の条件を満たしていることを示す計算書と取付け手順を含めな

ければならない。 

 

7. クリティカルリフト（危険度の高いつり上げ）手順および保守作業には、CAR の提

出は不要であり、提出すべきではない。 

 

8. 複数のクレーンに適用する CAR は、クレーンのつり上げ能力、は形式、OEM に加

えて固有の識別番号により指定しなければならない。「一般」や「各種」などの表現を

用いてはならない。 
 
9. 荷重支持部、荷重制御部、または運転安全装置に関して設計と完成実機との相違

が判明した場合、まず、該当部隊の技術部門と海軍クレーンセンターは、その状況を調

査しなければならない。完成実機の状態を維持する決定をした場合、表題に「ドキュメ

ンテーション（完成実機との相違）」と示す CAR が必要である。その設計が正しいと

判断され、該当のクレーンを設計通りに再構成する決定をした場合、CAR の提出は不

要である。 

 

10. 海軍クレーンセンターは、情報提供を目的として提出した部隊承認済みの CAR を

精査する。これらの CAR は、次のように処理される。 
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a. 重大な誤りまたは不具合がある部隊承認済みの CAR には、「見解付き返

送」のスタンプが押されて返送される。返送後の対応は、該当部隊の裁量に委ね

られる。修正版または改訂版の CAR を再提出する場合、その CAR に改訂を示

す文字「A」または前回の改訂に続く英字を明記すべきである。 
 
b. 海軍クレーンセンターによる「再分類」の指定は、第６章に基づき、誤って

部隊で承認した CAR に限定して使用される。 
 

11. マイクロプロセッサ制御式クレーンについては、改造を申請する部隊（または当

該部隊の委任を受けた代理）がそのソフトウェアまたはハードウェアの変更について、

該当のクレーンを最低３箇月間使用することで実証するまで、必須の改造申請は発行さ

れない。例外については、クレーンごとに評価する。 

 

12. 6.4.4 項に基づく調整に関連する追加の指針と事例 クレーンには多くの構成部品

が存在するため、すべてを網羅したリストの提供は困難である。以下にブレーキ以外の

例を示す。 
 

a. リミットスイッチの設定値を調整しても、その機能が変わらない限り、改造

には該当しない。ただし、コンピューターコードの変更は改造とみなされる。 
 
b. ホイストのクラッチ調整が該当クレーンのOEMが定めた許容値または許容

誤差内でない限り、その調整は、海軍クレーンセンターの承認を要する改造であ

る。 
 
c. ギヤおよびカップリングの適正な位置に合わせる調整は、改造に該当しな

い。 
 
d. ベアリングOEMが定めた許容範囲内でのプリロードまたは隙間の調整は、

改造に該当しない。 
 
e. OEMが定めた許容範囲内でのディーゼルエンジンの調整であれば、改造に

該当しない。 
 
f. 電気過負荷保護装置および電気保護装置の調整は、該当クレーンのOEMが

定めた範囲外で行われる場合、海軍クレーンセンターの承認が必要な改造であ

る。 
 
g. 油圧安全弁の調整が該当クレーンのOEMが定めた範囲を超える場合、その

調整は、海軍クレーンセンターの承認が必要な改造である。 
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h. 荷重停止装置のOEMが設定した範囲または許容値を超える調整は、海軍ク

レーンセンターの承認が必要な改造である。ただし、荷重試験のための一時的な

調整は、例外とする。 
 
13. 巻掛け方法の変更、試験荷重の大きさにより軽減した試験値、タイヤを接地し、

側方領域に対応したつり上げ能力の引き下げ（6.8 項）または使用可能なワイヤロープ

引張り力の引き下げ（付則 E の 5.5.2.1 項）によって移動式クレーンの認証荷重が変更

される場合、CAR は、不要である。これらの情報を該当クレーンの荷重試験・状態検

査証明書に記載しなければならない。また、すべてのつり上げ能力（例、アウトリガま

たはスタビライザの中間張り出し、後方領域、前方領域、タイヤ接地など）を使用しな

い場合も CAR は、不要である。ORM、環境条件、または作業効率の理由により移動式

クレーンの認証荷重を変更する場合、部隊承認の CAR が必要である。6.4.1.2 項を参照

する。 

 

14. クレーン、ホイスト、巻上装置またはトロリを別の場所または別のクレーン（異

なるレール）に移動することは、海軍クレーンセンターの承認を要する改造とみなされ

る（第４章の 4.5.6 項に従って移設される SPS クレーンを除く）。移設されたクレー

ン、ホイスト、巻上装置、またはトロリの移動は、NAVCRANESENINST 11450.2 また

は海軍クレーンセンター承認の CAR に記載された範囲で、巻上装置交換に関わるクレ

ーンの定型的な改造要件に適合しなければならない 

 

15. 再生タイヤは、CAR の対象として扱われなければならない。 
 
16. 本書に基づく認証対象とするためには、WHE は、製造時点で有効な設計および安

全に関する業界規格（例、ASME B30 シリーズ、ASME HST シリーズ、または、ASME
が適用されないときは、JIS、ISO、EN 規格などの国家や国際規格等）に適合していな

ければならない。さらに、特殊なつり上げまたは特殊環境（すなわち、SPS、弾薬のつ

り上げ、危険または爆発の環境、高温または溶融金属の取扱い、貨物の取り扱い、建設

作業）向けに認証を受ける WHE は、次のいずれかの設計要件を満たしていなければ

ならない。初回認証の場合には、最新の NAVCRANECENINST 11450.2 に定められた

設計要件を、継続認証の場合には、初回認証時に有効であった NAVCRANECENINST 
11450.2 版に定められた設計要件を、それぞれ満たさなければならない。WHE は、その

製造当時に有効であったその機器の海軍および軍用設計規格（例、DM-38、MIL-
HDBK-1038、UFC 3-320-7N、UFGS、NAVCRANECENINST 11450.2、またはクレーン

の定型的な改造）にも適合すべきである。該当する規格や要件が制定される前に調達さ

れた WHE については、引き続き良好な状態で作動し、劣化の兆候がない限り、使用を

継続てきる。新規クレーンの調達は、契約締時点の NAVCRANECENINST 11450.1 を準

拠しなけければならない（日本政府または受け入れ国により製造されたクレーンは、初

回認証から２年以内に新規クレーン調達から NAVCRANECENINST 11450. 1 および未完

了の CSA への準拠を進め、5 年以内に CSA に適合するのが望ましい）。 
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17. ブリッジまたはトロリ用レールおよび懸垂式走行レールに設置する仮設エンドス

トッパーは、以下に示す例外を除き、クレーンの改造と見なされ、海軍クレーンセンタ

ーの承認が必要である。仮設エンドストッパーは、該当のクレーン構造部に接触するよ

うにするべきである（ただし、手動式トロリのエンドストッパーは、その車輪に接触し

ても差し支えない）。なお、CAR に詳述されている緊急時の状況下においては、仮設

エンドストッパーがその車輪に接触しても差し支えない。 

 

18. CAR 書類、クレーンの定型的な改造書類、および必須改造書類の写しは、海軍ク

レーンセンターから入手可能である。 
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付則 P 
契約業者クレーン（または玉掛けした品物をつり上げるための代替機械） 

および玉掛用具要件 
 

コンプライアンス証明書 
この証明書には、本契約に基づいてクレーン（玉掛けされた品物をつり上げる多用途型機械、MHE、ま

たは建設機械）または玉掛用具を提供する会社の責任者が署名しなければならない。記入済みの証明書

は、海軍施設に持ち込まれる各クレーンまたは代替機械に掲示すること（玉掛用具を使用する作業に関し

ては、契約業者の現場事務所内に掲示すること）。 
契約担当官の連絡先 
（軍側代表者） 

電話番号 

主契約業者/電話番号 契約番号 

クレーンまたは代替機械の供給業者/電話番号 
（主契約業者と異なる場合） 

クレーンまたは代替機械の番

号（例、識別番号） 

クレーンまたは代替機械の製造者/形式/つり上げ能力 

クレーンまたは代替機械の運転者名（複数可） 

私は、以下の事項を証明します。 

1. 上述のクレーンまたは代替機械およびすべての玉掛用具は、該当する OSHA（米国労働安全衛生局）

の規則（海外の海軍施設においては現地の法令および規則）、ならびに該当する ASME B30 規格またはそ

の他の規格に適合していること。適用される OSHA 規則および ASME またはその他の規格は以下のとお

りである。 
____________________________________________________________________________________ 

2. 上述のオペレーターは、当該クレーンまたは代替機械の運転に関して、身体的要件を含む必要な訓練

と資格を有している。 
3. すべての安全装置および運転補助装置は有効であり、正常に作動している。また、オペレーターは、

つり上げ作業中にこれらの装置を無効化しないよう教育を受けている。 
4. オペレーター、玉掛作業員、および会社の責任者は、契約書に定められた事故発生時の対応措置を把

握している。 
5. 建設作業において合図者として従事する者は、29 CFR 1926.1428 に基づく資格を有している。 
6. 玉掛作業員は、NAVFAC P-307 の 11.1.k 項に基づいて資格を取得している。 
7. 作業現場に従事するすべての作業員は、USACE EM 385-1-1 により特別に許可されている場合を除

き、つり荷の下やつり荷の落下危険区域に立ち入らないよう教育を受けている。 

会社担当者の署名 日付 

会社担当者の氏名/役職名 

クレーン（または代替機械）に掲示 

（運転室内または車両） 
（玉掛作業の場合には契約業者の現場事務所内） 

図 P-1 
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契約業者クレーンまたは玉掛作業チェックリスト 

つり上げ前    
 はい いいえ NA 

1 最新の該当運転士名を記載したコンプライアンス証書 P-1 が運転室内に掲示してあるか

（または、玉掛作業については契約業者の現場事務所）。   
 

2 クレーンまたは機械は、作業現場に適切に搬入または搬出されているか。該当する

OEM の走行の指示に従っているか。 
  

 

3 これがクリティカルリフト（危険度の高いつり上げ）作業の場合、つり上げ計画を用意

し、理解しているか。 
  

 

4 架空送配電線が近隣にある場合、29 CFR 1926.1407-1411 の要求事項に対応するためにク

リティカルリフト（危険度の高いつり上げ）作業計画を用意してあるか。 
  

 

5 オペレーターは、つり上げる品物の重量（玉掛を含む）を把握しているか。    
6 つり上げる品物の重量は、その現状の設定で該当のクレーンまたは機械の製造者が定め

るつり上げ能力の範囲内か。 
  

 

7 アウトリガまたはスタビライザは必要か。必要な場合、それらは完全に張り出され、か

つ、接地しているか。 
  

 

8 アウトリガまたはスタビライザを使用し、かつ、車輪が地面から離れていない場合、こ

れは、該当する OEM に従った適切な設置か。 
  

 

9 該当のクレーンまたは機械は水平で堅固な地面に設置されているか。あらいは、堅固な

地面でない場合、適切な敷板などを用意しているか。 
  

 

10 敷板などを用意している場合、アウトリガまたはスタビライザパッド全面が受けられて

いるか。敷板材は、荷重を受けたアウトリガまたはスタビライザパッドを安全に支持で

きる適切な強度があるか。 

  
 

11 該当の部隊または場所には、地盤支持力に関して具体的な接地圧の制限や取り決めがあ

るか。それらの取り決めが守られているか。 
  

 

12 アウトリガまたはスタビライザを使用しない場合、そのクレーンまたは機械は、該当の

OEM の定格総荷重表にタイヤ接地状態でのつり上げが設定されているか。 
  

 

13 クレーンのカウンターウエイト旋回範囲内に人や障害物がないか。その旋回範囲内に立

ち入り可能な区域は、ケガや損傷を防止するために閉鎖されているか。 
  

 

14 つり上げ経路および旋回経路に障害物はないか。    

15 玉掛用具は、該当する ASME または現地の規格に適合しているか（例、スリングに関し

て ASME B30.9、フックに関して B30.10、シャックル、セーフティホイストリング、ア

イボルト等の金具に関して B30.26、クレーン用つり上げ装置に関して B30.20） 

  
 

16 擦れ、鋭利な角部や縁でスリング（特にナイロンスリング）や機器が損傷を受けないよ

うに当て物を使用しているか。 
  

 

17 玉掛用具は、その基本使用荷重に従って使われているか。その基本使用荷重は、玉掛用

具に表示してあるか。 
  

 

18 使用前にその玉掛用具の点検を行なったか。    

19 玉掛用具には損傷がなく、該当の用途に使用可能か。    
20 クレーンフックおよび玉掛用具のフックには、外れ止めが使われているか（または、開

口部が閉じられているか）。 
  

 

21 移動式クレーンをバージ上で使用する場合、29 CFR 1926.1437（建設）の取り決めに従

っているか。 
  

 

22 移動式クレーンをバージ上で使用する場合、アウトリガまたはスタビライザパッドを敷

板で受けているか。また、クローラは、29 CFR 1926.1437（建設）で認められた所定の

場所を走行しているか。 

  
 

23 フローチングクレーンの場合、29 CFR 1915（船舶修理）および 29 CFR 1926.1437（建

設）の取り決めに従っているか。 
  

 

24 多用途型機械、フォークリフト、または建設機械を使用している場合、該当の機械を玉

掛けした品物のつり上げ用として認める証明が該当の OEM（または有資格 PE）からあ

るか。定格総荷重表があるか。 

  
 

図 P-2 (1 of 2)  
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 はい いいえ NA 
25 作業員のつり上げがクレーンまたは基盤設置形ホイストで行われている場合、NAVFAC 

P-307 の 11.1.g (5) 項のクレーン要件または 11.1.m 項の基盤設置形ホイスト要件に従って

いるか。 

  
 

 つり上げ中    
26 フックは、荷振れを最小に抑えるために品物の重心の真上に位置しているか。    
27 確認のためにつり荷を数インチ以上つり上げたら、そのつり荷は、玉掛用具またはつり

上げ装置の中で荷崩れがなくバランスが保たれているか。 
  

 

28 つり上げられた品物が回転すると危険な場合には、誘導ロープや補助具などを使用して

いるか 
  

 

29 人がつり荷の下に立入ったり、通行したりしないように安全対策が施されているか。    
30 適切な合図が使われているか。    
31 品物がオペレーターから見えないつり上げでは、無線機が使われているか。    
32 担当のオペレーターは、合図に完全に注意を払い、適切に反応しているか。    
33 担当オペレーターは、品物がつり上げられている間、運転席に就いているか。    
34 つり荷の横引きが起きていないか。    
35 人がつり荷の上に上がらないようにしているか。    
36 始動と停止の動作はスムーズで滑らかな動きか（急加速または急減速がないこと）。    
37 つり荷走行が認められて、これを実行する場合、OEM の指示に従っているか（例、旋

回ロックを掛ける、ブームを前方または後方に向けて中心に置く等） 
  

 

38 クレーンまたは機械が無人の状態のとき、それは、安全な状態になっているか。    

 
 
契約業者 下請け業者 

場所 日付 

任意の情報 

クレーンオペレーター 

クレーンのメーカー、形式、シリアル番号 

品物の重量 

つり荷走行設定でのクレーンつり上げ能力 

つり荷走行設定での玉掛用具の使用荷重 

契約番号 
注記： 

このチェックリストを記入した米軍側代表者の署名： 
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付則 Q 
関係資料一覧 

 
注記 以下の基準を参照するとき、最新版または最新の改正版を適用するものとする。 
 
1. Unified Facilities Criteria (UFC) and Unified Facilities Guide Specifications (UFGS):  
UFC 3-430-07, Operations and Maintenance: Inspection and Certification of Boilers and 
Unfired Pressure Vessels; UFC 4-152-01, Design of Piers and Wharves; MIL-HDBK 
1025/1, Military Handbook, Piers Wharfs; UFGS 01 35 26, Governmental Safety 
Requirements; Department of Defense, Washington, DC 
 
2. SECNAV Instruction 11260.2, Navy Weight Handling Program for Shore Activities, 
Department of the Navy, Office of the Secretary, Washington, DC 
 
3. OPNAV Instruction 3500.39, Operational Risk Management; OPNAV Instruction 
4460.1, Management of Material Handling Equipment (MHE) and Shipboard Mobile 
Support Equipment (SMSE) in Navy; OPNAV Instruction 4780.6, Policy for Administering 
Service Craft and Boats in the U.S. Navy; OPNAV Instruction 4790.4, Ships' Maintenance 
and Material Management System Policy; OPNAV Instruction 5100.23, Navy 
Occupational Safety and Health (NAVOSH) Program; OPNAV Instruction 5102.1, Navy 
and Marine Corps Mishap and Safety Investigation Reporting and Record Keeping 
Manual, Department of the Navy, Office of the Chief of Naval Operations, Washington, 
DC 
 
4. NAVFAC Instruction 11230.1, Inspection, Certification, and Audit of Crane and 
Railroad Trackage; NAVFAC P-300, Non-Tactical Vehicles and Equipment (NTVE) 
Program Management, NAVFAC BMS B-15.12, Vertical Transportation Equipment, 
Department of the Navy, Naval Facilities Engineering Systems Command, Washington, 
DC 
 
5. MIL-STD-1625, Safety Certification Program for Drydocking Facilities and Shipbuilding 
Ways for U. S. Navy Ships; MIL-STD-2035, Nondestructive Testing Acceptance Criteria; 
NAVSEA 04 Crane Quality Manual;  NAVSEA 0989-018-1000, Manual for the Control of 
Refueling; NAVSEA 0P 5, Volume 1, Ammunition and Explosives Ashore: Safety 
Regulations for Handling, Storing, Production, Renovation and Shipping; NAVSEA 0P 
3565, Electromagnetic Radiation Hazards (Hazards to Ordnance);  NAVSEA Technical 
Manual SW023-AH-WHM-010, Handling Ammunition and Explosives with Industrial 
Materials Handling Equipment (MHE); NAVSEA Technical Publication T9074-AS-GIB-
010/271, Requirements for Nondestructive Testing Methods;  Naval Ships' Technical 
Manual S9086-UU-STM-010, Chapter 613: Wire and Fiber Rope and Rigging, 
Department of the Navy, Naval Sea Systems Command, Washington, DC 
 
6. NAVAIR 00-80T-119, Weight Handling Support Equipment Manual, Department of the 
Navy, Naval Air Systems Command, Patuxent River, MD 
 
7. NAVSUP Publication 538, Materials Handling Equipment Maintenance Manual, 
Department of the Navy, Naval Supply Systems Command, Mechanicsburg, PA 



Q-2 

 
8. NAVCRANECENINST 11200.33, Weight Handling Program Evaluations; 
Preparations for; NAVCRANECENINST 11450.1, Acquisition of Department of the Navy 
Shore Based Weight Handling Equipment; NAVCRANECENINST 11450.2, Design of 
Navy Shore Weight Handling Equipment, Department of the Navy, Naval Facilities 
Engineering Systems Command, Navy Crane Center, Portsmouth, VA 
 
9. NMCPHC-TM OM 6260, Medical Surveillance Procedures Manual and Medical Matrix, 
Navy and Marine Corps Public Health Center, Portsmouth, VA 
 
10. EM 385-1-1, Safety and Health Requirements Manual, Department of the Army, U.S. 
Army Corps of Engineers, Washington, DC 
 
11. Federal Specification RR-W-410, Wire Rope and Strand, General Services 
Administration, Federal Acquisition Service, Arlington, VA 
 
12. Code of Federal Regulations (CFR): 
 
12.1  Title 14, Part 77, Safe, Efficient Use and Preservation of the Navigable Air Space; 
Federal Aviation Administration, U.S. Department of Transportation, Washington, DC 
 
12.2  Title 29, Subpart B, Chapter XVII, Part 1910, Occupational Safety and Health 
Standards; Part 1915, Occupational Safety and Health Standards for Shipyard 
Employment; Part 1917, Marine Terminals; Part 1918, Safety and Health Regulations for 
Longshoring; Part 1919, Gear Certification; Part 1926, Safety and Health Regulations for 
Construction; OSHA Directive CPL 02-01-056, Inspection Procedures for Accessing 
Communication Towers by Hoist, Occupational Safety and Health Administration 
(OSHA), Office of the Federal Register, National Archives and Records Administration, 
Washington, DC 
 
12.3  Title 49, Part 391, Motor Carrier Safety Regulation, Sections 41-43, Physical 
Qualifications and Examinations, U.S. Department of Transportation, Federal Highway 
Administration, Washington, DC 
 
13. ASME B1.1, Unified Inch Screw Threads;  ASME  B30.1, Jacks, Industrial Rollers, 
Air Casters, and Hydraulic Gantries;  B30.2, Overhead and Gantry Cranes (Top Running 
Bridge, Single or Multiple Girder, Top Running Trolley Hoist);  B30.3, Tower Cranes; B30.4, 
Portal and Pedestal Cranes; B30.5, Mobile and Locomotive Cranes; B30.6, Derricks;  
B30.7, Winches;  B30.8, Floating Cranes and Floating Derricks; B30.9; Slings;  B30.10, 
Hooks;  B30.11, Monorails and Underhung Cranes; B30.13, Storage/Retrieval (S/R) 
Machines and Associated Equipment; B30.16, Overhead Hoists (Underhung);  B30.17, 
Cranes and Monorails (With Underhung Trolley and Hoist); B30.18, Stacker Cranes (Top 
or Under Running Bridge, Multiple Girder with Top or Under Running Trolley Hoist);  
B30.20, Below-the-Hook Lifting Devices;  B30.21, Lever Hoists; B30.22, Articulating 
Boom Cranes;  B30.23, Personnel Lifting Systems; B30.26, Rigging Hardware B30.29, 
Self-Erecting Tower Cranes; B30.30, Ropes; P30.1, Planning for Load Handling 
Activities; ASME BTH-1, Design of Below-the-Hook Lifting Devices; ASME HST-4, 
Performance Standard for Overhead Electric Wire Rope Hoists; ASME PASE, Safety 
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Standard for Portable Automotive Service Equipment, American Society of Mechanical 
Engineers, New York, NY 
 
14. ANSI/ASSE A10.22, Safety Requirements for Rope-Guided & Non-Guided Workers' 
Hoists; ANSI/ASSE A10.31, Safety Requirements, Definitions and Specifications for Digger 
Derricks;  ANSI/ASSP A10.48, Criteria for Safety Practices with the Construction, 
Demolition, Modification and Maintenance of Communication Structures; ANSI/SAIA A92.2, 
Vehicle-Mounted Elevating and Rotating Aerial Devices;  ANSI/ITSDF B56.6, Safety 
Standard Rough-Terrain Forklift Trucks;   ANSI E1.6-1 through E1.6-4, Entertainment 
Technology, Powered Hoist Systems;  ANSI/ASSE Z359, Fall Protection Code, American 
National Standards Institute, Washington, DC 
 
15. , ASTM A36, Standard Specification for Carbon Structural Steel;  A275, Magnetic 
Particle Inspection of Steel Forgings;  A574, Standard Specification for Alloy Steel 
Socket-Head Cap Screws;  A1023, Standard Specification for Stranded Carbon Steel 
Wire Ropes for General Purposes; E543, Standard Specification for Agencies Performing 
Nondestructive Testing;  E1417, Standard Practice for Liquid Penetrant Examination;  
F788, Standard Specification for Surface Discontinuities of Bolts, Screws, and Studs, Inch 
and Metric Series;  F812, Standard Specification for Surface Discontinuities of Nuts, Inch 
and Metric Series; F2973, Standard Specification for Insulating Links for Load Lifting 
Equipment Working Near Energized Power Lines; ASTM International, West 
Conshohocken, PA 
 
16. ,SAE J123, Surface Discontinuities on Bolts, Screws, and Studs in Fatigue 
Applications; SAE J159, Rated Capacity System; SAE J516, Hydraulic Hose Fittings; 
SAE J517, Hydraulic Hose; SAE J765, Crane Load Stability Test Code; SAE J995, Grade 
5 Finished Hex Nuts, Medium Carbon Steel Material for Use in Higher Strength Bolting 
and Anchoring Applications, Society of Automotive Engineers, Inc., Warrendale, PA 
 
17. AGMA 6001-D97, Design and Selection of Components for Enclosed Gear Drives, 
American Gear Manufacturers Association, Alexandria, VA 
 
18. AWS D1.1, Structural Welding Code; D14.1 Specification for Welding of Industrial 
and Mill Cranes and Other Material Handling Equipment, American Welding Society, 
Miami, FL 
 
19. , CMAA #70, Specifications for Top Running Bridge & Gantry Type Multiple Girder 
Electric Overhead Traveling Cranes, Crane Manufacturers Association of America, Inc., 
Charlotte, NC 
 
20. WSTDA-RS-1, Recommended Standard Specification for Synthetic Polyester 
Roundslings; WSTDA-RS-1 HP, Recommended Standard Specification for High 
Performance Yarn (HPY) Roundslings; Web Sling & Tie Down Association, Bel Air, MD 
 
21. TIA 222G, Structural Standards for Antenna Supporting Structures and Antennas;  TIA 
1019, Standard for Installation, Alteration & Maintenance of Antenna Supporting 
Structures and Antennas;  Telecommunications Industry Association, Arlington, VA 
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22. Base Mounted Hoist Mechanism Design and Use Standard for Lifting Personnel While 
Working on Telecommunication Structures; The Communications Infrastructure Contractors 
Association, Watertown, SD 
 
23. NFPA 70, National Electric Code (NEC), National Fire Protection Association, 1 
Batterymarch Park, Quincy, MA 02169. 
 
24. ISO 2415, Forged Shackles for General Lifting; ISO 4309, Cranes - Wire Ropes - 
Care and Maintenance, Inspection, and Discard, ISO 21898, Packaging-Flexible 
Intermediate Bulk Containers (FIBCS) for non-Dangerous Goods, International 
Organization for Standardization (ISO), Geneva, Switzerland 
 
25. EN 13411, Terminations for Steel Wire Ropes; EN 13155, Non-Fixed Load Lifting 
Attachments, European Committee for Standardization, Brussels, Belgium 
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付則 R 
関係文書一覧 

 
注記 以下の基準を参照するとき、最新版または最新の改正版を適用するものとする。 
 
1. OPNAV Instruction 5450.348, Mission, Functions and Tasks of the Naval Facilities 
Engineering Systems Command, Department of the Navy, Office of the Chief of Naval 
Operations, 0P-45, Washington, DC 
 
2. Naval Ships' Technical Manual, S9086-T4-STM-010, Chapter 589, Cranes, 
Department of the Navy, Naval Sea Systems Command, Washington, DC 
 
3. NAVSUP Instruction 10490.33, Material Handling Equipment; Administration and 
Control of (SUP 0622), Department of the Navy, Naval Supply Systems Command, 
Washington, DC 
 
4. CMAA #74, Specifications for Top Running and Under Running Single Girder Electric 
Traveling Cranes Utilizing Under Running Trolley Hoist, Crane Manufacturers Association 
of America, Inc., Charlotte, NC   
 
5. Bob’s Rigging and Crane Handbook, Bob De Benidictus, Inc. Pellow Engineering 
Services, Kansas City, MO 
 
6. Crane Handbook, Construction Safety Association of Ontario, Etobicoke, Ontario, 
Canada 
 
7. Handbook for Riggers, W.G. Newberry, Canada 
 
8. Handbook of Rigging, McGraw Hill book Company, New York, NY 
 
9. IPT's Crane and Rigging Handbook, IPT Publishing and Training Inc., Alberta, 
Canada 
 
10. Mobile Craning Today, Operating Engineers Training Institute of Ontario, Ontario, 
Canada 
 
11. Rigging Handbook, The Complete Illustrated Field Reference, Jerry A. Klinke, ACRA 
Publishing, Stevensville, MI 
 
12. Rigging Manual, Construction Safety Association of Ontario Etobicoke, Ontario, 
Canada 
 
13. Weaver, W.M., Whiting Crane Handbook, Whiting Corporation, Harvey, IL 
 
14. Wire Rope Users Manual, Wire Rope Technical Board, Stevensville, MD 
 
15. Wire Rope Sling Users Manual, Wire Rope Technical Board, Stevensville, MD 
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索引 
 

この索引は、主要な語句などを掲げている。通常、このページ番号は、該当項目の補助

項の見出しを指しており、その項目が記述された箇所をすべて指すものではない。 
すべての記述箇所を参照する場合には、デジタル検索をして参照すること。 
 

項目 ............................................................................................................................ ページ番号 

事故 ....................................................................................................................................... 12-1 
 対応 ............................................................................................................................ 12-4 
 分類 ............................................................................................................................ 12-1 
 定義 ...................................................................................................................12-2, 12-4 
 例外 ...................................................................................................................12-3, 12-4 
 概要 ............................................................................................................................ 12-1 
 初期事故報告 .............................................................................................................. 12-5 
 調査および報告 .................................................................................................12-5, 12-6 
 損傷を伴わない回避可能な事故 .................................................................................. 12-2 
 ニアミス（ニアミスおよび想定外の事態を参照） 
 報告 ................................................................................................................. 12-9, 12-10 
 玉掛け ........................................................................................................................ 12-3 
 重大 ............................................................................................................................ 12-1 
運転に不利な状況 ............................................................................................................................... 10-22 
 クレーンの格納 ........................................................................................................ 10-29 
A フレーム、ポータブル ...................................................................................................... 14-26 
改造 ............................................................................................................................ 6-1, 付則 O 
 追加要件および例外事項 ..............................................................................................6-3 
 運用上の変更 ................................................................................................................6-3 
 ブーム（ブームを参照） 
構成部品の設定調整 ......................................................................................................... 5-3, 6-5 
 旧式または NAVCRANECENINST 11450.2 に適合していない構成部品 .........................6-8 
 娯楽施設用 .................................................................................................. ホイスト 13-1 
 環境上の変更 ................................................................................................................6-3 
 機器に関連する変更 .....................................................................................................6-3 
 例外事項 .......................................................................................................................6-6 
 部隊で承認 ............................................................................................. 6-2, 6-15, 付則 O 
 必須 .................................................................................................................... 6-1, 6-19 
 マイクロプロセッサ制御クレーン ................................................................................6-6 
 荷重支持、荷重制御に影響を与えない小規模の改造 ....................................................6-2 
 近代化または分解修理契約 ...........................................................................................6-2 
 海軍クレーンセンター承認 .............................................................. 4-2, 6-1, 6-15, 付則 O 
 OEM による変更 ........................................................................................................................ 6-4 
 OEM のつり上げ能力の変更 .........................................................................................6-4 
 運用上の変更 ................................................................................................................6-3 
 記録 ...................................................................................................................... 5-2, 6-9 
 交換部品 .......................................................................................................................6-3 
 申請書 ................................................................................................................ 6-1, 6-15 
 玉掛用具および他の機器 ............................................................................................ 14-9 
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 標準 ...................................................................................................................... 6-2, 6-5 
移動式クレーンの補助機器、例外 .................................................................................. 4-7, E-24 
補助機器の手順書 (AEP)  .........................................................................................................4-7 
 文書 ..............................................................................................................................5-2 
 他への使用 ...................................................................................................................4-9 
年次使用許可認証 ....................................................................................................................4-2 
該当機器 ..................................................................................................................................1-2 
該当章 ......................................................................................................................................1-2 
クレーン運転士免許の申請書 ......................................................................................... 8-8, 8-13 
周囲の安全性、操作点検 .................................................................................................. 9-4, 9-7 
屈曲形ブームクレーン ................................................................................................... 6-7, E-31 
クレーンの組立または分解（巻掛け替えを含む） ............................................................... 10-15 
 ラチスブーム、特別要求事項 ................................................................................... 10-18 
 架空送配電線付近 ..................................................................................................... 10-24 
転倒支点荷重 ......................................................................................................................... 6-10 
バージデッキの選定および解析 ............................................................................................. 4-17 
バッテリ ..................................................................................................................................9-5 
クレーン用つり具装置 ................................................................................................ 4-16, 14-25 
 組立ておよび取り付けを要する ................................................................................ 14-25 
固着した状態、防止 ............................................................................................................. 10-10 
混成クレーンチーム ............................................................................................................... 10-3 
ブロック 
 玉掛用具および他の機器 .......................................................................................... 14-21 
 運転士による点検 .........................................................................................................9-3 
 使用基準（玉掛用具および他の機器） ..................................................................... 14-21 
ブーム ................................................................................................................... 10-27, A-2, E-7 
 角度 ..............................................................................................................................4-9 
 角度、操作点検 .................................................................................................... 9-6, 9-8 
 損傷した屈曲ブーム .....................................................................................................6-7 
 損傷したクレーンブーム ..............................................................................................6-7 
 フットブレーキ試験 .................................................................................................. E-17 
 補助桁の損傷 ................................................................................................................6-8 
 長さ表示計 ........................................................................................................4-10, 6-14 
 運転士による点検 ........................................................................................................ 9-3  
 主桁の損傷 ...................................................................................................................6-7 
 ストッパー、運転士による点検 ....................................................................................9-3 
 損傷した伸縮形ブーム ..................................................................................................6-8 
 試験 ........................................................................................................................... E-20 
ブレーキ 
 運転士による点検 ................................................................................................. 9-5, 9-8 
 整備、保守、特別要件 ..................................................................................................3-7 
 設定調整 ............................................................................................................... 4-3, 6-5 
バンパー ................................................................................................................................. A-3 
バンパー、運転士による点検 ...................................................................................................9-3 
つり上げ能力を超える負荷の防止 .......................................................................................... 6-13 
つり上げ能力または制限 ..........................................................................................................6-9 
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反転したフック .................................................................................................................... 14-31 
貨物運搬 ................................................................................................................................. A-3 
 使用許可認証（第三者認証を参照） 
 玉掛用具（貨物運搬に使用する玉掛用具を参照） 
キャリアフレーム、運転士による点検.....................................................................................9-2 
カテゴリー１クレーン ................................................................................. 1-2, 3-5, 付則 C, E, J 
カテゴリー２クレーン ......................................................................... 1-2, 3-6, 4-9, 付則 D, E, K 
カテゴリー３クレーン ......................................................................... 1-2, 3-6, 4-9, 付則 D, E, K 
注意札（危険札/警告札を参照） 
新規調達のクレーンの使用許可認証 ........................................................................................4-5 
使用許可認証担当官の任命 ......................................................................................................4-1 
使用許可認証プログラム ..........................................................................................................4-1 
 認証手続き ...................................................................................................................4-1 
 認証担当官 ...................................................................................................................4-1 
 日付 ..............................................................................................................................4-1 
 頻度 ..............................................................................................................................4-1 
 要求事項 .......................................................................................................................4-1 
チェーン、運転士による点検 ...................................................................................................9-7 
チェーンスリング 
 検査基準 ................................................................................................................... 14-12 
 廃棄基準 ................................................................................................................... 14-12 
 使用基準 ................................................................................................................... 14-12 
目通しつり ................................................................................................................ 14-13, 14-15 
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ハンドリング部は、本翻訳に記載された情報の利用または解釈に起因するいかなる結果につい

ても責任を負いません。 
 
翻訳者：SRF-JRMC 横須賀 Code 700 高谷弘得 
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